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1 ☆ 表 紙 デ ザ イ ン 説 明 ☆

デジ タルXYプ ロ ッター に よ り、周期4:1、 振 幅2:1の リ

サー ジ ュ曲線 を振 幅減 少 させ なが ら変形 サ イ クロ イ ド曲線 上

で 回転 させ作 図 させた もの で、 さらに この 図形 を タテ に と り

左 右 に展開 した もので あ る。'

主要各国のコンピュータ実動セット数

(1969年6月 末現在JECC調 べ) /
●=50セ ッ ト

アメリカ=52,480セ ッ ト

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●

　

西 ドイツ=5,250セ ッ ト

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●

日本=5,203セ ッ ト.

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●

　

イギリス=4,150セ ッ ト

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●

フランス=3,650セ ッ ト

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●● |

イタリア=・2,400セ ッ ト

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●

オース トラ リア=665セ ッ ト

●●●●●●●●●●
●●●4

ベ ネルックス3国=1,550セ ッ ト

●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●
●





ン



コンビュ」タ白書
情報選択時代への展望

1970

財団法人 日本経営情報開発協会編



、

＼



序 文

レ

1970年 代 の 日本は,自 らの手で未 来を創造 しな ければな らない新 しい時代 に入 ろうとしてい る。

技術の革新は,変 化 を生み,変 革 は新 しい文 明の母胎 とな る。情報化社会 は多 くの道 を選択 しうる

社会 であるが,働 の中で離 すべ きモデルのないきびしい麟 をの りこえ・変化の拶ヒ戦に対応 し

て,ダ ィナ ミ。ク醗 展す る道 耀 び旧 主的創造 をすすめ るためには・艦 す る醐 を正 しく処 、

聾 して的確 な判断 をくだす手段 とシステムが準備 され なければな らない。

その意味で,コ ンピュータの果たす役割 は,ま た一段 と重要 なもの とな りっっある。 コンピュー

タ利用の高度化 とソフ トウェア開発 を中核 とす る情報化の促進 は,現 時点 において何よ りも大 きい

政策的課題 といわな くてはな らない。

わが国の コンピュータ設置 セ ッ ト数は,年 率30%を こ える増加 をつづ け,1969年9月 末現在で,

5,6。、セ 。 トとな り,第 ・位のア ・リカ52,48・ セ ・・ト(・969年6月 糊 在)に 次 いで ほ醐 ドイツ

と並ぶにいたった。今後 も同様の速度 で増加 し続け るであろ う。また利用水準 も向上 しつつあ るが,

_方 で は 。のに急速嬢 化の テンポ}・旧来の制度 と横筋 適 応 しきれず・現実の姿 とそ ぐわない局

面が問題化 していることも否 めない事実で ある。

当協会では,か ねてか ら,こ れ らの環境整備の必難 を提唱 し・・969鞭 は とくにコンピ ュータ

教育 および通信 回線利用に関 して学雛 賭 ・よる委員会 を設 け具 微 微 討の結果・必要な 提

言 を行 なったが,順 次好 ま しい方向に転ず る兆 しが見 えっっあることはよろこぱしい。

この白書では,わ が国 コンピュータ産業の一般的状況お よび利用状況 とともに,具 体的 システム

の事例 を紹介 した。そ こにはコンピュータ関係者の強烈 な創造への意欲が感 じられ る。

また,。 のナ、び,7・ 年 代糊 けecあ た り,と く}・,わ が国の ・ンピ・一タ リゼーシ ・ンが今後10

鞠 に どこまで進展す るかについて予測の アンケー トを行ぜい・そ喘1果 をここに収飢 た・ これ

は,本 格的 コンピュー タ リゼーシ ョンはこれか らだ,と い うことを強 く示唆す るもの といえる。

この1年 間に,わ が国において ・ンピ=一 タ リゼー シ ・ンに関す る識 と世論が大 きくもりあが

って きた。国会をは じめとして政府や民間団体 にお いて情報化促進のための積極的な論議 や検討が

行なわれ,順 次,具 体的な施策が実施 されよ うとしてい る.し か し・・970年代 の展望 に立 ・て考 え

ると,ユ ーザ ー ・メーカー,政 府 を通 じて,な すべ きことが山ほ どあることを痛感す る。

と くに,ソ フ トウェアの関連において,わ れわれ は著 しく立 ち遅れてお り,そ の分野におけ る急

速で,か っ,地 に着いた開発努力 を重ね ることが重要 と考 える。

本書がい ささか な りともわが国の コンピュータ利用に関す る現状 と将来について理解 を深め るこ

とに役立つ ことができれば幸いで ある。 なお,本 書の作成 にあた り,ご 尽力 をいただ いた委員各位,

ならびに麺 な資料を融 されかつ脂 をくだされ燗 儲 各位の剛 力に対し・心から蹴 の意

を表す るものであ る。

1970年5月13日

財団法人 日本経営情報開発協会

鯛張 平 田 敬一郎
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第1部

1.総 括

ア ポ ロ宇宙 船 に象徴 され る1969年 は,コ ン ピュー タ技術 と シス テム工学 に よ る60年 代

のひ とつの締 め くく りで あ るばか りで な く,70年 代 の情報 化社会 の開幕 を告 げ る接点 で

もあ った。

この 白書 は1970年 代 を指 向 しつ つ,

第1に,1969年 を中心 としたわ が国 およ び諸外 国 の コン ピュー タ利用 と情報 産業 の実

態 を伝 えてい る。 一

第2に,政 府 は,前 年 度に ひ きつづ き,情 報 化 を促進 す るため,「 情報 処理 振 興事業

協会 等 に関す る法律」 の制定 な ど,い くつ かの具体 的 な施 策 を実施 に うつ した こ とを述

べ て い る。

第3に は,情 報 化の進展 に とって不可欠 な条件 で あ る通信 回線利用 自由化 の問題 が産

業界 か らつ よ く要 望 され,政 府 もこれ に応 え る姿勢 を示 したが,そ の経緯 につ きか な り

詳細 に論 じてい る。

第4に,国 内 および海 外 の コン ピュー タ産業 の実 情 を述 べ てい る。

第5に11969年 か ら1970年 にか けて,企 業 グル ープは未 来戦略 の構想 の もとに情報 シ

ンジケ ー ト形成 の機 運が高 ま って きたが,そ の動 向 につ いて触 れて い る。
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第6に,情 報 産業 の進 展 に と もな って,必 要 とされ るコン ピュー タ要 員 を確 保 す るた

めの教育 につ いて,大 学 教育 は もちろん,中 ・高 等学校 に おけ る コンピ ュー タ教育,社

内教 育,コ ンピュー タ学 校 の教 育 な どの 実態 な らびに将 来 のあ り方 にふれ てい る。

第7に,情 報 化社会 の環整 備や 人間生活 とコン ピュー タのかか わ り合 い を論 じ,ま た,

70年 代 の コンピ ュー タ リゼ ー シ ・ンの展 望 を試 み てい る。

最 後 に コ ンピ ュー タ利用状 況に 関す る調査 を実 施 し,わ が国 コン ピュー タ利用 の問題

点 を提示 してい る。

2.1970年 代 を前 に して

A.す す む国産機化

1969年 度 のわが 国の コン ピュー タ産業 の動 向を概観 すれ ば,前 年 に引 き続 いて,汎 用

コン ピュー タの需要 は順 調 にの び,1969年9月 末現 在 にお いて,実 動汎 用 コンビ=一 ータ

の セ ッ ト数 は5,601セ ッ ト(年 間純 増1,469セ ット),金 額 に して総額5,109億 円(年 間純

増1,396億 円,売 価換 算)に 達 して い る。

IBM国 内生産額 をふ くむ1969年 度(歴 年)生 産額 は1,706億 円(対 応 率20.7%増)

に達 し,輸 入総額 は612億 円(対 応率31.3%増)輸 出総額 は64億 円(21.7%増)に のぼ

る。

1969年9月 末 の コンピ ュー タ総実 動金額5,109億 円 の うち,国 産機 は2,634億 円(51.6

%)外 国機2,475億 円(48.4%)で あ って,前 年 に引 き続 き国産 機比率 は高 まってい る。

大 型機(国 産機32.3%,外 国機67.9%)を 除 いて,中 型 機(国 産 機60.0%,外 国機40.0

%),小 型機(国 産機71.3%,外 国機28。7%)の 国産機比率 は高 い。大型A(5億 円以上)

の国 産機比率 は金額 に して,1968年 には17.9%で あ ったが,1969年 には29.4%と な り,

大 幅 に増加 して い る。 大 型B(2億5,000万 円～5億 円未満)は1968年 の42.6%に 比べ,

1969年 は43.2%で あ って,外 国機 の占 め る割合 はほ ぼ横 ばいで あ る。



B.オ ン ラ イ ン 指 向 機 器 の 開 発

コン ピュー タ と通信 回線 とを結 ぶ情 報 ネ ッ トワー ク思想 の浸 透 に よる,オ ン ライン ・

シス テムの増加 を背景 に して,1969年,コ ン ビ。ユ一 夕 ・メー カーに よ るハー ドウ ェアの

開 発 は,前 年 よ り多様 化 した。 国産各社 は オ ンライ ン指向型機 種 を開発 す る一 方 で,ミ

ニ ・コン ピュー タの製 品化 を進 め,さ らに プ ロセス ・コ ン トロー ル用 コン ピュー タおよ

び オ ンライ ン端末装 置,大 容量外部 記憶 装置,漢 字用 人 出力機器 な ど相次 いで 新機種 を

発表 した。 と くに,外 部記 憶装 置 な どの生産 額(463.7億 円,対 前年比26.8%増)の 伸

び は著 じるし く,開 発 が急が れて いた磁気 デ ィス ク装置 の わが国の供給 体制 もほ ぼ確立

した と考 え られ る。

オ ンライン ・シス テムの普 及 もあ り今後,周 辺装 置 の比 率が高 ま る こ と を予想 し,

1968年 よ り,周 辺 装置 の集 中生 産 が計 画 され,1970年4月 を実 施 目標 に,通 商 産業大 臣

よ り1969年10月,電 子 工業振興 臨 時措 置 法に基 づ き紙 テー プ機 器,カ ー ド機器 な ど7種

類 の入 出力装置 に ついて指示 カル テルが実施 きれ,さ らに内容 が充実 され るこ とに よっ

て周辺装 置の標 準化 と大量生 産 に よ る原 価引 き下 げが期 待 されて い る。

C.コ ン ピ ュー タ産 業 を め ぐ る国 際 交 流

1969年 は,コ ン ピ ュー タ産業 をめ ぐって,頻 繁 に国際 的交 流が行 なわ れた。 国際的開

放 経 済体制へ の移行 に よ って,国 際競争 の激化 が予想 され る先進工 業国 では,

① コ ンピュー タが情 報化社 会の基盤 を形成 す るこ と

② コンピ ュー タ産業 が高 い技 術先導 性 を もち全 産業 に対 して波及効果 が大 きい こと

③ コン ピュー タ産業 が高度 の成長 性 を有 す るこ と

を認識 して,民 族 資本 に よ るコン ピュー タ産 業育成 の必 要性が強 調 され,第2部 第1章

に 述べ た よ うに,わ が国か らは コンピ ュー タ産業 関係者 に よ る欧 州調査 団の派遣,ま た

フ ランスをは じめ,ヨ ー ・ ッパ各 国か らわが国へ の視察 が行 なわれ るな ど国 際的交流 が

激 し くな って きた。
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D.資 金確保 を課題 とす るJECC

「1969年 版 コン ピュー タ白書」 で も指 摘 したよ うに,わ が国 の コン ピュー タ利用 を普

及 させ た原 動力 の ひ とつ は,日 本 電子計算 機株式 会社(JECC)の レン タル制度 であ

る。 最近 の国産 大型機 をは じめ とす るコン ピュー タ需要 の激増 に と もな って,JECC

の資金需 要 は さ らに大 きくな り,多 額の 資金 的 バ ック ・ア ップの必要 性が生 じた。JE

CCは 将 来の需 要増 に マ ッチ した資金 確保 の安定化 をはか るため ,日 本 開発銀 行 をは じ

め市 中銀 行,信 託銀行,生 命保 険,外 国銀 行 な どか らの借 入 な ど,多 角的 な資金 調達努

力 をつづ け る一 方,国 産 メー カー と協議 し,1970年2月 末 を限度 に,基 本構成 に おけ る

レンタル月額150万 円以下の小型機種の レンタルの,新 規申込みを受け付けぬと とに決

定 した。 したが って,こ の範 膨に はい る機種(JECCの 全購入 申20%を 占め る)は,

国産 メーカー各 社 の独 自の販 売方 法(直 売割賦,リ ース,信 託 な ど)に よ り販 売の多元

化 が計 られ るよ うにな った。

また,レ ンタル解約 に よ る下取 りの危 険 を減少 させ るた め,1968年 度 か ら,租 税特別

措 置法 に よ る買戻 し損失 準備制 度 が設 け られ,国 産 メー カーはJECC'へ の販売 価格の

10%を 準 備金 と して積 み立 て るこ とが認 め られ てい たが,1970年 度 か ら積立 て限度が15

%に 引 き上 げ られ た。

情報化 社会 に おけ るコ ンピ ュー タ産業 の重要性 と,JECCの レンタル制度 に果す役

割が大 きい点 か ら見て,JECC体 制 を中核 とす る国産機 業界 の発展 のた め,大 幅 な資

金 的援 助が望 まれ てい る。

E.発 展 し つ つ あ る 情 報 産 業

『ン ピュー タの普 及に と もな って,過 去3～4年 間に,わ が国 に おいては,コ ン ピュ

ー タ関連 産業 の急速 な発展 をみ てい る。

コン ピュー タ関連 産業 の うち,ソ フ トウ ェア産業 は1969年 に お よそ30社(前 年15社)

で あ り独立系 は20数 社(前 年10社)に の ぼ って い る。 ソ フ トウ ェア業界 では,人 材 の確

保,ソ フ トウェアの価値 評価,資 金調達 な どの共通 問題 の検討,対 策立案 の ために,19

70年1月 に ソ フ トウ ェア産業振興 協議 会 を発足 させ た。
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情 報処理 サー ビス業 としての計 算 セン ターの中 に は,年 間売 上規 模10億 円 を越 える企

業 が 出現 し,単 な る依頼計 算業務 か らソ フ トウ ェアの開発,コ ンサル テー シ ・ンへ と業

務 を拡大 しつつ あ る。

1969年 におけ る情報 処理 サ ー ビス業 の特 長 は,シ ス テ ムズ ・エ ンジニ アの不足,人 件

費 の圧迫,資 金調達 の困難,過 当競争,な どの理 由か ら苦境 に立 つ セ ンターが現 われ て

きた こ とであ る同業 界 は現 在の バ ッチ処理 サ ー ビスか らオン ライン ・リアル タイム処理

サ ー ビスへ と業務 の拡張 を強 く要 望 して い るが,情 報処理 サー ビス業 の通信 回線利用 に

つ い ては現 在 なお制約 が あ る。 この よ うな背 景 か ら計算 セン ターを中心 とす る情報処理

サ ー ビス業の 団体 として1970年2月 に 「日本 情報 セ ンター協 会」が設 立 された。

情報 提供 サ ー ビス業 と して 「日本 不動産 取引 セン ター」 な どが情報 提供業 務 を開始 し

て い る。

この ほか コン ピュー タ販売,リ ース,メ イ ンテナ ンス ・サ ー ビス,要 員教 育 な どの情

報 処理 関連 サ ー ビス業 はい まだ独 立 した産業形 態 とは な って いない。

1969年 通 商産業 省産業構 造審議 会情 報産業 部会 の答 申に もとず いて,政 府 は ソ フ トウ

ェアの開発 と利用 の促進,情 報 処理 ・提供 サ ー ビス業,ソ フ トウ ェア業の振興 に資す る

た めに,1970年 度 に 「情報処理 振興金 融措 置」 を新設 し,初 年 度 には40億 円の融 資 を行

な うとと もに,国 と民 間が2億 円つつ負担 して政府認可 法人 「情報処理 振興事 業協 会」

を発 足 させ るこ ととした。 この協 会 は,上 記 の融 資な どの際に債務保 証 を行 な うと とも

に,初 年度3億 円の政府補 助金 に よ り,民 間の負担 で は新規 開発 の進 まない汎用 プ ログ

ラ ムの委 託開発,貸 付 け を行 な うことと してい る。

3.諸 外 国 の コ ン ピ ュ ー タ産 業

A,ア メ リ カ の 動 向

諸外国 の コンピ ュー タ産業 お よびその政策 につ いて みれば,ア メ リカ合 衆国 に は,産

業 政策 と しての 「コンピュー タ政策」 は ないが,国 防,宇 宙開発 に対 す る政府支 出が,

ア メ リカの コン ピュー タ産業 全体 に大 きな影響 を与 えてい る。
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1969年 度 も市 場 占有率69%を 占 め るIBMは ,1968年 に提出 され た諸 問題 に対 して,

い くつ かの回答 を寄 せて い る。 その うちの一 つ は 「1969年 版 コンピ ュー タ白書」 で も指

摘 した よ うにCDCと 司 法省 とに よ るIBMの 独 占禁 止法抵触 問題 であ る。 この 問題 に

対 して,IBMは,1969年6月 に価格分離 策 に踏 み切 り,同 年7月 ,月 間 レ ン タ ル 料

1,000ド ル ・マ シンと して新 機種 システ ム3を 発表 す る とと もに ,同 機 に この価格分離

制度 を適用 した。 ア メ リカ国内 メー カーおよび,ソ フ トウ ェア会 社 ,コ ン ピュー タ学校

な どは,IBMの 価格 分離 な どに よ って大 きな影響 を受 け ることが予想 され てい る
。

1969年 アメ リカに おいて,オ ン ライ ン ・リアル タイム ・シス テムの開発 が盛 んに行 な

われ,こ れ らの システ ムの手足 と して ミニ ・コン ビ。ユ一 夕が大幅 に導 入 され ,一 種 の ミ

ニ ・コン ピュー タ ・ブー ムをつ くった こと も特筆 しな けれ ばな らないので あ ろ ケ
。

ア メ リカにお け る情報処理 関連 産業 の成長 は激 し く,1968年 に企業 数に して4,829社

で あ ったの が,1969年 には8,436 一社 を数 え,そ の伸 び率 は74.6%に のぼ ってい る。 と り

わけ,ソ フ トウ ェア ・プ ログラ ミング ・サー ビス会 社 は,同 年1,489社 ,前 年'(467社)

の3.2倍,通 信機器 関連 メー カーは708社 ,前 年(325社)の2.1倍 強,コ ンピュー タ教育

関係 は986社,前 年(458社)の2.2倍 弱 に成長 してい る。

t

B.ヨ ー ロ ッパ諸 国 の 育 成 策

ヨー ・ ッパ 各 国 の 周 辺 装 置 を ふ くむ コ ン ピ ュ ー タ ・マ ー ケ ッ トの 成 長 は 依 然 と して高

く,1968年 に 比 べ て,1969年 は 西 ドイ ツは19.1%,イ ギ リス は30 .3%,フ ラ ンス は23 .2

%,イ タ リア は38.6%,ス ウ ェー デ ン は50.4%の 成 長 率 を 示 して い る
。 だ が,セ ッ ト数

に し て 国 産 機 比 率43%を 示 す イ ギ リス を除 い て,ヨ ー ロ ッパ の 各 国 は
,IBMの シ ェア

が そ れ ぞ れ50%を 越 え,ユ ニ パ ッ ク,GE,ハ ネ ウ ェル,CDC,NCRな ど ア メ リカ

資 本 の 占有 率 は きわ め て 高 い。

ヨー ロ ッパ 各 国 政 府 は ,情 報 産 業 が 各 国 の 将 来 を左 右 す る とい う認 識 の も とに
,国 産

コ ン ピ ュ ー タ産 業 の 育成 に の り出 し た
。

イ ギ リスで は,1968年 にICTとEECの 合 併 に よ って
,ICL(InternationalCom-

putersLtd・)を 設 立 ・ 政 府 は 産 業 拡 大 法 に基 づ い て350万 ポ ン ドを 出 資 し,5年 内 に1
,350

ポ ン ドの 研 究 費 補 助 金 を与 え る こ とを約 し,1969年 に はICLの 売 上 高 は2億2
,100万
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ドルで 国 内 シ ェア は43%に 達 し た。

フ ラ ン ス政 府 は,1966年 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ー ル(PlanCalcul)の 政 令 を公 布 し,国

産 コ ン ピ ュー タ の 開発 助 成 に 乗 り出 し,同 年SEA社 とCAE社 と が 合 併 し てCII

(CompagnieInternationalePourl'Informatique)を 設 立,1969年 に はCIIの 売 上 は.

6,500万 ド ルに 達 す る と推 定 され て い る。

西 ドイ ツで は 国 産 奨 励 の 立 場 か ら ジ ー メ ン ス社 に期 待 を寄 せ,デ モ ン ス ト レー シ ・ン ・

プ ・ グ ラ ム と して,1967年 を 初 年 度 と して1971年 に 終 了 す る行 政 官 庁 の 大 規 模 情 報 処 理

シ ス テ ム の 開 発 に 乗 り出 し,さ らに,1967年 に 特 殊 法 人 数 理 デ ー タ有 限 会 社(GMDV)

を 設 立 した。

この よ うに 徐 々 に で は あ るが,ヨ ー ロ ッ パ各 国 は 国 産 コ ン ピ ュ ー タ産 業 の振 興 に 力 を,

入 れ 始 め て お り,EEC6カ 国 は コ ン ピ ュ ー タ専 門 家 会 議 を 開 催 し,さ らに,イ ギ リス

お よ び,そ の他 の 西 側8カ 国 もふ くめ,超 大 型 コ ン ピ ュー タの 共 同 開 発 が提 案 され て い

る。

ソ連 そ の他 東 欧 諸 国 は,コ ン ピ ュ ー タに 関 して は 入 超 で あ り,イ ギ リスのIC.Lは ソ

連,ル ー マ ニ ア,ポ ー ラ ン ド,チ ェ コ ス ロバ キ ア へ の 輸 出 を は じめ,CIIは ハ ンガ リ

ア政 府 と技 術 提 携 雛 を 結 び,ジ ー ・ ン ス(ま チ ・ コ ス ・バ キ ア・ ル ー マ ニ ・ に 輸 出 す る

な ど,西 ヨー ロ ッパ諸 国 は 東 欧 諸 国 へ の コ ン ピ ュー タ輸 出 に 積 極 的 で あ る。

4.・ わが 国 の コ ン ピ ュTタ 利 用 と産 業 育 成 策

1969年 に おけ.るわが 国の コン ピュータ利 用 と情 報産業 育成策 に関 す る成長 は次 の4点

に要約 され る。

第1に は,1970年 代 の情 報化社 会 を前提 に して,コ ンピ ュー タ産業 関連 団体 ばか りで

な く,国 会,経 済界が,コ ンピ ュー タ利用 と情報 産業育成 に関す る政府 の強 力 な施策 の

実 行 を迫 ま る提 言 な どを活発 に行 な った こ とで あ る。 これに対 して,政 府 もまた積極 的

な姿勢 を示 して い るこ と も強調 しなけれ ばな らない。

第2に は,オ ン ライン情報処理 思想 の普 及 に と もな って,通 信 回線 自由化の 問題が,
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大 きくとりあげ られたことであ る。

第3に は,各 企業が個別に行なってい る情報収集,研 究開発などの非能率 を改 めるた

め,各 企業が相寄 って情報 を中心 とした頭脳集団を作 ろうとい う情報 シンジケー トの構

想が相次いで発表 されたことである。

第4に,情 報化社会の浸透に ともなって深刻化が予想 され るコンピュータ要員の教育

および一般教育の問題について,通 商産業省および文部省な ど政府が積極的な各種 の施

策 を打 ち出 したが,民 間団体で も具体的な検討に乗 り出 し,日 本経営情報開発協会では

コンピュータ教育に関 し提言 を行なった
。

A.政 府の積極的姿勢

1968年1月,訪 米MIS使 節団は コンピュータの利用および情報産業について
,政 府

に対 して提言を行なったが,こ の提言を契機に情報産業および情報化社会に対す る議論

が活発に行 なわれ るようになった。同年12月 訪米情報産業特別調査団はアメリカにおけ

る情報産業の現状分析 を行な うととも}・・わが国の情報麟 の将来に指針を与 えた
.さ

らに,1969年1月,自 由民主党の国会議員160余 名か らなる情報産業振興議員連盟が設

立 された。同連盟は,発 足 とともに総合部会,産 業部会,法 制部会,教 育部会を設置 し,

関係省庁が参加 し

ω 情報処理 の基本方針 と推進機関

{2)情 報産業育成方策

(3)通 信回線利用の促進

④ 行政情報 システムの高度化

倒 コンピュータ ・メーカーの育成 と技術開発

(6)コ ンピュータ要員の育成

(7)標 準化の促進

などの共同研究を行ない,同 年5月 財政税制小委員会が設け られた
。

同連盟 は経済団体連合会 ・情報処理懇談会 との連絡協議会を設け,さ らに研究成果を

自由民主党の政策に反映 させ るために情報産業調査会が設置 された。

一方経済界では
,同 年3月,関 西経済同友会,4月,経 済団体連合会情報処理懇談会

,



9

5月,関 西経済連合会,8月,11月,日 本経営情報開発協会などが提言 を行ないコンピ

ュータ利用 と情報産業育成 について政府の積極的な方策の実施 を迫 った。

提言の内容は,情 報産業振興議員連盟の内容 と共通 している項 目が多いが,

{1}総 合施策の確立

{2)通 信回線利用の改善

(3}コ ンピュータ要員の育成

④ 標準化の促進

{5}JECCレ ンタル資金不足の解決

(6)コ ンビ。ユータ教育

何 商法改正問題

などがある。

政府はこの ような要請や提言 に対 し,次 のよ うな活動 および施策 を実行 した。

川 情報産業全般については,通 商産業省産業構造審議会において総合施策 を検討 し,

1969年5月,答 申を提出,そ の他の問題 について行政管理庁が主催 して関係7省 庁

会議 を開催 した。

通商産業省は1970年1月 の特別国会に 「情報処理振興事業協会等に 関す る法律

案」を提出,通 商産業大臣の諮問機関 として 「電子情報処理振興審議会」を設置す

ることとなっている。

(2}通 信回線に関す る提言に対 しては,郵 政省で検討がなされ,郵 政審議会へ諮問 し

た。

(3)コ ンピュータ要員の育成については通商産業事務次官か ら文部事務次官に対 して

学校,教 育の拡充に関す る申し入れ を行 ない,さ らに,1969年 度 よ り情報処理技術

者認定制度が設 けられ,同 年11月 第1回 認定試験が実施 された。

④ 標準化の促進については,工 業技術院は 日本工業標準調査会に情報処理部会を新

設 し,デ ータ ・コー ドなどをはじめ,情 報処理分野全般の標準化 を検討中である。

その他ハー ドウェア,ソ フ トウェアの研究開発は超高性能電子計算機開発プ ロジ ェク

トを通 じて推進 され,ま た税務会計 などの関係法の改正を検討す る動 きがあ り,さ らに,

政府は国際連合科学技術委員会,国 際標準化機構,経 済協力開発機構,行 政ADP国 際
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会議 な どと密接 な連携 を とってい る。

B.通 信 回 線 利 用 に 関 す る 問 題

「1969年版 コンピュータ白書」で も指摘 したように,第3世 代 コンピュータの出現に

よ り,オ ンライン ・リアル タイム情報処理 が可能 となった。個別企業内の オンライン情

報処理は もちろん企業間,産 業間,全 国的なネットワー ク形成の要求や情報提供サービ

ス業や情報処理 サービス業の業務上の必要から,1969年 には,通 信回線 自由化の問題,

高速 回線の問題,料 金問題な ど,通 信回線利用に関す る問題 が大 きくとりあげ られた。

1969年4月 経済界 を代表 して経済団体連合会情報処理懇談会は,「 情報処理問題につ

いての中間報告」の申で,通 信関係法規の抜本的再検討 を提唱 し,同 年5月,産 業構造

審議会は答申の中で 「遠隔情報処理の基盤整備」 と題 して,① 異主体間の ネットワーク

の形成,② 情報産業のネ ットワークの形成,③ 公衆電話回線網の利用,④ 通信回線の量

・質両面 の整備,⑤ 料金の低廉化 を提唱 した。

さらに,同 年8月 日本経営情報開発協会,通 信回線利用対策委員会は,「 通信 回線利

用に関する中間報告」を提出 し 「早急に解決を要望す る事項」 として

(1)通 信回線の自由化に関す る方針の明示

(2)料 金制度上の不合理排除,と くに共同専用料金の引下げ

(3}端 末機認定制度の簡素化

④ コモン ・キャリアの考 え方の導入

をあげ 「段階的に改善を要望す る事項」 として

(1}高 速伝送回線の拡充整備

{2)モ デムの自営 と標準化の実施

〔3}音 響結合,並 列伝送の採用

(4)合 理的料金体系の設定 と料金の低廉化

を指摘 した。 さらに自由民主党情報産業振興議員連盟は,通 信回線の開放 を政策 として

検討す る方針を決定 した。

1969年9月,郵 政省は,こ のような世論に応えて,「 データ通信のための通信回線自

由化」に関す る基本方針 を決め,10月,郵 政審議会に 「デー タ通信のための通信回線の
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利用制度について」 と題す る諮問を行なった。

この諮問に対す る同審議会の答申は情報検索業務または計算業務のための 「データ通

信回線サービス」一定の企業 グループなどのための 「データ通信回線網 サービス」を新

設 し,異 主体間の共同専用線利用に関する制約 を解除 し,さ らに,共 同専用の付加料金

制度の撤廃を意図 した。

この答申は各界に大 きな波紋 を与え,通 信回線開放への方向 を示す もの として歓迎 さ

れたが,70年 代以後の情報化社会に備 えて,抜 本的な開放体制 を期待 していたユーザー

には 「生ぬるい」印象を与 えた。郵政省は,こ の答申を もとに公衆電気通信法の改正案

を1970年1月 の特別国会に提出す る予定であったが,最 終的段階で調整が難航 し,見 送

られた。通信回線開放の問題は,こ れで終わ ったわけではない。 コンピュータ ・テクノ

ロジーの急速 な進歩は好むと好まざるにかかわらず情報化社会を実現する技術的条件 を

充実 させてゆくことは必定であ り,健 全 な情報化社会 を発展 させるためには,通 信回線

開放の要求に応える必要があろ う。

C.情 報 シ ン ジ ケ ー トの 構 想 ・

1969年 を特 長 づけ る事 実 に,大 手企 業 グル ープに よ る情報 シン ジケ ー ト構 想 の発 表 が

あ る。 同年7月 三 井物 産 を中心 とす る三井 グルー プ34社 は,コ ン ピュー タの高度 利用 を

目的 に 「情報 シン ジケ ー ト」の設立 を発表 した。

現 在,情 報 シンジケ ー ト構 想 を打 ち出 した グル ー プは三井 グルー プ,三 菱 グル ープ,

住 友 グル ープ,美 容 グルー プ,チ ッソ グループ,三 和 グルー プ,な どが あ る。

情報 シ ンジケ ー ト形成 の主要 目的 は

① グルー プの頭脳集 団

② 高度 な情報 の相互 活用

③ 大型 コンピ ュー タの共 同利用

④ 大 型 プ ロジ ェク トの共同開 発

⑤ 人 材 の プール化

で あ り,情 報 産業 ばか りで な く,住 宅 産業,宇 宙 開発,海 洋開発,原 子 力産 業 な ど1970

年代 に大 き く変貌 す るシステ ム産業 の構 造 に組 織 的に共 同 して取 り組 もうとす る もの で
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あ る。

1970年1月,三 菱系主 要25社 に よ る三菱 グルー プは 「三 菱総合 研究所 」 の発足 を発表

した。 同研 究所 は情報 や知識 の交換 は もちろん,グ ル ープの意思 決定 につ なが る大 がが

りな戦 略本 部 とな る予定 で あ る。

住 友16社 か らな る住友 グルー プは情報処理 委員会 を編成 し,シ ンジケ ー ト計画 の検討

にあ たってい る。

美容 グル ープは,富 士銀 行系29社 か らな り,1970年2月 芙 蓉 グルー プの 副社長会 で

「情 報 シ ンジケー ト」構 想 を確 認 した。

チ ッソ グル ープは チ ッソ系4社 か らな り,グ ルー プの情報 セン ターの設 立 を目論んで

い る。

三和 グルー プは,ク ローバ ー会15社 か らな る情報産業 部会 を中核 と して,32社 か らな

るみ ど り会 が,情 報 シン ジケー ト構想 を具体化 しよ うと してい る。

D、 コ ン ピ ュ ー タ 教 育 の 推 進

情報化 社会 の基盤 を成 す コン ピ ュー タの利用 の高度化 に つれて,コ ン ピ ュー タ要員の

不足 が顕 著 にな って きた。1967年12月 に公表 され た 日本 電子工 業振興 協会 の コンピ ュー

タ要員職 種別充 足率 と,1969年6月 に公表 された 日本情報 処理 開発 セン ターの職種別 充

足率 を比 較す れ ば,オ ペ レー タを除 いて充足率 は低下 し,と くに システ ムズ ・エ ンジニ

アの状態 は悪化 してい る。(第1.1表)

第1.1表 コンピュータ要員の職種別充足率 単位:%

区 分 シス テ ムズ ・
エ ン ジ ニ ア プ ロ グ ラ マ オペ レー タ パ ンチ ャー

A 75 89 81 95

B 59 81 84 一

'(注)出 所A
:1967年12月 現在,日 本電子工業振興協会調べ

B:1969年6月 現在,日 本情報処理開発センター調べ

将 来 の充 足 予 想 に つ い て は,第1.2表 の 通 りで,「 現 在 ・将 来 と も不 足 して い る」 と回

答 して い る企 業 が,45.2%を 占 め て い る。 さ らに,コ ン ピ ュー タ要 員 の 予 測 に つ い て は,

第1.3表 の 通 りで あ るが,1968年 と1972年 を 比 較 す れ ば,オ ペ レ ー タは,4.0倍,プ ログ
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ラ ム は5.3倍,シ ス テ ム ・ア ナ リ ス トは6.2倍,セ ー ル ス ・エ ン ジ ニ ア は5.0倍,教 育

エ ン ジ ニ アは5.1倍,1975年 に は そ れ ぞ れ1972年 の さ らに お よ そ2倍 に な る と推 定 され

て い る。

第1・2表 将 来 の 充 足 予 想 単位:%

現 在 不 足
将 来 不 足

45.2

現 在 不 足
将 来 不 安

35.7

現 在 十 分
将 来 不 安

11.3

現 在 十 分
将来大丈 夫

4.0

不 明

3.8

(注)出 所:1969年6月,日 本 情 報 処 理 開発 セ ンタ ー調 べ

第1.3表 要 員 数 の 予 測 単位:人

ぷ オ ペ レー タ プ ロ グ ラ マ
シ ス テ ム ・

ア ナ リ ス ト

セ ー ル ス ・

エ ン ジ ニ ア

教 育
エ ンジ ニ ア 計

Al・968年 ・月 ・75・1…24・1・ ・…}1・ ・8・32・2・49・

・1・972年 ・月135・ …154・ …137・ …1・ ・93・1・ ・64・1134・ …

・1・975年 ・月1・ ・92…6・86・}・ ・ …1・ ・・…1・ ・…127・39・

倍
(
率%
)

・/・ …1・ ・36・21…1…(平 均)・L

・/A1・ ・… ∋ ・2・・{・ ・31…1・ 平 均 ・・…

(注)出 所:1969年6月 現 在,日 本 情 報 処 理 開 発 セ ンタ ー調 べ

コン ピュー タ部 門の要員充 足 の ために,組 織 的 な コンピ ュー タ教育 の必要性 が大 きく

と り上 げ られ た。

通商 産業 省で は,上 級 情報処理 技術 の育成 ・確保 を 目指 して,1968年 度 に上 級情報 処

理技 術者育成 指 針の作成 に着手 し,「 情 報 処理 研 修 ガ イ ド・ブ ック(i基礎編)」と して1970・

年4月,公 表 す る とと もに,1969年11月 情報 処理技 術者 認定制度 の下 に,第1回 認 定試

験 を実施 し,1970年3月,財 団法人情報 処理 研修 セ ンターを発 足 させた。

文 部省 で は,大 学 にお け る計 算需要 の 増大 に応 えて,全 国 を7地 区 に分 けた大型 コン

ピ ュー タ共 同利用 セン ター設 置計画 を推 進 し,1969年5月,情 報 処理技 術教育 に関す る

会議 を開催 し,7月,中 間報告 を発表 した。 さ らに同年12月,文 部省理 科教 育 お よび産

業教育 審議会 は高等学 校 におけ る情報 処理 教育 の推進 につ いて情報処理 教育 調査研 究,

教員 に対 す る現職教 育 の実施,情 報 処理 教育 セン ターの設置 な どをふ くむ,具 体 策 を文

部大 臣 に建議 した。

日本経営 情報 開発協会 で は,1969年5月 に教 育 問題 研究委 員会 を組 織 し,学 校 教育,.
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社 会人 教育,コ ンピ ュー ク学校 の諸 問題 に ついて調査 研究 を行 ない,大 学 お よび その他

の学校 につ いては

(1)教 育用 コンピ ュー クの設 置促進 と助成

〔2)情 報 技術者 の養成 と専門学 科担 当教員 の充実 な ど

社 会人 の再教 育 につ いては,

{1|コ ン ピュー タ専門要 員 の処 遇の 向上

(2}上 級 コン ピュー タ要 員育成 の ための高度教 育機 関の設立

{3}社 会 人の た めの大学 の開放 な ど

コ ンピ ュー タ学校 につ いては,

川 コン ピュー タ学校 を オー ソラ イズし助成 す る こと

(2}資 格 認定制度 の拡充

(3}実 習 時間 お よび実 習課程 の充 実

(■)標 準 テキス ト,カ リキ ュラムの作成 な どを提言 した。

5.コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 現 状

A.増 加 す るEDPS運 用 費

第3部 第2章 で述べ るよ うに 日本経営 情報 開発協会 で実施 した コンピ ュー タ利用状 況

調 査 に よれ ば,1969年9月 末現 在の月 間EDPS運 用 費 は,全 産業1企 業 当 り総額 に し

て,2,134万 円,前 年 の1,244万 円 よ り72%増 加 してい る。実動 セ ッ ト数 は5,601セ ッ ト

(前年 は4,171セ ッ ト)で34%増 加 してい るか ら,1セ ッ ト当 り運用費 は2.8%の 増加 と

な る。 運用 費 目の申で変 化の最 も著 しい項 目は機械 レン タル料 で前年 の48.4%に 比べ て,

1969年 に は,39.1%と 減 少 した こ とで あ る。

その理 由は,第1に,人 件費,保 守 ・保険 費,委 託計 算費 な ど他 の費 用 が増加 したば

か りで な く,と くに回線使用 料 の比率 が著 しく高 くな った ことが あげ られ る。 第2に,

国 産機 のJECCに よる レンタル料 は年 々増加 の傾 向が あ るに もかか わ らず,全 体 とし

て レン タル料 の比率 が高 くな った ことは,第3次 産業の大手 銀行,保 険,証 券 な ど金 融
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機 関 が,大 型 外国機 の直 買 を行 な った こ とな どによ る もの と考 え られ る。

コン ヒ。ユー タの機器構 成 の うち周辺装 置の 占 め る割合 につ いて は,次 第 に周辺機器 の

比率 が高 ま り,コ ンピ ューータの月 間使用 時間 は第2次 産業,第3次 産 業 におい て前年 よ

り月平 均59時 間余増 加で,2直 制12.2%(10.1%),3直 制7.8%(3.8%),時 差 出勤

14.5%(12.3%)と 前 年 よ りコン ピュー タ利用 時間 が増加 してい ることが わか る。

B.コ ン ピ ュ ー タ 要 員 の 現 状

コン ピュー タ要員 の採用 に ついて は,新 規 採用 は それ ぞれ パ ンチ ャー72.4%,オ ペ レ

ー ダ65 .7%,プ ログラマ56.6%,シ ス テ ムズ ・エ ンジ ニア46.2%で 経 験 を必要 と しな い

下級 職 の比率 が高 く,社 内の配置 転換 の比率 は それ ぞれ パンチ ャー18.5%,オ ペ レー タ

30.4%,プ ログ ラマ37.7%,シ ステ ムズ ・エ ン ジニア48.7%の よ うに上級専 門職 に な る

に つれ て高 くな る傾 向が あ り,シ ス テムズ ・エ ンジニアは単 に コ ンピュー タの知識 を も

つ者 で はな く,現 場 的 な長 い経験 を もつ人 々が選 ばれ てい る。社 外 か らの採用 の比率 は

低 いが,上 級 専門職 に高 い傾 向が現 われ てい る。・

要 員数 につい て,日 本経営 情報 開発協 会 の利用状 況調査(1969年9月 末現在)の コン

ピュー タ要員 数 お よび 日本 情報 処理 開発 セ ン ター調査(1969年9月 末 現在)の 計算 セ ン

ター要員数 をみ ると,キ ー パン チ ャー をの ぞい てほ とん ど同 じよ うな傾 向が あ り,管 理者

1人 に ついて シス テム ズ ・エ ンジニ ア:プ ログ ラマ:オ ペ レー タ{パ ンチ ャー:庶 務 の

お よその割合 は,1:1.5～2:3～4:2～2.5:5～7:2と 考 え る ことがで きるで あ ろ う。

コン ピュー タ要 員の賃 金 は,ほ ぼ前 年 と同様 で あ るが,賃 金 は オペ レー タで44.400円

(35,200円),キ ーパ ンチ ャー30,500円(26,500円),プ ログ ラマ49,300円(43,700円)

システ ムズ ・エ ンジニ ア66,500円(62,600円)で あ り,全 職種 に ついて賃金 は上 昇 し,

と くに オペ レー タの賃金 上昇 は著 るしい。 コン ピ ュー タ要員 に職務手 当 を与 えてい る企

業 は21.4%(20.0%)前 年 とほ とん ど変 わ らない。

要員 につい て困 ってい る問題 は絶対 数 の不足33.6%(29.1%),地 位,賃 金 に問題 が

あ るとす る もの15.4%で あ り,前 年第1位 の教 育 に手 間が かか るは,14.8%(29.1%)

に減少 し,社 員 教育の 努力 が うかが え る。
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第1.4表'1社 当 り の 要 員

Aコ ン ピ ュー タ室

要 員 司 管理者1人
当 り比 率
1人1

B計 算 セ ン タ ー

要 員 数障警翌金

管理者1人

当 り比 率

管 理 者1 … 人1 … 人1 1人| 1人

シ ス テ ムズ ・エ ン ジニ ア

シ ニ ア ・プ ロ グ ラ マ 7.2 ・・721 6.7 ・631,・ ・一 ・

プ ・ グ ・ ・115・ ・ ・…1・3・ ・ ・・271・ 一 ・

キ ー パ ン チ ・ ■ …1 …2128・6 …81・ 一・

オ ペ レ 川1… ・…1 7.8 ・…1・ 一 …

庶 務 ・そ の ∋ ・・ 1・93} 8.8 …5[ 2

計 16.7 ・5・88169・ ・ ・6・931・4・ ・一 ・8・5-1

(注)出 所:A(1969年9月 末現在)日 本経営情報開発協会調べ

:B(1969年9月 末現在)日 本情報処理開発センター調べ

C.コ ン ピ ュ ー タ 部 門 の 別 法 人 化 と 利 用 効 果 測 定

今 回の調査 では じめ て と り上 げた問題 は,

① コ ンピ ュー タ部門 の別法 人化 と

② コ ンピ ュー タ利用 効果の 測定 につい て

で あ る。

最 近,コ ン ピュー タ部 門 が別 法人 として独 立す る傾向 が あ るが,調 査結 果か らで は,

す でに別 法人化 してい る企業 は,わ ずか16企 業 に しかす ぎず独立 させ る意 思の あ る企 業

は18企 業 で あ る。

別 法人化 した理 由 は情報 産業 への進 出(5企 業),関 連企 業の セ ンター(4企 業)で,

情 報化 社会 を予想 しての積極 的な姿勢 が うか が え る。 次 に賃金体 系上(4企 業),労 働

時間上 の 問題(3企 業)と 労働 問題 に関連す る理 由が多 い。

コン ピュー タ利用 効果 を常時測 定 してい る企業 は,回 答企 業数345の うち24 .6%で あ

り,と くに利 用効果 を金 額換算 して,年 間1億 円未満 の効果が あった とす る企業 が,54

%,1億 円か ら3億 円未 満 と答 えた企業 が26%で あ る。
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第1章 わが 国 の コ ン ピュー タ産業

1.コ ン ピ ュ ー タ産 業 の 成 長 と問 題 点

A.わ が 国 の コ ン ピ ュ ー タ 産 業 の 特 質

コ ンピ ュー タの発達 と普 及 に よって,わ が国 の情報 化 は急速 に進展 してい る。 すで に

わが 国の汎用 コン ピュー タの設 置台数 は,5,601台(1969年9月 現在)に 達 しわが国 の

あ らゆ る分野 で大 きな機能 を果 してい る。 この よ うな コンピ ュー タ利用 の普及 はわが 国

の経済 社会 の成長 と密接 な関連 が あ り,さ らに今後 社会 のあ らゆ るシス テムの最適 制御

の ため,コ ジピ ュー タは無 限に近 い需 要 を持 って い るとい えよ う。

コン ピ ュー タは他の産業機 械 と異 な り,「 情報 」 とい う無形 の もの を処理加 工す る機

械 で あ るため,コ ン ピュー タ産業 は単 な るア ッセ ンプル工業 では な く・ シス テム産業 と

い う性 格 を持つ もので あ り,し か も利用 の進展 と と もに絶 え間 ない技 術開発 を迫 られて

い る〔
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わが国 に おいて コンピ ュー タの研究 開発が 開始 されたの は1950年 ご ろで あ り,商 用 機

の完成 は1958年 であ った。 これ は世 界最初 の商用 機 であ るUNIVAC-1よ り7年 遅

れ てお り,す で に世 界市場 に おい てはIBMの 市 場支配 が始 ま っていた。 したが ってわ

,が国 の コ ンヒ。ユー タ産業 は当初 よ り激 烈 な国際競争 の 中での成長 を条件 と した もの であ

る。 この よ うな環境 の もとでの わが国の コン ピュー タ産業 の発達過程 は多 くの わが国独

自の体制 の もとに展 開 され た。

その第1は 海 外の先 進技術 の導入 に よ る技 術格差 の縮少 であ る。1960年 末 のIBM基

本特 許 の公開,1964年 ごろまでの国 内 メー カの海外企 業 との技術援助契 約の締 結 はわが

国 の コ ンビ。ユー タ技術 に急速 な進 歩 を もた らした。

その第2は 日本 電子計算機 株式 会社(JECC)の 設 立に よ る国産機 の レ ンタル販売

体制 の確 立 で あ る。 これ は レン タル資金 の一 元的確 保 を実現 しメー カーの資金負担 を軽

減す る機能 を果 してい る。

その第3は 政府 に よ るコンピ ュー タ産業 の育成施 策 の実施 と通商政 策 によ る国 内市 場

の保 護 で あ る。

わ が国の コン ビ。ユー タ産業 は この よ うな体制 の もとで順調 に発達 し,1969年 には計数

型 コン ピ ュー タの生産 額 は1,706億 円に達 し,国 内市場 に おいて も過半 の シエ ァを獲得

す るに至 った。

1969年,1970年 に,わ が国 は国際的 な開放経 済体制 への移行 を開始 してお り,コ ン ピ

ュー タ産業 の 国際競争力 の強化 が ますます重要 となって きて い る。

一 方 ,国 際 的な情報化 の進展 は コン ピュー タ産 業 に対 して新 たな認識 を生 み つつあ る。

① コ ンピュー タが情報化 社会 の基 盤 を形成 す る もの であ るため,国 内産業 に よ る供 給

体制,す な わ ち国の主 体性 を確立 す る必 要が あ るこ と'

② コン ピュー タ産 業が電子工 業 において高 い技術 先導性 を有 し,ま た シス テム技術 の

源泉 と して全 産業 に対 す る波及性 が大 きい こ と

③ 高度 の成長 性 を有 す る産業 で あ ること

な どの理 由 に よって民族 資本 に よ るコンピ ュー タ産業 の育 成 が必 要 であ るとの認識 が先

進工 業国 の中 でます ます強 ま って きてい る。1969年 は この よ うな認識に基 づい て ヨー ロ

ッパ諸国 とわ が国 との交流 が行 なわれ た。 同年6月 にはわが国 の電 子計算機 産業関係者
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に よ る欧州調査 団が ヨー ロ ッパ諸 国の視察 を行 ない,同 年10月 には フランスか ら調査 団

を迎 え た。

B.生 産 と輸 出入 の動向

わが 国の コン ピ ュー タ ・メー カーは富士通㈱,㈱ 日立製 作所,三 菱電機㈱,日 本電気

㈱,沖 電 気工業㈱,東 京芝浦電 気㈱ の6社 と外 資系の 日本 ア イ ・ピー ・エ ムがあ り,沖

ユ ニパ ックはその製品 の大部分 を沖電 気 に供 給 して い る。 このほか に もっぱ ら制御用 コ

ン ピュー タの分 野 に携 ってい る北辰 電機製 作所,三 菱 プ レシジ ・ン,島 津製作 所,安 川

電 機製 作所,横 河 電機製 作所 な どが あ り,ま た事 務用小 型機 メー カーに は松下 通信工 業,

日本 無線,ユ ーザ ック電子 工業 な どが あ る。 さらに周辺 機器 メー カー としては東芝 アン

ペ ックス(磁 気 チーフ.装置),日 立工機(ラ イ ン ・プ リン ター)な どが あ り,最 近 は通信

機 メー カー,電 機 メー カーの中か ら端 末装置 の開発 に進 出す る企業 が増 えてい る。

第2.1図 は1960年 以後 の計数型 コン ピュー タの生産 お よび輸 出入実績 を示 し～こもので

あ る。生 産高 にはIBMの 国 内生 産高 を含 むが1969年 に は1,706億 円 とな り,わ が国の

コン ピ ュー タが本 格的 な企 業化 の 開始 された1965年 の生 産高315億 の5.4倍 に達 した。

1969年 の生産 高の伸 び率 はやや鈍 化 し21%程 度 に とどま ったが,こ れ は富士 通,日 立

製 作所,日 本電 気,日 本 ア イ ・ピー ・エムな どの各 社が それ ぞれ オン ライン指 向型 あ る

い は ランダ ム ・ア クセス フ ァイル指 向の新機種 を発表 し,機 種交代 の時期 を迎 えた こと

に よ る もので,一 時的 な現 象で あ る。生 産高 の内容 を よ り詳細 に み ると,コ ンピ ュー タ

本体 が823.5億 円 と前年 の23.3%増,付 属装置 が882.6億 円 と前年 の18.5%増 とな って

い る。 しか し,こ の 中で外部記憶 装置 の伸 びが26%(463.7億 円)と 比較 的伸 びて い る

こ とが注 目を引 く。 これ は コン ピュー タ ・システ ムの 申に あ って外部記憶 装置 の重要 性

が増 しつつ あ り,と りわけ磁気 デ ィス ク装 置 の供 給体制 が確立 した ことに よ る もので あ

る。

輸 入 も年 々増加 してい るが,1969年 の輸入 額 は612億 円(推 定)と 前 年の31%増 とな

り生 産 の伸 びを大 きく上 まわ った。 この ため部 品 を除 く輸 入依存率 は26%と1968年 よ り

増 加 してい る。

輸 出は1965年 よ り開始 されfこが その90%以 上 は外 資系企 業 の製 品 で あ ると推定 され る。
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第2.1図 計数型コンピュータの生産および輸出入
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輸 出 をす る場 合,海 外市場 に おい てはすで に強固 な販 売網 を有 す るア メ リカ資本 系 の コ

ン ピュー タ と競合 す るのみ な らず,教 育,保 守 な どの ア フ ター サー ビス体制 の確 立 が必

要 な ことな ど困難 な問題 が存在 す る。1969年 に は輸 出額 が64億 円(推 定)と 前 年 の56.1

増 とな ったが これ は沖 ユ ニパ ック社 が ユニパ ック電 子計 算機用 の磁気 テープ装 置 を定 期

的 に輸 出 しは じめ た ことが1つ の要 因 にな って い る。

C.技 術 開発 と生産体制

今 後 の コン ピュー タ利 用の形 態 は通信 回線 を使用 した総 合情報管 理 を指 向す る もの で

あ り,オ ィ ライ ン ・シス テムの急増 が見込 まれ る。 た とえば1965年 末 には11シ ス テ ムに

す ぎなか った オ ンライ ン ・シス テ ムが,1967年 末 には30シ ステ ム,1968年 末 には69シ ス

テム,1969年9月 末 には99シ ス テ ムと急増 して お り,コ ン ピュー タの設 置台数 の伸 び率

を大 幅 に上 まわ って い る。 この よ うな コン ピ ュー タ ・システ ムに対 す る要請 は,オ ンラ

イン指 向型機種 の開発,大 容量 の ランダ ム ・ア クセス ・フ ァイル装置,新 しい端末装 置

の開発 を促 した。

い っぽ う利用 の高度 化 に よ りコン ピュー タ ・システ ムの 中で一層比重 を増 して きた周

辺 装置 の生産 の合理化 が,コ ン ピ ュー タ産業 の体質強化 の上 で重要 とな って きた。

a)新 機種 の発表 最 近発表 され た新 しい コン ピュー タの特長 は,① オン ライン指 向

型 機種 と,'② ミニ ・コンピ ュー タであ る。第2.1表 は最近 に発表 され た主 要 な新 機種 の

性 能 であ り,第2.2表 は各社 の ミニ ・コ ンピュー タの性能 で あ る。

わが国 の各 メー カーの主 力機種 は従来 その ほ とん どが ア メ リカ企業 との技術 提携 に ょ

る もので あ ったが,最 近 で は各 メー カー とも自己 開発に よ る新機種 の発表 が続 いてい る。

これ は最 近の わが国 におけ るコン ピュー タ産業の新 しい動 向 であ り,わ が国 の コン ピュ

ー タ技術 が急速 に外国 の技術 と対 抗 で きる力 として育 ちつ つ あ るこ とを示 す もので あ る。

例 をあげ るな らば,FACOMの 全機 種,HITAC8210,NEAC2200-150,250,

700の 各 モ デル,MELCOM,OKITAC,お よOL[TOSBACの 超小 型機種 な ど

が あ る。 ま た通商 産業省大 型 プ ロジ ェク トに よ る超 高性能電 子計算 機 の成 果 はわが国 の

コ ン ピュー タ技術 の飛 躍的 な進歩 を もた らす もの と予想 され る。
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ミニ ・コンピ ュー クは低 価格 を特長 とす る超小型 汎用 コン ピュー タで あ るが ,そ の用

途 が広 く,プ ロセス制 御,分 析 測定,デ ー タ収集,教 育,端 末 制御 な どの システ ム ・コンポ

ーネ ン ト・コン ピュー タと しての需要 を持 つた め
,最 近急速 に成長 して きた ものであ る。

1969年 に はわが国 にお いて も数多 くの ミニ ・コン ピュー タが開発 ,発 表 され た。 しか し

わが国 の ミニ ・コン ピ ュー タの本格 的 な利用 は今後 の課題 であ り,多 くの利 用分野 で使

用 す ることに よ って その応用 に即 した ソ フ トウ ェアの拡充 が成 され るこ とが必要 であ る。

b)新 しい周辺 装置 とコ ン ピュ ー タ応用 装置1969年 は1968年 に引 き続 き新 しい周辺

装置 の開 発が相次 い だ。 その第1は オンラ イン ・シス テム用 の大 容量 ランダム ・アクセ

ス記憶装 置 と種 々の端 末装置 で あ る。 オ ンライン ・リアル タイ ム ・シス テムにおいて は

デ ー タ・フ ァイル を常 時読出 し,書 き込 む ことの で きる大容量 の外部 記憶装 置が必要 で あ

るが,こ の条件 を満 たす もの と して,1968年 にHITAC8577,1969年 にFACOM472

K,NEAC274Aな どの集 合 デ ィス クパ ック装置 が発表 され た。 い ずれ も2億3,300

万 バ イ トの記憶容量 を持 つ もの であ る。

多 様 な オン ライン化 に と もな い,端 末装 置に関 しては シス テ ム ・メー カーの ほか に多

くの企業 が独 自の工 夫 を こ らした各種 の端末装置 の開発 を行 な ってい る。三 菱電機 の タ

ー ンア ラウン ド・シス テム用 の デー タ送信装 置(M-3912)
,OMR端 末 装置(M-520),

東京 芝浦 電気 の デー タ問合せ用 のCRTデ ィス プレイ端末装 置(D110な ど),東 方電機

の デ ィジ タル ・フ。リン ター(TH-400)な どが これで あ る。 この ほか1969年 に開発 され

た特長 あ る周辺装 置 としては漢字用人 出力機 器 をあげ るこ とが で きる。 わが国に おいて

は漢字 ま じ り文 の入 出力が で きることは コン ピュー タの使 いやす さを改善 す る意 味で き

わめ て重 要 な ことで あ り,こ の例 として は富士 通の漢字 フ。リン ター,沖 電気 の漢字 ディス

プ レイ装置 な どがあ る。 また富士 通 の開発 した コン ピュー タに よ る自動 植字装置 は 自動

的 に印刷用下 版 を作成 す る もので あ るが,漢 字 をふ くめた各種 の文字 の 自動植字 が可 能

で あ るため,印 刷 出版業界 に多大 の影響 を与 え る もの として注 目 され,日 立製作所 が開

発 した配管 工事用 の 自動製 図 システムは 化学 プ ラン トな どの プ ラン ト ・エンジニア リン

グの省力 化 に大 きな効果 を もた らす もの であ る。 また各 コン ピュー タ ・メー カーを始 め,

松 下通 信工 業・ 日本 ビク ターな どはCAI(ComputerAssistedInstruct三 〇n)シ ス テムを



第2.1表 新 し く 発 表 さ れ た 代 表 的 な コ ン ピ ュ ー タ

機 種

事
務
計
算
用

制

御

用

技
術
計
算
用

オ

ン

ラ

イ

ン

指

向

型

MELCOM

83

NEAC3200

OKITAC

7000n

NEAC

2200-250

FACOM

230-45

TOSBAC

5600-30

般

素

子

IC

IC

IC

IC

IC

IC

主 記 憶 装 置

種類

磁 気

デ ィ
ス ク

コ ア

コ ア

コ ア

コ ア

コ ア

容 ∋Zイ イクζ

500語

1,000語

8k語

～
32k語

4k吾 吾

～

32k語

16k字

～'
131k字

65kバ イ ト

～

1,048k

バ イ ト

64k語

～

256k語

0・96μs

1.75μs

1.5μs

0.5μs/

2バ イ ト

1μs/2語

語 の
大きさ

6ビ ッ ト

+符 号

数値の表
現法

10進

16ビ ッ ト

十1パ リ テ .2進

イ

24ビ ッ ト

十1サ イ ン

十1パ リテ

ィ

(字)

6ビ ッ ト

十1サ イ ン

十1パ リテ

ィ

2/x"イ ト/吾吾

(判

36ビ ッ ト

十1パ リ テ

ィ

2進

10進

2進

10進

2進

10進

2進

主計算機の速度

加算時間

4.4ms

1・9.2PtS

固 定 小数 点
2.5μs

浮 動 小 数 点
13μs

36μs

固 定小 数 点

1・2μs

浮 動 小数 点

3・3μs

乗算時間

5.28μs

固定 小 数 点
24μs

浮 動 小数 点
55.5μs

307μs

5・8/εs

補 助 記 憶 装 置

磁 気 テ ー プ 装 置

磁 気 デ ィス ク装 置(10,000語)

磁 気 ドラ ム装 置(917.5k語)

磁 気 テ ー プ装 置(20/28.8k字)

磁気 ドラム装置

磁気テープ装置(15/30k字)

NEAC2200シ リー ズの 他 の モ デル と

互換性あり。

磁 気 ドラ ム装 置(2,560kバ イ ト)

磁 気 テ ー プ装 置(96/67k字)

デ ィス ク ・パ ック装 置(5.04Mバ イ ト)

固螂

浮 動 小 数 点
2・8μs

.6・5μs

磁気 ドラム装置

磁気テープ装置

特 長

・ビ リングか らデ ー タ処

理 ま で 広範 囲 に利 用 で

き る。
・オ ン ラ イ ン端 末 コ ン ピ

ュ ー タ と して も利 用 可

能 。

・制御用として高い信頼

度を有する。

・精度の高い技術計算が

可能。

・数値制御システムにも

適用できる。

・高 速 の オ ン ライ ン ・・リ

アル タ イ ム 処 理 が 可

能。
・経 営 科 学 シス テ ム を経

済 的 に 実現 で きる。

・高 速 の オ ン ラ イ ン ・リ

ア ル タ イ ム 処 理 が 可

能 。
・バ ッチ と リアル タ イ ム

処 理 を統 一 して 行 な う

OSを 持 つ 。

・タ イ ム ・シ ェア リン グ

とバ ッチ処 理 を 同時 に

処 理 可 能。

ピ

繊

豆

田
θ
u

h

|
w

8



機 種

HITAC
10

FACOM
R

NEAC
M-4

OKITAC

4300

MAC
C7

AICOM
C4

第2.2表 わ が 国 の ミ ニ ・ コ ン ピ ュ ー タ の 性 能

般

己
主計算機の速度

素

子

IC

IC

IC

IC

IC

IC

主 記 憶 装 置

螂 容 量

コ ア

コ ア

コ ア

コ ア

コ ア

コ ア

4k語

～
32k語

1k語

～
32k語'

4k語

～

32k語

1k語

～
32k語

4K語

～
16K語

4K語
～
32K語

サ イ クル

タ イ ム

1・4μs

1・5μs

1・5μs

1・5μs

2・1μs

1・2μs

語 の
大 きさ

16ピ ッ ト

16ビ ッ ト

8ビ ッ ト

16ビ ッ ト

16ビ ッ ト

12ビ ッ ト

数値の
表現法

2進

2進

5進

2進

2進

2進

2・8μs

6μs

4・5μs

3.84μs

4・2μs

2・4μs

乗算時間

9・8μs

ぽ;)

8μs

(ハ ー ドウェ ア オ プシ ョ ン)

割 込 み

1レ ベ ル

5種

1レ ベ ル

内部:2レ ベル

外 部:11レ ベ ル

4レ ベル

2レ ベ ル64種

1レ ベル16種

特 長

倍長演算機構(オ プション)を 有する。

4種 類のアナログ ・データ処理装置を有す
る

最大64台 までの入出力装置の接続可能

通信制御アダプタを内蔵

安価な ミニ ・磁気ディスク装置を有する

最大255台 までの入出力装置の接続可能

最大32ビ ットまでの可変語長演算が可能

標準ラックに合わせた寸法となっている。

66種 の基本命令を有する

入出力装置との接続はBUS方 式 を採用し

ている。

カセ ット型磁気テープ装置(容 量6万 字

速度100字/秒)を 有する

256種 の命令を有する

Photoreaderの 制御回路を内蔵

A/D変 換機を自蔵(オ プション)

最 大64台 までの入出力装置の接続可能

(注)1'
,麗 ㌶ 鶏 鷲 グラムを処理綱 躰 や入出離 の状態・・… 噸 因な・によ・て中断・… 優先度の高い他のプ・グ
2.レ ベルとは多重割込みの数をいい,64種 とは割込み要因の数をいう

。
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発表 したが,こ れ は コン ピュー タを教育 の省力化 に利 用 で きるほか,本 格 的 なCAIシ

ス テ ムは多数 の学 習者 を各学 習者 の能 力 に合 わせ て 同時 に個別 教育 で きるため教育 効率

を高 め るこ とがで きる。 この よ うな本 格 的なCAIシ ス テ ムは機械振 興協 会の新 機械普

及促進 事業 によ って試 作 され,普 及 が はか られ るこ とに な って い る。

コン ヒ.ユー タ応用技 術 は極 めて底 の深 い もので あ り,1969年 には このほか に コン ヒ。ユ

ー タに よ る自動設計(CAD ,ComputerAidedDesign),NC群 制御 な どについ て新 ら

しい進展 が見 られた。

C)周 辺 装置の集 中生産 わが国 の コン ピュー タ産業 は市 場 をほ とん ど国内 に依 存 し

て お り,生 産規模 は アメ リカの企業 に比 して きわ めて小 さく,量 産 に よ る生 産原価 の低

減 が期 待 で きな いのが現実 で あ る。

この ため1968年 よ り日本 電子工 業振興 協会 を中心 に コン ピ ュー タ ・メー カーに よ って

周辺装 置 の集 中生産 が検討 され て きた。 周辺装 置 が コン ピュー タ ・シス テムの中 に占め

る割 合 は,利 用 の高度化 に よ って年 々増 加 して お り,し か も多品 種が あ るため,こ れ を

分業 し,集 中生産 す ることは コン ピュー タ生 産原価 を低 減す る うえに効 果 が期 待 で きる。

1969年10月1日 に電子工 業振興 臨時措 置法 に基 づ き通商 産業大 臣 よ りまず紙 テープ機 器,

カー、ド機 器 な どの入 出力 装置 につ いて指示 カルテ ルが告示 された。 これ は6ヵ 月 の準備

期 間 をお いて1970年4月 か ら実 施 され るが,さ らに引続 きライン ・フ。リン ター,磁 気 ド

ラ ム装置 な どの追加 が検討 され てい る。

D.流 通 体 制 の 動 向

わが国 の コン ピュー タ需要 は国産 と輸 入 に よって まか なわれ てい る。 国産機 のお よそ

7割 はす でに述べ た よ うに 日本電 子計算 機株式 会社(JECC)に よ って買取 られ,一

元 的 に レン タル され てい る。 しか し,最 近 の コ ンピ ュー タ需要 の急増 に よ って買取 り資

金 の確保 が問題 とな ってい る。

外 国機 は外 国 メー カーの同系会社 または総代理 店 に よって輸 入販 売 されて お り,国 産

機 と同様 にお よそ7割 が レン ダルで あ る。(第2.3表)

主 な外国機取 扱 い会社 は次 の とお りであ る。
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Burroughs

CDC

DEC

GE

IBM

NCR

UNIVAC

高千 穂交易

伊藤忠 商事

理 経産 業

三 菱商事,三 菱事 務機販 売

日本 アイ ・ピー ・エ ム

日本 ナ シ ョナル金銭 登録機

日本 ユニパ ック

a)JECCに よ る レンタル体制JECCに よ るレン タル体 制 は国 産機 の普及 を目

的 と して1966年 に設立 され7こ。 レン タル制度 は リースの一 形式 では あ るが ,保 守 を始 め

と して機械貸 与 に と もな うすべ ての サー ビスを行 な って,こ れ に対 す る料金 を毎月 徴収

す る制度 で,契 約時の保 証金 が不要 であ り,JECCは リース とは異 な り,解 約 不能期

間 は1年 程度 であ る。技 術的陳 腐化 が激 し く,か つ,デ ー タ量 の増 加に と もな うシス テ

ム ・ア ップな どに よって随時 の返却 が可能 な この制 度 はユ ーザーに とっては大 きな利点

で あ り,IBMが 採 用 して以来 他企業 もこれに な らわ ざるを得 なか った。 しか し,レ ン

タル制度 は メー カーに とって は多額 の資金 を必 要 とす る もので あ り,JECCは 国産 メ

ー カーが レン タルを行 な うこ とに よって受 け る資金負 担 を軽減 す るために
,1961年 資金

の一 元 的調達 を 目的 と して設 立 された。

しか し最 近 の コン ピュー タ需要 の急増 はJECCの メー カーか らの買取 り額 の増加 を

まね き,買 取 り資金 の不足 を もた らす結果 とな った。第2.4表 はJECCの 年度別 機械

購入 金額 の推 移 で あ る。

JECCの 機械購 入 資金 は 自己 資金(増 資お よび レンタル回転 資金)の ほ か 日本 開 発

銀 行融 資 を中心 と し民 間金 融機 関 ・保 険会社 な どか らの借入 れ金 で まか なわれ てい るが,

将 来 の需 要 の伸 びを考慮 して資金確 保 の安 定化 をはか るために は資金 確保 の多元化 が必

要 とな って きてい る。 このた めJECCと 国産 メー カーが協議 の結果,基 本構 成 にお け

る レン タル額 が150万 円以下 の小 型機種 のJECCレ ン タル を1970年2月 末 を限度 と し

て新 しい申込 み を受 付 けない こ とを決定 した。 この ため;今 後 は各 メーカーが 自社 レン

タル な どの独 自の方 法で販売 す ることにな るが,こ の措 置 によ ってJECCの 資金負 担
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第2.3表 会計年度別レンタル対直売実績比率推移(納 入ベース)

会計年度

レンタル直売別
1957 1958 1959 1960 1961 1962・ 1963 1964 1965 1966 1967 1968

1969年
度上期

国

産

機

レ ン タル(%) 3.7 27.8 45.8
ト

55.4 65.3 77.6 78.4 76.5
69.5

(80.1)

70.2

(80.9)

直 売(%) 100.0 100.0 100.0 96.3 72.2 54.2 44.6 34.7 22.4 21.6 23.5
30.5

(19.9)

29.8

(19.1)

外

国

機

レ ンタル(%) 53.0 75.7 62.0 71.0 63.8 84.2 89.9 82.6 75.9 82.5
73.6

(79.0)

71.0

(73.5)

直 売(%) 100.0 47.0 24.3 38.0 29.0 36.2 15.8 10.1 17.4 24.1 17.5
26.4

(21.0)

29.0

(26.5)

(注)()内 は コンピュータ・メーカーの自社使用を除いた場合

出所:JECC「 わが国電子計算組織実動状況調査」

第2.4表 日本電子計算機(株)の 年度別機械購入金額 (単位 億円)

年 度
1.・96・1・9621・963119641・965い9661・967}・9681・969

機 械 購 入 金 ∋ ・・1 321 ・・1・ ・7i・ ・826gl…1666

は従 来 の20%以 上 が軽 減 され ると見込 まれて い る。

b)メ ーカ ーの 自己販 売 と リー ス市場 コン ピュー タを レン タルで な く直 売 す るこ と

がで きれば メーカーに とって最 も負担 の小 さい もので あ るが,わ が国 で直 売方式 で販売

され る割 合 は20%程 度 で あ る。(第2.3表 では30%近 いが メー カーの 自社 内需要 が含 まれ

てい る)メ ー カーに よ る直接 レン タル,お よびJECCに よ るレン タル以外 の リースは

従来 きわ めて少 なか ったが,JECCの 取扱 い機 種 の整 理 を契機 として これ らの方式 の

活用 が活発 に な る もの と予 想 され る。 ・'

2。 コ ン ピ ュー タ技 術 の 動 向

A.第3世 代機 の質的変化

第3世 代 機 は1964年 のIBM360シ リー ズの 発 表 を契 機 と して世 に 出現 した。 当時,

IBM360シrJ'一 ズ はSLT(SolidLogicTechnology)と い うハ イ ブ リッ ド型 集 積 回
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路 を使 用 し,大 型 か ら小型 まで統一 した設 計思想 に よって設 計 を行 ないプ プ ログ ラム
,

周 辺鋸 の互換 性 を持 たせ る・ いわゆ る・ ・ ミリーの概念 端 ・た ・ン ピ。一 夕で ある
。

この思 想は世界 の コン ピ ュー タ ・メーカーに影響 を与 え,各 社 はICを 使用 した第3世

代 機 の開発へ と移 行 し,わ が 国に おい て も1968年 以後 に発表 され た コン ピュー タはすべ

てICを 使 用 した もの であ る。

第3世 代 機 は機種 ごとに異 な った思 想 によ って設計 され ,か つ多様 化 しつつ あ った第

2世 代機 が内包 す る諸問題,す なわ ちソ フ トウ ェア開発 コス トの上昇
,ユ ーザ ーの シス

テ ム拡張 腰 求 に係 る破 な ど噸 を解 決す るために考 え られた もの で 勒
,そ の結果,

コン ピュー クの爆発 的 な一普及 を促 した
。

a)通 信指向の概 念 第3世 代機 に よ るコン ピュー タの普 及
.によ り情報 の発生 か ら処

理結 果 の受信 までの経 済性が追 求 され るよ うにな り,こ のた め,ス ル ープ ッ ト・タイム

(throughputtime,デ ー タが 発 生 してか らデ 一 夕処理 す るまでの 所 要時間)な らびに タ

eン ●ア ラウン ド●タイム(turnaroundtime
・ デー タが発生 してか ら, 、その ために打

たれ るべ き措置 の ための情 報 が返 って来 るまでの時 間)と い う新 らしい表 現 が重視 され

るよ うにな った。

タイム ・シ ェア リン グ ・システ ムは ターン ・ア ラウン ド・タイムの短縮 を実 現 しよ う

とす るひ とつの試 みで あ り,負 荷 を時間 的に均等配 分 して見か けの待 ち時 間 を短縮 しよ

う とす る もので あ る。

通信 指向型 の コン ビ子一 夕に おいて は,磁 気 デ ィス ク装置 に よ って代表 され るラン ダ

ム ・アクセス ・フ ァイル装 置 が従 来 の磁気 テープ。装 置 に代
って重要 性 を帯 び て きて お り,

端 末装置 の多様 化,高 速 デー タ伝送 の必要 性 な ど新 たな技術動 向 を生 み出 して い る
。

b)使 い やす さの 追求 第3世 代機 の特長 の1つ であ るオペ レーテ ィン グ ・シス テム

め発達 は,使 いやす さの飛 躍的 な改善 を もた らした。 これ は主 に プ ログ ラ ミン グ言語 と

コン ピュー タの直 接の オペ レー シ ョンに関 す る もの で あった。 その後,タ イ ム ・シ ェア

リン グ ・システ ムの開発 は人間 とコン ピュー タの会話 を現 実 の もの とし,一 方 では人 間

一 機 械系 の改善 をは か る入 出力装 置 の開発 が行 なわれてい る
。
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0CR(光 学 式文字 読取 り装 置)は 人 間 と機 械 とが共 通 の文字 を読取 る もので あ り,

ライ トペ ン付 きのCRTデ ィスプ レイ装 置 は人 間 とコン ピュー タとが共通 の画面 を介 し

て会話 す ることが で きる。 さらに音声応 答装置 は人 間の声 で コン ピ ュー タが解 答 を行 な

うもので あ り,ま だ初 歩 的 な段階 で はあ るが声 を聞 きわ けた り,色 を識別 した りす る入

力装 置の研究 も行 なわれ てい る。

と くに,わ が 国の場 合 にはか な文字 に加 えて漢字 が使用 され てい るため,漢 字 プ リン

ター,漢 字 デ ィスプ レイ装 置 な どは 日本 人一 機械 闘の よ り密 接 な接触条件 を実 現 す る も

の で あ る。

c)高 性能 化 高 速 な コン ピュー タほ ど処 理 当 りの単価 が安 くな るとい うこ とはGr-

oschの 法則 と して知 られ てい るが,現 実 に も大規 模 な高性能 コン ピ ュー タに対 す る需要

が高 ま ってい る。 コン ピュー タの大 型化,高 性 能 の要求 は果 て しない もので あ る。現在

で は演 算速度200～300ns,主 記憶 容量2Mバ イ・ト以上 の コン ピュー タが 出現 してい る。

通商 産業省大 型 プ ・ジ ェク トに よ って試 作 され る超高 性能電子 計算 機 は,1970年 度 に組

立 て を完 了 し,1971年 度 には調整試 験 が行 なわれ る予 定 にな ってい るが,そ の後の 国産

メ ーカーの商 用機 に多大 の影 響 を与 え る もの と期 待 され る。

高 性能化 は論理演 算素子 と して現 在 のICに 代 って中規 模集積 回路(MSI),大 規

模集 積 回路(LSI)を 使 用す るこ と,高 速 中容量 の バ ッフ ァ記 憶装置 を演算 部 と主 記

憶 装置 との間 に配 す ること,こ れ らに よって得 られ た高速 演算能 力 を生 か をす ための マ

ル チ ・プ ロ グラ ミング機 能 を持 つ こ と,な どに よ って実現 され る。

d)稼 動 性の改 善 と高 信頼度の 実現 稼 動性(availability)と は信頼 性 と保 守性 とを

加 えた概 念 であ る。稼 動性 は と くに オン ライ ン ・システムの普 及 に よって新 たに重 要性

を帯 びて きて お り,マ ルチ ・シス テムは稼 動性 を改善 す るひ とつ の手 段 であ る。 これ は

2台 の コン ピ ュー タを使用 し,一 方 が故 障 した場合 に は直 ちに他方 が代行 で きるよ うな

構成 を とる ものであ る。 マル チ ・シス テムで は記憶 装置が2台 の コン ビ ュー.タに ょ って

共 有 され る。

信頼 度 の改 善 は機 器 の構成 部品 の信頼 性 の改 善 に負 う所 が大 きい こ とは もち ろんで あ
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るが,こ のほ かに シ ステムの構成 法 の改善,オ ペ レーテ ィン グ ・シス テムの改 良に よ っ

て 総合的 な信頼度 が得 られ てい る。 す なわ ち,1機 器 の故障 が システ ム全 体 の運 転停止

に結 びつ か ない よ うに した り,故 障個 所の 自動的 な検診,処 理途上 での異 常 を 自己発 見

し,再 ス ター トす るプ ログ ラム上 の機 能 な どが開発 され てい る。

B.ミ ニ 。 コ ン ピ ュ ー タ

ミニ ・コン ヒ.ユ一 夕とい う分類 は比 較的新 らし く,そ の定義 は一 定 した ものでは ない

が,JECCに よれ ば,①CPUの 内部記憶 容量 が2,000ビ ッ ト以 上で,か つ,CPU

の価 格が500万 円以 下 で あ ること,② 広範 囲 な応用 分野 を意図 して そのハ ー ドウ ェアが

設 計 された もので あ るこ との条件 を同時 に満 たす もの と され てい る。

この よ うな特性 を もつ ミニ ・コン ピ ュー タはIC技 術 を基礎 として,汎 用 コンピ ュー

タか ら必 要最小 限 の機 能 を抽 出 して設 計 され た もの であ るが,と くに生産 性 と保 守性 が

重視 されて い る。 汎用 コン ピ ュー タの技術 と根本 的 には何 ら異 な る ところは ないが,問

題 は 「汎 用性 」 を維 持 しっつ機能 を どこまで絞 るか,「 汎用 性」,「 保守性 」 を維持 しつ

つ 「低価 格」 を どの よ うに実 現 し得 るか とい う点 に あ る。

ミニ ・コン ピュー タは単 に電卓 と小 型 コン ピュー タとの間 を うめ る個人用 コン ピ ュー

タとい うだ けでな く,そ の最 も重要 な用途 は シス テム ・コンポーネ ン ト・マ シンで あ る

とい う点 に あ る。 現在市販 されてい る ミニ ・コ ンピ ュー タは,リ アル タイム処理 を考慮

した入出力 制御機 としての性格 が強 いが,将 来 は,LSIを 始 め とす る電子技 術 の進歩

に と もな って,よ り個 性的 な コン ピュー タの分野 を形成 す る と言 われ てい る。現在 の主

要 な用途 は,'個 人用 技術計算 コン ピュー タの ほか,フ 。ロセ ス制御,自 動計測 ・検査,端

末 機 制御,教 育 な どがあ り,中 央 コ ン ピュー タの負 担軽減 をね らった衛星 コン ピュー タ

として も使 用 され てい る。

ミニ ・コン ピュー タの場合,た とえ ば4K語 程度 の構成 で も本体 の価格 の1/3～'/2は 内

部 記 憶装 置 が占 め,容 量 を増設 す るとた ちま ち本 体 の数倍 の価格 となって しま う。 また,

システ ム ・コンポー ネン トと しての性 格 か ら ミニ ・コンピュー タは,シ ステム内に組 み

込 まれ る。 しか もこの よ うな応用分 野 は広 範か つ多彩 であ る。
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したが って,ミ ニ ・コ ン ピュー タの ソフ トウ ェアは その利用者(む しろ計測器,制 御

機 な どの利用業 界)'と の密接 な関連 の もとに開発 されな ければ な らない性質 を もってい

る。 アメ リカで は これ らの業界 の企業 が 自社製 品 を ミニ ・コン ピュー タで制御 す るため

の ソフ トウ ェアを開発 し,さ らに記 憶装 置の容量 によ る制 限 を特別 な イ ン ター フ ェイス

装置(制 御 され る機器 と コン ピュー タとを仲介 す る装置)を 開発 す るこ とに よ って解決 .

してい る。

わが国 の ミニ ・コンピ ュー タは前 述の とお り1969年 に発表 され たばか りで あ り(第2.2

表参照),今 後 の発展 が期 待 され る分野 で あ る。
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第2章 わが 国の コ ン ピュー タ関連 産業

1.コ ン ピ ュ ・一一ータ 関 連 産 業 の 概 況

1967年,当 協 会 と日本生産 性本部 が共催 で派遣 した 「訪米MIS使 節 団」 の帰朝報 告

を契機 と して,わ が国に おいて情報 産業 に対 す る関心が急激 に高 ま り,さ ま ざまな角度

か ら情報 処理 問題 が論議 され るよ うにな った。

通 商産 業大臣 の諮問 機関 であ る産業構 造審議 会 におい て も,情 報 化の進展 に即応 して

総合 的 な施 策 の審議 を行 な うた め,1967年 に情 報産業部 会 を設 置 し,情 報産業 対策 を検

討 して きたが,1969年5月 にその答 申を出 した。

この答 申は情報 問題 の全 般 を見通 しつつ,政 府 施策 の対 象 とな る情報 問題 の体系 を明

らかにす ると同時 に,総 合 的 な政 策 の方 向づ け を行 なってい る。 このなかで 「今 日に お

け る情報 化 の要請」 と して,① 経 営情報 システ ムの発展,② 情報 ネ ッ トワー クの形成,

③ 情報 産業 の発展,の3点 が と りあ げ られてい て,情 報産業 に つい ての定義 づ けが行 な

われ てい る。

これ に よ ると第2.2図 の よ うな体 系づ けがな され,情 報産業 は,コ ン ピューテ ィング・

パ ワー を用 いて情 報 を処 理 し,ま たは情報 を提供す る産業 として と らえ られて い る。一

方,情 報 処理 関連 産業 は,コ ン ピュータ産業,ソ フ トウ ェア産業,関 連 サー ビス業 に分

類 され てい る。 したが って,コ ン ピュー タ関連 産業 として み るな らば,ソ フ トウ ェア産

業,関 連 サー ビス業,情 報 処理 サー ビス業,情 報提供 サ ー ビス業 に分 類 で きる。

ソフ トウ ェア産業 は顧 客の需 要 に対 して直接,コ ン ビ。ユー タに関 す る ソフ トウ ェアを

開発,作 成 す るサ ー ビスを行 な うもので,現 在 お よそ30社 ほ ど存 在 して い る。 ほ とん ど

が ここ3～4年 以 内に営業 を開始 し,現 在 発展段 階に あ る。 この業種 の特色 は「技 術力」

に あ り,人 材 中心,人 材依 存型 の産業 で あ る。

情報 処理関連 サー ビス業 は,コ ン ピュー タ販売,リ ース,メ インテ ナンス・サ ー ビス,
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デ ー タ伝 送,要 員派 遣,教 育 な どに わけ られ るが,わ が国 の場 合 は,コ ンピ ュー タの リ

ースはほ とん ど行 なわ れて いない状態 で あ り,ま た販売,メ インテ ナンス ・サー ビス,

要 員教育 な ど もほ とん どメー カー,あ るい は メー カー直 系 の企 業 に よって行 なわ れてお

り,独 立 した産業形 態 には な って いない。

情報 サ ー ビス業 は コン ピュー タの時 間貸 し,い わゆ るマ シ ン ・タイム ・サー ビス,受

託 処理 サ ー ビス,あ るいは ファイル管理 サー ビスな ど顧 客 の デー タ処理 を行 な うサー ビ

スで あ る。 わが国 の場合 は 「計算 セン ター」 と呼 ばれ る受託計 算 サ ー ビスが その ほ とん

どを しめ てい る。

情報提 供 サ ー ビス業 は各 種の デ ー タを収集,蓄 積 し,こ れ を加工 し情報 と して顧 客に

提 供 す るサー ビスで あ り,イ ンクアイア リ ・サー ビス,デ ー タ ・コ レクシ 。ン,情 報配

布 サ ー ビス,リ サ ーチ ・サ ー ビスな どが あ る。 わ が国で は まだ2,3の 例が見受 け られ

るだけで,今 後 の発展 が期待 され る。

これ らの コン ピ ュー タ関連産 業 の発展 に対 す る要請 は,情 報処 理 シス テムの運用 の専

門分業 化 に よ る経 済合理 性 の追 求 であ るとい えよ う。 情報 提供 サ ー ビス業 につ いてい え

ば,あ る企業 が必 要 とす る情報 をすべ て 自己の努力 で収集,整 理 しよ うとす ることは不

可能 な こ とで あ り,そ れ ぞれ の分野 を専 門 とす る企 業が情報 を収 集,整 理 してお き,求

めに応 じて提供 す るこ とにすれ ば,よ り経 済的,効 率 的 で あ り,企 業活動 に与 え る利益

は大 きい。 情報 処理 につ いて も同様 な こ とがい え,情 報化 の進展 の ために,こ の よ うな

情報 産業 の発展 が強 く要請 されて い る。

2.ソ フ トウ ェ ア 産 業

今 日の よ うに コン ピ ュー タが各方 面に普 及 し,そ の応用 分野 が拡大 し,内 容 の高度化

が 進 む とと もに,ま す ます ソ フ トウ ェアの重要性 は高 ま って きて い る。

従来,わ が国の ソフ トウ ェア開発は,コ ン ピュー タ ・メー カーが中心 とな って進 め ら

れ て きたが,こ の なか には,本 来,ユ ーザ ーが準備 すべ き性質 の応用 プ ログラムまでふ

くまれて いて,メ ーカーの ソフ トウ ェア開発 に とって大 きな負 担 にな って いた。 一方,

ユ ーザ ーが開発 した もので も,同 じよ うな プ ログラ ムを個 々の ユーザ ーが別 々に多大 の

人 と金 をかけて開発 してい る例 が見 られ,全 体的 に みて不経 済 な面 が見受 け られ る。 こ
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の よ うな不経済 な面 をな くし,,よ り効 率 的に ソフ トウ ェアの供 給 をす るために,ソ フ ト

ウ ェア開発 の社 会的機能 の分化 と高 度化 が必要 と されて きた。 この よ うな情 勢 の もとに,

わが 国に おいて もソ フ トウ ェア企業 が誕生 し,発 展 しつつ あ る。.

わ が国 の ソフ トウ ェア企業 は大 きくわ けて,コ ン ピュー タ ・メー カー系の もの と,独

立系 の もの とに分類 され る。 この うち コン ピュー タ ・メー カー系 の ものは,メ ーカーの

ソ フ トウ ェア開発 に対す るバ ックア ップ.が主 体 とな って お り,シ ステ ム ・フ.ログ ラムの

共 同開発 や コン ピュー タの販路拡 大 の ための応用 フ。ロ グラムの 開発 が 中心 とな って い る。

これ ら メー カー系列 の ソフ トウ ェア企 業 は,そ の発足 も比較 的早 く,売 上高,従 業員 数

な どの規模 も独立 系 の もの より大 きい。

一 方 ,独 立系 の ソ フ トウ ェア企 業 は1966年 頃 よ り登場 しは じめ たが,同 年 に は,日 本

ソ フ トウ ェア㈱,㈱ コンピ ュー タ ・アフ。リケ ー シ ョンズな どが設 立 され,現 在20数 社が

ソフ トウ ェア企業 と して活 躍 しつつ あ る。 よ うや くその経 営 も軌道 に乗 りつつ あ る もの

の,ま だ その基盤 は弱体 で あ り,そ の技術力 も十分 とはい えない。.大手 の ところで従 業

員 数 は200～300名 程度 で あ り,売 上高 は数億 円程 度 であ る。 しか し,伸 び率 は大 きく,

急成 長 をとげ つつ あ る。 したが って現 在,新 たに設 立 され る企業 も多 く,ま た従来 他 の

事 業 を してい た ところか らの進 出 もうかが え る。 と くに,計 算 セン ターの うち大手 の と

こ ろで は ソフ トウ ェア開発 に力 を入れ て きてい る。

ソ フ トウ ェア業 界で は,ソ フ トウ ェア産業 に 関す る共 通の問題 につ いて検討 し,適 切

な対 策 を進 め るため,新 たに ソ フ トウ ェア産 業振興協 議会設 立 の準 備 を進 め,1970年1

月 にその発足 をみ た。 ζれ には1970年4月1日 現 在30社 が加盟 してい る。

共通 の問題 と しては,ソ フ トウ ェア開発 その ものが 「技術力 」 に よ るところが大 きく,

業 務 の拡張 に見合 う人材 をいか に確 保 す るか とい うこと,ソ フ トウ ェアの価 値体 系 の確

立 をはか ることな どが あげ られ る。 また ソ フ トウ ェア開発 はか な りの初期投 資 が必要 で

あ り,業 務 の拡 大 に と もな って資金 調達 の面 にお いて も困難 が生 じて こよ う。 さ らに現

在,わ が国 の ソ フ トウ ェア開発 は,ほ とん どが請 負仕 事 で あ るが,ア メ リカの ソ フ トウ

ェア企 業で は,独 自の ソ フ トウ ェア商 品の 開発 に力 を入 れて お り,汎 用 性の あ る ソフ ト

ウ ェア,い わゆ るソフ トウ ェア ・パ ッケ ー ジと呼 ばれ る もの を先行 投 資 して開 発 してい

る。 この なか に はい くつ かの成 功例 が み られて い る。
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わが国 の ソ フ トウ ェア企 業 も請負仕事 か らの脱皮 をはか って い くた めには この よ うな

汎 用性 の あ るソ フ トウ ェアの 開発が必要 とな ろ う。

3.計 算 セ ン タ ー'

わが国 の情報 処理 産業 として は じめ て登場 したのが 「計 算 セ ンクー」 と呼 ばれ る受託

情報 処理 サ ー ビス業 で あ る。計 算 セ ン ターがわ が国 で営業 を開始 したの は,1950年 代 の

半 ば以後 であ り,ほ とん どが コン ピュー タ ・メー カーの販路 拡張 の手 段,あ るいはバ ッ

クア ップ体 制 と して 開設 され た もの で あ る。1962年 ～1965年 頃 には コン ピュー タ もよ う

や く普 及期 に入 り,計 算 セン ター もあ る程 度採 算 にの るよ うに な り,コ ン ピュー タ ・ユ

ーザーの計 算機部 門が独 立 した り
,独 立的 な計 算 セン ターが 増加 しは じめた。1966年 以'

降 にな ると,一 般企 業 の コン ピュー タ利用 の普 及 と高 度化 に よ り計算 セン ターに対 す る

需 要 が増大 し,各 地 に計算 セン ターが多数 開設 され るよ うにな った。

1970年1月 現 在,企 業数 に して337社,セ ン ター数 では449に 達 してい る。'その 内訳

は第2.5表 に示 す よ うに およ そ80%が 独立 系で あ り,残 りが公共機 関 や コン ピュー タ ・

メー カーあ るいは関係 販売会社 の系 列 にな る もので あ る
。 また独立 系の 中に も,完 全 に

独立 系の もの,コ ン ピュー タ ・ユーザ ーの計 算機部 門が 独立 した もの,共 同計算 セン タ

ー として設 置 された もの
,会 計事 務所 の サー ビス拡大 の ため設 置 され た もの な どが あ る。

1968年 中に は売 上規模5億 円以上 の セ ンターが5社 あ り,年 間平 均売上高 は お よそ1 .5

億 円に達 した。

売上 げの内訳 をみ ると,各 種計 算業 務の受託 が圧 倒的 に多 く,次 いで カー ド ・パ ンチ

業務,マ シン ・タイ ム ・サー ビス,ソ フ トウ ェア開発 な どと続 いてい る。 この うち前年

と比較 してみ ると,カ ー ド・パ ンチ収入 の比率 が減 り,ソ フ トウ ェア開発収入 の比 率が

増 加 して い るのが 目立 ってい る。 また受託 計算業 務 のなか では,給 与,料 金計 算 な どの

単 純 な事 務計 算 の分 野 の比 率が減 り,在 庫,販 売管理,原 価計 算 な どの管 理事 務計算 分、

野 や,生 産統計,市 場調査,予 測,ORな どの統 計,計 画,予 測,あ るい は科学 技術計

算 な どの比重 が増大 して きて い る。

この よ うに売 上 げ も トップ ク ラスは10億 円 をこえ,業 務 内容 も次 第に多様i化,高 度化

す る傾向 をみせは じめ るとと もに,計 算業務 の単純 な請負 か ら脱 皮 して,ソ フ トウ ェア
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第2.5表 経営主体別センター分布状況(1970年1月 現在)

経 営 主 体 別1$業 灼 織 数1㌣)タ 内評

1.独 立計算受託企業

2.公 共 機 関

3・ メーカーおよび関係販売会社

280(83.1)

19(5.6)

38(11.3)

319(71.0)

19('4.2)

111(24.7)

合 計 1 337(・・…)1 449(100.0)

(注)出 所:日 本電子計算機㈱

第2.6表 計 算センターの売上高分布 第2.7表 計算センターの従業員規模別分布

売 上 高 1企㍊
5百 万 円未 満

5百 万 円 ～10〃

10〃 ～50〃

50〃 ～100〃

100〃 ～500〃

500〃 ～1,000〃

1,000百 万 円 以上

14

17

41

18

29

7

5

合 計 131

従 業 員 規 模
1企撒

10人 未 満

10人 以 上 ～30〃

30〃 ～50〃

50〃 ～75〃

75〃 ～100〃

100〃 ～150〃

150人 以上

28

35

35

9

8

11

19

合 計 145

(注)(1社 平均147百 万 円)

出所:通 商産業省 「情報処理実態調査報告」より

(注)出 所:通 商産業省 「情報処理実態調査報

告」より

開 発 に力 を入 れ た り,コ ン ピュー タ導入 企業 に対 す る コンサル テー シ ・ン業 務 の拡大 を

は か るな どの傾 向 にあ る。 ・

しか しなが ら計 算 セ ン ター全 体 と しては,低 い生 産性,情 報 処理技 術者 と りわけ シス

テ ムズ ・エン ジニ アの不足,コ ン ピュー タ ・レンタル料 ,人 件 費の圧迫,資 金 調達 の困

難 性,2～3年 前 に乱 立気 味 にふ えた セン ター間 の過 当競争 な どに よ'り苦 境 に立 た され

て い るところ も少 な くない。 と くに最近 は大 規模 な セン ター と小 規模 な セン ター との格

差 が 目立 って きて い る。 大規 模 な とこ ろは経営 的 に も安定 し,技 術的 に も優位 に立 ちコ

ンサル テーシ ョン業務,ソ フ トウ ェア開 発に積 極的 に乗 り出 してい る。 この よ うな傾 向

1は今後 と も続 いて い く もの と思 われ る。

現 在 の ところ,計 算 セ ン ターの通信 回線 利用 に関 して は制約 が あ るが,郵 政審議 会 の

答 申に よ り,近 い うちに通信 回線 の一 部 自由化 が行 なわれ る もの とみ られ,今 後計 算 セ

ン ター相互 間,あ るいは顧 客 と計 算 セ ン ター との リモー ト・バ ッチ処 理方式 に よ る情報

処 理 サー ビス,さ らには オン ライン ・リアル タイム,あ るいは タイ ム シ ェア リング処理
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第2.3図 計算センターの売上高別構成比率(131社 平均)

コンサルティング0.9%

要員派遣サービス2.2%

プログラム作成3.5%

その他

7.3%

科学計算

8.4%

事務計算

受託

計算

統計・計画 ・

調査等

8.0%

その他の計算1.2%

管理事務

計算

11.3%

注1.通 商産業省 「情報処理の実態調査報告」(1969.4実 施)よ り。

2.事 務計算:給 与、経理庶務、料金計算など。

管理事務計算:在 庫、財務、人事、原価計算など。

へ と進 展 してい くこ とにな ろ う。 すでに ア メ リカでは受託処 理 サ ー ビスに おいて,リ モ

ー ト・バ ッチ処理 が急 速 に伸 び てい るし,科 学計算,プ ログ ラム ・デバ ッギ ングな どの

分野 では タイ ムシ ェア リング ・サ ー ビスが普及 しつつ あ る。

わが 国 におい て も当然 この よ うな方 向に進 む もの と考 え られ る。 な お1970年2月 に計

算 セン ターを中心 とす る情報 処理 サー ビス業 の団体 と して 「日本 情報 セ ン ター協 会」が

誕生 した。
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4.情 報 提 供 サ ー ビ ス業

社会 に氾濫 してい る情報 を生 きた もの と して有 効 に利用 で きるよ うにす るために は,

それ らの情報 が組織 的か つ,系 統 的に整理,蓄 積 されて お り,必 要 とす ると きには いつ

で も取 り出せ ることが要求 され る。 この よ うな要求 に こた え る もの として,コ ンピ ュー

タを利用 して情報 を収集,蓄 積,加 工 して,こ れ を広 く提 供す る情報提供 サー ビス業 が

芽 ば えつ つ あ る。

アメ リカにおい てはすで に株 価情報,企 業財務 情報,経 済情 報 な どか な り多 くの例 が

み られ るが,こ れ らの サー ビス業 は企 業経 営上 の基礎 的 な要件 が い くつ もあ る と同時に,

社 会的環 境 の整 備 が十 分行 なわれ な けれ ば な らな い点 に,そ の発展 をお くらせ てい る も

のが あ る。 この種 の もの として は,す でに国鉄,航 空 会社 の座席予 約 な どが存在 して い

るが,そ の他 の ものに関 しては ま った く揺 藍期 の状態 に あ る。

現在,情 報 提供 サ ー ビス業 として な りた ちつつ あ る ものは,1つ は同業 者間 の専 門情

報 を特定会 員 に提供 す る もの,た とえば 「科学 技術情 報」,「不動産 情報」,「労働市 場情

報 」 な どで あ'り,も う1つ は商社,銀 行,広 告代理 店 のよ うに本 来 の業務 上多年 に わた

り収 集,蓄 積 された デー タを加工 し,本 格 的に情報 提供 サ ー ビスを行 なお うとす る もの

な どが あ る。

前者 の例 として は,東 京都 宅地建物 取引 業協会 を中心 とした諸団体 が,1969年3月'

「日本不 動産 取引 セ ン ター」 を発足 させ た。 これは不動 産物件 の審査,検 索,紹 介 を中

心 に情報 提供 を行 な うもので あ って,当 初 は会 員 だけへ の提 供 サー ビスだけの予定 で あ

ったが,現 在一 部一般 へ の提 供 サー ビス を試 みてい る。

労 働省 にお いては,東 京 都練馬 区 に 「労働市 場 セ ン ター」 を設置 し,労 働力 の流 動化,

失業保 険 の業務処理 の迅 速化対 策 と して広域 職業紹 介 システム を行 な ってい る。 これ は

全 国各地 の職 業安定 所 に端末装 置 を設置 し,オ ン ライン で 職 業紹介 がで きる もの で あ

る。

科 学技術 の分 野 では,「 日本科学技 術情報 セ ン ター」が学 術雑誌,論 文 な どの技 術文

献 資料の収集,提 供 を行 な ってお り,1969年 は オ ンライ ンに よ る検 索 が開始 され た。将

来 は全 国規模 で オン ラインの ネ ッ トワー クを構 成 す る予 定 とな って い る。
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また農林 省に おいて は,生 鮮 食料品 の流通情 報 の提 供 を行 な ってい るほか,日 本 貿易

振 興会 に よ る海外 貿易情報 の提供 な どが行 なわれ てい る。

このよ うに情報提供 サー ビス業 もよ うや く発展 しよ うとしてい るが,具 体 的 に焦点 の

定 ま った需要 が十分 に現 れてい ない こ と,情 報提 供 とい う無形 の もの に対 し相 当の対 価

を支払 う意識 に乏 しい こ と,提 供 す る情報 源 とな るデー タの収集 が難 か しい ことな どの

理 由 に よ り,そ の発展 が ス ムーズに進 んでい ない。 最近,一 般 会員 に対 す る一 般知識 情

報 サー ビスを行 な う会 社が行 きづま った と報 ぜ られ たが,前 記 の よ うな むつか し さが あ

るた め と も考 え られ る。

この よ うな状 態か らみて,当 面 は情 報 に対 す る需要 が大 きく,比 較的 ニ ュー ス ・ソー

スの確保 が容易 な ものか ら発展 してい くことに な ろ う。

5コ ン ピ ュー タ関 連 団 体 の動 き

コン ピュー タ利 用 の普 及,発 展 に と もない,コ ン ピュー タその もの の認 識 が広 ま り,

か つ また情 報化社 会ぺ の発展 が さけばれ るとと もに,情 報処 理 に関連 す る各種 団体の活

動 も活発 に行 なわれ てい る。新 たに ソフ トウ ェア企業 について 「ソフ トウ ェア産業振興

協 議 会」,計 算 セン ターにつ いて 「日本情 報 セ ンター協 会」 が設立'され たの をは じめ,

.既存 の団 体 も情報 処理 の普 及,高 度化 をはか るための調査,研 究活動,各 種報告 書の 出

版,研 修会 や講演 会の 開催 に よ る知 識 向上 あ るいは啓 蒙活動,海 外調 査団 の派遣 な ど,

情 報産 業 の発 展 に,指 導 的役 割 をは た して い る。第2.8表 に各団体 の一覧表 をかかげ る。

第2.8表 コ ン ピ ュー タ関 連 団 体一 覧

名 称1 所 在 地 1代 麸 已 立 「 事 業 内 容

(社)電 子通信学会

日本商工会議所

東京都港区芝公園21号1-5

機械振興会館

(電)434-8211

東 京 都 千 代 田 区丸 の 内3-2-2

(電)211-4411

会長

川上 正美

会頭

永野 重雄

1917年5月

1922年6月

1.出 版

○電子通信学会誌(月 刊)な ど

2.国 際会議出席

OIEEE関 係 の会議など

1.地 方商工会議所計算センター

21ヵ所(開 設準備中10ヵ 所)

2.情 報処理に関するコンサルタン ト業務

3.EDP導 入指導,経 営者,要 員教育

4.セ ミナー開催

5.各 種情報処理研究会
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名 称 所 在 地 L代銘i設 立1 事 業 内 容

(社)日 本能率協会

(社)経 済 団 体

連 合 会

(社)日 本事務能率

協 会

(財)日 本 生 産 性

本 部

エ レ ク
.トロニ ク ス

協 議 会

(社)日本電子工業

振 興 協 会

(社)情 報処理学会

東京都港区芝公園 協立ビル

(電)434-6211

東 京 都 千 代 田 区大 手 町1-9-4

(電)279-1411

東京都渋谷区千駄谷4-25

修養 団会館内

(電)403-1331

東 京 都 渋谷 区渋 谷3-1-1

(電)409-1111

東 京 都 港 区新 橋1-1-13

(電)591-7161

東京都港区芝公園21号1「5

機械振興会館

(電)434-821ユ

東京都港区芝公園21号1-5

機械振興会館内

(電)434-8211

会長

森川 覚三

会長

植村甲午郎

会長

金子佐一郎

会長

足立 正

会長

浜田 成徳

1P42年3月

会長

駒井健一郎

1946年8月

1949年6月

会長

高僑 秀俊

1955年3月

1957年7月

1958年4月

1960年4月

1.調 査,開 発

OEDPの 効 率 的 活 用 に 関す る実 態 調査

2.EDPに 関 す る各 種 セ ミナ ーの 開 催

3.出 版 事 業

OEDPリ サ ーチ ・レポ ー ト(月 刊)ほ か

4.コ ン ピ ュー タ ・エ イ ジ'69大 会 開 催

5,ス ライ ド作成

1.意 見書の提出

○情報処理に関する推進体制の確立を要

望する

○情報処理問題に関する中間報告など

1.

2.

3.

4.

EDPSス ク_ル,セ ミナー'の開催

コ ン ピ ュ ー タ通 信 教育

海 外 視 察 団 派 遣

出版

1.各 種 セ ミナー 開 催

2.海 外 視 察 団派 遣

○ コ ン ピ ュー タ要 員 養成 視 察 団 な ど

3.出 版

○誰 に も使 え る コ ン ピ ュー タ な ど

4.ス ラ イ ド作 成

1.要 望書の提出

○情報産業の発展に必要な国策のうち特

に重点的に取 りあげるべき対策の実現

についての要望

2.海 外調査団派遣

○情報処理端末機器等調査団

3.出 版

○電子計算機の原理と応用など

1.調 査

○電子計算機に関する技術動向調査など

2.海 外調査団派遣

.'○電子計算機産業欧州調査団

3.講 演会の開催

4.出 版

○電子工業海外情報(月 刊),ソ フ トウ

ェアの標準化に関する調査など

1.研 究,調 査

○上級情報処理技術者育成指針のコンピ

ュータ総合カリキュラム作成

OJIS制 定案作成

OISOな ど国際会議への出席

OALGOL'68,ALGOLNな どの

研究
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名 称1所 在 地1艘 ∋ 設 ∋ 事 業 内 容

2.出 版

○情報処理(月 刊)

OCDBOL'65(日 本版)

○電子計算機ユーザー年報など

日 本 電 子 東京都千代田区丸の内3-4-1社 長

計 算 機(株)(電)216-3681小 山

1961年8月1.電 子計算機レンタル業務

雄二 ・2.調 査,出 版

○国産電子計算機ニュース

(1回/2ヵ 月)

○我国の電子計算機組織実動状況調査

(2回/年)

○全国計算センターおよびソフトウェア'

開発企業便覧(年 刊)

○調査季報"

(社)行 政 事 務 東京都千代田区永田町1-6-1会 長

機 械 化 研 究協会(電)581-2078山 ロ ー夫

1965年2月1.研 究,調 査

○地方自治体の人事給与,財 務会計シス'「

テムに関する調査

2海 外視察団派遣

3セ ミナー開催

○地方公共団体ADPS研 修会

4.出 版

○行政とEDP(月 刊)

(財)日 本経営情報 東京都千代田区霞が関3-2-5会 長1965年5月1.

開 発 協 会 霞が関ビル 植村甲午郎

(電)581-6401

意見書,要 望書の換出

○通信回線利用対策問題に関して・

○コンピュータ教育問題に関して

○会計税務の機械化に伴う商法改正の要
.:

望

2.海 外調査団派遣

○情報ネットワーク海外調査団

3.セ ミナー開催

○経営情報講座など

4.出 版

○コンピュータ白書(年 刊)な ど

(財)日 本情報処理 東京都港区芝公園21号1-5会 長

開 発 セ ン タ ー 機械振興会館^難 波 捷吾

(電)434-8211

1967年12月1.調 査

○産業別情報化進展に関する調査データ
,

・コード標準化体系に関する調査など

2.研 究,開 発

○数理解析用プログラム,日 程計画シミ

ー ユレーシ、ヨン ・プログラムの開発など・

3.海 外調査団の派遣

○第2次 情報処理実態調査団

4・ 各種セ ミナー,講 習会などの開催

5.出 版

○米国および欧州における情報処理の実i

態縮 縫 書など1
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名 称i 所 在 地 1代 表司 設vl
活 動 内 容

ソフトウェア産業 東京都港区西久保明舟町

振 興 協 議 会 第11森 ビル

(電)591-8241

代表幹事1970年1月1.ソ フ トウェア業界に関する問題 の 検

北代 誠弥 討,対 策

2,ソ フ トウェア市場の調査

日本情報センター 東京都千代田区霞が関3-2-5

協 会 霞が関ビル

(電)581-6401

代表理事1970年2月1.計 算 センターの業務上の連絡,情 報交

5名 換

2.資 料収集,調 査活動

竺 竺 灘 ㌶ 公園2'9i-51:es長二郎1970年3月L=;二8麟 システムズ
日本情報処理開発センター内

(電)434-8211

(財)地方 自治情報

セ ン タ ー

東京都千代田区平川町2-4

都道府県会館内

(電)265-6411

内線281

理事長

荻田 保

1970年5月 1.調 査 ・研究

○国と地方公共団体の情報システムの調

査の研究

○コンピュータ導入と利用運営について

の調査 ・研 究

■
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第3章 海外 の コ ン ピュー タ産 業

1・ ア メ リ カ の コ ン ピ ュ ー タ 産 業

1969年 か ら1970年 にか けての コン ピュー タ業 界 の特色 は市 場環境 の流動 化 で あ る
。

1969年 は各 コン ピュー タ ・メー カニが競 って ニ ュー ・モデル を発表 したが,新 機 種 はい

ず れ も超大 型 と超小 型 ・ンピ ・一 タで あ ・た・ また ハー ドウ・ア産業 におい て新 らし
.く

脚光 を浴 び て き'たの が周辺機器 で,1968年 の時点 で周辺機 器 は全 コン ピュー タ ・システ

ムの61%を 占 め るな ど,本 体 を上 まわ る勢 い となって きた。

1969年,IBMは ソ フ トウ ェア をハー ドウ ェアの価格 か ら切 り離 して別 建 ての価格 に

す るとい う方針 を うち出 したが,こ れ は単 な る価格 分離 とい った問題 に とどま らず
,今

後 の コン ピ ュだ タ業界 に大 きな課題 を投 げかげ てい る。

IBMは コン ピュー タ業界 で,半 独 占的 な立場 に あ るため同社 の根 本的 な政 策 は他 の

競 争 メー カーは もちろん ユーザ ーな どに影響 す るであ ろ う。

A・ 価格分離が コンピュー タ業界 におよぼす影響

IBMに 対 して最 も強 い インパ ク トを与 えるのは司法 省 をは じめ とす る政府 関係機関

で あ り,法 律 的 には独 占禁止法 がIBMの 監視 役 を務 めてい る
。

IBMの 価 格分離 に対 す る反応 は次 の よ うであ る
。

① ユ ーザ ー

IBMの 価格 分離政 策 がユ ーザーに とって実 質上 の値上 げにな る とい う意見 があ る
。

CSCの ロバー ト ・H・ カ ッセル(RobertH・Kassel)社 長 は値上 げの幅 を15% ～25

%と いい,ま た平 均30%の 値上 りを報告 してい る調査 会社 もあ る
。 ユ ーザーに とって

は,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア,各 種 サ ポー ト・サー ビスな どを組 み合 わ せ最 適の
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第2.4図IBMを め ぐ る力 関 係

;

讐

ξ

影

豊

竃
・あ

影響度大

o・教 育

oリ ー ス 会 社

O小 口 ユ ー ザ ー 中規模ユーザー

メンテナンス専門会社

oソ フ トウェアパ ッケージ会社1

o大 口 ユ ー ザ ー

。 ソフトウェア負け請い会社oハ ー ドウ ェア会社

。政 府

/影 響度小 一 ー ー一 一 ーIBMに 対して影響を与えるもの 影響度大

システ ムとす るため の選 択の余地 が出 て きた こ と も否 めない。

② コン ピュー タ ・メー カー

価 格分離 の仕方 い かんが重要 なセー ルス ・ポイ ン トとな る。大 手 コン ピュー タ ・メ

ー カー10社 の価 格分離 に対 す る反応 は第2 .9表 に示 して あ る。

③ ソ フ トウ ェア会社

見方 に よ っては ソ フ トウ ェア会社 は価格 分離 に よ って これ まで以 上 に ソフ トウ ェア

の価格 や,品 質 に留 意、し ビジネ スをふ やす チ ャンスが あ る。

④ リース会社 ・

価 格分離 に よ って ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア,周 辺機 器 を最 も効率 よ く組 み合 わ・,

せて使 うよ うにな り リース会 社の サ ー ビス範 囲 は拡大 す るで あ ろ う。

⑤ コ ンピ ュー タ ・ス クール

IBMが 従 来無料 で行 な って いた教 育訓 練は,今 後有 料に な り,コ ン ピュー タ ・入

クールに とって は,こ の措 置は必 ず しも有 利で あ るとは考 え られ てい ない。
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輌

第2.9表 1970年3月 現在における主要メーカー各社の価格政策状況

(JECCの 調査による)

社 名

1 B M

C C D

スペ リー ラ ン ド社
ユ ニパ ッ ク事 業部

G E

R C A

ハ ネ ウ ェ ル

バ ロ ー ス

N C R

XDS
(旧SDS)

価格声明時期 1

1969.6.23.

1969.9.

1969.7.

1969.9.

1969.11.

1970.3.

1969.7.

1969.2.

1969.10.

1967・

内 容

ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェ ア,シ ス テ ムズ ・エ ン ジニ ア リン グ, 教 育 サ ービ
スの 価 格 を 分離 し,1970年1月1日 以 後 有 料化 す る と発 表 。 同 時 に レ ン

タ ル料,直 売 価格 を3%引 下 げ た。 有 料 とな るソ フ トウ ェアは毎 月 使 用 料

を徴 収 す る。 小型 コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム3を7月 末 に発 表 し,こ れ に つ
いて は 新 価 格 制度 を適 用 。現 在,価 格 分離 は米 国 ,カ ナ ダの み。 他 の 国 では
1970年4月 ま で に適 否 を検 討 中。

ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア,各 種 サ ー ビス の分 離 を決 定。10月1日 以降

保 守 料 と賃貸 シ ステ ムの ハ ー ドウ ェ ア価格(レ ン タ ル料)を5%値 上 げ し
た 。 た だ し,現 在 契 約 中 の ユ ーザ ー に対 して は,現 契 約 の 満 了 まで 値上 げは 適用

しない 。 分 離 され る もの は, レ ンタ ル の場 合 の 保 守料(10月1日 以

降),教 育 ・訓 練 サ ー ビス(1月1日 以 降),シ ス テ ムズ お よ び ア プ リケ ー
シ ヲ ン ・ア 之 リス ト ・サ ポー ト ・サ ー ビス(1月1日 以 降)ソ フ トウ ェア
・ソス テ ムス お よ び ソ フ トウ ェ ア ・プ ログ ラ ム(1月1日 以 降 発 表 され る ・

もの)。 さ らに 分 離 の プ ラ ンが あ るが,i発 表 時 期 は 未 定。 米 国 内 の み。

ハー ドウェアとソフトウェアの価格分離は行わず
,レ ンタル料を包括料金として引続き徴集す

ると発表。

GE400(中 型),GE600(大 型)の レ ン タル料 を5.1% ,直 売 価 格 を3%
,GE200(小 型)の レ ンタ ル料 を1%以 内引 上 げ,直 売 シス テ ムの 保守 料
を,5%引 上 げ た。 直 売 りに対 して は10月1日 以 降 発 効 す るが ,レ ンタ

ル ・ユ ー ザ ー は坦70年1月1日 以 降。 た だ し,現 在 の 製 品 ライ ン につ い ては
,価 格 分 離 は行 わ な い こ'とに決 定。11月11日, プ ロセス 制御 用 の み は,価 格 を分 離 し

,ハ ー ドウ ェア価 格 を6%値 上 げ。

シ ろ テ ム ・サ ポ ー ト ・サ 三 ビス だ け を分 離。現 行 価 格
で シス テ ム ・サ ポ ー ト ・サ ー ビス を包 括 して 受 け るか,現 行 価格の3%引 を支払 う代 りに

シス テ ム ・サ ポ ー トを受 けな いか をユ ーザ ーに選

択 させ る新 政策 を発 表 。 同 時 に,6年 契 約 の購 入 権 付 賃 借 契約 を締 結 す る
ユ ーザ ー の レ ンタ ル料 を15%引 下 げ る と発表 。 適 用 機 種 は ス ペ ク トラ70/
46,60,61の3モ デル 。

レ ン タル料 を包 括 料金ハ ー ドウ ェア とソ フ トウ ェア の価 格 分 離 は行 わず,

ξ靴下鑛 嘉響鶴 論 薇 、三時にレンタル料鉋%値 上げした・た

2月9日L2000電 子 ビ リン グ ・コン ピュ ー タ ーの 発表 に 際 し,ソ フ.トウ ェアを 別建 とし
て 発 表。 さ らに7月E4000,E6000電 子 会 計 シス テ ムに つ い

て も同様 の措 置 を と ったgソ フ トウ ェア は,最 初 に 買 取 れ ば,後 はず っ と

使 用 で きる。 現 在,電 子 計 算 機 に つ い て も分 離 の方 向 で,検 討 中。

基 本 的 あ る いは 事 前決 定 の シス テ ム ズ ・サ ポー ト,教 育 援 助,ソ フ トウ ェ
アは 無料 で供 給 し,そ れ を超 え る追 加 サ ー ビス は有 料 とす る。 これ に伴 ない
,レ ンタ ル料 金1,000ド ル に つ き約30人 時 の シス テ ム ズ ・サ ポ ー ト費 を

値 引 す る ことに した。 発 効 期 日1970年1月1日 。 現 在 の と ころ国外 に は適

用 しな い。

す で に1967年 シ グマ ・コ ン ピ ュー タ ー ・シ リー ズ の一 部 ソ フ トウ ェア(C

OBOL-65)を 有料 化 して い る。 さ らに1969年10月,1-3年 契 約 の レ
ン タル料 を5%,大 型 コ ン ピ ュー タ ーの 直 売 価格 を3-12%引 下 げ た。小型 は逆 に値 上 げ した(率

は 不 明)。1970年1月1日 か ら発 効。 現 在,ソ フ
トウェ ア分 離 の範 囲 を拡 げ るべ く検 討 中 。

B.コ ン ピ ュ ー タ 設 置 状 況

1970年1月1日 ア メ リカの コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 は70,504セ ッ ト(EDPIndustry

:Report1970年3月12日 号 に よ る)と な った が,こ れ を設 置 金 額 シ ェ アで 見 る と
,1969
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年 で は 総 額 お よ そ72億 ドル(2.6兆 億 円)の う ちIBMの 市 場 占 拠 率 は72.2%(49億 ド

ル)で あ り,1967年 の72・7% ,(52億 ドル)よ り低 下 して は い るが,依 然 高 い。 マ ー ケ ッ

ト.シ ェ アの の び て い る メー カ ー はCDC,バb－ ス で,GE,ハ ネ ウ ェル・Uhivac

4よ遡 、減少 して、・る.・969年 ・2月末 までの緯 置金額 の伸 びで は,iBMIよS・Jo減 少 し・

NCR,バ ロー ス,DECは 高 い成 長 を遂 げてい る。 ア メ リカに おけ るコン ピュー タの

受 注総 額 は69年 は68年 末 に比べ7.5%減 少 し,と くにIBMは お よそ7%の 減退 を示 し,

またGE,下 降 してい るが,NCR,ハ ネウ ェルの受注 は好調 で あ る。

ア メ リカに おけ る1969年 の総 出荷 額 は,38～40億 ドル(1兆3,600億 円～1兆4,400

億 円)と 推定 されて い る。最近 の出荷状 況 の特 長,シ ス テ ム として,1セ ッ トに な った

コン ピ ュー タの 出荷 は減少 しシ ステ ムを拡張 す るた めの ア ッ ド ・オ ン装 置 の出荷 が増加

してい る。1969年 上 半期 に おけ る出荷装 置 の50%は,す で に設 置 され た コン ピュー タの

機能 を向上 させ るための周辺機 器 お よび付 加記憶 装置 で あ った。

C.コ ン ピ ー ユ タ ・ メ ー カ ー 各 社 の 状 況

・)IBM(1・t・mati・nalBusinessM・chinesC・ ・p・)・969鞭 のIBMρ 嚇 金 額

は5%減 少 して49億5,000万 ドル(1兆6,820億 円)で あった。 設置 セ ット数 は15%～

17%増 加 した。 リース会社へ の売上 げは,1968年 は11億 ドル(3,960億 円)で あ ったが,

昨 年 は5億 ドルに落 ちて い る。 この結果,IBMの コン ピュー タは70%が レンタル ・ベ

ースで9%が リース会社,残 り21%が ユ ーザーの所有 に な ってい る。

価 格別 にみ ると,小 型 機の 出荷 が大 幅 に落 ちてお りこれは主 にNCRセ ン チ ュ リ ー

100やUN'IVAC9200の 成功 に押 され た もの と見 られ る。第2.10表 は コス ト別 に よ る出

荷 状況 の推 移 で あ る。

価格 分離 の結果 は,1970年 に は各種 サ ー ビスか らの収入 が2億2,500万 ドル(810億

円)か ら2億7,500万 ドル(990億 円)に な る とみ られ,ま た ソ フ トウェア ・リースか

らは5,000万 ドルC180億 円)か ら1億2,500万 ドル(45億 円)の 売上 げが予想 され て

い る。 またCDCと 司法 省の提訴 に よ っては じ まったIBMの 独 占禁止 法抵触 問題 は,

今 後,ハ ー ド,ソ フ トの価格 分離 とか らんで,長 期化 す る との見方 が一般 化 してい る。
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第2・5図 アメ カ の コ ンピ ュー タ市 場 の マ ーケ ッ トシ ェア(1968
,'1969)
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第2.10表 価 格 別 出 荷 状 況

価 格 サ イ ズ
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第2.6図 主要 コンピュータの設置金額および受注額の推移
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b)ユ ニパック(UnivacDivisionofSperryRanpCorp.)IBM依 然に次 ぐ地位 を

堅 持 してい るが,と くに世界 市場 で活発 を見せ て お り,1969年,総 出荷 高 の40%は アメ

リカ外 に向 けた もので あ った。

1969年 に出荷 され た1108,9300,9200,9400の 各機種 の なかで小型 機 の9200が 好 調 ・

で,1968年 に比 べ て小型 機 の出荷高 は12%ア.ッ プ し,ま た 中型 機9400の 初 出荷 で 中型機

の出荷 高 は3%伸 びた。

Univac部 門 は親会社SperryRandに と って,今 で はな くては な らぬ重要 な存在 に な

って お り,1969年 度 は同社 の総売 上 げ高17億2,000万 ドル(6,192億 円)の29%相 当,

す なわ ち5億 ドル(1,800億 円)を 汎用 コン ピュー タか ら得 て い る。

c)ハ ネ ウ ェ ル(Honeywelllnc.)1969年 の 出荷 高 は 前 年 よ り15%増 加 し て3億

4,000万 ドル(1,224億 円)で あ る。 同 社 の 関 連 事 業14,ComputerCommunications

Groupを 頂 点 に 行 な わ れ て お り,1969年 度 はHoneywell社 の 総 売 上 げ 高14億 ド ル
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(5,040億 円)の25%を この分野 で得 て い る。 コンピ ュー タ関係 の部 門 と事業 内容 は次

の とお りで あ る。

部 門1事 業 部 門1事 業

EDP部 門 シ リー ズ200

コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム

Information

Service部 門

タイ ム シ ェ リァ ング ・

リモ ー ト ・パ ッ チ処 理

バ ッチ処 理

ソフ トウ ェ ア

Computer

Control部 門

シ リー ズ16

(タ イム ・シ ェ ア リング

用H1648を 含 む)

DataProducts

部 門

キ ー ・テ ー プ,

デ ィ ス ク ・パ ッ ク の 製 造

Communication5

部 門

特殊な通信システムの開

発

出 荷 され た 主 な シ ス テ ムは,1250,2200,8200,125,120で あ って,世 界 市 場 よ り

もア メ リカ市 場 に お い て実 績 を お さめ て い る。

d)バ ロ ー ス(BurroughsCorp・)同 社 は主 要 メ ー カー の 申で もNCRに 続 い て一 段

と出 荷 高 を の ば し,1968年 の 第6位 か ら第4位 に 進 出 した 。 これ は主 に 中型 機B3500の

好 調 に よ る もの で,同 機 は こ こ3年 間,2%,6%,9%と 着 実 に 出 荷 高 を 伸 ば して い

る。 ,

ま たTC-500タ ー ミナル は好 評 を得,キ ー ・ツ ー ・テ ー プ装 置,キ ー ・パ ン チ,C

OM(コ ン ピ ュ ー タ ・ア ウ トプ ッ ト ・マ イ ク ロ フィ ル ム)な どの 各 装 置 た も力 を入 れ て

い る。

同 社 の1968年 度 売 上 げ高 は7億5,000万 ドル(2,732億4,000万 円)だ が,う ち コ ン

ピ ュー タ装 置 か らは,41%3億1,500万 ドル(1,134億 円)を あ げ て い る。

e)GE(GeneralElectricCo.)出 荷 高 は1968年 か ら16%上 り,2億9,000万 ドル

(1,044億 円)に 達 した 。 これ は主 に ア メ リカ外 で,と くに フ ラ ン ス のBull-GE,イ

タ リアのGEInformationSystemsItaliaの 活 躍 に 負 うと こ ろ が 多 い。

得 意 の タ イ ム ・シ ェア リン グ市 場 で は,2位 以 下 を大 き く引 き離 して 独 走 して い るが,

マ ー ケ ッ ト ・シ ェア は1968年 の40%か ら,1969年 は31%に 減 少 し た。

マ ー ケ ッ ト ・シ ェア の 減 少 は 主 に 同 市 場 の 競 争 が 激 化 の一 途 を た ど っ て い るか らで あ

1
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るが,GEは 今後 と も,こ の分野 で実績 を重 ね てい くこ とで あ ろ う。

GEの 場 合,総 売上 げ高 に占 め るコ ンピュー タ関連事 業 の売上 げ高 は きわ めて小 さい。

1969年 を例 に とれ ば,総 売上 げ高 は88億 ドル(3兆1,680億 円),コ ン ピュー タか らの収

入 は3億500万 ドル(1,098億 円)で わずか3.5%で あ った。

f)CDC(ControlDataCorp.)出 荷 高 は1968年 よ り15%減 少 し・2億5・500万 ドル

(918億 円)で あ った。 出荷 され た コン ピュー タの59%は6600で,超 大型機7600は2台

が出荷 され た。

CDCは この ところ連 邦政府 関係 の受注 が伸 び悩 んでい るが,周 辺 機器 に関 しては他

の 主要 ハ ー ドウ ェア ・メー カーに売 り込 む な ど,こ の分野 に強 い ところを見せ てい る。

また,Cybernetサ ー ビスの ネ ッ トワー ク拡大 は依然 続 けてお り・ オン ライン ●バ ッチ

・サ ー ビスに も多大 の努力 を払 ってい る。

9)RCA(RapioCorporationofAmerica)1969年 の出荷高 は前 年 よ り10%減 少

し,2億3,000万 ドル(828億 円)。 このた め同社 は目下,大 型 の通信 能力 を備 えたSpectra

70/35,70/45に 期待 してお り,と くに州 当局 お よび地 方政府 機関 への売 り込 み をね ら

ってい る。

海 外 に は コン ピュー タの販 売機 関 をつ くらず に,主 に ライセン ス契 約 を取 りか わ して

進 出 してい る。 この好 例 が西 ドイツのSiemens社 との契約 で あ る。

RCAもGE同 様,総 売 り上 げ高 に対 す るコン ピュー タ ・ハー ドウェアの売 り上 げは

小 さく,1969年 は総売上 げ高31億8,000万 円(1兆1,448億 円)で あ り,こ れ に対 し,

ハ ー ドウ ェアの売上 げは2億7,500万 ドル(990億 円)で わずか に9%に す ぎない。

h)NCR(NationalCashRegisterCorp・)同 社 の 出荷 高 は著 しい 増 加 を み せ ・

主 要 メ ー カー 中 で も最 高 の90%に の ぼ る。1969年 の 出 荷 高 は1億9,500万 ドル(702億

円)で,出 荷 高 に よ る シ ェ アは1.5%か ら2.7ヘ ア ップ し た。 出 荷 され た コ ン ピ ュー タ

は 大 半 が小 型 機 セ ン チ エ リー100お よ び200で,こ の シ リー ズ は今 後 と も好 調 に 伸 び る

と 思 わ れ る。
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第2・7図 アメ リカにおける情報産業の構造(1969年)
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1970年 もNCRの 出 荷 高 は30～40%伸 び る とい わ れ て い る。NCRの1969年 度 総 売 上

げ 高18億 ドル(6,480億 円),う ち コ ン ビ・ユ ー タ関 連 事 業 の売 り上 げ は1億7,500万 ド ル

(630億 円)で15%で あ る。 しか し,NCRは キ ャ ッシ ュ ・レ ジ ス タ ー や 会 計 機 よ りむ

し ろ,最 近 の 広 告 キ ャ ンペ ー
、ンに は"NCR・ ミー ン ズ ・コ ン ピ ュー タ"と 銘 打 つ ほ ど

コ ン ピ ュ ー タ に熱 を入 れ て い る。

i)XDS(XeroxDataSystemslnc.)1969年 の 同 社 の 出 荷 高 は1968年 と ほ とん ど変

ら ず,7,500万 ドル(270億 円)で あ る。

XDSは1974年 ま で に 総 売 上 げ高4億5,000万 ド ル(1,620億 円)を 目標 に して い る。

i)DEC(DigitalEpuipmentCo.)1969年 の出荷高 は65%ア ップ して6,000万 ドル

(216億 円)に 達 した。同社 は 「ミニ ・コン ピュ.一タ界 の 巨人」 とか 「ミニ ・コン ピュ

ー タ界 のIBM」 とい う異 名 を と り,ミ ニ ・コン ピュー タ市 場で は依 然独走 態勢 を堅持

してい る。 しか し昨年 の出荷状 況 をみ ると,タ イム ・シ ェア リング用PDP-10と い っ

た汎 用 コン ピュー タと特殊 目的 コンピ ュー タが半 々で あ る。DECに よれば,今 後 中一一－a

大型 機市 場 には一層 力 を入 れ て行 くこ とで,今 後の動 向 が注 目 され る.

k)そ の 他

他 に 注 目 さ れ る メ ー カ ー は 次 の11社 で あ る 。

BusinessInformationTechnology(BITInc.),CompnterAutomation,DataGeneral,

GeneralAutomation,Hewlett-Packard,Interdata,Lockheed,Raytheon,ScientificComputer

Control,ScientificEnginecringLabs,VarianDataMachiens.

2.ヨ ー ロ ッパ の コ ン ピ ュ ー タ 産 業

A.最 近 の 動 き

第2.9図 に示 め され るよ うに ヨー ロ ッパ諸 国の うちイギ リスでは国産 コン ピュー タは
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第2.8図 ヨ ー ロ ッパ の コ ン ピ ュ ー タ,マ ー ケ ッ トシ ェ ア

西 ドイ ツ5,250台 イ ギ リス4.150台

GE16% そ
の他10.8%

その他4.9%CDC1.5%

ユニパック8.3%ICL2.3%3・2%'

バネ㍑
・CR＼ パP"ス2'2%

2,7%

NCR2%

フ ラ ンス

その他18.5%

ユニパック

1.7%

イ タ リア2,400台'

その他10・4%GE78%

ユ ニパ ック

13%

3,650台

ハネウエルr5.6%

'GE8 .5%

ICL5.6%

ユニパ ック4.3%

ジー メンス1.9%

NCR3.8%

・ベ ネ ル ッ ク ス1
,550台.

GE10%

そ の他15・9%パP_ス2 .3%

1.9%

ICL5,5%

ハネウエル

2.6%

(注):出 所FORTOUNE誌1969年8月 号発表による。

43%,ド イ ツで は20.3%で あ り,そ の ほか の諸 国で はほ とん ど大部 分 の コン ピュー タは

ア メ リカ製 で あ る。

さ らに その およそ半数 がIBM社 製品 で あ る。

ヨー ロッパ で は現在,ア メ リカ企 業 の優勢 に対 して,コ ン ピュータ6ナ シ ョナ リズ ム

とで も言 うべ き動 きが おこ りつつ あ る ヨー ロッパ各 国政府 お よび企業 の首脳 部 は情 報処

理 産業 が将来1国 の経 済,政 治,文 化 を左 右 す る中枢 とな る とい う見方 を強 めてい る。

あ る見方 か らすれば コン ピュー タの性能,稼 動台数,利 用技 術 がいま や1国 の ス ティ タ
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ス ・シ ン ボ ル とな りつ づ あ り,こ の よ うな意 味 か ら も各 国 政 府 は,国 産 の コ ン ピ ュー タ

の 生 産,国 産 メ ー カ ー に よ る国 内市 場 の奪 回 を 目標 に,産 業 上 の コ ン ピ ュ 三 タ対 策 を強

く う ち出 しは じ め た。

イ ギ リス政 府 の指 導 に よ り業 界 の 大 同 団 結 の 末 で きあ が っ たICL(lnternationalCo・

mputersLtd.),フ ラ ン ス の ブ ラ シ ・カル キ ュ ー ル の 援 護 の も とに あ るCII(Compagnie

InternationalPourL'lnformatique)12億 ドル(4,320億 円)を 投 下 した コ ン ピ ュー タ産

業 再 編 成5カ 年 計 画 を実 施 す る西 ドイ ツ政 府 な どの 動 きに そ れ らが うか が わ れ る。

最 近,イ ギ リス はEEC(欧 州 共 同 市 場)か ら,西 側 ヨー ロ ッパ各 国 に よ る超 大 型 コ

ン ピ ュ ー タ共 同 開 発 の 要 請 を受 け と っ た。 す で にEECの コ ン ピ ュ ー タ専 門 家 会 議 が,

ヨ ー ロ ッ パ ・コ ン,ピ ュ ー タ業 界 の遅 れ を取 り戻 し,ア メ リカ合 衆 国 企 業 と競 争 す る た め,
ン

各 国が一 致協力 して開発 に乗 り出 そ うと提 唱 して いたが,今 回 の要 請 もその一連 の動 き

で あ る。EEC6カ 国 とイギ リスお よび,そ の他 の西 側8カ 国 もふ くめ,文 字通 りヨe-一ー

ロ ッパ各 国の総 力 を上 げ て共 同 開発 に専念 しよ うとい うもので,こ の プ ロ ジェク トには

テ レ ・コ ミュニ ケー シ 。ン ・デー タ処理 な ど もふ くまれ てい るが,と くに大型 コン ピュ

ー タの共同 開発 が重 要視 され てい る。

しか し,各 国政府 の思惑 あ るい は,一 口に共同 開発 とい って もし1ろい うな難解 な問題

が横 たわ ってお り,ま だ トップ ・レベル にお け る基 本的 な合意 を得 てい るに過 ぎず その

行方 が注 目 され る。

第2.11表 ヨーロッパのコンピュータ・マーケット(各種周辺装置をふくむ)

国 名

1969年 1970年 (予測)

・ル[ 円 ・ル1 円

西 ド イ ツ

イ ギ リ ス

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

ス ウ ェ ー デ ン

オ ラ ン ダ

ベ ル ギ ー

ス イ ス

ス ペ イ ン

デ ン マ ー ク

ノ ル ウ ェ ー

4億7,540万

3億6,600万

3億2,840万

2億1,870万

8,440万

5,810万

5,360万

4,950万

2,660万

3,610万

3,400万

1,711億4,400万

1,317億6,000万

1,182億2,400万

787億3,200万

303億8,400万

209億1,600万

192億9,600万

178億2,000万

95億7,600万

129億9,600万

122億4,000万

5億7,210万

4億3,470万

4億840万

2億6,090万

1億220万

6,940万

6,520万

5,950万

3,310万

4,320万

4,050万

2,059億5,600万

1,564億9,200万

1,470億2,400万

939億2,400万

367億9,200万

249億8,400万

234億7,200万

214億2,000万

119億1,600万

155億5,200万

145億800万

(注)出 所:Electronics,1969年12月22日 号
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B.コ ン ビ ュ ー一・・一夕 設 置 状 況

1969年 に お け る ヨー ロ ッパ主 要 各 国 の コ ン ピ ュ ー タ設 置 状 況 は
,西 ドイ ツ5,250セ ッ

ト,イ ギ リス4,150セ ッ ト,フ ラ ン ス3,650セ ッ ト
,イ タ リア2,400セ ッ ト(い ず れ も

Fortune誌 の 調 査 に よ る)と な っ て お り
,設 置 台 数 の 伸 び は 第2.10図 に 示 す と お りで あ

る。

第2・10図 コ ン ピ ュ ー タ 設 置 台 数 の 伸 長

処置台数

箇名 11・;00,2・ 鵬00,3・0.00 ,4・0ρ0,
5・OPO

西 ドイ ツ一 夕一 遍継鹸1適
イ ギ リス 一 顛÷ 越・耀 戴剰・・

フラ ンス 嚇5一 波薄額麺1
イ タ リア 〃 〃 卯叙 巡 三迦1'

躍 然 鹸漫善戦三{鹸
Electronics誌 に よ る恒 例 の ヨー-pッ パ 電 子 工 業 調 査 に よ れ ば

,1969年 ヨ ・一－mッ パ 全 体

で コ ン ピ ュ ー タ と関 連 ハ ー ドウ ェア の マ ー ケ ッ トは17億3
,000万 ドル(6,228億 円)に

達 した。 各 国 の マ7ケ ッ ト規 模 を金 額 順 位 で み れ ば,第2.11表 に 示 す よ うに西 ドィ ッ
,

イ ギ リス,フ ラン スの 順 で あ る。

C.各 国 の 動 き

a)イ ギ リ ス

{1)ICLの 現 状

ノ

イ ギ リス国 内 でIBMを 押 え て い る唯 一 の 企 業ICL(InternationaiComputersLtd
.)

は,合 計8社 の合併 によ り成立 した もの であ る。

現在 の組織 と社 名は1968年,ICTとEECの 合併 に よ って出来 たがICLは ,イ ギ
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リ ス 政 府 の コ ン ピ ュー タ産 業 に対 す る執 念 の 成 果 と もい え,イ ギ リス 政 府 がPlessy,

Uickers,Ferrantiと い っ た大 株 主 と並 ん で 株 式 を所 有 し,さ らに設 立 援 助 資 金 と して840

万 ドル(30億2,400円)と 研 究 開 発 費(4年 間)3,240万 ドル(116億6,400円)を 提

供 して い る。'

1968年 のICLは 売 上 高2億2,100万 ドル(795億6,000万 円)を 記 録,こ の ほ ぼ30

%が 輸 出 に よ る もの で あ った 。

ICLの 主 力 製 品 はSystem4お よ びSeries1900で あ るが,1900は こ れ ま で202セ ッ

トを 売 りあ げ,受 注 は848セ ッ トと好 調 で あ る。 ま た,1969年7月 現 在 でIBM360と 互

換 性 の あ るSystem4は24セ ッ トを生 産 し,受 注残 は102セ ッ トとな っ て い る。

ICLは ま た イ ギ リスで は 初 め て の 大 型 機ATASの20倍 の パ ワー を持 つ超 大 型 機

1908Aの 開 発 に の り出 し,本 格 的 リア ル タ イ ム ・シ ス テ ム を 目指 した が,1969年 ご ろ こ

の フ.ロ・ジ ェ ク トは 中 断 され,か わ っ て新 た にProject52が す す め られ る こ とに な っ た。

Project52の 詳 細 は ま だ 明 らか に され て い な い が,ICL当 局 に よ る とIBM360/195

CDC7600の 中 間 に 匹 敵 す る とい わ れ て い る。

現 在ICLの 問 題 は,同 社 の 合 併 に よ る寄 合 会 社 的 性 格 を持 っ て い る こ とで,こ れ が

伺 社 の 経 営 を む ず か し く して い る。 た と え ば大 型 機 の 開 発 に して もICT系 の1908Aと

EE系 のSystem4が あ り,両 系 統 の 開 発 をす す め るな ど技 術 的 効 率 上 の 問 題 が あ る。

ま た 同 社 は 年 率20%の わ りで伸 び て い る が む こ う2年 間 に10%程 度 の 従 業 員 を整 理 しな

け れ ば な らな い とい う問 題 をか か えて い る。

倒 ミニ ・コ ン ピ ュ ー タ市 場 に の り出 す イ ギ リス ・メ ー カ ー

ICLな ど イ ギ リス の 会 社 は,こ れ ま で ミニ ・コ ン ピ ュ ー タに は興 味 を示 さず この マ

ー ヶ 。 ト・・は も ・ば らア ・ リカ蝶 のDEC些 ・ 一 ・ ・ ト ・パ ・ ガ ド(H・wl・ttp・c-

kard),ブ リ テ ン ・ハ ネ ウ エ ル(Britain-Honeywell)と い った と こ ろが 活 躍 して い た。

しか し最 近 この マ ー ケ ッ トの 成 長 性 に 注 目 しは じ め た イ ギ リス ・メー カ ーが 活 躍 中 の

エ リオ ッ ト社(Elliot)に ま じ っ て 新 ら し くエ ン ト リー して きた。

ア ル ッ_ル ス ・エ レ ク トロニ ク ス(AruturusElectronics)社 は イ ギ リス政 府 よ り援 助

・を受 け ,18バ イ ト1ワ ー ド ・4Kス トア,価 格1万 ドル以 下,最 低 価 格5,000ド ル とい

う コ ン ピ ュー タ を 開発 した。
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エ セ ッ クス ・ユ ニ バ ー シ テ ィ ・エ ン ジ ニ ア社(EssexUnirversityEngineers)は8バ

イ トマ シ ン で100Kデ ス ク ・ス トア,価 格12,000ド ル の コ ン ピ ュ 一一タを 開 発 し,第1号

機 は 厚 生 省 に 納 入 され る予 定 で あ る。

マ イ ク ロ ・コ ン サ ル タ ン ト(Micro・Consultants)社 は
,ア ナ ロ グ ー デ ィ ジ タル ・コ ン

パ ー ジ ・ンで 有 名 な会 社 で あ る が16バ イ ト ・1Kマ シ ン で プ ロセ ス ・コ ン トロー ル用 の

'コ ン ピ
ュ ー タ
.を開 発 し,値 段 は お よ そ7,000ド ル で あ るe

b)西 ド イ ツ

ω 概 況

ジ ー メ ン ス(Siemens)社 は 西 ドイ ツ国 産 社 会 と して最 大 で あ り
,そ の市 場 シ ェア は

子 会 社 ツ ー ゼ(Zuse)社 を ふ くめ る と13.5%と な り,IBMの65%に 次 い で い る。 第3

位 はUnivacの8%で あ りBull/GE5%,ア ー ・エ ー ・ゲ ー ・テ レ フ ン ケ ン(AEG

/Telefunken)社1.5～2%が 続 い て い る。

Siemensに は,国 産 機 種 開 発 の 使 命 が あ る。 この た め 同 社 は大 型 機 開 発 の 技 術 契 約 を

RCAと 結 ん だ。 契 約 の ひ とつ は 特 許 お よ び ノ ウ ハ ウの 交 換 で,も う ひ とつ はRCAか

らSpectra70を 購 入 し,SiemensSystem4004の 名 で 再 販 売 す る認 可 で あ る。 こ の よ

うな理 由 か ら同 社 の1968年 売 上 げ の う ち2/3は ア メ リカ製 だ と い わ れ る。

Siemensの1968年 ま で の コ ン ピ ュ ー タ投 資 は,10億 マ ル ク に達 し,1968年 か ら1969年.

4月 ま で の 売 上 げ は お よ そ4億 マ ル ク,コ ン ピ ュー タの セ ッ ト数 に して200セ ッ ト以 上

とな った 。 な お1969年 の 売 上 げ 目標 は5億 マ ル ク(25%の 成 長)で あ る。

Siemensの コ ン ピ ュ ー タ関 係 従 業 員 は6,500人 で あ り,研 究 開 発 ,営 業,生 産 の 部 門

に%つ つ が 従 事 して い る。

(2}タ イ ム シ ェア リン グ会 社DDG(DeutcheDatelGmbh)

西 ド イ ツ郵 政 省 は この ほ ど中 小 企 業 む け に タ イ ム シ ェア リン グ ・サ ー ビス を行 な う と

発 表 した。 こ れ は1970年 中 に ス ター トを 目標 とす る もの で,6セ ッ トの コ ン ピ ュー タに

ドイ ツ郵 政 省 の電 話 回線 と テ レ プ リン タ ー 回 線 を使 用 す る もの で あ る。 この 計 画 に は,

Siemens,AEG/Telefunkenも 加 わ っ て お り,コ ン ピ ュー タは こ れ らの 会 社 の もの が 使

用 され る も よ うで あ る。
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、

新 会 社DDG内 タ イ ム シ ェ ア リン グ ・サ ー ビス の ほ か,ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ,

プ ログ ラ ミン グ ・シ ス テ ム ・オ ペ レイ テ ィ ン グ,コ ン サ ル テ ィ ン グ ・サ ー ビ ス,タ ー ミ

ナル 用 周 辺 機 器 の 生 産 開 発 もす る とい う。

c)フ ラ ン ス

フ.ラ ン ・カル キ ュ ー ル(PlanCalcui)の 中 核 に あ るCIIは1968年5,600万 ドル(20r

億6,000万 円)の 売 上 げ を記 録 し,1969年 に は これ が6・500万 ドル(234億 円)が 見 込

まれ て い る。

CIIは ア メ リカSDS(Xeroxと 合 併XDS)と 技 術 提 携 して お り,西 ドイ ツ の

Siemensと 同 様,同 社 が これ ま で 販 売 した コ ン ピ ュ ー タの ほ とん どが ア メ リカ製 を一 部

修 正 した もの で あ る。

しか し1968年 か ら1969年 に か け て 同 社 はIRIS50,10,80と い う一 連 の 新 機 種 を発

表,フ ラ ン ス製 コ ン ピ ュー タの 念 願 を は た そ う と して い る。

IRIS80は ヨ ー ロ ッパ で 最 も強 力 な コ ン ピ ュ ー タ とい うふ れ こみ で400万 バ イ ト ・

マ シ ン で あ り,タ イ ム シ ェア リン グ機 能 を 持 ち,IC使 用 の 本 格 的 第3世 代 機 で あ る。

サ イ クル タ イ ムは4バ イ ト ・ワー ドで650ナ ノ ・セ カ ン ドで あ る。 同 機 はUNIVAC

1108,IBM360/85,BurroughsB6500あ た りの ク ラス をね ら っ た もの で あ る。

中 型 機IRIS50は す で に20セ ッ トを販 売 して お り,納 入 先 は 主 と して,フ ラ ン ス政 府

関 係 で あ る。

CIIは 当 面 フ ラ ン ス ・マ ー ケ ッ トの20～30%を 押 え る とい う も くろ み で あ っ たが,

こ の計 画 は 必 ず し も実 現 して い な い。 フ ラ ン ス 国 内 で のCIIの 主 な競 争 相 手 はIBM,

Bull-GE,Phillipsで あ る。 と くにPhillipsは 最 近 フ ラ ン ス市 場 に本 格 的 に 食 い込 も

うと して お り,PlloOで は す で に初 の ユ ー ザ ー を獲 得 した と伝 え られ る。 ま たPhillips

は 最 近 ソ フ トウ ェア 能 力 増 強 の た め ヨー ロ ッパ 最 大 の シ ン ク ・タ ン クSema-metraGroup

の 株 式 取 得 の 動 きに 出 て い る。1

な おSemaは ア メ リ カのLeascoに も ね らわ れ て お り,フ ラ ン ス政 府 が これ に ス トッ

プ を か け て い る と こ ろ で あ る。 消 息 筋 で はPhillipsがSemaと 手 を結 ぶ 可 能 性 は大 だ

とみ て い る。 と い うの は 近 年GEが ヨ ー ロ ッパ各 地 に 巨大 な タ イ ム シ ェア リン グ ・ネ ッ
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トワ ー ク を建 設 申 で あ り,Sema-metraGroupと して も手 を こ まね い て 見 て い る1っ け に

は ゆか な くな って きたか らで あ る。 事実,同Groupは フラン ス国 内だけ でな く全 ヨー

ロ ッパ規模 のTSSネ ッ
、トワー クを計 画申 で あ り,こ の ため資本 と技術 が必要 とな り,

この よ うな事情 か ら強 力 なハ ー ドウェア ・メーカー と手 を結 ぶ ので はないか とされて い

る。

d)オ ラ'ン ダ

総 合 電 機 メ ー-ll－ フ ィ リ ップ ス(Phillips)社 のEDP部 門PhillipsComputerIndustries

は,こ の ほ ど中 型 汎 用 機P1000シ リ ー ズ,1970台 の 納 入 を 記 録 した
。 同 社 の ヨー ロ ッパ

大 陸 に お け る シ ェ ア は5%か ら10%に 上 昇 して お り,ア メ リ カ系 優 勢 の 中 で の健 闘 を物

語 っ て い る。 ま た,今 秋 に はIBM360/20級 のPl100を 発 表 す る模 様 で,360/40,50
.IC

匹 敵 す るP1200,P1400も1970年 ま で に は 発 表 され る よ うで あ る。

Phillipsの 場合,周 辺 機器 の供 給 はCDcを 中心 とす る外部 企業 か ら仰6で い るが
,

これ もいずれPhillipsで 自家 生産 す るよ うにな るだ ろ う。

この ほか,1970年 の初 め にはTSS用 コン ピュー タP9200の 設 計 が完 成 してい る
。

e)ス カ ン ジ ナ ビ ア諸 国

さ き ご ろ北.ヨ ー ロ ッパ 諸 国 で4,000万 ドル(144億 円)の コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム契

約 を め ぐっ て 受 注 競 争 が 展 開 され た。 ヨーPッ パ,ア メ リカの15コ ン ピ ュ ー タ会 社 に ま

じ っ て ス ウ ェー デ ンの サ ー ブ(Saab)社 と フ ァ シ ッ ト(Facit)社 が 敢 闘
,結 局Saab社

のDataSaabComputer部 門 が 主 契 約 を射 止 め,サ ブ ・コ ン トラ ク ター に はFacitが 選

ば れ た。

4,000万 ドル の 契 約 の 内 容 は,ス ウ ェー デ ン,デ ン マ ー ク
,フ ィ ン ラ ン ドの 北 ヨー ロ

ッパ 三 国 に ま た が る銀 行 情 報 ネ ッ トワー クの 建 設 で,北 ヨー ロ ッパ銀 行 協 会 が結 成 した

NorafskSparcLataが 発 注 した もの で あ る
。

Saab社 は,ス ウ ェー デ ン の航 空 機 ,自 動 車,電 子 機 器 の 総 合 メ ー カー でNoraisk

SparcLataに は,同 社 のD510コ ン ピ ュ ー タが 納 入 され る予 定 で あ る
。D510の 性 能 は

4バ イ ト ・ワ ー ド,4K語,1,600マ イ ク ロ ・セ カ ン ドで
,す で に ス カ ン ジ ナ ビ ア各 国
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の銀行に設置 されている大型機の中継が役 目である。

f)ソ ビエ ト連 邦お よび東 ヨー ロ ッパ諸 国

{1)概 況

東 ヨー ロ ッパ圏の電 子工業 分野 は,現 在 の ところ西 ヨー ロ ッパ よ り5～7年 は遅 れ て

い る と推 測 され る。 この事実 は一般 に デ ー タ処理 分野 に も言 え ることで,今 まで は重 機

械 に主 力 を置 くのが支 配的 な考 えで あ った ため,電 子 工業 や石油化 学 の重要性 をは っ き

りと認 識 しは じめたの は ご く最近 の こ とで あ る。 ソビエ ト連 邦 を除 けば,ポ ー ラン ド,

東 ドイ ツの2カ 国 が特定分野 をね らって コン ピ ュー タの開発に取 り組 んで い る。

(2}開 発 の主 体

東 ヨー ロ ッパ圏で コン ピ ュー タ生産 能力 を持 つのは ポー ラン ドと東 ドイヅで あ るが,

開発 の主体 は ソ連 に あ り,多 くの西 ヨー ロ ッパ企業 が東 ヨー ロ ッパ市場 に ど うくい込 む

か は,ソ 連 のEDP装 置 の開発,生 産能 力 にかか って い る。 東 ヨー ロ ッパに対 す るソ連

の輸 出 は,第2世 代 の コン ピュー タMinsk22シ リー ズをお よそ60セ ッ'ト,そ れに高速

性能 のUral14シ リー ズを数 セ ッ ト,そ れ よ り も前 の モデルの コン ピ ュー タを東 ヨー

ロ ッパ圏諸国 に輸 出 してい る もよ うで あ る。

Minsk22シ リー ズの新 バ ー ジ ョンMinsk32の 製造 を開始 したが 。 これは1970年 ま

での うち最 大,最 高速 の コン ピ ュー タで,TSS用 に も使 われ る とい う。

{3}COMECON(東 欧経 済相互援 助会議)に よ る共 同開発

①JDPP共 同開 発計 画

現 在,JDPP(JointDataProcessingProgram)と い うコン ピュー タ共 同開発計

画が 進行 中で あ る。JDPPプ ロジェク トには ソ連 のEDPプ ロフ ェッシ ョナル8万

人(全 要員 の70%近 く)が 投入 され,東 ヨー ロッパ6カ 国が これに参 加 してい る。

1970年 に入 ってCOMECN8カ 国は,経 済協力 体制 の強化,コ ンピ ュー タの共 同

開発 に関 す る話 し合 いを進 めてい たが,こ の ほ どモ スク ワで,JDPPコ ン ピュ∠ タ

の 開発 に正 式 に調 印 した。

'JDPPフ ァ ミリ・一一の最初 の モデル は1970年 末 に実現 す る といわ れてい る。 この シ

リー ズはIBM360と の互換 性 を設 計 の ポイ ン トと してお り,最 大機 種 モデル2000は
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IBM360/65に 相 当 し,最 小機種 は360/20程 度 の ものに な るで あろ う。 なお互 換 性の

ね らいは,共 産圏 で周辺機 器 が 自家生産 で きるまで西 側の もの を使 え るよ うに とい う

ことであ ろ う。

JDPPの ね らいは,第1に,ソ 連 コン ピュー タ産 業界の 自立 を図 るこ と,第2に

は,ソ 連 と東 ヨー ロ ッパ圏 を結 ぶ情報 処理 ネ ッ トワー クの建設,第3に,コ ン ピ ュー

タ開発 を通 して,東 ヨー ロ ッパ諸国 が ソ連 に対 す る経済 お よび政治 上の依 存関係 を一

層強 化 す るこ とに あ る。

ソ連 は この ほか1,500万 ポ ン ド(129億6,000万 円)に の ぼ るロー ンをチ ェコス ロ

バキ アに貸 しつけ,チ ェコス ロバキ アは この 資金 で,研 究 用 として西 側 の コン ピュー

タを買入れ る予定 で あ る。

② 開発 の分担

ポ ー ラン ドは,共 同開発 の 中で,プ リン ター,紙 テープ ・リーダー,ス モール ・コ

ア,σPU部 品 な どを担 当す る。

ハ ンガ リ〔 は,磁 気 メディ アお よび ソフ トウ ェア を,東 ドイツは周辺機 器 ,チ ェコ

ス ロバ キアは デー タ ・プ レパ レー シ ・ン装 置,ル ー マニア,ブ ル ガ リア両 国 は ソフ ト

ウ ェアの開発 を受 け持つ ことにな って い る。

D.コ ン ピ ュ ー タ の 東 西 貿 易 .

全 体 と して 東 西 貿 易 は コ ン ピ ュー タに 関 す る限 り西 側 の東 ヨー ロ ッパ圏 に対 す る 出超

と い うか た ちに な っ て い る。 東 ヨー ロ ッパ ・ブ ロ ック に対 す る売 り込 み は 概 して ア メ リ

カ企 業 よ り も西 ヨー ・ ッパ企 業 の 方 が積 極 的 で シ ステ ム そ の もの の売 り込 み か ら技 術 提

携 ま で 幅 ひ ろい 動 きを み せ て い る。

イ ギ リス のICLは 最 も積 極 的 に 動 い て お り,シ ス テ ム4,シ リ ー ズ1900な ど を ソ連,

チ ェ コ ス ロバ ギ ア,ポ ー ラ ン ド,ル ー マ ニ ア,ハ ン ガ リー な どに 売 り込 ん で い る。 西 側

企 業 に よ る東 ヨー ロ ッパ 圏 へ の進 出 状 況 は 次 の よ うな もの で あ る。

ICL－ ソ 連(19セ ッ ト),ル ー マ ニ ア(5セ ッ ト),ポ ー ラ ン ド(4セ ッ ト),チ

ェ コ ス ロバ キ ア(28セ ッ ト)主 と し て1900,現 在 ソ連 とSystem4(大 型)

シ リー ズ1900の 売 り込 み を交 渉 中。
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CIIー プ ラ ン ・カ ル キ ュ ー ル に よ りハ ン ガ リー政 府 との 間 に技 術 提 携 協 定 を結 び

両 国 間 の 取 引 高 は1,500万 ドル(5億4,000万 円)に の ぼ る とみ られ る。

Siemensチ ェ コ ス ロ バ キ ア,ル ー マ ニ アに 各1セ ッ ト。

Honeywell・ ハ ン ガ リー にH-2200(2セ ッ ト)を 出 荷 。

IBM－ 束 ドイ ツに360/40を 出 荷 。

CDC東 ド イ ツ にCDC3200(1セ ッ ト)'

NCR.・ 一..カ ー ル マ ル ク ス大 学 にNCR315(1セ ッ ト)

、
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第4章 海外 の コ ン ピュー タ関連産 業

1・ ア メ リ カ の コ ン ピ ュt-・・一・タ 関 連 産 業

A.ソ フ ト ウ ェ ア 産 業

1969年 度,ア メ リカ合衆 国に おけ るソ フ トウ ェア専 門会社 によ るソ フ トウ ェア ・サ ー

ビスの売 上高 は3億 ドル(1・080億 円)か ら5億 ドル(1・800億 円)に な る もの とみ ら

れ て お り7こ れ は1968年 度 の実 績2億5,000万 ドル(900億 円)の 倍近 い。 また1970年

に は12億 ドル(4,320億 円),1975年 に は30億 ドル(1兆800億 円)に な る もの と推定 さ

れ る。(Moody'sComputerIndustry調 べ)

ソフ トウ ェア ・マーケ ッ トの拡大 につれ て ソ フ トウ ェア会社 の成 長 は急速 な もの があ

り,"ビ ッグ8"と い われ るソ フ トウ ェア会社 の業績 は毎年倍 増以上 の伸 び を示 してい

る。

1969年 の ソフ トウ ェア業界 で最 も大 きな話題 は,IBMに よ る価 格 分離政策 の発表 を

除 い てはSDC(SystemsDevelopmentCo.)の 商業 マーケ ッ トへ の進 出 であ ろ う。S

DCの 営 利企 業化 は ソフ トウ ェア各社 に与 え る脅威 のほか,独 立 ソ プ トウ ェア会社 の単

な るソ フ トウ ェアの受 け請 い開発 ビジネ スか らPPBSやMISと い った総合 的 システ

ムの開発 に対 す る需要 が でて きた ことを意 味 してい る。SDCが 営 利企 業に転進 した理

由は,① 株式 の公開 に よ り資金 を潤沢 に得 て事業 の拡張 がで きるこ と,② 従業員 に対 す

る利 益 の配 分 と株式分配 によ り,有 能 なスペ シ ャ リス トの足 止 め をね らった もので あ る

といわ れて い る。

SDCは1956年 世界 最大 の頭脳集 団(シ ン ク ・タン ク)と いわれ るRANDか ら分離

・独立 した もの でお もに軍 関係の システ ム,と くにGAGE(北 米 防空 システ ム)な ど
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第2・12表 アメ リカの ソ フ トウ ェア会 社 の 代 表 的 プ ロ グ ラム ・パ ッケ ー ジ

社 名 プ ロ グ ラ ム名 用 途' 買い取 り
値 段

リ ー ス
売上本数お
よびリース

ApPliedData

Research

Autoflow プ ログ ラ ム ・ ドキ ュメ ン

テ イ シ ョン

一

、

$4,200-

13,600

(3年 リ ー ス)

600

BrandonApplied

SystemsInc.

リ ソ ー ス ・マ ネ ジ メ

ン ト ・シ ス テ ム

EDP装 置,人 材 の 管理

計 画 ス ケ ジ ュー リ ン グ

$19,500 } 3

ComputerMethods

Corp、

Testpak パ ッケ ー ジ ・ソ フ ト ウ ェ

ア の テ ス ト

$9,500-

11,050

$285-

515/月 額

75

ComputerResources

Corp ..

財 務 情 報 報 告 シス テ ム

Audit・Thru

一 般 元 帳会 計

レポ ー ト ・ジ ェネ レー タ

$12,500

$9,000

$600/月 額

$300/月 額
,

14

30

ComputerServices

Corp.

Testcube プログラム検査 $1,500 一 2

ComressInc. Scert コ ン ピ ュ ー タ ・ シ ス テ ム

の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

一
$17,000-

180,000

年 額

53

Consolidated

AnalysisCenters

Inc.

Simscript シ ミュ レー シ ョン用 プ ロ

グ ラ ム

$15,000. $12.400/

(2年 リ ー ス)

40

・

QuickQwery データ検索および分析 $27,000 $900/月 額 20

Datasystem

Research&

Engineering

Services

QuickData 小企業むけデータ記録管

理

一 $590以 上

/月 額

2

Filemaster 大企業むけおよび科学用

記録管理

一 $1,250

以 上/月 額

3

Da白Usage

Corp.

Documatic RPGの ドキ ュ メ ンテ イ

シ ョン ・プ ログ ラ ム

機器構成に

よる

一 52

DeltaData

System

GeneralLedger

System

一般元帳会計 $7,500

$15,000

一 3

Acc皿ntsPayable 会計用プログラム 上に同じ 一 1

NodenDiv.United

AirCraftCorp.

GPSS/360-Norden シ ミ ュ レ ー シ ョ ン
1
$15,000 一

ComputerAided

DesignofIntegξol

Circuits{CADIC)

命令に従 って作図 $856 一

i
.5

Programming

MethodsInc.

Score 情報検索および報告 $7,500 一 56

Programming

SciencesCorp.

SystemsSupPort

TestPackage

(SSTPAC}

チ ャ ンネ ル ・イ ンタ ー フ

ェ イス と周 辺 機 器用 オ ン

ラ イ ン ・シス テ ム検 査

$7,500 $200/週 額 8

Worldwide

ComputerServices

Communications

Evaluator(COMVAL)
,

ハ ー ドウ ェアお よ び ソ フ

トウ ェア の評 価

$20,000 $5,000以 下

$1,000/月 額

'1
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社 名 1 プ ログ ラム名 卜 用 途 彊 い取釧 ・一ス1童 詩 整

Inc. TelephonbNetwork

Evaluator

(TELNET)

最 適 の ネ ッ トワー ク ・シ$9,000

ステ ム決 定

1

ConsoleInterface

Program(CIP)

ソ フ トウ ェア の誤 りを テ$1,000

ス トし発 見 す る

3

XiOxInternational

Inc.

Cartificateof

Depositand

SavingsProgram

預金,貸 付プログラムの

検証

$7,500-

9,000

一 17

DeltaData

System-

Accounts

Receivable

会計用プログラム 上に同じ 1

Payro11 〃

}上 に同・1
一{ 2

RawMaterial

Inventory/Mfg

CostControl

在庫/費 用管理 上に同じ 2

ContractCost

Control

コ ス ト ・ コ ン ト ロ ー ル $15,000

$30,000

1

WholesaleGoods

InventoryControl

在庫管理 上に同じ

|

1

DNASystems

Inc.

Forflo フ ォ ー ト ラ ン

フ ロ ー チ ャ ニ テ ィ ン グ

$480

XDUP
11・3・デ・ ・操 作 1$・55

33

1
NSA オブ ジ ェク ト ・コ ー ドを

アセ ンブ ラ ー言 語 に 変 換

$325
}

CPY デ ス ク ・ コ ピ ー イ ン グ ・$

プ ロ グ ラ ム

50

SLDR DM-2プ ログ ラ ム を オ$100

ブ ジ ェ ク ト ・デ ック に変

換

PRNTz&PRNT・1 最 大 速 度 で1132プ リン タ1個150ド ル

ー を ドライ ブす る2個200ド ル

XREF ア セ ン ブ ラ ー ・ク ロ ス リ

フ ァ レ ン ス ・プ ロ グ ラ ム

$275

(noname) 1800コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョン$4000-

・ヨナポ ー ト6,000

(noname) FORTRANダ ブ ル ・$1,000

イ ン チ ジ ャ ー ・ コ ン パ イ

ラ ー

FourPilnc. Calctran ASR33タ ー ミナ ル も し$6,000

42

22

24

18

16

3

3

4

3
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社 名1 プ ロ グ ラ ム名 1用 途 纏い取引 ・一ス|ま 語 聾

くは卓上計算機からIB

M360を 使用

PhilipHankins

Inc.

Generalized

PayrollSystem

連邦政府 ・民間会社で利$20,000

用で きる給与計算プログ

ラム

48

MoneyMinder 勘定 口座より収入,支 出

をレポート

多 段 階 一 12

Informatics
.MarkIV(64bytes>フ ァ イ ル ・マ ネ ジ メ ン ト $30,000-

35,000

190

InsantSoftware

Inc.

Instant・Cobol COBOLプ ログ ラ ム作$3,500

成

12

Isaacs-Dobbs

SystemsInc.

On・lineBilling

System

料率および固定料金計算 交渉により

決 定

1

RamdomAccess

Method

イ ン ク ワイ ァ リー お よ び$5,000

メ ンテ ナ ンス用 デス ク ・

フ ァイ ル ・ア クセ ス

1

Lutter&Helstrom

Inc.

Keypunch

Performance

Systems

キ ー ・パ ン チ部 門 お よ び

個人 キ ー ・パ ンチ 量 の 測

定

$3,000

(一括 支 払)

DataProject

Management

System

プ ロ ジ ェ ク ト ・シ ス テ ム

お よ び プ ロ グ ラムの 進 捗

状 況 把 握

4,800

(一 括支 払)

4

4

NationalComputer

AnalystsInc.

QuickDraw ドキ ュ メ ンテ イシ ョン ・$4,200

識 男lj-5,700

150

NationalData

ProcessingCorp,

Insurance

Logistics

AutomatedSystem

(ILA}

保険証券マスター ・ファ

イル維持および報告機能

$300-800

/月 額

8

空軍 の大 規模 な戦 略 システ ム開発 を手が けて きた。

SDCは 従 業員数2,966名 の うち80%に あた るお よそ2,400名 の スペ シ ャ リス トを も

ち,年 間売 上高 は1968年5,300万 ドル(190億800万 円)でCSC(ComputerSciences

Co.)の 従 業員数3,500名,年 間売上高6,500万 ドル(234億 円)に 比べ て少 し小 さい

が,政 府 関係 の巨大 な プ ・ジ ェク トか ら得 て きた高度 な システ ム化 能力 が今後 どんな形

で発揮 され るかが注 目 され る。
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第2.13表 ア メ リ カ の 情 報 提 供 サ ー ビ ス 会 社
」

運 営 会 社 名 サ ー ビ ス 名 内 容

DataCorp. 税金と割戻し計算チェック

(littonT辿ustryの 子 会社)

C・mputaxC・rp. C・mputax 経理士を対象とした税務申告など法人の税金業務

(CSCの 子会社) サ ー ビ ス の チ ェ ッ ク ・サ ー ビ ス

GEInformat三 〇nSystemsDiv. MEDINET 病院の患者サービス,経 営管理情報を含む総合シ

ス テ ム,現 在 ニ ュー ヨー ク病 院 を含 む ニ ュー イ ン

グラン ド一帯の数ヵ所の病院でテス ト実施中

MediDataInc. 患者サービス,医 療研究用情報病院管理情報サー

ビス

Travcoln社(保 険 会 社Traveler Travcom 患者ファイルとその治療法に関する病院情報サー

社の子会社) サ ー ビ ス ビス,患 者 の 個 人 統 計,ベ ッ ト数 把握 レコ ー ド

Lockheedmisile&Space社 医療情報サービス 患者会計給与計算患者ファイルなど現在カリフォ

ルニァの2つ の病院で実験中

NewYorkTimes社 ニ ュ ー ヨ ー ク タ イ 政府関係,公 告業,放 送などに蓄積記事情報の抄

ムズ 記事 サ ー ビス 訳,サ ブ セ ッ ト,索 引 サ ー ビス,没 記 事,速 報

各種出版,論 文,情 報サービス 現在テス ト中

UPI社 UPI配 信 サ ー ビス コ ン ピ ュー タ を使 った 配信 ニ ュー ス ・サ ー ビス

』 』esFlowup社 セ ー ル ス ・フ ロ ー コ ン ピ ュー タ に乗 用 車 デ ィー ラ ー とセ ー ル ス マ

ア ッ プ サ ー ビ ス, ン,そ れ に そ の ユー ザ ー を フ ァイル し,各 種 自動

車 セ ー ル ス サ ー ビ ス情 報 ダ イ レク ト ・メー ル 発行

TicketReservationSystems チ ケ ッ ト ・リザ ベ

情 報 を提 供,自 動 車 セ ー ル ス の ア シ ス トを して い

る。

観 劇,ス ポ ー ツ,レ ス トラ ンな どの予 約 サ ー ビス

Inc.(CSCの 子 会社) 一 シ ョ ン サ ー ビ ス

TelemaxCorp. 各 種 観 光 この 業 界 の最 古 参 の 会 社。 ホ テ ル ・モー テル は60

(madonElectronicsCorp. リ ザ ベ ー シ ョン 万宝を処理できる。航空機は日本航空,BOAC

: の子会社) など海外航空を含む主要大手 とほとんど契約して

i い る。 また アメ リカ ン航 空 のSABREと は コ ン

ピュー タ ・シス テ ム同 士 が直 接 結 合 され る とい う

初 の 試 み を と った。

NARS 各 種 観 光 今後5カ 年間に1億 ドル(360億 円)を 投じて全

(NationalAccommodations リ ザ ベ ー シ ョ ン 米ネットワークを作るとい う独立専門会社,当 初

ReservationsServiceInc.) タ ー ミナル はTC500を600台,次 の3年 間に テ

レタ イ プな どを 含 む4,500台 を導 入 しよ うと して

1nternationa正ReservationCo. リ ザ ベ ー シ ョン

い る。 同社 も他 社 の ネ ッ トとの結 合 を 考 え て い

る。

リザ ベ ー シ ョン ・サ ー ビ スに か か わ るす べ ての 業

(PRCの 子会社) 施 設 運用 代 行 務 を代 行 して や る特 異 な企 業 で,ハ ワー ド ・ジ ョ

ンソ ンお よ び ダ ウ ンタ ウ ナ ーの 両 モ ー テ ル ・チ ェ

一ンとすでに契約を結んでいる。

ATARComputerSystem社 アメリカ内航空路 ATC(米 国航空運輸会議)の メンバーが加入し

(AutomaticTravelAgency 線専用 リザベ7シ て国内線を中心とした座席予約。とくに各社間乗

Reservation) ヨ ン り継 ぎ予約のできるのが特長だが,ATARは こ

のサービスを請け負うことを目的に設立された。

3,000加 入 で応 答 時 間3秒 が 自慢 。
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運 営 会 社 名 1サ ー ピ ・ 名1

UniversalReservations

Systems社

(CDCSAFIRシ ス テ ム)

ReservationsWorld

(Diner'sClubInc.とLitton

社 の 子 会 社)

HolidexNetwork

(HolideyInl1'sの 経 営)

ARIES

ARINC

(AeronautieqlRadio.Inc)

InstitutionalNetworksInc

AutExService社

BankerRamo社

UltronicSystemsCo.

(通 信 会 社GT&Eに よ り 設 立)

ScatlinElectronics

(DowJonesと 合 併)

TransLux社(周 辺 機 器 メ ー カ ー

RecognitionEquipmentInc)

CreditDataCorpCreditInter

Communlcation社

InformationScience社

LawResearchService社

各 種 観 光

リ ザ ベ ー シ ョン

ホテ ル ・モ ー テル

予 約

ホ テ ル ・モ ーテ ル

予 約 専 用

オ ン ラ イ ン ・コ ン

ピュ ー タ,ネ ッ ト

ワー ク,運 用 代行

航 空 会 社 間

無 線 通 信

ネ ッ ト ワ ー ク

instinet

サ ー ビ ス

オ ー トエ ックス ・

サ ー ビ ス

テ レ ク オ ー ト

m,]V

㌶二∵ヨ
サ ー ビ ス

TransLux-Jet

サ ー ビ ス

PICSサ ーービ ス

内 容

CDCが この業界進出のため創立した新会社。オ

ムニバス式の リザベーション情報システムの提供

と他ネットワークとの結合サービスを重点に置く
ρ

とい う。

ク レ ジ ッ トで 著 名 な グ イ ナ ー ズ ・ク ラブ と シ ステ

ムデ ザ イ ン を した リ トン社 に よ り運用 さ れ て い

る。 対 象 は 当 面 ホテ ル ・モ ーテ ル の予 約 。

全米 最 大 の モ ー テ ル ・チ ェー ンの予 約 を中 心 に 海

外 の契 約 ホテ ル も含 む。 特 長 は 大 口 ユ ーザ7の 企

業 に タ ー ミナ ル を持 ち こ むサ ー ビス を取 りあ げ た

こ とで,す で に22社 が参 加 。

ソ フ トウ ェア 会社 で あ る同 社 が オ ン ラ イ ン ・コン

ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー クの 運用 代 行 とい うユ ニ ー

クな仕 事 を して い る。Telemax社 の サ ー ビス も

この ネ ッ トワー ク に乗 って い る1つ で ある。

80の 航 空 会 社 を会 員 と して持 ち,こ の 各 社 間 に飛

びか う無 線 通信 を3台 の コ リン ズ社C-8500大 型

機 で 自動 交換 す る仕 事 を して い る。

コ ン ピュー タ に よ る プ ロ ッ ト ・トレ ー ド(機 関投

資 家 同 志 の大 口証 券 売 買)の 処 理 お よび仲 介 サ ー

ビス

キ ー デ・一ータが シス テ ム を設計,現 在1,200の 銘 柄

が 利 用 可 能。

プ ロ ラ ク ・ トレー ドの 情 報 サ ー ビス,ト レー ドの

全 面 的 処理 は行 なわ ず。

株 式 相 場 情 報 サ ー ビ ス,パ ンカ ー ラモ 社製 テ レフ

ァイル コ ン ピ ュー タ3台 を 中心 に14,000台 の タ ー'

ミナル が 稼動 。.

テ レ ク オー トの デ ー タ ・バ ンクに は 全 国16の 証 券

取 引 所 の8,000銘 柄 が 収 録。

テ レ ク オー ト ・サ ー ビス と同 じで 相場 間合 せ サ ー

ビ ス。 全 米3,000ヵ 所 に ター ミナル を置 く。

株 式 市 場 情 報 サ ー ビス

株 式 相 場 情報 サ ー ビス

全 国5,000台 の リモー ト,CRTタ ー ミナル を置

く。

消 費 者 の 支払 能 力 を調 査 し,こ の 情報 を銀 行 ガ ソ

リンス タ ン ドに売 る。

PICSpersonelInformation

&CommunicationSystemの 略 で 職 業紹 介 情 報

サ ー ビス

法 律 照 会 と問合 せ サー ビス で通 信 会 社Westem

UnionのInfo-Macを 利 用 。
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B.ア イ デ ア に 富 む 各 種 情 報 サ ー一・・一ービ ス

"あ る種 の情 報"を コン ピュー タで処理 す るこ とに よって,ま た コン ピュー タと通信

回線 の組 み合 わせ であ るオン ライン ・シ ニテ ムで処理 す る情報 提供 サー ビスは コン ピュ

ー タ産 業の なか で も一 番 アィデ ァに富 んだ もので あ ろ う。

コン ビ.ユー タの大 量記憶 能力 と高速情報 処理 能力,そ れに リア ルタイ ムの コ ミュニケ

ー シ ョン能力 を利 用 して売 る情 報 サー ビス,す なわ ち商品 としての情報 サ ー ビス,あ る

いは情 報商 品に は現 在,第2.13表 に示 す よ うな種類 の サー ビスが あ る。

各種 観光,娯 楽用情 報 サー ビスか ら株式情 報 な どは もちろん,こ れ らの情報 サ ー ビス

は:'ほ とん どが過去2,3年 の うちに出現 した もの であ り,今 後 どの よ うな種 類 の情報

サー ビスが現 れて くるか を予想 す ることは困難 であ る。

情報 その ものは加工 しだいで は別 の種類 の情報価 値 を生 む とい う連鎖 反応 をお よぼす

性格 を持 って い る。

た とえば リザベ ー シ ョン ・サ ー ビスで は航空機 の座席 予約情 報 は ホテルのル ー ム ・リ

ザベ ー シ ・ンにつ なが る。旅行 者 が レン タカーを借 りるこ とが あれば カー ・リサー ブ情

報 と結 びつ いて全体 で1セ ッ トの情報 サー ビス とな りうる。 ま た旅行者 が ク レジ ッ ト・

カー ドの利用者 であれ ば,ク レジ ッ ト・チ ェ ック情報 が結 びつ く。

ダ ソ ・ア ン ド・ブ ラ ッドス トリー ト社(Dun&Bradstreet)の よ うな個別企 業 の信用

調査情 報 を持 ってい る ところで は,数 万件 の個 別企業 情報 を結 合 し地域別 業種分 類,規

模別 比較 な ど様 々の分類,組 み合 わせ を行 ない,マ ーケ ッティ ング情報 と して活 用す る

こ と もで きる。

だが この種 の ビジネスが将 来,全 体 と して どの程 度 の マーケ ッ ト・サ イ ズにな るかに

つ いては 明確 な数字 が ない。Dun&Bradstreetと 提携 を試 みたIBMや アウエルバ ッ

.八社(Auerbach)と 組 んで情報 サ ー ビスに乗 り出 そ うとしたハ ネウ ェル社(Honeywell)

な どの メー カーを筆 頭 に この ビジネスに参加 す る企業 が絶 えな い こ とをみて も,こ の分

野 が先行 きの 明か るい大 きな成長 性 を秘 め た マーケ ッ トで あ ることは確 かで あ る。
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C.フ ァ シ リ テ ィ ・ マ ネ ジ メ ン ト会 社 の 出 現

a)コ ン ピュ ー タ部 門 の 管 理 を 請 負 う コ ン ピ ュ ー タ化 が 進 む に つ れ,各 企 業 は,コ

ン ピ ュ ー タ ・ス ペ シ ャ リス トの 不 足 に 頭 を 痛 め て い る。 プ ル ー デ ン シ ャル 生 命 保 険 会 社

(PrudentialLifeInsuranceCo.ofAmerica)や イ ン タ ナ シ ・ナル ・ペ ー パ ー 会 社(Interna-

tionalPaperCo.)な ど,ア メ リ カ大 手 企 業 の 申 に は,コ ン ピ ュー タの 運 営 や その 要 員 を外

部 機 関 や企 業 に ま か せ る例 も生 じて い る。 こ の よ うな要 求 に ス ペ シ ャ リス トを貸 す業 務

の こ と を フ ァシ リィ テ ィ・マ ネ ジ メ ン ト"Facilitiesmanagement"と い い,こ の分 野 の 企 業

と して の 将 来 性 も大 きな成 長 が 期 待 され て い る。 この 分 野 で と くに 注 目 され る会 社 と し

て,コ ン ピ ュー タ ・テ ク ノ ロ ジ ー社(ComputerTechnology)と エ レ ク トロ ニ ッ ク・デ ー タ・

シ ス テ ム ズ社(ElectronicDataSystems)が あ げ られ る。CT社 は 先 頃LTD,Aerospabe

社 か ら分 離 した が,年 間1億 ドル(360億 円)の 売 上 げ を め ざ し て お り,EDS社 は,

年 間 売 上 げ も1,640万 ドル(58億6,400万 円)に 達 して 年 間 成 長 率 は100%で あ る。

この ほ か,フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト ・ビ ジ ネ ス を サ ー ビス し て い る と こ ろ に は ニ

ュ ー ヨ ー クの ブ ラ ッ ドフ ォー ド ・コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム ズ社(BradfordComputers&

Systems)シ ス テ ム'デ ベ ロ ップ メ ン ト社(SystemDevelopment)ソ フ トウ ェ ア会 社 の

コ ン ピ ュ ー タ・サ イ エ ン ス社(ComputerScience)コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ ・ソ フ トウ ェア社

(Computing&Software)コ ン ピ ュー タ ・ア ブ.リ ケ ー シ ・ン ズ社(ComputerApPliCations)

が あ る。 なか で も,ソ フ トウ ェア会 社 は こ れ まで も政 府 機 関 に ス ペ シ ャ リス トを提 供 し

て来 て お り,今 後 は あ らゆ る分 野 の 企 業 に各 社 の ス ペ シ ャ リス トを提 供 す る傾 向 に あ る。

b)コ ン ピュ ー タ ・フ ラ ン チ ャ イ ズ サ ー ビス

(1)コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビ ス の専 売 店 制 度

コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス を フ ラ ン チ ャイ ズ制 で 行 な うね らい は,中 小 企 業 とか 個 人 で

コ ン ピ ュ ー タを使 う意 向 の あ るユ ー ザ ー に サ ー ビスす る こ とに あ る
。 この よ うな 仕 事 で.

は 小 口の ユ ー ザ ー の こ ま ご ま した要 求 を 満 さね ば な らず,し か も採 算 ベ ー ス に 乗 せ るた

め一 定 数 の ユ ー ザ ー を確 保 す る必 要 が あ げ られ る。

対 象 が 多種 多 様 の 少 規 模 な ユ ー ザ ーで あ っ て も,中 央 の サ ー ビ ス ・セ ン ター が 一 定 地

域 を対 象 範 囲 と して サ ー ビ ス ・オ フ ィス を持 つ 同 業 者 に それ ぞ れ フ ラ ン チ ャ イ ズの 権 利
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第2.11図 コ ン ピ ュ ー タ ・フ ラ ン チ ャ イ ズ ・サ ー ビ ス の シ ス テ ム
中 央 セ ン タ ー サ ー ビ ス ・ オ フ ィ ス
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を与 え,コ ン ピュー タ ・パ ワーを提供 す る方式 が考 え られ る。

サー ビス ・オ フ ィスに は キーパ ンチ と電話 回線 で 中央 セン ターの コン ピュー タに結 ば

れ た ター ミナル とが設 置 され てい る6各 地の サ ー ビス ・オ フィスは クレジ ッ ト・チ ェ ッ

クとか,レ ポー ト計 算結果 な どを受 け と りユーザ ーに手 わ たす。

セン ターに は"ト ー タル ・パ ッケー ジ"と い う仕組 みが あ ってサ ー ビス ・オ フィスの

経 営指導 か らユーザ ーの コンサル タン ト,さ らに は各種 パ ッケー ジ ・プ ログ ラムをそ ろ

えてサー ビス ・オ フ ィスが要求 して くる仕事 の種類 に応 じて選択,デ ー タを処理 す る。

こ の システ ムの利 点 は次の よ うに要 約で きよ う。

① 特 定地区 の ユーザ ー を対 象 とす るため,小 口の ユー ザ」に対 して きめの こまかい

サ ー ビスが で きる。

② 経験 の あ る大 規模 な計算 セン ターの高度 な経営技 術,ソ フ トウ ェア能力 をユ ーザ

ー が利用 で きる。

③ サー ビス ・オ フィスにはEDPの 経 験 が全然 な くと も中央 セン ターの バ ックア ッ

プ を受 けて子 一ザーに ゆ きと どいた サー ビスがで きる。

{2}フ ランチ ャイズ ・サ ー ビス第1号

デー タ ・パ ワー社(DataPower)は,こ の種 のサ ー ビス会社 の第 .1号 で あ る。同社の

最 初 のサー ビスは給与計 算 で あったが,将 来 は小規 模 な ビジネス ・マ ンの ために各種 の

広 範 なサー ビスを提供 す ると意 気込 んで い る。

デー タ ・パ ワー社 は この ビ ジネ スで成功 す るため には中央 セン ター との各 地 のサ ー ビ

ス ・オフィスの指 導 に あた ってい る。 同社 は フ ランチ ャイズ ・サー ビスを始 めたばか り

だ が全 国的規模 の ネ ッ トワー クをめ ざ してい る。
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2.ヨ ー ロ ッパ め コ ン ピ ュ ー タ 関 連 産 業

A.概 況

ヨー ロ ッパ の コ ン ピ ュ ー タ ・ソ フ トウ ェ ア産 業 に つ い て 述 べ れ ば フ ラ ン ス に は メ トラ

・グ ル ー プ(MetraGroup)
,イ ギ リス で はSPL,SCICON,お よ び 国 策 的 色 彩 を

持 っ たNDPS(NationalDataProcessingServices)な ど が あ り西 ドイ ツで も西 ドイ ツ

政 府 と ジ ー メ ン ス な ど民 間 企 業 の 共 同 出 資 で,タ イ ム ・シ ェア リン グ ・ソ フ トウ ェ ア ・

サ ー ビ ス を主 業 務 とす るPDHな ど が あ る。

ヨ ー ロ ッパ に お い てCSC(ComputerSciencesCo .)や デ ィ ー ボ ル ト ・グル ー プ

(Diebold-Group)な ど ア メ リカ系 企 業 は上 記 ヨー ロ ッパ企 業 よ り も,早 くか ら活 動 を

始 め て お り,こ れ にIBM,GEを は じめ とす る コ ン ピ ュー タ ・ビ ッ グ8の サ ■S…ビ ス ・,

ネ ッ トが加 わ って い る。

ヨー ロ ッパ で は ソ フ トウ ェア業 界 もハ ー ドウ ェア 同様 ,ア メ リカの 進 出 ぶ りが 大 き く.

今 後 ヨー ロ ッパ 各 国 が これ に ど う対 処 して ゆ くか に よ って,そ の マ ー ケ ッ トは 変 って行

くで あ ろ う。

ゴ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス産 業 は,ソ フ トウ ェア開 発 だ け で は な く,タ イ ム ・シ ェア リ・

ン グ,コ ン ピ ュー タ ・ リー ス ・ ビジ ネ スの 関 連 産 業 が マ ー ケ ッ ト ・サ イ ズ の点 で も中核'

を 占 め るよ うに な っ て来 て い る。 タ イ ム ・シ ェア リン グの 分 野 で はGEは す で に ヨーv・

ッパ18カ 国 に ネ ッ トワー ク を建 設 し,な お投 資 を続 行 中 で あ る。 こ れ に 対 して最 近 ヨー

ロ ッパ 最 大 の コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ーICL(IntemationalCorr}putersLtd
,)が,ア メ

リ カ企 業 と組 ん で,ヨ ー ロ ッパ全 土 を対 象 と した ネ ッ トワ ー ク建 設 に乗 り出 す な ど の動

きを 見 せ て い る。 さ らに 国 家 的 見 地 か ら,西 ドイ ツで はPDHが タ イ ム ・シ ェア リ ン グ

・サ ー ビス に の り出 し
,イ ギ リスで はNDPSが 民 間 ベ ー スで 本 格 稼 動 を は じめ た。 オ

ラ ン ダの 世 界 的 電 機 メ ー カ ー,フ ィ リ ップ ス(Phillips)も 自 社 の タ イ ム ・シ ェ ア リ ン グ

用 ハ ー ドウ ェ ア と メ トラ ・グ ル ー プ の ソ フ トウ ェア を結 び つ け て,ヨ ー ロ ッパ純 血 主 義

の タ イ ム ・シ ェア リン グ ・サ ー ビス ・ネ ッ トワー ク を実 現 しよ うと動'き は じめ て い る
。
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B.ヨ ー ロ ッパ の ソ フ トウ ェ ア産 業

1969年 か ら1970年 に か け て ヨ ー ロ ッパ,ソ フ トウ ェア業 界 に お'け る最 大 の 話 題 は,ロ

ー ル ス ・ ロイ ス社(RollsRoyce)と ロ イ ド(Loydes),ミ ッ ドラ ン ド(Midland)両 銀

行 が 共 同 で 設 立 した シ ス テ ム ズ ・イ ン ター ナ シ 。ナ ル社(SystemsInternational)の 誕

生 で あ ろ う。

シ ス テ ム ズ ・イ ン タ ー ナ シ ョナ ル社 は経 営 コ ンサ ル テ ィ ン グ,マ ネ ジ メ ン ト ・サ イ エ

ン ス お よびEDPト レ ー ニ ン グ,ソ フ トウ ェア 開 発,専 用 権 付 ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー

ジ の 開 発 販 売,コ ン ピ ュー タ時 間貸 し とい っ た総 合 的 な コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビス業 務 を

行 な う計 画 で,ロ ー ル ス ・ロイ ス社 が 資金 とス タ ッ フ と提 供 とい う点 で ロー ル ス ・ ロイ

ス社 が 中心 的存 在 とな っ て い る。 同 社 の設 立 に は前 記3社 の イ ギ リス系 企 業 と と もに フ

ラ ン ス,西 ドイ ツ な ど西 ヨ ー ロ ッパ諸 国 が 参 加 し て お り,こ の よ うな 事 情 か らス イ ス に

持 株 会 社,ブ リ ュ ッセ ル に管 理 会 社,さ らに実 務 推 行 機 関 とい う組 織 体 制 を と る こ とに

な る もよ うで あ る。

シ ス テ ム ズ ・イ ン タ ー ナ シ ョナ ル の設 立 に つ い て 注 目 され る最 大 の ポ イ ン トは,ヨ ー

ロ ッパ ・ソ フ トウ ェア業 界 の 連 繋 に よ る国 際 協 力 で あ る。

イ ギ リスのEEC参 加 の 動 きか ら見 て も,ア メ リカ を強 く意 識 し た ヨ ー ・ ッパ 経 済 共

同 体 の 実現 は時 代 の 流 れ で あ るが,上 述 の よ うに コ ン ピ ュ ー タ産 業,ソ フ トウ ェア産 業

の 面 で も ヨ一 口 ッ・xe・マ ー ケ ッ トを1つ の 単 位 と して 開 拓 しよ う とい う意 図 が 実 際 的 活

動 に む か っ て動 きは じめ た こ と は,ヨ ー ・ ッパ ・コ ン ピ ュ ー タ業 界 に と っ て新 しい一 歩

を踏 み 出 して た もの とい え よ う。

シ ス テ ムズ ・イ ン タ ー ナ シ ・ナ ル がIBMを は じ め とす る ア メ リ カ系 コ ン ピ ュ ー タ ・

ビ ッグ8とCSCな ど ソ フ トウ ェア会 社 や レ ア ス コ(Leasco)な ど コ ン ピ ュ ー タ ・リー

ス会 社 を ふ くん だ ソ フ トウ ェア ・タ イ ム ・シ ュ ア リン グ ・サ ー ビス企 業 と対 抗 して大 き

く育 って ゆ くた め に は 同 社 の 資 金 力,EDP施 設,ス タ ッ フ,マ ー ケ ッテ ィ ン グ は もち

ろ ん,ロ ー ル ス.■ ロ イ ス の 力 の 入 れ か た いか ん が 重 要 な もの とみ とめ られ て い る。 ロー

ル ス ・ロ イ スは 自動 車,航 空 機 エ ン ジ ンの 世 界 級 メー カ ー と して 知 られ るが,同 時 に コ

ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー と し て も ヨー ロ ッパ屈 指 の 経 験 と能 力 を持 っ て い る。 ロ ー ル ス ・
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ロ ィ スが 財 政 的 困難 な 時 期 に あ るに もか か わ らず,シ ス テ ム ズ ・イ ン ター ナ シ 。ナ ルの

た め に1,000万 ポ ン ドの 投 資 を行 な い,さ らに1970年 末 ま で に最 低180人 の ス タ ッ フを

送 り こむ と い わ れ て い る。 イ ン タ ー ナ シ ョナ ル社 はIBM360/65を は じ め と して 推 定

1,000万 ポ ン ドの ハ ー ドウ ェア投 資,ま た3,000万 ポ ン ドの ソ フ トウ ェ ア投 資 を初 期 投

資 と して 行 な う予 定 で あ る。

C.ソ フ ト ウ ェ ア 。 マ ー ケ ッ ト

イ ン ター ナ シ ・ナ ル社 の マ ー ケ ッ ト ・エ リア は ロー ル ス ・ロ イ ス社 の 古 くか らの 勢 力

圏 で あ る イ ギ リス南 東 部 を は じ め と して,イ ギ リス,フ ラ ン ス,ベ ル ギ ー な どで あ る。

1969年12月 発 表 のEDPヨ ー-vッ パ ・レポ ー トに よ れ ば西 ヨー ロ ッパ全 体 で1969年9月

末 現 在 コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 は20,700台 と な りそ の普 及 速 度 か らみ て もア メ リカ に 迫 り

つ つ あ り,ソ フ トウ ェ ア市 場 もふ くん で 来 て い るが,ソ フ トウ ェア ・サ ー ビ ス企 業 は 決

し て 華 や か な存 在 とは な って い な い。

ヨー ロ ッパ の ソ フ トウ ェ ア市 場 に お い て ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジ の 開 発 と販 売 は今

後 の 成 長 が 予 想 され るが,IBMの マ シ ン,と くに360シ リー ズが 他 の メ ー カー を押 え

て3,000台 以 上 使 わ れ て い る とい う事 実 を 無 視 す る こ と はで きな い 。

さて1969年9月,Datamation誌 の 調 査 し た と こ ろ に よ っ て 注 目 され る こ とは,ソ フ

トウ ェア専 門 会 社 の 利 用 が か な り高 い こ と,さ らに パ ッケ ー ジ ・ソ フ トウ ェ アの 利 用 が

25%と い う数 字 を 示 して い る こ とで あ る。

第2.14表 ソ フ ト ウ ェ ア 入 手 先 別 使 用 状 況

システ・ズ… トウ・ア入手先1全 面的に使副 適当に使則 まれに使用 巨 熱 用せず

コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー 85% 5% 5% 5%

社 内 開 発 31 25 19 25

ソ フ トウ ェ ア専 門 会社
・.

48 52

ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジの 購 入 48 52

アプリケーションズ ・ソフトウェア入手先llll

コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー 6% 35% 41% 18%

社 内 開 発 88 6 6

ソ フ トウ ェア専 門 会 社 6 59 35

ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの購 入 18 47 35

(注)出 所:Datamation誌1969年9月
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JECC調 査 よ り

1.1969年 に お け る コ ン ピ ュ ー タの 実 動 状 況

A.型 別 に み た 実 動 状 況

日本電 子計算 機株式会 社(JEqc)で は,半 年 ごとに わが国 におけ る国産 コン ピュ

ー タ実動 状況 を調査 し,通 商 産業 省が集計 す る外 国機 の実動状 況 とあわせて 『わが 国電

子計算 組織 実動状 況調査 』 をま とめ,公 表 して い る。第3.1表 は,1969年9月 未 実動 状

況 を1年 前 の1968年9月 末の それ と対比 した もの で あ る。

1969年9月 末現 在,わ が 国に は5,601セ ッ トの汎用 コン ピュー タが実動 してお り,r

年前 よ り1,469セ ッ ト純増 して い る。 この うち国産機 は4,136セ ッ トで全 体 の73.8%を

占めて い る。一方,こ れ らの実動 シス テ ムを売価 に換 算 す る と,総 額510,924百 万 円に

相 当 し,こ の うち51.6%に 当 る263,388百 万円 を国産機 が,48.4%に あた る247,536百

万 円 を外 国機 が 占めてい る。
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な お,こ の調 査 では,ミ ニ ・コン ピュー タの特殊 な性 格(後 述)を 考慮 し,汎 用 コン

ピュー タの集計 対象 か らこれ をはず してい るので,昨 年の発表 時 に実 績 として現 われ て

い た外 国機 の超 小型11セ ッ トが 消 え,0セ ッ トに な ってい る(1968年9月 末)。 この11

セ ッ トは,独 立 の グル ープ と して集計 され た 「1969年9月 末現在 ミニ ・コン ピュー タ実

動状 況」 の実績 に移 され た。

第3.1表 に よって,大 ・申 ・小 ・超小 型別 に国産機対 外国礎構 成比 をみ,そ れ らの特

長 を述べ る と次 の とお りであ る。

a)大 型 コ ンピュ一一タ この統計 で は,従 来,2億5,000万 円以上 の コ ンピ ュー タ ・

システ ムを大型 と してい たが,今 回,そ の分類 を大 型A(5億 円以上),大 型B(2億5,000

万 円～5億 円未 満)に 細 分 しな お して い る。 新分 類 でみ る と,1969年9月 末 に実 動 中の

大型Aは161セ ッ ト,119,897百 万円 であ り,こ の うち55セ ッ ト(34.2%),35,229百 万

円(29.4%)が 国産機 とな って い る。1年 前 の セ ッ ト数 構成比20.9%,金 額構成 比17.9

%に 比べ れ ば,大 幅 に シ ェアを拡大 して はい るが,5億 円以上 の大 規模 シス テムの領域

で は,依 然 として外 国機 が多 い。 しか し,第3.2表 「実動 シス テムに 占め る型別 国産機

対外 国機構 成比 の推移 」 でその傾 向が うかが え るとお り,国 産機 の大 型Aは1967年 以後,

毎 年,大 幅 に構成 比 を上 昇 させて い る。1セ ッ トあた りシステ ム規 模(1969年9月 末)で

は国産機641百 万 円,外 国機799百 万 円 であ り,外 国機 に システ ム規 模 の大 きい ものが

多 い。

大 型Bは,国 産機159セ ッ ト(43.8%),53,928首 万 円(43.2%),外 国機204セ ッ ト

(56.2%),70,968百 万 円(56.8%)と な って お り,両 者 がほ ぼ均衡 してい る。 この関

係 は過 去3年 来(第3・2表)変 らない。 また,1セ ッ トあた りシステ ム規模 に おいて も,

両者 の間 に差 はない。

A,Bを 合 わせ た大型全 体 では,国 産 機 のAの 構成 比 が毎 年上が って お り,1969年9

月末現 在 で は,セ ッ ト数 比 で40.8%,金 額比 で36.4%を 占めてい る。

〔
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し

Of第3
.1表1969年9月 末現在:電 子計算組織実動状況 〔単位:百 万円〕

産
別

時 型 別
点

国 産 機 外 国 機 合 計

墓ツ閣 幸劉% 墓 ツ ト劃% 墓 ツ ト劃%

ト

一

九

六

八

年

大 型A
19

11,920
20.9

17.9

72

54,714

79.1

82.1

91

66,635

100.0

100.0

B 116・

39,314

43.1

42.6

153

52,885

56.9

57.4

269

92,199

100.0

100.0

小 計 135

51,234

37.5

32.3

225

LO7,600

62.5

67.7
360

158,834

100.0

100.0

中 型A 428

61,780

60.6

57.0

278

46,538
39.4

43.0

706

108,319

・100 .0

100.0

B
583

38,800

65.9

64.1
302
21,770

34.1
55.9

885
60,570

100.0
100.0

九

月

末

現

在

小 計 1,011

100,580

63.5

60.0
580
68,308

36.5
40.0

1,591

168,889

100.0

100.0

小 型A 1,086

24,706

75.3

71.3
357

9,950

24.7

28.7

1,443

34,656

100.0

100.0

超 小-型
738

4,889
(100.0)
(100.0)

(0)

(0)

(0.0)
(0.0)

738'

4,889

(100.0)
(100.0)

合 計
2,970

181,411

71.9

49.4

1,162

185.859-

28.1

50.6

4,132

367,270

100.0

100.0
-

一

九

六

九

年

九

月

末

現

在

大 型A 55

35,229

34.2

29.4

106

84,667

65.8

70.6

161'119
,897

.

100.0

100.0

B
159

53,928

43.8

43.2

204

70,968

56.2

56.8

363

124,897

100.0

100.0

小 計 214

89,158

40.8

36.4

310

155,636

59.2

63.6'

524

244,795

100.0

100.0

中 型A 553

79,325

62.9

59.4

326

54,303

37.1

40.6

879

133,629

100.0

100.0

B
797

54,047

68.9

68.3

359

25,104

31.1

31.7

1,156

79,151

100.0

100.0

小 計
1,350

133,373

66.3

62.7

685

79,407

33.7

37.3

2,035

212,780

100.0

100.0

小 型
1,556

34,189

77.1

73.3

462

12,448

22.9

26.7
2,018
46,638

100.0
100.0

超 小 型
],016

6,666
(99.2)
(99.3)

(8)
(43)

(0.8)
(0.6)

1,024
6,710

(100.0)
(100.0)

合 計1 、嬬)
73.8

51.6
⑭
247,536

26.2

48.4
5,601
510,924

100.0

100.0

(注)1.

2.

国産機は日本電子計算機㈱調べ,外 国機は通商産業省調べによる。

1969年 か ら実施 した型別基準は次のとお り(レ ンタル ・システムは売価換算)

大 型A5億 円以上

B2億5,000万 円～5億 円未満

中 型A1億 円～2億5,000万 円未満
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B4,000万 円 ～1億 円米満

小 型1,000万 円 ～4,000万 円 未満

超 小型1,000万 円 未 満

3.()内 の 数字 は暫 定 数 字 で あ る

4.コ ン ピュー タの基 準 は

① デ ィジ タル型 で あ る こと'

② ス トアー ド ・プ ログ ラ ム方 式 で重 要 な命 令 を内 部 記 憶装 置 に記 憶 して い るか,ま た は相

当性 能 を有 す る こ と。

③ 内部 記 憶 容 量2,000ビ ッ ト以 上 を有 す る こ と。(た だ し,サ イ ン,パ リテ ィ ・チ ェッ ク

の た めの ビ ッ トは 除 く)

④ 電 子 論 理 演 算 を行 な う演算 機 構 を 有す る こ と。

の4条 件 を全 部 満 足 す る コ ン ピ ュー タ。

5.ミ ニ ・コ ン ピュ ー タは ふ く まな い。

6.現 地 資本 が株 式 の マ ジ ョ リテ ィを保 有 す る企 業 が 国 内生 産 す る シス テ ムを 国産 機 とみ な した 。

7.コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムは 設 置後,本 体 メモ リー や 周 辺装 置 の増 設が 発 生す る こ とが あ る ので

以 前 に は た とえ ば小 型 に分 類 され て いた もの が,増 設 の 結 果,中 型 の 分 類 へ 移 動す る場 合 が あ る。

第3.2表 実 動システムに占める型別国産機対外国機構成比の推移(金 額)

(通商産業省,日 本電子計算機㈱調べ)

時 点
.

国 産 機

外国機別

大 型 中 型

小 型 超小型 合 計
・1・ 小 計 A ∋ 小 計

1967年9月 末
国 産 機

外 国 機

10.0%

90.0

41.8%

58.2

29.0%

71.0

51.5%

48.5

55.8%

44.2

52.9%

47.1

67.6%

32.4

(100.0%}

(0.0)

46.7%

53.3

1968年9月 末

'国 産 機

外 国 礎 ・82.1

17.9 42.6

57.4

32.3

67.7

57.0

43.0

64.1

55.9

60.0

40.0

71.3

28.7

(100.0)

(0.0)

49.4

50.6

1969年9月 末
国 産 機

外 国 機

29.4

70.6

43.2

56.8

36.4

63.6

59.4

40.6

68.3

31.7

62.7

37.3

73.3

26.7

(99.4)

(0.6)

51.6

48.4

1967年9月 末

1セ ッ ト当 り金 額

(百 万 円)

国 産 機

外 国 機

合 計

714

671

675

341

355

349

368

467

433

148

167

157

67

73

70

103

118

110

24

28

25

6

-

6

57

140

84

1968年9月 末

1セ ッ ト当 り金 額
(百 万 円)

国 産 機

外 国 機

合 計

627

760

732

339

346

343

380

478

441

144

167

153

67

72

68

99

118

106

23

28

24

7

-

7

61

160

89

1969年9月 末

1セ ッ ト当 り金 額
(百 万 円)

国 産 機

外 国 機

合 計

641

799

745

339

348

344

417

478

467

143

167

152

68

70

68

99

116

105

22

27

23

7

5

7

64

169

91

b)中 型 コ ンピュ一己タ 今 回 の統 計 か ら,中 型 もA,Bに 分 けて集計 してい る。 中型

Aは1億 円～2億5,000万 円未 満,中 型Bは4,000万 円～1億 円未 満 と して い る。

中型Aは,国 産機 が セ ッ ト数 比で62.9%,金 額比 で59.4%で1年 前 の9月 末 よ り微増
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した。一 方,中 型Bを み ると,こ れ も国産機 が セ ッ ト数 比68.9%,金 額比68.3%を 占 め,

1年 前 よ り4%方 構成 比 をあげ た。A,Bい ずれ もシステ ム規模 で は国産機,外 国機の

差 が ない といえ る。

c)小 型 コン ピュ ー タ 中型 と同様 に国産機 が セ ッ ト数比 で77.1%,金 額比 で73.3%

と大 半 を占め,1年 前 よ り微 増 して い る。

B.型 別 に み た 実 動 シ ス テ ム の 内 部 構 造

第3.3表 はわが国で実動 してい るコンピュータの国産機,外 国機別型別内部構造が ど

うなっているかを示 した ものであるq

第3.3表 実動システムの国産機 ・外国機別内部構造 (通商産業省,日 本電子計算機㈱調べ)

国産機 ・姻 機別1国 産 機 外 国 機 合 計

型別

時 点1965年1967年1969年1965年1967年1969年1965年1967年1969年

9月 末9月 末9月 末9月 末9月 末9月 末9月 末9月 末9月 末

構

成

比

大 型A
・一% 0.2% 1.3% 一% 5.0% 7.2% 一% 1.7% 2.9%

一 3.0 13.4 一 23.8 34.2 『 14.1 23.5

B

一 3.1 3.8 一 9.1 13.9 一 5.0 6.5

一 18.7 20.5 一 22.8 28.7 一 20.9 124 .4

小 計
1.5 3.4 5.1 12.3 14.1 21.1 6.2 6.7 9.4

11.5 21.7 33.9 45.5 46.6 62.9 34.0 35.0 47.9

一 15.1 13.4 一 27.4 22.3 一 19.0 15.7
中 型A

一 39.2 30.1 一 32.4 21.9 一 35.6 26.2

B

一 18.7 19.3 一 29.2 24.5 一 22.0 20.6

一 21.9 20.5 一 15.2 10.1 一 18.3 15.5
3

小 計
28.8 33.8 32.7 50.2 56.6 46.8 44.1 41.0 36.3

75.1 61.1 50.6 46.6 47.6 32.0 56.2 53.9 41.7

小 型
18.4 32.6 37.6 37.5 29.3 31.5 26.8 31.6 36.0

8.7 13.7 13.0 7.9 5.7 5.0 8.2 9.4 9.1

超 小 型
40.8 30.2 24.6 (0) (0.0) (0.5) (22.8) (20.7) (18.3)

4.7 3.4 2.5 (0) (0.0)「 (0.0) (1.6) (1.6) (1.3)

ム 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
口

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

(注)構 成此上列セット数比,下 列金額比
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第3.3表 の合計 欄 をみれ ば,現 在 の全実動 シス テ ム内部 構造 が わか る。1969年9月 末

現在,実 動 中 の シ ステ ム5,601セ ッ トの うち,最 も大 きな グループ を形づ くってい るの

は,中 型(36.3%),小 型(36.0%)の2グ ルー プで あ り,大 型 セ ッ ト数 は9.4%と な っ

てい る。 ここ3年 の傾 向 として は,大 型A,B,小 型 の増加 に ともな う中型 の構 成 比 の

縮小 がみ られ る。小 型以 下 の構 成比 は,1965年49.6%,1967年52.3%,1969年54.3%,

大型A,Bの 合 計 の それ は1965年6.2%,1967年6.7%,1969年9.4%と な って お り,い

わゆ る大型,小 型以下 へ の分極 化現象 が み られ る。

金 額 に よ る内部構造 をみ る と,大 型,と くに大 型Aの 進 出が顕著 に表 われてい る。小

型 以下 の比重 は,セ ッ ト数の比重 増 に比 べ るとむ しろ微減 の気配 があ る。

国産機 と外 国機 の内部構 造 を個 別 にみれ ば次 の よ うな特長 が み られ る。

① 国産機 の セ ッ ト数比 をみ ると,中 型,小 型 の両者 で70.3%と 大 半 を占め る。 しか し,

ここ3年 間の推移 をみ る と,セ ッ ト数比 の増加 してい るの は大 型 お よび小型 で あ る。

大型 の比重 は大 き くな りつ つあ るが,1969年9月 末 では まだ5.1%で,外 国機 の21.1

%の4分 め1で あ る。 金額 比で は大 型 は33.9%を 占め るに至 り,外 国機の お よそ2分

の1に な った。

② 外 国機の傾 向 をみ る と,大 型 が一 貫 して伸 び,と くに金額比 で は1969年9月 末現在

62.9%と,全 外 国機 の過 半 を占めて い る。 このた め大型Aの1セ ッ トあ た りシステ ム

規模 は,1969年9月 末現在 に おいて799百 万 円(第3.2表)と 国産機 の それ を大 き く

上 回 って い る。

2.産 業別実動状況

過 去2年 半の期 末時点 に おけ る産業 別実動金 額 を,400億 円 以上,200億 ～400億 円未

満,100億 ～200億 円未 満,50億 ～100億 円未満,10億 ～50億 円未満,10億 円未 満の各 グ

ルー プに分 類 ・整 理 した ものが第3.5表 で あ る。
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・第3.4表 は 「産 業 別 汎 用 電 子 計 算 組 織 実 動 状 況 」 で あ る。

第3.4表 産業別汎用電子計算組織実動状況

(単位:台 数セット,金 額百万円)

国 産 機 外 国 機 合 計

台 剰 金 額 台 釧 金 額 台 ∋ 金 額

農 業

林 ・ 狩 猟 業

漁 ・水産 ・養殖業

鉱 業

建 設 業

食 品

繊 維

紙 ・パ ル プ

出 版 ・印 刷

化 学 ・石 油

硝 子 ・セ メ ン ト

鉄 鋼

非 鉄 金 属

機 械

電 気 機 械

輸 送 用 機 械

精 密 機 械

そ の 他 製 造 業

卸 小 売 ・商 事

金 融

保 険

証 券

不 動 産

3

13

47

105

80

31

24

241

43

133

88

115

375

164

73

104

707

145

60

42

4

50

492

2,566

3,133

3,222

988

837

13,541

1,209

10,892

4,732

4,886

40,637

12,907

2,768

3,117

21,559

12,192

6,840

1,284

68

1

10

27

39

37

9

2

96

14

80

18

67

111

122

28

46

178

242

58

36

15

1,288

1,925

4,182

4,232
'
558

45

13,117

2,812

15,436

1,191

8,853

23,042

22,310

2,218

3,999

15,927

56,105

12,226

12,024

1

3

23

74

144

117

40

26

337

57

213

1G6

182

486

286

101

150

885

387

118

78

4

15

50

1,781

4,492

7,316

7,454

1,547

883

26,658

4,021

26,329

5,923

13,739

63,680

35,218

4,986

7,117

37,486

68,298

19,066

13,309

68

1セ ッ ト

当 り金額

15

16

ζ

:l

ll
79[

、Z

ill

ll;

ll

、ll』

ll;
17

運輸 ・通信 ・報道 177 6,557 66 12,118 243 18,676 76

電 力 ・ ガ ス 34 2,497 28 8,618 62 11,115 179

サ ー ビ ・ス
'376

21,964 67 10,063 443 32,027 72

病 院 6 97 6 97 16

大 学 227 17,889 21 855 248 18,745 75

高 校 20 232 20 232 11

そ の 他 の 学 校 39 1,147 2 107 41 1,255 30

地 方 公 共 体 177 8,167 15 1,318 192 9,486 49

政 府 158 20,574 12 5,097 170 25,672 151

政 府 関係 機関 180 28,289 8 2,217 188 30,506 162

法人団体 ・農 協 143 7,917 19 3,072 162 10,990 67

宗 教 法 人' 2 120 2 120 60

業 種 不 明 6 2,550 6 2,550 425

合 計ll・ ・36」388119・465124τ ・・611・ …1…9241・ ・

(注)出 所1日 本電子計算機㈱ 「1969年9月 末現在:わ が国電子計算組織実動状況調査」
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第3.5表 実動金額グループ別産業分布

1967年3月 末現在

の産業分布

(数字は産業分布数)

1968年3月 末現在

(数字は産業分布数)

(産業順位は金額の多い順)

・)1… 億円以上ll

1969年3月 末現在

(数字は産業分布数)

川

1969年9月 末 現 在

(数字は産業分布数)

2)

3)

4)

5)

6)

200億 円以上

～
400億 円未満

100億 円以上

～
200億 円未満

50億 円以上

～
100億 円未満

10億 円以上

～
50億 円未満

10億 円未満

2

8

6

9

7

電気機械,金 融

輸 送 用 機 械,保

険,サ ー ビス,

卸 小 売 ・商 事,

鉄 鋼,化 学 ・石

油,政 府,政 府

関 係 機 関

大学,運 輸 ・通

信 ・報 道,証 券,

電 力 ・ガ ス,地

方 公 共 体,機 械

法人 団 体 ・農 協,

繊維,そ の他 製

造業,食 品,精'

密 機 械,硝 子 ・

セ メ ン ト,非 鉄

金 属,建 設,鉱

業

紙 ・パ ル プ,出

版 ・印刷,民 間

研 究 所,そ の 他

の学 校,高 校,

宗 教 法 人,不 動

産

3

9

6

8

6

電気機械,金融,

輸送用機械

日 鋼 電気酬 ・已 灘 械

卸 小売 ・商 事,

鉄 鋼,政 府,サ

ー ビス,政 府 関

係 機関,化 学 ・

石 油,保 険,運

輸 ・通 信 ・報道,

大 学

電 力 ・ガス,証

券,地 方公 共 体,

機 械,繊 維,法

人 団体 ・農 協

そ の他製 造 業,

食 品,非 鉄 金 属,

建 設,精 密 機 械,

硝 子 ・セ メ ン ト,

鉱 業,紙 ・パ ル

プ

その他の学校,

出版 ・印刷,高

校,病 院,宗 教

法人,不 動産

7

6

6

5

8

卸 小 売 ・商事,

輸 送用 機 械,政

府 関係 機 関,サ

ー ビス,化 学 ・

石 油,政 府,鉄

鋼

保 険,大 学,運

輸 ・通 信 ・報 道,

証 券,機 械,電

力 ・ガス

7

7

法 人 団体 ・農 協,}
{地方公共体

,繊

維,そ の他製造5

業,食 品,非 鉄

金属

精 密 機 械,硝 子

・セ メ ン ト,建

設,鉱 業,紙 ・

パ ル プ

そ の他 の 学 校,

出版 ・印 刷,高

校,宗 教 法 人,

病 院,不 動 産,

漁 ・水 産 ・養 殖

業,農 業

6

7

卸 小 売 ・商 事,

輸 送 用機 械,サ

ー ビス,政 府 関

係機 関,政 府,

化学 ・石 油,鉄

鋼

保険,大 学,運

輸 ・通 信 ・報 道,

機 械,証 券,電

力 ・ガス,法 人

団 体 ・農 協

地方公共体,・繊

維 食品,そ の

他製造業,非 鉄

金属

精 密 機 械,建 設,

硝 子 ・セ メ ン ト,

鉱 業,紙 ・パ ル

プ,そ の他 の 学

校

出版 ・印 刷,高

校,宗 教 法人,

病 院,不 動産,

漁 ・水産 ・養 殖

業,農 業

全 産 業 1321＼1・ ・|＼1・41＼ 同＼
!

(注)出 所:日 本電子計算機㈱ 「1969年9月 末現在:わ が国電子計算組織実動状況調査」

2年 半の 間の変化 をみ る と,①400億 円以上 の グルー プに金融,電 気機械 が現 われた.

(そ れ ぞれ68,298百 万 円,63,680百 万 円の実動傘 額),② 既設 コン ピュー タの システ ム

拡 大(増 設)お よび新規設 置 の と くに活 発 であ った産業 は,上 記 の金 融,電 気機械 を始
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め,卸 小 売 ・商事,輸 送用 機械,サ ー ビス(と くに計 算受 託企 業),政 府 関係機 関,政

府,化 学 ・石 油,鉄 鋼 の9産 業 であ った,な どが あ げ られ る。1'

3.ミ ニ ・ コ ン ピ ュ ー タ 実 動 状 況

JECCで は,最 近 増加傾 向に あ る ミニ ・コ`ンビ。ユー タは,そ の価格 と用途 に おい て

汎用 機 とは区別 され るべ き特 長が あ る ことを考慮 し,1969年9月 末現在 の統計 か ら汎用

機 とは別枠 で集計 してい る。JECC統 計 で は,ミ ニ ・コン ピュー タを 「①CPUの 内

部記 憶容量 が2,000ビ ッ ト以上 で,か つCPUの 価格 が500万 円以下 で あ ること ② 広

範 な応用分 野 を意 図 して設 計 きれた もので あ るこ と,の2条 件 を同 時に満 たす もの』 と

定義 してい る。

第3.6表 に よる と,実 動 数 は56セ ッ ト,金 額に して719百 万 円で あ る。

第3・6表 産業別 ミニ ・コンピュータ実動状況

(上列セ ット数,下 列金額百万円)(通 商産業省,日 本電子計算機㈱調べ)

納 入 業 ⇒ 国 産 劇 外 国 司 合 計

化 学 ・石 油

非 .鉄 金 属

電 気 機 械

輸 送 用 機 械

精 密 機 械

病 院

大 学

政 府

政 府 関係 関機

研 究 所

計

2

9

7

81

1

5

1
8

5

51

1

5

2

21

19

183

6

85

2

11

16

164

3

53

3

25

1

26

4

86

1

68

1

13

37

535

8

94

2

11

23

245

3

53

4

31

2

34

9
138

1

5

3

89

1

13

56

719

(注)国 産 機 に は この 外 に プ ロセ ス 制御 用 と して10台(124百 万 円)が あ る。
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国 産 機 の 用 途 別(第3.7表)を み る と,最 も多 い ケ ー ス は オ ン ライ ン利 用 に お け る リ

モ ー ト ・ス テ ー シ ョン13セ ッ トで あ り,次 に 教 育 用3セ ッ トが つ づ い て い る。

第3・7表 用途別国産ミニ ・コンピュータ実動状況

(日本電子計算機㈱調べ)

;モ ー ト'ス テ ー シ ヨニ

計 測 試 験

写 植

動 検 査 分 析

… 数1金 額(百 万円)

';1

4.専 用機 実動状況

JECCで は,汎 用 コン ピュー タ,ミ ニ ・コン ピュー タの ほかに,こ れ らの いず れに

も属 さない専用機 を別枠 で集計 して い る。 専用機 とは,『 特定業務 の ために設計 され,

か つ,完 全 に単一 の作 業だ けで処理 す る もの』 と定 義 されて い る。

その実動 状況 を示 した もの が第3.8,3.9表 で あ る。現在 実動 して い る専用 機は61セ

ッ ト,6,664百 万 円で,1年 前 の39セ ッ ト,46億 円か らそれ ぞれ22セ ッ ト,21億 円増加

してい る。 外 国製 の専用機 は,わ が 国で はほ とん ど使 われて いない。 この1年 間に増加

した専用機 は,放 送番組 自動 切換用11セ ッ ト,料 金計 算用4セ ッ ト,シ ミュレー シ 。ン

な どの研究 用4セ ッ ト,電 力経 済負荷 配分用3セ ッ ト,合 計22セ ッ トで放 送番組 自動切

換 用 の増加 が大 きい。
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(1969年9月 末現在)

(日本電子計算機㈱調べ)

納 入 業 種

政府関係機関

放 送

政 府

電 力

大 学

地方公共体

運 輸

保 険

電 気 機 械

セ ッ ト 数

20

21

4

5

4

3

1

1

2

金 額

(百万円)

4,208

846

93

823

86

230

80

235

59

1セ ッ ト当 り金 額

(百万 円)

210

40

23

164

21

76

80

235

29

合 計1 61 6,664 } 109

第3.9表 用途別国産専用機実動状況 (1969年9月 末現在)

(日本電子計算機㈱調べ)

用 途

放 送 番 組 自 動 切 換

料 金 計 算

操 車 場 自 動 制 御

シミュレーションなどの研究用

水 門 自 動 制 御

電 力 経 済 負 荷 配 分 用

座 席 予 約

計 数 制 御 用

手 書 文 字 読 取 用

大 気 汚 染 管 理 用

ビ ル 制 御 用

セ ツ 小 数

21

12

4

9

4

5

2

1

1

1

1

金 額

(百万円)

846

3,564

490

219

159

823

160

15

58

91

235

、セ。ト当り金額i

(百万円)i

40

297

122

24

39

164

80

15

58

91

235

合 計 61 1 6,664 i 109

5.工 業 用 コ ン ビ ュ ー一夕の 利 用 状 況

日本電子工 業振興 協会 で は;昨 年,わ が国に おけ る工業 用 コン ピュー タの利用状 況調

査 をま とめ た。 この調査 に よ る と,1968年 末 で実 動 中の コン ピュー タは,推 定530台,

この うち456台(86%)が 国産機,74台(14%)が 外 国機 とな ってい る。
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国産 メー カーには富士 電機,富 士通,日 立製 作所,北 辰 電機,松 下通信工 業 ,三 菱電

機,日 本 電気,沖 電 気,島 津製作 所,東 京 芝浦電 気,安 川 電機,横 河電機 の12社 が,外

国 メー カー(日 本 への輸 出)に はCDC,DEC,GE,IBM,XDS(も とのSD

S)の5社 が あ る。

外 国機 の設 置年 は不 明で あ るが,同 協 会 が推 定 した国産 業 の年度 別設置 数は,1960年

6,61年18,62年19,63年32,64年34,65年59,66年56,67年100,68年132セ ッ ト
、とな

ってい る6

産業別 設 置数 を実 動数 の多 い順 位 か らあ げ ると,鉄 鋼125,電 力54,化 学41,官 公庁

40,大 学29,石 油化 学 ・ゴム25,メ ー カー 自社用24,精 油22,電 気機械20 ,放 送 ・通信

17,鉄 道 ・船舶 交通17,自 動車16,水 道10,非 鉄金 属9,一 般 機械8,織 物5,製 紙4,

食 料品4,窯 業4,ビ ル空 調3,病 院2,そ の他22と な ってお り,プ ロセス工業 が上位

を 占 めてい る。
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第2章 コ ン ピュー タ利 用 の 現 状

■

一 当協会 コンピュー タ利用状況調査 よ り

当協会 では,わ が国 の コ ンピ ュー タ ・ユ ーザー(国 産機 ・外国機 と も)で あ る民 間企

業(計 算受 託企業 をふ くむ),官 公庁,商 工経済 団体,農 協 な ど930社 ,70事 業体 に対 し

て,1969年9月 末現在 を調 査時点 とす る 「コン ピュー タ利用状 況」 の アンケ ー ト調 査表

を発送 し,345票 め有効 回答(回 収率34.5%)を 得 た。本 章 は同調査 の集計 結果 に基 づ

い た,わ が国 にお け るコン ピ ュー タ利用 の現状 で あ る
。 な お同調 査 め詳 細 は,巻 末 付属

資料 に収録 してあ る。

1.ハ ー ドウ ェ ア使 用 状 況

A・ 月間?ン タル料投資規模別使用状況

第3.10表 月間レンタル料投資規模別回収ユーザー数

`

レ ン タ ル ∋ 売 価 換 算 ト ザー数1 %1 %

2,225万 円 以 上1… 億 ・ 以 上1 281 ・・1 6.5

555万 脳 一・225万 円未満1・ ・億 円以上 一 ・・馴 未満} ggl ・…1 28.0

88万 円以上～ 555万味 川 ・… 万円以上一・・億円繍1 ・481 ・司 48.7

22万 円以上～ 88万円未⇒ ・…b万 ・以上一・… 万・緬1
3・[ ・…1 13.4

22万 円 未
⇒ ・・… 万 ・ 未 ∋ ・1 ・・1 3.4

一

合 計ll ・・21 ・…1 100.0

無 記 川1 331 1 一

一

(注)1・ コン ビ・一 夕端 数 セ ・ ト使 用 して い て も,そ れ に関 係 な くユ ーt・'一一と して ・・一 ドウ 。アに 、カ月

レ ンタル 料(ま た は減 価 償却 費)に 換 算 し て,い く らを投 資 して い るか を 表 わす 。

2.無 記 入 に つ い て は該 当項 目の み に 回答 を よせ な か った ユ ー ザー 数
。
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表3.10のEDPS投 資 規 模 別 回 収 ユ ー ザ ー数 を み る と,月 額 レン タ ル88万 ～555万 円 未

満 の い わ ゆ る中型 シ ス テ ム を利 用 して い る ユ ー ザ ーが47.3%で 最 も多 く,そ の 比 率 は 前

年 の48.7%と ほ ぼ 同率 を保 っ て い る。555万 ～2,225万 円 未 満(大 型)の ユ ー ザ ー が28.8

%(前 年28.0%),2,225万 円 以 上(超 大 型)の ク ラ ス は8.1%(前 年6.5%)で,い ず れ も前
前

年 よ り比 率 は増大 して い る。小型(22万 ～88万 円未満)の ユ ーザーは10.2%(前 年13.4%),

超小 型(22万 円未 満)の ユ ーザーはO.6%(前 年3.4%)で いずれ も前 年 よ り減少 して い る。

また付 属 資料 で導 入後経 過年 数 と投 資規模別 の関 係 をみ る と,導 入後経 過年 数が長 く

なれ ば,そ れ に応 じて レンタル料投 資規模 も大 きくな る傾 向が あ る。

B.型 別保有 セ ッ ト数状況

使用 して い るハ ー ドウ ェアの型別 保有 セ ッ ト数 か らみ ると第3.11表 の とお りで,回 答

企業345ユ ーザ ーの1社 あた り保有 セ ッ ト数 は全産 業平均2.8セ ッ トで前 年 の2.3セ ッ

トよ り増加 して い る。第2次 産 業 は平 均3.2セ ッ トで,前 年 の2.6セ ッ トよ り増 加 し,

第3次 産業 は平 均2.6セ ッ トで前 年 の2.2セ ッ トに比較 して やや増加 してい る。 政府,

団 体 な どは平 均1.8セ ッ トで前年 よ り0.2セ ッ ト増 加 したにす ぎない。

1社 あた り保 有 セ ッ ト数 を産i業別 に みれば最 も保 有 セ ッ ト数 の多 いの は,鉄 鋼 で平 均

11.5セ ッ ト,つ いで輸送 用機 器(4.0セ ッ ト),繊 維(3.9セ ッ ト),電 気機器(3.5セ ッ

ト),金 融機 関(3.2セ ッ ト)の 順 で あ る。

C.コ ン ピ ュ ー タ の 運 用 経 費

全 産業1企 業 あた りEDPS運 用費 につい て は総額 に して2,133万9,300円,前 年 よ

り(1,244万 円)1.72倍 で あ り,実 動 セ ッ ト数 は1968年 の4,171セ ッ トか ら5,601セ ッ

トす なわ ち,34%増 加 して い るか ら1セ ッ トあ た り運用 費 は28%増 加 した ことに な る。

EDPS運 用 費の構成 をみ る と,全 産業 で人件 費 は25.9%で,前 年(24.4%)に 比 べ

て,1.5%増 加 してい る。

機 械 レン タル料 の占 め る比 率 は39.1%で あ って,前 年(48.4%)に 比 べ て大 きく減 少 し

てい る。 その理 由は,産 業全体 に わた って人件 費(1.5%増),機 械 償却 費(0.5%増),保

守 ・保 険費(2.3%増),委 託計 算費(2.1%増),さ ん孔 ・検 孔費(1.2%増),回 線 使用料 ・



第3.11表 産業別月間レンタル料投資規模別型別保有セット数分布 単 位:セ ッ ト数

一.型 別
産業・投資規模　
項 目

第

次

産

業

第

次

産

業

そ
の
他
の
産
業

2,225万 円以 上

555万 ～2,225万 円未 満

88万 ～555万 円 未満
22万 ～88万 円未 満

22万 円 未 満

無 記 入

合 計

2,225万 円 以.ヒ

555万 ～2,225万 円未 満

88万 ～555万 円 未 満

22万 ～88万 円 未 満

22万 円未 満

無 記 入

合 計

2,225万 円 以上

555万 ～2,225万 円未 満

88万 ～555万 円未 満

22万 ～88万 円未 満

22万 円未 満

無 記 入

合 計

全 産 業 合 計

代

表

産

業

繊 維

化 学 ・ 石 油

鉄

電 気

銅

機 器

輸 送 用 機 器

卸 小 売 ・ 商 事

金

保

融

険
計 算 受 託 業

超 大 型

纂業1‡劃昔
1

1

1

1

1.0

1.0

大 型

姦業1‡薮儲
11

32

3

64
34

3

5.8
1.1

1.0

中 型

㊨葉隠 閨
12

38

69

9

91

95

78

18

7.6

2.5

1.1

2.0

小 型

姦葉隠1諸
5

15

8

11

3

17

26

10

21

8

3.4

1.7

1.25

1.9

2.7

超 小 型

㊨葉隠1諸
1

3

4

2

2

2

]

12

11

4

4

3

1.0

4.0

2.8

2.0

2.0

1.5

ミ ニ ・コ ン

{i業}‡薮1鵠

1 12 12.0

合 計

姦業1㍑鵠
30

54

70
12

2

13

174

168

111
25

4

32

5.8

3.1

1.6
2.1

2.0

2.5

無記入
企業数

0

1

1

0

0

0

回 収
企業数

221・ …61… 国 ・281・821…142|・ ・1・・95j・41351…1,i・2i…1・62i・ ・43・ ・

]2

55

71

]2

2

13

4

・i・65

9 2.3 11

28

2

31

37

19

2.8

1.3

9.5

12

22

67
2

14

44

38

74
2

22

3.7

1.7

1.1
1.0

1.6

4

5

20
18

5

ユ5

32

30

20

5

3.8

6.4

L5

1.1

1.0

2

2

1

7

8

1

3.5

4.0

1.0

・U…14187i…1・ ・711・・1…1521・ ・21…1516国

14

35

69

19

18

99
114

112

23

7.0

3.3
1.6

1.2

462.7

0

0

ユ

0

2

14

35

70

19

19

1

15513961…

1 1.0

・1157

2

6

3

8

1.5231.5

1.3581.6

661.0

2

1
1

4

6

1
1

4

3.0

1.0
1.0

1.'0

2

9

7

4

12

18

7

4

6.0

2。0

1.0

1.0

0
0

0

0

0

0

2

9

7

4
0

0

・111・ ・国1・11:4i3i・7i1・ ・1・11211・ ・} 221・ ・1…

・}・2…195[・99国158i4791…1・ ・21196…1191・ ・1・…112メ3919491・ ・1

・1 22

1

1

1

1

1

4

1.0

1.0

4.0

・1345

4

12

4

4

6

8

11

5

4

5

12

31

4

16

9

42

6

7

1.25

1.0

7.8

1.0

2.7

1.1

3.8

1.2

1.8

3

31

8

18

12

29

17

7

29

3

52

48

58

34

40

27

11

56

1.0

1.7

6.0

3.2

2.8

1.4

1.6

1.6

2.0

5

5

2

12

2

12

7

14.
|

8

5

13

23

5

46

7

16

1.6

1.0

7.5

1.9

2.5

3.8

1.0

1.1

1

3

1

3

4

9

4

6

1

1.5

9.0

1.3

2.0

1.0

3.8

7

39

8

26

27

72

92

92

1456

43117

2580

817

3879

3.9

1.9

11.5

3.5

4.0

2.7

3.2

2.1

2.1

0

1

0

0

0

0

1

0

2

7

40

8

26

14

43

26

8

40

(注)そ の他の産業の場合企業数欄に書かれている数字は事業体数を意味する
,

ロ

榔

u

Y

P

|
、

蟄

θ

巴



第3.12表 産業別レンタル料別投資規模別月間EDPS運 用費構成 単位 千円

区分 ・回答数

機 械人 件 費
レンタル料警却購 鄭曙 賢鄭 プ リント 委 託 さ ん 孔

用 紙 費 計 算 費 検 孔 費

産
第2次 産 業

(152123)藷1(》 §膓:6) (9932:8)1(924.3514.0)1(駕!:8) (311.5296.0){(2》8:6)1
850.9

(625.0) (S§9:9)1
301.5
(150.0)

%1 (ll:1)【 (50.550.2)1(5.14.5)12.8(1.4) 1.7
(2.6)

業 第3次 産 業 {;9)藷1(92b8:8)1
7383.02553.9
(6866.0)(1448.0) H8§:6)1

2.0

(3.7) (1:1)1(;:()1
1.7
(1.3)

(269:8)1
%1 (劉 (ll:;)19.7(10.0) 4.5

(1.3)

(979.9434.0)1
1337.8

(580.0)

1449.2

(203.0)

1422.1

(584.0)

(;:1)1(1:1)1(1:;)1(1:1)1

回線使用
料
そ の 他

合 計

(§;}:6)1(E85量:6)

別
その他の産業

(…Z)藷18亨8`:8)1 (8806.63583、0)1 {;}:1)1(瓢

(5.43.2)1
2059.8
(292.0)

(5.44.0)1

100.0

(100.0)
26257.7

(14493.0)

(;:1)1

前年比

1.59

1.81

(}88:8)1
(》88:8)1 (283.6940.0)1(615.8556.0)1lll:6)1i瓢 2圭:9){9習;:⑪) 1.83

%1 (ll:…)1 (1;:1)1(11⑪)1
0.3

(0.5) (;:1)1(、;:;)1 (捌 (1.50.4)1(4.30.7)1(;:1)1(}8⑪:⑪)1

E
D
P
S
投
資
規
模
別

つ
ン

タ
ル

料
)

2,225万 円 以上

28

(13)
金23144.545525.94674.2'1255.9

額(11298.0)(36906.0)(6802.0)(561.0)

1915.9
(1543.0)

2098.65043.96508.05886.33737.699790.81 .51(2392
.0)(2995.0)(1222.0)(1164.0)(1286.0)(66171.0)

23.245.64.71.3%

(17.1)(55.8)(10.3)(0.8)

1.9
(2.3)

2.15.16.55.93.7100.0
(3.6)(4.5)(1.8)(1.8)(1.9)(100.0)

555万 円 以上

2,225万 円未 満

99
(69)

金8477.09350.23015.91190.6

額(5084.0)(9441.0)(1344.0)(351.0)

325.6
(604.0)

1175.71418.1694.4691.53070.829409.81 .44(789
.0)(1161.0)(341.0)(724.0)(585.0)(20429.0)

28,831,810.34.0%

(24.9)(46.2)(6.4)(1.7)・

1.1

(3.0)

4.04.82.42.410.4100.0
(3.9)(5.7)(1.7)(3.5)(2.9)(100.0)

88万 円以上

555万 円米満

148

(114)
金1463.0'2533.2198.1173.4

額(1776.0)(2444.0)(197.0)(57.0)

178.8
(150.0)

149.9284.4117.9115.1168.95382.71
.00(186

.0)(185楡0)(145.0)(97.0)(148.0)(5389.0)

27.247.23.73.2%

(33.0)(45.3)(3.7)(1.1)

3.3
(2.8)

2.85.32.22.13.1100.0

(3.5)(3吟4)(2.7)(1.8)(2.8)(100.0)

22万 円以上

88万 円未満

35
(34) ⑫(498.6373.0)(茸9!:言)(駕9:ぎ)(壬 §:8)1(2{:8) {;:8)鴉;:1)2:;){;;:8)18;:1)(1!;1:1)・ …

%(26.633 .8)(器:9){6:§)1(…:》)
5.1
(3.7)

2.25.70.86.53.6100.0
(0.8)(3.5)(0.2)(2.4)(1.1)(100.0)

22万 円 未 満.

2

(5)
金272.0182.503.0

額(163.0)(107。0)(23.0)(7.0)

7.0

(12.0)

0・12.011.009.5497.01
.40(0)(12

.0)(0)(0)(30.0)(355.0)

54,736,700.7%

(46.0)(30.1)(6.6)(2.0)

1.4

(3.4)

02.42.201.9100.0

(0)(3.4)(0)(0)(8.5)(100.0)

合 言十
(999)藷1(99;il:6)1 (8322.16071.0)169》:9)1(19{:9)1(376.6342.0)1(629.1456.0)1}:6》:9)1(;99:9)}(塁;:言)1 漂:;)1濃:1)1・ …

%1 25.9
(24.4)

39.1
(48.4)

7.4

(7.1)
3.6
(1.3)

1.8

(2.8) (2.93.7)1(1:1)1
4.0

(1.9)

3.8
(2.6) (1:1)1100.0(100.0)

回 収 合 ∋345 | [ 1 1
セ

1

」_、 1 J } |
} E 1

(注) 1.

2.

3.

EDPS投 資規模はEDPSに 対す る月間レンタル料投資規模

カッコ内は前年実績

回収合計345の うち無記入は33で ある。

鵠

ω

u

k'

b

|

ve

蟄

θ
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第3.13表 ・周 辺 機 器 の ハ ー ドウェ アに 対す る 比率(金 額 換 算)

1968年9月

1969年8月

30%未 満

社 司%

102

105

44.3

41.5

30%以 上60%未 満

社 司%

76

89

33.0

35.2

60%以 上

社 司%

5222.6

5923.3

合 計

社 数1%

230

253

100.0

100.0

無回答

社 数

115

92

その他(4.1%増)の 各 費用項 目の比率 が増 した こ とに よ るた めで あ る。と くに,第2次 産業

の 回線 使用 料 その他 は前 年 の わずか2%が 今 回の調査 で は7.8%と 著 し く増加 してい る。

型別EDPS運 用 費 の構 成 をみれ ば人件 費 は超大 型,大 型,超 小 型 ユ ーザーに おいて

は減少 して い る。 機械 レンタル料 に ついて は,中 型,超 小 型 ユ ーザーに おいて前 年 よ り

増 加 してい るが,超 大型,大 型,小 型 ユーザ ーに おいて は減少 してい る。 通信 回線使用 料,

その他 では超小型 ユーザ ーを 除い たすべて の レベルの ユーザ ーは費用 を増加 させ てい る。

D.周 辺 装 置 の 占 め る 割 合

現在使 用 して い るハー ドウ ェア ・シス テムの総価格 に 占め る周辺 機器 の構 成比 が60%

以 上の社 は,前 年 の22.6%か ら23.3%に 上昇 してい るが,第3.13表 にみ るよ うに1969年

9月 現 在 でみれ ば,構 成 比 の小 さい企 業ほ ど数が多 い ことが 明 らか にみて とれ る。

E.コ ン ピ ュ ー タ の 月 間 使 用 時 間

コンピ ュー タの使用 時 間 は,前 年 に くらべ急速 に増加 してい る。第2次 産業 お よび第

3次 産i業で は・ いず れ も平 均59時 間余 りふ えて い るが・政 府,団 体 関係 は3.1時 間 とほ

とん ど変 りが ない。 第3・14表 コンピュータの平均使用時間(月 間)

また200時 間未 満(1日8時 間以内)の

もの は,全 体 の15.1%に す ぎず,350～500

時間(1日2直 以上)が24.4%,500時 間

以上(1日3直)が14.8%に 達 して お り,

コン ピュータの効 率的使 用 をめ ざすユ ーザ

ーがふ えてい る ことを示 してい る
。

200時 間 未 満

200以 上 ～250〃 〃

250以 上 ～300〃 〃

300以 上 ～350〃 〃

350以 上 ～400〃 〃

400以 上 ～450〃 〃

450以 上 ～500〃 〃

500時 間 以 上

社 ∋%

52

53

51

38

40

30

ユ4

51

15.8

16.1

15.5

11.6

12.2

9.1

4.3

15.5'

計

回

32・1・ ・…

無 答 「 ・61 4.6
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第3.15表 産業別コンピュータの平均使用時間(月 間)

1社 司 轍 購 間/月 巨 ・く前年1酬 寺間

第2次 産 業

第3次 産 業

そ の 他 の 産 業

159

148

22

329.7

322.4

251.3

270.6

262.9

248.2

59.1

59.5

3.1

全 産 業1…1 322・ ・1265・ ・157・ ・

2.コ ン ピ ュ ー タ部 門 の運 営 に つ い て

A.勤 務状況

第3.16表 交 替 勤 務 制 の 有 無 ・

XR

.S-tsva有 川 な ・li合 計

産

業

別

コ

ン
ピ
ユ

]
タ

導
入
後
経
過
年

1数

第 二 次 産 業

第 三 次 産 業

そ の 他 の 産 業

合 計

1年 未 満

1年 ～3年 未 満

3年 ～5年 未 満

5年 ～10年 未 満

10年 以:i

61

(37.0)

56

(35.4)

2

(9.1)

119

(34.5)

2

(8.7)

24

(28.2)

34

(34.3)

50

(40.7)

9

(60。0)

104
(63.0)

102

(64.6)

20

(91.9)

226

(65.5)

21

(91.3)

61

(71.8)

65
(65.7)

73

(59.3)

6

(40.0)

165
(100.0)

158

(100.0)

22

(100.0)

345

(100.0)

23
(]00.0)

85
(100.0)

99
(100.0)

123

(100.0)

15

(100.0)

第3.17表 交 替 勤 務.の 内 容

已 数1%1前 年%

交醐 務をしてい・い1 ・1・5・ ・1 .73・・

2

3

時

置 制

直 制

差 出 勤

42

27

50

12.2

7.8

14.5

10.1

3.8

12.3

計
13451・ …1・ ・…
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交替勤務 制 を とってい る もの の比 率 は34.5%と 前年(26.2%)に く らべ相 当増 加 して

い るが,ま だ交替 制の な い ところが多い。

2直 制,3直 制,時 差 出勤 制 といつれ も前年 の比率 を大 幅 に上 回 ってい る。

月 間就業 日数 を25日 と して,1日 の残業 時 間が1時 間以下(月20時 間未 満)が25.2%,

1～2時 間(月20～50時 間未満)が50.9%で 大 半 を占め る。1日3時 間以 上1月80時 間

以 上)は2.9%に す ぎな い 。

第3.18表 平 均 残 業 時 間

∈ ∋%
月20時 間 未 満

20～50時 間 〃

50～80〃 〃

80時 間 以 上

無 記 入

87

176

49

10

23

25.2

50.9

14.2

2.9

6.7

計 345i・ …

B.要 員の採用

コン ピ ュー タ要員 の採用 は,新 規 採用 が最 も多 く,上 級 専門職 に な るほ ど社 内の配転

に よる ものが多 い。 社 外か らの経 験者 の補充 は ま だ少 な い。 新規採用 の比率 は,パ ンチ

ャー72.4%,オ ペ レー タ65.7%,プ ログ ラマ56.6%,シ ステ ムズ ・エ ン ジニア46 .2%で

あ る。 、

社 内 の 配 転 に よ る比 率 は,パ ン チ ャー18.5%,オ ペ レー タ30.4%,プ ロ グ ラ マ37.7%,

シ ス テ ム ズ ・エ ン ジ ニ ア48.7%と 上 級 専 門 職 に な るほ ど パ ー セ ン テ ィ ジが 高 くな る
。 社

外 か6の 採 用 は,パ ン チ ャー8.1%,オ ペ レー タ6.9%,プ ロ グ ラマ5.9%,シ ス テ ム ズ

・エ ン ジ ニ ア5 .1%と 上 級 に な るほ ど比 率 は 低1く な る。 こ の うち経 験 は,パ ン チ ャー1 .9

%,オ ペ レー タ1.4%,プ ログ ラマ2.9%,シ ステ ムズ ・エ ン ジニ ア3.1%と,い ずれ も

きわ めて低 く・要 員 の流動性 は まだ小 さいが上級専 門職 に な るほ ど社 外 か らの採用 が多

くな る傾 向が あ る。(第3.19表)

C.要 員 数

業 種別 に コジ ピ ュー タ部 門 の要 員数 をみ ると,第2次 産業平均60.5人,第3次 産業



第3.19表 産 業 別 コ ン ピ ュ ー タ 要 員 の 確 保 ()内%

1パ ン チ 。-1オ ペ レ ー タ1プ ・ グ ラ マ1シ ステ ムズ ・エ ン ジニ ア

第

次

産

業

第

次

産

業

そ

の

他

の

産

業

全

産

業

新 規 学卒 の採 用
大 学
高 校
その他の学校

社 内 で の 配 置 転 換

社 外 か らの 採 用
経 験 者
未 経 験 者
パー トタイマー

合 計

新 規 学卒 の 採用
大 学
高 校
その他の学校

社 内 で の 配 置 転 換

社 外 か らの 採 用

経 験 者
未 経 験 者
パー トタイマー

合 計

新規 学卒 の 採用
大 学
高 校
その他の学校

社 内 で の 配 置 転 換

社 外 か ら の 採 用
経 験 者
未 経 験 者
パー トタイマー

合 計

新 規学 卒 の採 用
大 学
高 校
その他の学校

社 内 で の 配 置 転 換

社 外 か らの 採 用

経 験 者
未 経 験 者
パー トタイマー

合 計

6名(0.2)

2,560(71.0)

187(5.2)

529(14.6)

49(1.4)
267(7.4)
7(0.2)

92(5.5)
1,030(61.3)
61(3.6)

384(22.9)

18(1.1)

84(5・0)

10(0.6)

631(23.7)
998(37.4)
70(2.6)

400(28.0)
361(25.3)

'2(O .2)

846(3・ ・7)1 593(41.5)

54'(2.0)
69(2.6)
1(0.0)

42(2.9)

30(2.1)
0(0.0)

3,・ ・5(1・ ・…1・ ・679・ ・・・…12・669・ ・・…)1・ ・428(・ ・…)

15(O.6)
1,663(63.4)

80(3.0)

620(23.6)

74(2.8)
167(6.4)
6(0.2)

96(7.3)
534(40.6)
52(3.9)

533(40.5)

27(2.1)
74(5.6)
0(0.0)

367(20.3)
437(24.2)
54(3.0)

806(44.6)

72(3.9)
73(4.0)
0(0.0)

145(18.9)
83(10.8)
7(0.9)

495(64.6)

23(3.0)
14(1.8)
0(0.0)

2,625(・ ・・…11・316(1・ …{・ …9(1・ …)1 767(100.0)

2(1.1)
141(80.6)
2(1.1)

21(12.0)

7(4.0)
1(0.6)
1(0.6)

175(100.0)

23(0.4)
4,212(67.7)
269(4.3)

1,152・(18,5)

115(1.9)
435(7.0)
14(0.2)

12(6.9)
93(53.7)
2(1.2)

20(14.5)
34(24.6)
0(0.0)

66(38・2)1 83(60.2)

0・(0.0)

0(0.0)

0(0.0)

0(0.0)

1(0.7)
0(0.0)

22(25.9)
10(11.7)
0(0.0)

51(60.0)

173(100.0)

189(6.3)
1,593(52.6)
115(3.8)

922(30.4)

41(1.4)
158(5.2)
10(0.3)

2(2.4)
0(0.0)
0(0.0)

138(・ ・…)1 85(100.0)

981(22.9)
1,315(30.7)
118(2.8)

1,619(37.7)

126(2.9)
128(3.0)
1(0.0)

557(25.5)
444(20.3)
9(0.4)

1,066(48.7)

67(3.1)
44(2.0)

'0(0
.0)

6・22・(・ ・…)13・ ・28(・ ・…)14・288(・ ・…)12,・87(・ ・…)

(注)大 学には大学院をふくむ

8

ω

会u

μ

|

〉

望

θ
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第3.20表 産業別各業種あたりコンピュータ部門要員数

97

1鉱 業

2建 設

3食 品

4繊 維

5紙 ・・ パ ル プ

6出 版 ・ 印 刷

7化 学 ・ 石 油

8窯 業 ・ 土 石

9鉄 鋼

10非 鉄 金 属

11機 械

12電 気 機 器

13輸 送 用 機 器

14精 密 機 器

15そ の 他 製 造 業

平 均

庶務その他

男

合

女

計

オ ペ レ ー タ

男

合

女

計

キ ー
パ ン チ ャ

男

合

女

計

0・r!
51・Ol2・5!53・Ol

0.213.0
3.2

O・3

1!61・3|

4・占!}o・01

0.OlO.5
0.5
0・1!
51・Sl

1.014.8
5.8
1・;!≠1・81

1・8

1!sO・Ol

0.Ol9.5
9.5

プ ログ ラ マ

男

合

女

計

シ ス テ ム ズ ・
エ ン ジ ニ ア

男

食

女

計

17・ ち!50・Ol

8.51'0.0
8.5

管 理 者'

男

合

女

計

合 計

弱

含

女

計

12・ 膓!50・01

21,5113.5
35.0

0・亀!
28・217・6!83・414・ ㌔!40・0巴!80・Ol

3・覧!
31・5【o・6i49・41'・1!60・211・6!80・21

13・㍊!
91・61

4・㌔i
。'・51

o£
、!ξ2・3138』、!。3・6115・昆!30・o

0・も

.。9・Ol7・ 膓!52・Ol

5.0|0.0
5.0

0・朋
51・010・ 亀!。3・Ol2・ 亀!。0・Ol

6・毛!
31・81

0σOl16.1

16.1

13.011.6
14.6

0.SlO.0
0.5

1`・ 毛!,0・5

2.110.0
2.1

1
4.010.0
4.0

15.6114.6
30.2
9.2112.6
1 21.8
75.1137.5
1 112.6

L雪1
50・Ol

18.5113.0
31.5

10・5!50・Ol
3.310.0
3.3

2・t!
22・4jo・ 昆!剖10・ 』!60・8ド ・t!40・ol

3・』!;7・9147書
1!72・81138、!99・gl81・ 畠i～1・8|

O.OI2.0
2.0

4.411.4
1 5.8

Lも!;4・5110・ 畏
.64・0

L313.7
5.0
1.Ol5.1
6.1

0.211.2
1.4

14・ 亀!31・7
10.713.1
13.8
2.710.3
3.0

0・膓!
66・81
4.511.0
5.5

1・ち!
76・31
8.11L8
9.9

lO.Ol10.110.1
ぽiξ1・7

111・i4!43・3

2.3|0.0
2.3

20・品!
。O・Ol12・580・0

16・t!90・4

132・L!82・7110・io.sO・7

i2・ 膓i90'0

3.515.5
9.0

129創.324・3
23.2120.3
1 43.5
1179謝.112・4
24.9117.2
42.1

7・膓!
,O・OI
62.5163.6
126.1

lo・;!当8・ 品!31・8110・ 品i30・3i4・ ～!,o・oi

1即7・7122・ 昆!62・7

9.3|0.0
9.3

28.6【22.9

51.5

1`・1!91・41

49.4150.0
99.4

lo・ 亀!38・3[4・ 膓!70・oド ・5!50・011・1!20・ 叶

10.319.8
20.1

1鵯0・`|12・ 昆!80・314・ 膓!80・Oi2・ 亀!。O・O[

24.6118.6
43.2

iO・易!ぞ2・3115・i7!42・317・ も!10・314・ ～i30・11

37.4【23.1

60.5

第 、皿 次 産 業

16卸 小 売 ・商 事

17金 融

18保 険

19証 券

20不 動 産.

21運 輸 ・通 信 ・報 道

22電 力 ・ ガ ス

23計 算 受 託 業

24サ ー ビ ス 業

平 均

0・61
36・71

3ユ12.1

5、2

.3・も!;1・91'1・畠]28・21

3・湿5・11'2・ 昆

.62・01

4・糺9・Ol21・ 墓!。1・Sl

0・㌔!
55・0|3・5!52・Ol

o・亀1
41・815・t!20・81

5・も!
22・7119・糺o・71

3・㌔1
44・3隅!、1・41

0・ム!ナ4・618・ も1
61・41

0・も!;9・91

0・班7・11

0・盟7・41

0・鵠3叶

0台 目1・11

0・晶!』8・31

0.1129.9
30.0

22・占!
、2・Ol

14・ε!93・31

16・翻

81・Ol

4・㌔!
。0・「

10・i

l!60・81

16・P

,!,0・21

14・昆!

41・61

1・亀!
。2・Ol`・ ↑!60・SlO・ 品!膓0・7i7・ ち!80・51

2.116.5
8.6 ls・ 菩!52・710・ 釦!ξo・叩3・6.91・s

5.410.0
5.4

2.510.O
l 2.5 1'g・lt.,24・8

9・糺0・417・1!
40・11
53.4142.5
95.9

8・も!
20・316・1!30・0[

45.5147.8
93.3

5・1!
20・Ol6・ 宅!20・Ol

53.8129.2
83.0

L1!
。0・0巴!50・Ol

4・6!
60・0

11.Ol21.0
32.0

3・6!
20・Ol

24.6「14.5

39.1

9・も!
80・019・ も!70・31

60.Ol32.2
92.2

6・膓!
20・Sl3・ 亀170・11

40.0137.8
77.8

3・1!
40・212・ ～!70・Ol

20.0124、2

44.2

6・駕!
80・21
4.210.1
4,3

35.2131.5
1 66.7

`

;

!

そ の ・ 他

全

法 人 団 体 農 協

政 府 関 係 機 関

政

地 方 公 共 団 体

平 均

'1・(膓!
86・21

1・ 昆!

、5・31,

2.8【0.0

2.8

9.2・12.0

11.2

lO・ 隅!68・6門121・416・1!20・014・ ㌔!。0・21

1
0.0113.7
13.7 16・ ～!20・7

3・2!

02・3110・ □oo・310・(も!,8・3,110・ 品160・3

1・も!
51・61

3.413.8
.2

7・亀㌧0・91

17・ も!30・9

0・隅!
。7・Ol

O.Ol9.4
1 9.4

4・㌦!
60・Ol

16・ 宅!70謁

1
2.710.0

2.7

14・1!。0・7

11・ ㍗70・0

21.6116.4
38.0

12'・l!.,2'・7

12・(2!oo・01
3・6!
70・'12・ 》!10・Ol

14・W1
2.610.O
l 2.6

11・ も!、6・218・糺2・110・ 会!トo・7113・昆!61・817・1!20・2巴!20・11

31.0111.9
42.9
19.819.6
29.4

}23・19.,'4・7

35.6131.1
66.7

十

`

1

1

1

!

、
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66.7人,そ の 他38.3人 で,政 府 ・団 体 関 係 の要 員 が 極 めて 少 な い。 職 種 別 に み る と,比

率 は パ ン チ ャが 一 番 多 く,つ い で プ ロ グ ラ マ,庶 務,SE,管 理 者 の 順 とな っ て お り,

そ の 比 率 は,4:3:2:1.5:1と な って い る。

男 女 別 に み る と,キ ー パ ンチ ャー と庶 務 以 外 に は 女 性 が 少 な い 。

業 種 別 に要 員 数 の 多 い もの をみ る と,鉄 鋼(一 社 平 均292.2人)機 械(同126.1人),

繊 維(同112.6人),輸 送 用 機 器(同99.4人),金 融(同95.9人),保 険(同93.3人)の 順

と な って い る。(第3.20表)

D.平 均 賃 金

各職種 とも賃金 は前 年 に比べ着 実 に上昇(平 均5,000円 ～8,000P])し てい る平 均年令

は キーパ ンチ ャ20～21才,オ ペ レー タ23～24才,プ ログラマ25～27才,SE31～33才 で,

前 年 とほ とん ど変化 は ないが,平 均賃金 は何 れ も著 し く上昇 してお り,と くに オ レベー

タの賃金 が プ ログ ラマに近 づい てい る。

賃金 は,キ ーパ ンチ ャを1と すれ ば,オ ペ レー タは1.3～1.5,プ ログラマは1.6～1.65,

SEは2.2～2.3の 比 率に な ってい る。

業種別 に み る と,最 も待 遇 の よいのは金融 関係 で,他 業種 よ り高 い。最 も低 いの は計

算 受託 業で あ る。 つい で卸 小売,商 事,輸 送用機器 が並 んで いる。 職務手 当 をつ けてい

る ものは まだ少 ない。比率 は昨年 とほ ぼ同 じであ る。(付 属 資料第12表 参 照)

E.教 育 問 題

第3.21表 に よって 「要員 につ い て困 ってい るこ と」 をみ る と,「 教 育 に手 間が かか

る」(14.8%)「 忙 し くて教 え る時 間が とれ ない」(9.2%)の 比率 が,前 年に比 べ著

し く減少 し,各 企 業が教育 に留 意 して い る ことを示 してい る。

一 方3絶 対数 の不足(33 .6%)が 増加,と くにSE不 足 を訴 えて い る。 「地位,賃 金

の 問題」(15.5),「 勤務 時間 」(11.0%)と 労 働条件 も問題 化 して きたが,と くに 「定着

率 が低 い」(8.0%)が 増 して い るのが注 目 され る。
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第3.21表 要員についての問題

∈ 数1%』 の%
教 育 に 手 間 が か か る

1

40 14.8 29.1

忙 しくて教育時間がとれぬ
1

25 9.2 22.9

絶 対 数 の 〆 足 62 33.6 29.1

(う.ちSE不 足)
有能な社員を他部門が離さ

(29) (11.0) 一

ない
一 一 14.5

地位 ・賃金 に 問題 あ り 42 15.4 一

勤務 時 間に 問題 あ り 30 11.0 一

定 着 率 が 低 い 22 8.0 1.8

そ の 他 21 8.0 2.5

計127・ … …1・ …

(注)()内 は内訳

3.コ ン ピ ュ ー タ部 門 の 別 法 人 化

1社 数1% 1社 数
し て い る

|

レ て い ない

無 記 入

16

212

117

4.6'

61.4

34.0}

労働 時間上 の 問題

賃'金 縁 系 上

その 他 の 組 合 対 策

スペシャリス トの採用

採 算 制 明 確 化
、

余 剰 時i間 販 売

関連企業の セ ン タ ー

情 報 産 業 へ 進 出

3

4

:=
1

3

i2
4

5

計13451・ …:

1

.

計1(注)・ ・

コン ピ ュー タ部 門 を別法 人化 して い るユ ーザー は未 だ数 が少 ない:そ の理 由は は
っ き

りした傾 向 を示 してい ないが採算 は とれ て い る。(第3 .22,3.23,3.24表 参照)

コン ピュー タ部 門 を別 法人 と してい る もの は4 .6%に す ぎず,そ の理 由 も,① 賃金体

系上 ② 関連 企業 の セ ンターに な るため,③ 情報 産業へ進 出 のた め な どで あ るが ,数

が少 な いので傾 向 はわか らない。

別法人化 している企業の うち採算が とれている企業が多 く(回 答16社 中11社)こ んご

独立 させ る企 業意志 の あ るが5.2%で あ る。
ミ

第3・22表 別法人化の有無 第3.23表 別法人化の理由

・(注)1社で2つ 以上の項

目に回答を記入され

ているので,合 計は

・6社・・え・・i

I
・1
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第3.24表 採算の状態

1社 数

とれて い る

とれていない

無 記 入

11

4

1

計1・6

第3.25表 独立させる意思の有無

已 数1%

あ り

な し

わか らな い

無 記 入

18

78

111

138

5.2

22.6

32.2

40.0

計13451・ …

4.利 用 効 果

第3.26表 にみ るとお りコン ピュ一一タ利用 の効果 を常 時測定 して い るユーザ ーはまだ少

な い。

利 用効果 を測 定 してい る企 業 は24.6%,行 な って いな い企i業は63.5%で,常 時効果測;

定 を行 な ってい る企 業 はまだ少 ない。

利用 効果 を金額 に換算 した場合,回 答企業50社 の うち年間1億 円以下 が最 も多 く27社,

1億 ～3億 円未 満が13社,10億 以上 と答 え た企 業は3社 にす ぎない。

第3.26表 利用効果の測定

巨 川%
測定している

して い な い

無 記 入

85

216

41

24.6

63.5

11.9

計13451・ …

第3.27表 利 用 効 果 の 金 額 換 算

1・ 億円 緬1・ 一・億・未砕 一・億円未満1・一・・億⇒ ・・馴 以上1計

第2次 産 業

第3次 産 業

そ の 他

20社

6

1

7社

5

1

3社

2 1

1

1社

2

31社

16

3

計 i 271 ・31 ・1 ・1 ・1・ ・
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5.適 用 業 務

付属 資料第18表 にみ るとお りコン ピュー タの適用 業務,利 用 水準 に は前年 と大 きな差

は 認 め られ ない。

1965年 か ら1969年 まで に コン ピュー タ化 した業務 の うち,最 も多 いの は営 業(19.3%)

人事,労 務(17.5%),経 理,財 務(16.2%),在 庫 管理(15.7%)の 順 で,こ れ は前年 と

全 く変 らな い。業務 処理 的 な もの と,計 画,予 測 的 な もの との割合 も,ほ ぼ同 じで あ る。

こん ご3年 間に コン ピュー タ化 した い もの につ いて も,経 理,財 務,在 庫管 理,と 順

位 は変 らず,生 産管理 を コン ピュー タ化 したい比率 が高 くな ってい る(前 年 は第5位)

こ とが注 目 され る。

6.プ ロ グ ラ ム開 発

ア プ リケ ー シ ョン ・フ。ロ グ ラ ムは,事 務 的 処 理 は もち ろん,最 適 化,ス ケ ジ ュー リン

グ か ら数 値 計 算 に至 るま で,自 社 開 発 が圧 倒 的 に 多 い。 サ ブ ・ル ー チ ン も,メ ー カー 依

存(10.4%)よ り 自社 開 発(28.1%)が 多 く,シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム(自 社11.9%,メ

ー カ ー依 存19.1%)言 語 フ。ロ グ ラ ム(自 社5.8%,メ ー カ ー依 存18.8%)だ け が,メ ー カ

ー 依 存 が 多 い
。 ユ ー ザ ーの プ ログ ラ ム開 発 能 力 は 極 め て 高 い。(付 属 資 料 第21表 参 照)

7.コ ン ピ ュ ー タ に 関 す る意 見

ア ンケー ト調査 の最後 に,政 府,メ ーカ ーお よび業 界団体 な どに対 す るユ ーザ ー側 の

具 体 的 な意 見 を求 めた。 本年度 の代表 的 な意 見 はつ ぎの とお り。
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A.政 府 に対す る要望

(a)通 信 回線利 用 の 自由化 と料金 引 き下 げ

(b)コ ン ピュー タ教育 の整備充 実

(C)官 公庁報告 等 の様 式 の統 一

(d)コ ー ドの統 一促 進

(e)ハ ー ドウ ェアの交 換性指 導

(f)各 種統 資料 の民 間へ の提 供,政 府 関係 デ ータの一元 化

B.コ ンピ ュー タ ・メー カPtへ の要 望

(a)メ ー カー間 に おけ る本 体 ・周辺機器 イ ンター フ ェイスの標 準化

(b)ソ フ トウ ェア,ア プ リケー シ ョン ・パ ッケ ー ジの開発促進

+'(c)用 語 の統一

④ 価 格 の引 き下 げ

(e)保 守 要員派遣 体制 な どサ ー ビス体制 の整 備

(f).ハ ー ドウェアの高 性能化,使 い易 い機 器 の開発

(9)事 故 保険制度 の設置

C.所 属業 界団体 に対す る要望

(a)デ ー タの一元 化,プ ログラムや情 報 の共同利 用

(b)標 準 化 の推 進,統 一伝票 の使用 促進

(c)通 信 回線 自由 化の積極 的推進

(d)磁 気 テ ープの法 定台帳認 定

(e)海 外調 査団の 増張 と報 告 の公開

D.当 協会,ユ ーザー会へ の要望

(a)コ ンピ ュー タに関 す る積極 的啓蒙活 動

(b)政 府 と民 間 との パ イプ と して の機 能発揮

(c)ア プ リケー シ ・ンや,プ ログ ラムの紹 介 と流 通化

(d)調 査の統 一

(e)ソ フ トウ ェア市 場 の確 立

(f)各 種標 準化 の促進
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第3章 海外 の コン ピュー タ利 用 の現 況

この レポー トは財団法人 昧 情報処醐 発 センター発行の情報卿 二・一スを中心に

ま とめた もの であ る。

、'ノ

1.各 国 の コ ン ピ ュ ー タ設 置 台数

i

日欄 処醐 発センターがまとめた資料によれば洛 国の ・ンピ・一タ設置台数・・

次 の 通 り とな って い る。

第3・28表 年 度 別 各 国 の コ ン ピ ュ ー タ 設 置 台 数

北 ア メ リ カ

中央 ア メ リカ

南 ア メ リ カ

西 ヨー ロ ッパ

東 ヨ一 回 ツパ

ア メ リ カ

カ ナ ダ

メ キ シ コ

オ ー ス ト リ ア

ベ ル ギL

デ ン マ ー ク

ス ウ ェ ー デ ン

ノ ル ウ ェ ー

フ ィ ン ラ ン ド

イ ギ リ ス

フ ラ ン ス

ギ リ シ ャ

ア イ ル ラ ン ド

イ タ リ ァ

オ ラ ン ダ

ポ ル ト ガ ル

ス ペ イ ン

ス イ ス

西 ド イ ツ

ソ 連

そ の 他

・966年1・967年

28,500

1,000

200

150

400

175

300

175

350

150

90

1,700

1,550

85

65

1,150

410

50

70

380

2,750

1・qOO

300

}

'40
,100

1,500

250

250

560

1,040

2,229

2,975

1,715

.845

560

4,150

・968年1・969年

55,606

L613

2,953

3,271

900

300

5,007

(推 定)3,000

}

61,977

2,000

3,874

3,650

2,400

728

5,256
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1・966年1・967年1・968年1・969年

ア ジ ア

ア フ リ カ

オ セ ア ニ ア

日 本

イ ン ド

香 港

イ ス ラ エ ル

そ の 他

薦 ア 連 邦

そ の 他

オ ー ス ト ラ リ ア

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

そ の 他

2,100

60

50

270

175

200

450

50

20

3,559

555

104

5,601

95

400

'

(注)各 国のコンピュータ設置台数の出所および調査時期

「一 」
北 ア メ リ カ

中央 ア メ リカ

南 ア メ リ カ

西 ヨー ロ ッパ

東 ヨ一 回 ツパ

ア ジ ア

ア フ リ カ

オ 、 ア ニ ア

ア メ リ カ

カ ナ ダ

メ キ シ コ

オ ー ス ト リ ア

ベ ル ギ ー

デ ン マ ー ク

フ ィ ン ラ ン ド

ノ ル ウ ェ ー

ス ウ ェ ー デ ン

イ ギ リ ス

フ ラ ン ス

ギ リ シ ャ

ア イ ル ラ ン ド

イ タ リ ア

オ ラ ン ダ

ポ ル ト ガ ル

ス ペ イ ン

ス イ ス

西 ド イ ツ

ソ 連

そ の 他

日 本

イ ン ド

香 港

イ ス ラ エ ル

そ の 他

南 ア フ リカ共 和 国

そ の 他
'オ ー ス ト ラ リ ア

ニ ュ ー ジー ラ ン ド

そ の 他

1966年

Computer&

Automation

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

EIectronics

Weekly2月

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

C&A

・967年11968年1

IFIP12月 末

工FIP12月 末

IFIP12月 末

工FIP12月 推 定

IFIP

}一 蹴
IFIP12月 末

IFIP12月

IFIP12月 末

Datamation

12月 末

IFIP12月 末

IFIP12月 末

DataTrend

6月 末

DieboldGroup

12月 末

Datamation

12月 末

Computer

Servey7月

Datamation
'69 -9月 予 想

Computer&
Automation

JECC3月 末

1969年

DieboldGroup

6月 末

Computer

Servey7月

Fortune6月 .

Fortune6月

Electronic

News69年 初 期

」ECCg月 末

Computer

Weekly4月

Computer

Weekly12月
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2.ア メ リカ の状 況

A.ア メ リ カ に お け る コ ン ピ ュ ー タ 設 置 状 況

DieboldGroupの 調査 に よ る1969年6月30日 現 在 の設 置状 況 は次 の通 りとな って い る。

総 台 数

(用 途)

汎 用

モニ タ リン グ/コ ン トロール用

両方 の用途 に使 う もの

(規 模)

小 型

小 ・中 型

中 型

中 ・大 型

大 型

61,977

47,783

9,547

4,697

32,942

14,276

12,679

298

1,442

なお,こ の数字 は調 査技 術上 の問題 か ら,個 々の数値 の集計 が総合計 とは一致 しな い。

調 査 にあた っての分類基 準 は次 の通 りとな ってい る。

用途 分類

汎用 は,通 常 ビジ ネス ・アプ リケ ー シ ・ン もしくは科学計 算用 に使用 され るコン ピ

ュー タ。

モニ タ リング/コ ン トロ ール用 は,通 常 イ ン ター フ ェイス装 置 な どを通 じて,機 械

や工程 もしくは他 の システ ム と連 結 して作動 す るコン ピュー タ。

第3.29表 アメリカのコンピュータ規模分類

∋ 代表的朋 レン・ル料1
代 表 的 買 取 価 格

小

中

大

$5,000ま で

$5,000～40,000

$40,000以 上

$150,000ま で

$150,000～1,500,000

$1,500,000以 上
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ひんぱん に両方 の用途 に使 うコン ピュー タは,上 の2つ の分類 とは別 に され てい る。

B.コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー ザ ー ・ ト ッ プ100社

EDPIndustryReportに よれ ば次 の如 くで あ る。

ア メ リカに お け るコン ピュー タ利 用 はその生 産 と同 様,わ ずか な企 業 に集 中 してい る。

全 ユ ーザーの うちの わず か0.4%が,33億 ドル(1兆1,880億 円)に もの ぼ るコン ピュ

ー タを所有 してい る。 また,こ こに と りあげ た100社 で利用 して い るコン ピュー タは設

置 済 み コンピ ュー タのお よ そ43.4%に あた る。 この ことは,コ ン ピュー タの製 造(1986

年 は大 手4社 が全 出荷 額 の86%を 占め てい る),利 用 の両 分野 と も,数 少 ない大 企業 に

集 中 して い る ことを物語 って い る。

この調査 は ア メ リカ国内 の トップ500社 が購 入 した り賃借 してい るコン ピュータに つ

いて4ヵ 月 に わた りInternationalDataCorporationが 調査 した もの であ る。

a)ト ップ100社 の選択 調 査対象 は,も っ と も最近 の会計 年度 に工 ・鉱業 か ら少 な

くと も50%の 収益 を得 てい る会社 で あ る とした。 この ためAT&Tの よ うに政府以 外 で

一番大 口の ユ ーザーで あ って もここに は取 り上 げ られて いな い。 しか し,AT&Tの 関

係 会社 であ るWesternElectric社 は6,067万 ドル(218.4億 円)の コン ピュー タ導 入 に

よ って13位 に ラン クされ てい る。

ま た,コ ン ピ ュー タの価 格 は,各 社 内での情 報処理 にのみ利用 され てい る ものに限定

し,サ ー ビス ・ビュー ローや タイム ・シ ェア リン グ ・サー ビス業 の よ うに他 の会社 の た

めに使用 す る もの はふ くまれ ていな い。

b)'ト ップ100社 の1968年 との対 比 この1年 間 で100社 の コンピ ュー タの総設 置額

は,27億 ドル(9,270億 円)か ら33億 ドル(1兆1,880億 円)へ と20%増 加 した。 この

ため,100番 目の企 業 として リス ト・ア ップ され るた めに必 要 な価 格の最低 は,569万

ドル(20億4,840万 円)か ら936万 ドル(33億6,960万 円)に 増加 して い る。
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第3.30表 コ ン ピ ゴ 一 夕 ・ ユ ー ザ ー ・ ト ッ プ16b社

設

「

コ 額 売 一
( 売 ド ユル 従( 従 り置 従 売 資( 資ル1 利 業

名

置
額
に
よ
る

順、

ヒ ∂一
ユ

璽

上
高
に

よ
る

順

九 一
六 〇
八 〇
年 万
売 ド
上 ル

上 ル1)

高 あ タ
ー た 設
'り 置

○ コ額

○ ン(

二
業○

者8
人

業 コ額

者 ン
ー ピ

人 ユ(

り1ド
あ タル

業 上
者 高
一

人(

あ ・ド

た ル

,;

○'万

・ド

ル

産あタ
ーた設
'り置

○コ鎖

縫

益

率

8:

種

区

位 位 古)
同 ○ ピ ド 数) た設) り 層) 産) 分

ふ
九.

GeneralMotors'

GeneralElectric

Boeing

FordMotorCo.

McDonnell・Douglas

Lockheed

W…i・gh・u・e

SperryRand

Shell:Oil

NorthAmRockwell

Chrysler

GeneralDynamics

WesternElectric

RCA

Standard・Oi1(NJ)

DuPont

MobilOil'

USSteel

ti。9-T・m、 。-V。ught

GeneralTelephone

GulfOil

StandardOil(Ind)

ITT

UnitedAircraft

MartinMarietta

1$228c90

2220.00

幽3140
.00

4139.00

598フ50

693.90

789.18

9885)OO

983」98

1082.56

1167.84

126ぴ85

1360.67

1460.00

1558.24

1653.30

,1749>71

1849.61

1949.32

2047.94

2145.67

2244.17

2342.38

2441.50

.25.34,,06

1

4

18

3

14

35

17

53

16

29

5

27

12

20

2

15

7

10

25

21

9

19

11

33

145

$22,755

8,382

3,274

14,705

3,609

21217

3,296

1,563

3,317

2}640

7,745

2,662

4》032

3,106

14,091

3,481

6,221

4,537

2,770

2,927

4,559

3,214

4,066

3,408

682

$10.06

26.25

42.76

9:88

27.29

42.35

27.06

54;38

25.32

31.27

8.76

22.86

15、05

19`32

4L13

15↓31

7.99

10.93

17.81

16.38

10.02

13.74

10.40

17.23

14.94

757

40P

142

415

125

95

138

101

39

114

231

101

177

125

151

114

78

201

115

161

60

48

293

76

27

$302

550

986

334

788

988

616

841

2,153

724

293

602

342

480

385

468

637

247

429

298

761
'920

144

546

1,261

$30,059

20,955

23,056

33,915

28,872

23,336

23,884

15,475
'85
,051

23,157

33,528

26,356

22,779

24,848

93,317

30,535

79,756

22,572

24,086

18,180

75,983

66,958

13,877

31,684

25,529

$14,010$16.34

5,74438.30

2,18664.04

8,95315.53
1,33574.06

937100.96

2,27139.27

1,09577.63

4,23919.86

1,36260.17

4,39815.42

86670.26

2,72222.29

2,36525.37

16,786-3.47

3,28916.21

6,8717.23

6,391'7.76
2,6486,72

6,1577.79
7,4986.09

4,7379.32

4,02210.51

1,35830.56

64253.05

7.6

4.3

2.5

4.5

2.6

?・0

4.1

4.1

9.4

2.8

3.9

1.5

4.8

5.0

9.1

10.7

6.9

5.6

1.3

9.5

13.7

9.6

4.7

2.5

5.9

A

E

S

A

S

S
E

E

P

S

A

S

E

E

P

C

P

I

M

E

P

P

E

S

S

ゆ

榔

θ
ti

Ls

|
w

蟄

θ

8
べ



社 名

UnionCarbide

Singer

EastmanKodak

SunOilCo.

Texaco

StandardOil(Cal)

NCR

TRW

BethlehemSteel

Xerox

GrummanAircraft

IntIHarvester

Raytheoh

GeneralTire&Rubber

GoodyearTire&Rubber

Honeywell.

Textron

BurlingtonIndustries

Bendix

CaterpillarTractor

AtlanticRlchfie[d

DowChemical

PhillipsPetroleum

Avco

LittonIndustries

Monsanto

TennecoInc

設
置
額
に
よ
る

順位

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

コ 額

露

li
$ 33.88

33.47

33.43

30.44

30.49

30.22

30.00

29.88

29.84

27.42

26.99

26.98

26.64

25.40

24.85

24.75

24.70

23.88

23.65

23.42

23.13

23.04

21.72

21.20

20.43

19.82

19.22

売上

高
に
よ
る
順
位

26

43

28

42

8

13

86

57

23

109

80

31

79

97

22

72

47

52

64

46

61

50

37

78

40

41

39

　

九 一
六 〇
八 〇
年 万
売 ド
上 ル
古)
同

$2,686

1,754

2,644

1,778

5,460

3,634

1,102

1,488

2,863

896

1,152

2,540

1,158

1,039

2,926

1,281

1,704

1,619

1,389

1,707

1,414

1,652

2,107

1,183

1,855

1,793

2,063

売 ド ユル
上 ル|)

高 あ タ
ー た 設
'り 置

○ コ額

○ ン(
○ ピ ド

1

$12.61

19.08

12.64

17.40

5.58

8.34

27.22

20.08

10.42

30.60

23,43

10.62

23.01

25.45

8.49

19.32

14.50

14.75

17.03

13.72

16.36

13.95

10.31

17.92

11.01

11.05

9.32

従(

二
業○

者8

数く～

100

135

108

29

78

48

91

80

131

28

36

106

52

46

120

74

72

83

68

61

20

47

35

50

107

60

62

従 り置
業コ額
者ン
ー ピ

人 ユ(

り1ド
あタル
た設)

$338

247

310

1,067

391

629

330

373

227

979

749

254

512

552

207

334

343

287

347

383

1,156

490

620

424

191

330

310

従
業
者

人
あ
た
り

売
上
高

　

ド
ル
)

$26,860

12,992

24,481

61,310

70,000

75,708

12,109

18,600

21,854

32,000

32,000

23,962

22,269

22,586

24,383

17,310

23,666

19,506

20,426

27,983

70,700

35,148

60,200

23,660

17,336

29,883

33,274

資

産

二

〇

〇

万

ド
ノレ
)

$3,208

1,408

1,361

2,363

8,687

5,770

1,118

882

3,060

906

354

1,902

466

813

2,377

987

892

1,193

905

1,507

2,451

2,312

2,889

1,825

1,208

1,895

3,888

資 ル1
産 あタ
ーた設
'り置

○コ額

§言茎

$ 10.56

13.55

24.56

13.09

3.51

5.24

26.83

33.88

9.75

30.26

76.24

14.19

57.17

31.24

10.45

25.08

27.69

20.02

18.81

15.54

9.44

9.96

3.57

11.62

,16.91

10.46

4.94

利

益

率
　

%
)

5.8

4.0

14.2

9.2

15.3

12.4

3,3

4.9

5.6

13.0

1.7

3,0

2.6

4.2

5.1

3.9
'
4.3

4.9

3.2

7.1

10.5

8.5

6.5

4.8

3.2

6.1

8.1

業

種

・ 区

分

C

Y

C

P

P

P

E

S

I

E

S

A

E

R

R

E

M

Y

E

A

P

C

P

M

M

C

C

戸
o◎
o

ω

u

b

|
、

主

θ



/

社 名

Weyerhauser

Burroughs

Motorola

BFGoodrich

Alcoa

CombustionEngineering

Owens.Illin6is

JDeereCo.

Unlroyal

CitiesService

Northrop

SinclairRefnning

ContinentalOil

TimeInc

M(GrawHill

PhilipMorris

Mead

Int'lPaper

AlliedChemical

UnionOilofCal

KaiserAlum&Chem

GeneralFoods

TexasInstruments

Babcock&Wilcox

王{ercules,

WRGrace

ArmcoSteel

設
置
額
に
よ
る

順
位

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

…i

s

、

$ 18.43

17. .91

17.79

17.55

16.93

16.19

15.71

15.51

15.47

15.45

14.38

13.90

13.88

13.83

13.78

12.52

12.37

12.30

12.12

12.04

11.88

11.73

11.69

11.64

11.56

11.51

11.46

売
上
高
に

よ
る

順
位

98

156

128

82

67

152

81

99

60

59

199

58

34

175

253

147

108

54

73

55

117

44

148

157

137

45

66

　
　

九 一
六 〇

八.○
年 万
売 ド
上 ル
ー 逼)ロ

1司

$1,033

658

775

1,140

1,353

665

1,152

1,030

1,429

1,440

485

1,465

2,251

568

368

675

897

1,562

1,278

1,536

850

1,740

671

647

718

1,738

1,375

売 ド ユル

上 ル1)

高 あ タ
ー た 設
'り 置

○ コ額

○ ン(

○ ピ ド

$17.84

27.22

22.95

15.39

10.51

24.35

13.64

15.06

10.82

10.73

29.65

9.49

6.16

24.35

37.45

18.55

13.79

7.87

9,48

7.84

13.98

6.74

17.42

17.99

16,10

6.62

8.33

従(

二業

○

者8

数△

38

45

41

48

47

26

61

42

68

23

25

20

34

10

13

20

23

54

36

17

28

37

47

32

35

69

45

従 り置
業 コ顕

者 ン
ー ピ

人 ユ(

り1ド

あ タル
た 設)

$ 485

398

433

366

360

622

257

369

227

672

575

695

408

1,383

1,060

726

537

227

336

708

424

317

249

364

330

166

255

従
業
者

人
あ
た

り

資
上
高

　

ド

ノレ
)

$27,184

14,622

18,902

23,750

28,787

25,576

18,885

24,523

21,014

62,608

19,400

73,205

66,205

56,800

28,307

33,750

39,000

28,925

35,500

90,352

30,357

47,027

14,276

20,218

20,514

25,188

30,555

資

産

二

〇

〇

万
ド

ノレ
)

'$
1,065

772

498

1,035

2,192

501

1,162

1,377

1,121

1,872

400

1,851

2,537

514

307

787

720

1,714

1,495

2,298

1,371

1,045

429

516

799

1,678

1,633

資ル|産
あタ
ーた設

62羅

8び
ド ユ)

$ 17.31

23.20

35.72

16.96

7.72

32.'32

13.52

10.94

13.80

8.25

35.95

7.51

5.47

26.91

44.89

15.89

17.18

7.18

8.11

5.24

8.67

11.22

27.25

22.56

14.47

3.95

7.02

利

益

率
　

%
)

10.2

6.7

3.6

3.9

7.7

3.3

4.8

4.1

4.0

8,4

3.2

5.2

6.7

5.7

7.6

7.2

3.5

6.4

1.4

9.8

6.1

5.9

3.9

3.9

7.4

1.9

6.4

業1

種

区

分

L

E

E

R

I

M

M

A

R

P

S'

P

P

Y

Y

Y

L

L

C

P

I

F

E

M

C

C

I

ゆ

榔

θ
u

＼'

ト

|
w

註

θ

声
o
o



設 コ 額 売 一(売 ドユル 従(従 り置 従 売 資(資 ル| 利 業
置 ン( 一 上 九 一 上ル1)一 業 コ額 業 上 一 霞あタ

・

社 名

額 ピ ○
に ユ

繊i
薩 奈8宣 ㌶ 業6麓 登 高8二 旙

ま 墾 亨 δ曝 者84斥 ㌫ 孕 ○噸

2ぷ8法 数△ ㌶網 と 産 ε 縫

益

率

紘
)

1

種

区

分

Genesco 80$11.23
$

103$1,008$11.1466$170$15,272$445$25.24
.

3.2 Y

JpStevens&Co. 8110.82 10696311.244922019,65364916.67
「 竈

3.3 Y

InlalldStee1 8210.63 911,0729.903035435,8001,1759.05 7.4 1

OlinMathieson 8310.53 1041,00210.513133932,32299110.63
.

7.5 C

BorgWarner 8410.49 10597510.763827625,65778113.43 4.8 M

EatonYale&Towne 8510.37
,

11189011.654125321,70762316.65 5.5 M

Gulf&Western 8610.32 691,3137.867513817,5062,0555.02
.

5.3 M

CorningGlass 8710.21 20447921.322639218,42346422.00 9.8 M

FirestoneTire&Rubber 8810.19
.

362,1314.7810210020,8921,8825.41 6.0 R

Allis・Chalmers 8910.03
.

ユ3076713.083132324,74170614.21 一 E

Proctor&Gamble 9010.00 302,5433.934223860,5471,6126.20 7.9 F

CharlesPfifzer&Co, 919.96 13472613.722638327,92373513.55 15.4 C

FMC 929.92 651,3767.215418325,48197410,18 5.5 M
.

AmericanStandard 939.79 901,0759.116315517,0639499.60 2.8 M

AvonProducts 949.78

.'

17855917.491854231,05533229.46 22.8 Y

MinnMining&Ma皿f 959.70 621,4056.875816624,2241,1638.30 11.5 M

Whirlpool 969.65 12282611.682048241,30041423.31 414 Y
Studebaker・Worthington 979.53 14071013.422834025,35760215.83 3.4 M

StandardOil(Ohio) 989.52 13971613.301563447,73377312.32 9.8 P

ContihentalCan 999.40 561,5086.234819531,4161,0738.76 5.5 M

Nat'IDairyProd 1009.36 322,4283.867719951,6299489.87 3.1 F

| 1,・…6・531 1237…21・3・951・ …1・ ・Sl・9…2「219・6381・5・ ・51 [
業種区分は次の分類に従っている。

宇宙産業

電気 ・電子

S自 動車および関連産業………A化 学

一次加工金属

E食 品 ・飲料

1ゴ ム

F紙

C消 費財およびサービス業……Y

Rそ の他の産業

L石 油

M

P

巳
o

ω

u

K'

P

|

〉

蟄

θ
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第3.1図 業 種 別 コ ン ピ ュ ー タ 設 置 額

宇宙産業

自動車および関連産業一
化 学
一
消費財およびサービス業一
電気 ・電子

食品・飲料
一
紙
⊂==========================コ

石 油

1次 加工金属一
コム
ー
その他の産業一
$' 100 200 300 400 500 600 700

第3・3ぼ 業 種 別 コ ン ビ ・ ニ タ 設 置 額

業 種

航 空 宇 宙

自 動 車 ・自動車関係

化 学

消 費 財

電 気 ・電 子

食 品 ・飲 料

紙

石 油

一 次 加 工 金 属

コ ム

そ の 、 他

企 業 数

10

6

11

9

16

3

3

15

6

5

16

コ ン ピ ュー タ設 置

総 額(100万 ドル)

$622.62

501.69

238.37

138.96

565.05

31.90

43.10

483.06

130.35

93.46

258.01

従業者1人 あた り

平 均 売 上 高

$25,112

30,925

28,774

20,972

19,986

50,605

30,365

76,551

25,089

23,工70

22,031

コンピュータ全設

置額に占める割合

18.9%

15.2

7.2

4.2

23.1

1.0

1.3

14.6

3.9

2.8'

7.8
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第3.2図 葉 種 別売 上 高1,000ド ル あた り コ ン ピ ュー タ設 置 額

宇宙産業

自動車および関連産業　
化 学一
消費財およびサービス業

電気 ・電子

食品 ・飲料　紙一石油一
1次加工金属一
ゴ ム一
その他の産業一
$ 5 10 15 20 25 30

第3.32表 業種 別売 上 高1,000ド ル あ た りコ ン ピ ュー タ 設置 額

業 種

航 空 宇 宙

自 動 車 ・自動車関係

化

消

電

食

石

質

気 ・電

品 ・ 飲

紙

一 次 加 工 金

コ.

そ の

学

財

子

料

油

層

ム

他

会 社 数

10

6

11

9

16

3

3

15

6

5

16

売 上高1,000 .F'ルあ た りコ ン ピュー タ設 置 額

高

$49.94

15.06

16.10

37.45

54.38

6.74

17.84

25.32

13.98

25.45

24.35

低

$17.23

8.76

6.62

8.62

10.40

3.86

7.87

4.13

8.32

4.78

6.23

平 均

$30.20

10.06

11.97

21.58

21.21

4.75

12.34

9.08

10.81

10.79

13.10

業種平均/E
DP100社

平 均

2.16

0.73

0.86

1.55

1.52

0.34

0.88

0.65

0.77

0.77

0.94
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宇宙産業
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第3.3図 業 種 別 資産1,000ド ル あ た り コ ン ピ ュー タ設 置 額

自動車および関連産業一
化 学一
消費財およびサービス業一
電気 ・電子

食品 ・飲料　
紙　
石油一
1次 加工金属一ゴムー
その他の産業一

一

$ 10 20 30 40

第3・34表 業 種 別 資 産1,000ド ル あた り コ ン ピ ュ ー タ設 置額

50 60

業 種

航 空 宇 宙

自 動 車 ・自動車関係

化 学

消 費 財

電 気 ・電 子

食 品 ・ 飲 料

紙

石 油

一 次 加 工 金 属

ゴ ム

そ の 他

企 業 数

10

6

11

9

16

3

3

15

6

5

16

資 産1,000ド ル あた りコ ン ピ ュー タ設 置 額

高

$100.96

16.34

24.56

44.89

77.63'

11.22

17.31

19.86

9.75

31.24

32.32

低

$30.56

10.94

3.95

13.55

7.79

6.20

7.18

3r47

7.02

5.41

5.02

平 均

$60.32

15.60

11.01

27.96

24.55

8.49

12.35

6.74

8.24

12.93

14.80

業種平均/E
DP100社

平 均

4.01

1.04

0.73

1.86

1.63

0.56

0.82

0.45

0.55

0.86

0.99
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第3.4図 従業員1人 あたりのコンピュータ設置額

宇宙産業

自動車および関連産業

化 学
一
消費財およびサービス業一
電気 ・電子

食品 ・飲料
口
舐
口
石 油

1次加工金属一
ゴムー
その他の産業一 ～
$ 100 200 300 400 500 600 700 800

第3.34表 従業 員1人 あ た りの コン ピ ュー タ 設置 額

業 種

航 空 宇 宙

自 動 車 ・自動車関係

化

消

電

食

石

費

気 ・電

品 ・飲

紙

一 次 加 工 金

コ÷

そ の

学

財

子

料

油

層

ム

他

会 社 数

10

6

11

9

16

3

3

15

6

5

16

従業者1人 あた りコンピュータ設置額

高

$1,261

383

490

1,383

979

317

537

2,153

424

552

622

低

$373

254

166

170

144

199

227

385

227

100

138

平 均

$ 758

311

346

347

409

253

374

695

270

343

289

業種平均/E
DP100社

平 均

1.86

0.76

0.85

0.85

1.00

0.62

0.92

1.71

0.66

0.60

0.71
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q.ミ ニ.・ コ ン ビ ・ユ ー タ

ミニ ・コン ピュータが注 目 され だ したのは1965年 ごろ販売 台数1,000台 の線 を突破 し

てか らで あ る。

現 在,ミ ニ ・コンピ ュー タが使 用 され てい る分野 とその割合 は次 の とお りで あ る と見

られ てい る。

オー トメー シ ・ン45%独 立装 置 として使用

通 信 お よびデー タ ・ター ミナル装 置25%教 育 用 システ ム

科 学20%

主 な アプ リケ ー シ ・ン ・シス テム として は次の よ うな ものが あ る。

自動 テ ス ト・システ ム

プ ロセス ・コン トロー ル ・システ ム

デー タ収集 と遠 隔測定装 置 の シス テム

周辺機 器管理 装置 と大型 コン ピ ュー タ ・システ ムの入 力端末装 置

デ ィスプ レイ ・コン トロー ラー

コ ミュニケ ーシ ョン ・コンセ ン トレー ター

な どで あ るが,今 後 急速 な伸 び をみせ る分野 は周辺機器へ の利用 であ ろ う。

5%

5%

ユ ーザーの分布 につい ては,市 場 の70%を 制 覇 して い るといわれて い るDEC社(De-

gitalEquipment)を 例 に とると,過 去3年 前 のユ ーザ ーの分 布 は研究 所70%,産 業界20

%で あった ものが,現 在 で は,研 究所 が30%,産 業界40%に 変 って きて い る。 この こ と

か らみれ ば,自 動 コン トロール ・シ ステ ムと して,よ り安 く小 さい コン ピュー タとい う

合 言葉 で研究 所の技 師 な どの 間の要求 で開発 された ミニ ・コン ピュー タ も,最 近 では そ

の 使用 範囲 が急速 に拡 大 して い るこ とが十分 うか が え る。

3.カ ナ ダ の状 況

Datamation誌1969年9月 号 に よれ ば,カ ナ ダ で 稼 動 して い る コ ン ピ ュ ー タの 台 数 は,
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1968年 で1,613台 で あ り,1964年 以 降の推移 を見 る と第3.5図 に見 られ る とお り年平 均

25%の 伸 び とな ってい る。 また,産 業別 の設 置台 数 は,第3.6図 か ら もみ られ るよ うに

製 造工業 が全 体の25%を 占めて い る。

第3.5図 カナダのコンピュータ設置台数の推移

334{ 1613
-一 ー 一 一

331{ 1279
-一 一 一 一

238{ 948
-一 ー 一 一

208{ 710
-一 ー 一 一

502

1964 1965

鉱

建 設 業

製 造 業

輸 送 業

ガ ス ・ 水 道

通 信

電 力

金 融 業

第3.6図

葉

1966 1967

産 業 別 コ ン ピ ュー タ 設 置 台 数

[==コ50

[コ29

1968

[===========三]400

[====コ60

[====]80

口40

1128

1191

その他サービス業

計 算 セ ン ター

政 府

石 油

そ の 他 .

E===========コ243

11115

1

〔===コ77

口14

1186

1



第3.7図

ど

ア ル パ 一 夕 .、

ブ リテ ィン。 ・・ ⇔ ビア

マニトバ
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州別 コンピュータ設置台数(1968年)
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4・ オ ラ ン ダ の 状 況

Datamation誌1969年9月 号 に よれ ば,オ ラ ン ダで 最 初 に実 験 コ ン ピ
ュ ー タが 作 られ た

の は195・年・ 姻 製科 学用 ・ン ピで タが入 って きたのが ・954年 ,ビ ジ ネス用 と して ・

ン ピュー タが使 わ れは じめ本 格的 なbン ピ='一 タ利用 の幕 あけが始 ま
ったのは1957年 初

期 であ る,と されて い る。

以下 に,年 度 別 の コン ピ ュー タ設置状 況 をあ げてお く。

第3.8図 オランダのコンピュータ設置状況

900

年度 工641965196619671968
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第3.35表 年 度 別,ユ ーザ ー別 コ ン ピ ュー タ設 置 状 況 単位:台

1・952119531・954・955・956・9571・958(・959・96・ ・96・1,…1・963119641・965

1.大

3.自

4.

5.保

6.食

7.

s.電

9.

10.輸

11.鉄,

12.地

13.繊

14通

15.木

t6.ガ

i7.農

18.光

ig.製

20.建

21.出

22.政

23.皮

24.ゴ

25.コ ン サ ル タ

26.雑

2.エ ネ ル ギ ー 産 業

サ ー ビ ス ・セ ン タ ー

銀行およ び為替交換

挙

動 車

検

品

気 器 具

州

送

金 属

方 自 治 体

維

信 販 売

材,紙

ラ ス,窯 業

業

学

薬,化 学

設

版

治 団 体

革

ム

ン ト

貨

1 2 2222

1111

111

2

8

3

1

3

2

1

8

6

1

3

5

1

1

2

1

1

8

6

2

5

7

1

1

3

2

1

1

13

10

3

9

9

4

6

6

4

2

1

1

18

8

5

14

12

9

12

10

6

3

5

3

3

1

2224

88

87

1925

1419

.12.16

2339

1120

912

54

89

58

56

14

11

1

1

1

2

1966

33

8

9

38

28

23

50

28

18

6

18

13

12

6

4

1

2

2

1

2

5

1

1967

総

47

17

11

57

44

39

74

34

24

9

28

23

22

7

5

1

3

3

13

5

10

2

3

2

2

69

25

21

76

65

58

91

57

28

16

49

48

40

9

10

2

8

4

17

10

19

5

4

4

5

2

・+1・1・1・1・1・1・ 国 ・gl・71・ ・1・・gl・5・1・・7i・・8485742

5。 イ ギ リス の 状 況

イ ギ リス の コ ン ピ ュー タ専 門 誌,ComputerSurveyに よ れ ば,イ ギ リス の コン ピ ュ ー・

タ設 置 台 数 は1967年 か ら27%程 度 と コ ン ス タ ン トな 伸 び を示 して い る。

以下 に年度別 実動 コン ピュー タ台数 の推 移 と,産 業別 コンピ ュー タ設置 台数 をあ げて

お く 。
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第3・9図 年度別実動コンピュータ台数の推移

(1969年 末 予測)
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第3.36表 産 業 別 コ ン ピ ュ ー タ 設 置 台 数 単位:台

工 業一 般 お よ び 建 設業

軍 関 係

コ ン ピュー タ ・メ ー カ ー,サ ー ビス ・ビ ュ ロウ

飲料,食 料,タ バ コ,小 売,卸 売,メ ー ル ・オ ー ダ
ー ,販 売, 化学,ゴ ム,ガ ラス,グ ラス テ ック ス

塗 ホ斗,イ ヒ 粧'品

金 融,銀 行,証 券

大 学 お よ び教 育 関 係 諸機 関

地 方 自 治 体

電 機 産 業

政 府 機 関

公 共 事 業 体

繊 維,衣 料,家 具,が ん 具

雑 貨

保 険

政府 およ び民 間研 究 機 関

輸 送(航 空,鉄 道,造 船,・ ド ック,港 湾)

出版,印 刷,製 紙,製 本

公 共 機 関

自 .動 車

航 空 機 お よ び誘 導 兵 器

石 油

ス ポー ツ,レ ジ ャー,TV,映 画 ,ホ テル

原 子 力

1・968年 ・El・969年 ・Al増 ・・ 数

329

251

261

246

228

198

200

202

171

138

148

119

90

116

90

90

84

50

69

77

51

35

44

407

389

332

326

280

274

257

238

204

169

166

166

149

137

126

118

117

109

97

83

62

60

48

78

138

71

80

52

76

57

36

33

31

18

47

59

21

36

28

33

59

28

6

11

25

4
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6.オ ー ス ト ラ リ ア お よ び ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドの 状 況

1968年6月30日 現 在,オ ー ス トラ リア に は555台,ニ ュー ジ ー ラ ン ドに は104台 の コ

ン ピ ュ ー タが 設 置 され て い る。

地 域 別 に み る と,シ ドニ ー と キ ャ ン ベ ラお よ び メル ボ ル ン な どの 大 都 市 に設 置 台 数 が

多 く,ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドで は オ ー ク ラ ン ドと ク ラ イ ス ト ・チ ャ ー チ に 集 中 して い る。

第3.10図 オ ーストラリア各州とニュージーランドのコンピュータ設置台数

ノ_ザ ン
テリタリィ

≧ぐ竺審
一 メルボルン10始

オー ス トラ リア

識 ・㍗ 福 ζ・12台

ま た,オ ー ス'ト ラ リア に お け る産 業 別 の コ ン ピ ュ ー タ設 置 台 数 は 次 の 通
.りとな って い

る。

第3.37表 オーストラリアの産業別コンピュータ設置台数 単位=台

政 府 ・州 関 係 層111

教 育,研 究94
'

金 融 卵

農 .林27

建 設12

化 学25

金属,鉱 業,自 動車

製 造,販 売

日 用,必 需 品

各 種 サ ー ビ ス

合.計

56

81

42

49

555
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7.ス カ ン ジ ナ ビ ア諸 国 の状 況

現在 ス カンジナ ビア諸 国(ス ウ ェー デン,ノ ル ウ ェー,デ ン マー ク)に は,ほ ぼ2,000

台 の コン ピュー タが設 置 され てい るが,こ こ数年 の伸 びか ら考 え ると,1975年 までに は,

3,760台 に達 す るだ ろ う とみ られ る。

ス カンジナ ビアでは,コ ン ピュー タ ・アブ。リケ ーシ ョンは今 の ところ教育,製 鉄,造

船 な どの分野 に現 われ て い るが,産 業界 にお け る国際競 争力 を増 す ために も,急 速 な コ

ン ピュ一 夕 リゼー シ 。ンが進 め られ る ところで あ る。

スウ ェー デンは,ス カン ジナビ アにあ る2,000台 の コン ピュー タの半数 以上 を もち,

人 ロー 人 あた りの設 置 台数 も,ス イス,西 ドイ ツに次 いで ヨー ロ ッパ第 三位 で あ る。利

用面 で は,と くに オン ライ ン ・リアルタ イム ・アプ リーケ シ ョンの分 野 が進 ん でい ると

い われ る。

ノル ウ ェーで は小型 コン ピュー タへ の関心 が高 まって い る一 方,ノ ル ウ ェー造 船協会

の よ うに大型機(UNIVAC1108)を 導入 して,科 学 計算 は もとよ り海上 保安,造 船

機器 の コン トロールな どに利用 す る計画 もあ る。現 在,コ ンピ ュー タが 利用 されて い る

主 な分 野 は政 府機 関,保 険会社,電 力,造 船 な どで あ る。

デ ンマー クで は,労 働 力不足 や それに と もな う高賃金 の 問題 を解 決す るために,各 企

業 が コン ピュー タの導入 を急 い でお り,フ ィン ラ ン ドで も急激 に関心 が高 ま りつ つあ る

ところであ る。





第4部 コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム

の具体例

第t章 わが国の事例

1.昭 和 電 工 に お け るCDPシ ス テ ム

A.CDPの 概 念

昭和電工 株式会 社 に おいては1963年 か らCDP制 度(CareerDevelopmentProgram

経 歴管理 制度)を 開発 実施 してい る。

同社 のCDP制 度 は,質 的 ・量的 な人員構 造計画 を内包 す る長 期総合 的 な人事管理 シ

ス テムであ る。

CDPの 基本的な目標 は,急 速な技術革新のテンポ,企 業活動の国際化などのダイナ

ミックに変動す る経営の要請 に対 して,人 の能力の面か ら即応で きる体制 を整備す るこ

とにある。 とりわけ技術革新が激 しく,変 貌 と成長を特質 とす る化学工業にあっては,,

経営の与件の変化は多様 かつ急速であ り,人 材要請に対 しフレキシブルに適応で きるか

否かはきわめて重要 な意味を もってい る。

企業の必要 とす る職務 は多様にわた り,他 方従業員は知識 ・経験 ・能力 ・性格 などそ



124第4部 コ ン ピュ ー タ ・シス テ ムの具 体 例

れ ぞれ異 った適性をもってい るが,CDP制 度は,企 業の必要 とす る職務 と個人の能力

・性格が十分適合す る時に
,個 人の意欲的な自己啓発 と最大 の貢献がえられ,個 人の能

力が賄 醗 揮 され,鵠 として も駄 の成果がえられ るとい う考 え方に立脚 している
。

B.職 務 の 類 型 化

同社 で は事 務系 ・技 術系 の職務 をそれ ぞれ類型 化 してい るが ,技 術系職務 を例 に とれ

ば職務 はX軸 ・Y軸 ・Z軸 と呼 ばれ る三 つの基準 に よ って分類 され る
。

x軸 は製 品別 の分類 で あ る.た とえば アル ミニ ウムの技 術 と ,dtOVエ チ レンの蜘1ξとは

異 質の技 術で あ る とい う観点 か らの分類 で あ る。

Y軸 は技 術活動 の機能 別 の分 類 で あ る。 た とえば同 じア ル ミニ ウ ムを対象 と して いて

も,基 礎研 究 とい う技術 活動 と生 産 とい う技 術活動 とは異 質で あ り,ア ル ミニ ウムの製

造 装置 の設計 とい う技術活 動 もまた別 の機能 で あ る。

Z軸 は専門技 術別 の分類 で あ る。X軸 ・Y軸 の分類 で ,た とえば アル ミニ ウムの生産

の技 術者 とか ポ リエチ レンの研究 の技術者 とか,大 まかな技術者 像 は浮 び上 るが,技 術

内容 の分 類 として は粗 す ぎる。 技 術者 の技 術水準 が さらに専門 的 な次元 で 問われ てい る
。

た とえば アル ミニ ウムの場合 を例 に とれば電解反応 機構 の専門家 とか表 面処理 の専 門家

とかの レベル まで分類 されて い る。

CDPで は この よ うに技術 者 の適 性 をXYZ軸 の三 つの面 か ら立体構 造 的に把 えてい

る。(事 務 系職務 に つい て もほ ぼ同 じよ うな考 え方 で類 型化 を行 な
って い る。)

C.CDPの 情 報 シ ス テ ム

CDPに おいて職務類型 との対応で個人の適性 を考えるためには
,個 人の適性に関す

る情報が必要である。 この情報 としては,経 歴記録 ・自己申告 ・適性判定票がある
。

経歴記録は個人の職務の記録であ り入社以来の経験職務の種類 と期間が時系列で記入

されている。

自己申告は個人の職務に関す る意見 ・希望であ り,現 在の職務 ・将来の希望などがX

YZ軸 の分類を使 って記入 され る。

適性判定票 は上司が記入す るものであ り,部 下が自己申告 を提出 した後,必 ず部下 と
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カウン セ リン グを行 ない,部 下 の 自己 申告 の 内容 をめ ぐって十分 部下 と意 見交換 を して

か ら記入 す る制度 を とって い る。 これに よ り上 司は部下 の適性 をXYZ軸 の分類 に した

が って判定 す る。

CDPの 運 営 の メ カニ ズ ムは,上 述 の経 歴記録 に よ る個 人 の経 歴,自 己 申告 に よ る個

人 の希望,カ ウ ンセ リングを経 て上 司が判定 した適 性 を情 報 として,企 業 として人 員構

造計画 との対応 におい て配 置 ・異 動 が行 なわれ る。

、
D.コ ン ピ ュー タ に よ る情 報 処 理

同社 における情報の利用の仕方 は大別 して次の二種類である。

a)候 補者 リス ト ある職務に対す る適任者を選ぶに際 して,資 格要件 を備 えた人 を

候補者 と して リス ト ・ア ップす る。 典型 的 な検索 の使 い方 で あ り,個 別 の配置 ・異動 を

決定 す る情報 と して最 も頻度 の多 い使 い方 であ る。

イ ンプ ッ トとして先述 の経 歴記録 ・自己 申告 百適性判 定票 に収録 され てい る項 目が コ

ン ピュータに フ ァイル され る。 検索 コー ドとして は,現 職務(XYZ軸)過 去の経 験職

務(XYZ軸)専 攻学科,学 位,法 定 資格,社 内地 位,生 年月 日,卒 業 年次,外 国語 能

力,海 外経 験,出 生 地,転 勤希 望 な ど,い くつ かの項 目 を組合 わせ て指 定 すれば コン ピ

ュー タは適格者 を検索 して リス ト・ア ップす る。

た とえば,海 外 派遣要 員 を選 ぶ場合,必 要 な語学 の種類 とその程 度,社 内にお け る地

位,職 務経験 な どの条件 を指 定 し,コ ン ピュー タは適格者 を検索 し リス ト・ア ップす る。

b)人 員構造 デー タ 候補者 リス トは個別管理 の ための デー タであ るが,こ れ は企業

全 体の人員構 造計画 の ためめ デー タであ る。

技 術者 の質 的 ・量 的配置 状況 につ いての現状 分析,将 来 の姿,対 策,企 業 として将来

どの分 野 に重点 志向 してい くか な どの長 期 的な見通 しをふ くんだ人 員構造計 画 の ための

解析 デー タとして,た とえばX軸 ・Y軸 ・Z軸 別,学 歴 別,能 力別 な ど人 的 エネ ルギー

の配置 状況 ・保 有状況 を解析 して,現 実 の姿 と経 営 の志 向す る方向 との 関係 に おい て過

不足 が把握 され対応策 が考 え られ てい る。 同社 で は この よ うな解析 に よ って人的能 力 か

らみ た問題 点 を客観的 に把握 して,具 体 的 な採用 計画 ・配置異 動計画 へ の フィー ド・パ

ックを予定 して い る。
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2.武 田薬 品工業 にお け るEDP会 計 シス テ ム

A.機 械 化 の 重 点

武 田薬 品工業株 式会社 にお け る事 務 の機 械化 は1936年PCSを 導 入 した こ とに初 ま る。

同社 のPCS導 入 は当時に おい ては画期 的 な壮挙 で あ るが,PCSか らEDPへ の転換

は,1961年 の コンピ ュー タ(NEAC2203)の 導 入 に始 ま り,事 業部 計算 お よび経 理部

計 算 への全面 的適 用が 開始 された。

次 いで1964年 に は大 記憶 容量 を有 す る コン ビ=一一タ(NEAC2206)の 導入,翌65年

に は東京 支社 への 同種 機器 の導入 が行 なわれ た。

同社 に おけ る機械化 の重点 は販 売諸業務 の機 械化 で あ り,主 な適 用業務 は次 の とお り

で あ る。

{1}マ ー ケテ ィン グお よび販 売管理 シス テ ム

(2)研 究 開発関 係技術計 算

{3)生 産管理 システ ム

④ 会 計 システ ム

こ こでは と くに会計 シス テ ムにつ いて説明 す る。

覧

B.EDP会 計 シ ス テ ム の 大 要

同社の会計制度は,事 業所組織(本 社,支 社,支 店,工 場 など)と 事業部組織(医 薬

販売,製 薬,食 品,化 学など)と か ら資料が得 られ,財 務上および管理上の要請に応え

られ るよ うになってい る。た とえば試算表 は,

{1}事 業所別一 事業部展開

12}事 業所別一 事業所展開

{3)全 社一 事業所および事業所展開

{4)事 業 部－Subdivision別 展開

の各種の ものがEDP会 計処理によ りアウ トプ ットされる。
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また同社 では コン ビ。ユー タ導 入 の初 期 か ら一般会計 業務 のEDP化 を進 め月 次決算 に

重 点 を置 いてい る。 経理部 は,事 業部 お よび事業所 に対 して月 々管理 資料 を提供 す るこ

とを任 務 として い るが,財 務管理 資料 は 「実績 」す なわ ち財務 上の実 績 でな けれ ばな ら

な い との考 えか ら,月 次 決算 はか な り厳密 に行 なわれ てい る。月 次決 算制度 の概要 は,

実績標 準 に よ る細 別工程 別総 合原価計 算 を行 な う一 方,棚 卸 資産の受 払 は品 目別容量別

な ど最 も細分 され た単位 ご とに集計 され,そ の際の単価 は原材 料 は移 動平 均単価 に よ り,

その他 は予 定単 価に よ り,計 算 結果 と実績 との差 は原価差 額 として損益 を把 握 してい る,

現在,NEAC2000-500(2セ ッ ト)を 主力 と して行 なわれて い るEDPSに ついて,

同社 で は,当 初 本社集 中管理 方式 を指 向 し,次 第に分散 処理 方 式 に移 行 す る とい う経 過

を辿 って きた。 この よ うな基本 的 な考 え方 の変化 の原 因 と して本社集 中処理 方式 は

① 各事業所 か ら送 られ て くるイ ンプ ッ ト ・デー タの正確 性 チ ェックに多大 な時 間 を要

し,

② ア ウ トプ ッ ト ・デー タの事 業所 への送 付に も非 常 に時間 がかか る。

な ど高 速度 処理 の効果 が大 き く減殺 され るこ とが挙 げ られ てい る。現 在 は分 散処理 方式

の立場 か ら,本 社 および東京支 社 に コン ピ ュー タを設置 し,さ らに福 岡支店 および光工

場 に もコン ピュー タの導 入 が行 なわれ よ うとして い るが,将 来 通信 回線 が10,000ボ ー以

上 の高速 時代 に な り,時 間の ロスが な くなれ ば,各 地 を通信 回線で結 ぶ集 中管理方 式 を

と ること も考 え られ る。

C.会 計 業 務 サ ブ ・シ ス テ ム の概 要

同社 の 会計 業務 サブ ・シス テム も商 品 ・製 品 の販 売業務 と直 接 関連 の あ る ものが発達

してい る。

固定 資 産管理,債 権債 務管理 な ど経理 部 門独 自の分 野へ の コン ピ ュー タの適用 もほぼ

全面 的 に進 め られ てい る。 一一

会計 業務 サ ブ ・シス テムを体 系 的に示 す と次 の よ うにな る。

ω 資金 業務 従来 か ら資金 業務 のほ とん どは手 作業 で行 な ってお り,手 形 関係 のみ

が機械化 されてい る。

〆
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第4.2図 会計システム概念図
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支払手形に関 して満期 日の処理 は機械が自動的に行な うが,そ の仕訳伝票は銀行別に

手作業で発行す る。

資金業務機械処理の拡大高度化は今後の課題 とされてい る。

(2}債 務管理業務 商品仕入 および原材料購入に ともな う債務を管理 する業務である

が,現 状ではほぼ完成 してい る。

〔3}固 定資産業 務 経理 独 自で機械化 を進 め られ る ものの代表 的 な業 務 で,ほ ぼ完成

し,他 の サラ ・シス テム との機械 処理 に よ る自動連 結 を残 すの みで あ る。 『

ト

倒 棚卸資産業務(原 材料 ・半製品)製 商品関係棚卸資産業務 との連繋がパ ッチに

よっている点を除いてほぼ80～90%完 成 している。

同 原価計算業務 かな り機械化 されてい る・が,今 後 さらに拡大高度化す る予定であ

る 〔
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(6)棚 卸 資産業務(製 商品)同 社 の機 械化で 最 も中心 的部 分 で あ る。 同社の取扱 品

日数 は,お よ そ15,000品 目に お よび,そ の うちお よ そ60%が 製品 で,40%が 商 品(他

社製 品)で あ る。
'

売上伝 票枚数 は,100,000～150,000枚/月 で あ り,1枚 平 均4.5品 目程 度 の記 入が行 な

われ てい る。

また10日 ごとに入 出力集 計表 の残高 と実 在庫 との照合 を実施 してい る。

間 費用管理業務 費用 と同時に発生 し,翌 月にはそのまま支払 われ る債務について

は,債 務管理業務にふ くめ る必要がない と考え,費 用の方は月 間で機械集計 し債務の方

は一括伝票 を手作業処理 して一般会計に連結 している。

このサブ ・システムにおける債務支払のためには銀行振込総括表 および支払一覧表が

プ リン トアウ トされ るが,銀 行に提出す るものは別途手作業で書 き直 して作成 している。

(8)売 上債権業務 この業務 も同社機械化の中心業務であって,ほ とん ど完成の域に

達 してい る。

同社 の売掛 債権 と相手先 の買掛 債務 とは,

い る。

タイム ラグの調整 を行 な えば必 ず一致 して

〈9)一 般会計業務(財 務計算 ・事業部計算)事 業所別事業部展開および事業部別事

業所展開の試算表,あ るいは事業部門内のサブ ・ディビジ ・ン別試算表 などが月 ごとに

アウ トプットされ る制度が注目 され る。

(10)予 算業務r予 算実績 の管理 ・予算 編成 資料 の作成 に コン ピュー タが用 い られて い

るδ

D.EDP会 計 に係 る内部牽 制'

,イ ンプ ッ ト・デー タの正確性確 保 に重点 を置 くことに よ って 内部 牽制 を実現 してい る。

多 くの会計業 務 サ ブ ・システ ムに おいて,処 理 段階で チ ェ ック ・リス ト(ア ンマ ッチ ・
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リス ト)が 作成 され る。 チ ェ ック項 目は,た とえば,売 上 デ ー タ処 理 システ ムでは お よ

そ20項 目に もおよぶ。

勘定 仕訳 は原 則 と して支払 い,入 金 お よび振 替 伝票上 に行 な われ るが,コ ンピ ュー タ

に よ る自動仕訳 も若 干存在 す る。原材料 の消費払 出 の仕 訳 は その 例で あ るが,自 動仕訳

の 結果 は フ。リン ト ・ア ウ トされ るのでaudittrailの 面 での問題 は残 らない。

処理 の結果 はすべ て プ リン ト ・.アウ トされ るよ うにな ってい る。 その'目的の第1は,

会計 数 値 を管理 資料 と して経 営 に フィー ド・バ ックす るこ とにあ るが,そ れ は同 時に会

計 帳簿 と しての存在意 義 を持 ち,監 査 お よび税 務調 査 の場合 に も利用 で きるこ とに あ る。

その上,前 述 の よ うに原 資料 作成者 に対 す る牽 制 の意 味 も持 って い る。

EDP会 計 制度 下 での 内部 牽制 を維i持す るよ う組織 上,経 理 部,機 械 計算部 お よび監

査部 が分立 して お り,機 械計算 部 は原 則 と してSEお よび フ。ログラ ミング,イ ンプ ッ ト,

オペ レー シ ・ンの各機 能別 に課制 を敷 いて い る。

機械 計算部 の担 当者 が機 能別 に異 な る うえ,経 理 部 その他 に よ る審 査 が随所 にみ られ

るので,い わゆ るonemancontrolは あ り得 ず,不 正 の行 なわ れ る可 能性 はほ とん ど存

在 しな い;
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3.新 日本 製 鐵 君津 製 鐵所 のAOLシ ス テ ム

A.君 津AOL(AllOnLine)シ ス テ ム の 背 景

新 日本製鐵株式会社君津製餓所 は同社の申では最新鋭 の製鉄所で,1965年 に冷延工場

の建設を手始めに,1966年 か ら一貫製鉄所 としての設計検討が本格化 し,1968年 秋に高

炉1基 の体制,1969年 秋に2基,引 き続 き,目 下,3高 炉関連の設備増強が進 められつ

つある。

君津製鐵所の建設に当っては,

(1)関 東地区への鉄鋼供給体制の確立,

{2)需 要家本位の供給体制の確立,

(3}最 新鋭の設備 と効果的管理方式の実現,

④ 京葉地帯の地域開発への貢献,

などが基本構想 として打 ち出 され,単 に君津製鐵所のみの問題ではな く全社 をあげて

の最優先プ ロジェク トとしてとりあげ られた。

a)総 合 一貫 集 中管理を 志 向 コン ピュー タ ・システ ム設 計 に際 しては,こ の よ うな

構 想 を うけ,ま た従 来の 多分野 に わた り分 散 しが ちで あ った コンピ ュー タ応用 範囲 に対

す る反 省 と,設 計 開始 か らシステーA実稼動 まで2年 しか ない短期 間 で あ るとい う制約 か

ら も,焦 点 を製鉄 所管理 シス テ ムの基 幹 とな る生 産工程管理 に しぼ るこ とにな った。 そ

れ と同時 に,そ の時点 まで に各 製鉄所 で開 発蓄積 され た技 術,ノ ウハ ウを全面 的 に結集

して応用 す る方針 が とられ た。 また従来 の既設設備 に ついて の コン ピ ュー タ化 で経験 し

た 困難 さか ら,コ ン ピュー タ ・システ ム設 計 に当 っては建 設 当初 か ら,設 備,レ イアウ

ト,要 員,組 織,コ ンピ ュー タを それ ぞれ相互 に関連 し合 う要素 として共 同に総合検討

し,最 適 な マ ン ・マ シン ・シス テムに よる総合一 貫集 中管理 を志向 した。

b)過 去の経 験 と技 術の蓄 積 当時 まで に会 社 として蓄積 され てい た コン ピュー タ利



第1章 わが国の事例133

用 技 術 につ いて いえ ば,八 幡製鐵 所 で1953年 にPCSを,そ して1961年 には初 めてIB

M7070,1401シ そ テムを導 入 し,本 格 的な コン ピュー タの利用 に着 手 した こ とに始 ま る。

そ の後,生 産能 力 よ りも基 調 として需要 が上 まわ るとい った環境の 中で生 産設備 を フル

に活用 す る ことが強 く要求 され た事 情 もあ って,生 産実績 の把握,四 半期,月 次 の生産

計 画,旬 間計 画 な どの コン ピュー タ ・シス テ ム化 に重 点 が移 った。 それ以後,戸 畑,光 ,

堺 の各製 鉄所 に コン ピュー タが導入 され生 産工程 管理 を中心 とす る システ ム開発 が進 め

られ て きた。

この よ うに して君津 プ ロジ ェク ト開始直前 の 時点 で,全 社 コンピ ュータ ・レン タル は

月 額 お よそ8,000万 円,シ ス テム関連 要員 は お よそ600名 を有 す るよ うに な り,応 用 技

術 の面 か らい えば,プ ロセス ・コン ピュー タの分 野 を除 いて オ ンライ ン実 施 の経 験 はな

か った もの の,オ フ ラインによ る生 産工 程管理 につ いての コン ピュー タ利用技 術 では,

か な りの レベル に達 してい た とい え る。

一方 ,生 産工 程 管理 その もの につ いての技 術 の蓄積 と しては,薄 板生産 の系列 で いえ

ば,戸 畑 製造所 で気送 管 システ ム と工程 員制度 の組 合 せに よ る実績 把握 システ ムを採用

し,コ ンピ ュー タの助 けを借 りた経 験豊 富 な工 程管理 担 当者 に よ るキメの細か い旬 間
,

日別,交 代別 の管理 体系 が一応完成 してい た。 また厚板生 産系 列で い えば,八 幡製 鐵所

で開発 され た随 伴 カー ド方式 の オ フ ライ ンに よ る,板 一枚 毎 の製 鋼 ・分 塊工程 とつ なが

っ た工 程管理 シス テ ムが成果 を あげて いた。

c!オ ンライ ン ・システムの採 用 君津製 鐵所 の工程 管理 シス テ ム設計 に際 しては
,

この よ うな直 接 的な ノウハ ウのほか に オ フライ ン ・気送 管 ・工 程員 ・パ ンチ ャーの シス

テ ムを と るか ぎ り,い か に計 画 ロジ ックの精度 をあげ て も,ベ ース とな る実 績集計 に1

～2日 を要 し,全 体 としての管理 精度 は あ る限度 以上 あ げ得 な い こ とと,計 画要 員,工

程員rパ ン チ ャーな ど相 当数 の要員 を必 要 とす るとい うこと も十分 にわか ってい た
。 ま

た これ らの経 験 か ら得 られ た も う一 つの教訓 は,一 旦 ,人 手 で動 き始 めた シ ステ ムをコ

ン ヒ。ユー タ化 す る場 合 には,そ の切替 えがい ろん な意 味で むず か しく,.効 果 を あげ るた

め に は設 備 その他 の改造 を必要 とす るの に比 べ設 備,レ イア ウ トその他 ,最 初 か らコ ン

ピ ュー タ ・コン トロールを前 提 に企画 した シス テムは よ りス ムー ス'に動 き
,か つ効 果 も
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大 きい とい うこ とで あ った。当時 と して は製鉄所 での この種の全 面 オン ライ ン・シス デム

稼動 の実例 は世 界中 どこ もな く,初 めての試 み と して きわ めて リス クを と もな うこと も

予想 され た。 しか しこの よ うな経験 と建 設 当初 よ りで きるか ぎ り要員 を少 な くす るとい

う全 体 の方針 か ら,操 業 当初 よ り,人 手 に よる シス テム運営 を経 るこ とな く,い きな リ

オ ール ・オ ンライ ン ・シス テムを と り,中 央管理 セ ン ターに オ ン ・オ フすべ ての コン ピ

ュー タを集 中 し,そ れ と端 末 とを直結 せ ざ るを得 ない とい う結論 に達 した。

d)シ ステム設計 上の 留意点 この よ うな方 針に したが って,コ ン ピュー タ ・シス テ

ムの設計 は,工 場 の設備,レ イア ウ ト,要 員配 置 な どと併 行 して進 め られ ,管 理 シス デ

ム全 体の効率 向上 の面 か ら,コ ン ピ ュー タ ・システ ム ・サイ ドよ りの要請 で ,そ れ らに

変更 を加 え る個所 も生 じた。 また コン ピュー タ投 資 の上限 と しては,コ ン ピュー タ ・シ

ス テ ム採 用 によ る要員 削減 に見合 う範 囲に とどめ,明 白な把握 が 困難 な管理 精度 向上 メ

リッ トは副次 的 な もの と考 えた。

B君 津AOLシ ス テ ム の 概 要

a)工 程 管理 システムAOLシ ス テ ムの説 明に入 るま えに ,簡 単 に鉄 鋼業 に おけ る

工 程 管理 につ いてのべ る。 鉄鋼 業 にお け る工程管理 は第4 .3図 に示 す工 程 か ら もわか る

よ うに,製 鉄 工程 を経 て製 鋼工程 で造 られ た1個 の鋼塊 が,圧 延 工程 で何個 か の ス ラグ

とな り,そ れが圧 延工場 を経 て製 品 とな る際 には数多 くの ロッ トに分 け られて 出荷 され

る。 しか もこの各 工程 での歩留 はか な りの幅 で変 動 し,造 ってみ なけれ ば製 品 の量 が厳

密 には わか らない。 また,ひ とつ の工 程 を通 るたびにバ ッチ的に運 搬,加 熱,処 理 な ど

の作 業 が加 え られ,し か も各工 程 の能力 は その バ ッチを構成 す る材 料 な り製 品 の品種 ・

サ イズに よって大 幅 に変わ り,こ れ ら工程 間能 力 と作 業の 同期化 が むずか しく,管 理 の

ポ イン トとな る点 に特長が あ る。

この よ うな特長 を もった工 程 の管 理 は,次 の よ うに行 なわれ る。 注文 が本社 で の受注

処理 を経 て各 製鉄所 に配分 され た後,適 当な期 間(通 常5～10日)分 の注文 をま とめて

生 産 スケ ジ ュール を作 る。 この スケ ジ ュールの 目的 は,第4.3図 に示 す工程 各段 階の負
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荷 が 均 一,パ ラ.ン ス して し)る よ 、うに 管 理 す る.こ.と で あ る。

第4.3図 製鉄工業おける工程の流れ

－T-r〈i!iilED
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その手順 を冷延 鋼板 の注文 に例 を とって述 べ ると,ま ず 同 じ品質 ・サ イズの注 文 を そ

の期 間 内に集 め,冷 延 コイルに ま とめあげ る。 そ して納期 に合 わせて冷延 工程以 降 の所

脚 数を逆eey(一 応の冷延 日を・ さらに逆算 して熱延予定 日挟 める・次・rとれ と同

じコイル同士,あ るいは品質 は同 じで厚 みの異 な るコイルを組 合 わせ て分 塊工程 で スラ

グに ま とめ る。 さ らに,い くつか の ス ラブ をま とめて鋼塊 に,鋼 塊 をい くつか ま とめて

転 炉一杯 分の溶 鋼 に とい った具合 に実際 の作業 とは逆 の方 向に ま とめてい く。・もちろん

各 ス テ ップで歩 留 をか けて所 要量 を計算 してお く。 この よ うに して作 ったスゲ ジ ュー ノヒ

で は必 ず しも各 工程 間の 日別 の負荷 バ ランスは とれず,そ れ をな らす必要 があ る。 そめ

際 には製 造技術 上 の種 々の制約 も加 わ って くる。 、

このスヶジラール飾 る縢 も媚 離 であ るが・変更は さら獣 変 な障 とな り・'

しか も歩留変動が常時発生す るためスケジュール変更が必ず生 じるもので,各 工程 とも

で きるだけ輪 に前工程へ実働 給 し・言+画の変甦 図 らねばなちないが,従 来は各

工程の生産実績がメモにとられ,カ ー ド・パンチ されてコジ ピュータによ りバ ッチ処理

され,1日 以上遅れて計画変更に反映 きれていた。

b)AOLシ ステムの構 成 このSlう な工程 管理 を マン ・マ シン ・シス テム として いか

に効率 よ く作 りあ げ るかが システ ム設 計上 の ポイン トで あ った。 シス テム設計 上 もっと

も注意 した こ とは システ ムが いかに オール ・オン ライ ン化 され,コ ン ピ ュー タ化さ れ て

も最後 の判 断 をす るの は人 間で あ り,コ ン ピュー タはあ くまで その手助 けで あ るとい う

ことで,シ ス テムの部分部 分 は人 間 が理 解 で き,そ の仕組 み,仕 事 の流 れ を追 え る シス
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第4.5図 コ ピ ュー タ群 の 階 層 別活 用
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テ ムに す る ことが基本 思想 とな った。 した が って全体 を考 え る ときは粗 い単位 で,部 分

を考 え る と きは細 い単 位 で,し か も部 分で解 決で きるこ とは部 分 で解決 して,極 力全体

に影響 をお よぼ さない よ うな仕 組 み を考 えて行 な った。 その結果 に は第4.4図 に示 す よ

うな,4管 理 レベ ルに分 れ た コン ピュー ク ・ハ イア ラーキ ・シ・7・テ ムの形 とな?た 。各

管理 レベルの層別 に管理 の範 囲,サ イ クル,管 理 目的,主 要業務 を記 す と第4.1表 の よ

うにな る。 また この管理 レベ ル別 の情報 の流 れの関係 とタイ ミング を示 したの が第4.5

図 で あ る。

C.AOLシ ス テ ム の 現 状

この よ うな経緯 と考 え方 で1966年 の後半 か ら本格 的1こ設計 を開 始 した オ ンライン工程

管 理 シス テム も,1968年 春 に厚 板工場 が,そ して同年秋 には熱延,冷 延工場 も含 めた鉄

鋼一貫 の全 シス テムが オン ライ ンで稼 動 しは じめ,当 初期 待 した通 りの成果 をあげた。

その間 に コン ピュー タ ・シ ステ ムに要 した労力は お よ そ200人 年 に達 した。 その後,第

2高 炉関連 の設備 増強 に見合 った シス テム補強 も無事 に済 ませ,目 下,第3高 炉 関連設

備 増強 に備 えての システ ム拡張 に取 り組 んで い る。

第4.1表 システム管理レベルの層別と内容 ・ 、

管理⇒ 卿 畔 竺 叫 鯉 目『的1主 要 業 務

A

所全体(対

本社)及 び
工場別

←

旬 間 ・日別

・

進度指標の作成
'

.、

受注,受 注変更,'材 料請求,作
業進度指標,生 産計上,出 荷,
各種報告'

B
・工 場 ・主要

工 程 別
日別 ・番 別

進度指標と仕掛との
引当による日別 ・番
別作業予定作成

`

実績把握(日 別 ・蕃別)日 程予
定,番 別予定,材 料試験判定,
製 品引当など

C 鞠 酪 工 蕃別・数秒 牒 指示紺
作業命令,表 示,・作業問合せ,
実績報告など:

D 工場内設備 数秒以内 作業指示,実 行' 最適化,自 動化



第1章 わが国の事例139

4.富 士 電機 に お け る総 合在 庫 管 理 シス テ ム

A.在 庫 管 理 シ ス テ ム の 特 色

富士電 機製造 株式会社 の在庫 管理 プ ログ ラムは大 き く分 けて2種 類 あ る。 ひ とつ は分

析 シ ミュレー タで あ り,他 は実動 プ ログ ラムで あ る。

分析 シ ミュ レー タは,ど の よ うな需要 予測方 式 を用 い るか,そ の予 測方 式 を用 い て在

庫 管理 を行 な うと,在 庫 品 や品 切れが どの よ うに変 化 す るかを机 上 で分析 シ ミュ レ」 ト

し,実 務上 の参考 にす るプ ログ ラムで あ る。 そ して その予 測方式 が実 態 に適 合 しそ い る

と判 断 された ときに,過 去 の実 績 デ ー タを用 いて実 際の予 測作業 を行 な う。

同社 の在庫 管理 シス テムはFANAS(ForecastingAnalizerandSimulator),SICS(Sim.

pleInventoryControlSystem),FICS(FujilnventoryControlSystem)の3つ か ら成 っ

て い る。FANAS,SICSは 分析 シ ミュレー タで あ り,FICSが 実 動 プ ログ ラム'

とな ってい る。 まずFANASに よ り,イ ンプ ッ トした時系列 デー タに対 しての最適予

測方 式 を決 定 し,つ ぎにSICSで その予測方 式 を用 いて,FANASで 作成 され た デ

ー タの在庫 管理 を行 な う
。 その結果,そ の予 測方 式が実 際 の在 庫管理 を行 な うに適 して

い る と認 め られた場合,FICSで その方法 を使 って過去 の デ ー タか ら将 来 の予測 を実

際 に行 な う。 同社の システ ムの特 色 は,需 要 予測 か ら配 分計画,在 庫管理,生 産計画 ま

で,総 合 的 に と らえ よ うど してい る ところに あ る。

BFANAS

在庫 管理 を行 な う場 合,需 要予 測 の適 否 が その シス テ ムの優劣 を左右 す る。 時系 列 デ

ー タ(実 際 の数値)が 与 え られ た場合
,そ の系列 に最 も適 した予 測方式 を分析 決定 す る

必要 が あ る。 この た めに開発 され たのがFANASで あ り,そ の プ ロセス ・フ ローは第

4r6図 の とお りで あ る。

まず デー グ ・カー ドを イ ンプ ヅ トして時 系列 デー タを作成 す る(デ ー タ)。つ ぎに過去

の需要 デー タか ら,時 系 列 デ ータが,月 単位 または旬単 位 で水平 型(H),一 定傾 向型
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第4.6図FANASの プ ロセ ス ・フ ロー
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(T),季 節変動 型(S),一 定傾 向季 節変動型(Z)

の いずれ の予測 モデルに属す るか を決定 す る(デ ー

ク2)。 その判定 には,最 小 自乗 法 その他 のOR手 法

が用 い られて い る。

季 節変動 の要 因が あ ると認 め られた もg)に ついて

は,季 節指 数 を与 え(デ ー ク3),そ れ らの型 を さ ら

に移動平 均法 や指数平 滑法 を使 って細分 し,そ れ ぞ

れの数値 の バ ラツキが最小 の もの を最適方式 と決定

す る。

C.SICS

FANASで 予 測 の最適方 法が決定 す ると,そ の

.方 法 を用 い て在庫 管理 を行 な うと実 際の在庫 は ど う

な るか,品 切 れが どの てい ど発生 す るかの シ ミュ レ

ーシ ・ンを行 な うのがSICSで あ り
,計 算方 式 は

つ ぎの とお りで あ る。

発 注量=予 測値 × リー ド ・タイ ム+安 全余裕 一在

庫 一発 注銭

この計 算方 式 に よって,各 月 の在庫量,品

切れ量 と回数 を検討 す る。

D.FICS

a)目 的 以上 の2段 階 を経 て決定 され た最 適 の方法 を使 って ,実 際に在庫 管理 を行

な うシステ ムがFICSで あ る。 この システ ムの主 な 目的 は,つ ぎの点 に あ る。

{1)同 社 の場 合,工 場 倉庫(1ヵ 所)と 営業 所倉庫(9ヵ 所)の2レ ベ ルの クッシ ョン

が あ るが,基 本的 な考 え方 と して需要 に見合 った物量 だ けを在庫 し,か つ生 産 す る。

{2}機 械的計 算 作業 は コン ピュー タを利用 し,担 当者 は高度 な判断作 業に専念 し,管 理

の キ メを細 か くす る。
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(3)過 剰 在庫,品 切 れの発生 を少 な くし,営 業所 間 の倉 移 しをな くす。

(4)将 来 の よ り高度 な在庫 管理 の ための布石 とす る。

b)概 要 営業 所か ら注文 に応 じた製 品別 の入 出庫 伝票 が本社 に送 られ て くる
。 それ

らの伝 票 は本社 の コン ピュー クに集 め られ る。

コン ピュー タに はFANASお よびSICSを 通 じて決定 され た12種 の予測方 式 フ.ロ

グラムが 内蔵 され てお り,過 去1年 間 の出庫実 績 に よ り,型 お よびパ ラメー タに したが

って営業所 別 に予測計 算 を行 な う。予 測 の結果 は 「予 測表 」 と して,過 去6か 月 の実 績

第4・7図 在庫管理データの流れと日程関係図
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第 一4.8図'シ ス テ ムの 時 間 的 経過 図
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とと もに将来3か 月 の予測値 が フ.リン トされ るが,そ の プ リン トは本 社業務 部 お よび営

業所 で チ ェ ックされ,景 気変動,第 一 線情 報 を加 えて修正 され る。

一方
,営 業 所別 の予 測表 は全社 的に集計 され て全社 の予 測表 が作成 され ると と も1ご,

製品別 の生 産計画 が たて られ るが,こ れ も各部門 の チ ェ ックを うけ て修正 され,さ らに

第二次 の予測表 な ちびに生産計画 表 がつ くられ る。 この間,緊 急 を要 す る注文 は,保 管

され てい る倉庫 か ら製品 を出荷 し,注 文 主 に近 い倉庫 に移 され る。 デー タの流 れ と日程

は第4.7図,第4.8図 の とお りで あ る。

c)効 果 同社 がFICSを 適用 しは じめたの は1966年5月 末 か らで あ るが,そ れ以

来 の在 庫月 数 の経 過 をみ る とつ ぎの とお りであ る。

1シ ミュ レ ー シ ョ ン実 施 当 時

已 竺3月

1966『
・1・ 月1・ 月1・ 月[・ 月

210 」・8 2.0 1.9 1.6

10月

1.6

11月

1.4

12月

1.5

これに よ って 明 らかな よ うに,同 年9月 ごろか .ら在庫 減少 の効果 が あ らわれ,以 後現

在 までほ とん ど変 ってい ない。

効果 の第2と して は,従 来,工 場 でD/0伝 票原 稿 を女子7名 が3日 間残業 で タイプ

1していたが,こ の作 業 が全 くな くな った こ とで あ る。

また,従 来 各営業所 の営 業 マ ンは1毎 月D/0要 求 量 を算定 し,本 社 に提 出 し,本 社

で これ を と りま とめてD/0一 覧表 を作 成 してい たが,こ れ が全 面 的に電算化 された。

営 業 マ ンは,売 れ る予 測 さえチ ェ ックして おれば品 繰 りな ど気 にせ ずに前向 きの仕事 に

当 たれ るこ とに な った。

生 産計画 数量 に ついて も,業 務 は,全 富士予 測 さえ チ ェ ックして おけば,自 動 的 に算

出 され て くる もの を高度 な判 断で 見直 す程度 の仕 事 とな る。

それ にま して,全 体 と しての流れ が需要 の変化 に応 じて,在 庫量 とい うレベル を通 し

て フィー ド ・バ ック機構 を形成 し,生 産管理 に まで およんで い ることが,最 大 の効 果 と

してあ げ られて い る.
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5.石 川島播 磨重工業 におけ る生産管理 システム

A.全 社総合 システムにおける生産管理 システムの位置

石川 島播磨重 工業株式 会社 のEDPシ ス テ ムの第1の 特長 は,人 事管 理 ・営業管理 ・

原 価管理 ・利益 管理 ・資金 管理 をふ くむ経 営事務 が,全 社 的 な規 模 におい て統 合 されて

い ることにあ る。

第2の 特長 は,こ れ らの シス テ ムが,生 産管理 か ら出発 し,か つ生産 管理 を最 終 の 目

標 として いた とい うこ とで あ る。.

第3の 特長 は,こ の シス テ ムが実績 を中心 に し,最 近 オペ レー シ ・ナル ・コン トロー

ルの分野 に も着 手 した。

この シス テムは,歴 史 的に も原 価計 算 の トー タル化 を第一 の 目標 とし,原 価計 算 が扇

の要 であ る。 第一世 代の コン ピュー タの導 入(1957年)に よって,材 料 費 ・加工 費 の集

計 を中心 す る と 「要 素別仕 訳表 」 の作成 か ら着手 し,つ いで 「負 担別仕訳 表 」へ と進 み,

第二世代 の コン ピュー タの導入(1961年)に よ って,す べ ての要 素 を包含 した原 価計算

の トータル化 を完成 した。

この シス テ ムは 「原価 」が生 産 の実態 を 「共通 の尺度 」(価 値)に よって反映す る唯

一 の 「鏡 」で あ るとの考 えに基 づ く もの で あ り,す べ ての原価要 素 が生 産管 理の ための

管理 資料作成 の サ ブ ・システ ムを経 て ジ ェネ レー トされて い る。

第3世 代 の コン ピュー タを導 入(1968年 末)し,片 や生産管理 システ ムが事業部 ・工

=場別 に大規模 に発 展 し,他 方経 営事 務 システ ムが,人 事管 理 ・販 売管理 ・売掛金計 上

(回収)・ 買掛 金計 上(支 払)な どの面 で,オ ペ レー シ ・ナル ・コ ン トロールへ と質 的 に

転換 を行 ない,財 務会計 ・業 績評 価 をふ くむ総 合 システムへ と拡張 した現 在 で も,こ の

考 え方 は一 貫 して継承 され てい る。

生 産管理 を電算 化 す る場合,多 品種少量 の個別 生産 を中心 とす る企業で は,汎 用 シろ

テ ムをほ とん ど利 用 す るこ とがで きず,実 績 中心 の事務 シス テム完成 の過程 に お け る

「経 験」 と 「デ ー タ」の蓄積 が なけ ればな らない。
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第A・9図 原価管理のシステム概念図
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同社 の生産管 理(オ ペ レー シ ・ナルな)のEDP化 は1965年 ごろに始 ま り,各 事業蔀

・各製 品 ・各工 場に お け るコン ピュー タ リゼー シ ・ンの方 法 ・範 囲 も,お の おのが トー

タル ・システ ムを志向 しなが ら,現 実 の アプ ローチあ るいは重点 の置 き方 は,置 か れた

環 境 と合理 化の ね らいに よって必 ず し も一 定 に していない。

第4.10図 および第4.11図 は,特 定 の個別 生産工 場 お よび仕 込生 産事業部 に おけ る,ト
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、

第4.10図 生産管理のオペレーション概念図(個 別生産)
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ー タ ル ・シ ス テ ム の鳥 臓 図 で あ る
。

ある工場 は 「物量 の算定」 か ら 「材 料投入 」 までの,い わゆ る マテ リアル ・コン トロ

ールに 当面 の 目標 を絞 ってお り
,ま た あ る工 場 は 「図面IR」 「生産設 計」「NC工 作」

「マテ リアル ・コン トロール」 「日程計 画 」 までの 自動 化 を図 ってい る。・

また あ る事 業部 では,そ の性 格上 「営 業 システ ム」 を中核 にお き,ま た別 の事業部 は

「製造工 程」 の合理化 を主 たるね らい に してい る。

同社 は と くに トップの方針 と して,EDP化 それ 自体 よ りも,EDP化 を契機 とす る

経 営 の質 的向上 をね らい としてい るの で,開 発費用 ・運 営費用 が莫大 に上 るこ とを覚 悟

の 上 で,ト ー タル ・システム ・アプ ローチに重 点 を置 いて い る
。

その推 進 に当 た って は,各 管理単 位(工 場 ・事 業部)の 費 用的 負担能力 ・管理 能力 ・

人 的能力 ・標準 化 レベ ルな どに応 じて ア プ ロー チを変 えてお り,EDP化 インパ ク トに

よ り組 織 を危険 に さらす ことを避 け るべ く配 慮 して い る。

C.標 準 化 と デ ー タ ・ベ ー ス

'・トー タル ・システ ムは,デ ー タ ・ベ ー スを要 とす るマルチ ・デ ィメンジ ・ナルな総合

シス テ ムで あ るか ら,シ ステ ムの成否 を握 る鍵 はデ ー タ ・ベー スに どこまで汎用性 を持

た せて整備 で きるか にかか ってい る。

この ためには製 品 ・資材 ・工程 ・工作 法 ・外 注 ルー トな どの標準 化 が先 決 であ り,.と

くに多 品種 ・個別生 産 を基 調 とす る同社 に おいては,努 力 の大 半 を この問題 に払 って き

たが,今 もって解決 すべ き点 は多い。

一 例 として同社 の比 較的標準 化 され た製 品の部 品 マス ター ・シス テムに つい て述 べ よ

う。

デー タ ・ベ ー スに は最 小単位(エ ン ド ・ア イテ ム)の 部 品に至 るまで次 の よ うな項 目

が 盛 られ てお り,こ れ らが組 立工程 お よび機能設 計 の角度 か ら要求 に応 じて即時 に構 成

で き、るよ うに システ ム化 されて い る。 ・

部 品名 ・図面 番号・材 質 ・重量,工 程 名 ・標 準工 期 ・標 準加工 時間治 工具 名,外 注 先

・納期 ・単 価 な ど。

た とえば.今 あ るユニ ッ トを製 作す る場合,デ ー タ ・ベー スか らその ユ ニ ッ ト名 を呼
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び出 し,自 動 的に次 の よ うな情報 を知 るこ とがで き,こ れ をEDP化 シス テムの中に投

入 す る ことに よ って,自 動 的 に 日程計 画 ・資材 の手配 な どを行 な うこ とがで きる。

技 術変 更の場合 も,工 程面 ・機能面 か ら,こ の デー ク ・ベー スを検索 し,関 連 した部

品 に関す る設 計変更,マ ニ ュア ル ・治工 具 な どの変更,製 作 ・発注 オー ダーの取 消 ・変

更 な どを漏れ な くタイ ム リーに行 な うこ とがで きる。

さ らに同社 では,技 術変 更 ・工作 の 自動化 を準備 して い る。

D.日 程 計 画 お よ び 進 捗 管 理 に 関 す る サ ブ ・シ ス テ ム

伺社では工場 ・製品の特性によって管理のポイン トが異 なるので画一の システムはと

っていない。

あ る工場 では 山積 み を行 な って,全 工 程 の長 期的 な見 とお じを立 て るに止 めて お り,.

あ る工 場 では,ネ ック ・マ シンの操業予 定 のみ を出 してい る。 ま たあ る工場 で は,大 組

立 工程 の スペー ス ・ロー デ ィングか ら逆 に工程 を遡 って加工工 程の操業 計画 まで行 ない・

これ に基 づ いて資材 の投 入 か ら発注 まで を 自動化 してい る。

手法 と しては,対 象 とす る工 程 の特性 に よ り,単 なる山積 み,PERTと 山積 の結合.

シ ミュ レー シ ョンを中心 とした方式 な どを採用 してい る。

進 捗管理 の電算化 は,主 と して機械工 場 に対 して行 なわれ てい る。

カー ド ・ベースに よ るターン ・ア ラウン ド方式 とデー タ ・コレク タ'一に よ るフィー ド

・バ ッグ方 式 が併用 されてお り,一 方 この システ ムか ら,原 価管理 システ ムへの イ'ンプ

ッ トが作 り出 されて い る。

E.図 面IRサ ブ ・ シ ス テ ム

この シス テ ムは過去 の蓄積技 術 を活 用 す るための シス テムで,図 面 に関す る情報 を フ

ァイ ル し,キ ー ワー ドによ って複 数の次 元 か ら欲す る図面 を引 き出す ことが で きる。'

将 来 は生 産管理 システ ムへの インプ ッ トと しての役 割 も果 す ことを予定 してい る。

F.生 産 設 計 各 種 サ ブ ・シ ス テ ム

、 この システムは製品の性能 ・仕様が確定 した後,生 産手1碩をデザインす る仕事である。.
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に の システ ムは,日 程 計画 ・資材 手配 ・、自動工 作 な ど,各 サ ブ ・システ ムへの インプ

ッ トを作成 す るば か りで な く,そ れ 自体,省 力 ・日程 短 縮の大 きな効果 を生 む重 要 なシ

ス テムで あ る。

骨組 ・本体構 造 に関す る最適設計(強 度 ・工作 の合理化 ・経 済性 な ど),配 管 ・電路

・
,動力 ・居住 区 な どい わゆ る礒装 に関 す る最適設 計 を行 な うとと もに物 量 の算定 ・工程

の 決定 まで行 な う もので あ るが,標 準化 の進 み具合 に よって対象 物 ごとにEDP化 の シ

ステ ム も大 きく異 な る。

い わゆ る カ ッテ ィング ・プ ラン(C・P－ 鋼材 ・パ イプ ・合板 な どを経 済的 に カ ッテ

ィ ン グす るための部材 の組 合せ)も 一部 で行 な って い る。

G.自 動 製 図 サ ブ ・ シ ス テ ム

設計 お よび現 図の段 階 も自動製 図機 に任 せ よ うと言 う もの で,コ ン ピュー タで の計算

結 果 またはデ ー タ ・ベー スをア レ ンジ して幾何 学形状 の組 合せ に転換 し,X-Y方 向 の

動 きに置 き換 え,こ の結 果 を紙 テー プまたは磁 気 テープに ア ウ トプ ッ トし,こ れ に よっ

て 自動 製図機 の制御装 置 に命令 を与 えて図面 を描 かせ る もので あ る。

同社 ではか な り広 汎 に使用 してい る。

H.数 値 制 御 サ ブ ・ シ ス テ ム

原 理 は 自動 製 図 と同様 であ るが,コ ン ピ ュー タを直 接工作 に結 びつ け るシス テムで あ

る。 同社 で適用 され る範 囲は,切 断 ・切 削 ・曲 げ ・罫 書 と広 い活用 が考 え られ るが,現

在 まで に開発 され た切 削 ・孔 あ け ・罫書 を除 いて は試 行 ・準備 の段 階 であ る。

自動倉庫 ・ク レー ン ・コンベ アな どを併 せて コン ピュー タで ダ イ レク トに コン トロー

ルす る方 法 も近 く実現 す る予 定 であ る。

1.マ テ リ ア ル ・ コ ン ト ロ ー ル ・サ ブ ・ シ ス テ ム

シス テムの 内容 は,パ ターン と して は第4.10図 および第4.11図 に示す とお りで あ る。

仕込 生産 の場合 マ テ リアル ・コ ン トロール ・システ ムは2段 階 に分 かれ てい る。
.ン

第1段 階は仕込製造の時点である。
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販 売計画 に基 づいて仕込 計画 が策定 され るが,こ の時 どの部 品 をどれ だけ作 る(ま た

は外 注 す る)か を決 め る とと もに,そ の発注 ・納期管 理 ・入 出庫指 示 を行 な う。 ・

第2段 階は成 品(ま た は補用 部 品)を 受注 した時点 で あ る。組 立 日程 に応 じて出庫 が

リザー ブ され,不 足品 が あれ ば新 たに作 らな ければな らない。 乙の いずれの場 合 もシス

テ ムは酷似 して い る。

ベー スに な るのは 「組付 マス ター」 と 「在庫 マス ター」 であ る。組 付 マ スター とは部

品 の構 成 を示 す マ ス ター ・デ ータであ り,必 要 な成 品 を構成 す る部 品の種類 ・数量 お よ

び もろ もろの関連 情報 が フ ァイル され てい るので,こ れ か ら必要 な部品 の総量 が算出 さ

れ る。

在庫 マス ターに は,現 在 庫量 ・引 当情 報 ・手配 状況 が入 ってい るので,こ れ と照合 す

る ことに よ り,新 たに手配 す る必要 の有無 を知 る ことがで きる。

手 配量 が確 定 したあ とは個別 生 産の場合 と,自 動 発注 ・納期管理 ・材料 投入 の システ

ムに繋 が る。手 配 の単位 が 品種 ・業者 ・納 期 を キーに行 な われ るの に対 し,ラ イ ンへ の

投 入 は組 立単位(パ レ ッ ト)で 行 なわれてい る。

J.予 算 管 理 サ ブ ・シ ス テ ム

この システムは見積→請負金の確定→実行予算→実施予算→設計の各段階→発注金額

確定→実際の出庫→工数実績 と,生 産が進むにしたが ってコス トに関する新 しい情報を

古い情報 と置 き変え,常 時,最 も精度の高い コス トが判 るように してお くことを目標 と

している。

K.そ の 他 の シ ス テ ム

上 述 の シス テムの ほかに

{11フ ィー ル ドをふ くめた部品経 歴管理 サ ブ ・シス テム

{2}組 立記 録→検 査記録 →梱包 →発送 →請求(以 後全 社的 な売掛金 回収管 理 システム

に結 びつ く)の 一貫 したサ ブ ・シス テム

(3}代 理 店 をふ くめた製 品在庫 管理 ・サー ビス管理 の サ ブ ・システ ム

な どが あ り,い ず れ も生産管理 トータル ・シ ステムの一環 をな してい る.
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L.シ ス テ ム 実 現 の 背 景

以上述 べ たよ うな各種 の サ ブ ・システ ムがあ る場 合 は共 通 の デー タ ・ベ ースを介 して,

ま たあ る場 合 はい ったん人手 に よ る修 正過程 を経 た うえで,ま た あ る場合 は磁 気 テープ

に よ るデ ー タめ受 け渡 しに よって,生 産管 理の機 能 を トー タライ ズす るとと もに,全 社

的経営事 務 システ ムと も結合 して い るの が,同 社 の システ ムの姿 で あ る。

各工場 ・各事 業部 に よってEDP化 の範 囲 と密 度 お よび トー タル化 の広 さはまだ必 ず

し も統一 されてい ないが,④ トップの指導 が具体 的 に行 なわれて い ること,②EDP化

の担 当部 署 が統 一組織 で あ るこ とな どに よって,将 来 の方 向 として は一本 化 されて い る

と言 うことが で きる。

M.ハ ー ド ウ ェ ア

これ を実 施 す る コ ン ビ。ユ ー タ と し て は,TOSBAC5400,IBM360/40,IBM360

/50,UNIVAC1107,UNIVAC1108お よ びOUK1004・OUK9000に よ る リモ

ー ト ・・タ ー ミナル 群 が あ る。

N.将 来 の 方 向

同社が生 産管理 の将来 方向 と して予 想 してい るこ とは

{1)標 準化 の徹底 に よる システ ム効 率 の向上 と トー タル化 の拡大

{2}人 間的思考 の利点 を生 かす ための マ ン ・マ シン ・イン タラクテ ィブ ・システ ムの

導入

(3}生 産 プ ロセス自体 の総合 的直接 的 自動 化 ・ ・

な どで あ る。
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6.日 産 自動 車 に お け るサ ー ビス部 品管 理 シス テ ム

日産 自動車株 式会社 の サ ー ビス部 品管理 シス テ ムは次の とお りで あ る。

A.サ ー ビ ス 部 品 業 務 の 概 要

最 近,我 が 国の 自動車保有 台数 の増加 は著 し く,1969年 末 には軽 四輪 もふ くめ,1,500

万台 を こえ,海 外 に輸 出 され た車 も数百万 台 にお よんで い る。 自動車 は機能 的条件 や道

路事 情,気 候 な どの外的条件 によ って その性能 を維持 す るために は,定 期的 に あ るい は

突発 的 に部 品 の交換 が必要 とな る。

このた め何 時 で も,ど こで も必要 な部 品が即 時供給 で きるサ ー ビス体制 の確 立 が部 品

部 門 に要 求 され てい る。

サー ビス部 品 の供 給 は,つ ぎに指 摘 す るよ うに複雑 で,困 難 な業務 で あ る。

(1)自 動車 を構成 してい る部品 の種類 が極 めて多 い。

{2)需 要動 向 が部 品 の性 格 に よって異 な り,ま た需 要 の変 動が激 しい。

(3)モ デル ・チ ェン ジが頻繁 で,新 しい部 品が追加 され るが,旧 型 部品 も長期 に わた

って供 給 しな ければ な らな い。

(4)機 を失 せ ず供 給 し遅滞 は許 されない。 サ ー ビス部品供 給業務 の良否 を評価 す る尺

度 を 「即納 率」 と称 し,次 の式 で表 わす。

即豊瓢 織 慧 ㌶額一即継

即 納率 は在庫 を多 く持つ ほ ど,良 くな るこ とは当然 であ るが,採 算 を度 外視 す ること

は で きない。顧 客の要求 に応 じ る即納 率 の維 持 を条件 と して,最 小の在 庫 にす る ことに

努力 が集 中 され る。 この在庫 につ いて は メーカ ーの みな らず,販 売店,営 業所 および部

品商 な ど,国 内,国 外 に組織 的に配置 され,補 充 の ための生産,輸 送 な どを総 合 した管

理体 系 が必要 とな る。

同 社の部 品部 の概 況 は おおよ そ次 の よ うで あ る。

{



{1)

(2)

(3)

(4)

(5}

月間売上高

管理対象部品点数

内本社在庫点数

在庫量

倉庫

取引先 国内販売店

海 外 デ ィス トリビュー タ

仕入 先各工 場商社

(6)EDP処 理 トランザ クシ ョン

r日 平 均

受 注 国 内販 売店 よ りの定期 注文

国 内販 売店 よ りの 臨時注 文(緊 急)

海外 デ ィス トリビュー タよ りの定

期 お よび不定 期注文

同上 臨時 注文

受 入 お よび検収

各種 イ ンク ワイア リー

お よ そ40億 円

220,000点

135,000、 ξミ

お よ そ4.5ヵ 月 分

5ヵ 所

300

400

300
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12,000件 バ ッチ処 理

2,500件

2,300件 バ ッチ処 理

100件

3,000件

2,000件

B.EDPシ ス テ ムに 要 求 し た基 本 項 目

{1)受 注 よ り出荷 まで の期 間 の短縮。 と くに緊 急注文 の即 時処理 をす る。

{2}目 標 とす る即 納率 を最 小 限度 の在 庫量 で達成 す るため に,つ ぎの措置 を とる。

イ)各 部 品の需要 動 向 と生 産方 式 に よって分類 した層別 管理方 式 の採用。

ロ)需 要予 測 を的確 にす るため に指 数平滑 法の導 入。

ハ)在 庫分析,お よび過 少,過 剰在庫部 品 の抽 出 と事前 警告。

二)入 荷,検 収 を即 時処理 して,現 品 の動 きと,事 務処 理 の タイ ムラグを無 くす る

こ と.

ホ)未 入荷部 品の状 況 を適 時報告 し,未 入荷部 品 に対 す る機 を失 しない処置。

(3}倉 庫 作業の効率 化 と迅速 性の 向上 に寄 与 す るために つ ぎの措 置 を とる。
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第4.13図 サービス部品業務処理システム概念図
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ぐ

受注出荷案内

出荷指示表

部 品要 求

ステ イタス ・

フ ァ イル

取得受人

システム

発注計画(新 規)

(需要予測)

定 期 要 求

(発注点法)

商品化作業指示票

定 量 要 求

糊 入 票

納入指示

臨 時 要 求

受付票・入荷票

緊 急 発 注

現 品' 外注メーカ三

内 製 工 場

イ)部 品 の格納 箇所 を明確 にす るロケー シ 。ン ・シス テムの採用

ロ)出 庫 作業 を容 易 にす る伝票 の分類 と配 列

{4}販 売計 画,販 売 促進,価 格政 策 な どの各種 統計 資料 を作 成 す る。

同 人員 の節 減 と過 重 な事務 労 働か ら解放 す る。

イ)各 種 台帳 の 内容 を計算 機 に記 憶 させ,随 時必要 項 目のみ を抽 出で きるイン ク ワ

イア リー方 式 の採用

ロ)限 界 管理方 式 に よ り,正 常 な状態 は コ ンピ ュー タに委 せ,抽 出 され た異 状値 の

み の人 に よ る処理 。
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,

C.EDPシ ス テ ム の 要 点

同社のEDPシ ステムは,つ ぎの4点 に留意 して設計 された1

イ)オ ン ライン ・リアル タイ ム方 式 を採 用 し,事 務所,計 算 セン ター,各 倉庫 間 は デ

ー タ伝送 に よ って連結 す る
。

ロ)受 注出荷,取 得要 求,受 入検 収,売 桂ト買掛 計算 な ど各 業務 は関連 性が高 いので
,

1つ の トランザ クシ ョンに よ る関連事 項 は同時処理 を行 な う。

ハ)フ ァイル構 成 は中心 的な課題 で あ り,部 品 総合 管理 台 帳 としての 「マス ター ・フ

ァイル」 と物の動 きを時 々刻 々に記録 す る 「ス テー タス ・ファイル」 に2区 分 しデ ィス

ク ・フ ァイルに記 憶 させ る。

二)マ ル チ ・プ ログ ラ ミン グの機能 を利用 し
,オ ン ライン稼動 時 に も業 務 の組合 せ を

考 えて,種 々の バ ッチ作業 を処理 し,コ ン ピュー タの稼動効 率 を高 め る。

D.機 器 構 成 と フ ァ イ ル 構 成

a)機 器構成 同社の機器構成 は第4.14図 に示す通 りである。

(1)中 央 側 、

サー ビス部品管 理 システ ムは・ 耳ITAC-8400に よって運 営 され てい る。 同社 の横 浜・

計 算 セン ター-ecは 同機種 が4台 導入 され てい るが,そ の うちの2号 機 が本 システム用 の

専 用機 と して割 当て られて い る。 オ ン ライ ン中の ダウンに対 す るバ ックア ップのた めに,.

イン ターフ ェー ス ・ス イ ッチ を介 して1号 機 と接続 してあ る。 この切換 えは1968年10月 、

稼 動時 よ り現在 まで,お よそ1年 半 の期間 中,1回 実施 したのみで あ り,そ の と きの切

り換 えに要 した時間 はお よそ30分 であ った。

倒 端 末側

オ ンライン回線 で結 ばれ てい るのは,カ ー ド読取 機 とキ ー 」プ リンターが セ ッ トにな

った複合端 末装置H-9112と,キ ー ・プ リン ター単 体のH-9111-2で あ る。

当初 は複合端末 装置H-9111-1を 使 用 したが,そ の後 省力化 の ため 自動読取 り可能:・

なH-9112に 切 り換 えた。



158第4部 コ ン ビ 三τ タ ・シ ス テ ムの具 体 例

第4.2表 オ ン ライ ン使 用 回 線 の 内 訳

端末回線

場 所 事副 谷 倉 同 勢 と

鯨1酬 村山本牧・司 横浜
合 計

端末

H-91124000004

H-9111-104311(2)9(11)

H-9111-2104211018

回 線 数 ・27[・1・,1(・ ・1…26)

(注1)H-9111-1は 緊 急 出 荷 緊急 発 生 入 荷 検 収業 務 に医 用

H-9111-2は ロケ ー シ ョン番 号 登 録 イ ン ク ワ イ ア リー に使 用

(注2)端 末 の 一 部 は マ ル チ ・ドロ ップ方 式 を採 用 して,1本

の 回 線 か ら2台 へ 接 続 して い る。

b)フ ァイ ル 構 成 オ.ン ラ イ ン業 務 に 必 要 な フ ァ イ ル は す べ て デ ィ ス クで あ り,バ ッ

チ処 理 の フ ァ イ ル は テ ー プで あ る 。

第4.3表 デ ィス ク ・フ ァイル の 内容

フ ァ イ ル 名 称 liク言 レ コー ド型 式 ・・一・長兇 堺 ㍊ 脇 謡 備 '考

部 品 マ ス タ ー ・フ ァ イル バ イ ト

牒 ㌶;㌶ls醐 変巳ロック;ll謬 川

麟 ㌶ ㌶ 鷲i=已

直 送 部 品 の うち13

点 につ い て は シス

の必 要 性上,在 庫

フ ァイル の形 で も

い る。したが って,

バ ッ ク オ ー ダ ー ・フ ァ イ ル ISAM固 定長・・ック175 15.000

部 品 要 求 ス テ イ タス ・フ ァイ
ノレ ISA十 定長・・ック1…

1・ ・・…

マ ス ター フ ァイル の総

1 点 数 は お よ そ220
,000

2点 で あ る

、(注)ISAM(IndexedSequentialAccessMethod):(dailybatch):索 引 に よ って 当該 部 品 の デ ィス ク上 の位 置

を捜 し 出す デ ィス ク ・ア クセ スの一 手 法

E.オ ン ラ イ ン 各 業 務 の 概 要

a)緊 急受注 出荷処 理 各販売 店 よ りの緊急注文 は,テ レ ックスに よ って東京事 務所

で 受 注,た だ ちに パ ンチカー ドを作成 してHL9111-1よ り,リ アル タイムに セン ター

の コン ピュー タに イ ンプ ッ トす る。 この場合,い ったん,穿 孔,検 孔 を した カー ド・イ

、ンプ ットを用 いて い るの は,キ ー ・インによ る ミスの確率 が高 いので,そ れを防止す る

プこめで あ る。

コン ピュータは,メ ッセージが入 って くる と,マ ス ター ・ファイルの在庫 を照合 し,
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第4.14図 オ ン ライ ン業 務 の概 念

、

ぽ'

在庫 が あれ ば即 時各部 品 の保 管場所 区分別 に各 倉庫 の端 末装 置 に緊急出荷指 示票 をア ウ

トプ ッ トす る。 それ と同時 に在庫 の更 新 を行 な い,ま た売掛金 請求書 作成 な どの た め出

荷 の記録 をテー プに とる。各 倉庫 に対 す る出荷指示 と併 行 して,在 庫 が無 い場 合 ,あ る

い は該 当す る部 品番号 が ファイ.ルにない場合(ア ンマ ッチ もふ くめ.て)そ の結果 は,東

京 の端 末装置 に回答が プ リン トされ る。 これ ら一連 の処理 時間 はお よそ20秒 で あ る。

b)入 荷,検 収 処理 現品 を倉庫 で受付 け た時点 が入 荷 で,以 後品 質検査 を行 ない,

つ い で防錆,包 装 な どの商品 化作業 が完了 し検 数が完 了 した時が検収 であ る
。 この時点

で は じめて出荷可 能 の在庫 とな る。納入 指示 の伝票 は,部 品番号,商 社 コー ド,発 注数

量,納 期,'納 入場 所 な どの必要事 項 が穿孔 され た1組 の カー ドで,あ らか じめ商社 に配

布 され てい る。

この カー ドは,コ ン ピュー タよ りア ウ トプ ッ トされた もの で,同 時 に要 求 ス テー タス

・ファイルに記録 され てい る。 受入,検 収 の時点 で そのつ ど各倉庫 の端末装 置 よ りイ ン

プ ッ トされ る。 各 フ ァイルの記録 は,即 時 更新 され ることは もちろんで あ る が
,バ ッ
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ク ・オーダ ー ・フ ァイル(受 注 を受 けだが,在 庫 が無 く,未 出荷 とな ってい る部 品 の記

録)に あ た り該 当部品 で あ った場合 は,先 に その分 の出荷指示 を行 ない,残 数 が在 庫 と

な る。 受入,検 収を リアル タイ ム処理 と した こ とは,品 切 れ とな ってい た部 品 をな るべ

く早 く出荷 す る こと,現 品 の動 きと,事 務処理 の タイム ラグを無 くして,在 庫 の回転 を

良 くす ることと,事 務処理 の正確 を期 す るこ とleあ る。

C)イ ンク ワイ ア リ一 同 シス テ ムでは,台 帳類 はすべ て コンピュー タの フ.アイルの

形 で もってお り,台 帳 の内容 を知 る必 要の あ る場合 は,各 所に配置 してあ る17台 の キ ー

プ リン・ターに よ って販売,在 庫,倉 庫 な ど各 管理上 の諸元,お よび記録 が,必 要 項 目 ご

とに随時 タイプ アウ トされ る。 この頻度 は毎 日お よそ2,000件 であ る,

〈

F.バ ッ チ 処 理 主 要 業 務'

a)定 期受注 出荷処 理 定 期受 注 は,受 注 よ り出 荷 までの所 要時 間 をな るべ く短縮 す

るこ と,お よび月 間の毎月 の事務 お よび現場 作業量 を平均化 す るために,あ らか じめ注

文 暦 を定 めて おいて およそ300店 を 日割 に して毎 日処 理す る。 これ を逐 次受 注逐 次出荷

方 式 と称 してい る。1970年4月 よ り全面 的 にOMRに よ りイ ンプ ッ トして,一 品一 葉 の

出荷指 示 カー ドを連 続伝票 で プ リン トア ウ トす ると共 に出荷案 内書 な ど一連 の書 類が 同同

時 に プ リン トア ウ トされ る。

この際 出荷指示 カー ドは,各 倉 庫 の分担 ご とに ロケー シ ・ン ・ナ ンバ ー順 に分類 して

出 され る。 在庫 の ない場 合 は,バ ック ・オー ダー フ ァイルに記録す る とと もに,定 量発

注部 品 は発 注点 と照合 し,発 注点 に達 した部 品 は納入 指示 カー ドが 自動 的 に パ ンチア ウ

トされ る。 定期 受注 出荷 は受注,パ ンチ,EDP処 理,出 庫,梱 包発送 の各 作業 が1日

タク トで実施 され5日 間で完 了す る。

」

b)発 注 業務処理 お よそ13万 点 の在庫 部 品は,需 要動向 と生 産方式 に よ って9区 分

に層別 管理 してい るが,発 注方 式 は基 本 的に は定期 発注方 式 と定量 発注方 式 であ る。需

要 が 多 く,重 要 な部 品 およそ1万 点 が定期 発注方式 で処理 され る。 この部 品 は毎 月初 に

「サ ー ビス部 品要求票 」 として,一 品一 葉 の 力ニ ドで プ リン ト・ア ウ トされ,そ の内容 は
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需要数 の推移,在 庫 数,既 要求 数,未 入 荷数,発 注先 な どのほか,在 庫 の基準,上 限,

下限,需 要変動 係 数,指 数平滑 法に よ って計算 した需要 予測値 お よび一 定 の方式 で計 算

した発注数 な どが表示 され てい る。発 注業務 の担 当者 は その内容 を チ ェック して,と く

に必 要の あ る ものの み修 正 を行 な う。

な お,生 産の リー ドタイ ムは,2ヵ 月 として い る。 この場 合重要 で 困難 な問題 は,需

要 予測 の的確化 と生 産要 求数 の平滑化 で あ る。

第4.15図 シ ス テ ムの 機 器 構 成'

函さ
耀 掛くぷ

部品部事務所(東 京)

H-9111-210台

H-8564

磁 気 デ ィ ス ク 装 置20吉

言己帳 容 圭辻725フiノ くイ ト/台

ア ク セ ス ・タ イ ム87.5mS

本 牧 部 品 倉 庫

H-9111-11台

H-1111-21台

醜/
回線200ボ ー ×26

端末速度10宇/秒

H-8216-21

ラ イ ンプ リン タ2台

印 字 速度1,250行/分

印 字 数 正50字/Z予

幽
磁 気 テ ー プ 装 置

H-843230KB6デ ッ キ

H-844260KB6デ ッ キ

バ

ツ

フ

装

置

　　　　オヨハ

通

信

48制

回 御

線 装

置

－

ll

ヒ1一 換可能/

7
H-8233-10
一 ド読 取装

0枚/分

H-8400-262

処 理 装 置

記 憶 装 置262Kバ イ ト

ア クセス・タイ ム1.44μs/2B

＼H-8235-10カー ド穿孔 機

穿孔 速 度250枚/分

蟹},

ミ
口

計 算 セ ン ターH-9111-12台
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7.ト ヨ タ自動 車 販 売 に お け る情報 シス テ ム

PLAS(PlanningApplicationTctalSystem)

トヨク自動車販 売株式 会社の 情報 システ ムは次 の とお りであ る。

A.オ ペ レ ー シ ョナ ル 業i務

a)物 流 サ ブ ・システム 物 流 サ ブ ・システ ムは商 品,手 形,現 金 な ど企 業 内の もの

の流 れ に関す る事務 的 な処理 を扱 う業 務 であ り,車 両,部 品,経 理 な どの シス テムに分

かれ てい る。車 両 ラインを とってみ る と,販 売店 か らの受 注,ト ヨタ自動車工業㈱ 工へ

の 発注,引 取,配 車 に関す る管 理 と請 求,支 払 いな どの業務 で あ る。 この と きに発 生す

る受注 数,在 庫 数,販 売数 な どが ライ ン情報 として蓄 積 され る。

第4.16図 トヨタ自販の情報体系

オペ レー シ ョナ ル業 務

物流サブシステム

需響覧¶
個別

ライン業'務処理プ ログラム

↑㈱

サブシステム

企業外情報

イ乍成 ・維持
管 理 ・プロ

グ ラム

デー タ・ベ ー ス

プ ラ ンニ ン グ業務

ライン計画業務 戦略計画業務

」
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b)情 報 サ ブ ・シス テム 情報 サ ブ ・シス テムは お もに企業 外部情 報 が中心 で,計 画

業 務 に必 要 な情報 の収集,維 持,管 理 を行 な う。情 報 と しては経 済統計,産 業統計,社

会 統計,関 連 企業財 務,市 場調査 な どの定量 的情報 と新 聞,雑 誌,法 規 税制 な どの質的

(Document)情 報 の2通 りがあ る。

〈1}ラ イ ン計画 業務

ライ ン計画業 務 は計 画部 門 を担 当す るな かで定期 的に行 な う業 務 を扱 うもので あ る。

オペ レー シ ・ナル業務 の遂行 に対応 して需要 の予 測 を行 ない,販 売計画 や生産計 画 を作

成 す るの が これ に あた る。 同社 の場 合 には 自動車 の需要 の長 期 およ び短期予 測,需 要予

測 に もとついて の各車名 ご との販 売計画,販 売店単 位 での販売 目標 の設定管理 とい った

もので これ らは定量 的 ・計 数的 情報 の垂 直拡大 的 な方法 が 中心 に な る。

K2)戦 略業 務

トッフ㌦ マ ネジ メン トの意思 決定 の ため,長 期需要予 測,国 際,国 内経 済の動 向,景

気 の 見通 しを土 台 と した資料 を作成 す る。

B.PLASの 目 的

PLASは 情報 サ ー ビス,計 画業務 の機 械化,シ ス テムズ ・ア ナ リス トの養成 とい う

3つ の 目的 を もってい る。

a)情 報 サー ビス 定 期資料 で は一 定 の区分 に したが った統 計 しか得 られな いが,さ

ちに サマ リーを取 った り,比 率計 算 を行 な う一 次加 工処 理の要求 や臨時 の分析 資料 が数

多 く要 望 され る。 これ らの要望 の1つ1つ にた い して ただ ちに応 ず るこ とので きる汎用

的 な情 報検索,汎 用 的 な加工 処理 を行 な うプ ログ ラムが必 要 にな る。PLASは 種 々の

異 った形 式 の フ ァイル を扱 うこ とがで きて,コ ン トロール ・カー ドを与 える ことによ り

各 種 の内容 の ア ウ トフ。ッ トを得 る ことので きるフ。ログ ラムーGDAM(GeneralizedData

Manager)を 発展 させ たプ ログ ラム ・システムで あ る。

b)計 画業務の機械化PLASの 情報サービスは前述のよ うに計画i業務の担当者が

業務 を遂行する場合に参照す るべ き資料の提出 を目的 とす るがPLASは さらに計画業
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務 の業務 自体 を機械 化す るこ とを 目標 に してい る。 あ るい は業務 の遂行 のつ ど,コ ンピ

ュー タを道 具 と して使 い こなせ るこ とを 目的 とす るのが第2の 目的で あ る。計 画業 務 に

おいて も使 用 す るデ ータは情 報 サ ブ ・システ ムで報告 され る統 計 資料 の時系 列蓄積 と,

各 ライ ン業務 で蓄積 され た ライ ン情報 であ り,デ ー タ処理 の方 法 は時 系列延長,回 帰分

析,さ らには係 数 を逐 次掛 け合せ て デー タを分解 して行 くよ うな単純 な処理 が多 い。 し

たが って この業務 の本 質 を充 分に分析 して モデル化す るな らば,磁 気 デ ィス クに貯 え ら

れ てい る多 くの情 報 を直 接 に抜 き出 して コン ピュー ク,で処理 す るこ とがで きる。 人間 の

判断 を入 れ るよ うな係 数に ついて はパ ラメー タと して モダルに インフ。ッ トす るよ うに モ

デル を作成 す る必 要 があ る。 これ を最 少の労 力 で円滑 に実 行 に移 す ためにPLASはG

DAMで デ ー タを抽 出 し,各 種統 計 フィル ターを通 して処 理 をほ どこ し,さ らに モデル

・プ ログ ラムを連動 させ る とい う形 で可 能 にす るが新 シス テムでは担 当者 が簡単 に利用

で きるよ うな機能 を システム と して持 つ ことが考慮 さ れ た。 新 旧 システ ムの比較 は第

4.17図 の とお りであ る。

第4.17図 計画業務の新 ・旧システムの比較
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新システム 旧システム
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C.PLASの 概 念 と特 長

a)PLASの 構成と概念

第4.18図PLASの 概念 図

PLASの 構 成 プ ログラム.

「 一 一 一 一 一 一 一 一 ー ー

I

i[GDAM
ン ヨフ1
コン トロール

1プロセ ッサー

iU
I

L______

「 一 一 一

情 報

サ ー ビ ス

____」

一 口 一 「

モテツレ試 行

子 側

ll

L唖 聾.一__一 一_一_」

{1|PLASの 構 成要素

PLASは,以 下 の5つ の部 分 か ら構成 され る。

(イ)GDAM(GeneralizedDataManager)こ の プ ロゲ ラムは汎用 のIRと デ ータ

加 工 を行 な い,各 種 の ア ウ トプ ッ トを作 り出 す フ.ログ ラムで あ る。 デ ータ ・パ ンクや中

間 フ ァイルか ら必要 な デ ータを抽 出 し,簡 単 な加工 をほ ど こして,回 ◎(二}に渡す部 分 で

あ る。GDAMは 単 独で も働 いて汎用 的 な プ リン トを行 な うこ とがで きる。

㈲ 統 計処 理 フィル ター デー タ ・ベー スよ り抽 出 され た デー タに対 してOR処 理

や統計 分析処 理 を行 な うフ.ログラ ム群 で あ る。

◎ ア ウ トプ ッ ト・コンバー ター あ る形式 の アウ トプ ッ トを別 の形 式 の ア ウ トプ

ッ トに変換 す るユ ーテ ィ リティ的 な プ ログ ラム群 であ る。

{二1モ デル演 算処理 プ ログラム ・ デー ダの分 解,時 系列 延長,予 測値 の代入 な どの
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処 理 手 順 を一 連 の方 程 式 体 系 の 逐 次 的 な 処 理 に 組 み 立 て る こ とに よ り,業 務 の モ デ ル と

プ ロ グ ラ ミン グ す る こ とな く作 成 す る モ デ リン グ ・プ ロ グ ラ ムで あ る。

困 ジ ・ブ ・コ ン ト・ 一 ル ・プ ロ セ ッサ ー ㈲ か ら〔二}ま で の機 能,そ して あ る場 合

に は ユ ー ザ ーが プ ログ ラ ミン グ し た モ デ ル ・プ ロ グ ラ ムの 連 結 を 簡 単 に コ ン トロー ル す

る プ ログ ラ ム で あ る。

b)PLASの 特長

(1)デ ー タ ・バ ンクか らデ ー タの抽 出,加 工 を汎用 的に容易 に早 く行 な うことがで き

る(GD-AM)。

(2}抽 出,加 工 した デー タに たい して,統 計処 理 フィル ター ・ア ウ トプ ッ ト・コンバ

ー ター,モ デル演算処理 プ ログ ラムを働 かせ るこ とに よ り計画業 務 の機 械化 を容易 に実

行 す るこ とがで きる。

〔3}計 画業務 の機 械化 が大 量 の デー タ ・バ ン クを 自由 に直 接利用 す る とい う形 で達成

され る。

④ 積木方 式 の シス テムで機能 拡大 が容易 で あ る。

D.計 画 業 務 の モ デ ル 化 応 用 例

ここでは今まで述べて きた計画業務のモデル化を行ないGDAMな どと連結 して比較

的容易に計画i業務の機械化が行なえるとい うPLASの 考 え方を実際に応用 した例を2

つあげ る。(第4.17図 にモデル作業の新旧 システムの比較を示す)

a)車 両 目標台数 モデル この モ デルは 自動車 の市場 ご との需 要 の動 きをつか み,占

拠 率 な どを設定 して目標 の 台数 を決定 す る構 造 で あ り,主 として,登 録 デー タ政策 値 を

パ ラメー タとして使用 す る。

b)車 両 長期販売 計画 モ デル この モデ ルは車 の市場 で の動 きをあ る流通 理論 に よ り

長期 需要 予測 を同時推 定 モ デルで行 な うマ クロ分 析 モ デルで ある。 パ ラ メー タとしては

市場 調査 の集計結 果 と登 録 デー タと政策係 数値 を用 い る。
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E.財 務 予 測 モ デ ル

a)財 務 モデルの 必要性 とPLASと の 関係 同社 におい ては,計 画 目標 台数 が立案

され るさいに(販 売 店 ご との)収 益検定 を裏 づけ る。 この ために,各 担 当部 門は常 に台

数 や人 員 を与件 と して短 期 あ るい は長期 の収益 予測 を行 な ってい る。 しか し販 売店 が増

加 して人手 に よ る処理 が困難 とな り,ダ イ ナモを使 って モデル化 を試 み,さ らに 回帰分

析 な ど織 り込 み,計 量 モ デルの試 行 も行 ない,さ らに汎用 モデル ・フ.ログ ラムを作 り上 げ,

この モデ ル ・フ。ログラムを一 般的 な モデル演算処 理 フ。ログ ラム としてPLASの なか に

位置 づ け した ので あ る。

b)財 務予測 モデル この モ デルはサ ンフ.ル ・デ ー ラーの予 測 を行 な うB/S・P/L

営業 費明細 な どの項 目,商 品別1件 当 りの販 売価 格,原 価 や売 上 げの伸長率 な どの過 去

の推 移 と,商 品別販 売件 数 の過 去の推移 のEPA法 な どに よ る時系列分 析 を行 な った予

測値 をモデ ル ・ベ ース ・フ ァイルに入 れ ると同時 に資料 をア ウ トフ。ッ トす るモデルで あ

る。
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8.近 畿 日 本 ツ ー リ ス トの

オ ン ラ イ ン ・ リザ ベ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム

A.事 業 内 容 とEDPシ ス テ ム

近畿 日本 ツー リス ト株式 会社 の事業 内容 は大 き くわ け ると,旅 行 あっせん業(国 内旅

行,海 外旅 行,外 人旅行)と 航 空貨物 取扱業(輸 出貨 物 ・輸入 貨物)お よび これに附帯

す る業 務 とな る。1969年 の販 売 高 は450億 円,従 業員 は およそ3,000人,営 業所数 は170

で あ る。

同社 は1966年11月 に コ ンビ。ユ一 夕を導入,1967年4月 か らわが国最初 の オ ン ライ ン ・

リアル タイ ムの旅 館予 約 シス テ ムの サー ビスを開始,そ の後順 次対象 業務 を拡大 した。

オ ンラ イン ・リアル タイムに使用 して い る機 器 の構成 は第4 .19図 の とお りで親 会社の近

畿 日本鉄道 と,コ ン ピュー タの利用効 率 を上 げ るた め,共 同で設置 し共 同 で使用 してい

る。 現行 公衆電 気通信 法の関 係か ら,オ ンライ ン ・シス テムの系 は それ ぞれ独立 して使

用 され てい るが,オ フライ ンの場合 は両社 で総合 的な運用 を行 な って い る。 その全 体 の

構 成 は次 の とお りで あ る。

ユ ニパ ック41811中 央処 理装 置… …3セ ッ ト

FH330磁 気 ドラム2セ ッ ト

フ ァー ス トラン ド磁気 ドラム… ……1セ ッ ト

ユ ニサ ーボ磁 気 テー プ。装 置16セ ッ ト

OUK100411カ ー ド処理装 置 …… …3セ ッ ト

カー ド穿孔機17セ ッ ト

<
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第4.19図 機 器 構 成 と オ ン ライ ン ・シ ス テ ム
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ター ミナ ル 、'ACT… 端 末 機 、TEX… テ レ ッ ク ス 、SCS… ス タン ダ ー ド ・コ ミュニ ケ ー シ ョン ・サ ブ シ ス テム 通 信 制 御 装 置

(61台)(113台)

B.通 信 シ ス テ ムの 体 系

同社 で はオ ン ライ ン処理 の ため,61台 の端末 装置 を全 国各 地 の営業所 および手 配 セン

ターに配置 して い る。 中央装 置 と端 末装 置 とは 日本 電信電話 公社 の専用 回線 で結 ばれて

い るが,横 浜以 東の端 末装 置 は東京 のデ ー タ中継装 置(BS1200A),津 市以 東の端 末

装 置 は名古 屋 の中継装 置 を介 してい る。京 都以西 の端末装 置 は中継 装置 を介 して いない。

回線 の速度 は中継装置 間が1,200ボ ー,申 継装 置 と端末装 置間,中 央装 置 と端末 装置 間'

は50ボ ーで あ る。(第4.19図 参照)

端末 装置(オ ン ライン ・オキ タイパEL2101)は,50ボ ー用 の半 二重方 式汎用 タイフ。

ライ タで あ って,数 字,カ タ カナ,ア ル ファベ ッ ト,お よび特殊 の記号 が使用 で きる。

オ ンライン ・オキ タイパは3段 シフ トの キー ボー ド,メ イン ・フ。リンターの ほか,紙 テ

ー プ パンチ,同 リー ダ,お よび旅 館券 や船車券 を 自動 印刷す るた めの補 助 プ リン ターを ・

接 続 させて い る。 ま た次 に述 べ るテ レ ックス との結 合 を考 慮 して,そ の コー ド体系 お よ

び鍵 盤配置 な どの仕様 を テ レックスの それ に合 わせて設計 して あ る。

同社 は コン ビ.ユ一 夕導入 前 か ら100台 を こえ るテ レックス(日 本 電信 電話公社 の加 入電
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信)を 全 国に設置 してい たので,オ ン ライン ・シス テムに ついて もその活用 を考 えた。

そ して,端 末装置 の設計 に上記 の よ うな配慮 を加 え ることに よって,テ レックスを オン

ラ イン ・シス テムの準 端末装 置 として利用 す ることが可 能 にな った。

テ レックス設置 の営 業所 は,テ レ ックス と端末 装置 とを併 置す る箇所(紙 テープ交喚

箇所 として指定 され てい る)の テ レ ックス あてに,端 末装置用 の コー ドで送 信す る。紙

テー プ交換 箇所 で この着 信紙 テープ をその まま端 末装 置の紙 テープ ・リー ダーにか けて

や れば,デ ー タは 自動 的 に コ ンピュー タに送 られ る。 コン ピ ュー タか らの ア ンサー ・バ

ックは この逆 のル ー トに よ る。

同社 の オ ンライン ・ネ ッ トワー クは テレ ックス もふ くめた形で体 系づ け られ,完 成 し

てい る。(第20図 参照)

↓

C.KNT旅 館 予 約 シ ス テ ム

a)デ ー タ ・ファイル 中央 の磁気 ドラムに は,① 泊地台 帳,② 旅館,客 室台 帳,③ 客

室 空満 台帳,④ 泊地 ・旅館 カ ナ台帳 な どの イ ゴシ ァル ・デー タ ・フ ァイル を持 ってい る。

(i)泊地 台帳 に は,全 国の宿 泊地(コ ー ド4桁)ご とに関連 泊地 インデ ックス,担 当手

配 箇所 コー ドな どが書 かれ てい る。

(2)旅館 ・客室台 帳 には各旅 館(コ ー ド2桁)ご とに,環 境(駅 に近 い,海 岸,ゴ ル フ

に便 利 な ど)や 施 設(駐 車場 やプー ルの有 無 な ど)に 関す る情 報25種 類の ほか,季 節 割

引(割 増),料 金率 とその適用 期間,夕 食 ・朝 食 を抜 いた場合 の料金換 算率 な どが記録 さ

れ て い る。 また,そ の旅館の 仕入 客室 ごとの様式(和 室,洋 シ ングル,洋 ツイ ンな ど)・

お よび設 備(浴 室 の有 無),入 室 客数別1人 当 り基準 料金(1泊2食)な ど も記録 され

てい る。 この台帳 に記載 され てい る仕入旅 館 は現在 お よそ1,000軒,仕 入 室数 は3,600

室 で あ る。

(3喀 室空満 台帳 は,全 仕 入客 室 を宿 泊 日 ごとにi室1ビ ッ トで対応 させて い る。端 末装

.置 か ら予約 の イン クワイア リーが入 り種 々の条件(台 帳 ①,②)が 合 えば,こ の1ビ ッ

トは0か ら1に 変 わ る。 また,解 約 が あれば再 び0に 戻 る。 この台帳 は,常 に当 日か ら

向 う3ヵ 月 分 が用意 され てい る。

倒 泊地 ・旅館 カナ台 帳 は数字 コー ドを カナ文 字 に変換 す るた めの もので あ る。発生手 配
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(後 述)に まわ った場 合 な ど仕入 旅館以外 の旅 館 で予 約 され るこ と もあ るの で,こ こに

は全 国 お よそ8,000軒 の旅 館や ホ テルが登 録 され てい る。'

以 上 のほか,イ ニ シ アル ・デー タ ・フ ァイルで はないが,代 案台 帳,発 生 手 配 台帳

(後 述)と い う処 理 中の デ ークを記 録 す る台帳 も用意 してい る。

第4.4表 シス テ ムの イ ンプ ッ ト ・ア ウ トプ ッ ト一 覧

イ ン プ ッ ト

已 業 所 手 配 セ ン タ ー

業

務

内

容

①予 約 →

②代 案 予 約 →

③解 約 →

④変 更 →

⑤照会く耀 醗 →

⑤照会く麟 罷

⑥発生手配回答

⑦客室引上 げ

⑧発 券 →

Il・ ウ ・

営 業 所

①一1予 約完了通知(旅 館券)

プ ッ ト

1手 配 セ ン ・ 一

①一2代 案 提 示

①一3発 生手配通知

②一1予 約完了通知(旅 館券)

②一2発 生手配通知

(③ 確 認 応 答)

(④ 確 認 応 答)

⑤ 照 会 回 答

→

㊨一1手 配完了通知

⑥一2手 配不能通知

→

⑧ 旅 館・ 券

①一3'発 生手配指示

②一2'発 生手配指示

③'解 約 指 示

④'変 更 指 示

⑤ 照 会 回 答

⑦一1引 上げ完了通知

⑦一2引 上げ不能通知

⑨ 送 客 通 知

⑩ 手 仕 舞 通 知

b)イ ンプ ッ ト,ア ウ トプッ トおよび セ ン トラル ・プロセ シング この シス テムの イ

ンプ ッ トの種 類(機 能=2桁 の業務 コー ド)と これに対応す るア ウ トプ ッ トは第4.4

表 の とお りであ る。

インプ ッ トには,旅 客名 を除 きす べ て数字 コー ドを使用 す る。 ア ウ トプ ッ トには略号

を使 用 し,コ ー ドに よる ことは ほ とん どない。 また,す べ ての インプ ッ トは 「営業 所 コ

ー ド,扱 社 員 コー ド,業 務 コー ド……」 の順序 で ス ター トす る。

① 予約 の インプ ッ トは次 の17項 目か ら成 る。

宿 泊月 日 同一 旅館 に連 泊 す る場 合で も第1日 目の月 日の みを イ ンプ ッ トす る。

、

」
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泊地 コー ド

旅館 コー ド… …特 定旅 館 を指 定 しない ときは00と インプ ッ トす る。

旅館 条件 ………旅 館の環境 や施設 に関 す る条 件(第4.21図,第4.4表 ② 参照)。

付帯 条件 ………広 間の必 要 の有 無,芸 妓 の必 要 人数。

手 配条件 … ・・… ・お客 の ご希 望 に対 しては限定 され た項 目以外 は多少融 通 が き くよ うに

してあ る。 た とえば料金 が限定 され てい なけれ ば,イ ンプ ッ ト料金 の

上下300円 程度 の幅 を見 る。 手配 条件 に は,限 定 な し,料 金 限定,室

条件 限定,旅 館限定,全 限定 の区別 が あ る。

人 数 上2桁=大 人,下2桁=小 児。

宿 泊料金 …… …大 人1人1泊 当 り料金。

泊数 同一 旅 館に宿 泊す る泊数。

食事 条件… ……2食 付,夕 食付,朝 食付,ル ー ム ・チ ャージな ど。

室 条件 客室 の様式 や設備 に関 す る条件(第4.21図,第4.4表 ② 参照)

到 着 時間

発 券指 定 日……旅館 券 の 自動発券 を必 要 とす る日を指定 す る。

旅 行 目的… ……家族旅 行,新 婚旅行 な ど。

讃 籠}… …必要とする銚 まtこは1纒 ごとの入室熾 この囎 はo桁 か ら
8桁 まで の可 変長 で あ る。 したが って必要 な ければ使用 しな い。

旅 客名 ………9桁 以 内の可変長 。

デ ー タが コン ピュー タに送 り込 まれ る と,上 記 インプ ッ ト項 目 と前 述の フ ァイル を突

き合 わせ,条 件 の マ ッチ した部屋 が見 つかれ ば直 ちに旅館 券(発 売指定 日 が 当 日の と

き)ま たは予 約完了 通知書 をア ウ トプ ッ トす る.(第4.20図 参照)特 定旅 館 の指 定 がな

い場合 の旅館 サーチの順序 は,そ の泊地 内で ラン ダムに な るよ う工夫 されて い る。処理

に要 す る時間 は およ そ4秒 。 端末装 置 の イン プ ッ ト開始 か らア ウ トプ ッ ト完 了 までは,

打鍵 および印刷 の時 間 を入 れて およ そ30秒 で あ る。

条件 に合 う部 屋が 売 り切 れて い る場合 は,代 案(2～1種 類)を アウ トプ ッ トす る。代

案 は10分 間 ホール ドされ る。代 案 もで きない場合 は手配 セン ターに発 生手配 指示 書 をア

ウ トプ ットし,営 業所 には その 旨通知 す る。 発生手 配指 示書 に は,予 約 インプ ッ トの 内
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第4.21図KNT旅 館 予 約 シ ス テ ムの ア ウ トラ イ ン

営 業 所

〔スター ト〕

・・… 口

⑳ 一 一 ≒囲
個

個釣完了

8ま霊
/知 魯

アウ トプ,ト

アウトプパ

!手 配否能

機 械計算室(機 械内処理)

NO代案白頭風6℃ 案臓足力

YES

蕊 膓NO

YES

代案台帳記入

<室 舗NO

YES

甲
YEs 即時発券か

NO

⑳ ・・蜘

YES 手配OKが

NO

発券指定臼

手 配 セ ン ター

4腎 曇

㌃1秘

話轡{鴫

容 をすべ てふ くんで い る。

② 代案予 約 は10分 間 の ホール ド時 間内 に行 な わない と無 効で あ る。 この イ ンプ ッ トは

す でに磁気 ドラム上に代案 台帳 が作成 され てい るので,代 案 番号 お よびYES(代 案選

択),NOだ けでよい。代 案台帳 が照会 され た後 は①予 約 の ア ウ トプ ッ ト・ル ー チ ンに

入 る。

③解 約,④ 変更 の イ ンプ ッ トは予約番号(予 約の アウ トプ ッ トに附 されて い る)を キ

ー と して行 な う。

⑤照 会 は月 日な らびに泊 地 または旅館 を指定 して行 な う。 泊地指定 の場 合 は,そ の 日

の 当該 泊地全 旅館 につ いて浴室付,な しに分 けて空室数 をア ウ トプ ッ トす る。旅館指 定

の 場合 は,そ の施館 の空室 を客室整理 番号(部 屋 ご とつい てい る)で 一連 ア ウ トプ ッ ト
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す る。

⑥ 発生手 配 回答 の インプ ッ トは,手 配番 号(予 約 の ルー チ ンか ら発生 手配 の ルー チン

に ま わ ると きに書 かれ る発生手 配 台帳 の整理 番号) ,手 配結 果,(0=OK,1=NO)

泊地 コー ド,旅 館 コー ド,宿 泊料金,室 条件(様 式 と設 備)な どか ら成 り立 ってい る。

これ らは手配 番号 をキー と して発 生手配 台帳 と照 合 され た後,営 業所 に ア ウ トプ ッ トさ

れ る。

手配 結果 がNOの 場合 は,最 後 の項 目に手配 不 能の理 由 と代案 とを附加 インプ ッ トす

る。 た とえば,「 当該 泊地 の あ らゆ る旅 館 に照 会 したが,全 部 満員 で あった ,翌 週 の同

曜 日な らば受入 れ可能 で」 とい う場合 は,16と インプ ッ トす る。 これ は 営業 所 には

、ハ チマ ツ ヨア、 とい う略号 で アウ トプ
ッ トされ る。

⑦ 客室引上 げ は,ド ラム ・フ ァイルの客室 を当該旅館 か ら他 に使用 したい とい う申 し

出 が あ った場 合 の機 能 であ る。

⑧ 発券 は,こ の シス テ ム以 外の方 法 で予 約 した場合 に旅館 券 を プ リン ト・ア ウ トす る

た めの機能 で あ る。 コン ピュー タ内で は統計 の た珍その 内容 を保存 す る。

⑨ 送春通知 は,前 日行 な われた予約 の 内容 を旅館 ごとに一括 ア ウ トプ ッ トす る。 また

⑩ 手 仕舞通 知 は,手 仕舞 日(例,12月10日)に 手 仕舞 われ る日(例,12月16日)の 売 れ

た室 番 を通知 す る。 ⑨⑩ は いずれ もセ ン ター ・オペ レー シ ・ンによ る。

C)販 売 情 報 機械 計算室 の セン ター ・オペ レー シ ・ン として ,日 々の トランザ ク

シ ョンか ら次 の よ うな販売情 報 を作成 し,定 期的 に(一 部 は不定 期)必 要 な箇 所 に送 付

して い る。 これ らはすべ てバ ッチ処理 であ る。

{11泊地別 客室販 売実績 表(2}旅 館別 客室販 売実 績表(3)人 員別予 約結果 分析表

側 料 金別予 約結果 分析表(5}営 業部別 泊地別 送 客旬報{6}販 売実績順 位表

(7}販売 日 ・宿泊EI関 係表{8)泊 地別 宿 泊分布 表(9}引 上 げ一覧 表

倒 客 室空状 況一覧表 な ど

な お同社 で は,1970年 秋 を期 して さ らに ア プ リケ ー シ ・ンを拡大 す べ く現在 シス テム

の 改良 に乗 り出 してい る。
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9.銀 行 業 に お け る総 合 オ ン ラ イ ン ・シス テ ム

'A
.総 合 オ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム の 背 景

1969年 度 は,銀 行 界 にあ っては総 合 オン ライン ・シス テムの幕 明 け期 と して 特長 づけ

るこ とがで きよ う。

第4.5表 銀行業務合理化の歴史

年 代 内 容 使 用 機 器

1940年 代 後 半

(45～49)
》

手作業中心
単能会計機

タイプライターなど 営業店処理 手 作 業

1950年 代 前 半

(50～54)

統計および一部業務の

機械処理
統計会計機(PCS) ,

セ

ン

タ

1

処

'

理

1950年 代 後 半

(55～59)

コ ン ピュー タ

導入準備

オ

フ
'
ラ 集

イ中

ン処

理

1960年 代 前 半

(60～64)

オフライン

集中処理

.

コンピュー タ

(バ ッチ用)
▼

1960年 代 後半

(65～69)
オ ン ライ ン処 理

コンピュータ(リアル用)

オ ンラインター ミナル

オ

ン処

ラ

イ
ン理

w、

1970年 代 前 半

(70～)
総合オンライン処理 ▼ ▼ ▼ " 同 上 、'▼ ▼ ▼

(注)必 ず しも各年代ごとに明確に区分できず,各 年代を通じて相互に並行しているが,あ え

て各時代を特長づけると,あ らまし上記のように表わせる。

その背 景 には,1960年 代 後半 に入 って,① 対 外 的に は国際 経済 自由化 の気運 の高 ま り,

② 対 内的に は,金 融 二法 の成 立,統 一経理 基準 の実 施 ③大 衆化推進 の必然 的結果 と し

ての事務量 の著 増 ④雇用市 場 の狭 限化 に よ る採用難,人 件 費 の高騰 な ど,も ろ もろの

条件 が重 な って,さ らに高度 の合理 化 が急 務 とな った こ とが あげ られ る。 とくに金融 機

関 にお け る新規 採用者 の大半 を占 め る高校 新卒者 に ついて,就 職者数 と求人数 の変遷 を

み ると,1965年 に は70万 人対220万 人 であ った もの が,1968年 には94万 人対370万 人 と,

その ギ ャ ップ.は増 大 の一 途 を示 してお り,こ の よ うな事情 を背景 と して,初 任給 も1965

年 の15,000円 か ら1970年 に は26,500円 と上昇 を見 せ てい る。
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こ うした要 請 に対 処 し,従 来 の オ フラ イン集 中方 式 の限界 を打破 す るために,主 要銀

行 では,い ずれ も ① オ ン ライン化 と ②総 合化 に将来 の合理 化の方 向 を求 め るに いた

った。 その結 果,総 合 オン ライン ・シス テムこそ今 後 の銀行業 務合理 化 の最 有力手 段 で

あ ると して,普 通 ・信託 ・相互 銀行 ・信用金庫 を とわず,金 融 界 ではい ずれ も全力 をあ

げて この 問題 に取 り組 んで お り,そ の意味 では ま さに従 来の普 通預金 な どを中心 とす る

科 目別 オ ンライ ン ・シス テムか らの転換 期 にあ るとい って よいで あ ろ う。

B.総 合 オ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム の 内 容

総 合 オ ンライン ・シス テムの具体的 内容 は,そ の銀行 の規 模,立 地条 件,営 業内容,

合理 化め方針 な どに よ って必 ず しも一定 しないが,最 大 公約数 を求 め る とあ らま し次 の

よ うに な る。

a)対 象範 囲 総 合 オ ン ライン ・システ ムに あ って は,ま す銀 行の主 要業務 で あ る預

金,内 国為替,貸 付,外 国為替 などが対 象 とな り,続 いて バ ランス ・シー ト,損 益 勘定

な ど主 要計数 の処理,コ ンサル タン ト的情報 提供 な どが加 え られ ることが多 い。 その 際

いずれの銀行 に あ って も,総 合 オン ライン ・シス テムを基礎 として,い わゆ る経営情 報
胃^亀

システムへ の展開 を目指 して い るのが 共通点 で あ る。 このほ か信託銀 行 や相互 銀行 に あ

っては,信 託 勘定 や定期 積金 な ど も対象 業務 に加 わ って くるのは 当然 で あ る。

実 施順序 につ いては,第46表 に示 す とお り,第4.6ス テ ップ と して事務量 が多 く合

理化 効果 も大 きい預 金,内 国 為替 を,第2ス テ ップ として貸付,外 国為替,第3ス テ ッ

プと して主要 計数 の処理 その他 とい った順序 で拡大 してい るところが多 い。

対 象地域 につ いては,市 外 回線料金 の 関係 もあ り,預 金,貸 付 は京 浜 ・名京 阪神地 区

な どの大都市 か ら開始,内 国 為替,外 国為替,主 要 計数 処理 な どは その業務 の性質 上最

初 か ら全営業 店 を対 象 に開始 す るの が普通 で あ る。

以 上の よ うに,当 初 は対象 業務,対 象地域 ともに部分 的 であ るが,こ れは最初 に基 本

的考 え方 のみ統一 して お き,実 際 には優先順 位 の高 い ものか らビル デ ィング ・ブ ロック

方式 で順次拡 大,最 終 的に一 つ の総合 的 システ ムに集大成 す る方 が よ り実 際的 であ ると

い う判 断 に もとついて い る。 その意味 に おいて,医 大 な投 資 に と もな う採算 な どの問題
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第4.6表 総合オンライン ・システムの対象範囲

対 象 業 務

主

対

象

副

対

象

預 金

内 国 為 替

貸 付

外 国 為 替

計 数 管 理

相 談、判 断

普通,納 税準備,積 立
定期,通 知,当 座,別
段,従 業員預 り金

本支店為替,他 店為替
(一部),一 般通信

消費者金融
手形貸付、割引手形
(保証、代理貸i付)

買為替(輸 出)
売為替(輸 入)
送 金

バ ラ ン ス ・シー ト

損 益 勘 定 ほ か

コンサルテング業務ほ

か

実施順位

第

1

次

第

2

次

第

3

次

対 象 地 域

主要地域
全国的規模の銀行

……京浜,名 京阪神地区
地域的規模の銀行

…本店所在地区

全 店

(預金に準ずる場合あり)

外国為替取扱店

全 店

全 店

全 店

(一部地域に限定する場合あり)

(注)銀 行により一定していないが,最 大公約数的にほぼ上記のとお りである。

さ え解 決 すれ ば,最 終 目標 はあ くまで全店,全 業務 が対象 で あ るとい うことが で き る。

b)機 器構成(ハ ー ドウェア)

{1)コ ン ピュータ(セ ンター側)

'預金
,貸 付,内 国為替,外 国為替 な ど銀行 の主要業務 全体 か ら時 々刻 々に発 生 し,

か つ1日 数十 万件 に もお よぶ取 引 を リアル タイムに処理 す るた めには,高 性能 大型 コ

第4.7表 銀 行 に お け る総 合 オ ン ライ ン ・シス テ ム使 用 コ ン ピ ュー タ ー覧

(1970年2月 現 在)

コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー

1機

国

産

機

富 士 通

(FACOM)

日 立 製 作 所

(HITAC)

種

230/50

230/30

230/25

230/20

8500

8400

メ モ リー ・サ イ ズ 平 均 サ イ ク ル ・タ イ ム

i
8～65K語

16～65K桁

8～65Kバ イ ト

16～65K桁

65～524Kバ イ ト

32～262Kバ イ ト

2.2μs/語

2.2μs/2村]

1.5PtS/2ノ こイ ト

1.8gs/桁

0.84μs/4/N'イ ト

1.44μs/2/Vイ ト
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日 本 電 気

(NEAC)

1 B M

N C R

UNIVAC

2200/500

2200/400

360/75

360/65

360/50

360/40

315/RMC

1108

>49
4

418一 皿1

65～524K字

16～262K字

131～1,048Kノ'rイ ト

131～1,048Kバ イ ト

65～524Kバ イ ト

16～262Kバ イ ト

20～80Kス ラブ

32～262K語

16～131K語

32～131K語

0.188μs/字

1.0μs/字

1…936・ ・/バ イ ・

0.0936'μs/ノx"イ ト

0.5μs/ノN"イ ト

1.25PtS/ノ'ミ イ ト

0.8μs/ス ラ ブ

0.75μs/吾 吾

0.75μs/舌 苔

0.75gs/舌 苔

,(注)1・ 各 ・ンピ・一タのメモリー ・サイズ,平 均サイクル ・タイムは1969年 お よび1970年 版 。ンte。_タ.

:レ ポー ト臨時増刊号による。

2・1970年2月 現在 リアルタイム用として実際に稼動しているもののみ記載(稼 動予定の ものは除く)

ン ピ ュー タ を必 要 とす る こ とが 多 い
。 』

大 規 模 シ ス テ ムの場 合,ピ ー ク1時 間 当 り10万 件 以 上 の トラ フ ィ ッ クが 発 生 す る た め
,

平 均 サ イ クル ・タイ ム1us以 下,記 憶 容 量195K～262K語 程 度 の 能 力 が 前 提 条 件 とな る
。

〈 の 彪 大 な コ ン ピ ュー タ能 力 を満 足 す る方 法 と して 第4.22図 に 示 す とお り,大 型 機 少 数

第4.22図 総 合 オ ンラ イ ン ・シ ステ ム の コ ン ピュー タ構 成

A少 数セ ット方式(大 型コンピュータ)

伽 ライ端)傷 ㌘ 烈)

預 金 、為'替、貸 付

外国為替ほか;バ ッチf俳

B多 数 セ ッ ト方 式(中 型 コンピュー タ)

(オ ン ラ イ ン 川) (バックアップ兼オフライン川)

↓こ

外国為替

ほか

↓ ▼

貸 付

ほか

↓ ▼

為 替

ほか

ぱヤ

ー 厩 、金

4/＼4"＼/9'"＼/

口 ○口○口○
↓↓～↓ ↓↓～↓ ↓↓～↓ ピ

∀

iバ ッチ作業i

∀

↓↓～ ↓

通 信 回 線

綿油万記 臆装{置

(ランダムアクセスファイル)
通 ∬、制御 装置

↓～ ↓
通 儒 回 線

(注)1.少 数 セ ッ ト方 式 の場 合,常 に1セ ッ トとは 限 らず2セ ッ ト(バ ック ア ップ用 をふ くめ て3セ ッ ト)と

な る場 合 もあ る。

2.オ ンラ イ ン用 コ ン ピ ュー タ障 害 の 場 合,バ ッチ作 業 を中 断 し・一〉(iD方向 に ス イ ッチ ング し,オ ン ラ イ ン

用 として 使 用 す る。

3.少 数 セ ッ ト方 式 か多 数 セ ッ ト方 式 か の い ず れか の コ ン ピュー タ ・シス テ ム を通 常 ,全 国的 規 模 の 銀 行

の場 合,東 京 ・大 阪両 セ ン ター に,地 域 的規 模 の 銀 行 の 場 合,本 店 所 在 地 な どに あ る セ ン ター に 設置 す

・る ことに な る。
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第4.8表1970年3月 末 現 在,オ ン ライ ン に よ る銀 行 業 務 処理実 施 中の もの

銀 行 名 適 用 業 務 セジタ_使 用髄 銀 行 名 適 用 業 務 センター使用機種
.

・

;

OKIDEX7010
日 本 銀 行 メ ッセ ー ジ通 信 IBM360/40 北海道拓殖銀行 為 替,預 金

IBM360/75
:

1

…

日本興業銀行 預 金 HITAC8400 神 戸 銀 行

'

為 替 FACOM230-30㌔

.
1

商 工 組 合
'

為 替 IBM360/40 太 陽 銀 行 預 金 UNIVAC418
中 央 金 庫 :

農林中央金庫 為 替 FACOM230-30 埼 玉 銀 行 為 替 預 金
FACOM230-50

'

IBM360/40
1

第 一 銀 行 預 金 FACOM230-50 三菱信託銀行 信 託 業 務 IBM360/40
'

コ

!

!『 井 銀'行

IBM360/50

為 替,預 金lUNIVAC418一

巴
岩 手 銀 行 為 替 、 NEAC2200-50 」

「
1

二

J2030(FACM
富 士 銀 行 為 替,預 金 UNI

.VAC110『
群 馬 銀 行 為 替

230-30相 当)
←

1

三 菱 銀 行 為 替,預 金 UNIVAC494 横 浜 銀 行 為 替 FACOM230-20 .

'

]

協 和 銀 行 為 替,預 金

IBM360/40

第 四 銀 行 為 替 OKIDEx5010

:
1

FACOM230-50
;

'

日本勧業銀行 預
.,金

IBM360/40

1BM360/50
北 越 銀 行 為 .替 ・Klb・X・ …

、'

三 和 銀 行 為
HITAC4010

替,預'金

HITAC8500

八 十 二 銀 行 為 替FACOM230-30

住 友 銀 行 為 替,預 金

貸 ・付

東 海 銀 .行 為 替

NEAC2200/400

NCR315-RMC
静,岡 銀 行 為 替IBM1440

H・ITAC3030駿 河 銀 行 為 .. 替.OKIDEX5010
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i

銀 行'名 適 用 業 務 センタ_麟 機種

京 都 銀 行 為 替 、 FACOM230-20㎡

'中 『 国 銀 行
為 替 OKIDEX6010

山 口 銀 行

.

為 替 IBM360/40

福 岡 銀 行

$

為 替 'OKIDEX7010

親 和 銀 行 為 替 OKIDEX5010

平禾1髄 銀行 為
.替 ・ 預 金

IBM360/40

銀 行 名

中央相互銀行

八千代信用金庫

東 京 産 業

信 用 金 庫

瀬戸信用金庫

全 国 地 方

銀 行 協 会

適 用 業 務

為.、,替

預"金

預 金,貸 付

為 替,預 金

為 替

セ ン タニ 使 用機 種

OKIDEX5010'

NCR315-RMC

IBM360/40

1BM360/40

J2050(FACO
`

M230-50相 当)

(注)金 融機関銃一コード番号順
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セ ッ ト方 式 と中型機 多数 セ ッ ト方式 の2方 式 が考 え られ るが,① コス ト・パー フ ォー マ

ンス ② プ ログ ラムの難 易度 ③設 置 スペ ー ス ④ シス テムの弾力 性 な どの諸要 因 を考

慮 す ると き,よ り効 率的 な大型 機少数 セ ッ ト方式 が今後 と も増 加 して行 く もの と思 われ

る。

コン ピュー タと ともに セ ンター側 の オ ン ライン用機 器 として きわ めて重 要 な ラン ダ ム

・ア クセ ス ・フ ァイル(元 帳 類の補 助記憶 装置 と して使 用)に は,普 通,平 均 ア クセス,

・タイ ム,10ms～100ms,容 量10百 万字 な い し130百 万字 程度 の各種磁 気 ドラ ム,磁 気 デ

ィス ク,あ るいは磁気 カー ドな どを数 セ ッ トな い し数十 セ ッ ト使用,通 信制御装 置 は回

線速 度 に応 じて1,200bps用 または200bps用 を使 用 して い る。

ここで は大規 模 システ ムの具体 的 な例 と して富士 銀行 の例 をあげれ ば第4.9表 の とお

りで あ る。

第4.9表 大規模システムの機器構成の具体例(富 士銀行の場合)

構 成 機 器 機 種 容量,速 度など 用 途

▲

セ

ン

タ

ー

コ ン ピ ュ ー タ

超 大 型 汎 用 リアル

タ イム ・コ ン ピ ュ

ー タ

セ ン トラ ル プ ロセ ッサ ー ×4

メ モ リー65K語 ×4,65K語 ×3

0.75μs

預金,為 替,貸 付,外 国

為替ほかの リアルタイム

処理

補 助 記 憶装 置

(ラ ン ダ ム ・ア ク

セ ス ・フ ァ イル)

.(高 速)

磁 気 ドラ ム(中 速)

(低 速)

262K語x94.25ms

2,100K語 ×1917.Oms

22,000K語 ×592.Oms

シス テ ム,Queing用,

残 高 フ ァイル 用

シ ス テ ムお よ び取引 記 録用

通信制御装置
(中速)

(低速)

約200回 線分1,200bps

約250回 線 分200bps

預 金 用

為 替 用

回

線
通信回線

(中速)

(低速)

約200回 線1,200bps

約250回 線200bps

預 金 用

為 替 用

営
業
店

オ ン ラ イ ン ・ク ー

ミ ナ ル

オ ン ライ ン会 計 機

オ ンラ イ ン ・タ イ
ノ寸一

約200セ ッ ト

約250セ ッ ト.

預 金 用 オ ン ラ イ ン ・タ ー
ミナル

為 替 用 オ ン ラ イン ・タ ー
ミナル

(注)1.

2.

3.

センター側機器は,東 京,大 阪両センターに分割設置

オンライン・ター ミナルは預金胤 為替用をそれぞれ各店に設置

貸付,外 国為替については,預 金用または為替用を兼用
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(2}通 信 回線(セ ン ター ・営業 店 間)

取 引発生件 数 が多 く,店 頭 客 待 ち時間 を可能 な限 り短縮 す る必 要 のあ る預金 用 に は主

第4.10表.ふ総合オンライン・システムの回線構成

回 線 種 類

支店回線

(喜菱㊨

預金用

為替用

中 継 回 線

(セ ンター間およびセンター ・中継装・眉間)

伝 送 速 度

1,200bpsお よ び

200bps

(主 とし て1,200bps)

200bpsお よ び

50bps

(主 と して200bps)

1,200bps

通信方式

半2重

全2重

全2重

(注)1・ 貸付,外 国為替については預金用または為替用のいずれ

かを兼用する。

と して1,200bps回 線,預 金業務 ほ ど即 時 性 を要 しない為替用 に は主 と して200bps回 線

を利用 し,貸 付,外 国為替 その他 の業務 に は上記 のいずれ か を併用 す る方 法 を と るのが

普通 であ る。

また コン ピュー タ間 および遠 隔地 間 の長距離 回線 の経 済 性 を高 め るために使用 す る集

信装置用 の中継 回線 には1,200bps回 線 を使用 してい る。 さ らに将 来的 には,2,400bps

回線 が申継用 あ るい は大量 の デ ー タ伝送 用 と して利用度 が高 ま るこ とが予想 され る。

(3}オ ン ライン ・ター ミナル'(営 業店側)

一般 的 には ,各 銀行 と も,預 金用 オン ライン会 計機 と為替用 オン ライ ン ・タイバ ーの

2機 種 を使用 し,そ の他 の業務 に ついて は,上 記{2}に 準 じていずれ か を併用 す る方 法 を

とってい る。

具 体的 な構 成,仕 様 は第4.23図 お よび第4.11表 に示 す とお りで あ るが,将 来的 に は コ

ス ト上の 問題 も解 決 されて,よ り汎用 的 な ター ミナル,す なわ ち為替 用 につい ては送受

兼用 機方式,さ らに預金,為 替用 として1台 の支 店制御装 置 に預金用 および為替用 ター

ミナルを同時 に接 続,制 御 す る方式 の普及 が予想 され る。
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第4.23図 オ ン ライ ン ・タ ー ミナル の 構 成

A預 金 用 オ ン ラ イ ン 会計 機B為 替 用 オ ン ラ イ ン ・タイバ ー

1・ 一 線1…b・ …線

[=コ モデム(変復調装間[コ モデム

tl

/

支店制御装置

/

支店制御装置

オンライン

会 計 機

オンライン

会 計 機

オンライン

会 計 機

L-/
数台接続可能

/
送 信

専 用 機

＼
受

専 用 機

』 ・・
さ ん 孔

タイプライターi

直接打鍵 紙テープ

送 信 送 信

第4.11表 預金用オンライン会計機と為替用オンライン・タイバーの比較 ・対象

項 目 預金用オンライン会計機 為替 用 オ ン ラ イ ン ・タ イバ ー

構 成
支店制御装置1台

オンライン会計機数台

支店制御装置1台
送信専用機,受 信専用機 さん孔タイプ各
1台

機 能
取引データの入出力
通帳,証 書,伝 票,ジ ャーナルの印字
金額合計

取引データの入出力

送受信帳票その他の印字

接 続 回 線
L200bps(お よ び200bps)

半2重 方 式

200bps(お よ び50bps,1,200bps)

全2重 方 式

適 用 方 式 InquiringanSwering Message/Switching

文 字 種 類

鍵 盤

数字,特 殊記号(1部 英字,カ ナ文字,漢
字)会
計機方式(フ ルキー)

数字,英 字,カ ナ文字,特 殊 記 号(1部 漢 字)

タイ プ ラ イ ター 方 式(テ ン ・キー な み)

適 用 業 務 預金諸科目,(貸 付,外 国為替) 為 替,貸 付,外 国為替ほか

倒 総 合 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク

一 般 的 に は
,銀 行 の 総 合 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム の場 合 は, コ ン ピ ュー タ を 中心 と して
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放 射状 に 多数 の200bpsあ るいは1,200bps通 信 回線 が伸 びて,そ の末 端 に預金用 オ ンラ

イ ン会計 機 と為替 用 オン ライン ・タイバーが接続 されてい る形 の ネ ッ トワー クが構 成 さ

れ る。大 規模 シス テ ムの場合 に は400～500回 線 に もお よん で,文 字 どお り北 は北海 道 か

ら南 は九州 まで200以 上 の営業 店 を網羅 した膨 大 な システ ムに な って い る。

c)プ ログラム(ソ フ トウェア)i

(1)オ ン ライン(リ アル タイ ム)プ ログラム

総合 オ ンライ ン ・システ ムは銀行 の主要業 務全 体 を対象 と した もので あ るため,取 引

発生件 数 は1日60～70万 件 に もおよび,大 規 模 シス テムの例 で は月 末 日・,句末,日,土 曜

日な ど ピー ク時 の トラフィ ックが1時 間当 り10万 件 を超 え る場合 も多 い。 したが って,

これ を待時 間な しに即 時処理 す るために は,き わめ て効 率 的 なオ ンラ イン ・プ ログラ ム

σ～準備 を前 提 とす る。

!.

口)コ ン トロー ル ・プ ロ グ ラ ム

基 本 的 に は ① 通 信 制 御 装 置 と ワ ー カ ー ・プ ロ グ ラ ムの 間 に あ って,入 力 デ ー タお よ

び 出 力 デ ー タの 整 理 受 け 渡 し ② 各 種 フ ァ イ ル の'コ ン トロー ル ③ オ ペ レ ・一タ'一 に対

す る ス テ イ タ ス の 通 報 と そ の指 示 に した が っ た 処理 な ど を行 な う。

コ ン トロ ー ル ・プ ロ グ ラ ムの 内容 は,基 本 ソ フ トウ ェ アの 機 能,コ ン ピ ュ ー タ の構

成,回 線,オ ン ラ イ ン ・ター ミナ ル の 種 類 と通 信 制 御 方 式,ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス ・フ

ァ イ ル の種 類 と速 度,ア プ リケ ー シ ・ンの範 囲 と特 性,ト ラ フ ィ ッ ク な どに よ り異 な

るが,そ の 機 能 の概 略 を示 す と第4.11表Aの とお りで あ る。

'
第4.12表 コン トロール.・プログラムとワーカー ・プログラムの機能

Aコ ントロール ・プログラム

構 成 部 分

(コ ン ト ロ ー ル ・プ ロ グ ラ ム)

ラ イ ン ・ コ ン ト ロ ー ル

メ ッセ ー ジ ・キ ュ ー イ ン グ ・コ ン

ト ロ ー ル

フ ァ イ ル ・コ ン ト ロ ー ル

機 能

各 ター ミナ ル,回 線 か ら送 り込 まれ る取 引 デ ー タ を順 序 よ く ワー カー ・

プ ログ ラ ムに提 供 し,ま た プ ログ ラ ムの 処 理 結果 を各 回線,タ ー ミナル

あ て送 り出 す 役割 を もつ。

為 替 業 務 の ご と きMessageswitching方 式 の業 務 で は・ デー タ が可変

長 で あ り,ま た デー タの送 り先 が重 な るの が 一般 的 で あ り,し た が って

イン プ ッ ト,ア ウ トプ 〉 トの段 階 で デー タ(メ ッセ ー ジ)の 待 ち が 生

じ,こ の 待 ち(Ωueing)を 適確 に 効 率 よ く さば く役 割 を もつ。

ワー カ ー ス ・プロ グ ラ ム,コ ン トロー ル ・プ ログ ラム が関 係 す る各 種 フ

ァイ ル を最 も容易 に 効 率 よ く扱 え る よ う役 割 を もた せ て あ る。
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シ ス テ ム ・モ ニ タ ー 総 合 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム に関 す るす べ て の ス テ ー タ ス(タ ー ミナル,

回線,セ ン ター 側 の機 械 異 常)を 適 宜 オペ レー タ ー に知 らせ,適 確 な判

断 に もとつ く処 理 が行 な われ る。 これ に よ りハ ー ドウ ェアの1部 取 替

え,代 行 送 受 信 の指 示 な どが可 能 とな る。

第4.12表Bワ ー カ ー ス(ユ ー ザ ー ズ)・ プ ロ グ ラ ム

}

構 成 部 分

(ユ ー ザ ー ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・

プ ロ グ ラ ム)

預 金

(普通,納 税準備,積 立,定 期,

通知,当 座,別 段,魑従業員預

り金)

内国為替
'(本 支店為替

,他店為替の一部)

貸 付

(消費者金融,手 形貸付,割 引

手形)

外国為替

(買為替,売 為替,送 金)

計 数 管理 そ の 他

(バ ラ ンス シ ー ト.損 益勘 定,

条 件 選 定)

機 能 (処理 内容)

①取引データ,事 故の有無,資 金不足など諸チェック ②残高更新 ③

未記帳取引の記録 ④利息計算 ⑤件数,金 額合計 ⑥取引記録 ⑦他

業務との結合処理など

①取引データのチェック,② 電文フォームの変換,加 工 ③件数 ・金額

合計,④ 取引記録 ⑤口座振込金,取 立代 リ金の預金口座へめ自動記帳

など

①取引データのチェック ②残高更新 ③利息計算 ④件数 ・金 額合計

⑤取引記録 ⑥貸出 ・回収代 り金,利 息などの預金口座への自動記帳な

ど

①取引データのチェック ②適用レー トの選定,円 ・外貨換算 ③コル

レス先の選定 ④利息 ・手数料計算 ⑤残高更新 ⑥件数 ・金額合計

⑦取引記録 ⑧売買為替代 り金,利 息などの預金口座への自動記帳 ⑨L'

持高操作ほか

①バランスシー ト勘定,損 益勘定の整理,分 析,集 計,加 工など ②預

貸金の運用または返済の諸条件選定など・
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2.原 則 として為替 については インプ ッ ト側 とア ウ

トプッ ト側は異なったエ リア ・ライ ンを使用す

るが 、預 金の場合 はそれぞれ同一 とな る。

.(抽出頻度の少 ない場合)
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(ロ)ワ ー カ ー(ユ ー ザ ー)・ プ ロ グ ラ ム

コ ン トロー ル ・プ ロ グ ラ ム か ら受 け 取 った 入 力 デ ー タに 対 し
,そ れ ぞ れ の 業 務 内

容 に応 じた条 件 チ ェ ッ ク,残 高 更 新,利 息 計 算,フ ォ ー ムの 変 換,件 数 ・金 額 合 計 〉

他業務 との結 合処理,取 引 デ ークの記録 な どの処理 を行 な ったの ち,そ の処 理結果

を出力 デー タ とレて コ ン ト・一 ル ・プ ・グ ラ4・ 弓1逸 す までの過程 扮 損 す る。

業務別 処理 内容 は第4.12表Bに 示 す とお りで あ る。.

{2)オ フ ライ ン(バ ッチ)・ フ。ログ ラム

プ ログラム構成 の 中心 は当然 なが らオン ライン(リ アル タイ ム)・ プ ログ ラムにあ

るが・ その対象 は経 済 性・効率 性 の観点 か らオン ラィ
.ン処理 に最適 の部分 に限 定 し,

その他 の処理 はい わゆ る業後 の バ ッチ処理 に ゆ だね る方法 を採 るこ とが 多い。

〔イ)リ アル タイム ・メイ ンテナ ンス ・フ。ログラム ・

通帳未記 入取 引の 自動記 帳や 口座 の解約 な どによ り・不要 とな った フプでル ・エ リ

アを圧縮 して,フ ァイルを新規 口座 用 に解 放 す るため ,サ イ ク リックに使 用 す る メ

イ'ンテナンス用 プ ログ ラムで あ る。 、

(口〉 リアル タ イム ・リカバ リー ・フ。ログラム

構 成機器 の障害 な どに よ りオ ンライ ン処理 が中断 した場合,そ の時点 までの取 的

記 録 を利用 して各 種 フ ァイルや カウンター を障害 発生直 前 の状態 に復元 す る とと も

に,各 営業 店 に対 しどの取 引か ら操 作 を再 開 す るか を指示 す るための プ ログ ラムで

あ るゴ

構成 機器 の スペ ア,緊 急時 の事務 手続 とと もに バ ックア ップ ・シス テムを構成 す

る重 要 な フ ァクター とな ってい る。

◎ 個 有の バ ッチ ・プ ログ ラム

オン ライ ン処理 に よ り集 積 され た取 引記 録 を入力 デ 」 タとして ,・オ フライン方式

で各種 の作業 脅行 な うため の本 来的 バ ッチ ・プ ログ ラムで あ る。還元 資料(残 高一

覧表,取 引 明細表 な ど)の 作表,交 換 持帰 り手形 の処理,公 共 料金 の期 日自動 振替.

給料,配 当金 の 口座振 込 み,決 算 業務 な ど各作業 フ ローに応 じて多 数の プ ・グ ラム

が用意 されてい る。
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C.総 合 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム の効 果 ・特 長

相 取引処 理 の迅 速化 とデー タの正 確性 向上

高性能大 型 コン ピュー タ,高 速通 信 回線 お よび操作 簡便 な オン ライン ・クー ミナルに

よ って取 引発生 の つ ど即時1件 処理 を行 な うため,取 引の処理 ス ヒ。一 ドが著 しく向上 す

る。1,200bps回 線 を利用 す る預 金取 引に あ って は,1～2秒 で コン ピュータの処理 結果

が ター ミナルに送 り返 され,200bps回 線 を使用 す る為替取 引に あ って は10～15秒 で先

方 店 あて電文 が送 り出 され るな ど大1隔な事 務能率 ア ップ と客 待 ち時 間の短縮 が可能 とな

る。 さ らに取 引 デー タは1件 ごとに プ ログ ラムで厳 重 な条件 チ ュ ックを行 ない,誤 りを

発 見 した場合,た だ ちに再 送 を要 求 す・るため後 で作成 す る管理 統計 資料の精度 もきわ め

て 高 い もの が期 待 で きること とな る。

,{2}営 業 店手続 の一元 化,簡 素 化

同一 の オ ン ライン ・ター ミナル と同一 の プ ログ ラム処理 を前提 と して事務 処理 が行 な

わ れ るため,営 業店 手続 が一元化,簡 素 化す る。 さらに オ ンラ イン ・ター ミナルの各種

自動処理 機能 や牽制 機能 あ るいは コン ピュー タの プ ログ ラム処理 に よって,い わば機 械

集 約 的事 務処理 体制 が可能 とな るほか,数 百万 口座 にお よぶ元帳 フ ァイルが コン ピュー

タに記録 され るため スペ ースの節減 とと もに,元 帳類 の精査,整 理 作業 も削減 され ると

,いうメ リッ トが あ る。

t(3)相 乗効果

銀行 の主要 業務 を総合 的 に オン ライン処理 す る結果,そ れ ぞれの業務 をオン ライン化

す る第1次 的 メ リッ トに加 えて,複 数業務 を有 機的 に結合処理 す るこ とに よ りもた らさ

れ る2次 的効 果,す なわ ち相乗 効果 を期待す るこ とがで きる。1例 をあげ ると,為 替取

引 の 口座振込 を送信 処理 す る際,コ ン ピュー タ内 で当該 受取 人 の預 金 口座 に同時記 帳処

理 して しま うことに よ り,先 方 店 では預 金 口座 への記 帳 とい う本来 別途処理 を要 す る作

業 工程 を完 全 に省 略 す る ことがで きる。

この相乗効 果 こそ総合 オン ライ ン ・シス テムの最 も大 きな特長 といえ るで あ ろ う。

倒 窓 口の 自由化

全 営業 店 を網羅 す るオン ライン ・ネ ッ トワー クを前提 と してい るため,顧 客取 引 を1'
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営業 店 に限定 す る必 要 はな く,全 国各地 の全 営業店 の窓 口で同様 に取引 を処理 で き,全

店扱 い預金 な ど,よ り広域 的,一 元 的 な顧 客 サ ー ビスが実現可 能 とな る。

働MISへ の布石

MISの 基礎 は,ま ず デ ー タ ・ベ ー スの整備 にあ る とい って も過言 で はない。 その意

味 で も,毎 日の業 務 処理 の中か ら得 られ る生 きた営業 情報 こそ まず第 一 に活用 され るべ

き貴 重 な イン フ ォメー シ ョンで あ る。総合 オ ン ライン処理 に よ って得 られ る数 百万人 に

もお よぶ顧 客情報 フ ァイルは,各 種 の戦略 的属 性情報 や外部 情報 の付 加に よ って,い わ

ゆ るCIF(CustomerInformationFile)な い しデー タ ・バ ン クをつ く り上 げ るのに,

必 要 不可欠 の もの とい うことがで きる。 、

P.総 合 オ ン ライ ン ・シ ス テ ム に と もな う問題

口)構 成 機器 の 障害

前記 の よ うに 多 くの利点 を もつ総 合 オン ライ ン ・システ ムといえ ど も,数 多 くの機 器

や回線構 成 か ら成 ってい るだけに,シ ステ ムの障害 は不可避 で あ り,100パ ー セ ン トの 安

定 性 を期 待 す る ことはで きな い。 と≦に セ ンター側 機器 の障害 は,文 字 通 り全営業 店の

機 能 をス トップす る可能 性 を もは らんでい る。 かか る障害 に対 処す るために,① 機静 的

に はバ ックア ップ兼 バ ッチ用 と して セ ン ター側各機 器 に予 備 ユ ニ ッ トを準備 す るとと も

に,② プ ログ ラム的 には障害発生 直前 の状態 をす みや かに再 現 す るた めの リカバ リーe.

プ ・グラムを完 備 し,さ らに ③手 続 的に は オン ライ ン中断 中 も平常通 り顧客 取引 を続 行

しうるよ う緊急時 の手続 を定 めてい る。 その結果,通 常 は ほぼ10分 以 内(最 悪の場 合 で

も30分 以内)で オ ン ライン処理再 開 が可能 とな るよ うシステ ムが設計 され てい る。

(2)投 資の 巨大化

高性能 超大 型 コン ピュー タと多数 の オン ライ ン ・ター ミナル を必要 とす るた め投 資が

莫 大 とな り,さ らに銀行 に よ っ、ては,50パ ー セ ン トを超 え る回線 料金,保 守 料 その他 の

運 営経 費が必 要 であ る。銀 行 の規模 に よ り異 な るが一般 に数十億 か ら百億 以上 の投 資 を

要 す るのが普通 で あ る。 しか し総 合 オ ン ライ ンの もつ多 くの メ リ ッ トを考 え る とき,将

来 の方 向 として この シ ステムを さけ ることは不可能 で あ り,む しろ莫大 な投 資 を償 な っ

て余 りあ る効果 をあ げ うるよ うな効 率的 な システ ムをつ くり上 げ ることこそ肝 要 と考 え
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ちれ る。'　 ・

〔3)継 続記録 の困難 性 とハー ド ・コピーの増 大

オ ンライ ン処理 に あ っては,取 引先 ご との元帳残 高 および預金通 帳 への未 記帳分 取引

まで は ラン ダム,ア クセス ・ファイルに記憶 させ てい るが,投 資 の増大 を さけ るため,

通 常過去 の取 引経 緯に ついて は,ラ ンダ ムCア クセス ・フ ァイルに は記 録せ ず,別 途磁

気 テー プか らオ フライン処理 で元 帳類 を印刷 す る方 法 を採 って い る。 この こ とは コン ピ

ュー タを印刷機 的 に使 うことに な るだけで な く,営 業 店で は ハー ド ・コピ]の 保 管整理

に 多 くの場所 と労力 を要 す る結 果 とな って い る。 今後 は コン ピュー タ処理 は磁気 テー プ

か らマ イ クロフィル ムへの変換 までに止 どめ,① マ イク ロフィル ムを映像機 に よ り直接

閲覧 す るか ② コピー ・フローな どに よ り印 刷物 を作成 す るな ど,COM(Computer

OutputMicrofilm)方 式 の利用 な どに よ り,iン ピ ュー タを印刷 機の地 位 か ら解放 す る

ことを真 剣 に考 え る必要 が あ ろ う。'L

倒 オ ンライ ン処 理 とオ フライン処理 の結 合

総 合 オ ン ライン ・システ ムは 「オ ン ライン処理 を主 としな が ら,オ フ ライ ン処理 を補

完 的に組 み込 み,全 体 と して合 目的に して,高 能率 な事務 処理 システ ム」 を 目指 した も

の で あ るが,往 々に して オ ンライン万能 とい う誤 った考 え方 に陥 りや すい。

オン ライ ン処理 の メ リッ トを十分認 識 しなが ら,オ フライ ン処理 を有 機的 に結 合補完

す る ことに よ り,シ ステム全体 の コス ト ・パ プ ォーマ ンスの向上 を追求 す る必 要が あ る。

E.銀 行 界 に お け る コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 展 開

その ほか,最 近 の銀行 に おけ るコン ピュー タ利 用 にかか る問題 と して,次 の よ うな諸

点 が あげ られ る。

a)複 数 ネ ッ トワー クの結合1銀 行 の規模 での合理化 には しょせ ん限界 が あ り,そ

の壁 を破 る もの と して,複 数 ネ ッ トワー クの結合 に よ る合理 化 があ る。

その典 型 的な例 として1968年7月 発足 の地銀共 同 デー タ通信 システ ムが あげ られ るが,

目下 これ をベ ースに して全銀 共同 デ ー タ通 信 システ ムに まで集大成 すべ く,1972年 頃 を

め どに鋭 意準 備作業 をすす めて い る。
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さ らに通信 回線 利用 に関す る制限緩和 や通 信 回線料金 の引 き下 げが実現 すれ ば ,今 後

預金 業務 その他 につい て もネ ッ トワー ク相互 間 の コン ピュー タに よ る結 合 や共同 利用 が

活発 化 して行 くで あ ろ う。

通信 回線 の共 同専 用 に よ る複 数企業 間 の オン ライ ン ・シス テム ・ネ ッ トワー ク結合 利

用 計画 の例 と しては三井銀 行 と平 和相 互銀行 の オ ン ライン ・リアル タイ ム ・シス テ ムに

よる普 通預金 業務 の提 携 があ る。

この例 で は現在 の,三 井銀行 の京 浜葉,名 古屋,京 阪 神 三 地 区の126か 店 ,280回 線

490タ ー ミナルの普 通預金 ネ ッ トワー ク と,平 和 相互銀 行 の45か 店124回 線174タ ー ミ

ナルの普通預 金 ネ ッ トワー クを両行 の コンピ ュータを,通 信 回線 に よ り直 結す る ことに

よって普 通預 金の サ ー ビス ・ネ ッ トワー クを拡大 しよ うとす る もので あ る。

また平 和相互 銀行 で は現在,三 井 の ほか,富 士,住 友,三 和,東 海,第 一,勧 銀,大

和,神 戸,東 京,横 浜の11行778か 店 との間 で カー ド普通預 金 の業 務提 携iによ るサー ビ

スを行 な って い るが,将 来,オ ン ラインに よ るシステ ムの拡大 結合 は 当然 予想 され ると

ころで あ る。

b)集 中交換制度 手形交換業務 は各銀行に とってかな りの作業負担になっているた

め,現 在 「持出銀行は交換手形 を夜間の一定時間までに未仕訳のまま一括 して持 ち出 し,

手形交換所で夜間の うちに コンピュータ+ソ ーター ・リーダー方式によ り支払銀行別に

分類集計 し,翌 朝午前4時 頃までに支払銀行に引 き渡す制度」 を検討中である。東京手

形交換所については,1971年 上期中に本制度 を実施すべ く,全 国銀行協会連合会内に準

備室を設 け作業を続けている。

c)一 括代手 扱制度 他行 あて の代 金取 立 は特別 の契 約 がな い場 合 ,1件 ごとに帳票

を添付 して郵送 し,個 別 に資金 決 済 を行 な う方式 を とって きたが,現 在前 記 コン ピュー

タに よ る共 同 デー タ通信 シス テムの実現 と呼応 して,手 形現 物の郵送 と資金決済 を合計

で行 ない,不 渡分 の み個別 に連絡 す る一括代 手制度 を検討 中 で あ る。 この制度が実 現 す

れ ば,個 別 帳票作成 作業 お よび入 金報告 事務 の負担 が軽減 され る とと もに,資 金決 済 も,

よ りス ピー ド ・ア ッフ.され る ことに な る。
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d)割 賦販 売代 金の新 しい 回収制度 自動 車 な ど割 賦販売代 金の 回収 には手 形 が多 く

利 用 され てい るが,手 形 処理 は 機械 化 を図 りに ぐい 側面 が あ るため,現 在 コ ンピ ュー

タ処理 を 前提 と した 口座振 替制度 に よ る 代金 回収 方法 を 研 究 申であ る。 ただ し,関 連

企 業 との 意 見調整 の問題 が あ り実現 までにな おか な りの 時 日を要 す る もの と 考 え られ

る。

e)新 種商 品 サー ビスの開発1銀 行単位 あ るい は複 数銀行 を背景 と した コン ピ ュー

タ利 用 を さらに前進 させ,全 店 または多数銀 行払 い預金,ク レジ ッ トカー ド ・シ ステ ム,

24時 間現金 自動 支払機,公 共 料金 な どの期 日自動 支払 い,給 料,配 当金 な どの 自動 入金,

流通 機構 と タイア ップ した社 会的決 済制度 な ど新 しい商品 サ ー ビスの拡充,開 発 が各銀

行 で検討 され て い る。 これに よ り急 デ ンポに広域 化 しつ つあ る社会経 済生活 に即応 した

機能 的 サ ー ビスの提供 と銀行 業 自体 の発 展 を期 待す るこ とがで きよ う。

F.MIS(経 営 情 報 シ ス テ ム)へ の展 望

各 銀行 と も具 体的内容,ス ケ ジ ュールに多少 の相違 は あ るが,総 合 オ ンライ ン ・ネ ッ

トワー クおよび それに よ り集 積 され た原 始 デー タを基 礎 に,コ ンピュー タ利用 の集大 成

と してMISの 確立 を展望 し,多 大 の経 営努力 を払 って い る。 そのた めに,こ こ1～2

年 の うちにMISや マネ ジメン ト ・サ イエン スの研究 開発 に たず さわ る組織 を新設 あ る

い は強 化 した金融機 関 が多い。

とくに マ ネジ メン ト・サ イエ ンスにつ いて担 当部 門(事 務 部 ない し総合企 画部)内 に

グルー プを設 けた り,組 織 として独立 させ ない まで も,ス タ ッフの養成 に力 を入 れ始 め

た金融 機 関が多 い。

その適用 業務 と しては①金融 経済 の予測 ②事 務屋 分析 ③人員配 置④支 店の グル ー ピン

グ⑤支店 の立地 条件 の分析 ⑥店別 の期待成長 モデル⑦支 店収益 分析⑧ 目標 配分 モデル と

目標 管理 ⑨長期 経営計 画 モデ ル⑩財務 分析 ⑭ クレジ ッ ト・ス コア リング⑫資産 管理 な ど

が考 え られ てい る。

これ らの適用 分野 に応用 され る手法 は①多変量 解析(分 散分 析,判 別 分析,要 因分析

因子分析 な ど)② デー タ解 析 な らび に予 測手法(E・P・A法,セ ンサス局 法,指 数平

滑 法,直 交 多交 式,回 帰分 析,そ の他 エ コノメ トリックス手 法 な ど)③ シ ミュレーシ 。
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ン(GPFSダ イナモ,GPSSな ど)④ 最 適 化手法(LP,9Pそ の他 な ど)か な

り広 い 領域 にわ た ってお り,新 しい 適 用分野 開 拓 に関 す る 意欲 的 な姿勢 が うかが われ

る。

一 方 マネジ メン ト ・サ イエ ンス関係 の プ ロジ ェ ク トの進 め方 には2つ の行 き方 が見 ら

これ る。第1は,集 中主 義 と もい うべ き行 き方 で,マ ネジ メン ト・サ イエ ンス関係 の要員

を マネ ジメン ト ・サ イエ ンス ・グルー プに集 中 し,実 戦 的 な教 育 をす ると同時 に,そ の

グル ー プが中心 に な って プ ロジ ェク トを推進 す る行 き方 で あ る。

それ に対 し第2の 行 き方 は,分 散主義 ともい うべ き行 き方 で あ る。 プ ロジ ェク トを統

轄 す るマ ネジ メン ト ・サイエ ンス ・グル ープの要員 は,最 小 限 に とどめ,主 と してユ ー

ザーで あ る担当部課 に要 員 を配置 して い る。

これ らの銀行経 営へ の マ ネジ メン ト ・サイエ ンスの適用 は,部 分的 に はかな りの成 果

が 見 られ,研 究段 階 か ら実施 段 階へ移行 しつ つ あ る もの もあ る。 しか し,全 般 的 には,

まだ研究 開発の段 階 にあ るとい いえ よ う。 マネ ジ メン ト・サ イエ ンスの適用 に あた って

は デ ー タ収 集上 の制約,手 法面 での未 開拓分野,ト ップをは じめユ ーザ ー部課 の協力 な

ど多 くの問題 を克 服 して行 か なければ な らな いが,そ の重要 性 は高 く,長 期的 観点 に立

って今後 の成 果が 注 目 され ると ころで あ る。

,G .デ ー タ ・バ ン ク

こ うした マネ ジメン ト・サ イエ ンスの実用 化 と発展 を支 え る基盤 と して,デ ー グ ・ベ

ー ス ・マネ ジメ ン トの進 歩 とデー タ ・バ ンクの成 長 を見逃す こ とはで きない
。 デ ー タ ・

バ ンクの内容 と して は,日 常業 務 の プ ロセスの 申か ら蓄 積 され るデ ー タと,高 度 なマ ネ

ジ メン ト・デ シジ ・ンのた めに収集 され,さ らに コン ピュー タに イ ンプ ッ トされ,ス ト

ア され るデー タ とが あ る。 後者 の代表 的 なデ ー タとしては企 業 財務諸 表 の数 値情報 が あ

る。企 業財務 デー タ ・バ ン クには,有 価証券 報告書 に もとつ くもの と,営 業 報告書 あ る

い は アンケー ト調査 に よ る もの な どが あ り,ま た,収 録社 数,収 録項 目数,更 新処理 に

要 す る日数,利 用 目的 に よって若 干 の差 異が あ る。 銀行 の企 業財 務 デ ー タ ・バ ンクの例

と しては政府機 関 で あ る日本 開発銀行,長 期 信用銀 行 であ る 日本興業 銀行,日 本長 期 信

用 銀行 な どが知 名 で あ るが,こ れ ら3行 は さらに企 業 内バ ン クの枠 を超 えて,特 定 需要
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者 に 対 して テ ー プ ・ベ ー ス な どで 提 供 を始 め て い る。 こ の こ とは,マ ネ ジ メ ン ト ・サ イ

エ ン ス の 活 用 な ど コ ン ピ ュ ー タの 高 度 利 用 の 発 展 を一 層 促 進 す る もの と期 待 され る。

1
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第2章 海 外 の 事 例

1.ア ポ'ロ 計 画 と コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム

1969年 人類 が月世 界 を征 服 した アポ ロ計 画 の成功 は20世 紀最 大 の偉 業 のひ とつで あ る

ことは 間違 いない。 この成功 が,コ ン ピ ュー タを駆使 した壮大 な システ ムに裏 付 け られ

た もの で あ るこ と も,ま た,今 で は常識 とな ってい る。 こ こでは,ア ポ ロ計 画 を コン ピ

ュー タ ・アプ リケ ー シ ョンの実例 の ひ とつ として紹介 してみ よ う。

A.巨 大 プ ロ ジ ェ ク トの 物 量 作 戦

ア ポ ロ計画 は故J・F・ ケ ネデ ィ大 統領 が1961年5月21日 に議 会 に送 った月 世界 探険

計 画 を契機 に して ス ター トした。 若 い大 統 領の熱意 と,彼 の科学 技術顧 問 ウイズ ナ ー

(JeromeB.Wiesner)博 士 の 精力的 な調査 に よ って,1962年9月,1960年 代 に人類 を月

に 送 る目標 は再確認 され,巨 大 な アメ リカの宇 宙投 資が本格 化 した。

9年 間,お よそ240億 ドル(8.6兆 円)と も350億 ドル(12.6兆 円)と も言 われ るフ。ロ

ジ ェク トがス ター トした。 テキ サス州 ヒュース トンお よび フ ロ リダ半島 が全 く新 しい宇

宙 産業基 地 と して脚 光 を浴 び,開 発 が ピー ク時 に達 した1965～66年 に は30万 人 が このプ

ロジ ェ ク トに参加,ア ポ ロ11号 の1969年 で も17万5,400人 が 従事 してい た。 関連 企業 数

2万 社,大 学,研 究機 関の数200,打 上 げ までの作業項 目4万,宇 宙船,ロ ケ ッ トの部

品点 数700万1固 とい う圧 倒 的な物量 で あ る。

コン ピュー タの数 も前代 未 聞で あ った。GSA(GeneralServiceAdministration)の

発表 に よれ ば,1969年 度(1969年6月 末)で ア メ リカ政府 が使 ってい る汎用 コン ピュー

タは4,620セ ッ トであ る。 この うちNASAは637セ ッ トにの ぼ ってい る。 これ らコン ピ

ュー タの利用 状況 は利用場所,機 種,用 途,経 費 な ど詳 細に ラインプ リンター用紙 に打
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ち 出 され て い るが,NASAの 項 を み る と それ が13頁 に お よん で い る。

637セ ッ トとい うセ ッ ト数 も も ち ろん で あ るが,そ れ らの 多 くがIBM360-75と か ユ

ニ パ ッ ク1108な ど 大 型 機 で あ り,コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ ・パ ワ ーの 巨 大 さが わ か る。 ちな

み にNASAの1969年 の コ ン ピ ュ ー タ関 係 の 運 用 費 は540億 円 に の ぼ った と報 告 され て

い る。

B.機 上 搭 載 コ ン ピ ュー タ

a)機 上塔 載 コン ピュー タの 開発GSAの 汎用 コン ピュー タ利 用 リス ト載 っていな

いNASAの コン ピュー タ も数 多 くあ る。 いわゆ る汎用 な らぬ特殊用途 コン ピ ュー タで

あ る。 この申 で もっ と も注 目を集 め た もの は アポ ロ宇 宙船 の機 上搭載 コ ン ピュー タであ

ろ う。

1969年7月20日(日 本 時 間21日)に 人類 初 の月面着陸 を成 しとげた ア ポ ロ11号 の テ レ

ビ中継 で この コン ピュー タは しば しば登場 してい る。宇 宙飛行 士 との イ ン ター フ ェース

と して ハ ガキ大 の数値 デ ィスプ レイとボ タンを組み合 わせ た機 器 が船 内 の中心部 に納 ま

って い た。

ア ポ ロ機 上用 コ ン ピュー タの 開発 はア ポ ロ計 画が は じま った とほぼ同 じ1961年 終 り頃

か ら開始 され てい る。 開発者 の ダ ン ・リック リー氏 はそれ まで火星探査 機 の開発 に従事

してい た。 ロケ ッ トは 自分 自身 で方 向 を決 め なが ら火 星に飛 んで い って何枚 か の写真 を

取 って送 り返 す とい う目的 で開 発 されて いた。

この ため きわ めて小 さ く,き わ く,電 力 消費 も微少 な超小型 コ ンピュー タが必要 とさ

れ てい たが,ア ポ ・機上 コ ン ピュー タとは思想 的に全 く同質 とい う理 由 で リック リー氏

が この仕事 を担 当 した。 リック リー氏 にい わせ る と 「機上 コン ピュー タの役 目 とい うの

が,超 小 型 だか ら機 能が少 な ぐて よい とい う もの では なか った。 とい うよ りは,や るこ

とは基 本的 には地 上局 に あ る超 大型機 の や る仕事 と同 じだ った」 とい うこ とで開 発は難

渋 を きわ めた。

機上 コ ン ピュー タの入 力 として は レー ダーや加 速度計 の ほか に宇宙飛 行士 が宇宙 六分

儀 を用 いて天測 したデ ー タを直 接 入力 した り,地 上の ヒ ュース トンか ら入 れ られ る指令

デ ー タと種 類 が多 い。 同時 に出力 の方 もレ⊂ ダー ・ア ンテ ナの制御用 デー タ,宇 宙船操
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縦の ために反動 ジ ェッ トを噴射 す るための制御 デー タ,さ らには主 エ ンジンを点 滅,地

上へ の各種 チ ェック ・デ ー タの送 信,宇 宙飛行 士 の スケ ジ ュール管理 と して飛 行士 がや

らねば な らぬ仕事 はなにか とい った情 報 の提 供 な ど,ま さに アポ ロ宇 宙船 の中枢 に位置

す る もので あった。

b)機 上 搭載 コン ピュー タの信頼 性 この機 上 コン ピュー タの最大 の テー マは信頼 度

とい う・ とに あ ・た.ア ポ ・ ・プ ぼ ・ク トで は・全 体的 鞍 錐 とい う点 力・ら各 ⑳

冗 長度(リ ダ ンダ ンシー)を みた シス テム設計 を して い る。 しか し,宇 宙 空 間に乗 り出

す宇宙船 の搭載 機器 につ いて は さらに きび しい水準 で考 え られね ばな らか.った。

これ は,そ の システ ムの寿命 あ るい は,生 きてい る時間 の長 さに関係 してい る。 サ タ

ー ンV型 ・ケ ッ トは霞 が関 ビル ぐらい の大 きさだが,こ の 中に は多数 の電子 機器 がつ ま

って い る。 しか し,ロ ケ ットその もの につ いてい えばせ いぜ い10数 分 とい う短 い時間 に

燃 えつ きしま うのだか ら,そ の時間 であれ ば絶 対安全 に働 くとい う保証 を取 りつ け うる

のは割合 い楽 であ る。 これ に比べ ると一週 間 もかか る宇 宙船 の旅行期 間 は実 に長 い もの

にな る。"

宇宙 船の航行 時 間 を250時 間(10日 とち よっと)と して考 え ると,搭 載 す るコン ピュ

ー タが絶対 に故障 しない確 率 を99%保 証す るた めには,平 均す る とお よそ1,000日(実

動 期間 の100倍)無 故 障 で働 くコ ンピ ュー タが必 要で あ る。 これ は信頼 度 を現 わすMT

BF(MeanTimeBetweenFailure)と い う指標 であ る。

こ うして高信 頼性 を確保 す るた め論理 回路 は,三 重 化,記 憶装 置 は二 重化 な ど主要 な

部 分 は リダ ンダン シー化 してい る。 これ で体積 が0.2立 方 メー トル,重 量22kgと い小 さ

な スーツケ ース ぐらいの傑作 が誕生 したので あ る。開 発担 当はMIT(マ サチ ューセ ッ

ツ工科大 学)計 器 研究所 であ った。

C.NASAの 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク

NASA(ア メ リカ航空 宇寅局)の 通 信 ネ ッ トワー クは,メ リー ラン ド州 グ リー ンベ

ル トの ゴグー ド宇宙 飛行 セ ン ターに よ って運営 され てい る。 アポ ロ宇 宙計画 には,通 信

ネ ッ トワー クのほか に,宇 宙船,発 射 台上 の サ ター ン ・ロケ ッ トの点検,司 令 船 内の誘
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導 デ ー タに よ ・て 宇 卵 の ・ ン ト・一 ル・ そ の ほ か この 計 画 穎 行 ず る た め{・ 必 要 な複

雑 な作 業 の遂 行 な ど・ 何 百 とい うコ ン ビ ・ 一 タが 利用 され て い る
.ま た 宇 宙 飛 行 士 の訓

練 雌 力 ・ 航 行 ・ そ の他 の シ ミ・ レー シ ・ンカ・・ン ピ 。 一 夕の 申 で 行 な わ れ て い る
。

ア ポ ロ計 画 の た め に ど の よ うな コ ン ピ ュ ー タ を結 合 した 通 信 シ ス テ ム が 設 計 され て い

る か に つ い て は・R・J・ マル ナ テ ・(R・b・ ・tJ .M・1・ati)が,ス ペ リ_.ラ ン ドの ・・エ ン

ジ ニ ア リン グ ・レ ヴ ュ ー 、 誌 上 で 「ア ポ ロ通 信 ネ
ッ トワ ー ク」 と題 して つ ぎの よ うに 説

明 して い る。

a)ア ポ ロの 通信 ネ ッ トワーク い ま通信 シス テムだ けに限
って みれ ば全世界 の14所

に散在 す る地 上追跡所 お よび4隻 の アポ ロ監視 船 に設 置 された コン ピ
ュー タの数 は18セ

ッ ト(UNIVAC1230・-NASAM612U)で あ って,こ れ らの コン ピュ_タ か らゴダ_

ド鞘 飛 行 セン ターへ・ それ ぞれ2本 づっ毎 秒2 ,4・・ビ 。 トの デ ー タが送 られて 、・る。

ゴダー ドでは・ トリプ レ ックスの通信 プ ロセ
ッサ(UNIVAC494)が 自動 的に この情 報

を ヒュース トンの宇 宙船監視 セ ン ターの コン ピ ュー タ(UNIVAC494)へ
,毎 秒50,000

ビ ッ ト以上 の速 さで送 り,さ らに ヒュース トンか ら
,そ れ ぞれの処理 の ために他 の コン

ビ.ユー タへ と情報 が送 られ てい る。 管制 セ ンターか らは宇船 宙へ重 要 な指令 を送 って い

る。

ゴ ダー ドの ネ ッ トワー クの申 には ,通 信 と追跡 を助 け る8機 の航 空機 が ふ くまれてい

る。 また,宇 宙船 管制 セン ターの耳 目 として ,衛 星船,地 上 ケー ブル,海 洋 ケー プ元レ,

ラ ジオが通信 ネ ッ トワー クの中に組 み入 れ られ てい る
。 アポ ロ宇宙 船 との通信 シス テム

を作 り,保 守 しよ うとい う考 えは,1960年 代 の初 期す なわ ちNASAの
.マー キ ュ リー計

画 中 に始 ま ってい る。宇 宙 開発計 画が人類 を月面 に送 り込 む とい うことを目標 にす るよ

うに な って,遠 隔通信 システ ムの要求 は きらに拡大 した
。衛 星船計 画 で も,宇 宙 飛行士

と絶 えず醐 をた もち操 作 すべ きデー 彊 が増大 す る必要 性が あ るの で
,全 世界 に高

速 デー タ伝送設 備 や,北 ア メ リカに5ヵ 所,そ の他全世 界の20ヵ 所 と結 ぶ通信 網 を設計

す ることが必 要で あ った。

生命 を保証 す る既存 の全世界 的 高速 ネ ッ トワー クばか りで な く
,将 来 の通信設 備,デ

ニ タ量 ,信 頼性,柔 軟性,修 復 性 な ど も考慮 され た。
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b)ア ポ ロ通 信系の 設計 アポ ロの通信 系 を設計 す る際 に,つ ぎの6点 が と くに注 意

され た。①安 全性 ②操 作 の単 純性i③ 通 信 モ ー ド ④ 主要通 信 回線 ⑤ コン ピ ュー タ

の ソ フ トウ ェアをで きるだ け変 えない こ と ⑥ 高性能 の通信 で あ る。

{1)安 全性 の確 保

第1の 安全 性 につ いては,ア ポ ロの ために設計 され るすべ て の シス テ ムが,飛 行士 の

安全 を確保 され るよ うに作 られ た。通 信 シス テ ムにつ いて も,と くに信頼性 に多大 の考

慮 が払 われ,遠 隔地 の各観 測所 が ハー ドウ ェア全体 と結 びつ け られ て設 計 され てい る。

と くに宇宙船 と数千 マイル遠 くか ら通 信 を行 な う場 合,誤 った メ ッセ ー ジが送 信 され る

可 能性 があ るので,メ ッセー ジの取 消 しが で きるよ うに設 計 されて い る。

{2)操 作の単純性

第2の 操 作 の単 純性 は,各 ス テーシ ョンが,そ の ステー シ ョンの設 備 を コン トロー ル

し,ス テー シ ・ン間の情報 の や りと りは,ゴ ダー ド宇 宙飛行 セン ターの 中央 メ ッセー ジ・

ス イ ッチン グ ・セン ターを通 して行 な われ る。

{3)通 信 モー ド

第3の 通信 モー ドは,ゴ ダー ド宇宙 飛行 セ ン ターか ら各地 の観 測所 へ,ス テー シ ョン

用 の デー タが プ レ ・パ ス ・モー ドで送 られ る。 この情報 は,ア ンテナ指示 パ ラ メー ク宇

宙 船 指令 ロー ド,通 信指令 な どか らな りた って い る。 パス ・モ ー ド中 に あ って は,ヒ ュ

ー ス トンの運 行管制 官に よ って選 ば れ るパ ラメー タが
,検 索 され,宇 宙 飛行 コン トロー

ル ・セン ターへ送 られ,指 令 モ ー ドにつ いては あ らか じめ記 憶 され た指 令 モー ドが宇 宙

船 へ送 られ検 査 され る。宇 宙船 に よ って送 られ た高 速 デー タの集 積が記 録 され,ポ ス ト

・パス ・モー ドで選 ばれ たパ ラメー タが,分 析 の ために送信 され る。

④ 主要通 信 回線

第4の 主 要通信 回線 につ いて は,こ の計 画 の通 信 ネ ッ トワー クには3つ の主 要回線 が

用 い られ てい る。 ジ ェ ミニ計画 申 に送 った と同 じよ うな,1分 間に100ワ ー ドの テ レ タ

イ プ回線 が サマ リー ・メ ッー ジを送 るために使 われ た。 大部 分 の測 量 デ ー タお よび ヒ ュ

ー ス トンとの指令 デ ー タ通信 を処理 す るための2 .4キ ロビ ッ トの中速 回線 がすべ ての交

信 所 と結 ば れた。 カプ リ島 ス テ ーシ ・ンには40・8キ ロビ ッ トの能 力 を もつ通 信 回線 が用

意:さ れ.た。
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(5)ソ フ トウェアへの 配慮

第5の コン ピ ュー タの ソフ トウ ェアの変化 を最 小限 に とどめ るための努 力 として,ア

ポ ロの通 信 ネ ッ トワー クの初 期 の設 計研 究の段 階で は,カ ナプオ ン島 や ア ッセン シ 。ン

島の ステ ー シ ョンの性 能 は非 常 に低速 で,NASAが 運航管 制官 を新 たに置か なけれ ば

な らな か ったが,オ ース トラ リアに海 洋 ケー ブルを敷設 し,イ ン テル サ ッ トの ネ ッ トワ

ー クへ遠 隔地交 信所 を結 びつ け るこ とで ,ヒ ュース トンの宇 宙飛 行 セン ターで すべ ての

運航 を処理 す ることが で きるよ うに な った。

(6)高 性能 の通 信 シス テ ム

アポ ロ宇 宙船 の追跡 および通信 は,地 球上 の緯度 を120度 ず つに3等 分 した3地 点に

deepspaceス テー シ ョンを置 き,USB(unifiedS-band)ア ンテ ナ・シス テムによ り行

なわれ た。 この基 本 システ ムは,単 一 ア ンテチに同時 に,LM(着 陸船)お よび司令船

(CSM)の 追 跡 と通 信 デ ー タの送受 信 を行 な った。 この システ ムは,す べて のデ ー タ

収集,測 量,司 令 コン トロー ルが,測 量 のた めには,2,270～2,300MHz,司 令 のために

は2,090～2,120MHzの 単独 ラ ジオ用波数 帯 を使 ってい る。USBシ ス テムは遠 隔サ イ

ド ・シス テ ムルの主要 構成要 素 で あって,遠 隔 サ イ ト・デー タ処理 シス テム(RSDP)

は司 令 お よび コン トロール と同様 に,す べての デ ー タの流 れの集 中点 で あ る。

RSDPは,プ ー ス クー,司 令 船,着 陸船 か らの操 作 デー タを集 め,処 理 し,各 飛行

体 に デ ィジ タル指令 を送 るこ とがで きる。 各飛行 体 のパ ラメー タの修 正 に応 じてRSD

Pが 変化 で きるよ うに,柔 軟 性 あ るいは モ ジュラ リテ ィが要求 されてい る。'

アポ ロのRSDPシ ス テムは測量 デー タ処理 お よび指令機 能 のために2つ の コン ピュ

ー タの サ ブ ・システ ムを もって い る。 これ らの コン ピュー タの記憶装 置 は ランダ ム ・ア

クセスの磁 気 コア装置 で あ って,容 量 は32,768語(30bit/語),ア クセス ・タイ ムは2,0

マイ クロ ・セ カ ン ドで あ る。 もちろん さらに記憶 と して32,768語 付 加す るこ とがで きる。

この基本 コンピ ュー タは それ ぞれ16セ ッ トの入 力装置 お よび ア ウ トプ ッ ト装 置 を もつ こ

とが で きる。 これ らの入 出力装 置 は,ソ フ トウエアに よ って割込 みが操 作で きる81の 独

特 の割込 み機 能 を もって い る。 宇宙船 を飛 ばせ るたびに,そ の宇 宙船 の計 画 に適 合 した

ま うた く新 しい遠 隔 サ イ トの プ ログ ラムが ゴダー ド宇宙 飛行 セ ン ターの コンパ イ リング

・セ ンターの磁気 テー プに作 られ る。 と れ らの プ ログ ラムを各 サ イ トで コン ピュー タに
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ロー ドす るために ,2セ ッ トの コン ピュー タが利用 され てい る。

宇宙 船 が飛行 してい る間 に,こ れ らの コン ピ ュータはデ ー タを記録 し
,測 量 お よび指

令 の アウ トプ ッ ト・フォー マ ッ トとダイ ナ ミック ・修 復 デ ー タ ・テー プを記 録す る
。遠

隔 サイ トとヒ ュー ス トンのMCCの 通 信 は高速2,400バ イ ト/秒 の回線 の標準 テ レタイ

プ回線 に よ って行 なわれ る。各 サイ トは4組 の完 全 なデ ュプ レックス高 速通信 回線 を も

ち,変 調装置 に結 ばれ,デ ー タ送 信装 置に よ って内部的 に関係 してい る
。

D.ソ フ ト ウ ェ ア の 開 発

ア ポ ロ ・コン ピ ュー タの ための ソフ トウエア開発 も大規模 な もの であ った
。 グ ロー バ

ル ・ネ ッ トワー クに関係 す る各計算 セン ター,ア ポ ロの ロ.ケ ッ トや器 材 の開発 に 当 った

メー カー,大 学,研 究機 関 の計算 セ ンター とい うソ フ トウエ ア生産現 場 の中 で どん な情

報,ド キ ュメン トを流 せば全体 と して効率 的に ソ フ トウエアが作成 され るか とい うの が

第1の 問題 で あ る。 もう1つ は宇 宙船 管制 フ.ログラムの よ うな超大型 プ ロジ ェク トを ど

うこなすか であ る。 人工衛 星追跡 の軌道計 算 は,国 産人工 衛星 お おすみ の場 合 は9万 ス

テ ップ,開 発 労力 は5～7人 年(マ ン ・イヤー)で あ った。 ア ポ ロでは600マ ン ・イヤ

ーかか った といわれ てい るか らその規模 がわ か ろ う
。

一方 ソフ トウエ ア生産 の近代化
,合 理化 とい う問題 が あ った。100人,200人 とい う人n

問 が共 同作 業 で ソフ トウエア を作 ると きプ ログ ラマ間に どんな情報(ド キ ュメン ト)を流

した ら良 いか?ソ フ トの メンテ ナンスは ど うす るか?と い った こ とは大 きな問題 で

あ る。 サ ターンV型 ・ケ ッ トの モニ ターお よび テス トを行 な う自動 テス ト・フ.ログラム

に採 用 されたSCARS(SoftwareConfigurationAccountingandReportingSystem)

とい う技法 は この問題解 決の ため に開発 され た。SCARSと い う手 法 をと り入 れ たの

は,サ ター ンV型 の テス ト・プ ログ ラムが リアル タイ ムで主 システ ム100 ,サ ブ ・シス

テム100がOSが もとで トー タル化 され てい る大規 模 の もの で あ った こ とに よ る もの で

あ つた。

a)ソ フ トウェアの概 念 ソフ トウエアの開発 につ いては,完 全 に リアル タイム ・プ

ログ ラムが必要 で あ り,さ らに宇宙 船計画 が変 わ るご とに作動 ソ フ トウエ アが変 え られ
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る よ うに モ ジュ ラ形 式 で作 られ な ければ な らない。測量 と指令 の コン ビ。ユー クは,設 計

に おいて単純 さの考 え方 に よ る同一 プ ログラム を利用 し,ど ちらか一方 の コン ピュー タ

が うま く作動 しない場合 に測量 と指令 の両方 の タス クが,そ のほか の コン ピュー タで実

行 され る。 プ ログラム作成 の基本 的考 え方 は,も ちろん プ ライ オ リティ指 向の 内部 プ ロ

グ ラムで あ る。測量 デー タの入 力処理 は,一 定 の通信 リン ク ・デー タ速 度 に もとつ いて

い るか ら,デ ー タの損失 を予 防す るための コン トロご ルが最高 水準 で あ る。 これは容易

に コン ピュー タの割込 みに よって行 な われ る。

実 行 プ ログ ラム ・システ ムはつ ぎの コン トロールの水 準 にあ る。 プ ライ オ リティの考

え方 に よ って,サ ブ ・フ。ログ ラムが組 まれ,す べ てのサ ブ ・プ ログラムは,割 込 み のル

ー テ ィンに よ って20ミ リセ カン ドまで割込 み を許 して い る
。 同様 に,個 々の サ ブ ・フ。ロ

グラムは,30ミ リセ カン ド以上実 行か らの コン トロール を受 け ることはない。 これ は,

操 作 プ ロ グラムの ほかの プ ログラムに影 響 せず に測量 デー クを処理 す るに十分 な時 間で

あ る。

b)測 量 デ ー タの 送 信 測 量 デ ー タ は,1秒 間 当 た り51.2キ ロ ビ ッ ト,72キ ロ ビ ッ ト,

連 続 的 に1.6キ ロ ビ ッ トで コ ン ピ ュ ー タに イ ン プ ッ トされ る。 す べ て の 測 量 デ ー タは 測

量 デ ー タ ・プ ー ル の形 式 で コ ア ・メ モ リーに 更 新 され なが ら記 憶 され る。 デ ー タの 各 種

は,予 定 した特 殊 記 憶 番 地 に 記 憶 され る。 シ ス テ ム の 状 態,航 空 力 学 お よ び 環=境 条 件 な

どの よ うな デ ー タ ・ブ ロ ックが,こ の デ ー タ ・プ ー ル か らあ らか じめ 決 ま って い る語 を

選 ん だ コ ン ピ ュ ー タに よ って 作 られ る。 これ らの ブ ロ ッ クは 長 さに して1,600ビ ッ トで

あ り,自 動 的 に2,400ボ ー の 回 線 に よ っ て,ゴ ダー ド ・ス イ ッ チ ン グ ・セ ン タ ー と,ヒ

ュ ー ス トン へ 送 信 され る。

¢)地 上 コ ン ピュー タの 受信 と管制 コン ピュー タに入 って きた宇宙 船の デ ー タが既

知 の一 定 の限界 と比較 され,も しこの限界 内 にあれ ば宇宙船 の内部 の機能 は正常 に働 い

て い る ことを示 してい る。 もち ろん宇宙船 に よ って フ.ログラムはそれ ぞれ異 な って い る

が,デ ー タの一 部 が もし限界 を越 えて いれ ば,危 険信 号 がでて,優 先 的 に ヒ ュース トン

ペ送 られ る。運 航管 制官 は,決 定 をす るための資料 を得 るた めに,実 験 を行 な って さ ら
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に情報 を得 よ うとす る。 アポ ロ7号 で は,デ ィ ジタル通 信の考 え方 と技術 に基 づい て,

MCCで 運 航管 制官 の コン トロールが行 なわれ た。

この よ うな進 歩 に と もな ってNASAは,6秒 間以内 の遅れ で ほ とん ど リアル タイ ム

で宇宙 船 と遠 隔地 サ イ トとセ ンター を指令 す るこ とがで きたの で あ る。

E.サ タ ー ンV型 の シ ス テ ム ・ シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

ア ポ ロ計 画 を成 功 させ た要 因 に つ い て,サ ター ンV型 シ ス テ ム の リア ル タイ ム ・デ ィ

ジ タ ル ・シ ミュ レー シ ョンが あ る。 この 概 要 に つ い て は,L.W.ブ ル ッ ク ス(LWAY-

NEBROOKS)とJ.A、 ス タ ー リィ(JamesA.Stahley)は つ ぎの よ うに伝 え て い る 。

ア ポ ロ計 画 を 成 功 させ る た め に,地 上 に 発 射 台 コ ン ピ ュ ー タを 設 置 し,大 規 模 な 数 学

模 型 の み を使 っ た方 が 良 い か,汎 用 デ ィ ジ タル ・コ ン ピ ュ ー タを 使 って,リ ア ル タ イ ム

{
●シ ミ「 レー シ ヨンを行 な ・坊 類 し'かを検 討 す るために・ サ ター ンv型 シス テム ●

シ ミュ レー タが設 計 され た。 サ ター ンV型 の チ ェ ックア ウ トおよ び発射 システ ムは.手

動 チ ェックア ウ ト・パ ネル,発 射台 コン ピ ュー タ,自 動 チ ェックア ウ ト・プ ログ ラム,

デー タ ・リン ク,地 上 支援設 備(GSE)と,測 量 デ ー タ受入 れ ステー シ ・ンか ら構成

され る。発 射管制 セ ンタか らの指令 は,発 射台 コン ピュー タに よ って テ ス ト中の宇宙船

に送 られ る。 その応 答 は,平 行 した過 程 を経 て送 り返 え され,発 射 台 コン ピュー タと発

射 台要 員 に よって監 視 され てい る。 この指令 は手動 で も自動 的に も発 す るこ とがで きるσ

手 動 の場合 は,発 射 台 チー ムの要員 が,指 令 を出す ために,チ ェ ックア ウ ト・パ ネル上

の スイ ッチ を入 れ る。 自動 の場 合は,発 射台 コ ン ピュー タの中に あ るチ ェックア ウ ト・

プ ログ ラムが指令 を発生 させ,そ の応 答 を監 視 し,手 動 に よ る中断 な しに作 動状態 を検

証 す る。

自動 チ ェ ックア ウ ト・フ.ログラムは,発 射 台 の作 動状態 に入 い る前 に厳重 に テス トさ

れ妥 当性が確 認 されな ければ な らな い。 この妥 当性 の確認 は,機 械的 シ ミュ レー タに関

連 して現 実 の発射装 置 をふ くむ設備 の下 で行 な われ る。 サ ター ンV型 システ ム ・シ ミュ

レー タは,リ アル タイ ム ・ソ フ トウエ ア ・シ ミュレー タが,自 動 チ ェックア ウ ト・プ ロ

グ ラムの テス トを行 な うため の代 わ りの方法 を与 えるか どか を決 定す る。 この シ ミュ レ

・一夕は リアル タイ ムに電気 的,機 械的,気 象 的,測 量 学 的 な信号 を発射 前,発 射活動 中
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に 発射台 コン ビュー タへ送 る。

連 続 的 なチ ェ ックア ウ ト指令 を テス トす るために,現 実 の サ ター ン型発射 システ ムに

発生 す るよ うに,こ の発射台 コン ビュー タへ 正確 な応答 を返送 す る必 要 があ る。 指令 と

応答 の完全 な ヒス トリーが,そ の変 化 の時間 と と もに記録 され る。 この ヒス トリーは,

印 刷 形式 で,予 定の結果 と比較 され,も し乖離 が あれ ばその原 因が究 明 され る。 この シ

ミュ レー タは,汎 用 デ ィ ジタル ・コン ピュー タ と,数 式模型 と,特 殊 中間装 置 か らよ り

構 成 され る。

数 式模型 の形式 は,サ ター ン型 システ ムの指 令 と応 答の離散型,す なわ ち点滅形 式 で

行 なわ れ る。 アナ ログ型 の 関数 を示 す その他 の信号 も発 射台 コン ピュー クヘ デ ィジ タル

型 式 で返送 され る。 サ クーンV型 のた とえば,リ レーの開閉 の よ うな離 散型 お よび燃料

タン クの圧 力 な どの よ うなア ナ ログ型の事 象 は,ア ナ ログ活動 を示す特 殊 な コーデ ィン

グに よ って プール代数記号 の15,000本 の方 程式 に表 わ され る。発射 台 システ ムは比較 的

低速(5～500ミ リセ カン ド)で,必 要 な解 を与 えて くれ る。 コン ピュー タの記憶 容量

を減少 させ,有 効 な解 を得 るため にすべ ての方程式 に論理 の単純化 が行 なわ れて い る。

サ ター ンV型 システ ム ・シ ミュ レー タはプ レシ ミュレー タ,ホ ール ド,リ アル クィム,

ポス ト・シ ミュレー タの5つ の面 に分 かれ て い る。 リアル タイ ム作i業が重 要 で あって,

発 射 台 コン ピ ュー タによ る作業 が開始 す る前 に多 くの処理 が オ フラインで行 なわれ る。

プ レシ ミュレー タの段階 で は,方 程式 を準備 し,必 要 なエ ラー ・チ ェックを行 な い。必

要 な状 況 デ ー タを表 にす る。 ホー ル ドの段階 は,テ ス ト申の変数 が与 え られ,1つ の段

階 か ら他 の段 階ヘ コン ト・一ル を移 す と きの中間段 階 として役立 ってい る。 テス トの結

果 は,要 約 され,ポ ス ト・シ ミュ レー タ段階 で利用 で きるよ うな形式 で提 出 され る。

リアル タイム段 階で は,指 令 と応答 の言 葉 が,シ ミュレー タと発射 台 コン ピュー タと

の間 で絶 えず交 され,各 語 が変 わ る ごとに,指 令 と応 答の状 態の変化 を検査 す るた めに

チ ェ ックが行 なわれ る。変 化 があれ ば,コ ン ピ ュー タに よ って適 当な処 置 が と られて い

る。
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2.CDCの 消費者信用調査

クレ ジ ッ ト・デ ー タ ・コー ポ レTシ ョン(CreditDataCorporation-CDC)は,オ

ン ラインで消 費者 信用 調査 を行 な って い る代 表 的 な会 社 であ る。

ア メ リカの 消費者信 用の盛 ん な ことに つい ては今 さら言 うまで もな いが,こ の隆盛 の

陰 には,信 用調 査機 関の発達 が あ る。 これ らの会社 は特約小 売店,あ るい は銀 行 な どに

対 して消費者 の信用調 査情報 サ ー ビスを行 な って い るが,効 果 的 な情報 をサー ビスす る

ため コン ピ ュー タの情報 検索 機能(IR-InformationRetrieval)を 活用 してい る。

A.CDCの 概要

CDCは(1965年9月)こ の ビ ジネス をは じめたの は,ロ ス アンゼル ス市 とその周辺

の商業 圏3,000平 方 キ ロメー トルに わた って信 用情報 サ ー ビスを行 な うシス テムをつ く

り,当 初 は,1千 万人 の人 口を もつ4地 域 を カバーす る もの として出発 したが,以 来 そ

の サー ビス ・エ リアは拡大 され,カ リフ ォル ニア南部 の人 口の大部 分 を カバーす る大規

模 な ものに な った。

同社 は ロスア ンゼルス を中心 と した商 業圏 内 のすべ ての信用供 与業者 の フ ァイルか ら

過 去 ・現 在 にわ た る信用履 歴 を プール して,銀 行,金 融 会社,小 売商 その他 消費者金 融

や割賦 販売 をす る業者 に サー ビス してい る。

B.CDCの 業i務

CDCは ラン ダム ・ア クセ ス ・コンピ ュー タと自動電 話交換 機 を使 用 して カ リフ ォル

ニ ア全 域 にわ た って の信 用情報 サー ビスを行 な って い る。

個 人 が銀行 ローン,デ パー トの ッケ,石 油会社(ガ ソ リンス タン ド)の クレジ ッ ト・

カ ー ドな どに よ って信 用 を利 用 しよ うとす る と き,通 常何 らかの信 用調査(支 払 い能力

調査)が 行 なわれ る。 一

信 用供与 に先 立 って,そ れ を適正評 価 す るため に,信 用供 与者 は主 として次 の三 つの
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情報 が必要 で あ る。

〔1)返 済 滞納, .取 込 み詐欺 な どの支 払不履 行 の経歴 はな いか

(2)信 用利用 者 が現 に未済 の信用 供与 を受 けて い る とき,さ らに信 用供 与 を追加 して

も,返 済能 力 をオ ーバー しないか,現 時点 で の信 用許容額

(3}過 去 に おいて,ど の程度 まで信用供 与 がな きれ たか その歴 史的 デー タ

これ ら3つ の情報 が消 費者信用 調査 に必要 な情報 であ る。CDCは 銀行,小 売 チ ェーン

デ パー ト,石 油 会社 に この よ うな情報 を売 ってい る。

C.CDCの シ ス テ ム 構 成

CDCシ ステムの大 きな構成 要 素 は,自 動交 換装 置 を もった電話通 信 網,高 速 書類 コ

ンベ アお よび コン ピュー タに よる情報 検 索(IR)シ ステムであ る。 コン ピュー タは現

在IBM360/50(500ナ ノセカン ド,512kバ イ ト)2セ ッ ト,IBM2314デ ィス ク装

置(5マ イ クロセカン ド,233.4メ ガバ イ ト)6セ ッ ト,IBM2260CRTデ ィスプ レ

イ200セ フ トその他 プ リン ター,カ ー ド・リー ダー,磁 気 テー プ装置 が あ る。

南部 カ リフ ォル ニアの大都市 の個 人 に関す る信用情報 は中央 の コン ピ ュー タに記 憶 さ

れ,シ ス テム加入 契約者 は どん な人 の信用 情報 で も,電 話 で90秒 以内 に入手 で きるよ う

に な ってい る。

電話 サー ビスほ どの ス ピー ドを必要 としな い契 約者 には夜間 作業で レポー ト書類 を作

成 し,翌 朝発 送 す る。

加入 契約者 に は大手 銀行,石 油会社,小 売商,金 融 会社 な どがふ くまれ る。

a)情 報提供 の プ ロセ ス 情報 請求 の電話 はCDCセ ンターの 自動 電 話交換機 に送 ら

れ る。交 換機 は適切 な オペ レー タを選 んで その電話 をつ な ぐ。

CDCオ ペ レー タ(女 性 キー パ ンチ ャー)は 書類 コンベアの両側 に並 んだパ ン チング

マ シンの前 に坐 っていて,加 入契 約者 か らの情 報請求 電話 を受 け る
。

オペ レー タは加入者 の話 す索引事項 や情報 を カー ドに キーパ ンチ し,そ れ をベル トコ

ンベ アで電子計算 機室 に送 る。

コン ビ。ユ一 夕は カー ド上 の索引事項 を読 取 って磁 気 デ ィス ク ・ファイル(レ コー ド状
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の磁気 円盤を組合わせて作?た 大容量の記憶装置)上 に記録 されている事項 とつ き合わ

せ る。 合致 した フ ァイル ・デ ー タの内容 をプ リン トして再 び コ ンベ アで オペ レー タの も

とに送 り返 す。 オペ レー タは それ を電 話 で績 みあ げて依 頼者 に回答 す る。 今

b)情 報 フ ァイ ルの 内容 問合 せ加入 者 が提 示 す る索 引事項 は信用 利用者 の名前 ,配

偶著 名,住 所,職 業 それに,も しわかれ ば社会 保険番 号 であ る。

情 報索 引 のため.に名前 や住所 を使 うのは非能 率 であ るが,名 前 と住所 は,ど の信用供

与 業者 の記録 に も必 ず戴 ってい る唯一 の共通 索 引事 項 であ る。 そこで,不 本意 なが ら,

CDCの 索 引 プ ログ ラムで は,フ ァイル をサ ーチす る要 因 として住所,氏 名 を使 って い

る。.

記 録 内容 は以 上の索 引事項 の他 に各 取 引の業種,契 約 者 コー ド,取 引 の タ イプ,取 引

額,利 率,返 済状 況,最 終返済 月 日であ り,こ れ らが プ リン トされて出 て来 る。

この よ うな情 報 を記録 して お くために2セ ッ トの磁 気 デ ィス クを使 ,oて い る。

その記憶容量 は4億6=FS百 万字 で あ り,約1千5百 万人分 の信用 歴 を記録 で きる
。

1967年 初 めまで1『9百 万人 に近 い人 の信 用歴 を記憶 させ て,役 立 て られ る。

c)情 報 フ ァイ ルの作 成過 程CDCの 中央 プア イルに記憶 され てい る信用 デー タは

主 として・ サ ー ビス地域 の シス テム加入 者 の取 引記録 フ ァイ・・ルか ら得 られ る。 また公式

記 録か ら も,信 用 に関連 のあ るデー タが追加 され てい る。 ・

南 カ リフ ォル ニアにお け るシス テムが稼 動す る前 にCDCチ ー ムは3,000以 上 の契約

会 社や支 店の フ ァイルか ら数 百万件 に のぼ る消 費者 信用 歴記録 を収集 した。 その システ

ムの営業 を開始 して以 降 も,契 約者 の記録 か らさ,らに数 百万 の デー タを集 め て,中 央 フ

ァイル に記憶 させて きた。 .・

消費者信用 歴記 録が帳簿 あ るい は元 帳 カー ドに記 録 されて い る場合 は マ イ クロフィル

ムに撮 り・必 要 な情 報 を マイ ク ロフィル.ム・ リー ダーか ら キーパ ンチ して コン ピュ_ダ

に記憶 させ て い る。

も し,加 入 契約者 自身機 械化 レて いて,デ ー タが磁 気 テー プに入 れ られで い る場 合 は,

磁 気 テ ープか ら必要 なデ 三 夕を抽 出 して,中 央 フ ァイルに読込 むための特別 の プ亘 グ ラ・、
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ム が 組 ま れ て い る.

D.デ ー タ ・ フ ァ イ ル の 更 新

一度 契約者 が その サー ビスを利用 し始 め る と,常 に新 し く発生 した信用 取引経 過 の報

告 が義 務 づ け られて い る。

契約 者 が信用供 与 にあ た って情報 が必要 な と き,こ の フ ァイルに問合 せが出 され る。

この 間合せ は,後 日,契 約者 がCDCに その信用 供与 が認 め られ たか,不 採用 だ うたか

を通知 した時,適 当 なデ ー タと置 き換 え られ る。

同 じよ うに新 しい公式記録 情報 が 日々に フ ァイルに追加 されて い る。

公式 記録情報 には破産宣告,抵 当権 の設 置,特 許,免 税,信 託行 為の不履 行 の公告 の

よ うな もの がふ くまれて いて,そ れが法廷 に提 出 さそた翌 日には中央 フ ァイルに入 れ ら

れ る。

この よ うに して,中 央 フ ァイル は常 に ア ップ ・デ ー トされて い る。

3.イ ー ス タ ン ・エ ア ラ イ ン社 の 予 約 サ ー ビ ス

A.マ イ ク ロ フ ィ ル ム ・ シ ス テ ム の 導 入

ア メ リ カ イ ー ス タ ン ・エ ア ラ イ ン社 の(EasternAirlines)で は 予 約 シ ス テ ムの 改 良 に

と り くん で い る が,こ の た め最 近 コン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ムに3,130万 ドル(112億6,800

万 円),マ イ ク ロ フ ィル ム ・シ ス テ ムに300万 ドル(10億8,000万 円)と い う多 額 の投 資

を行 な っ て い る。 こ の投 資 額 は,ボ ー イ ン グ727な ら6台,「 超 音 速 機SST」2台 の 金

額 に 相 当 す る。

同 社 の予 約 サ ー ビ スの 概 要 は 次 の と お りで あ る。 まず 予 約 代 理 店 に は 特 殊 設 計 され た

IBM2915デ ー タ ・デ ィ ス プ レ イ ・ター ミナ ル と,カ リフ ォル ニ ア州 カ ル ヴ ナニ市 に

あ るH-FImageSystems社 の 手 に な る マ イ ク ロ フ ィ ッ シ ュ検 索 シ ス テ ムが 入 って い

る。 この マ イ ク ロ フ ィ ッ シ ュは4×6イ ン チの 大 き さで,98ペ ー ジに お よ ぶ情 報 を ス ト

ア ー で き,CARD(CompactAutomaticRetrieval'Display)と 呼 ば れ ,る シ ス テ ムで 処
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理 され る。CARDシ ステ ムに よって,従 来30秒 かか ってい た検索 時 間が,5秒 に短 縮

され た。

B.予 約 シ ス テ ム の 概 要

イース タン ・エ ア ライン社 で は,ReubenH.Donnelly社 が月2回 発行 して い るQR

E(ΩuickReferenceEdition－ 合航 空会社 の飛行 計画概 要 が載 ってい る)を マイ クロ

フィルムに納 め,こ れ を各 予約 セン ターに配 布 してい る。

顧 客が た とえば ア トランタか らボ ス トンに旅行 す る場合,代 理 店 で は行先,出 発 時 間

を ター ミナル に打 ちこみ,数 秒 以内 に情報 が検索 され てCRT(CothodeRayTubes)

に デ ィスプ レイ され る。 この情報 に は サー ビス等級,目 的地,出 発 お よび着 時間,途 中

立寄 る回数,食 事 サ ー ビスの有無,要 求 され る飛行 機の数 な どがふ くまれ てい る。次 に

顧 客 が気 に入 った飛行 機 を選 ぶ と,代 理 店 では空席 の有無 をコ ンヒ。ユー タに 問合 わせ る。

ここまでの デー タは北 カ ロラィナ州 シャ ー ロ ッ トに あ るUNIVAC494に 入 っ.てい るが,

これ は マイア ミ ・セ ンターのIBM360/65が コン トロール し,空 席 デー タを代理 店 の

CRTに ディ スプ レiす る。 この間 の所要 時間 は,シ ステ ムが フルに能力 を発揮 した場

合,2秒 以 内であ る。

また,も し顧客 が荷物 の取扱 い,ホ テルの予約 な どの情報 を要求 した場合 は,代 理店

はCARDシ ス テムに問合 せ て必要 な情報 を入手 す る。

イース タン ・エ ア ライン社 は この システ ムをPNR(PassengerNameRecord)と 呼

ん で お り,最 初 のPNRセ ン ターが マイ ア ミに開発 され た。 マイア ミ・セ ンター・一－ecはI

BM360/65が3セ ッ ト稼動 してお り,う ち1セ ッ トはバ ックア ップ.に,残 りの1セ ッ ト

は.ト レー ニン グな どに使 われ てい る。 同 システ ムの導入 で,同 社 は電話 使用 時間 を1日

あた り延べ500時 間節約 して い る。何 よ り も予 約 サ ー ビスの迅速化 は,こ れ まで遅 い こ

とで定評 が あった同社 の人 気 を高 め るの に役立 って い る。

4.LASME社 の貨 物輸 送 シス テ ム
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LASME社(LosAngeles-SeatleMoterExpressCo.)は ア メ リカ ・ワ シ ン トン州

・シ ア トル市 に 本 拠 を お く大 手 貨 物 運 送 会 社 で あ る。 同 社 は 高 速 デ ー ク通 信 シ ス テ ム を

使 って,貨 物 の 積 出 し,配 送,運 賃 に 関 す る デ ー ク を ス ム ー ズに さば き,効 果 を上 げ て

い る。

A.シ ス テ ム の 検 討

同社 は,1958年 か ら各種 デー タを円滑 に処理 す るため,効 果 的 システムの研 究 を続 け

て きた。 ファクシ ミリに よるデー タ伝送 システ ムを導入 した こと もあ ったが,山 積 みす

るデー タの量 に処理 速度 が追 いつか ない こ と,・コス トが かか りす ぎるな どの理 由で初期

の効果 を上 げ るに至 らなか った。}

1962年 に は,ユ ン ピュ一 夕を導 入 し,パ ンチ ・カー ドを利用 し,こ れ をデー タ処理 セ

ン クーに送 り,さ らに,磁 気 テー プに記録 す るシステ ムが導入 され た。 しか し,こ の シ

ス テム もエ ラー防止,エ ラー訂正 さらには急増 す るデー タ処理 に その能 力が と もな わず

十 分 な効果 は出 なか ったど ちな'みに1967年 に は,同 社 は1日4,000・ もの運送勘 定書 を扱

って い る。 このよ うに運送貨 物 の量 が増加 す るにし たが い,一 層効果 的 システ ムが 必要

に な った。-

B.ネ ットワー クの完成".}

商 社 は,デ イ ジ トロニ ッ ク社'(Digitronic)のDial-o-verterデ ー タ伝 送 装 置 を つ か っ

て ネ'ッ トワ ニ クを つ ぐ っ た'。本 部 の あ る ワ シン トン州 ・シ ア トル と タ コ マ,そ れ に オ レ.

ゴ ン州 ポ ニ トラ ン ド,カ リフ ォニ ア州 コー ニ ング,オ ー ク ラ ン ド,ロ サ ンゼ ル スの

各 地 区 に は タ ー ミナ ル と し1(、 ぞ デ ル507ト ラ ン ス ミ ッタ ー と モ デ ル401プ リ:ンタ ーが 設

置 された 。・シ ア トル の デ ー タ処 理 セ ン ター に はDial-o-verter磁 気 テ ー プ ・ター ミナ ル

が 導 入 されIBM360/30に 入 れ られ る よ うに な っ て い る。 この シ ス テLム を使 うと各 地

区 の ター ミナ ル か らデ ー タ ・セ ン ター へ の伝 送 速 度 は 以 前 よ り3倍 も速 くな り,1秒 間3

00ギ ヤ ラクターに高 め られ た。'き1}・tcこの シス デ:LL'は電 話 回線 の混信 が原因 で引さ 起 さ

れ るエ ラーを自動 的 に防止 す るよ うにな ってい る。 こめ新 システ ムの概 要 は次 の とお り

で あ る。(第4.27図 参照)
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、;運送貨物 を集積 してい る間に,運 賃係 りは 貨 物 目録 と運 賃表 に よって料金 を割 り出 じ,

送 り状係 りに渡 す。 ここで貨 物運賃 と目録 が テー プに パ ンチ され シア・トルの本 部 に伝送

され る。 本部 で は これ を磁気 テニ プに記憶 させ・・さ らに送 り先 に応 じて各地 区 の ター ミ

ォ ゾレに伝 送す る。 こζでは発送係 りが送 り,状に したが い,受 取 人 に貨 物 を配 送 す る。一

方 中央 セン ターには半週 間 ごとに貨物 目録 お よび運賃 受取 り表 が集 め られ∴ この コピー

が荷送人,あ るいは指定 された第3者 に郵送 される6中 央に集め られたデータは単に貨

物 運送 の記録 として だけで な く,売 上 げ分析,ト ラフィ ック分 析 な ど,経 営上 の問題 に

も使 用 され る。

、この シス テムで重要 な こ とは,、各地 区 の ター ミナルに貨物送 り状 が実 際の荷 物 よ りも

一 足 先 に届 くこ とで,.こ れ に よって発 送係 は,あ らか じめ配送 の手 はず を整 え る ことが

で きる。

,1'第4・27図L!、SMFの 貨物運送処理システム

5.イ ギ リ ス 石 油 会 社 の パ イ プ ラiン ・ コ ン ト ロ ー ル ・

シス テ ム
__'

(.

A.パ イ プ ・ ラ イ ン の 概 要 、

モ ー ビ ル(Mobil)シ ャ ル メ ッ ク ス(ShallMex)ペ ト ロ フ ィ ナ(Petrofina)リ ー ジ ェ
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ン ト ・テ キ サ コ(Regent/Texaco)の 大 手 石 油会 社 は ,イ ギ リスに あ る392キ ロ メ ー ト

ル に お よ ぷ 石 油 パ イプ ・ラ イ ン を コ ン ピ ュ ー タで コ ン トロー ル して い る
。

この パ イ プ ・ライ ン ・コ ン トロ ー ル ・シ ス テ ムの 中枢 は バ ー ミン ガ ム近 郊
,'キ ン グ ズ

ベ リに あ る レ セ プ シ ョン ・タ ー ミナ ル で あ る
。 同 クー ミナ ル は テ ム ズお よ び メ イ シ イめ

石 油 精 製 所 と連 絡 され,キ ン グ ズ ベ リの ほ か,ウ トゲ ッタ,ノ ー サ ン プ トン
,ヘ メル:

ヘ ン プ ス テ ー ドに も クー ミナ ル が 設 置 され て い る
。

B.自 動 輸 送 コ ン ト ロ ー ル

テ ムズお よび メイ シイの精製 所 に石 油会 社名,石 油の量 お よび質 など を連 絡す れば
,

コン ピュー タが 働 き,自 動 的 に ,要 求 された会社 の一 定量 の石油 が送 り出 され る しくみ

に な って い る。

一 方 レセプ シ ・ン ・ター ミナルで は
,送 られて来 た石 油 を適 当 な タン クに貯蔵 す る と

と もに,タ ー ミナルにあ るコン ピュー タは該 当す る石 油会社 の料金表 ,石 油の等級,ユ

ーザ ー名 を打出 す
。 全 ター ミナルか らの情報 はキ ングズベ リに送 られ,ハ ネ ウエ ル 社

(Honeywell)のDDP516コ ン ピ ュー タに入 れ られ る。 そ して こ こで各 タン クに どの会

社 の石 油 が どの ぐらいあ るか,1時 間 ご との統計 が出 され る仕組 みにな ってい る。

第4.28図メイシイからテムズにおよぶ392キ ロメートルの石油パイプ ・ライン

各 ター ミナ お よ び テ ム ズ近 くの ポ ン プに は,ネ イル ・バ レ ッ ク社(Nd/Varec)製 の

手 にな る石神等級評価装置が設置 されてお り,こ の装置で石油はユーザーの要求に した

が っ て,分 配 され る。



第5部

第1章 コ ン ピ ュー タお よび

関連 産 業 の振 興施 策

国産 コン ピュー タは,IBMを は じめ とす る外国機 の攻勢 を受 け なが ら も,1960年 代

.を通 じて,国 産 コン ピュー タ ・メー カーの育成,自 主 技術 開発力 の養成 を中心 とす るコ

ン ピュー タ施策 に支 え られ,急 速 な発展 を遂 げ て きた。 情報化 の夜 明け といわれ る1970

年代 に入 り,国 産 コン ピュー タの育成 は,わ が 国 の情報 化促進 の一 環 として位置 づ け ら

れ,引 き続 きその育成施 策 が講 じられ ると と もに,ソ フ トウ ェアその他 の情報処 理振興

施 策が,本 格 的に展 開 され るこ ととな った。 第5.1図 は,こ の一 連 の施 策 を体系化 した

もので あ る。以下,こ れ らの うち主要 な もの を概 観 してみ る。,

1.コ ン ピ ュ ー タ ・ハ ー ド ウ ェ ア 施 策

a)大 型 プロ ジ ェク トによ るNX超 高 性能 電子計算 機xxの 開発 大 型 プ ロジ ェク トは,

重 要 な鉱 工業 技術 の うち,開 発 費 が膨 大 で危険負担 も大 きい もの の研究 開発 を,全 額 国
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庫 負担 に よ り,通 商産業 省工業 技術 院が民 間,学 界,関 係省庁 な どの協力 を得 て実施 す

1るもので,超 高性 能電子 計算機 は その重要 な テー マのひ とつ とな ってい る。

本 プ ロジェ ク トは,・1966年 度 か らは じま り,① 加 算時 間0.05マ イ ク ロ秒,記 憶容量2

百 万語程 度 の高速演 算,大 容量記 憶機構 の実現,② 高密度 集積 回路 の製造 技術 の確 立,

③ 高度 な タイム ・シ ェア リン グ技 術 の確 立,④ 九ナ文字 まで の文字 読取 り,な どを目標

・と した1970年 代 に おけ る世界 の最 高水準 をゆ く汎 用 コン ピュー タの開発 をめ ざ し,現 在

ま でに64億 円 が投 資 され たほか1970年 度 には23億 円 の予 算 が用意 され,1971年 度 を完 成

目標 と してい る。

しか し,IBMな どに くらべ て,わ が国 の プ ログ ラム開発 に投 じる金額 は必 ず し も多

くは ない。

なお,本 プ ロジ ェク トを通 じて,入 出力 イン ター フ ェイスお よびプ ログラ ム言 語の標

準 化 を図 る こと も目標 とな ってい る。

b)電 子 計算機 買戻 し損 失準備金 制度の 拡充 コン ピュー タの レンタル制度 は ,メ ー

カーに資金 負担 の みな らず,レ ン タル解 約 によ る下取 りの危 険 を も負 わせてい る。 レン

ダル契 約 力1解約 され た場合i国 産機 メー カーはJECCか らその 時点で の残存 簿価 で下

取 ることにな ってい るが,こ れ には製 造 コス ト以 外 の間接経 費や利益 もふ くまれ てい る

.ため,下 取 りコン ピュー タを資産 に計上 す る際 には大幅 な評価 減 が必要 と され る。租 税

特別 措 置法 の買戻 し損失 準備金 制度 は,,こ の評 価損失 の危 険 が,JECqに 対 す るコン

ピュー タ売渡 しの時点 で発生す る ことにかん がみ,こ の損 失 を補 な うために販売 価格 の

10%を 準 備金 と じて積 み立 て る制度 どして,1968年 度 か ら設 け られ た。

この制 度 を,よ り評 価損失 発生 の実態 に近 づけ,国 産機 メー カーの経営基 盤 を安定 さ

せ て コン ヒ。ユー タ ・コス トの低 減 に資す るよ う,1970年 度 か ら上記 の積立率 が15%に 引

上 げ られ ることにな った。'…

c)周 辺装 置の 集 中生 産1969年 におけ る計 数型 コン ピ ュー タの生産額 は1,706億 円

に達 したが,こ の うち883億 円,50%を 本 体以 外の付 属装 置が 占めてい る。 今後,コ ン

1ピュ「 タ利用 の高度 化 が進 むに つれ,付 属 装置 の比重 は ます ます 高 ま るもの と予想 され



第5.1図 情 報 化 促 進 施 策 の 概 要 、'

国 産 コンピュー タの育成

ソフ トウェア開発の促進と

情報産業の振興

情 報 化 の 基 盤 整 備

経営基盤の強化と安定

国産技術の開発促進

情報処理技術者の育成 .

情報処理の振興

合理化設備の特別償却制度

合理化設備資金の開銀融資

集中生産、業務提携の促進
コンピュータ買戻損失準備金制度

輸入制限の実施

割賦販売資金の融資
JECCの 設立と開銀融資:

買取コンビゴータの特別償却制度

電子技術海外動向調査の実施

大型プロジェクトによる研究開発

重要技術研究開発補助金の交付'し

電子技術総合研究所(仮称)情報処理技術特別研究の拡充

産業のシステム化調査の実施

システム技術開発調査の実施

情報処理振興事業協会の創設
ソフ トゥェ'7開発資金の長期信用3行 融資

情報産業、ソフ トウエア企業の事業資金の長期信用3行 融資㌧

情報処理研修センターの設立'

上級情報処理技術者育成指針め作成'

情報処理技術者認定試験の拡充

JISに よる標準化の推進

情報処理実態調査の実施

情報処理振興事業協会などに関する法律の制定

電子情報処理振興審議会の設置

＼ 情報処理標準パターンの作成

中小企業の情報化の促進.

ド

榔

u'

N'

P

|

〉

θ

已
∨



218第5部 コンピュータをめぐる内外の政策

るが,な か で も入 出力装 置 は,カ ー ド,紙 テー プ ・リー ダ,パ ンチをは じめ,最 新 の電子

プ リン クー,グ ラフィ ック ・ディスプ レイに至 るまで,各 種 の装置 が開発 され てお り,

利 用 高度化 のか ぎを握 る もの と考 え られ てい る。

周辺 装置 は コンピ ュー タ6社 の ほかい くつかの メーカーで生産 され てい るが,重 複 投

資 を避 け,コ ス ト・ダウン,研 究 開発投資 の効率化 を進 めて周辺 装置 の標 準化 を図 り,

本格 的 な情 報処理 の発展 に対 処す るため,適 正 な競 争 を維 持 しつつ集 中生産体制 が進 め

られつ つあ る。 すな わ ち,コ ン ピュー タについ ては電振法(電 子 工業振興 臨時措置 法)

の3号 機種 と して合理化 が進 め られて い るが,合 理 化 のため に と くに必 要 をす ると きは,

同 法第7条 の規定 に よ り品種 の制限,品 種 の生産数 量 の制 限,技 術 の制 限,部 品 又 は材

料 の購入方 法 の4項 目につ い て共 同行為 がで きるこ とにな ってお り,こ の規定 と日本開

発 銀行 の合 理化 資金融 資 とあ わせ て,集 中生産体制 の確 立 を進 め ることに な ってい る。

集 中生 産 は,技 術進 歩 を抑制 す るこ とがな いよ う進 め られ ねば な らず,し たが って,

研 究開発途 上 の機 器 につ いての集 中化 は避 け なけれ ばな らない。1969年10月 か ら,カ ー

ド・リーダー,カ ー ド・パ ンチ,紙 テー プ ・パ ンチお よびオ フ ライ ン装置3種,合 計7

機 種 の集 中生 産が開始 され,ま た,1970年 秋 には,ラ インプ リン ター,磁 気 ドラムの2

機 種 の集 中生 産が予 定 されて い るが,こ れ らはいず れ も,技 術的 に安 定状態 に達 した と

考 え られ る機 器 であ る。

2.ソ フ トウ ェアお よび情報 産業 施 策

a)ソ フ トウェア開発 資金 な どの 融資 コン ピュー タの発 達 に と もない,コ ンピュー

タの コス トに 占め るソ フ トウ ェア ・コス トの比重 は しだいに高 くなって きてい る。OS

モ ニ ターな どの基 本 ソフ トウ ェアは もちろんで あ るが,ア プ リケー シ ョン ・ソフ トウ ェ

アの重要 性 もます ます大 き くなろ う。今後 の ソ フ トウ ェア開発 は,コ ン ピュー タ ・メー

カーのみ な らず,ソ フ トウ ェア企 業 や情報 産業,一 般企 業 に も大 きな期待 が よせ られ る。

わ が国 の ソフ トウ ェア開発 を促進 し,現 在大 きな隔 た りのあ るアメ リカとの格差 を早

急に解 消す るため,1970年 度 か ら長期信 用銀行3行 か らソ フ トウ ェア開発 資金の低利融
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資が開始 され るこ とに な った。 これ は,資 金運 用部 によ る金融債 引 受 けを見返 りとす る

もの で,1970年 度 は情報 産業 の業 務高度 化 資金 とあ わせ て40億 円が予 定 され てい る。融

資の対象 は,ソ フ トウ ェア企業,一 般企 業 な どの先 進的 な ソ フ トウ ェアの開発資金 であ

る。

このほか情報 化社 会の キ ーイ ンダス トリー と して期待 され る情 報産業 一情報 処理 サー

ビス業 お よび情 報提供 サー ビス業一,ソ フ トウ ェア企 業 の発展 を図 るため ,こ れ らの業

務 の高度化 に必 要 な資金 も上記3行 を通 じて貸 付 け られ るこ とにな ってい る。

b)情 報処 理振興 事業協 会の 創設 わが国 の情 報化 をソ フ トウ ェア,情 報産 業 サ イ ド

か ら推進 す る中核的機 関 と して1970年 度 に 「情報 処理振 興事 業協 会」 が設 立 され ること

にな った。 同協 会 は,ソ フ トウ ェアの開発 と利用 の促進 および情報処 理,提 供 サ ー ビス

業,ソ フ トウ ェア業 の経 営基 盤の拡 充 に関す る一 連 の業 務 を行 ない,も って わが国 の情

報処 理の振 興 に資す るこ とを目的 と して,民 間有 志 が発 起 し,通 商 産業大 臣 の認 可 を受

けて設 立 され る もの で,後 述 の情報 処理振興 事業 協会等 に 関す る法律 に基 づ く特別 法人

であ る。協 会の業 務 は,

{1)民 間 では開 発が困難 な汎用 ソ フ トウ ェアの委 託開発 および国 内で開発 され た優秀 な

ソフ トウ ェアの買上 げ

(2}協 会 が保 有 す る ソフ トウ ェアの低 価格 での貸 付 け

(3}プ ログラム,デ ー タの コンバ ー ジ ョン ・サー ビス

(4)ソ フ トウ ェアの開発 資金,情 報処理,提 供 サ ー ビス業,ソ フ トウ ェア業 の業務 高度

化 資金 の借 入 れに係 る債務 の保証

〔5)情 報処理 に 関す る調 査 とその成果 の普及 な どで あ る。

ソフ トウ ェアの委 託 開発 は,開 発 に多額 の資金 を要 す るな ど,短 期的 な採算 が と りに

くいため,民 間 では開発 の困難 な ソフ トウ ェアを ソ フ トウ ェア企 業 な どに委 託 しそ開発

し,そ の技術 開発 力 を高 め ると ともに,こ れ を一 般 に広 く使 用 させ るこ とに よ って情報

化 を促進 す るこ とを目的 とす る。 ソフ トウ ェアの買上 げ と貸付 け,コ ンバ ージ ・ン ・サ

ー ビスは ,す ぐれた ソ フ トウ ェアを広 く流通 させ るこ とに よ って,ソ フ トウ ェアに対 す

る重複 投資 を防 ぎ,効 率 的 な情報 化 を進 め るこ とがね らい であ る。債 務保証 は前述 の長
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期 信 用銀 行3行 の融 資に対応 す る もの で,担 保 とな る資産の乏 しい情 報処 理プ提供 サー

ビス業,ソ フ トウ ェア業 の ため に信用保 証 を行 な うほか,一 般企 業 が借入 れ るソフ トウ

已ア開発 資金 につ いて もその債 務 を保証 す る。

ソフ トウ ェアの委託 開発,'買 上 げ,コ ンバー ジ ・ン ・サ ー ビスな どの振興 事業 に必要

な 資金3億 円 が,1970年 度 に国庫 か ら補 助 され るこ とにな ってい る。 きらに,'債 務 保証

の た めの信用保 証基金 に あて るため,国 が2億 円 を出資す るほか,民 間 か ら も出資金 お

よび出損 金 として2億 円が拠 出 され る予 定 であ る。協会 の事務経 費 は信用保 証基金 の運

用収 入 のほか に補 助金 の一部 を もってあて る。

、な お,協 会 は1970年10月 頃 をめ どに業務 が 開始 され る予 定 であ る。

3r情 報処理技術者の育成 ・確保

副 情報 処理研 修 セ ンタ〒の設立 コン ピ ュー タが普 及 し,適 用 分野 の多様化,利 用

の 高度化 が進 むに つれて情報 処理技 術者,と くに シス テムズ ・エン ジニ アな どの上 級情

報 処理技 術者 に対 す る需要 が急増 し,そ の本格 的 な育成 機 関が必要 と され るよ うに な っ

た。 システ ムズ ・エ ン ジニアな どは,大 学 を出てか ら一定 の実務経験 を経 て,さ らに高

度 の再 教育 が必 要 と され るため,わ が国 では組織的 な専門教育 機関 が み られ なか った。

1970年 度 に新設 され るこ とにな った財団 法人情報 処理研 修 セン ターは,シ ス テムズ ・

エ ン ジニアの専門 的 な教育 機 関で あ り,機 械 振興 資金 の助成 を得 て受講者 の 負担 を軽 減

し,民 間各企 業 か ら広 く受 講者 をつ の ることに な って い る。

同 セ ンターでの教育 は1年 間の予 定 で,シ ステ ムズ ・エ ン.ジニ アの ほか,上 級 プ ログラ

マ,イ ンス トラクタ,情 報 処理部 門 の管理者 な どの教育 コース も設 け られ る予 定 であ る。

b)「 情報処 理技術者 育成 指針 」の作 成.民 間 での シス テ ムズ ・エ ン ジニ ア教育 が不

十 分 で あ る大 きな原 因 は,そ の教育方 法 の困難 さに あ る。 「情報 処理技 術者育 成指針 」

は,こ の よ うな観 点か ら,シ ステ ムズ ・エ ン ジニアに対 し企業 内で の教 育 その他 の教育

の場 で体 系立 った最新 の教育 が行 な え るよ う,ま た,シ ステ ムズ ・エ ン ジニ ア自身 の勉

学 に利用 で きるよ う,内 外 の専門家,専 門機関 の組 替 を盛 り込 んでつ くられ る教育 カ リ
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'キ ュラムで あ る。1968年 度 に基 礎編,1969年 度 に高等応 用編 が作成 され,い ず れ も1970

年春に公表 され る予 定 で あ る。

c)民 間にお け る情報 処理技 術者養 成の 促進 民 間に おけ る情報 処理技 術者養 成 を促

進す るた め,1967年 に設 立 され た財団法 人 日本 情報 処理 開発 セン ターの運 営 す る中央研

修所 に対 し,機 械振興 資金 に よ る助成 が行 なわれ てい る。 同研修所 は,シ ス テムズ ・エ

ン ジニアの うちで もと くに経験豊 か な もの を対 象 に,高 度 な教育 を行 な ってい る。

d)情 報 処理技 術者認定 試 験の拡 充 プ ログ ラマの育成 は,現 在主 と して各種 学校,・

コン ピュー タ ・メーカーの ユーザ ー ・サ ー ビス な どを中心 に行 なわ れてい るが,そ の教

育 内容 が さま ざまで あ り,質 の バ ラつ きが 問題 にな ってい る。1969年 度 か ら開始 され た

プ ログラマの認定 試験 は,プ ログ ラマに ひ とつ の努力 目標 を与 え るとと もに,各 種 学校一

な どの教育 カ リキ ュラムの編成 に指 針 を与 え ることに よって,プ ログ ラマの質 の向上 を1

計 り,そ の社会 的地位 を確立 す るこ とを目的 をす る。'

1969年11月 の第1回 試験 に は,第1種(実 務 経験3年 以上 程度 の プ ログラマが対象〉,

1万3千 人,第2種(同1年 以上 程度)2万9千 人,合 計4万2千 人 の応 幕者 が あ り3:

万2千 余人 が受験 した。1970年 度 は,東 京,大 阪 のみ な らず全 国8ヵ 所 の通商 産業局所

在 地 で実施 され る予 定 であ る。 な お,第1回 の合格 者発表 は1970年3月 に行 なわれ,,第

1種811人 ・第2種1,832人 の合 格者 に対 し,通 商 産業大 臣名 の認 定証 が交付 され た。1

4.情 報化 の基盤 の整備

a)「 情報産業施策に関ずる答申小 情報処理および情報産業め振興 に関す る総合的

基本施策を審議検討－S-,るため,1967年11月,産 業構造審議会た設け られた情報産業部会

は,通 商産業大臣の諮問 を受けて,1968年9月 の、中間答申,1969年2月 の 「情報処理施

策の基本方向」の公表を経で1969年5月30日 に 「情報処理・情 報産業施策に関す る答申」1

を行 な った。.これ は・広 い視 野 か らわが 国1の情報処 理 の振興 に必et・lg諸施策 を提言 して

お り,政 府施 策の方 向 を示 す指針 と して各 界の 注 目を集 め た。

(答 申 は,「 第∵部,:情 報 化へ の課題 」で'情 報化 の必要 と,こ れ を進 め る上 で政府,:・
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民間に負わされ る課題 を包括的に検討 し,「 第二部,政 府の とるべ き施策」で,当 面の

政策のあ り方 を次の7項 目に分 けて提言 してい る。

ω 情報処理に関する教育訓練の推進では,① 高校や大学における一般 コンピュー ク教

育 の拡充,② 専門技術者の育成 ・確保,③ 社会人教育の推進,④ 教育者の確保など

{2)情 報処理技術の開発では,① ソフ トウェア技術の開発,② 入出力機器,端 末装置の

技術開発,③ 次代の情報処理技術の開発

1(3)各 種標準化の推進では,① 標準化促進のための体制の強化,② 大型プ ・ジェク トに

よる標準化の推進,③ 標準化の計画的促進

}㈲ 遠隔情報処理のための基盤の整備 では,① 通信回線利用の制度の改善 ,② 通信回線

の量,質 両面の整備 と料金の低廉化

個 情報産業の育成振興 では,① 金融,税 制而での情報産業に対す る助成,② 情報産業

の秩序づけ,③ 政府 自身の情報提供 サービスの開始

倒 官庁 における情報処理の拡充 と高度化では,① 情報処理の拡充 と組織,体 制の合理

化,② 情報処理の高度化,③ 情報 ネットワーク形成の促進

{(7}そ の他 として,① ソフ トウ ェアの価値の確立 と流通の促進,② 各経営体におけ る情

報化促進の助成,③ 中小企業の情報化の促進,④ 各種法制の整備 ,が あげ られている。

これ らの施 策の うちい くつ かは,1970年 度 に早 く も実 現 され るこ ととな り
,こ の答 申

一が情報 化 の促進 に果 した役 割 は大 きい
。

"b)買 取 り
コン ピュー タの特 別償却制度 の創設1970年 度 か ら租税特 別措置 法で

,買

取 り設 置 され るコン ピュー タ(中 型機 以上)に つ いて,取 得価 格 の5分 の1の 初 期特別

償 却 が認 め られ ることに な った。 これ は,コ ン ピュー タの用 い られ るシステムの規 模が

しだ いに大 き くな り,同 一 コン ピュ一 夕の使 用期 間が長期化 す るにつれ て買取 りの方 が

有 利 であ る場合 が多 いに もかか わ らず,資 金面 の制約 な どか らレンタル にせ ざるをえな

・いユ ーザーが多 い こ と.にかん がみ て,レ ン タル制 とのバ ランス を図 り,コ ン ピュー タ ・

ユ ーザ ーに,効 率的 な情報 化 の道 を選 ばせ るために設 け られ た もので あ る
。

e).JISに よる標準化 の促進 各種 の情報 が円滑 に流通 ・処 理 され るためには
,い わ
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ゆ るxx情 報 の互換 性xxが 必要 とされ るが,JISに よ る標準 化 は このための重 要 な方 法

で あ る。

標 準化 は,① 技 術 を固定 す る とい う側面 が あ るため,技 術 革新 を阻害 す るお それ があ

るこ と,② 従来異 な る規 格 を用 い てい た企業 は大 きな経 済的損失 を受 け るた め,関 係者

間 の利害調整 が むずか しい こと,③ 国際標準 化活 動(ISOな どの活 動)と の連携 を密

に しな ければ な らな い こと,な どの問題が あ る とは いえ,現 在 までに制定 され たJIS

は,コ ン ピュー タ用 語,情 報交換 用符号,プ ログラム言語 の うちFORTRAN('3水

準),ALGOL(5水 準)な どわずか18規 格 に と どま ってい る。今後,全 体 的 にバ ラ

ンスの とれ た体系 的な標準 化 を計 画的 に進 めてい くた め,通 商産 業省工業 技術 院に おい

て5ケ 年 計画 を作成 してJIS化 を推進 してい るが,現 在 までに コン ピュー タ用 語,情

報 交換用 符号,'プ ログ ラム言 語 な どの うち標準化 され た上記 の18規 格 の ほか,1969年 度

末 か ら1970年 度 申 に,都 道府 県 コー ド,日 付 コー ドな どの各種 コー ド,情 報 交換 用流 れ

図 記号 な ど19規 格 のJIS制 定 が予 定 されて い る。

d)情 報処理実態調査など 企業や官庁におけ る情報処理水準 の現状を把握 し,電 子

計算機利用高度化計画,情 報化促進施策の策定に役立たせ ることを目的 として,1969年

度に通商産業省が情報処理実態調査 をコンピュータ導入機関およそ2,200を 対象に行 な

い調査結果 を公表 した。1970年 度には,引 き続 き実態調査 を行な うほか,企 業内情報処

理の標準パターンの作成 も行なわれ る予定である。

e)情 報処理振興事業協会等に関gる 法律の制定 今後の情報化 を促進する支柱 とし

て,情 報処理振興事業協会等に関する法律案が,特 別国会に上程 されている。これは,

国に 「電子計算機利用高度化計画」の策定 を義務づけ,情 報処理振興の指針 を明 らかに

するほか,通 商産業大臣による 「プログラム調査簿」の作成,「 情報処理技術者試験」

の実施 などを内容 とす るもので,前 述の 「情報処理振興事業協会」の組織に関す る規定

を もふ くんでいる。 この法案が可決 されれば,わ が国の情報化は法律に裏づけ られて急

速に進展す るものと期待 され る。

f)電 子情報処理振興審議会の設置 これまで産業構造審議会に設け られていた情報
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産 業部 会 と電 子工 業審議 会 を ま とめて,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア,情 報 産業の各 側

か ら総合 的 に,わ が国 の電 子工業 の発 展 と情報 処理 の振興 に関す る重要事 項 を審議 す る

た め,通 商産 業大 臣の諮 問機関 と して新 たに,「 電子 情報 処理 振興審 議会 」 が設置 され

るこ とにな った。 同審議 会 は,電 子 工業振 興計画,電 子計 算機 利用 高度化計 画 を審議 す

るほか,長 期 的視 野 に立 って電子工 業 およ び情報 処理 の振興 に関す る重要事項 を調 査審

議 す るこ とに な って い る。,

g)そ の他 情報 処理 に関 す る調査,研 究 開発,啓 蒙 普及 な どの活動 を行 な う財団法

人EI本 情報 処理開 発 セン タニ,コ ン ピ ュー タ ・ユーザ ーの立場 か ら,コ ン ピュー タ利用

水 準 の高度化,コ ン ピュー タの利 用普 及 な どの努 力 を続 け る財 団法 人 日本 経営情報 開発

協 会(1968年9月 設 立)の 両 民 間団体 に対 し調査 。研究 開発 な どの事 業 の助成 が行 なわ

れて い る。

1中小企 業の情 報化 につ いては,中 小企業振 興事業 団か ら中小企 業 の共 同計算 セン ター・一一、

に対 す る融資 が行 なわれ てい るほか,1970年 度 には中小企業 向 け汎用 ソフ トウ ェア ・パi

ツケー ジの開発 費 な ど,中 小 企業 の情報 化促進予 算 が認 め られ るこ ととな った。

官 庁情報 処理 の効率 的促進 とい う観 点 か ら27省 庁 が参加 して進 め られ てい る工業技 術 ・

院 の電算機 利用技 術研究 会 について も,1970年 度 には一 層 の拡 充 が図 られ る予 定 であ る。

t
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第2章 国会および行政における政策の動 き

1.国 会 に お け る動 き

1969年1月 自由民主党 の国会議 員160余 名か らな る情報 産業 振興議 員連盟 が設立 され

た。 コ ン ピュー タの利用 および情報産 業 の振興 の ために は,解 決すべ き諸 問題 が多 く,

国会 議員 として も看過 で きない とい う趣 旨か ら設 立 され た もので あ った。 コン ピュー タ

め高 度利 用 に と り組 みつつ あ る矢先 で あ ったの で,国 政運 営 のか ぎを握 る国会議 員 の動

きは,各 方 面 に重 要 な影 響 を与 えた とい え る。

情 報産 業振興議 員連盟 は,橋 本登美 三郎 会長 の下 に4部 会 を設 置 した。総合 部会(秋

田大 助部 会長),産 業部会(桜 内義 雄部 会長),法 制部 会(新 谷寅三郎 部会長),教 育部

会(劔 木享 弘部 会長)で あ る。 各部 会 に は,そ れ ぞれ の関係省庁 が共 同研 究 の形 で参 加

してい る。

情 報産 業議員連 盟 で と りあげ られ た主 要 問題 には,

(1)情 報 処理 の基 本方 針 と推進 機関

(2)情 報 産業育成 方 策

〔3)通 信 回線 利用 の促 進

④ 行政情 報 シスデ ムの高度化

(5)コ ン ピュー タ ・メーカーの育 成 と技術 開発

(6)コ ン ピュー タ要員 の育 成

(7)標 準 化 の促進 な どで あ り,コ ン ピ ュー タ利用 に 関す る広範 な問題 が検討 され た。J

また,1969年5月 に は,'コ ン ピュー タ利用 と情報 産業 に関す る財政 ・税 制 の問題 を と

りあつ か うために,前 記議 員連盟 に財政 ・税 制小委 員会 が設 置 された。(佐 藤一 郎小委

員長)
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すでに経 済団 体連合会 に は,情 報処理 懇談 会 が設 置 され てい たが,議 員連 盟 との連 絡

を密 にす るため に,両 者 の連 絡協議 会が設 けら れ た。 これ に よ り,政 界 ・官界 ・経 済界

の コン ピュー タ利用,情 報産 業育成 に対 す る方 針 を検討 す るネ ッ トワー クが形成 された

といえ る。

情報産 業振 興議 員連盟 の性格 は,自 由民主 党有志議 員 の集 ま りとい うことで あ るが,

その研究 成果 を正式 に同党 の政策 に反映 させ るために,情 報産業調 査会が設 置 され た。

この情報 産 業調査 会 では,当 面 の対策 と して,関 係 省庁 か ら,1970年 度予算 の概 算要求 を

ききと り,予 算編 成 の重点 施策 に対 す る方 向づ け を行 な った。 た とえば,経 済界 か らは,

国 の方 策 に対 す る要望 と して,日 本電子計 算 機株式 会社 の レン タル資金不足 の解 決,ソ

フ トウ ェア,ハ ー ドウ ェアの大 型開発 に政府 資金 を大幅 増額 す るこ と,国 は ナ シ 。ナル

プ ロジ ェク トの開発 を通 じて主 導的 な役割 を果 すべ きで あ ることな どが要 望 され てい る。

2。 各種 の提言に対す る政府 の反応

1968年 か ら1969年 にか けて,コ ン ピュー タの利用 お よび情報 産業 につい て,政 府 に対

して提 言 を行 な った主要諸 団体 お よび提言 の主題 は次 の通 りで あ'る。

〔1)訪 米MIS使 節 団(奥 村 綱雄 団長)1968年1月

「MISの 開発 お よび利 用 に関す る提言」

〔2)訪 米情報 産業特 別調査 団(北 川 一栄 団長)… …1968年12月

「情報 産業 の開発 と育成 に関す る提 言」

(3}関 西経 済同友 会1969年3月

「情報 処理高 度化 に関す る要望」

{4)経 団連 情報処理 懇談 会1969年4月

「情 報処理 に関 す る推進体 制 の確立 を要望 す る」

(5)関 西 経済連 合会1969年5月

「情 報化社 会 の基盤 整備 を望 む」

(6}(財)日 本経 営情報 開発協 会1969年8月
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へ
「通信 回線利用 に関 す る中間報告書 」'

これ らの提言 の内容 に,共 通 の ものが多 く,何 れ も政府 に対 して積極 的な方策 の実施

を迫 る もので あ った。1969年 にお け る コン ピ ュー タ利 用の 問題 は,政 府 の政策 とい う観

点 か らして もそれ だけ切 迫 した ものが あ った とい え る。提 言 の内容 と政府 の経緯 を こ こ

に と りま とめて お くことに したい 。

a)通 信回線利用の改善

団 現行の通信関係法規は,通 信回線の民間利用に大 きな制限を加えてお り,情 報時

代に対応 しうるよ うに現行法制度をすみやかに再検討す ること

{2}諸 外国あようにデータ通信の専用回線の使用,交 換 回線の利用 を民間に認め るこ

とについて検討すること

{3)わ が国の通信回線の利用料金が高いので,通 信回線の料金体系の合理化を検討す

ること

(4)通 信回線の質 と量の拡充開発に関する技術的措置 を講ずること

コンピュー タ利用 と密接な関係があるこれ らの通信回線に関す る提言に対 して,郵

政省電気通信監理宮室 で通信回線利用の改善について前向 きの検討がなされ,郵 政審

議会に諮問が行 われた。なお,郵 政審議会はすでに答申を行なってい る。

h)コ ン ピュー タ要 員の育 成

{1}高 校,中 学 において コン ピュー タに関す る啓蒙 お よび教育 を行 な うこ と

(2)大 学,高 専 に コン ピュー タに関す る教育過 程 を拡充 す るこ と

1{3)コ ン ピュー タ総 合大学 な どを設立 し,社 会 人 に対 す る専 門的 な コン ピ ュー タ教育

を強 化す るこ と

倒 義 務教育 に情報科 学思想 を盛 り込 む こ と

{5)コ ン ピュー タ莉用 の ための周辺 科学知 識 の普及 を図 るこ と

これ らの提言 について,通 商 産業事務 次官 か ら文部 事務 次官 に対 し,学 校,教 育 の
■

拡充に関 して申 し入れを行なったほか,1969年 度よ り情報処理技術者認定制度が設け

られた。また,文 部省において も,さ しあたって,国 立大学における学科施設などの拡
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/充
を行 な うこ と としたほか,高 校教育 に も情報 関係科 目を と り入 れ ることを検討 した。

C)標 準 化の推 進

{1}標 準化 の遅 れが,コ ン ピ ュー タ利用 の普及 と効 率化 を妨 げてい るので,標 準 化 を

積極 的計 画 的に促進 す ること

{2}標 準 化 を進 め るに は,官 民合 同の審議 機 関 を設 置 す るこ と

(3)政 府 自身 コン ピュー タ利用 を推 進 す る見地 か ら,行 政事務 の標準化 を行 ない,ま

た,大 規模 プ ロジ ェク トの遂 行 を通 じて標準化 を具 体化す るこ と

デ ー タ ・g－ ドの標 準化 につ いて は,通 商産i業省工 業技術 院の 日本工 業標準 調査会

デ ー タ ・コー ド専 門委員 会に おいて検討 中 であ る。 ま た,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェ

ア,デ ー タ ・フアィル方式 および記録媒 体の標 準化 につ いて も,工 業技 術院 にお いて

検 討 申 であ る。 行政部 内の みの各種標準 化 につ いては行政管 理庁 におい て検討 申 であ

る。

d)政 府機関における情報処理の高度化

(1)行 政機能の複雑化に対処 し行政の効率化 と高度化を促進す るため,中 央,地 方 を・

通 じる総合的 ・有機的な行政情報処理 システムを採用すること

(2}事 務の簡素化,デ ー タソースの一元化,コ ー ドの統一化 など情報環境の整備改善

に努めること

(3)情 報交換および共同利用 をす るための情報処理中央 センターの設置を考慮す るζ

と

倒 行政情報の対民間提供体制を確立す ること

㈲ 政策の決定や予算の配分な ど高次の コンピュー タ利用の方法を考慮す ること

これ らの提言に対する政府の施策は次郎においてのべ る。

e)・ 民間における情報産業の育成

{1|情 報産業 を育成す るための金融の確保 を図 ること

㈲ 民 間にお け るハー ドウ ェア・ ソフ トウ ェアの研究 開発 に対 し助成 を行 な うこ と
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(3)外 国企 業 の情報 産業へ の進 出に対 し,特 別 の措置 を講 ず ること

1倒 情 報 ネ ッ トワー クの形成 につ いて ,政 府 が ガイ ドポス トの役割 を果 すべ きこ と

固 レン タル制度 に対 す る融 資 を拡 大 す るこ と

これ らの提 言 に対 し,政 府 は,通 商 産i業省の産 業構 造審議会 の答申 を も と に 具体化

し,1970年 度 予算 に大 幅 に情報 化対策 費が盛 り込 まれ た。

i'

f)情 報処 理 システムの研究 開発

{1|わ が国 では,ソ フ トウ ェアの開発 が遅 れて い るの で,そ の開発 を助成 す るこ と

(2}多 様 な端 末装置 の開発 促進 に対 し,国 として の援助 を行 な うべ きこ と

(3}情 報 処理 システ ムの研 究開発 は,政 府 が,先 導 的 な大 規模 プ ロジ ェク トと して,

そ の推 進 にあ た るこ と

ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアの研究 開発 につ いては,工 業技 術院電 気試験所 におけ る

超 高 性能電子 計算 機 開発 プ ロジェ ク トを通 じて推進 され る とと もに,情 報処理振 興事業

協会 の設 立 な どに よ り,民 間事業 の助成 が予定 され て い る。
)

9)総 合施策の確立 とその推進

口)内 閣総理大臣が自ら主導権をと り,関 係省庁 の総合的活動について強力な指示を

与 えること

(2}長 期的視野に立つ情報産業施策の確立とその推進 を図 るために,強 力な政策委員

会を設置す ること

{3)情 報処理に関す る推進体制を整備す るため,担 当閣僚および事務担当官庁 を明確

にす ること

(4)政 府 および民間か らなる特別機関を政府に設 け,情 報化社会の基盤に関する基本

方針を早急に確立す ること

これ らの提言に対 して,情 報産業全般にっいては,通 商産業省の産業構造審議会に

おいて総合施策が検討 され,1969年5月31日 に総合答申が提出 された。その他の問題

については,積 極的な検討が始 められたほか,関 係7省 庁会議(大 蔵省,通 商産業省,

文部 省,郵 政省,行 政管理庁,科 学技術庁,経 済企画庁)を 行政管理庁 が主催 して情
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報 交換 が行 なわれた。.

h)そ の 他

{1}情 報 処理 に関 す る国際 協力 を推 進 す るこ と

(2}ソ フ トウエアの価値 を確 立 し,そ の流通 を促進 す るため,政 府 は プ ログラムの登

録 お よび公開 の制 度 を設 け るこ と

(3)中 小企 業へ の コン ピュー タ導促 入進 について は,助 言啓蒙 活動 に力 を入れ ること

(4)税 務会 計 な どの関係 法制 を電子計 算機利 用 に適 応ず るよ うに改 正 す るこ とを検 討

す る こと

これ らの提言 につ いて,政 府 に おいて 国際連合科学 技術委員 会,国 際標 準化機構(I

SO),経 済協力 開発機構(OECD),行 政ADP国 際会議(ICA)な ど と密接 な連

携 が とられ てい る。

3。 行 政 に お け る コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 政 策

行政機 関 ほ,コ ン ピュー タ ・ユーザ ー とレて は きわめ て巨大 な集 団で あ る とい う意味

に おいて,ま た,そ のお よぼす影響 が きわめて大 きい とい う意味 に おいて,他 の個別 ユ

ー ザー とは若干異 な った性格 を もってい る。 ア メ リカ合衆 国の連邦政 府 は,1969年 度 で

お よそ4,600台 の コン ピュー タを もつ世 界最大 の ユーザー といわれ てい るが,そ の コン

ピ ュー タ利用政 策,た とえば,調 達 方針 や標準化 の方 向は,コ ン ピュー タ ・メー カーの

み な らず,他 の ユ ーザ ーに も大 きな影響 を与 えて い る。 わ が国の行政機 関 の コン ピュー

タ保 有台 数 は,中 央省庁 で154セ ッ ト,地 方 自治体 でお よ そ200セ ッ トとな ってい る。

1968年 度 に おいて,「 政府 にお け る電子計 算機利用 の今後 の方策 」が閣議 決定 され た

が,そ の基本方針 に沿 って コン ピュー タ利 用が推 進 され てお り,1969年6月 には,政 府

の第2次 行政改 革 の一 環 として,コ ン ピュー タ利 用方策 が決定 されて い る。 その内容 と

具 体 的な動 きをみてみ ると次の通 りであ る。

a)各 省庁 の新規適 用業務 の開発 とデー タの有 機的 多角的利 用の推進
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各 省庁 は,コ ン ピ ュー タ利用 の新 しい分野 を開 発す るた め,従 来 よ り一層 の努力 を

つ づけ るこ ととな ってい る。 また,個 別業 務処理 お よびそれ らに関 す るデー タを閉鎖

的 な状態 に止 めず,各 省庁 間 で有機 的多 角的 に使 うとと もに,そ の ための環境整 備,

た とえばデ ー タ ・コー ドの統一 や情報 検索,デ ー タバ ン クの調査研 究 を本 格的 に行 な

うこ ととしてい る。

b)各 省庁共通 業務 シ ステム開発 に関す る推進

行政機 関に は,相 互 に共通 的 な業務 が数 多 く存 在 す るに もかか わ らず,組 織 が複 雑 で

規 模が大 きか ったた め,コ ン ピ ュー タ化 が と り残 され てい る分野 も少 な くなか った。 こ

れ ら共通 的業務 は,シ ス テム設計 が統一 化 され標準 化 され れ ば,実 施 が容易 で あ るた め,

統一 的に推進 され るこ ととな ってい る。 具体的 に は,給 与 ・人事 情報 システ ム,官 庁会

計 情報 システ ム,統 計情 報 システ ムな どが あ る。

C)コ ンピ ュー タお よび フ ァイルの共 同利用な らび に各省庁 間 ネ ッ
,トワー ク ・シ ステム

に関 す る研究 開発

通 信網 を利 用 した オ ンラ イン ・システ ムに関 して行政 機関 で とくに問題 に な るの は,

各省庁 間 ネ ッ トワー ク ・シス テムであ り,通 信網 の効率 の点 か らも,ま た,デ ー クの互

換性 の面 か ら も総合 的 に行 政 ネ ッ トワー ク ・シス テムを研 究 す る必要 が あ る。

d)各 省庁間 にお ける デー タ記録 媒体,ソ フ トウエ ア,デ ー タ ・コー ド
,各 種 事務処 理

方式 などに関 す る標 準化の 推進

標準 化 の推 進 は,行 政 機関 内部 で用 い られ,行 政機 関独 自に推進 で きる事項 と,広 く

一般 と連携 し,あ るい は,一 般 的 に決 定 され た標準 を行政 機 関が使用 す るよ うな事項 に

わけ られ る。 す でに,都 道 府県 コー ド,地 域 メ ッシ ュ ・コー ドが,決 定 され たほか,各

行政機 関が利用 す る個 人 コー ドにつ いて,そ の統一化 が計画 されて い る。

e)コ ン ビti-.タ 要 員の確 保 と養成 と くに基幹 要員 に対す る統一 的研修 の実施

行政機 関に おけ るコン ピュー タ関係 の研 修 は,ま す ます活発 化 して い るが ,1969年 に

おいて は,新 たに コン ピ ュー タの プ ラン ナー,SEを 対象 とtしたADPマ ネジ メン ト.

コースが行政 管理庁 に よ って実施 され た。

f)コ ン ピ ュー タ利 用高度化 の ための推 進体制 の確立

コン ピュー タ利用 の関係 省庁連 絡会議 が行政 管理庁 に設置 され たほか
,大 蔵 省主計局
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の コン ピュー タ担 当部 門の強 化 な どが み られた。 また,PPBS関 係 で も推 進体制 が

確 立 されて い る。

コン ピュー ク利用 の技術 的 問題 の調査研究 を行 な うこ とを 目的 として1968年 度 に,

通 商 産業工業技 術院 に設置 され27省 庁 が参 加 してい る電子計 算機利用技 術研究会 は現

在8分 科会(入 出力,フ ァイル,処 理 プ ・グ ラ今,オ ペ レー テ ィン グ ・システ ム,オ

ン ライン,ド キ ュメン テー シ ョン,周 辺 科学,制 度班)に 分 れ,研 究 を続 けてい る。

4.PPBS導 入 の推 進

1968年 に,MIS使 節 団(奥 村綱雄 団長)は,政 府 に対 して情報 システ ム高度化 の一

方 策 として,「 多次元 に わた る委 員会 を設置 す るとと もに,ア メ」 力政府 のPPBSを

参 考 とし,シ ステ ムアナ リシスな どの近 代的経営管 理技 法 を よ り積極 的に導入 して,よ

り合理 的 な政 策の決 定 と予 算配分 を行 な うよ う努 力す べ きであ る。」 と提言 し,大 蔵省

は,1969年 度 か らPPBS(Pla皿ing-Programing-BudgetingSystem)の 本格 的 な検討

に入 った。

1969年 度 には各 省庁 に おけ る推進 担当組織 が整備 され,大 蔵省 を中心 にPPBS担 当

官 連絡会議 お よび幹事会 が設 置 され た。基 礎研究 と しては,関 係 資料 の収 集整理 お よび

翻 訳基礎 理論 の研 究,諸 外 国の実施 状況調 査が行 な われた。行政 機 関にPPBSと くに

シス テムズ ・アナ リシス を定着 させ る方 策 として は,関 係各 省庁 にお け るケ ースス タデ

ィの実施,外 部研 究機 関に対 す るケー スス タデ ィの委託 研究 の実施,各 省庁 の プ ログラ

ムス トラ クチャーの実験 的作成 な どが行 な われてい る。

わが国 の行政 にお け るPPBSは まだ研究 段階 にあ るため研修 も積極的 に実施 されて

お り,幹 部 研修,中 堅 職員研 修 のほか,ア メ リカ合 衆国政 府 の公務 員研修 所 におけ る研

修 に対 す る各 省庁職員 の派遣 な どが行 なわれ た。

行政 に おけ るPPBS担 当組織 と しては,各 省庁 におい て,組 織 の整 備,担 当官 の充

実 に力が入 れ られ てい る。

PPBSを 実施 してい くに 当 って の問題点 は,分 析 を行 な う前 の 目標,目 的の明確化,
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分析 の適 用醐,そ の他 の技術 的 な醜 点 な どがあ る・ シス テ ・分 析 を行 な う前 媚 標

の明確化 としては,現 在の行政綱 を前提 として洛 行政の醐 か ら作業 始 めるに し

て も最終 的 には各 省庁 の行政 目的 と最高 の 国家 目標 との関連 が明確 に され ね ばな らな い。

また,PPBSの 適用範 囲 につ いては,現 段階 にお いて は,PPBS手 法 を適 用 しうる

範 囲 は限定 きれて お り,政 府 の行 な う活動 の うち共 通 の尺 度 で その成果 を比 較 し得 な い

領 域,た とえ ば,社 会保 障 と公共事 業 の いつれ か を選択 す るか な どの問題 お よび その適

用 は困難 で あ る。

PPBS実 施 の技 術的 問題 点 と しては,第1に 要 員 の確 保 と養 成 と くに システ ム分 析

要員 の餓 で あ ろ う.第21・,ア ・ リカ合 衆国lcお け るPPBSの 導 入 が ラン ド研究所

を始 め とす る民 間研究1酬 の協力 に よって可能 とな ・t・よ うに・ わが 国に おいて 眼 間

研 究機 関 の繊 が必 要 であ る.第3に シス テ・分析 の た めの基 礎 デー タの整備 とコン ビ

。一,の 湖 である.現 在,樋 の縦 統計 を始 めとして・行政上必勲 デー・の馴

が行 なわれ て い るが,シ ステ ・分析 の剛 とい う点 か らは,ま だ不冊7ご と され てい る・

●
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第3章 通信回線をめ ぐる政策

1・ 郵政 審議会への諮 問 と答 申

a)通 信回線 利用を め ぐる動 き

コン ピ ュー タ利用 の高度化 と,コ ン ビ。ユー タの ハー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアの進歩 に

と もなって,1965年 ごろか ら,オ ンライ ン化 へ の需要 が徐 々にめば えて きたが,1968年

1月 の訪米MIS使 節 団の提言,同 年12月 の訪米情報 産業 特別調査 団の提言 な どを契機

と して,コ ン ヒ.ユ一 夕の通信 回線 利用 に対 す る世 間の関心 が高 ま って きた。

現在 コン ピュー タに提供 され てい る通 信 回線 は専用 線 だけで あ り,ま た,そ の利 用 に

つい て も,法 律上一定 の 資格 を要求 され るな どの厳 しい制約 が ある。

す なわ ち,専 用 サー ビスの提 供 を 日本電 信電 話公社 か ら受 け るに は,現 在 で は公衆 電

気通 信法第57条 お よび第66条 に よ り次 の よ うな場 合に 限 られ てい る。
■
{1}同 一企 業 内で利用 す る場合

(2}国 の機 関 および地方 公共団体 が共 同 で利 用 す る場 合

〔3}共 同 して同一 の業務 を行 な う2人 以上 の者が共 同 で利用 す る場合

倒 相互 に業 務上緊 密 な関係 にあ る2人 以上 の ものが共 同 して利用 す る場合

この よ うに・わが 国 におい ては・ 通信 の一元 化 と秩序 の維 持 を建 て前 として,日 本 電

信電 話 公社 以 外の者 が専用線 に よ って独 自の通 信網 を形成 し,実 質的 な公衆 電気通信 業

務 を営 む こ ととな るの を原 則 的に禁 じてい るので あ る。

最 近 に至 り,オ ン ラインに よ る情報 処理 とい う新 たな性格 の需要 が台頭 し始 め,通 信

回線 の利用 上 の制約 に対 す る不満が大 き く前 面 に出 て きた。

1969年5月,産 業構造審 議 会が,通 信 回線 利用 制度 の改 善,通 信 回線 の量 ,質 両面 の
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整備および料金の低廉化について答申 したのをは じめ,経 済団体連合会情報処理懇談会

や日本経営情報開発協会か らの意見など,通 信回線の開放 を提唱す る多 くの見解が発表

された。

一方,公 衆電気通信秩序の維持 と電信電話 に対す る トラフィ ック上の影響な どの観点

から,問 題 を慎重に取扱 うべ しとす る意見 もまた少 くなかった。

b)郵 政審議 会へ の諮 問

郵政 省 では,こ の よ うな世論 の高 ま りに対 して,通 信 回線利用 に関 す る国 の方 針 を決

定 す るため,1969年10月,郵 政審議 会 に対 し別 掲 の よ うな 「デ ー タ通信 の ための通 信回

線 の利用 制度 につ いて」 と題す る諮問 を行 ない,郵 政審議 会 は,約1ヵ 月 にわ た る審議

の結果,同 年11月13日 郵政 大 臣に対 し,答 申 を行 な った。

また,日 本 電信 電話 公社 では この答申 に先 立 ち,郵 政 大 臣了承 の もとに,公 衆 電気通

信 法上共 同専用 が認 め られ る 「業務 上緊密 な関係 」 の運用解 釈 を緩 和 し,当 面 の緊急 な

デー タ通信 需要 に応 え ること とした。 すなわ ち,従 来共 同専用 の提 供 を受 け る資格 とし

て要求 され た資本 関係 や取 引関係 の緊密度 を相 当程 度 ゆ るめ ると ともに,業 務 の一部 に

つ いて業務提 携 を行 な ってい る場 合 で も,そ の業務 に関係す る部 分 につ いては,共 同専

用 を認 め るこ ととな った。

『郵政大臣諮問第84号

デー タ通信 のための通信回線の利用制度について

電子計算機 を電気通信回線に接続 して行 なういわゆ るオンライン情報処理に関連 して

生ず る諸問題については,オ ンライン情報処理の健全 な発展を促進 し,将 来における情

報化社会の形成,発 展に寄与 しうるよ う,現 実的,段 階的に必要な措置を行 なっていく

もの とし,当 面,下 記の方針に基づ き措置す ることについてご意見を承 りたい。

記

1.情 報検索業務 または計算業務のための 「データ通信回線サービス」(仮 称)の 新設

情報検索業務 または計算業務のため,そ の業務を行 なう者が設置す る電子計算機 と

これを利用す る端末 との間にのみ終始す るデータ伝送に利用するため 「デー タ通信回
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線 サー ビス」 をEl本 電信電話 公社 が提 供 す るこ ととす る。

この 「デー タ通信 回線 サー ビス」の 利用料金 は ,さ しあた り,専 用 料金 に準 じて定

め るが,共 同専用 の附加 使用 料の ご と き もの は課 さない こ ととす る
。

2企 業 グル、一プな どの ための 「デー タ通信 回線網 サ ー ビス」(仮 称)の 新設

一定 の企業 グルー フ.などに おいて
,電 子計算 機 を設 置 して行 な う各種事 務処理 な ど

に野 るデータ伝送の利用に供 するナ・め 「デー極 信回線網サゴ ス」を昧 電信電

話 公社 が提 供 す るこ ととす る。

この 「デ ー タ通 信回線 網 サー ビス」の利 用料金 は ,さ しあ た り,専 用 料金 に準 じて

定 め るが,共 同専用 の附加 使用 料の ご とき もの は課 さない こ ととす る
。 な お,従 量制

料 金 で利 用 で きるサー ビス も設 け るこ ととす る。`等 ・働6

説 明
.嘉 日

1.オ ン ライ ン情報処 理 の発 達 に と もな い電 気通信 に関連 して生 ず る諸問題 につい ては
,

郵 政 省に おいて・ かね てが ら・れ力綱 を1帰 して きた ところであ る
.。 れ らの うち

通 信回線 利用制 度 の問題 につい ては,オ ン ライン情報処 理 の発 展 を促進 す るため
,現

行 法の下 にお け る制約 を緩 和 す るよ う,早 急 に対 策 を樹立 しなけれ ばな らない と考 え

るので,当 面 諮問 記の とお り措置 す るこ とと したい
。

2.現 行制 度 では,2人 以上 の者 が デー ク通信 の ために共 同 して通信 回線 を専用 しよ う

とす る場 合 には,公 衆 電気通 信法 に制限 規定 が設 け られ てお り,公 社 の運用 解釈 と し

て もきわめて制 限的 に解釈 されて きたが ,オ ン ライン情報処 理 の ための 通信 回線 に対

す る需 要 の実 態 を考慮 し,さ しあ た りこの解釈 を緩和 す るよ う措置 す る
。

3・ 今 回言馴 す る制度 は・通信 回線 の」FUＬiElを認 め る ことが適 当 で あ ると考 え られ る場合

の うち,上 記 の よ うな解釈 の緩 和 に よって もなお救済 で きな い もの につ いて
,公 衆電

気 通 信法 を改 正 レ・融 に応 ず るこ とカ・で きるよ うに しよ うとす る もので あ る
.す な

わ ち,

{1}「 デー タ通 信 回線 サー ビス」 は電子 計算 機 の設置 者 と,こ れ を利 用 す るための端

末 の利用 者 との間 の業 務上 の緊密 関係 の有 無 にかかわ らず利 用す るこ とがで きるこ

ととす る。 この場合,電 子計 算機 に接続 してい る端末 の利用者相 互 間の デ ー タの交

換 は認 めない こ ととす る。 この サ ー ビスの利用 は単 独専用 と同様 に扱 い ,共 同専用
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の附加料金 の ごと き もの は課 さない こ ととす る。

(2)「 デー タ通信 回線 網 サー ビス」 は,近 年企業 の グルー フ.化が促進 され,そ の グル

ーフ。内にお け る各種 事務 を効 率的 に処理 す るた め,オ ンライ ンで電子計 算機 を利用

しよ うとす る需要が 生 じてい るので,こ れ に応 え るサー ビスを設 けよ うとす る もの

であ る。

この場 合,グ ルー フ.内では端末 の利用 者相 互 間の デー タの交換 も行 な うことが で'

きる こと とす る。

企業 グルー プな どの基準 につ いて は,別 に公社 が郵政大 臣 の認可 を うけて定 め る

こ ととす る。

4.上 記 の利用 制度 につ いては,早 急に法制 化 して実施 をはか りたいが,通 信 回線 の利1

用 にか か るその他 の問題 につい ては,次 の方針 で対処 す るこ とと したい。

デー タ通信 の ための加入電 話網 の利用 につ いて は,ト ラフィ ック対策,回 線 品質 な:

どの問題 および一般電 話 の疎 通 に対 す る影 響 な どがあ り,今 ただ ちに これ を認 め るこ一

とは困難 であ るので,今 後 の課題 と して検 討 す る。

・また,通 信 回線 の使 用 料につ いて は,今 後,上 記 の 「デ ー タ通 信回線 サー ビス」 お'

よび 「デー タ通信 回線 網 サ ー ビス」の料金 のほか,電 信電 話 の専用 料金 を含 め,原 価

を勘案 し,合 理 的な もの とす る方 向 で検討 を進 め る。

その他 広帯域 回線 の提 供,回 線 の分割使 用,端 末装 置 の 自営 の制限 の緩 和 お よび デ 一戸

タ通信 に かか る秘密保 護 な どの問題 につい て も,今 後 なお,オ ンライ ン情 報処理 の発展

動 向 を見 きわ めなが ら,段 階 的に措置 して い く考 えで あ る。』

(注)1.「 データ通信回線サービス」および 「データ通信回線網サービス」は自営のコンピュータと端末装・

置にょるオンライン情報処理のために,日 本電信電話公社が提供する回線または回線網(交 換設備^

を含む)で ある。

2.「 専用データ通信サービス」および 「加入データ通信サービス」は,日 本電信電話公社がコンビ三

一タ,端 末装置および通信回線のすべての設備を提供するサービスである。

C)郵 政審議会における審議 と答申内容

郵政審議会では,郵 政大臣か らの諮問をうけて,こ の問題のために特別にデータ通信

特別委員会を設 け,た だ ちに審議を開始 した。データ通信特別委員会は・11名 の委員か
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ら成 り,藤 井 丙午委員 長 を始 め と して,各 界 の代表者 を網羅 した もの で あ った。

同特別 委員 会 は,1969年10月21日,第1回 会 合 を開 い たの を皮切 りに,前 後4回 にわ

た り,活 発 な論 議 を行 ない,同 年11月13日,答 申案 を作成 して郵政審 議会 に提 出 した。

これ を うけた郵政審議 会 は,同 日,審 議 の うえ原 案 を採択 して郵政 大 臣に答 申 した。

郵 政審議 会 答申の 内容 は次 の とお りであ る。

『昭和44年 郵政 大臣諮 問第84号 に対 す る答申

本 審議 会は,昭 和44年10月9日 デ ー タ通信 の ための通信 回線 の利 用制 度 について郵政

大 臣か ら諮 問 を うけ,デ ー タ通 信特別 委員会 を設 けて慎重 に審議 した。

その結果 に ついて次 の よ うに答 申す る。

エ 「デ ータ通信 回線 サ ー ビス」(仮 称)お よび 「デ ー タ通 信 回線 網 サ ー ビス」(仮 称)

を設 け ることは適 当 であ る。

な お,こ れ らのサ ー ビスについ ては,で きるだけ速 や かに実施 で きるよ う法制上 そ

の他所 要 の措 置 を講ず ると と もに,「 デー タ通信回線 網 サー ビス」 を利用 で きる企業

グル ープの範 囲 を定 め るに あた って は,企 業等 の諸活動 におい て有 機的 な関連が進 め

られ,そ の 間の情報 流通 の態様 が高度化 す る傾 向 を示 して い る実情 を考慮 し,こ れ ら

企 業 間にわ た るデー タ通信 の需要 に弾力 的 に応 じうるよ う配意 す るこ とが望 ま しい。

2.今 後 の デー タ通信 の発展 に即応 し,と るべ き施 策 を検討 す るに あた っては,次 の諸

点 について もじゅ うぶん考慮 す るこ とを要 望 す る。

(1)加 入 電話網 をデー タ通信 の ために利用 す ることにつ いて は,関 連諸 問題 につい て

引 き続 き検討 をすす め,で きるだ け早期 に その実現 を図 るこ と。

{2}デ ー タ通信 の ための通信 回線 使用 料 につ いては,電 信電 話料金 との関連 な らびに

サー ビス原価等 を勘案 し,情 報 化 社会 の進 展 に寄与 す るよ うに,合 理 的 な料金 とす

るよ う検討 を進 め るこ と。

{3)情 報 化社会 に おけ るデー タ通信 の重要 性 にかんが み,今 後 は,電 気通 信設備 の質

量 両面 に わた る拡充 を促進 し,総 合電気通 信網 の整 備 を図'る必要 が あ る。 そのため

の資金 調達 その他所要 の措置 に ついて,各 界 の理解 と協力 を得 るよ うさらに配意 す

るこ と。

倒 今 回の措 置 に伴 って可 能 とな る情報 処理 サー ビス,情 報提供 サ ー ビスな どの新 た



第3章 通信回線をめぐる政策239

な分野における国際競争の動向 を勘案 し,自 主的な技術,経 営の開発育成等につい

て,政 府および関係機関は積極的な施策 を講ず ること。』

この答 申は,通 信 回線利用 の ための条件 を従 来 よ りも緩 和 し,情 報 化社会 の早期 かつ

健 全 な発展 に大 きな役割 を果 たす もの として,評 価 され る。

す なわ ち,「 デ ー タ通 信回線 サー ビス」(仮 称)は,そ の利用 資格 になん らの制限 を

加 えないた め,こ れ を利用 して,同 一企i業内や異企 業間 の デー タ通信 は もちろん,不 特

定 な人 々 をお客 として,各 種 計算i業務 や情 報検 索業 務 な どの情報 処理 ・提供 業が営 め る

こ ととな る。 「デ ー タ通信 回線 サー ビス」(仮 称)'を 利用 す る将来 の情報 処理 ・提供 業

の主力 は,ア メ リカの現 状 な どか らみ て,科 学技 術計算,つ いで株 価,不 動 産 ,企 業財

務 な どの情報 案 内 とな ろ う。

また,「 デ ー タ通 信回線 網 サー ビス」(仮 称)は,近 年,資 本 関係,取 引 関係,技 術

提携 関係 な ど企 業 間の有機 的連携 が ます ます強 りつ つ あ るの で,こ の よ うな企 業 グル ー

プ 内での各種 事務 を効率 的 に処 理 する とと もに,情 報 の流通 を円滑 に行 なお うとす る需

要 に応 えるものであ り,企 業経営の合理化の目的に沿 って,情 報化社会の進展に大 きく

寄 与す る もの と思 われ る。

2.残 され た問題 と今 後 の方 向

郵政審議会の答申は,'各 界にいろいろな波紋を投 げかけた。 とくに言論界においては,

通信回線開放への方向を歓迎 した評価を してい るが,開 放の程度が生ぬ るく,急 速に進

展す る情報化社会に とって効果が十分でないとす る論調 も少 な くなかった。 しか し,諮

問 自体が,現 実的,段 階的に必要 な措置 をね らった ものであ り,そ の意味で当面緊急な

需要に応 えるための暫定的色彩が強かったことか らして,答 申が根本的な対策 とい う面

で若干 もの足 りない点があるとして も,止 むを得 なかった もの といえよ う
。

郵政審議会答申で保留 された主要な問題点は,次 に述べ る加入電話網開放 ,料 金体系

の合理化,電 気通信設備の拡充,外 資対策などの問題であ り,こ れらを継続討議す るた
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め,郵 政審議 会 デ ー タ通 信特別 委員 会 が継続設置 され るこ ととなったが,こ れ らの問題

点 を国益 と国民 の要望 に沿 った正 しい方 向 で解 決す るこ とが今後 の大 きな課 題 で あ ろ う。

a)加 入電 話網 の開放

郵政 審議 会は,答 申の申 でデ ー タ通 信 のた めの加 入電話 網 の利用 につい ては,関 連

諸 問題 につ いてひ きつづ き検討 を進 め,で きるだけ早期 に その実現 を図 ること を要 望

してい る。

郵 政省 ・日本電 信電話 公社 は,コ ン ピ ュー タの利用 に ともな うデー ク通信 トラ フィ

ックは,電 話 トラ フィ ックに比較 して,大 量 かつ,集 中的 に発 生す る傾 向 に あ るの で,

電 話 に見合 った設 備 と して設 置 ぎれ てい る加入 電話網 に 自営 の コン ピ ュー クの接続 を

今 ただ ちに認め ること とす る と,デ ー タ通信 トラフィ ックに よって電話 に よ る公衆通

信 に悪 影響 がお よぶ おそれが あ る と述 べ てい る。

また,一 方 の代表 的 見解 として,加 入電 話網 開放 を,デ ー タ通信 利用 制度 の 中心 的

課題 で あ ると し,一 般 の人 々が電話 の場合 と同 じく,任 意 の相手 を呼 び出 して コンピ

ュー クとの対話 が で きるよ うに な って は じめて,デ ー タ通信 網は情報 化時代 に ふ さわ

しい 国民 的 な 「知識 の ネ ッ トワー ク」 に な ると してい る新 聞紙 上の論 説 もあ る。

要 す るに,デ ー タ通信 が加 入電 話 にお よぼす影響 につ いて十 分 な調 査検討 を行 ない,

根 本 的 な対 策 を講 じて,で きる限 り早 期 に加 入電話 網利用制 限の撤廃 の要望 に応 ず る

道 を開 くことが望 まれ る。

b)料 金 体系の合 理化

郵 政審議 会 は,答 申の中 でデ ー タ通 信 の ための通 信 回線使 用料 につ いて は,電 信電

話 料金 との関連 な らび にサ ー ビス原 価 な どを勘 案 し,情 報化社 会の進 展 に寄与 す るよ

うに,合 理 的な料金 の設定 を要望 してい る。 この要望 は,現 行 専用線 の料金 が,諸 外

国 の水準 に くらべ,市 内につ いて は割 安,遠 距離市 外に ついて は割 高 にな ってい る現

状 を改 善 し,こ れ を市 内外均衡 が とれ,サ ー ビス原 価 を も考 慮 した合 理 的 な料金 体系

に修 正 すべ きで あ るとの観 点 か ら出 され た もの であ る。

使 用 料金 の是 正 につい ては,電 信 電話 料金 との関連 もあ り,全 体 的 な料金体 系見直

しの 中で検討 され るこ ととな ると も考 え られ る。 なお,従 量制 に よ るデ ー タ通 信 回線

網 サ ー ビスの料金 の検討 に あた って は,市 内時分割 の採 用 もまた話題 に のぼ るこ とと
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な ろ う。

この ほか,答 申 は,共 同専用 の 割 り増 し料金 制度 につ いて も,そ の廃止 を示唆 して

い る もの と思 わ れ る。 この点 につ いて は諮問 の中 で,新 設 す るデ ー タ通 信 回線 およ び

回線 網 サー ビスに対 して この種 の 附加使 用料 は課 さない こと として お り,答 申 を うけ

た制度 改正 の中 で実現 され る見通 しが強 い。

C)電 気通信設 備の 拡充

今後 激増 が予 想 され,ま す すす高度 化 ・高品質 化 と多彩化 が進 む オ ンライ ン情 報処

理 の需要 に効率 的 に対処 してい くために は,こ れ らの伝 送手段 であ る電気 通信設 備 の

拡 充 を促進 す るこ とが必要 な ことはい うまで もないが,そ のた めには設備 の量 的な拡

大 に とどま らず,総 合 電気 通信 網の整備 な ど,新 技術 開発 に よる設備 の質 的向上 が必

須 の要件 で あ る。

d)外 資 対策

さきに述べ た とお り,今 回の 答申 の内容 が実 現化 さ.れる と,デ ー タ通信 回線 を利 用

した情報 処理業 ・提供 業 が可 能 とな るが,オ ン ライン情報 処理 の分野 に おけ る日米 間

の技 術 的 ・資金 的 ギ ャ ップ を考 え る と き,何 らか の対 策 を講 じない限 り,そ の差 は ま

す ます 広 が るもの にな ろ う。

情 報処理 業 ・提 供業 は未来 を担 う産業 で あ るこ とか ら,こ の産業 を育成 してい くこ

とが,わ が国 の将 来 に とって,き わめ て望 ま しい ことで あ る とい えよ う。 そのた めに

は,資 金 的 な降 路 を打 開す ると と もに情報 処理 の分野 に おけ るわが国 の技術 の研 究 ・

開 発 ・実用 化 を積極的 に推進 し,こ れ ら国産技 術 を使用 した 自主 的 な経 営 を 目指 して

努力 してい くことが強 く望 まれ る。

このよ うな努 力 は,ま ず民 間側 で 自主 的 に行 な ってい くべ きもので あ るこ とは い う

まで もないが,わ が国 に おけ るこの分野 の基盤 のぜ い弱 さを考 え る と,国 として も,

行政 の立場 か らの開発 育成施 策 を積極的 に講 じて い くこ とが必要 で あろ う。

3.日 本 電 信 電話 公 社 のデ ー タ通 信
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日本 電信電 話 公社が行 な って い るサ ー ビスを大 別す る と,民 間 の コン ピ ュー タに対す

・る通信 回線 の提供 サ ー ビス とコン ピュー タと通信 回線 をセ ッ トに した オ ンライ ン ・シス

テム(デ ・一・一夕通信 シス テム)を 提供 す るサ ー ビス との2つ に分 け られ る。

a)民 間の コン ピュ ー タに対 す る通信 回線 の提供

わが国 に おいて は,有 線電 気通信 法,電 波 法に よ って,私 設 電気通 信 回線 の設 置が

例 外 的 に認 め られて い るほかは,同 公社 が一元 的に 国内の通信 回線 を提 供 す る体制 を

と って お り,コ ン ピュー タと結合 す るための通信 回線 としては,現 在,同 公社 か ら,

専用線 の提供 が行 な われて い る。

川 専 用 サ ー ビスの現状

専 用 サ ー ビスは市 内専用,市 外 専用,無 線専用,広 帯 域専用,テ レビジ ・ン中継

専用 の各 サー ビスに分 類 で きるが,デ ー タ伝送 に利用 で きるのは,市 内専 用,市 外

専用 の2種 類 で あ り,現 在,50ビ ッ ト/秒,200ビ ッ ト/秒,1,200ビ ッ ト/秒,

2,400ビ ッ ト/秒 の4種 類 の サー ビスが提 供 され てい る。

第5.1表 に示 す よ うに,デ ー タ伝送用 専用線 利用 の増加傾 向は きわ めて著 しく,

年 間10～20%程 度 の伸 びを示 してい る。 なか んず く,オ ン ライン用 回線 の 占め る比

1率 は年 々高 ま りつ つあ り
,1968年 度 末 には,オ フ ライン用 お よそ9000回 線 に対 し,

お よそ5000回 線 を数 えるに至 った。 と くに中高速 回線 につ いては,そ の大半 が オン

ラ イン ・システ ムに使 用 されて い る。

また一方,高 速 回線 の比率 も年 々高 ま りつつ あ り,高 速化へ の需要 の強 さを物語

って い るが,50ビ ッ ト/秒 回線 も絶 対量 で は根強 い需要 を もって い る。

倒 今 後 の方 向

① 通信 回線 の提供

・ ・ 郵政 省 ・日本電 信電話 公社 では,従 来,公 衆 電気通 信法 上の制約 か ら,専 用線

の提供 範囲 を厳格 に運用 して きたが,コ ン ピュー タの オン ライン利用 が進 み,か

つ その需要 が きわめ て多種 多様 化す る傾 向が現 われ始 め た ことに と もない,デ ー

タ通 信 のための 回線 を大 幅 に民 間 に開放す るこ とにつ いて,1969年 の は じめ ごろ

か ら,そ の具体 的方向 の検討 をは じめた。

まず,法 律 改 正 を行 な わない で もす む法律解 釈 の緩 和措 置 を実 施 したが,こ の
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第5.1表 データ伝送用専用回線数の増加状況
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措 置は,当 面問題 とな ってい る三井 銀行 ・平和 相互 銀行 な どのデ ー タ通 信需 要 に

応 ず る もので あ った。

さらに大 幅 な通信 回線 の開放 に関 して,郵 政 審議 会 の答 申に沿 った法制化 が行

なわれ て お り,段 階 的 な秩序 あ る開放 へ と進 む ことが予想 され る。

⑨ 新技術 の開発

デー タの伝送 技術 は,中 央処理装 置,端 末装 置 に関す る技術 とな らんで,デ ー

タ通信 の普及 開発 を ささえ る主要 な技 術 であ り,近 時,オ ン ライン化 の需要 の増

大 とと もに,ま す ます重 要性 を増 しつつ あ る。今 後,デ ー タ伝送 技術 として, ,開

発 ・推進 が期 待 され るのは,デ ー タ伝 送 の高 速度 ・高品 質化 と,多 種 多様化 す る

通 信 の需要 に最 も効 率 よ く対処 す る伝 送網 の構成 で あ る。

a)デ ー タ伝送 の高速 度 ・高 品質化 『

情報量 の増大 とと もに,デ ー タ伝送 ・デ ー タ処理 の たあの システ ムは,ま す

ます複雑 化,高 速化 しつ つ あ り,端 末相 互 間や,端 末一 コン ピュー タ間の デ ー

タ伝送 への需要 ばか りでな く,コ ン ピュー タ相 互 間,磁 気 チー フ.転送 な ど,超
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高速伝送 へ の需要 も生 れつ つあ る。

これ らの需 要 に応 え るた め,同 公社 では,広 帯域 デー タ伝送方 式,帯 域 有効

利 用 に よ る伝送 の 高能率化,PCM(PulseCodeModulation:パ ル ス符号 変調

方 式)に よ るデ ー タ伝送方 式 な どの研究 開発 を進 めつ つあ る。

まず,広 帯域 デー ク伝送 方式 につ いては,現 在,す でに2,400ビ ッ ト/秒 ま

での実用 化が完 了 して い るが,さ らに4.8kビ ッ ト/秒,9.6kビ ッ ト/秒,48k

ビ ッ ト/秒,お よび240kビ ッ ト/秒 の各 方式 を,計 画中 で あ り,こ の うち,

48kビ ッ ト/秒 に ついて は,す でに,諸 装 置 の試 作 を終 え,試 用試験 を実施 し

つつ あ る段 階 であ る。 この方 式 は,コ ン ピ ュー タ相互 間の デ ー タ伝送,磁 気 テ

ー プ伝送 ,高 速 フ ァクシ ミリ伝 送 な ど幅広 い応用 分野 を もつ高 速 デー タ伝送方

式 であ る。

次 に,各 伝送帯 域 の有 効利 用 について は,音 声帯 域 にお け る4.8kビ ッ ト/

秒方式 の実 用化 の ため,い くつか の高能率 変復調 方式 の比較検討 が行 なわれ て

お り,ま た広 帯域 に おい て も,よ り能率 的 な帯 域利 用 のた めの研 究 が進 め られ

てい る。

また,PCMに よ るデ ー タ伝 送方式 は,経 済的 な伝送路 が構成 で きるな どの

特 長 を有 してい るので,そ の実 用化検討 が進 め られ てい る。

な お現 在 の伝 送路 は大部 分がFDM(FrequencyDivisionMultiplex:周 波数

分 割多重 伝送方 式)系 の ため,FDM回 線 の一部 の帯域 にPCMを のせ る こと

も研 究 され てい る。

③ 効果 的 な通 信網構 成

将 来 の電 気通 信 を展 望 す ると き,電 信電話 は もちろん,デ ー タ通信,フ ァク

シ ミリ,有 線TV,画 像通信 な ど,き わ めて多彩 な姿 が予想 され ,か つ情報量

も激 増 す る もの と思 われ るが,こ れ らの サ ー ビスが加入 電話網,加 入電信 網,

公衆 電報 網 とい ったおの おの独立 した通信網 を構成 してい たので は きわめ て非

能率 で あ り,不 経 済 で あ ることが予想 され る。 この ため,郵 政 審議会 の答申 に

も言 及 されて い るよ うに,サ ー ビス群 ご とに作 られ たい くつか の単 位通信 網が
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そ れ ぞれ有機 的 に結合 し,全 体 が一 つの システ ムと しての 働 きをす るよ うな通

信 網,す なわ ち,総 合電 気通 信網 を構成 す るこ とが将 来 に おけ る通信 回線 の効

率 的 な利用 や,イ ンフ ォー メー シ ・ン ・ユ ーテ ィ リティーの確立 とい う面 か ら

み て,不 可欠 の こ とで あ る と考 え られ る。

その ため,同 公社 では,す でに総合 電気通 信網構 成法 の検討 に着手 しつつ あ

・り・ その一 環 として,DEX(DendenkoshaElectronicExchange)計 画 と呼 ば

れ る電子交換 機 の研究 ・開発計 画 を推進 してい る。

この計画 の中 で,1965年 にDEX-1号,1966年 にDEX-T1号 と呼 ばれ

る試 作機 を完成 し,つ いで,こ れ ら2つ の経験 を もとに して,1969年 には現場

試 験用交換 機 と してのDEX-2号 の製作 を終 え,現 在,東 京 牛込電 話局 に お

い て,一 般 加入者 を収 容 し,方 式,部 品 の安定 性,経 済 性 を確 か め るた めの試

験 を実 施 中で あ り,近 く東名 阪 の主 要局 に導入 す る計 画 であ る。 この交 換機 は,

電 子計 算機 と同様,き わ めて高度 の処理 機能 も持 つ交 換機 で,単 位通信 網 の内

部交 換 のみ でな く,総 合電 気通 信網 の 中核 的存在 として,単 位 通信 網相互 間 を

有 機的 に結 合 す る もの とな る。

b)デ ー タ通信 サ ー ビスの提 供

団 現 状

同公社 では,1962年 に社 内業 務 のEDPS化 を開始 して以来,増 大 す るオン ライ

ン化 への一般 需要 に応 え るため,早 くか らオ ンライ ン技 術 の研究 を進 めて きたが
,

初 めての デ ー タ通 信 サー ビス と して提 供 した システ ムは,1968年 に サー ビス を開始

した全 国地方銀 行協会 の 為替通 信 システ ムと群馬 銀行 為替通信 シス テムで あ る
。'

現 在 は各種 デ ー タ通 信 システ ムの受注 ・設計 ・建設 を相 次 いで行 ないつ つ あ り,

そ のた め,第4次5カ 年計画 の 中で,デ ー タ通 信向 けの投 資額 と してお よ'そ2 ,000

億 円を予定 し,世 間の注 目を集 めてい る。

同公 社が提供 す るデ ー タ通信 サー ビスには,

・○ 利用 者 の需要 を見 こして
,公 社側 で計 画 ・設 置す る共 同利用 の コン ピュー タ

に ょ るデー タ通信 サ ー ビス(加 入 デ ー タ通 信 サ ー ビス)

C利 用者 の要望 に基 づ いて,そ の利用者 の シス テ ムを設 計 ・施工 す るデー タ通
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信 サ ー ビス(専 用 デ ー タ通信 サー ビス)

の2種 類 が あ り,そ の状況 は次 の とお りで あ る。

① 加 入 デ ー タ通 信 サ ー ビス

現 在,加 入 デー タ通信 サー ビス として,計 画 を進 めてい るシステ ムは,事 務計 算

(販売 在庫 管理)シ ステム,科 学技術計 算 システ ム.お よび電話 計算 シス テムの3

種 類 で あ り,東 京,大 阪 において1970年 度 以降順 次実施 す るの を手始 めに,1971年

以降,名 古 屋 にお いて もサ ー ビス開始 で き るよ う準備 が進 め られ てい る。

② 専用 デ ー タ通 信 サ ー ビス

専 用 デ ー ク通 信 サ ー ビス として,す でに業務 を開始 してい るのは,全 国地方銀 行

協 会,群 馬銀 行 の為替通 信 シス テム,運 輸省 の 自動 車検査 ・登録 システ ムおよび万

国博覧 会運営 シス テ ムで あ るが,現 在設 計 申の もの は,東 京都信 用金庫協 会 の預 金

シス テム,鳥 取県 農業協 同組 合の総 合農協 システ ムな ど10数 システ ムで あ る。

口)今 後 の方 向

同公社 で は,今 後 の デー タ通信 サ ー ビスの進 め方 と して,次 の点 を重点 と して実

施 してい きたい として い る。

① 電気通 信 システ ム と,コ ン ピュー タ ・シス テム とを総合 す る技 術 の研究 ・開発 ・

実 用化

.②DIpS(DendenkoshalnformationProcessingSystem)計 画 を通 じて行 な うハ

ー ドウ ェア ・ソフ トウ ェアの標準化

③ 電 子交換 機(DEX)へ の機能付 加 に よる端末 装 置の低廉 化

'④ 加入 デー タ通信 サ ー ビスに つい ては,サ ー ビスエ リア を札幌,仙 台,広 島,福 岡:

な どの地 方 中心都市 や,横 浜,川 崎,京 都,神 戸 な どの大 都市近 郊重要 産業都市 へ

順次拡 大 して い くほ か,誰 で もが利 用で きる簡易 な宅 内装 置 の実 用化 を進 めてい くぴ

⑤ 専 用 デー タ通 信 サー ビスにつ いては,国 または地方 公共団 体 な どの用 に供 す る も

の,社 会経 済 の観点 か ら有益 な もの,公 社が実施 す るこ とに よ って,標 準化 が推進

され る もの な どに重 点 をお いて実 施 してい く。



第4章 海外における政策の動 き247

第4章 海外における政策の動 き

1・ 諸 外 国 の コ ン ピ ュー タ政 策

コン ピュー タ政 策 の内容 は,「 コン ピュー タ産 業 の育成 の ための政策 」 と 「コン ピュ

ー タの利用 の促進 と高度 化 のた めの政策」 に大別 す るこ とがで きる
。 コン ピュー タ産 業

育 成 策つ い てみ ると,ア メ リカ合衆 国で は 自国市 場 の70%,ヨ ー ロッパ市 場 の60%と い

う巨大 な マ ーケッ ト・シェア を有 す るIBMを 筆 頭 に,ユ ニ パッ ク,ハ ネウエル,GE,

.CDCな どの有力 な メー カーを擁iし,国 産 メー カー育成 策の必 要 に乏 しく,施 策 も行 な

われ てい ない。 これ に対 して,強 大 な ア メ リカ資本 との競争 に さら され てい る ヨー ロッ

パ 諸 国で は,国 によ っての差 はあ るが,政 府 によ る国産 メー カー育成 策 が推 進 され,年

とと もに強化 され てい る。

宇宙 開発,原 子力,ス ーパ ー ソニ ックな どの ビッグサ イエン スの分野 で ヨー ロッパ諸

国 は,ア メ リカ,ソ 連 に対 抗す るた めの共 同開発 を進 めてい るが,最 近 では コン ピュー

タについて も共 同開発 が検討 されて い る。

昨年 ベ ル ギーの ブ ラッセルでEEC諸 国 の コン ピュー タ共 同開発 のた めの第一 回の会

合 が 開かれ,Europa-Giantsと 呼 ばれ る閑語i計画 が検討 され た。 この会 合 では,① 原 則

と して各 国 は共 同開発 に同意す る,② 開発 は超大型 機 を対 象 とす るとの合意 が得 られ た

が,具 体的 な開発 目標 の設 定 や スケ ジュール の審議 は行 な われなか った。Europa-Giants

計 画 の実 現 に は今後 多 くの曲折 が あ るこ とと思 われ るが,も し も2～3年 後 に イギ リス

のEEC加 盟 が実現 す ると,イ ギ リス,フ ランス,ド ィッ3国 の技術 の結集 とい う形 で

計 画実現 の可能 性 が高 ま ると考 え られ る。

コン ピ ュー タの利 用政策 につ いて も,コ ン ピュー タ利 用(情 報処理)の 先 進 国で あ る

ア メ リカで は,政 府 が直接 利用 の促進策 を とってい ない。 これに対 して ヨー ロッパ諸 国
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で は,コ ン ピ ュ ー タ設 置 の 助 成,コ ン ピ ュ ー ク利 用 技 術 の 開 発,コ ン ピ ュー タ技 術 者 の

養 成 な ど種 々 の 政 策 が よ うや く実 施 され る よ うに な っ た。

A.ア メ リ カ の コ ン ピ ュー タ 政 策

ア メ リカ合衆 国に 「コン ピ ュー ク政策 」 と称 し うる政 策体系 が あ るか否 か疑問 で あ る

が コン ピュー タに関係 の あ る政府施 策 につい て簡単 に概観 してみ よ う。

a)コ ン ピュー タ産業 に関す る政策 コン ピ ュー タ産業 の育成 とい う意識 は別 と して,

国 防お よび宇宙 開発 の ための政府 の支 出が ア メ リカの コン ピュー タ産業 の発 展 お よび技

術 開発 の大 きな支 え となって い る。 と くに,ア メ リカ政府 の技 術開発 の ための支 出 は,

特定 の企業 に集 中す るこ とを避 け,ま た同一 の技術 開i発につい て複 数の企i業に発 注す る

方式 が と られ,政 府支 出 の効 果 は広 くコン ピュー タ産業 全体 にわ よんで い る。

コン ピ ュー タ産業 に関 す る施策 の第2は,独 占禁止 法制 の運用 であ ろ う。 現在 は もつ

ば らIBMが 施 策 の対象 とな る。 独 占禁止法 制がIBMの 行 動 に与 えた影響 は大 きく,

1956年 の同意 審決 に よって特許 の公 開や,レ ン タル と並 んで直売 が開始 され たの をは じ

め として,SBC(ServiceBureauCorp.)の 分離,最 近 の ソ フ トウエアの価格 分離 な

ど もす べ て独占禁止 法制 との 関係 で とられ たIBMの 経営戦 略 であ る。

b)ブ ル ッ クス法 の制定1964年 に合 衆 国財産管 理法 の一 部改正 法(通 称 ブル ッ クス

法)が 制定 され た。 この法律 は,ア メ リカの コンピ ュー タの お よそ1割 の ユーザ ーであ

る連邦 政府 の コン ピュー タ利用 を合理 化 しよ うとす る もので,大 統 領府予 算局,共 通 役

務 庁,商 務 省 の三 者 の協 力 に よつ て この 目的 を達成 す べ きもの と され てい る。

この法律 に よ って,連 邦政府 の コン ピュー タ購入 に ついて特別会 計 が設 け られ,レ ン

タル制 か ら買取 制へ移 行す ると と もに,予 算局 が連 邦政府 の コン ピュー タ利 用 を総 合調

整 し,共 通役務庁 が各 省庁 の コン ピュー タ導入 につ いて一 括 調達 に当た り,商 務 省が各

省庁 に対 す る技 術的 助言 と連 邦政府 が使用 す るコン ピュー タにつ いての標準 化 を担 当す

ること となった。

この結 果,ブ ル ックス法制 定前 には5%で あ った コン ピュー タ買取 比率 が50%に 増加
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したほか,コ ンピ ュー タの共 同利 用,ソ フ トウエ アの商 務省標準 局CCSTに よ る集 中

開発 な どの成果 が あが って い る。

c)テ レプロセ シング ・サ ー ビスの 円滑化 通信 回線 を用 いて遠 隔地 に情報 処理 サー

ビスを提供 す るテ レプ ロセ シング ・サー ビス(TeleprocessingService)を め ぐって

① この よ うなサ ー ビスを政 府 の規 制下 に置 くか

② 通信会社 に行 なわせ るか

の是非 が問題 とな って い る。 この点 につ いて,現 在連 邦通信委 員会(FederalCommun-

icationCommission-FCC)が 関係各 界 の意見 調査 を行 ない,SRI(StanfordResearch

Institute)に その解 析 リポー トを求 め,政 府 と しての最 終結論 の作 成 を急い でい る。

FCC部 内の検討 の大 勢 は,

① 政府 規制 の問題 につ いて は,伸 び ざか りの この新 しい産業 に対 して,通 信規 制 の

よ うな強 い規制 を加 え るこ とは不適 当 で あ り

② 通信 会社 が この分 野 に進 出 す ることにつ いては,た とえば,別 会 社 の設 立,通 信

業 務 との会計 分離 な どに よって,一 般 の企 業 との競争条 件 の同一化 を図 るこ とが必

要で あ る'

との見解 に向か いつつ あ る と伝 え られて い る。

B.イ ギ リ ス の コ ン ピ ュ ー タ 政 策

イギ リスは,ア メ リカ以外 の世界先 進諸 国 の うら,日 本 とと もに,有 力 な国産 コン ピ

ュー タ産業 を有 す る数少 ない国の ひ とつ で あ る。 これ は,ひ とつに は イギ リスの コン ピ

ュー タ産業 の歴史 が古 く,ア メ リカ とほぼ 同時期 の1954年 に生産 が 開始 された ことに も

よ るが,政 府 の強 力 な コン ピュー タ産業育 成政 策 に負 うところが きわめて大 きい。

a)コ ン ピュー タの 利用促進1966年 に投 資促進 法(InvestlnentIncentivesBill)が 制

定 され,コ ン ピュー タを購 入 した場合 には購入者 に対 して,ま た リー ス,レ ン タルの場

合 には リー ス会社,レ ンタル会 社 に対 して補助金 が交 付 され ることにな った。 補助 率 は

一 般に は20%で ,ス コ ッ トラン ドな どの低 開発 地域 で は40%で あ る。
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この投 資促進 法 は コ ン ピュー タ以外 の投 資に も適 用 され るが,こ の場合 に補 助 を受 け

られ るの は製造 業 が行 な う投 資だ けに限 られてい る。 これに対 して コン ピュー タの 場合

に は設置 者 の業種 を問 わな い とい う特 典が設 け られ て い る。 この投 資促進法 が需要 面か

らコ ン ピュー タ利用 の促進 に果 た した役 割 は大 きい。 なお,こ の補 助 は,制 度 上の たて

ま え として は国産機,外 国機 の区別 な く交付 され るこ ととな ってい る。

b)企 業 の統合1968年 に イギ リスの2大 コン ピュー タ ・メー カーのICTとEEC

が合併 し,ICL社(lnternationalComputersLtd.)が 設 立 された。 これは ア メ リカ

資本 に対 抗 す るため政府 の支援 の下 に行 なわれ た もので,政 府 は,① 産業 拡大法(ln-

dustryExpansionBill)に 基 づ いて350万 ポ ン ドの 出資(ICL社 の株式 の10.5%)を

行 な うほか,②5年 間 に1,350万 ポ ン ドの研究 開発 費補助 金 をICL社 に与 えるこ とと

して い る。

1℃L社 は,現 在,従 業員 数34,000人,売 上高1億 ポン ドで,世 界第4位 の コン ピュ

ー タ ・メー カー とな ってい る。 また イギ リス国内 で50%弱 の マーケ ッ ト・シェ アを持 っ

てい る。 イギ リス政 府 としては,将 来 と もビシネス用 コン ピュー タ ・メーカーはICL

1社 に しぼ って育成 し,同 社 を国内 は もちろん,輸 出市場 で アメ リカの メー カーに対 抗

で きる企 業 に育 て る ことをね らい としてい る。

c)技 術 開発の促 進 高度 コン ピュー タ技 術 プ ロジェ ク ト(AdvancedComputerTe-

chnologyProject)が 政 府 に よって計 画 され,こ れに基 づ いて民間 の技術開発 の助成 が行

な われて い る。助 成 の方 式 と して は,政 府 が民間 と技術 開発契 約 を結 び,開 発費 のお お

むね2分1の を負 担 す る方 法が とられ てい る。 また,こ のフ。ロジエ ク トに よる助成 の範

囲 は コン ビ 三一 タの ハ ー ドウエアの ほか,ソ フ トウエ ア,シ ステ ム ・デザ インな どに ま

で お よん で い る。

d)NCCの 設 立 イ ギ リス に お け る コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 促 進 を 目 的 と し て,1966

年,メ ー カー,ユ ー ザ ー お よ び政 府 の協 力 の下 に,特 殊 法 人Ncc(National.compu-

tingCenter)が 設 立 され た。NCCは,① コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー ザ ー に対 す る助 言 その 他
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の技術上 の援 助,'② プ ログラムに関す る情報 の収集 と提供,③ コン ピ ュー タ技術者 の教

育 な どの活動 を行 な ってい る。 、

C.フ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ー タ 政 策

フラ ンスの コン ピュ}タ 政 策は,1964年 のGEに よ るマ シンプル社買収 事件 と,こ れ

に次 いで起 こ ったア メ リカ政府 のCDC6600の 対 フランス輸 出差 し止 め を契機 と して本

格化 され るこ とに な った。 フラ ンス政 府 の コン ピュー タ産業育 成政 策 は きわめて意欲 的

な もの で あ るが,政 策 着手後 比較 的短 時 日で もあ りまたひ とたび ア メ リカ資本 の ま えに

失 った地歩 の回復 が困難 の ため現 在 までの ところ,か な らず し も見 るべ き成果 を得 て い

ない.

a)プ ラ ン ・カ ル キ ュー ル の 公 布 フ ラ ン ス政 府 は,1966年10月,い わ ゆ る プ ラ ン ・

ヵ ル キ ュ ー ル(Plan-Calcul)の 政 令 を 公 布 し,国 産 コン ピ ュー タ の本 格 的 開 発 助 成 に 着

手 した 。 プ ラ ン ・カ ル キ ュー ル は,5カ 年 間 を か け て,Pシ リ ー ズ と呼 ば れ る一 連 の 国

産 コ ン ピ ュ ー タ(Po,、Pl,P2,P3)を 開 発 す る こ と と して い る。 こ の た め に,政 府

は5年 間 で お よ そ4億 フ ラ ンの 開 発 費 を 見 込 み,P'シ リ ー ズの 完 成 に よ って,現 在 の 国

産 機 の マ ー ケ ッ ト ・シ ェ ア お よ そ5%を 当 面12～15%程 度 に ま で 引 き上 げ る こ と をね ら

い と して い る。

b)企 業 の統合 プラン ・カルキ ュールの実施 に 当た って,政 府 は,コ ン ピュー タ ・

メーガー,周 辺 機器 メー カー,部 品 メー カーな どの体制 整備 を進 めてい る。 中心 とな る

コン ピュー タ ・メー カーについて は1966年 当時 フ ランスの 国産 メー カー と して残 ってい

たSEA社 とCAE社 を合併 してCII社(CompagnieLnternationalePourl'lnform-

atique)を 設立 したほか,周 辺 装置 を担 当す るSPERAC社,部 品 を担 当す るSES

COSEM社 が関係企 業 の共同出 資 で設 立 され た。

プ ラン ・カルキユ ールは,こ れ らの企業 と政府 との開 発契約 に よ って進 め られ てい る。

す でに みた よ うに,5年 間で4億 フランの開発 費が予定 されてい るが,政 府 は契約 にょ

りその2分 の1を 負担 す る。政府 の負担分 の うら上記 の3社 に支払 われ る金 額 は,CI
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1社1億 フ ラン,SPERAC社2,500万 フ ラン,SESCOSEM社2,000万 フ ラン

と見込 まれ てい る。

ぐ)情 報代表 の設 置 プ ラン ・カルキ ユールの推進 と,コ ン ピュー タ利用 の促 進 に当

た るた めに,首 相直属 の組織 として,1966年10月 ,情 報代表 が設置 され た。 情報 代表

1は,⑦ コ ン ピュー タ本 体 ,周 辺 装置,部 品の開発 計画 を推進 す る とと もに,② 政府 お よ

び民間 の各分野 に おけ るコン ピュー タ利用 の促進 を行 な うこ ととな ってい る
。 さらに,

電子 工業 全般 に 関す る長 期計画 を担 当す る首相 直属 の委 員会(COPEP)が 設 置 され ,

情 報 代表 が委員 長 を兼 務 す る こととな って い る。

d)lRlAの 設 置1967年 に,コ ン ピュー タ利用 に関す る高度 の研 究 を行 な う機 関

と してIRIA(L'InstitutdeRecherched'Informatiqueetd'Automatique)が 設 立 さ

れ た。 現 在IRIAの 任 務 は,① 情 報 処 理 と オ ー トメー シ ョン の発 展 に 関 して情 報 代 表

に協 力 す る こ と,② 公 的,私 的 の 機 関 に 対 して 上 記 の 分 野 の 研 究 を委 託 す る こ と
,③ コ

ン ピ ュー タ に 関 す る上 級 技 術 者 を教 育 す る こ と と な って い る
。

D.西 ドイ ツの コ ン ピュー タ政 策

西 ドイ ツの 国産 コンピ ュー タ ・メーカーはSiemens社 とAEG-Telefunken社 の2

社 で,そ れ ぞれ5.1%,1.4%の 国 内の マーケ ッ ト・シェ アを持 って い る。 ひ ろ く電子

工 業 の分野 で強大 な力 を持 つ これ ら2社 は,最 近 コン ピュー タの分野 に努力 を注 ご うと

して い るが,現 在 まで の ところ政府 の本 格的 な国産 コン ピュー タ産 業育成策 は と られ て

い な い。 政府 の施策 の重点 は,メ ーカー育 成 よ りもコン ピュー タ利用 促進 の方 に向け ら

れ てい る。

a)デ モ ンス トレー ション ・プロ ジェ ク トの 推進1967年 を初 年度 として ,5カ 年 間

の 期 間 を持 つ デ モンス トレー シ ョン ・プ ロジェ ク トが進 め られてい る。 これ は行政官庁

が ユ ーザー とな って大規模 な情報 処理 システ ムを開 発 しよ うとす る もので,

① 連 邦政府 情報 局 のた めの デー タ ・パン ク

② 法律 関係 デ ー タ ・バ ン ク
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③ 連邦予 算局 の ための デ ー タ処理 シ ステム

④ 連邦統計 局 の ための デー タ ・バ ン ク

⑤ 連邦特 許 局の ための デー タ集積 処理 シス テム

⑥ 犯罪 デ ー タ ・バ ンク

⑦ 医学診 断の ための デ ー タ処理 システム

な どが予定 されて い る。

また これ と並行 して,こ れ らの シス テム開発 の ため の基礎 とな る技術 と して,① シス

テム分析,② プ ログ ラ ミング,③IC,④ ディ ジ タル高速 メモ リー,⑤ 大 容量 メモ リー一.

⑥入 出力 機器 な どの技 術開発 が,2億3,000万 マルクの政府補 助金交 付 の下 に,民 間企

業 に よ って進 め られ るこ ととな ってい る。

デモ ンス トレー シ ・ン ・フ。ロジェク トは1971年 に終 了す るが,政 府 は これに続 きさ ら

に大 規模 な第2次 プ ロジ ェク トを予 定 してい る。

b)GMDVの 設 置 デ モ ン ス トレー シ ・ン ・フ。・ ジ ェ ク トの 推 進 の 一 翼 を荷 うた め・

に,1967年 に 特 殊 法 人 数 理 デ ー タ有 限 公 社(GesellschaftfurMathematikundDatenv-

erarbeitung-GMDV)が 設 立 され た。 現 在GMDVは,① コ ン ピ ュー タの言 語,シ ス

テ ム な どの 開 発 に 関 す る基 礎 研 究,② 情 報 処 理 に 関 す る国 際 的 情 報 交 換,③ 各 省 庁 の コ

ン ピ ュ ー タ利 用 に つ い て の 助 言 を主 な任 務 と して い るが,こ れ と同 時 に 官 公 庁 の コ ン ビ'

ユ ー タ技 術 者 の 教 育 に も当 た って い る。 な お,1969年 のGMDVの 予 算 規 模 は5,400万

マ ル ク で,お よ そ200人 の ス タ ッ フを擁 して い る。





第6部 わが国1お け るコ ン

ピュー タ利用 の進展

と問題点

第1章 情 報 シ ン ジケ ー トの形成

1969年 には い ってか ら,1970年 代 の本格 的 な情 報化社 会 を前提 と した頭 脳集 団(Think

Tank)形 成へ の胎動 と情報 シ ンジケー ト具体化 へ の動 きが あ るが,こ こで は,情 報 シン

ジケ ー トにつ いて述べ よ う。

1.情 報 シ ン ジ ケ ー ト形 成 の 目的

1969年7月12日 「三井情 報 シンジケー ト」 の基本 的計画案 が報道 された。

大手企 業 グルー プの結集 に よ る 「情報 シン ジケー ト」 の発足 は,コ ン ピュー タを中心

とす る情報 産業 ばか りで な く,住 宅産業,宇 宙開発,海 洋開発,あ るい は原子 力産業 に

至 るまで,70年 代 以降 の新 しい産業構 造の進 展 に向か って組織 的に取 り組 んでゆ こ うと

い う狙 いの表 われで あ り,こ れか らわが国 の産業構 造 の変革,と くに経済再 編成 な どに

大 きな影響 を与 え るこ とにな るで あ ろ う。

現 時点 にお け る 「情 報 シンジケー ト」 の内容 は,

{1)グ ル ープの頭 脳集 団

(2}高 度 な情報 の相互活 用(デ ー タ ・パ ン ク)
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{3}大 型 コ ンピュー タの共 同利用(投 資効果 の向上)

倒 大型 プ ロジ ェク トに対 す るソ フ トウ ェアの共同開発(Research&Development

の協 力)

固 コン ピ ュー ク要 員 な ど人材 の プール化(教 育 と人材銀 行)

な どが骨子 であ る。

2・産業 構 造 の進 展 と情 報 シ ンジケ ー トの形 成

A.情 報 シ ス テ ム の 確 立

わ が国の産業構 造 は,工 業 化 か ら高度工 業化 へ,さ らに脱工業 化 へ発展 す る と見 られ

てい る。 工業社 会 か ら高度工 業社 会へ の過程 にお いては,鉄 鋼,機 械,化 学品 な どの個

別 産業 が,そ れ ぞれ の個 別技術 を発展 させ,経 済発展 の先 導産業 とな って きた。 そ して,

マー ケ ッ トの仕組 み も個別 産業 を中心 とす る 「タテ割」 につ くられ ,必 要 とされ る情 報

も 「タテ情 報」 で十分 その機能 をはたす ことが で きた。

高度 工業 化時代 で は,自 動車 産業,建 築 産業 の よ うな ア ッセ ンプル技 術 に よる総合 産

業 が先導 産業 に加 わ った。 この よ うな産業 に とって は,よ り大 きな広 が りを もった情報

シ ステ ムが必要 とな ったが,ア ッセ ンブルす る部 品の種類 も限 られ ていたの で,そ の範

囲 内に おいて は カバーが可 能 であ った。

しか し,次 の時代 の成長 産業 と目 され る機 能集積 型産業,つ ま りシステ ム産業 に おい

て は関連 す る産業分野 の広 さと組 み合 わせ の多様 さな どか ら,そ の最適化 を求 め るため

に は多量 の情報 を整 理 し複 合 させ た高度 な情報 を創 り出す情報 シス テム,つ ま り 「ヨコ

情報 」 の システムの確立 が要 請 され るよ うにな った。

B.シ ス テ ム 産 業 へ の ア プ ロー チ

一 般 に ,シ ステ ム産業(機 能集積 型産 業)と 目 され る産業群 には宇宙 ・海 洋開発産 業,

都市 開発 産業,住 宅産業,省 力 産業,公 害 対策産 業,総 合 エネル ギー産 業,情 報 産業 な

どが あげ られ る。
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シ ステム産業 へ の アプ ローチは,三 井,三 菱,住 友 な どの グル ー プで それ ぞれ着手 し

つつ あ るが,現 段 階 までは これ らの動 きは従 来 の製 品(ハ ー ドウ ェア)の 拡張 政策 と し

ての プ ロダ クシ ョン ・オ リエ ン ト的 な アプ ロー チを図 って い る例 が 多か った。 しか し,

ハ ー ドウ ェアを中心 とす る技術 開発 と,情 報 交換 の必要 性 の増大 と複 雑化 とが進 むに つ

れ て,次 第 に ジス テム指 向型 に進 行 せ ざ るをえな くな ったこ

システ ム産 業へ の ア ブ ・一 チを目 ざす と きの一 番 の問題 点 は,企 業 組織 の形態 で あ る。

現段 階に おいて は,工 業 社会 ない しは高度 工業社 会 に適 応 した形態 と して,タ テ割 りの

組織 が つ く られ て い るた め,コ ン ピ ュー タを道具 と して タテ情報 の有 機的結 合 を図 り,

これに よ って タテ割 りの企業組織 を支 え るよ うな情報 システ ムが必要 とな って くる。

この情報 システ ムの役 割 は,エ レメン ト産業群 相互,お よび マーケ ッ トあ るいは他 の

産業群 か らの情報 の収集 ・蓄積 と活用 とで あ る。 つ ま り,コ ン ピュータ 、(ハ ー ド ウ ェ

ア)を 駆使 した情 報の収 集 と解析 を行 な う高度 な加 工処理 技術(ソ フ トウ ェア)と,「 知

的創造 力 」 を もつ頭脳集 団 とに よ り構成 され る 「情 報 スウィ ッチ ャー機 能」 と 「オ ルガ

ナ ィズ機能 」 とを結合 させ るよ うな,シ ス テム ・セ ンター的 な機 能 をはた す ものが必 要

にな って くる。

これ らが情 報 シンジケ ー ト形成 へ の背景 とな って い る もの であ る と考 え られ る。

第6.1図 システム産業と情報システム
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3.情 報 シ ン ジケ ー トの 動 向

システ ム産業 と呼 ばれ る新 しい産業 群へ の アプ ローチ と,よ り高 度 で広 汎 な領域 にお

よぶ情報 への ニーズ,こ れ を可 能 とす る最近 に おけ る コンピュー タの著 しい発達 とが シ

ンジケー ト形成 への原動 力 とな ったので あ るが,現 時点 におい ては旧財 閥系 の グループ

の結 束 の強 化 とい う面 が とくに 目立 って きて い る。

グルー プ化 のね らいは,

① システ ム産業 に取 り組 む ために は資金 調達 や各 エ レメン ト産 業 を分担 す る うえか

ら集 団の規模 が大 きいほ どいい

② グループ内 で発 生 した利 益 や,新 たに付加価 値の与 え られ た情 報 に よ るプ ・ジ ェ

ク トの開発 を実施 す るのは グル ープ内で処理 した方 が有 利 であ る

な どの点 に あ る。 また,シ ンジケー トを構成 す るために必要 な情報 の収集 ・解 析 ・創造

能力 とコン ピュー タを駆使 す る能力 とは,単 独 の企業 で行 な うこ とは不十 分 あ るい は不

可能 で あ り,こ れ らの能 力 を高 水準 で保 ってゆ くために は メー カー,銀 行,総 合商社の

結 びつ きが必至 とな って くるこ とな どに よる。

そ して,こ の こ とは当然 の ことなが らシンジケー トを形成 して い るグル ープの ための

み な らず,商 業 ベースにのせ た一般 サ ー ビスつ ま り5年 後 には20兆 円 といわれ る情報産

業 の シ ェアを獲 得す るた めの動 きに も結 びつ いてゆ くで あ ろ う。

A.三 井 グ ル ー プ

1969年7月12日,三 井 グル ープ34社 の間で コンピ ュー タの高度 利用 をね らって 「情報

シ ンジケ ー ト」 を設立 す る計 画 が三 井物 産 を中心 に進 め られで い る ことが発表 され た。

この シ ンジケ ー トのね らいは各企 業 の ソ フ トウ ェアや ノウハ ウを グル ー プ全 体 として

効 率的 に共 同利 用 す る とと もに,さ らに高度 の ソ フ トウ ェアや ノウハ ウ も開発 しよ うと

・い う もので ,各 企業 の企画,開 発 関係 の ブ レー ンを大型 コン ピュー タを中心 に して機能

的 な集 合化 を図 ろ うとす る もの で あった。計 画 の推進 にあ たっては三井 グル ープの中で
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も とくに この計画 の具 体化 に積 極 的な態度 をみせ てい る三井銀 行,三 井東圧 化学,三 井

造 船,日 本 製鋼所,そ れに三井 物産 な どの トップ ・マネジ メン トが集 ま って 「シン ジケ

ー ト」計画 の推進 に必要 な組織 を作 り,早 ければ1970年 早 々か ら計画 を実 施 に移 そ うと

い うもので あった。

活 動 の当初 は,各 企業 の事務 処理 の総合 的 な機 械化 か ら始 め,や がて軌道 に乗 りしだ

い 各種 の大 型 プ ロジ ェク トの開発 ・実 施 に向か お うとす る もので,各 企業 の生産在庫,

輸送,需 給計 画 な ど もグ ループ全体 と して最 もロスの少 ない よ うに立案 で きるよ うにす

るとい う計画 で あ った。

同年10月 に入 って,上 記5社 に よ り組 織 され た 「三井 シンジケ ー ト会 」(MS会)が

基本 的 な計画 案 をま とめた。

その内容 は,① グル ー プ各社 の所有 す る大型 コンピ ュー タの共 同利用 を進 め る,② 事

務処理 を中心 とす る企 業 間の システ ム化 を図 る,③ 各 企業 が所有 す る情 報 を システ ム化

す るとと もに,人 材 も集 中化す る,④ 大 型 プ ロジ ェク トの受 注 開発,ソ フ トウェアや ノ

ウハ ウの共 同開発,共 同利用 をめ ざす,の 順序 で情報 シ ンジケ ー トを実現 す るとい う も

の であ る。

この頃か ら,各 企業 グルー プにおい て設 立 されつ つあ る情報 シ ンジケー トの動 きは,

単 に グループ内だ けの利用 のみ でな く広 く一般 に商業 ベ ースでの サ ー ビスを行 な うとい

う,い わゆ る情 報産業 へ の進 出 が色 濃 く打 ち出 され るよ うにな って きた。三井 グ ループ

に おいて も70年 代 は システ ム産業 が先導 産業 の地位 を占 め ると して,住 宅 部門 では 「三

井 ハ ウジ ング」,海 洋開発 部門 で は 「三井 海洋 開発」 な どを発 足 させて きたが,と くに

70年 代 の中 ごろには住 宅投 資額 の年6兆S千 億 円 に対 して,情 報 産業 では20兆 円の市場

が見込 まれ る ところか ら,先 進 国 ア メ リカの情 報 ・知 識産業 といわれ る分野 の実 情 を調

一べ
,そ れが 日本的風 土 にお いてい かに適 合 され得 るか を検討 す る必 要 に迫 られて きたの

で あった。

三井知識 産業視察 団(三 井造 船副社 長 山下 勇団長)は 三井 造船,三 井 東圧化 学,日 本

製 鋼所,三 井信託 銀行,三 井銀 行,三 井物産 の6社10名 で結 成 され,1970年1月16日 に

初 会合 を開 き,同 年2月1日 に 日本 を出発 し8日 に帰国,こ の 間 カ リフ ォル ニア州 を中

心 に知識 産業の実 情 を直 接見学 して きた。
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同 視 察 団 は 調 査 対 象 を シ ン ク ・タ ン ク,ソ フ トウ ェア,デ ー タ ・サ ー ビ スの 三 部 門 に

分 類 し,こ の た め に 各 部 門 ご とに 視 察 先 の 選 定 を行 な った 。 主 な視 察 先 は,ス タ ン フ ォ

ー ド研 究 所(SRI) ,コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム ズ社(CSC),ク レ ジ ッ ト ・デ ー タ社

(CDC),プ ラ ン ニ ン グ ・ リサ ー チ社(PRC),カ リ フ ォ ル ニ ア州 政 府 な どで あ る。

B.三 菱 グ ル ー プ

三井 グル ープに続 いて,三 菱 グルー プで も 「情 報 シンジケ ー ト」 を組織 す る機運 が盛

り上 り,三 菱系主要26社 の社長 で構成 す る金 曜会 をは じめ,そ の世 話人会,常 務級 に よ

る経 営 ゼ ミナール,担 当部長級 に よ る三 菱経営機 械化 懇談会 な どを中心 に,長 期 的な視

野 か らその あ るべ き姿 を探 ろ うと,検 討 に乗 り出 した。

その骨子 は①三 菱系各 社 が それ ぞれの立場 か ら収集 ・開発 ・蓄積 して きた各種 の情報 を

一 ヵ所 に 出 し合 って効率 よ く共 同利用 で きるよ うなデ ータ ・バ ンクを設置 す る,② コン

ピ ュー タお よび ソフ トウ ェアを共 同利用 ・共 同開発 を行 な う,③ 需 要 に応 じて三菱 グル

ー プ以外 の利用者 に も商 業 ベ ースで公開 して,広 く情 報 サ ー ビスを行 な う,な どであ る。

1970年1月 に,三 菱 グルー プは,「 三菱総 合研究所 」(仮 称)を 発足 させ ることを発

表 した。 この計画 は,当 初予 定 されて いた情報 セ ンターの設 立,つ ま り三菱経済研 究所.

三菱 製鋼 の技術経 済情報 セ ン ター,三 菱原子 力工業 の電子計 算機 セ ンターを中核 とす る

構 想か ら,さ らに進 んで情報 や知識 の交換程度 で な く,グ ル ー プの意思決 定 につなが る

よ うな大 がか りな戦略 本部 的 な構 想で あ る。

この よ うに して,三 菱 グル ープの場合 も,三 井 グループに おけ る と同様,シ ンジケー

ト形成 への本来 の 目的 は グルー プ各社 の結束 を固 め る,つ ま りグル ー フ。化の強化 とシス

テム産業 へ の アプ ローチで あ るとい うことが明確 に打 ち出 されて きたので あ る。

C.住 友 グ ル ー プ

住友 グル ープに おい て も,グ ル ー フ.の問題 のひ とつであ る住 宅産業委 員会 と同 じよ う

な形式 の情報 処理委 員会 を結成 し,計 画 の検討 にあ た るこ とに なった。

この委員 会は,住 友商事 が計画 してい た情報 ビル建設構 想 を さらに発展 させて,同 グ

ルLプ の共 同 コンピ ュー タ ・セン ターにす るための実行 委員 会で,住 友電工,住 友銀行
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日本 電気,住 友商事,住 友金属,住 友化学 ,住 友 信託,住 友生 命 の8社 が幹 事 で,そ の

うちは じめの4社 が常 任幹 事 と して同 グル ープ16社 の企 画担 当役員級 で構 想の実 現へ の

準 備 を進 めよ うと してい る。

D.芙 蓉 グ ル ー プ

富士銀行 系の企業 で結成 されて い る芙 蓉 グル ー プで は,沖 電気 工業 ,昭 和 電工,大 成

建設,日 産 自動車,日 本 鋼管,日 立製 作所,富 士 銀行,丸 紅飯 田 ,安 田信託 銀行 な どを

中心 に グル ープ と しての情報 シンジケ ー トづ く りの計画 につ いて検討 が重 ね られ
,1970

年2月 には グル ープの社 長会 「芙蓉会 」 で その具体 的計 画の決 定 をみた と発表 された
。

発表 に よれ ば,芙 蓉 グル ー プ29社 お よび芙蓉 グル ープ と親 密 な関係 に あ る企 業 お よそ

20社 の共 同出資 に よって,1970年5月 に は株式 会社芙 蓉情報 セ ンターが設 立 され る
。芙

蓉情報 セ ンターには大 型 コン ピュー タを設置 して,情 報処理 面 での コンピ ュー タ共 同利

用,ソ フ トウ ェアの共 同利用 ・共 同開発,情 報 の プール共 同利用 を通 じ次第 にデ ー タ ・

バ ンク,シ ンク ・タン クとい う高度 発展 を図 って ゆ く構想 で あ る
。 この芙蓉情 報 セ ンタ

ー は,一 方 では グル ープ内の シンジケー トとして の性格 を持 ちつつ ,他 方 で は当初 か ら

広 く一 般 に商 業 ベー スで その技術,ノ ウハ ウ,情 報 を提供 して ゆ くとい う,い わゆ る情

報 産業 分野へ の本 格 的進出 が意図 され てい る。 芙蓉情 報 セ ンターの発展 に向 か って その

保 有 す る能力 を結集 す る構成 企業 の規模 内容,業 種 の広 が りお よびわが 国 コン ピ ュー タ

・メー カー6社 の うち2社 が中心勢 力 と して参画 してい ることに も示 され る
コン ピュー

タ利用 技術力 な どの観 点 か ら,わ が国 で初 めての本格 的 な総 合情報 産業会 社 として今後

の発展 が注 目 され るところであ る。

E.チ ッ ソ グ ル ー プ

旭化成 工業,旭 ダ ウ,積 水 化学工業,チ ッソで は,住 宅産業 に関 す る情 報交換 ,各 社

の 物 的流通 につい て,グ ルー プの情 報 セ ン ター をつ くろ うとす る動 きが あ る
。
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F.三 和 グ ル ー プ

三和 グループでは・ ク ローバ ー会(三 和銀 行,日 商岩井 ,口 綿実 業,帝 人,日 立造船,

神 戸製鋼 所,大 林組,丸 善石 油 な どの15社 で構 成)の 下部 機構 として情報 産業部 会(部

長 級で構 成)を 設 置 し,具 体 的 な検討 を進 めてい る。一 方,万 国博覧会 に共 同出展 した

"み ど り会"(ク
ローバ ー会 メンバー をふ くむ32社 で構成)が ,万 国博 終了 後{、,各 社

共 通の 利益 を 目的 と した事業 体 と しての 存続 を決定 し,究 極的 には①情 報 バ ン ク機能 ②

調査 リサー チ機能 ③高度 な情報 処理機能 な どを骨子 とす る情報 シ ンジケ ー トの中核機 能

をめ ざす ことに な ってい る。 さしあた り,ク ローバー会 では1970年5月 に共 同の情報 処

理研修 セ ン ターを開設 し,さ らに共 同の大型 コン ピ ュー タ ・セン ターを計画 して い る。

G.そ の 他

また,大 手都市 銀行 間で は独 自の情報 網 を形 成 しよ うとす る動 きがあ り,他 の大手 企

業 を中心 と した グルー プ も当然 「情報 シンジケ ー ト」 に関 しては それな りの検 討 を行 な

ってい る もの と思 わ れ る。

この よ うに して,わ が国 にお け る 「情報 シンジケ ー ト」形成 へ の動 きは,三 井,三 菱

の両 グル ープの動 きにつれ て,そ れ ぞれ シ ステム産業 へ の アプ ローチを目 ざ してい る企

業 集団,と くに住宅 産業,情 報産業 への一層 の発展 をね らって行 く過 程 におい て,グ ル

ープ化 の強化 に と もなって ます ます その動 きが顕在 化 してゆ くであ ろ うと思 われ る
。
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第2章 計算 センターの現状および問題点

1.転 換 期 に立 つ計 算 セ ンター

A.計 算 セ ンターの体質改善

コン ピュ]タ 利用 の進展 と ともに,そ の基盤 を固 めて きたわが 国の計算 セン ターは,

現在大 きな転換 期 にあ る。

1970年 代 は,情 報化 時代 とい われて い る。情報 化,す なわ ち コン ピュー タ化 では ない

が,官 公庁 や企 業の情報 化 に おいて,コ ン ピュー タが果 す役 割は大 きい。 その意 味に お

いて・計算 セン ターは・ 中小規 模事 業体 の共同利 用 セ ンター と して,ま た,単 独導 入事

業体 の情報 処理 シス テムの補完 機構 と して,情 報 化時代 を推進 す る役 割 を荷 担 って きた。

1969年,産 業構 造審議 会情報 産業部 会 が発表 した 「情 報処理,情 報 産業 の施 策 に関す

る答 申」 の中 で計 算 セ ンターは,情 報 産業 の ひ とつ として と らえ られ,情 報 化時代 に お

け るキー ・イン ダス トリイ と され てい る。

わが国 の コン ピ ュー タの利用 は,1950年 代の後 半に始 ま り,そ の後10数 年 を経 で きた

が,計 算 セ ン ター も同様 な歴史 を持 って い る。 この間,コ ン ピュー タ産 業 に対 しては,

新技 術新製 品の 開発研究 補助金,コ ン ピュータ ・レン タル資金 の低利融 資 な どい くつか

の産 業育成策 が あ ったのに対 し,計 算 セン ターに対 して直 接 の施 策 はなん らな されてい

なか った。

間接的 には,中 小企業 の高度 化助成 策 と して計 算 セ ンター として設 立 した場 合,土 地,

家屋,設 備(コ ン ピュー タが レン タルの場 合は対 象 とな らない)な どの費用 の65%に,

日歩2.7銭,12年 の返済 で,中 小企業振 興事 業団 お よび都道府県 よ り融資 され る助成 策

が あ る。

(中小企 業高 度化 資金 融 資制 度)
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a)貸 付対象者

{1)事 業協 同組 合,事 業協 同小組 合 もし くは同連 合会

{2}商 工 組合 もしくは同連 合会

(3)商 店街振興 組合 もし くは同連 合会

(4)既 設 の会 社(中 小企業 者 の共 同出資 によ る)

固 新設 の会 社(中 小企業 者 の共 同出資 によ る)

b)貸 付対象者 の要件

〔1)常 時一定数 以上 の利用者 があ り,計 算 セ ンター と利用 者 との間 に,継 続的 に利

用 すべ き旨の契 約が締結 されて い るこ と。

{2}組 合 また は会社 の場合 は,30人 以上 の参加 が あ り,そ の8割 以 上 が中小企業者

で あ るヒ と。 また,会 社 の場合 は,出 資総額 に占 め る中小企業者 の出資比率 が7

割 以上 で あ ること。

c)貸 付対 象施設

共 同計算 セ ンターが設 置 ま たは取 得す る土地建物,電 子計 算機 およ び附属設備。

d)融 資条件

{1)融 資上ヒ率 ・・・…65%

(2)償 還期 間… …12年 以 内(2年 以 内の据置期 間 を含 む。)

(3}利 息… …2.7%以 内

e)'貸 付 窓 ロ

申請 の受付,貸 付 審査 お よび決 定 な どの助成手続 は,都 道府県 商工 担 当課 が行 な

って い る。

f)計 算 事務共 同化資金 助成対 象先

第6.1表 計算事務共同化資金助成対象先

・年 度・[・ 計算セン・一名)1(所 剛1曙 竃1

19671㈱ 熊本・・コムセン・■ 熊 本 司 32

・9671㈱ 岩鳴 子鯉 セン・-1大 阪 市1 9

・9671㈱ 離 島デー・セン・一 己 児島市1 25

・9681㈱ 高崎期 計⇔ ・-1調 布1・ …

・96gl㈱ 横浜電子計⇔ ・一 己 浜 市1・2・ ・
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第6.2表 産 業構 造審議 会情報産 業部 会 での情報 産業 の分類

情 報 処理 サ ー ビス業 情報 提供 サ ー ビス業

一 マシ ンタイ ム ・サ ー ビス ー イ ン クワイア リー ・サー ビス

ー 受託処理 サー ビス ー 情報配 布 サ ー ビス

ー フ ァイルメイ ンテ ナン ス ・サー ビス ー デー タ ・コ レクシ ョン ・サー ビス

ー リサー チ ・サ ー ビス

したが って情 報産業部 会 の答 申お よび この答 申に もとつ く施策 は,計 算 セン ターに と

って,期 待す るところ大 で あ るが,一 方 にお いて情報化 時代 に おけ る計算 セン ターが果

す べ き義務 と責任 に つい て規 定 した もの とい え る。

さきに述 べ た転換 期 とは,こ の意 味 におい て折 返 し点 の意 味で はな く,第2コ ーナー

を廻 わ るとい った とこ ろ と解 してよい だ ろ う。従 来,計 算 セ ン ターは単 に顧 客 の依頼 を

うけ コンピュー ティン グ ・パ ワーを利用 して各種 伝票 や統 計 の作成 な どの事 務 デ ータ処

理 や,科 学技 術計算 な どの サ ー ビスの提供 に とどまってい たが,情 報 化時代 に即応 した

有機 的 な情報 処理 シス テム形成 の一 環 として,最 も適切 な情報 処理 サ ー ビスや,ソ フ ト

ウ ェアのサー ビスを顧客 に提供 す る必 要 があ る。 その ために 優秀 な システ ムズ ・エン ジ

ニ アや プ ・グ ラマ,オ ペ レー タな どの技 術者 を確保 し,高 性能 な コン ピ ュー タを導入 ・

運 用 を計 るこ とが第1条 件 とな ろ う。

す なわ ち経 営の国 際化,企 業競 争 の激 化 に と もない,産 業界 の大 規模 の事 業体 は,経

営 情 報 システ ム(MIS)の 形成 や オ ン ライン ・システ ムの導入 な どコン ピュー タ利 用

の高 度化 ・拡大 化 を推進 す る必 要が生 じてい る。MISに して も,オ ン ライ
,ン化 に して

も,単 に コン ピュー タの ハー ドウ ェアおよび ソ フ トウ ェアの知識 だ けで な く,利 用分 野

に お け る幅 の広 い知 識,コ ン ピュー タ と通信 との結 合 とい う新 しい技 術の知識 を さ らに

必要 とす る。 この結 果,事 業体 内で の職員 の転 用 や養成 では,シ ステ ムを開発が容易 で

な くな って,外 部 の専門 家や,専 門機 関 に技 術の指 導や システ ムの開 発 を依存 す るよ う

に な って きて い る。 中小規 模事 業体 では大規模 の事 業体 が形成 す る情報 シス テ ムに対 応

し た機能 を持 つ有機 的 な情報 システ ムを 自社 内 でつ くるか計 算 セン ターか ら提 供 を受 け

る こ とにな る。 この こ とは,計 算 セ ン ターに と って,単 に計 算 サ ー ビスを提供 す るとい

っ た観念 とは次元 の異 な った考 え方 に立 つ必 要が あ る ことを意 味 してい るとい え よ う。
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B.振 興策 と業界 の動 き

通 商産 業省 は答 申に もとつ く新政 策 として,第2部(2}項 で述 べ たよ うに1970年 度 施策

を決定 した。 この うち,情 報 処理 サー ビス業 を直接助 成 す る もの と しては ,ソ フ トウ ェ

ア開発資金 の低利 融資 と情報処 理振興 事業協会 に よ る情報処理 サ ー ビス業 などに対 す る

債務保 証 であ る。

情報 処理振 興事業 協会 は,政 府 の認 可 を受 けて設立 され る法人 で,政 府 は これ に対 し.

2億 円を出 資す る予定 で あ り,情 報処理 サー ビス業 な どに対 す る債務 保証 のほ か3億 円

の予算 で汎用 プ ログ.ラムお よび変換 プ ログラムの委託 開発 な ど も行 な うことと してい る
。

その具 体的 な運用 につ いては,第2部(2}項 に述 べてい る。

この よ うな国の施 策 に対 し,民 間 では ソ フ トウ ェア産 業振興 協議会(代 表幹 事 日本 ソ

フ トウェア株式 会社北 代誠 弥社長)が1970年1月22日 に ,ま た,日 本情 報 センター協会

が同年2月16日 に発足 した。 なお,計 算 センターの団体 と しては,こ れ まで,日 本計算

セン ター協会(会 長 株式 会社 富 山計算 セン ター金 岡幸二 専務取 締役)が あ
ったが,こ

の 日本情 報 セ ン ター協 会 の発足 と ともに発展的 に解 散す るこ とに な った
。
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2.計 算 セ ン ター の 実 状

わ が国の計 算 セン ターに つい て,財 団法 人 日本情 報処理 開発 セン ター調査 結果 か ら,

その 内状 を紹介 す る。

'A
.資 本 金 規 模

計 算 セ ンターの払込 資本金 または出資金 規模 につ き,89社 の内訳 は第2表 に示 され る

とお りであ るが,3百 ～7.5百 万円未 満規模 が26社29.2%と 最 も多 く,次 いで7.5百 ～15

百 万円未満 規模 が17社19.1%,15百 ～30百 万 円未満 が16社17.9%と な って いて,1億 円

以 上の資本金 規模 を有 す る計算 セン ターは,4社4.5%で あ る。

第6.3表 計算センターの資本金規模 第6.4表 計算センターの総収入規模

払込資本金また・雌 観 劇 企 業 数

… 万円未満1・

…-75・ 万 円繍126

75・一・… 万円緬}・7

・… 一・… 万円揃1・6

・… 一・… 万円織lU

・… 一・≧ 満1・

・億円以上1・

計189

細 入規r企 業∋

・… 万円未満1・ ・

・… 万一・… 万円揃1・4

・… 万一・… 万円剛i・ ・

・… 万一・細 揃1・

・億一・刺 繍1・

・億一・劇 縮}・

・億一・億円瀟}・

・億一・劇 未満1・

・億一・・億円満1・

1・剛 以上1・

計189

B.総 収 入 規 模

1968年 度 の決 算報告 書 よ り総収入 額 を分類 す る と第6.4表 の とお りとな る。30百 万 円

未 満が30社30%で 最 も多 く,次 い で30百 ～50百 万円未満規 模.が14社15.7%,50百 ～75百

万 円未満10社11.2%と な ってお り,総 収入規 模 の大 きい方 で は,10億 円以上4社,5～

7億 円未満 が5社 で あ る。
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C.総 収入に対する純利益規模

1968年 決 算 にお け る計 算 センクーの純利益規 模 の状況 は,第6.5表 に示す よ うに,32.6

%の29社 が減益 で,残 り60社 が利益 決算 と報告 され た。純 利益規 模で は,10%以 上 とな

って い るの は16社,26.7%で 最 も高い割 合 とな って お り,次 いで,0.5%以 下 の利益 計上

が13社,21.7%と な ってい る。 この串間 の純 利益 規模 では各規模 ご とに5～7社 あ り,

全 体的 にバ ラつい てい る。

純 利 益 規 模}企 業 数

減 益129

・・%以下1・3

・・一 ・%端}・

・ 一 ・・%〃1・

・・一 ・%〃1・

・ 一 ・・%〃1・

・・一…%〃1・

…%以 上1・6

計189

第6.5表 計算センターの純利益規模

D.資 本金 ・総収入 ・純利益 との相互関係

計 算 セ ンター89社 の資本 金 ・総 収入 ・純 利益 の規模別

企業 内訳 を第6.3～6.5表 で示 したが,こ れ らの相互 関係

を見 ると,

まず,資 本金規 模 に対 す る総収入規模 で は,資 本金3

百 ～7.5百 万円未 満 で総収 入規模30百 ～50百 万円未 満 と

な って い る企業 が,13社 で最 も多い。 また,資 本金 や,

1億 円以上 で総収 入10億 円以上 とな ってい る企i業は『3社,

資本金規模 の小 さい ところ,3百 万 円未 満 では,9社 の

うち総 収入30百 万 円未満 が5社 と過半数 を越 えて い る。全般 的に は,資 本金 の小 さい と

ころは,総 収 入規 模が小 さく,資 本金 の大 きい ところは総 収入規模 が大 きい とい う相 関

関 係 が生 じてい る。

資本金 規 模に対 す る平 均総収 入規模 を89社 の デー タか ら試 算す ると,

資本金

同上

同上

同上

同上

同上

同上

3百 万円未満では平均総収入規模

3～7,5百 万 円未満

7,5～15百 万 円未 満

15～30百 万 円未満

30～60百 万円未満

60～100百 万円未満

・1億円以上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

39百 万 円

60百 万 円

135百 万 円

150百 万 円

312百 万 円

360百 万 円

998百 万 円
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とな り,資 本金3百 万 円未満 の場合 は,13倍 の総収入 規模 とな るが,60～100百 万 円未

満 の資本 金規 模 では,4.5倍 の総収入規 模 に と どま ってい る。 全体 の平均 では,資 本金

規模 に対 し8.5倍 の総収 入規模 とな る。

次 に,資 本 金規 模 に対 す る純利益規 模 との関係 で は,

資本金規模

同上

同上

同上

同上

同上

益決 算 は それ ぞれ3社,

純 利益規模10%以 上 を計上 した企 業 は16社 で あ るが,

万 円未満 が,6社 と最 も多 い。

が11社 あ り,必 ず し も,

いえな い。 比率 か ら見れ ば,

本 金規模 の小 さい ところでは,

してい るこ とか ら,

89社 の デー タを もとに資本金規 模別 の平 均純 利益 規模 を試算 す る と,

資本金規模

'同 上

同上

同上

同上

同上

同上

3百 万 円未満 で は,減 益決算 が3社,利 益 決算 が6社,

3～7,5百 万 円未満 では,減 益 決算 が11社,利 益決算 が15社,

7,5～15百 万 円未満 では,減 益 決算 が3社,利 益決 算が14社,

15～30百 万 円未満 では,減 益決 算が7社,利 益決算 が9社,

30～60百 万 円未満 では,減 益 決 算が5社,利 益決算 が9社,

60～100百 万 円未満 お よび1億 円以上 では,減 益 決算 の企業 は な く,利

4社 とな って い る。

この うち資本金規 模7,5～15百

しか し,こ の クラスには,減 益決算 とした計算 セ ンター

この規模 の資本金 の計 算 セ ンターが,大 きな利 益 をあげ るとは

資本金規 模 の大 きい企 業 ほ ど利益決 算 とな る率 が高 く,資

7,5～15百 万 円未満 クラスが,17社 中14社 が利 益 を計上

お よそ80%の 確 率 で黒 字決 算 にな る可能 性 が あ るとい え る。

3百 万 円未 満 では1.8%

3～7.5百 万 円未 満 では

7.5～15百 万 円未 満 では

15～30百 万 円未 満 では
L

30～60百 万 円未 満 では

60～100百 万 円未満 では

1億 円以上 では5.3%

7・2% .

4.8%

6.0%

5.5%

3.9%

とな り,全 体 の平均 で は4.93%の 利益 規模 とな る。

次 に,総 収入 規模 と純利益 規模 との関係 で は,89社 中29社 で あ るが,こ の29社 は,総

収入規 模 が30百 万 円未 満の企業 が18社,同 様 に30百 ～50百 万 円未満 が7社,50百 ～70百
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万 円未 満 が4社 と総収入 規模 の小 さい ところが減益 決算 とな ってい て,総 収入規 模 の大

きい と ころ,こ こで は,7.5億 万 円以上 の収 入 をあげ てい る計 算 セン ターは,利 益計上

とな ってい る。 利益 計上60社 の うち,利 益規 模 の大 きい10%以 上 の クラスは,16社 あ る

が 総収 入規模 別 には,次 の とお りとな る。

総 収入 規模5～7,5千 万円未満 では1社

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

7,5～10千 万円未満 で は1社

1～2億 円未満 で は3社

2～3億 円未 満 では4社

3～5億 円未 満 では3社

5～7億 円未 満 では1社

他 の純利益規模 を含めて,総 収入規模に対す る平均純利益規模を試算す ると,

総収入規模30百 万円未満では

同 上

「同 上

同 上

同 上

伺 上

局 上

同 上

同 上

30百 万～50百 万 円未 満 では

50百 万～75百 万 円未 満 で は

75百 万～1億 円未満 では

1億 ～2億 円未満 で は

2億 ～3億 円未満 で は

3億 ～5億 円未満 で は

5億 ～7億 円未満 で は

10億 円以上 では

4.4%

0.8%

7.6%

4.6%

7.3%

11.3%

8.2%

3.2%

2.5%

とな り,総 収入 規模2～3億 円未満 が11.3%と 最 も高 い利益規 模 とな り,

1円規模 の 場合 は0.8%と 最 も低 い。

3～5千 万

E.事 業 内 容 と 顧 客 の 状 況

計算 セ ンターが収入 をあ げ るた めに営 なむ事 業 または サー ビスは,多 種多様 で,顧 客

・の要 求 に応 じた きめの細か いサ ー ビスを展 開 してい るが ,そ の内容 を分類 す ると,次 の

ユ5項 目 とな・る。

、(1}受 託計算 … …プ ログ ラムの作成 か らオペ レー トまで を行 な う もの



(2}

(3}

(4}

(5」

{6}

{7}

(8)

カー ドまたは紙 テー プ穿孔

コン ピュー タの時間貸 し

フ。ログラ ムの開発 のみ

要員教育,講 習会

要 員 の派遣

備 品,消 耗品 の販 売
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オペ レー トの み……顧 客の 作成 した プ ログラ ムに よ り,オ ペ レー シ ・ンのみ を行

うもの

(9)コ ン ピュー タ導 入 コンサル タン ト

(10}ソ フ トウ ェアの販 売

{11)コ ン ピュ一-ll室の運用 代行

倒 調 査 デー タの収集 ・調 査代行

(13)ハ ー ドウ ェアの販 売

㈱ 情 報 の収集 管理 お よび サー ビス

圃 保 守 サー ビス

この15事 業 の うち,計 算 セン ター収入 に大 きな ウエ イ トを持 ってい る もの は,第6.6

表 に示 す収入 か ら見 た事 業 内容 の順位 か ら受託計算,カ ー ド穿孔,コ ン ピュー タの時間

貸 し,要 員教育 ・講習会 の 開催,プ ・グラムの開発 とな ってお り,こ の5事 業で収 入 の

83%を カバ ー してい る。 とくに受託計 算 は,計 算 セ ンターが最 も大 き く依存 してい る事

業 で あ って,116社 の うち102社 が収 入 に占め る ウ ェイ トが5位 以 内に あ ると してい る。

顧客 の状 況で は,地 方 自治体 の ほか,産 業界 では,卸 問屋 ・小 売店 な どの販 売業,各

種 製造業 が多 い。 また,処 理 業務 も科学技 術計算 か ら各種 の事務 デー タ処理 まで行 な っ

て い る。

と くにほ とん どの計算 セ ンターが地方 自治体 か らなん らか の業務 を受託 して い る。 自

治省調査 に よ ると,1969年4月1日 現 在,24都 府 県 お よび306市,13区,396町 村,合 計

739団 体 が計算 セン ターを利用 して お り,委 託業 務 では,24都 府 県 の場合,第6.8表 に示

す よ うに,固 定資産 税,都 市 計画 税,個 人事業税,自 動車税 な どの税計算 が最 も多 く,

次 い で諸統計 事務,人 事管 理(給 与計算 事務 をふ くむ),財 務管理 事務 とな ってい る。
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第6.6表 収入から見た事業内容の順位

1企 業 数

第6.7表 顧客の業種別状況

事 業 内 容

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

12

12

受 託 計 算

カ ー ド 穿 孔

コ ン ピュー タの 時 間貸し

要 員 教 育 ・講 習 会

プ ロ グ ラ ム の 開 発 の み

要 員 の 派 遣

備 品,消 耗 品 の 販 売

計算機導入のコンサルタント

ソ フ ト ウ ェ ア の 販 売

調 査 代 行 ・デ ー タ 収 集

ハ ー ド ウ ェ ア の 販 売

保 守 サ ー ビ ス

コ ン ピュ ー タ室 運 用代行

情報収集管理 ・情報サービス

102

89

61

29

27

25

22

10

8

6

3

2

2

2

業 種 已 客数

地 方 自 治 体

製 造 業

各 種 販 売 業

マ ス コ ミ

諸 団 体 組 合

百貨店 ・スーパー

金 融 ・保 険

運 輸

電 力 ・ガ ス

その他 ・サービス

学 校 ・研 究 所

建 設

会 計 事 務 所

病 院

335

313

149

73

36

30

30

22

20

19

13

7

7

6

(注)1.調 査企業数116社(注)調 査企業数102社

2.収 入に占めるウェイトで1位 ～5位 ま

での事業を集計 してあるため総合計は回' .

答企業数を上廻っている。

第6.8表 都府県における委託業務

業 務 の 種 類1団 体 数

税 務 事 務

統 計 事 務

人事管理事務(給 与計算をふくむ)

財務管理事務

融 資 事 務

使用料事務

予 測 計 画

そ の 他

21

15

13

9

5

4

3

14

また,市 区町村では都道府県の場合 とは内容が異なるが,税 務事務が第1に 取 り上げ

られている。 さらに人事管理(給 与計算をふ くむ)使 用料事務,諸 統計などの業務につ

いて も委託 されてい る。税務事務は,住 民税(普 通徴収,特 別徴収),固 定資産税,国

民健康保健税,軽 自動車税を,ま た統計事務では,課 税状況,工 業 ・商業 ・農業な どの

諸統計 を,使 用料事務 では上下水道使用料が主な内容 となっている。

民間の顧客では,受 託業務の類型化は難 しいが,販 売業では,販 売 日報,商 品在庫管

理,得 意先別売掛金管理,販 売員管理,請 求書な どの発行,入 出金管理など販売管理の

ための事務 データ処理を,ま た,製 造業では,工 程管理,在 庫管理,資 材管理,原 価計
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第6.2図 コ ン ピ ュ ー タ 要 員 の 職 種 別 比 率

ω アメリカ(ADAPSO調 査)

(ロ)日 本

6%

9%

5%

11%

15%7%

オペ レーター

マ不一ンヤー

監督者

セールス・サポー ト

プログラマー

システム・エンジニア

キーパンチャー

42%

7%6%

11%

オペ レー ター

5%

関連職員

プログラマ

20%

9%

管理職

一般事務員

システムズ・エンジニア
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算 な どの生 産管理 業務 のほ か,前 記 の販売管理 を,さ らに他 産業 で も共通 的 な経理 事務,

人事管理 事務 な どにつ いて,計 算 セ ンターは,業 務 の一 括 また は一 部 を受 託処理 してい

る。

カー ドまたは紙 テープの穿孔 サ ー ビスは受託計 算 の一 部 と して受 託す る場合 とカー ド

穿 孔 のみ を受 託す る場合 とに分 け られ る。 カー ド穿孔 サー ビスに よ る収入 が,総 収入 に

占 め るウ ェイ トが5位 以 内 として い る計 算 セン クーは89社 で,こ の うち第1位 に ラン ク

してい るのは19社 で あ る。 この19社 の うち14社 が カー ド穿孔 を行 な う専 業者 であ る。

F.要 員

計算 セン ター発展 の基 盤で あ り,計 算 セ ンターの能 力 を示 す もの として情報処理 技術

者 を質量 と もに どれ だけ確保 して い るか があ げ られ る。情報 処理技 術者 の問題 は,計 算

セ ンターに限 られ た ことで はないが,計 算 セン ターは,ソ フ トウ ェアの開発 とコン ピュ

ー タの時 間売 りとい う知 的能力 を販 売す るこ とを事 業 としてい るた め,技 術者 の資質 と

人 数 の確 保 は,最 も重要 な問題 で あ る。

現在,計 算 セ ンターがか か えて い る要員 を120社 の デー タか ら第6.9表 に示 す とお り

とな る。

さ らに,1社 当 りの平 均要 員数 を算出 す る とシス テ ムズ ・エ ンジニ アは6.7人,.プ ロ

グ ラマは13.4人,オ ペ レー タは7.8人,キ ー ・パ ンチ ャ今-28.6人,管 理 職4.1人,営 業

担 当 な どの関連職 員5人,一 般 事務 員3.8人 とな り,管 理 職 を除 いて,コ ン ピュー タ要

員 と他の職 員 との比率 では6:1と な ってい る。

第6.9表 コンピュータ要員数

職 種1人 数1%い 社当り

管 理 職 493 5 4.1

シス テ ム ズ ・エ ン ジニ ア ま た は シ ニ ア ・プ ログ ラ マ 810 9 6.7

プ ロ グ ラ ム 1,605 20 13.4

オ ペ レ ー タ 933 11 7.8

キ ー ・パ ン チ ャー 3,479 42 28.6

関 連 職 員 594 7 5.0

一 般 事 務 員 442 513・8

計1・3561…1…

(注)1.調 査 対 象 企 業 数120社

2・1966年9月 現 在
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第6.2図 は,ア メ リカと日本 との要員 の職種 別 内訳比率 を表 わ した もの で あ るが,プ

vグ ラマが 日本 の場 合20%と ア メ リカの11%比 べ2倍 にな ってい るが,こ のほ かの職種

で は,ほ ぼ同様 の比率 とな ってい る。

一般 の コン ピュー タ ・ユーザ ーの コン ピュー タ1セ ッ ト当 りの要 員数 を第6.10表 に示

す。小 型機 お よび大型 機の場 合が お よそ1:2中 型機 の場合 は1:2.7～3.4と な って お

り,計 算 セン ターの場合 と比較 して若干上 廻 る。

次 に計算 セ ン ターの シス テ ムズ ・エ ンジニ アの学 歴 お よび コン ピュー タ関係 業務歴 を

第6.11表 に示 す。大 学 院卒業者 が2%,大 学 卒業者 が65%,短 期大学 卒業者6%,そ の

他学歴 者27%と な ってい る。 ま た,コ ン ピュー タ業務歴 で は,5カ 年 以上 が35%,5年

'が
,15%,4年 が18%,3年 が32%と な る。 男 女別 で は,男93%,女7%と な って い る。

第6.10表 ユ ー ザ ー にお け る コ ン ピ ュー タ1セ ッ トあた りの 平 均 要 員数

ぎ オ ペ レー タ プ ロ グ ラマ
シ ス テ ム ズ ・

ア ナ リ ス ト
管 理 者 計

小 型 川 ・・41 1.9 ・・91 ・・叶 5.7

中型機Al 3.2 3.4 1.0 …1

サ ンプ ル コ ン

ピ ュ ー タ 数

27セ ッ ト

…125…

中型機∋ 5.1

9.0

…1 2.5 2.1 16.5 57セ ッ ト

大 型 川 ・…1 …[ 3.7 33.1 7セ ッ ト

出所:日 本情報処理開発センター発行 「情報処理技術の将来」

第6.11表 シス テ ム ズ ・エ ン ジニ アの 学 歴 と コ ン ピ ュー タ

関係 業 務 歴 別 内訳

コンピュータ
業 務 歴

学 歴

5カ 年以上 5カ 年 4カ 年 3カ 年 計 %

大 学 院1一 一 ・1・1訂 ・

大 ∋ 卿1∋8gl面1纏165

短 嫉 学[・ ・1・2 ・1・3 43 6

・ の ∋ ∋ ∋ ・・5・1凹1万

計
1

257

(35%)

108
(15%)

130
(18%)

237

(32%)

732

(100%)
1

(注)1.調 査企 業 数94社

2.1969年9月 現 在

3.シ ス テ ム ズ:エ ン ジ ニ アの コン ピュ ー タ関 係 の業 務 歴 で は,3カ 年未 満 の場 合 もあ り うるが,本

調 査 で は 除外 した.
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3.計 算 セ ン タ ー の 動 向

わが 国の計算 セン ターは,多 くの 問題 を持 ちつつ も様 々の分野 で発展 が期 待 され るが ,

その うちソフ トウ ェアの開発 とオペ レー シ ・ンの代 行 に焦点 をあて動向 を推察 す る。

A.ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 の 強 化

計 算 セン ターが,コ ン ピュ一 夕 リゼー シ ・ンの動 きの波に の り,年 々発展 の傾向 を示

して い る。 最近 の動 きのなか で,大 手 の計 算 セ ンターは経 営の多 角化 ,と くに ソ フ トウ

ェア開発 に力 を注 いでい る。

この よ うな動 きは,最 近の市場 の要求 に応 じた もので あ る。 す なわ ち,コ ン ピュー タ

・ユーザ ーにおい ては コン ピュー タの適 用業務 の拡大化 と高度化 に と もな い,優 秀 な情

報 処理技 術者 を多数必 要 として きたが,現 実的 に は,技 術者 の確 保が 困難 で,自 前 に全

ての ソ フ トウェアを開発 す ることが,困 難 で あ り,ま た費用 的に も得 策 で ない とい うこ

とを認識 し,計 算 セン ター,ソ フ トウ ェア開発会社 へ外注 す るよ うに な った もので あ る
。

この動 向は,通 信 回線 を介 す るオン ライ ン ・シス テムの導入 や大規模 な予 測問題解 決

の ための シ ミュ レー シ ョン ・シス テ ムの開発 ,生 産 ライン と事 務 との結 合 システ ムの開

発 な どを考 え ると∴ ます ます外部依 存 が高 まって くる もの と予想 され る。

一方 ,計 算 セン ターで は,こ れ までの各 種 ソ フ トウ ェア開発 の経 験 を基 盤 に して ,さ

らに新 しい プ ロジ ェク ト受注 に応 じるため,既 技術者 の再教育 を施 す こ とに ,技 術者 の

絶対 量 の確 保 とい うこ とで,近 年多数 の新規 採用 が行 な われてい る。 技術者 の確保 とい

うことで経験 者の 中途 採用 も行 なわれ てい るが,経 験者 は高賃金 を要求 し
,こ れ はまた

従前技 術者 との格差 が生 じるこ と。 経験者 の絶対 数の 不足 に よ る'採用 の困難 とい った こ

とか ら,新 規 採用者 を教育 して社 内体制 を整 備 す るよ うに変わ って きた
。

第6.12表 は,1968年 と1969年 との要 員数 の比較 を示 した もの であ る。 これか らシステ

ムズ ・エ ン ジニ アは2倍,フ.ロ グ ラマが2 .7倍 と急増 してい るのが うか がえ る。 この急

増 の内訳 が経 験者 に よ る もの か,新 規 採用 によ る ものかが明確 で ない。
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第6.12表1968年 と1969年 の 要 員数 比較

＼ 年
職 種＼ 1968年4月 1969年9月 増加の割合

シ ス テ ム ズ ・エ ンジ ニ ア

ま たは シ ェ ア ・プ ログ ラ マ
404 810 2.0

プ ロ グ ラ マ 588 1,605 2.7

オ ペ レ ー タ 448 933 2.1

キ ー'パ ン チ ・ 一 2,082 3,479 1.7

関 連 職 員 430 594 1.4

(注)調 査企業数120社

ソフ トウ ェア開発会社 お よび計 算 セン ターが,今 後 開発 しよ うと考 えて い るソ フ トウ

ェアは,顧 客 の注文 に応 じて開発す る もの と独 自の アイ ディア を生 か した利用 度の高 い

ユ ー リテ ィ ・フ。ログ ラムや アプ リケー シ ョン ・プ ログ ラムな どがあ る。 すで に,住 民 フ

ァイルの処理 用 プ ログ ラム,販 売 管理 パ ッケ ージ,統 計 用解 析用 プ ログラム,構 造計算

用 プ ログ ラムな ど各 種 の ソ フ トウ ェアが売 り出 されてい る。

アメ リカ合衆 国で は,専 有権 付 きプ ログ ラム ・パ ッケー ジ として種 々の ユ ニー クな ソ

フ トウ ェアが開発 され販 売 され てい る。

た とえば,COMRESS社 の コン ピュー タ性能分析 用 ソ フ トウ ェアSCERT,プ ログ ラ

ム変 換用 シ ミュレー タTRANSIM,APPLIEDDATARESEARCH社 の フ ロー チ ャー

ト作 成用 ソ フ トウ ェアAUTOFLOW,INFORMATICS社 の フ ァイル処理 用 ソフ トウ ェ

アMARKIVな どは,ベ ス トセ ラーの ソフ トウ ェアで これ らの ソフ トウ ェア開発会社 の

財産 とな って い る。

専 有権 つ きプ ログ ラム ・パ ッケー ジは,一 般の受 注 プ ログ ラムと異 な り,多 くの ユー

ザ ーに販 売す ることが で きるため,企 業 リス クをおか して開発 して も,ア イデ ィアのあ

る もの,応 用性 の あ る もの は,ソ フ トウ ェア開発 の初 期投 資 を カバ ー し,多 くの利益 を

もた らす,一 方,ユ ーザ ーに とって も,高 性能の プ ログラムを共 同 で使 用 す る形に な る

た め割安 に使用 で きる利 点 があ る。
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B.オ ペ レ ー シ ョ ン の 代 行

コン ピュー タ要員 の絶対 数 の不足 は,要 員 の交代制 勤務,過 労働勤務,待 遇 な どの問

題 を生 じてい る。 この ため,ユ ーザーでは他部 門従業員 との関係 や労 働組合 との関係 か

ら,労 働条 件の改善 に努力 を してい るが,一 部の ユー ザー,と くに銀行,保 険会社 な ど

の金融 関係 では,す でに コン ピュー タ室 の夜 間運 用 を外部 に委託 してい る。 この よ うな

傾 向 は,今 後,他 産 業 に も波及 して い くもの と思 われ る。

計算 セ ンター側 に とって も,コ ン ピュー タ要 員の不足,労 働条件,待 遇問題 は同様 で

あ るが,一 般 企業 に比べ,事 業 と'して本 業で あ るこ とか ら,勤 務 時間,手 当 な どそれ向

きの制度 を とるこ とがで きる。第6.13表 は,要 員 派遣 のた めの料金 単価 の例 であ る。東

京 と地方 とは若干 単価 に差 があ るが オペ レー タ1人 当 り1ヵ 月150～200千 円の費用 がか

か る。 これ は,ま た,当 然 の こ となが らコン ピュー タの大 きさに よって,必 要 オペ レー

タ人員 が決 ま るが,ユ ーザー側 か ら見 た場 合,間 接 費用 や要員の管 理 な どを考 え る と必

ず し も高 い とはい えない。

第6.13表 シ ステ ム ズ ・エ ン ジニ ア,プ ロ グ ラ マ派 遣 の 料金 単 価(一 例)

㌦ ＼ 運1・ ・テ・ズー ンジ・ア} プ
ロ グ ラ マ

A
∋ ・4・・円/時1

900円/時

B 社1 250～350千 円/月

(経験 に よ る)

200～300千 円/月

(経 験 に よ る)

C 社125・ 千円/月1 200千 円/月

D 社1・5・ 一… 千円/・ ・月1 125～150千 円/0.5月

第6.14表 オ ペ レー タ,キ ー パ ン チ ャーの 派 遣 料金 単 価

酋 」・ ベ レ ー 叶 キ ー パ ン チ ャ ー

A ∋ 75・円/時1 500円/時

B ∋
1曜講雛 ぴ1

160千 円/月

C ∋ ・8・千円/月1 120千 円/月

D 社1 15・一… 千円/月1 30千 円/週

(注)A社,C社 は地方B社,D社 は東京都内
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第3章 通信回線利用の現状 と問題点

1.通 信 回線 開放 へ の第 一歩

郵政省は,さ きに第5部 第3章 に述べたように1969年11月,デ ータ通信のための通信

回線利用に関 して郵政審議会の答申を得,公 衆電気通信法の改正案 を国会に提 出する予 ・

定であったが最終的な段階で調整が難航 してつし・に見送 りとな り通信回線開放 は当分の

間足 踏 み を続 け ることに な った。

この よ うに,こ の1年 間に,通 信回線 をめ ぐる情勢 は大 きく転 回 しつ つ あ ることは否

めない。

2.オ ン ライ ン情 報処 理 の普 及 と効 用

1969年,人 類 は2度 にわた って月 面 を踏 ん だ。 月 まで36万 キ ロを隔 て,複 雑 な軌道計

算 を瞬 時 に行 な って宇宙船 の位置 を適確 に と らえ,指 令 を与 え ると ともに,飛 行 士の 脈

拍,呼 吸数 を常時計 測 す る健康管理,、船 内温度,気 圧,酸 素 タン クの圧 力,水 タン クの

温度,電 池 の出力,燃 料 タン クの圧 力 な ど も監 視 して,万 一 の異 常 があれ ば 自動的 に対

策 が指 示 で きる時間 と空 間 を超越 した完 壁 な シス テムが,こ の成 功 を導 いた。NASA

にお け る648セ ッ トの コン ピュー タと,そ れ を結 んだ通 信 な どの連繋技 術 が世 紀の偉業

を支 えた大 きな力 とな って いた こ とは忘れ ては な らない。

コン ピュー タと通信 との結合 が もた らす偉大 な効 用 は,ア ポ ロ計画 に あ らわれ た もの

には限 らな い。 われ われの生活 の週辺 は もとよ り,社 会,経 済 の全般 に わた って,そ の
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影 響 をお よぼ してい る。 以下,そ の 実例 をあげ る。

① 軍 用 ・国防 システ ム…… ア メ リカの防 衛 は オンラ イン情 報処理 シ ステ ムに完全 に依

存 してい る。 国籍 不 明の飛行物 体 が ア メ リカ上空 に近づ く と,洋 上 の監 視船 をふ くむ

数 多 くの レー ダー基 地 か らの情 報 が ただ ちに コンピ ュー タで処理 され,ミ サ イル発射

をふ くむ必 要 な迎撃命令 を発 す るSAGE(半 自動 地上迎撃 シス テ ム)や,各 基 地 の

戦 闘準備 体制 の情報 を集 めて作 戦 を指示 す るSACCS(戦 略空軍 司令 シス テム),ミ

サ イルや人工衛 星の情報 を処理 す るBMEWS(大 陸間弾道 弾早期 警報 シス テム)な

どは その代表 的な もので あ る。

② 市 民生活 を守 るシステ ム……犯罪 を解決 す るために もコン ピュー タと通信 回線 は協

力 してい る。犯 罪の65%以 上 に 自動 車 が関係 してい るといわれ るが,盗 難車,交 通違

反 車 な ど,ナ ンバ ーを電 話 で照 会 すれ ば数秒 で返 事が返 って くるシス テム,指 紋 や犯

行 手 口の照合 に よ る犯人 割 り出 しの シス テ ムな ど,警 察 では コン ピ ュー タと通 信 の結

合 システムが幅広 く利 用 されて い る。(ニ ュー ヨー ク市,州 警察,FBIほ か)

輻 奏す る交 通 ラ ッシ ュに,市 内各所 に設 け られ た交通監 視装置 か らの情報 が,自 動

的に コン ピュー タに集 め られ,た だ ちに市 内の交 通標識 を自動 的 に点滅 して車の流 れ

を規 制す る交 通管制 もその一例 で あ る。(ト ・ン ト市,銀 座 な ど)

全 国の気象 デー タを刻 々に集 めて コンピ ュー タで 自動 的 に整理,解 析 して予 想天気

図 を描 き出 す気 象予報 シス テム も,広 い意味 での生活 を守 る もので あ ろ う。(気 象庁)

③ 健康 を管理 す る システム…… あ らゆ る症例 の心 電図 を記 憶 した コン ピュー タに,電

話1本 か け るだ けで 自分 の心臓 病 に関 す る診断 が ただ ちに得 られ るア メ リカ公衆衛生

院 や,多 数 の患者 の病 歴 ファイルを記憶 して,病 院か らの問 い合 わせ に答 え るMEDI

NETな どは,将 来 の医療制 度 の あ り方 を示 唆 してい る。1967年 に ジ ・ン ソン前大統

領 が約束 した よ うに片 田舎 の町医者 で,遠 方 の大 学病院 の コン ピュー タに電話 で 問い

合 わせ るこ とに よ って,一 流 専門 医の診 断 を うけ る ことが で きるよ うにな るで あろ う。

④ 経営合 理化 に役立 つ シス テム… …全 国の営業所 や支店 で うけた注文 を中央 の コン ピ

ュー タ ・セ ンターに送 り,た だ ちに在庫量 を調 べ て注文 主 に一番 近 い倉庫 に発送 を手

配 す るこ とに よって,在 庫量 を軽 減 し経 費 を節約 す るシステ ムや,生 産計画 と工程 と

進 捗状 況 にあわせ た資材部 品供給 シス テム,生 産途 中の設 計変更 に備 えて,す べ ての

、
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生産命 令費,加 工状 況,部 品 の在庫 状 況,進 捗度合 な どの デー タを記 憶 した コ・ン ピ ュ

ー タか ら必要 な管理 情報 を得 るイン ター ロ ック ・シス テム,経 営者 の意志決定 を助 け

るあ らゆ る経営 情報 を集 中 したMIS(経 営 情報 シ ステム)こ れ らはすべ て経 営 の合

理化 を急 速に推 し進 め,大 きな成果 をあげて い る。

⑤ サ ー ビスの 向上 を推 進 す るシステ ム… …銀行 の預金,為 替交 換 の オン ラィ.ン処 理 は

すで に実 施 され てい る。証券 会社 で も取 引業務 を リアル タイ ムで処 理 し始 め た。 顧客

はほ とん ど待 ち時 間が な くな った。

航空 機 や列 車 の座 席予 約や,ホ テル,レ ン タカー,観 光 船 な どの予約,さ らに は劇

場,映 画館,野 球場,サ ッカー競 技場,オ ペ ラハ ウスな どの座席 予約 と切符 の販 売 な

ど もこの分野 に入 る。

コン ピ ュー タを タイ ム ・シ ェア リン グで ユーザ ーに提 供 して科学技 術計算 を した り,

弁 護士 や裁判官 のため に必 要 な判 例 を探 し出 して くれ るサ ー ビスや,証 券 情報 を提供

す るの も別 の意 味 での サー ビスであ る。

3.わ が 国 にお け る利用 状 況

わが 国で も,コ ンピ ュー タ と通 信回線 の結合技 術 を利用 した シス テ ムは少 な くな い。

た とえば,官 公庁 にお いては,国 鉄の座席 予約 シス テム,労 働省 の広域 職業紹介 シス 、

テ ム,警 察庁 の犯罪手 口照合 シス テム,気 象庁 の気象予 報 シス テム,'運 輸 省の 自動車検

査 ・登録 シス テムな どは決 して外 国に劣 らない。

民 間 におい ては銀行 の オ ンライ ン ・サー ビスはい うに およ ばず貨 物 の集配 と貨車 や コ

ンテナ船 の有効配 置 をはか るシステ ム,営 業,販 売 と在庫,生 産計 画 まで を関連 づ けた

営 業情報 シス テム,問 屋 メー カーか ら仕入 れ る数万種 の商品 を保管 し,各 チ ェー ン店別

に 仕分 け し,各 店 に配 送 す る 自動 化流通 シス テム,生 産管理,科 学技術計 算 な ど も水 準

以 上 の もの で あ る。在 庫管 理 は大手 の問屋 に も普 及 し始 め,電 気,ガ ス,水 道 の メー タ

ー の各人検 針 と料金 計算 の 自動 化 も,関 係者 の 間で共 同 テス トが始 め られた。
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4・ 現在 の法律 と制 度一 利 用 上 の 問題 点
、

わが国 とア メ リカの間 で通信 回線 の利用状 況が この よ うに変 ってい るのは
,わ が国の,

法律 と制度 に よ る もので あ って その問題 点 はつ ぎの とお りであ る
。

(1)コ ン ピュー タ と電 話交換 回線 の接続

わ が国の公 衆電気通 信法 に よれば,電 話交換 回線 と接続 で きる ものは
,電 話機,お

よび その附属機器 で あ って,コ ン ピュー タ との接続 は許可 されてい ない
。

わが 国に おいて は1,700万 台 の電 話機 と,全 国に張 りめ ぐら され た大 ネ ッ トワー ク

は,人 間 の声 を通 すだ けの ために使 われて い る。 コンピュー タが未 だ導入 されな い以

前 に制定 され た公衆電気通 信 法が,世 界有 数の コン ピ ュー タ保有 国 とな った現在
,そ

の 高度利用 の道 を閉 ざしつづ け るこ とは時代 錯誤 で あ ろ う
。

(2)専 用線 利用 の制約

電話交 換 回線 が コン ピュー タに接続 で きない以 上 ,わ が国 で オン ライン情報処 理 を

行 な う場合 には専用線 を使 う以外 に方法 は ない。 しか しこの場合 ,い ま までは同 じ会

社 の本支 店間 は,い く ら専用線 をひいて もよいが,原 則 として別 の会社 との間に専用

線 をひ くことは許 され ない とされて いた。

,異 な る会社 の間 で も,通 信 回線 に よ って コン ピュー タを結合 し情報処 理 を効率 的に

行 な い,経 営 を合理化 す るこ とが で きなか ったため,ユ ーザ ー間 の不満 は非常 に大 き

か った。

た とえば共 同専用 を許 され る場 合 で も,そ の料金 は,2人 の場合,通 常料金 の3割

増,3人 以上 の場合 は5割 増 の付加料金 が と られ ることにな って い る
。 しか し,こ の

制 度 も,日 本電 信電 話公社 が直営 で行 な うサー ビスの場 合 は,付 加料金 を必要 と しな

いので あ るc

(3}高 い遠距 離料金 問題

1969年 版 コン ピュー タ白書 で指摘 した よ うに専用 回線 の料金 も諸外 国 に比 べ て高
い。

市 内の 回線 は割安 で あ るが,高 速,遠 距離 にな る と比 較 にな らぬ高水 準 であ る
。 この
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た め全 国的 な ネ ッ トワー クを施設 す ることは1企 業 に とって は全 く不可 能の状 態 で あ

る。

④ 高速 回線問題

わ が国で現在 提供 され てい る回線 の速 さは50bps(ビ ッ ト/秒),200bps,(ビ ッ ト/

秒)1,200bps,(ビ ッ ト/秒),2,400bps(ビ ッ ト/秒)の4種 類 に す ぎないが,こ れ で

は コン ピュー タ間の デ ー タ伝送 には余 りに も遅 す ぎる。 外 国で は最 高50万bps以 上の

速 さが提供 されて お り,い まで は それ で も遅 い とい う苦情 が あ るが,わ が国 で も短 時

間 に大量 の デー タを伝送 す るために は少 くと も48kbpsて い どの サー ビスを望 む声 が

高 い。

(5)端 末装 置 の認 定制度

通信 回線 に接 続 され る端末 装置 は 「公衆電 気通 信業務 に支障 をお よぼす ことを防止

す るために」 すべ て 日本電信 電話 公社 の認定 が必要 で あ る。 それ は当然 の ことで は あ

るが,現 在 の制度 では,個 々の端末 装置 ご とに ひ とつ ひ とつ認定 が行 なわれ,そ の事

務 手続 きは きわめ て煩雑 で あ って,審 査 に要 す る期 間 もまた長 い。

アメ リカ合衆 国で は一 定機種 について は一 括 して認定 す る 「機種 認定 」の制度 を と

り,適 当 と認 め られ た機 種 はい くつで も自由 に接続 が認 め られ てお り,最 近 では安全

装 置の付加 に よ り接続 の制限 が撤廃 され たが,わ が 国の場合 の制度 は 「必 要 な限度」

を越 えてい る。

さ らに欧米 で は認 め られて い る 「音 響 カブ.ラー」(デ ー タを音 にか えて,コ ンピ ュ

ー タに イ ンプ ッ トす る装 置)も
,わ が国 では接続 を許 され てい ない。

5.自 由化 へ の 動 き

コンピュータの設置台数が増加 し,利 用水準が高度化するにつれて,オ ンライン情報

処理の実施による効率化を望 む ものが多 くなって くるの も当然である。これに応 じて前

述 のような法律 ・制度上の制約に対す る不満が急速に高まっていった。1969年4月,経

済団体連合会の情報処理懇談会が 「情報処理問題についての中間報告」で経済界の意見
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として,通 信関係法規の抜本的再検討 を提唱 したのにつづいて,産 業構造審議会 もその

答申の申で 「遠隔情報処理の基盤整備」にふれ ①異主体間の ネッ トワークの形成 ②

情報 産業の ネットワークの形成 ③ 公衆電話回線網の利用通 ④通信回線の量,質 両面

の整備 ⑤ 料金の低廉化を望 んだ。

1969年 版 コンピュータ白書において通信回線の問題 を大 きくとりあげたが,さ らに財

団法人 日本経営情報開発協会では,通 信回線利用対策委員会(稲 葉秀三委員長)で 検討

の結果,「 通信回線利用に関す る中間報告」を(1969年8月)発 表,具 体的改善策 をあ

げて,通 信回線の開放 をつよく提言 した。同協会の提言 は,ま ず,「 早急に解決を要望

す る事項」乏 して,

{1)系 列企業間または同一業界内の共同専用 を自由化すること

(2}他 産業間の共同専用な ど,異 主体間ネ ットワー クの形成を促進す ること

(3}電 話交換回線 とコンピュータの接続 を認める

(4)共 同専用料金の引 き下 げ

(5}端 末装置認定制度の簡素化

(6)コ モン ・キャリアの考え方の導入

をあげ,つ いで 「段階的に改善を要望する事項」 として,

(1}高 速伝送回線の拡充整備

(2}モ デムの自営 と標準化の実施

{3)音 響結合,並 列伝送の採用

倒 合理的料金体系の設定 と料金の低廉化。

を取 り上げている。

これに引 き続いて,同 年9月,自 由民主党情報産業振興議員連盟が通信回線の開放 を

政策 として検討する方針を決定,経 済審議会の情報研究委員会 もその報告書で具体的問

題点 をあげて 「遠隔情報処理の基本体制の整備」の必要性を説いた。

このような世論に応 じて,郵 政省は同年9月 「データ通信のための通信回線 自由化に

関する基本方針」 を決定 し,こ れに基づいて同年10月,郵 政審議会に 「データ通信のた

めの通信回線の利用制度について」の対策を諮問 した。

諮問案は,「 データ通信回線サー ビス」 と 「データ通信回線網サー ビス」 を新設す る
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ことによ って,従 来2社 以上 の異主 体間 で利 用 す ることを禁 じ られて いた共 同専 用線 に

関 す る制約 を実 質的 に完 全解 除 しよ うとした もので あ る。 この結果評 判 のわ るい共同専

用 の付加料 金制度 は撤廃 され るこ とが期 待 され た。

この諮 問案 は同年11月,郵 政審議 会で その ま ま認 め られ て答 申 され たが,こ れ らの措

置 は,い ままで きわめて厳重 な統制 の中 で通 信 回線 の独 占をつづ けてい た運 用方 法 を緩

和 し,解 放 の方 向へ一歩 を踏 み出 した もの と して大 いに歓 迎 され るところであ るが,情

報 化時代 に備 えて抜本 的 な開放体制 を期待 してい たユ ーザー側 に とって は,ま だ相 当に

物足 りな さを感 ず る もので あ った ことは事実 であ る。

ユ ーザ ー側 が この 答申に対 して あげ た批判 は,つ ぎの よ うな諸点 で あ る。

(1)新 しい サー ビスについ て具体的 な実施策 を明 らか に し,必 要以上 の規制 を しない よ

うにす るこ と。

"方 針"が 決 ま
った とい うことと"実 施"す るこ ととは全 く次元 の違 った こ とで あ

る。実 施 の ための具体的措 置が決 め られな ければ ユーザ ー と して は動 くことが で きな

い。

(イ)「 回線 網 サー ビス」 は企業 グル ープに対 して許 され るが,そ の企業 グル ープの範

囲は政府 で定 め るこ とが 必要 であ ると され てい る。 これ は運用 の如何 に よ っては大

きな制約 に な るこ とは,い ままでの例 に み るまで もな く明 らかな こ とで あ る。現 在

企 業 グル ープ として認 め られ てい るのは,①1割 以上 の資本所有 関係 あ るいは業務

量 の2割 以上 の依存関係 が あ る もの ②業 務提携,委 託契 約,技 術提携 な どを行 な

って い る もの ③空港(航 空会 社,税 関,整 備会 社 な ど)港 湾(船 会 社,水 先案 内

人,運 送 会社 な ど)公 共 的業務 に携 る もの ④ コン ビナー ト,工 場用地,流 通 セ ン

ターな ど特定 の法令 な どで特 定地域 に あ る もの,と な って い る。 しか し,こ の ほか

資本 や業務上 のつ なが りはな くとも,情 報 の つなが りの深 い もの は現 実 に存在す る

か ら,ユ ーザ ー側 として は少 しで も広 く企業 グルー プの範 囲 を解釈 してほ しい と望

ん でい る。

㈲ 「回線 サ ー ビス」 は,情 報処理 サー ビス業 や情報 提供 サ ー ビス業 とユ ーザーの間

に提 供 され るが,こ れ らの業務 は技術 革新 の ス ピー ドが きわめて早 い もの であ るだ

けに,変 化 に対応 す る自由 な運営 が発 展の カギであ る。 したが って その提供 にあ た
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っては万一 に も規制条 件 をつけ ない ことを前提 とすべ きで あろ う。

イ2)電 話交換 回線 の利用 につ いて方 針 の明確 化

情 報産 業発展 の基本 とな る電 話交換 回線 の利用 につ いて,た だ ちに全面 的 な開放 は

望 め ないに して も,せ めて時期 的 な メ ドだけで も示 すべ きで あ るとす るのが ユーザ ー

側 の声 であ る。

電 話交換 網の利 用 を認 め ない理 由 と して郵政 省 は第1に 「デー タ通信が現 状 の まま

で利 用 され ると,一 般電 話に大 きな影 響が あ る」 こ と,ま た第2に 「電話 回線 は デー

タ通 信 のた めには品質上 問題 があ る」 ことをあげて い る。

{3)諮 問 にふ くまれ なか った多 くの懸案 事項

さきに あげた各 団 体 あるいは ユーザ ー側 か ら要望 事項 の うち,こ ん どの 答 申には全

く触れ られ ていな い懸案 は多 く,た とえば次の2項 が あげ られ る。

(イ)端 末 装置 の認 定制度 の改善 に ついて は,実 務 的 に最 も関心の 深 い もの だ けに,速

やか な実現 が望 まれてい る。

回 伝送 速度 の高 速化,音 響結 合 の認可,モ デ ムの 自営 につい て も早急 な検 討 が望 ま

れて い る。

倒 通信 回線 を管理,運 営す る立場 にあ る日本 電信電 話公社 として は,共 同専 用 の制限

や,付 加 料金制度,交 換 回線 の使用制 限 な どに よ り,民 間企業 の情 報処理 に比 して有

利 な競争 状件 を有 す るこ とは否 めないので,同 公社 は,回 線利用制 限の撤廃,回 線使

用 料金 な どにおけ る有 利 な条件 の排 除 な どを通 じて,情 報 処理 分野 に おけ る公正 な競

争 を確保 す るべ きで あ る との意 見 が強 い。

通信 回線利用 に対 す る意 見や施策 は しだい に解 放 の方 向に向 って前進 を始 めた こ と

は 上 にのべ た通 りで あ るが,問 題 はい まだ残 されて い る。 諸外国 では通信 回線 を コモ

ン ・キ ャ リアと呼 んでい るが,こ れは その公共性 を十二分 にい いあ らわ して い るよ う

に通信 回線 が真 に公共 の もの として,広 く国民大 衆 に利用 され るよ うな一 環 した政策

が 今後 の課題 で あ る。
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'

へ 、,

6.ア ン ケ ー ト調 査 に あ らわ れ た ユ ー ザ ー の 要 望 と意 見

通信 回線 の利用 に対 す るユ ーザー(D意 見 を求 め るた め,今 回実施 した.「通信 回線利 用

に 関 す るア ンケー ト調査」 の結果 に よれ ば,通 信 回線の利用 状況 も相 当に増加 してい る

し,こ ん この利用予 定 も大 幅 にふ えて,関 心 は急激 に高 ま ってい る ことが看 取 され る。

「通 信 回線 を利用 してい ますか」(第6.15表)と い う質 問 に対 して345社 の回収 数 の

うち36.2%(125社)が 「利用 して い る」 と答 えてい るが,1968年 の集 計 と同 じ条件 で

無 回答 を除い て計 算 す る と41.7%が 利用 して い る ことにな り,前 年 の32.8%に 比 べ8.9

%の 増加 を示 してい る。

第6.15表 通信回線を利用していますか。

1社 司%陣 中の%[同 … 乍年の・!・

い ・1・25136・ ・1・ … 32.8

い な い1・755・ ・71・8・ ・ 67.2

無 回 『 ・・1・3・ ・1

計 3451・ ・・・・ ・・… 100.0

「デー タ通信 の相 手先 」 をみ ると(第6.16表)「 同一社 内」が 回収数 の35.4%(回 答

社 中 では75.3%)を 占 めてい るが,「 関連 会社 」 お よび 「同業会社 」 と結 んでい る もの

が10.7%(回 答社 中で は22.8%)を 占めて い るのが注 目 され る。

第6.16表 データ通信の相手は,つ ぎの何れですか。

`

(注)1社 で2つ 以上 の回答 があ るので%の 合計 は100を こえ る。

国 司%惨 中の%
社 内1・221…1…

離 系列会社1・ ・1・ ・1…

同 業 会 ∋ ・ μ ・1・3δ

・ の 他1・1・ ・11・ ・

無 回 答1・ ・71…1

計1345i(∋ ・…
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∂

「通 信回線 を利用 す る予 定」 につ いて(第6.17表)「3年 以 内に使 う」が 回収数 中の

22.9%で あ るが,回 答社 中の41.6%に 相 当 し,前 年に比べ て10%の 増加 を示 して い る。

一 方 「現在予 定 は ないが
,い ずれ使 う」 とす る もの は24.1%で,回 答社 中の44%と,前

年 よ り8%近 く減少 してい る。通 信 回線 利用 の計画 が着実 に現 実化 の ス テ ップを進 めて

い ることがわか る。 「将 来 とも使 う必要 がない」 とす るものの比率 が前年 に比 し減少 し

て い る こと も注 目 され る。

第6.17表 通信回線を利用する予定がありますか。

1社xl%酪 中の%1同 じく昨年の%

3年 以内に使 う ・・1・2・ ・1・ … 31.6

予 定 は な いカら・・ず れ 使 う1831・4・ ・144・ ・ 52.3

料金が安くなると使う1 ・2{・ ・1 ・・1

将来・も必要がない1 ・1・ ・1 ・・1 3.5

わからない1 ・21・ ・{ ・・1 9.8

そ の 他1 ・1・ ・1 ・・1 1.2

無 回 答1 ・551…1 1
計1 3451・ …1 ・…1 100.0

「通信 回線利 用 の方 法」(第6.18表)に ついて は 「テ レ ックス」(回 収数 中の21.2%,

回答社 中の40%で,前 年比6.2%増)と,「 オン ライ ン」(回 収 数中の10.7%,回 答 中

の19.1%で 前年 比2.5%増)が 増加 し,「 オ フライン」(回 収数 の22%,回 答申 の40.9%

で前年比9.2%減)が 減少 して い るの は興 味が あ る。料金 問題 との関連 が感 じ られ る。

第6.18表 つぎのどの方法で利用していますか。

1社 数1%1 回答中の% 同じく昨年の%

… ク・によ・伝送1 73{…i …| 33.8

専用線(・ ・ラ・・一 761…1 …i 49.7

朝 練(・ ・…)1 371…1 …1 16.6

無 回 答1 ・・31…1 1
計1 3451・ …| ・…1 100.0

「使 用 回線 数 」(第6.19表)で は,50bpsが 圧 倒 的 で,つ い で200bps,1,200bps,2,400

bpsと な っ て い る こ と は順 当 だ が,こ れ は ま た料 金 問 題 が大 き く関 連 して い る こ と は 明
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らかで あ る。

「回線 料金(月 額)」(第6.20表)は,分 布 が拡 散 して い るが

万円 に達 して い る。

第6.19表 使用回線数をお書きください。

回答 中の最 高額 は2,200

{社 数1 %[ 回答中の%
50bps ・・回線以下1 37

1…
29.4

・・一・・以下1 25 い ・1 19.8

・・一・・以下1 4 1…{ 3.2

・・一… 以下1 6 い ・1 4.8

… 以上1 5
|・ ・41

4.0

200bps ・・回線以下1 25 い ・1 19.8・

・・一・・以下1 6
1…1

4.8

・・一・・以下1 一

1一
一

・・一… 以下i 1 巨 ・1 0.8

… 以上1 1
1・ ・1

0.8

1,200bps ・・回線以下} 11
i・ ・1

8.7

1・・以上1 2
1・ ・

1.6

2,400bps ・・回線以下1 2 ・・1 1.6

・・一・・以下1 1
1・ ・1

0.8

無 回 答i 219
}…

計1 345 ・…1 100.0

第6.20表
通信回線料は月額いくらですカ㌔

}社 ∋ %1 回答中の%

10万 円以下 1 8 ・・1 8.7

10～50万 円 以下 1 251 7.2 27.2

50～100万 円 以下 1 ・71 ・・} 18.5

100～200万 円 以 下 1 13 ・・{ 14.1

200～500万 円以 下 1 ・61 4.4 17.4

500万 円以上 | ・31 ・∋ 14.1

無 回 答 1 2531 …1
計 1 3451 ・…1 100.0
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「情報 処理 サ ー ビス機関(計 算 セ ンター)」 が 自社 内の端末 装 置が利用 で きる1.ように

な っ・た と きの需 要に つい て.(第6.21表)'は,'意 外 に まだ関心 が低 い(利 用 す る19.7%,

利 用 しな い27.5%,わ か らな い33.0%)。 未 だ情報 処理 サー ビスにつ いての認 識 がゴー

ザーの 間に十分 浸透 して いな い とい うことが で きよ う。

(第6.21表)

情 報処 理 サー ビス機 関(計 算 セ ンターな

　

ど)の コンピュー タを,自 社内の端末装置

か ら利用できるようになったら莉用 します

か。1

1社 数1 %

利用する 1 681 19.7
利用しない 1 951 27.5
わからない 1 ・・41 33.0

無 回 答 1 681 19.7
計 [ 3451 100.0

その場合 「利 用 す る」理 由(第6.22表)と しては 「自社 で保有 す るよ り安 い」(57:3%)

が最 も多 く,「 利用 しない」理 由 と して は(第6・23表)「 自社 だ けで システ ムを保 有す る

だ け十 分 の業 務 が あ る」(50.6%)「 亨 ン ラ イ ン ・シ ス ラ「ムの 開 発 能i力 が あ る」(27.6%)

と 自 社 の 能 力 に 十 分 自信 を も って い る こ とが あ げ られ る。

第6.22表 利用する理由はつぎの何れですか。 第6・23表 利用しない理由はつぎの何れですか。

1社 数|%

デ ー タ量 が少 な く,自 社 で

コ ン ピ ュー タ を持 つ に 至 らぬ

オ ン ライ ン ・シス テ ムの 開 発

能 力 が な い

4

2

5.9

2.9

自社で保有するより安い 3gl57・ ・

そ の 他
126138・ ・

計 681i・ …

1社 数1%

自社だけで,シ ステムを保
有する十分の業務がある 79 50.6

オ ン ラ イ ン ・シス テ ム開 発

能 力 が あ る 43 27.6

費用が却・て高 くつ く1・31・ ・

運営棚 滑・・いかぬ1・61…

秘密懸 上{・ 巨 ・

・ の 他i・1・ ・

計 ■ ・561・ …

一方 ,「 情 報提供 サー ビス機 関(デ ータ ・バ ン ク)」 の利用 につい て1は(第6.24表)関 心
:{

が 高 く,42・3%が 「利用 す る」 と答 えてい る。 利用 す る場合 の需要 ば(第6.25表)「 経済

…統計
デー タ ・バ ン ク」 が最 も多 く(78.8%),「 科学技 術 デー タ ・バ ン ク」 が これに次い

で い る(39.0%)
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第6.24表 情報提供サービス機関(デ ータ:パ ンク)が 設立され,そ のコンピュータを自社内の端末装置から利用

できるようになつたら利用じますか。"-

i　 「 一[社 ∋%

lt..
t,利 用 す ・1・46142・ ・1

..・IJ用 ・な い ⊥ 『22/…　
「,『iわ か らな い;・ll2・32'5

i.'無 口:1651・8・ ・

i∴1計'「 ・4511・ …

i

第6.25表i利 用 す る場 合,つ ぎの 何 れ を 利用 します か 。 ・'

…

已 数1%

τ 、 ψ

経 済 統 計 デ ー ・ ・バ ン ・1・15178・ ・

科学技術 〃 57■9・ ・b・

医療情報 照

:1
黎1 .2.7

特許情報'〃 ・・■ 7r5 .

そ の 他 6.. 4・1,.

計
1・46

(注)

(注) .1社 で2.つ 以上 答 えて い る(Dで

%の 合 計 は100'を こえ る'。

「通信回線によるデrタ 伝送の場合」専用線によるか,電 話回線によるか,両 者併用

か・⇔ 四 』 継2%・ 臨 回線・8・・%・ 両甜 用・3・・%と ・ いまの と・ろ朝 ・

線 利 用 が 多 い。 …

第6,26表 通信回線によるデータ伝送を希望する場合,つ ぎの何れを望みますか。'
'…

,,巴 ∋%;

「 専 用 線 に よ る11834 .2

,電 話 交 換 回線 に よ る16318.3

両 者 併 用4713.6

無 回 答11733.9

計1345}・ ・…

|

これ は自社 内のデ ー タ伝送 を考 えてい る現 状 では当然 の こ とであ る。 それは両者併 用

¢ 場合 の専用線 と電話 回線 の比 率 につ いて もあ らわれてい る。(第6.27表),「 専 用線7

ん8割,;電 話 回線2～3割 ⊥(35.'6%)「 専用 線6割,電 話 回線4割 」(12.3%)「 両者 半

々 」'(26.0%)と 専 用線利用 が 多い。
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第6.27表 両者併用の場合,そ の比率は?

1社 ∋%
専用線100%電 話回線0 8 11.0

専用線90%電 話回線10% 2 2.7

専用線70～80%電 話 回線20～30% 26 35.6

専用線60%電 話 回線40% 9 12.3

専用線50%電 話 回線50% 19 26.0

専用線30%電 話回線70% 4 5.5

専用線0電 話回線100% 5 6.8

計1・ ・{・ …

椎 問題}・ついて は(第6・'28表)「 ア ・ リ'・なみの料金 にせ よ」・3.7%,「 現 在の半 額

以下」9.8%,「 遠距 離料 金 を安 くせ よ」24.5%,「 従量 制料金 を とれ」10.8%と 具体 的

な意 見が多 い。 また 「民 間の通信会 社 を認 め た ら安 くな る」21.6%,「 電 話 回線 を利 用

した ら安 くな る」10.8%と,現 在 の制 度 に対 す る批判 も多い。

第6.28表 通信回線料金が高いという声を聞きますが,

どのような制度ならよいと思われますか。

1社 数1%

アメリカなみ料金

遠距離を安く

民間通信会社

回線速度の向上

電話回線の利用 .

従量制料金

現在の半額以下の料金

そ の 他

14

25

22

7

11

11

10

2

13.7

24.5

21.6

6.9

10.8

10.8

9.8

1.9

計 ・021・00・0

第6.29表 回線速度について,

どれくらいのものが必要ですか。

}社 数lg6"

{

:

|
1
;

1

!

50bps 30

「

10.0

200bps 102 33.7

1,200bps 86 28.4

2,400bps 74 24.5

そ れ 以 上 10 3.4

計1・ ・21・ … 「
'

「回 線 の 速 度 」 に つ い て(第6・29表)に つ い て も200bps(33.7%),1,200bps(28.4%).

2・400bps(24・5%)と 高 速 化 を望 む 声 が 高 く(50bpsは10%),「 現 在 の 数 十 倍 」 を望 む

もの も(3.4%)を 占 め る。
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第4章 情報化社会と教育

1・ 一 般 教 育

A.概 況

産業,行 政,教 育 な ど社 会 のあ らゆ る分野 に おいて コン ピュー タ化 が促進 され るに と

もな って生産,管 理,行 政 の面 で能率 が高 め られて い るが,一 方 では組織 の再編成,人

間 的能 力 お よび知 的資源 の開発 が強 く要請 され てい る。

と くに,組 織体 で は種 々の レベルに おけ る管理 者層 の コンピ ュータ利用 や情報 処理 に

対す る認識 や理解 を深 め,情 報処理 の専 門技 術者 を養成 す るこ とが必 要 とな り,コ ン ピ

ュー タ教育 は国家的 に も社 会 的に もきわ めて重 要 な問題 とな って きた。

通 商産業 省の 「コン ピュー タ専門 要員 の需要 見通 し」 によ る と,1968年3月 か ら1972

年3月 まで の4年 間 に,シ ステ ムズ ・エ ン ジニアは,1968年3月 現 在 の6.0倍,プ ログ

ラマ は同 じ く5.3倍,ま た オペ レー タ も4.0倍 にな る もの と推 定 されて い る。'

ま た,財 団法人 日本経営 情報 開発 協会 は今後 の コン ピュー タの普 及拡大 に コン ピュー

タ教 育が きわ めて重要 な役 割 りを演 ず る ことを認 識 して,1969年5月 に教育 問題研 究委

員会(委 員 長北川敏 男九州 大学 教授)を 組織 し,学 校 教育,社 会人教育,電 算機 学校

の諸 問題 に つ き,そ れ ぞれ部 会 を設 けて調査研 究 をは じめ た。 同委員会 は同年11月 末 そ

(コ ン ピュー タ学校)の 研 究成果 に つ き中 間報 告 を ま とめ る とと もに,コ ン ピ ュー タ教

育 に関 す る要望書 を,文 部大 臣 は じめ,関 係大 臣,機 関,団 体 な どに提 出 した。

その要 旨は次 の とお りで あ る。

/1)大 学 お よび その他の学 校 につ いて
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① 教 育用 コン ピ ュー クの設 置促進 と助成

② 情 報技 術者 の養成 と専門 学科担 当教 員 の充実

③ 学生全般に対す るコンピュータ教育 の実施

④ 職 業高校におけるコンピュータ教育の実施

⑤ 社会人のための情報技術講座の創設

⑥ 情報化時代における学校教育のあ り方の再検討

(2)社 会人の再教育について

① トップの理解 と認識の徹底

② コンピュー タ専門要員の処遇の向上 ρ

③ 上級のコンピュータ要員を育成す るための高度の教育機関の設立 と標準 九 リキュ

ラム,教 材の開発 、 「' ,"

④ コンピュータ教育担当講師の充実 と講師斡旋活動の必要

⑤ 講習会,セ ミナーの内容の充実

⑥ 社会人のための大学の開放

{3)電 算機学校について

① 電算機学校を一般の技芸学校等の各種学校 とは異 なった形の特殊技術者育成機関

として オーソライズする

② オーソライズされた電算機学校の設置計算機については可能な限 りの助成措置を

講ず る

③ 通商産業省が実施す る認定制度 をさらに拡充す る必要がある

④ 、学校経営者はその社会的使命 と道義的責任を認識する必要がある

⑤ 電算機学校 は現在の カリキュラムを公開 し,特 殊技術者教育に不必要な部分を削

除 し,実 習時間,実 習課程 を極力充実 させ る

⑥ 電算機学校の教員は互いに交流研鎖す る場 を持つ必要がある

⑦ 電算機学校の質の向上を図 るため,し かるべ き機関が各界の協力 を得て標準 とな

るべ きテキス トの作成 とカリキュラムを制定す る必要がある'
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∴ また,同 委員 会,大 学部 会(主 査 ・森 口繁一 東京大 学教授)で は,情 報化時 代 にふ さ

わ、しい情 報 科学.情 報 技術教 育 を根 幹 とす る 、新構想 大学 、の試案 と,職 業高 校 におけ

るコンゼ ユ一 夕教育 の ための機器 の 、標 準仕様 と設置 基準 ミ につい ての意見書 を と りま

'とめ た
。、.,'・,＼ ・ ・ い ・

現 在 の コンピ ュー タ教育 は,一主 として,メ.τ カ〔な どに よ るユ ーザ ー教育,,コ ンピ ゴ

ータ学校 に'よる教育,'お よび企 業内教育 に よって行 な われて お り,専 門技術者 のほ とん

どは これ らの教育 に よって育 成 されて い る。 ま た,各 種 団体の行 な うセ ミナー,通 信教

育,'放 送 教育,学 校 教育 な どに おいて も,コ ン ピ ュー タ教育 は行 なわれ てい るが,情 報

処理 関係 の専 門課程 に お け る学校教育 以外 は,い ずれ も専門技 術者教 育 とい うよ りは,、

教養 的色彩 の強 い もの となって い る。 コ ンピ ュー タ要員 の 中で も,シ ス テムズ ・エ ンジ

ニ ア,・プ ログ ラマな ど,今 後,需 要 が大 きく増加 す る上 級 の専門技術 者 を育 成 し確 保す

るた め,通 商産 業省 は,上 級情報処 理技 術者育 成指針 を作成 してい るほか,情 報 処理研

修 セン ターの設 立,情 報処理 技術者 認定 試験 の実施 な ど,種 々の施 策 を行 な って い る。

`±'L第6 .30表 ユーザーが利用している外部教育機関 ・'

、.-el位:(%)・叉
一 般 管 理 者

シス テ ムズ ・ア ナ リス ト
'
シス テ ム ズ ・プ ログ ラマ

ー 般 プ ロ グ ラ マ

技 術 計 算 プ ロ グ ラ マ

オ ペ 、 レ ニ タ

・一一 曄 団墓

,40・9

43.3

51.4

55.3

46.7

62.1

27.0

41.2

34.6

27.9

37.4

23.6

通信 教育

11.3

6.9

7.2

7.4

7.5

7.1

ラジ オ ・

TV

7.5

1.1

1.4

0.9

3.7

q・7.

そ の 他

13。3

7.5

5.4

8.5

4.7

6.5

㈲(財)躰 騨 騨 臓 触 の「再教前 町 調 査」によそ・ただし撫 回答四

のを除いた該当会社数の比率である。

.}

B.一 般 的 な 教 育't.t"

a)'メ ー カ:な どによ るユー ザ`教 育 わが国 にお け る コンピュー タ教育 の主体 は メ

ー カー,輸 入販 売業者 な どに よって行 な われて い るユーザ ー教育 で あ ろ う。 この教育 は,

コ・シ ピ三_タ を販売 する営 業活 動あ一環 どして行 なわれ て きた もの で,歴 史 も古 く・・`教

育 内容 も比 較 的 充 実 して お り,ま た 無 料 で 受 講 で き る こ とな どか らユ ー ザ ー が 最 も多 く

利 用 して い るび 、/.∴,、 ・、 、,… 一.、 ・"・ 戸 〆 〆・'『 ∴
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乙 こでの教育 は,ト ップ ・マネ ジメ ン ト層,ミ ドル ・マ ネ ジメン ト層 か ら,シ ステ ム

ズ ・エ ンジニア,プ ログラ マ,オ ペ レー タな どの専 門技 術者 層 まで,非 常 に幅 広 い範囲

の層 を対象 としてお り,コ ン ピュー タに関 す る教養 的な教育 か ら,専 門技 術分野 の基礎

的 な教育,さ らには,実 際 に利用 す る場 合 の高度 な テクニ ックに つ いての教育 が行 なわ

れ るな ど,種 々の レベルにわ た る教育 が行 なわれ てい る。

これ らの教 育は,そ の 内容 に よって,通 常,2～3日 間 か ら,8～10日 間程度 の講義

が行 なわれ る教育 コースが,各 種 用意 され てお り,受 講者 は,各 人 の立場,目 的 に応 じ

て,こ れ らの コース を順次 受講 す る ことに よ って知識 や技 術 を身 につ け ることが で きる

よ うに配 慮 されて い る。 これ らの コースの数 は メー カーな どに よって異 な るが,多 い も

ので は50種 に近 い コー スを開催 して い るところ もあ り,そ の 内容 も従 来の プ ログラ ミン

グに関 す る ものだ けでは な く,オ ペ レー ティ ング ・システ ムやデ ー タ通 信 システム,さ

らに は経 営科学 に関 す る教育 な ど,相 当豊 富 な内容 とな って い る。

なお,最 近 の動向 と して は,こ れ までの講義形 式 では な く,FORTRAN言 語 の習得

な ど,内 容 に よっては,プ ログ ラム学習(ProgramedInstructi6n)が 利用 され る傾 向 に

あ り,こ れ らの内容 につ いて は各 人が 自習す ることを原則 とし,教 育 コースを開催 しな

い もの もあ る。

以上 の よ うな教育 コースは,通 常,定 期的 に開 催 され るの が普 通 であ るが,特 定の ユ

ーザ ーに対 して,コ ンピ ュー タの導 入時 や,企 業 内教育 の一環 と して,教 育 コー スの 内

容 に準 じた臨時 の教 育 も行 なわれ てい る。

この他,メ ー カーな どが 中心 とな って ユ ーザーの会 合が 出来 てい るの が普 通 で,各 種

の セ ミナ ーや シンポジ ウムが開催 され,ユ ーザ ー同志 が お互 いの情報 を交換 し,そ の技

術 の向上 を図 ってい る。

メーカーな どに よる教育 は,比 較 的充 実 してい るが,

①対 象者 が コン ピュー タを利用 してい るユーザ ーに限 られ てい るため一般 の人 は,こ

れに参加 そ きな い。

② 教育 内容 が営業活 動 の一 環 と して行 なわれ てい るため実践 的教育 が中心 であ り幅広

い知識 を習得 す るに は不向 きで あ る。

③ システ ムズ ・エ ンジニ アな どを対象 と した教育 内容 は入 門程度 の ものが多 く,コ ン
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ビュータの導 入手 順 な どの よ うに既存 の システ ムの利用 方法 の説 明に止 ま
ってい る もの

もあ る。.

な ど欠 点 も多 く,ま た,広 い分 野 のユ ーザ ーを対 象 と して い るため ,教 育 内容 は一般

的 共通的 な もの とな って お り,他 の教育方 法 を併用 してい るユ ーザ ーが多 い
。'

b)そ の 他の教 育 コンピ ュー タ関係 の教育 機関 と しては各種 団体 の開催 す るセ ミナ

ー,通 信教育 ,放 送教育 な どが あ る。

ユ ーザーが利用 す る外 部教育 機関 の申 で
,メ ーカ ーな どの開催 す る講 習会 に次 いで利

用 されて い るのが,各 種 団体 が開催 して い るセ ミナーで あ る。 これ は,通 常2～3日 間

の ものが多 く,費 用 も企 業 に とって手 頃 なた め,比 較 的多 く利 用 され てい る
。

一方
,通 信 教育 は,時 と所 を選 ばず学 習 で き,ま た費用 も安 価 なた め,一 般 の人 に多

く利用 され てい る。 その内容 も,理 論 的 な面 に つい ては,コ ン ピュータ学 校の教育 と同

程度 の もの と考 え られ,か な りの知 識 を吸収 す る ことが可能 とな ってい る。 しか し,実

習 の機 会 は ス クー リングが あ る とはい え,き わ めて少 ない。

また,放 送教育 として は,NHK教 育 テ レビ,日 本 短波放送,TBSテ レビ,東 京12

チ ャンネルな どが コンピュー タ講座 を放 送 してい るが
,そ の内容 は プ ログ ラ ミング を中

心 として い る。放送 教育 は講師 の解説 を受 け なが ら学習 で きる とい う点 で通信教 育 よ り

優れ てい る。 また,現 状 に おいて は放送 時 間が,1週 間に1時 間(再 放送 を除 く)程 度

で あ るた め,教 育 内容 は限 られて はい るが,広 く一 般 の者 を コン ピュー タに親 しませ る

た めの 教育 として役立 ってい る。

C.専 門 技 術 者 の 育 成 施 策

通商産業省は,1968年 度か ら上級情報処理技術者育成指針の作成に着手 し,1970年3

月には情報処理研修センターが設立 された。また,1969年 度か らは情報処理技術者認定

制度を発足 させてお り,同 年11月 には第1回 の情報処理技術者認定試験が実施 された。

a)情 報処]le技 術者育 成指針 の作成 シス テムズ ・エ ンジニ アな どの上級 の情報 処理

技術者 は,大 学における基礎教育の修了後,一 定の実務経験 を経て,さ らに高度の再教
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育 を受 け て育成 され る乙 どが望ま しいが,・わが国 では この よ うな組織 的 な養 成機 関 が欠

如 してお り,上 級情 報処理 技術者 の確保 は困難 な状 況 とな って い る。'㍑ ・

,わ が国 におい ては多数 の実務 家,研 究者 の協力 に よって上 級情報 処理技 術者 を育 成 し

て きたが;こ れ らの研究者,実 務 家 は体系 だ った教育 に馴 れて いない場合 が多 く,・あら

か じめ十 分 に吟味 され た育 成指 針 を用 意 し,講 師 が これに したがい体系 的な教育 を行 な

うことが望 まれ てい た。

「上級情 報処理 技術者 育成 指針」 は,以 上 の よ うな背景の もとに,通 商産 業省 が財団

法人 日本 情報処 理開発 セ ンターに委 託 して作成 していた もので,こ れに よ り各教育 機関

におい て上級情 報処理 技術者 の教育 を体系的 に行 な うこ とが可 能 とな るばが りで はな ぐ,

既 存の 情報処 理技術者 が その技術 を向 上 させ る場合 の ガ イ ドブ ックと して期待 され るで

∫あろ う。,…

、なお,こ の育成指 針 は,国 内の専 門家 だけで な く,海 外の専 門機 関 の協力 を求 めて作

成 され てお り,そ の 内容 は,① 企業 内に お け る日常業務 を検討 し改善 す るための機 械化

をね らい と して,比 較 的短期 の計 画 を含 んだ シス テ ムの設計 を行 な うのに必要 な教 科 を

含 んだ 「計 画 お よび管理 」 ②企業活 動 に必要 な情報 を収集,整 理 し分 析 して,企 業の

将来 の活 動計画 に資 す る資料 を提供 す るシス テムの設計 を行 な うの に必要 な教科 を含 ん

だ 「調査 および予測 」 ③ コン ピ ュー タを用 い たプ ロセス ・コン トロール ・システ ムの

設計 を行 な うの に必要 な教科 をふ くん だ 「計 算制御 」 ④ コン ピュータに関連 す る教育

を行 な う教 師にジ コン ピュー タお よび それ に関連 す る高度 な技術 を修 得 させ るの に必要

な教科 をふ くん だ 「コン ピュー タ総合 」 ⑤ コンピ ュー タを用 いた 自動設 計 や技術計 算

な ど,シ ステ ムを設 計 す るために必要 な教 科 をふ くんだ 「技術計算 および設計 」 の5セ

ク ターの教 科 に分 類 されて お り,情 報 処理技 術者 と して知 ってお くべ き内容 は,ほ とん

ど網羅 されて い る。._一.・ ・ …

b)情 報 処理研 修 セ ンターの設 立,.シ ステ ムズ ・エ ジジニ アな どの上級情 報処 理技術

者 に対 す る需要 は,今 後急増 す る もの と考 え られ てい るため,欧 米諸 国に お いては国 が

イ

中心 とな って積 極 的に情報 処理技 術者 の育成 を図 って お り,と くに ヨー ・ ッパ諸 国 にお

いて は特 殊法 人 を設 立 して シス テムズ ・エ ンジニ アの教育 を実 際 に行 な って い るが,'わ
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が甲のこの面における教育は著しく弱体であ:リノミ:上級情報処理技術者を育成するための

組織的娠 獅 擬 行なえる本格咋 専聯 関の設立が強迫 まれていた.い

この情報 処理研 修 セ ン ター は,こ れ らの事情 を背景 に1970年 の秋 の 開講 を 目標 に設 立

され た もので あ る。 こ こで は官公庁 職員,民 間企 業要員,一大 学,短 大,高 専 ,高 校,各

種学 校 な どの教育者 ・海 外 か らの政 府 ベー ス研修 生 を対 象 と して,前 述 の育成 指針 に も
Ii

とつ いて,シ ス テムズ ・

育成 す るぽか,管 理 者 や

べ き人材 が養成 され るこ

C)情 報処理技術者認定試験

どによる教育,企 業内教育,

プログラマ教育に対する明確 な基準がないため,こ れ らによって養成 されたプログラマ

の質が問題 となっていた。

このため,通 商産業省は,1969年7月16日 付け官報 に通商産業省告示第366号 として

「情報処理技術者認定規則」 を告示 し,こ れに基づいて,第1回 情報処理技術者認定試

馳 唄1r日 頃 京と大阪で熟 は ・この鏑 こはヅ ・グ・.・の設計・・高度のプ・

㌘ ムの願 およ鴎 曄 情報処理技儲 などの嬬 に主として繰 する者捌 象とし
た第1種 精髄 理技縮 認定謙 と・プ・グラ・の調 書に挙 くプ・・'i,・作成に主

と して従事 す る者 を対 象 とした第2種 情報 処理 技術者 認定試 験 が あ り,、1969年 度 の試 験

科 目は第6.31表 の とお りであ った。.

第1回 試 験 の応 募者 誓 は・ 第1種 が13・・OOQノ()・・
、.第,2種が29・OqO人 ・ 合 わせて42・000人

であ ったが,試 験の結 果r
s第1種 はSll人 ・第2種!よ1832・ 人・計2・643人 が情 報処理 技

術 者 と して 認 定 され た 。

.第6.3|表 情報処理技術者認定試験科目

エ ン ジ'ニ ア,シ ニ ア ・フ.ロ グ ラ マ な ど の上 級 情 報 処 理 技 術 者 を

教育鋼 栖 舗 な・1・馴 促進のたや 中核となる

とが 期 待 され 哲 い る。'i.1

!

},「
,

わが 国に おけ るフ。ρグ ラマは,主 として,メ ー カーな
!・1

コンピ ュLタ 学 校 に よ る教育 に よづ て養成 され て い るが ,

試験の種類 試 験 科 目

第1種 情報処理

技術者認定試験

1.'シ フ トウ ェアの 知 識

2・ プ ロ グ ラム の設 計 能 力 .

3・ プ ログ ラム の作 成 能 力

4.ハ ー ドウ ェア の知 識

5・ 関 連 知 識

試験の種類 試 験 科 目

第2種 情報処理

技術者認定試験層

1・ ソフ トウ ェ アの 基 礎 知 識

2・ プ ログ ラ ムの 作 成 能 力//

3.八 一 ドウ.エアの 基 礎 知 識

4.『 関 連 知'識
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なお,年 令別 の合格 者 数,職 業別 の合格者 数は第6.32表 の とお りであ り,第1種 合格

者 の平 均年令 は28.1才,第2種 合格者 の平均年 令は24.6才 で あ った。

第6.32表 年令別および職業別合格者数

区 分 已 ・ 種 已 ・ ∋ 合 計

年

令

別

20才 以 下4(0.5)

21才 ～25才199(24.5)

26才 ～30才437(53.9)

31才 ～35才 ・143(17.6)

36才 ～40才23(2.8)

41才 以 上5(0.6)

229(12.5)233(8.8)

1,014(55.3)1,213(45.9)

426(23.3)863(32.7)

119(6.5)262(9.9)

35(1.9)58(2.2)

9(0.5)14(0.5)

会 社 員 702(86.6) 1,385(75.6) 2,087(79.0)
職 公 務 員 47(5.8) 126(6.9) 173(6.5)

業 学校 ・研究機関勤務者 9(1.1) 31(1.7) 40(1.5)

別
学 生 ・ そ の 他 18(2.2) 172(9.4) 190(7:2)

不 明 35(4.3) 118(6.4) 153(5.8)

合 計1・ ・・ ・・…)1・832(・ …)1・643(・ …)

(注)単 位 人,()内 は%

D.コ ン ピ ュー タ 学 校

コンピュータ学校は時代の脚光 をあび,過 去2～3年 間に急速に増加 してお り,現 在,

全 国に90校 以上存在 し,年 間15,000人 以上の卒業生を社会に送 り出 している。 このよう

に コンピュータ学校の存在 と役割は,わ が国の情報化社会への前進にあたって重要な地

位 を占めつつある。

財団法人 日本経営情報開発協会の教育問題研究委員会 ・各種学校部会'(高 柳晃主査)

は1969年7月,「 電算機学校についての実態調査」 を実施 し,同 年12月 に調査結果につ

いての報告書 を提出した。同報告書の×要はつ ぎのようである。

a)設 立の経緯について わが国の コンピュータ学校は正式の認可 を受けてい るもの

は少な く,そ の設立経緯か らい くつかの種類に分類 され,そ れぞれ特異の性格 を有 して

い る。

すなわち,学 校教育法に基づ く正式 な学校法人は少ない。 また,認 可基準は建物,設

備 などに関す る基準以外 はゆるやかであ り,認 可後の指導監督 も必ず しも十分に行なわ
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れ てい る とは言 いが たい。 したが って入学 希望 者 は学校 の良 否 が判別 しに く く,ま た採

用者側 に も卒業 生の実 力 を判 断 しに くい面 が あ る。

設 立 の経 緯 をみ る と,放 送 ・テ レ ビの技 術学 校 が併 設 した もの,計 算 セ ンターな どが

開設 した もの,コ ン ピュー タ ・メー カーが設置 した もの,テ レ ックス ・経 理 な どの学 校

が併設 した ものな どが あ り,そ の施設,規 模 は まちま ちで,大 は生 徒数3,000人 を擁 し,

2年 コースで寄宿 舎 まであ り,短 大 に匹敵 す る もの か ら,小 は200～300人 で コン ピュー

タを設 置 してい ない ものまで種 々 あ る。

b)コ ース と時 間 について コン ピュー タ学校 の コー スは,ソ フ トウ ェア教 育 が圧 倒

的 で,期 間 は1年 コースが最 も多 く,つ い で6ヵ 月 コー ス とな って お り,時 間帯 は夜間

コースが 最 も多 く,つ いで全 日 コー ス とな ってい る。

第6.33表 コン ピュ ー タ学 校 の コー ス種 類

黙
2年

1年

6ヵ 月

3ヵ 月

午 前

ソ フ ト

ウ ェ ア

6

ハ ー ド

ウ ェ ア

シス テ

ムズ ・
エ ン ジ

ニ ア

午 後

ソ フ ト

ウ ェア

4

1

ハ ー ド

ウ ェ ア

シス テ
ムズ ・

エ ン ジ

ニ ア

夜 間

ソ フ ト

ウ ェア

3

15

12

ハ ー ド

ウ ェ ア

3

シス テ

ムズ ・
エ ン ジ

ニ ア

1

8

全 日

ソ フ ト

ウ ェア

7

6

3

1

ハ ー ド

ウ ェ ア

4

1

シス テ

ムズ ・

エ ン ジ
ニ ア

丁
ソ フ ト

ウ ェア

10

31

16

1

ハ ー ド

ウ ェ ア

7

1

計1・1

シス テ
ムズ ・

エ ン ジ

ニ ア

1

8

1 ・1 1 |・・1・1・1・71・1 1581・1・

(注)出 所;1969年7年 月末現在 対象21校 日本経営情報阪発協会調べ

■

c)'学 生 について 在校 生 は15,000名 を こえ,う ち女子 は14%前 後 であ る。在 校生 の

内訳 を大 部分 を占 め るソ フ トウ ェア ・コー スにつ いてみ ると,有 職者 は45%,無 職者 が

同 じく45%,大 学在学 生 は10%で 無 職者 は高校卒 業生 で あ る。 有職者 はほ とん ど,1年

ない し6ヵ 月 の夜間 コー スに集 中 して い る。 無職 者 の場合 は大 多数 の学生 が,1年 ない

し2年 の全 日コースにお いて受 講 してい る。

d)実 習時間について 各校 とも実習時間はかな り割 り当て られてい るが,1人 当 り

の実習時間は必ず しも十分ではない。 ▽
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第6.34表 』ソ フ1ト.ヴゴ ア1(O内 は コ]ス 数)±.`" 単位:(人):

漂 き＼ 有 職 学 ・生
・ 無 職'㌦

∴ 計

司 女1計' .男 ,女 。計.
当 女1・ 計. 釧 女・・1計

期1

,間'

別

2年 ⑦

構成比%

64078718

23.6'2.926.5

9359

・3.42.2

152

5.6

1,444

53.3

3941,8382.177531

14.6'67.978.319.7

2,708

100

1年 ⑳

構成比%

2,222・276

45.05.6

2,498

50.6
'

52222

10.60.4

544

11ど0
.、 」

1,400

28.3

497

10.1

1,18974:144

38,483.9
,
、1譜

6ヵ 月⑮

構成比%

1,052641,11620732239483985811,712

54.53.257.710.71.612.3'25.05.030.0⑨0.0

1941,930
層

10.0100

3ヵ 月①

構成比%

13

62.0

4

19.0

170

81.00

0

0

`

040

019.00

4

19.0

17

81.0

421

19.0100

合 計 ⑪

'構成比%

「
3,9274224.349822

40.94.445.38.6
、

113

1.1

9353,331

・9.734.7

989

10.3

4,320

45.0.

'8
,080

84.1

1,524

15.9

9,604

100

時

間

】
`別

午 前 ⑥

構成比%

12

1・71

013

01.7

420
「'5 .60

42
7「

5.6

534

71.1

162696589 6 ,,

21.6'92:778.〆4

162

21.6

751

100

午 後

構成比%

4

1.3

04343

01,310.6

3719090 ψ
0.9・ 〔11.559.228.0

280

87.2

228

71.0

93

29.0

321

100

夜 間・

構成比%

3,871

71.7

4184,289

7,779.4

599

11.1

49

0.9

648362

12.06.7

102

1.9

464

8.6
「

4,832

89.5

569

10.5

5,401

100

全 日

構成比%

3944314761

1.20.21.44.71.9

2082,245

6,671.7

635

20.3

2,880
:
92.0

2,431

77・6

700

22・4

3,131

100
|

出9T:'969年7⇒ 日綱r発 【
、'・:"

ソ フ トウi・ア ・・一スの場 合 では麟 時間 の'うちお よそ25%挟 習 時間 に割 当 て・・る

ゴ

が,学 生 数 の多 い コースでは1人 当 りの実 習時 間が相対 的 に少 な くな り,1年 コー スで`

は1人 当 りの実 習時 間は1時 間に達 しない よ うで あ る。 したが って実習 は2～10人 の グ

ル ープで行 な うの が大部 分 で あ る。

'第6 .35表 実 習 割 当 て 時 間(1968年 度)

1・ 一・数 ソフ・ウ・・デlr・ ・数 レ・一 ド・・プ1・ ・剰 語 。誉

実習時間
授業時間

実習割当て率

47.
8,333

33,394、

25.0%

7

-
2;360

12,030

19:6%・

6
546

1,818

30.0%

出所:1969年7月 末現在 日本経営情報開発協会調べ

e)'就 職 状況 について'入 学 者 の卒 業率 は75%で,う ち有 職者 ど進学者 を除 いた就職

対 象者 の就職率 は67%で あ る。就 職先 は コ ンピ ュ・一ーータ ・メTカ=,'計 算 セ ンタ]お*び
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二 般ユゴ ゴ あ るが・一眠 プ ーの場合は・特獺 瀦 具 謙 用するよ りも・む

レろ高校卒 として人物に重点をおいているところが多い。・その理 由のひとつはコンピュ

ー タ学 校 の教 課 内 容 や,卒 業 生 の実 力 が 採 用 者 側 に必 ず し も判 らな い こ とに よ る もの と

思 わ れ る。 ,'』'・ 旬..t・ －

f)教 員について 教員数は非常に少な く,専 任教員 の負担は重 く,教 員の定着性 を

、確保 しに くい。 ,'

、教員Qう ち専任 はおよそ40%で,あ とは外部講師に依存 している。'したが づで専任教

員1人 当 り1の受持学生数 は75名 以上 とな り,教 育効率を阻害 している。 ことに情報処理

技術者の全般的不足は教員の定着性を脅 してお り,学 校経営者は教員の不足 を補 うため

に自校卒業生 を教員に採用す るなどの方法を どうているが,実 務経験の不足が教育効果

の面で問題を生 じつつある。また,情 報処理技術の進歩 は非常に急速なので,教 員 は常

に新技術に対応す る知識 を吸収 しなければな らないが,現 在の教員にはこのような時間 ・

第6.36表 教 職 員 に つ い て 単位;(人)

1/＼1
'

専 任.教 、員

外'部 講 師

助 手

.専 任 オ ペ.レ ー タ

専 任
キ ー パ ン チ ャー

22校 構成比%

男 185

女
'21

206 36.7

`

男 222

女 4

226 40.2

男 44

女 8

52 9.3

男

女

30

5

35 6.2

男 0

、1女 41

41 7.3

㌧ 二ζL)巳
1

1

2 O.3

合 計
男 482

562 100

女 80

出所:1969年7月 末現在 日本経営情報開発協会調べ
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的余裕 が十 分 になし㌔ 教 員 は 自己研 修 の機 会 と,他 校 の教 員 との交 流 の場 を求 めてい る
。

g)設 備投 資につ いて コ ン ピュー タ学 校以外 の他の各種 学校 の場合 に比 べ て,コ ン

ビ'ユー タ学校 で は実 習用 コン ピュー タに投 ず る費用 が大 きいた めに,採 算 上,設 備 と学

生 数が アンバ ランスであ った り,あ るい は実用 に適 さない 旧型機 を使 用 して い る例 もな

い わけで は ない。

h)カ リキュラムな どについ て 現在 の コン ピュー タ ・ブー ムに乗 って教材 や施 設が

十 分に整 備 されな いま ま開校 を急 いだ り,ま た閉鎖的 な経 営 を行 な って いて
,カ リキ ュ

ラムな どが公 開 され てい ない と ころが多 い。 この こ とは入 学者 を失望 させ ると ともに
,

卒業生 の就 職に も悪 い影 響 を与 えてい る。 学校経 営者 は コン ピュー タ学 校 の社 会的 な使

自覚 して,共 通 の問題 を話 し合 う場 を設 け,そ の質的向上 をはか る とと もに
,カ リキ ュ

命 を ラムを公開す るな どの措 置 を と り,社 会 お よび企業 の信頼 を高 め ることに努 力す る

必要 が あ ろ う。

i)認 定試験について1969年11月 に行なわれた情報処理技術者の認定試験は一部に

は学校の教育方針が歪め られ るおそれがあるとの意見 もあるが大部分の学校 は歓迎 して

い る。 す なわ ち,こ れ に よって卒 業生 に 自信 と資格 を与 え ることは
,社 会 的に も有意 義

な こ とで あ り,学 校経 営 におい て も,教 育 目標 が明 らかにな り,カ リキ ュラム ・テキ ス

トが整備 され ることになれば教育効果の上で好 ましいことになる
。 また採用者は卒業生

の実力を評価する客観的基準を得 られることになるとして期待 している
。

j)今 後 の課題 今後 の課 題 と しては㌍ コンピ ュー タ学 校 の質 的向上 をはか るために
,

① コン ピュー タ学校 を一般 の技芸 学校 な ど とは異 な る形 の特 殊 な機 関 と してオ ーソ ライ

ズす るこ と・ ② オー ソライ ズ された コ ンピ ュー タ学 校の コン ピュー タについ てはで きる

だ け助成措 置 を講ず るこ と,③ 適 当な機 関に おいて カ リキ ュラ ムの制定 と,テ キ ス トの

作成 を行な うこと,④ 教員に研鐙 と交流の場 を提供すること,⑤ 学校経営者が相互に共

通の問題 を協議 し,ま た採用者側 と意見交換ので きるような協調体制 をつ くることなど

が必要であろう。
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2.学 校 教 育

A.概 況

わ が国の大 学 に おけ る コンピ ュータ利用 の歴 史 は,1969年 版 コン ピュータ白書 第4部

第4章 で触れ た よ うに1958年 に東京 大学(PC-1),東 北大 学(SENAC),京 都 大学

(KDC-1)が 相前後 して数値計 算用 の コンピ ュー タを製 作設 置 した時に始 ま る。 そ

の後,年 を追 って急速 に大学 に お け る計 算需要 が増大 し,大 型 システ ム利用 に対 す る要

求 が生 まれ1965年12月 目本 学術会議 は大 学 にお け る大 型 コン ピュータ設 置5カ 年計 画 を

政府 に勧告 した。現在 す で に東 京大学(第3地 区)を は じめ として順次 京都大 学(第5

地 区)東 北大 学(第2地 区)九 州大学(第7地 区)大 阪大 学(第6地 区)の 各 大学 に全

国共 同利用 セ ンターが 開設 され てい る。 また,近 々の うちに北 海道大 学(第1地 区)名

古 屋大学(第4地 区)の 両大学 に開設 され る予定 で あ る。

これ らの セ ンターの 業務 の大 部分 は,制 度上 の建 て前 か ら研 究用 で あ って科学技 術計

算 が主 体で あ る。 わが国 の学 校教育 に お け るコン ピュー タ利用 技術 教育 は,コ ンピ ュー

タ利用 の研究者 向 けに大学 で実施 され,一 部 の例外 を除 けば,主 と して理 工系,数 学 系,

経 済系 な どの研 究者対 象 で あった。

民 間におけ るコン ピュー タの普及 と需要拡大 に と もない,上 述 の研究 者以外 に もコ ン

ピ ュー タを使 用 す る能力 をそな えた技 術者 す なわ ち,情 報 処理技 術者 の養成 が急務 で あ

る ことが高唱 され るに至 った。 とくに1969年5月30日,通 商 産業 省産業構 造審議 会 が

1972年3月 末 にお け る情 報処理 技術者 の 職種別要 員推 定数 を発表 してか ら,学 校 教育 に

対 す る情報 処理技 術者教 育 の振興 が課題 と して強 く訴 え られ るに至 った。

文部 省に おいて も,こ れ と前後 して1969年5月12日 「情報 処理技 術教育 に関す る調 査

研 究」 プ ・ジ ェク トを発足 させ,そ の一 環 と して 「情報処 理教育 に関 す る会議 」(山 内

二郎 主査)を 催 し

①情報処理 教育振興 に関す る当面施 策

②情報処理 技術 者需給 計画



306第6部 コンピュータ利用の進展と問題点

③教員需給計画

④電子計算機設置計画

⑤教育課程 ・教材の開発計画

⑥電子計算機活用 を主軸 とする総合大学構想の立案

な どを課題に審i議を進め ることとなった。

同会議 は,1969年7月30日Cに おいて述べ るよ うな 「情報処理教育振興に関する当面

の施策」中間報告 を発表 した。

また,文 部省理科教育お よび産業教育審議会は,1969年12月3日 「高等学校における

情報処理教育の推進について」(建 議)を 発表 し,高 等学校におけ る情報処理教育の目

標,教 育課程の整備,推 進学科の設置などの具体策を文部大臣に建議 した。 この方針に

沿 って,文 部省は,1970年 度か ら,高 等学校の商業および工業に関する学科にそれぞれ

情報処理科および情報技術科の特設 を奨励するほか,都 道府県における情報処理教育の

ための教員の現職教育 および生徒の共同利用教育実習を目的 とするセンターの設立を助

成す ることとなった。

情報処理教育の学校教育における浸透は,緒 についたばか りであ り,政 府の情報処理

教育振興の具体構想について も,な お,情 報処理教育に関する会議などにおいて審議申

の段階であるが,上 述 のような政府の財政投資や教育関係者の熱意によって,学 校教育

における情報処理教育の急速な進展が期待 され る。

B.情 報 処 理 教 育 の 最 近 ま で の 状 況

a)大 学

大学における情報処理技術者の養成 を主目的 とす る学科 としては,

計数工学科,管 理科学科,経 営理学科,産 業工学科などがあるが,こ のほか,数 学,

電気,電 子,制 御,経 済,商 学,経 営 などの諸学科において も情報処理に関す る授業科

目を設 けている。

1969年5月 に実施 された情報処理技術者の養成 を主 目的 とした学科についての文部省

調べ(回 収率70.6%)に よれば,1968年3月 卒業者の うち,情 報処理技術者 として就職

した者は869人 であ り,情 報処理に関する授業科 目を開設 レている大学は,1969年4月
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現 在 で94校 であ る。

b)短 期 大学 短期大 学 にお け る情 報処 理技術 者 の養 成 を主 目的 とす る学科 として は,

能 率科,工 業計 数科,応 用数学 科 な どが あ り,こ の ほか,電 気 科,電 子工学 科,商 科 な

どで情 報処理 に関す る授 業科 目を開設 してい る。

1969年5月 の文 部省調 べ(回 収率61.5%)に よれ ば,1968年 率 業者 中情報処 理技 術者

として就 職 した者 は55人,情 報 処理 に関 す る授業 科 目を開設 して い る短 期大学 は,1969

年4月 現在 で24校 であ る。

c)高 等 専 門学校 国 公私 立 の高等専 門学校60校 中,情 報 処理 技術者 の養成 を主 目的

とす る学 科 を置 くものは ないが,情 報 処理 に関 す る授業 科 目を開設 してい る も の は,

1969年1月 現在52校 に達 し,同 年3月 卒業 者 中情報 処理 技術者 と して就 職 した者 の数は,

合 計455名 にお よんで い る。

d)高 等 学校 東京,名 古 屋,大 阪,広 島,富 山に ある商業 教育共 同実 習所 において,

コン ピュー タを設置 し,そ の利用 法 および フ。ログ ラ ミングの基 礎教育 を実施 してい るほ

か,10数 校 の商 業高等 学校 で情報 処理教育 を実施 してい る。

また,コ ンピ ュー タの構造 に関 す る基礎 教育 を実施 して い る工業高 等学校 の学科 数 は,

電 子関 係学科201,電 気関係 学科593に 上 ってい る。

C.情 報 処 理 教 育 振 興 に 関 す る 当 面 の 施 策

1969年7月,冒 頭に述べた情報処理教育 に関す る会議 は,標 記について要旨次のよう

な中間報告 を発表 した。

{1}学 校教育におけ る情報処理教育は,情 報化時代 を主体的に生 きる人間の教育はいか

にあるべ きか という視点か ら適切な ものでなければな らない。

倒 情報処理教育 は,そ の性格上高度の情報処理専門家の養成を目的 とする情報処理専

攻学科のみに止ま らず,小 学校か ら大学に至 る各学校段階で広 く一般児童 ・生徒 ・学

生を対象 として適切に実施 されねばな らない。

{3)情 報処理教育の推進に当って当面最大 の障壁 は,教 育指導者の不足 であ り,情 報処

理教育 を担当 しうる高級技術者の育成が焦眉の急務である。

{4)高 級技術者 の育成 もまた,単 に大学の専門学科のみに頼 らず,広 く,高 等教育機関
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全般 に情 報処 理技術 に関 す る講座 ・学 科 目また は授業 科 目を設 け るな ど して情報 処理

以外 の分 野 を専攻 した多様 な情報 処理技 術者 を育成す る ことが大切 であ る。

倒 これ らの学 科 ・講座 ・学科 目 ・授業科 目の情報 処理技 術養成 の機能 を高 め るには,

従 来の 学部 ・学科 の壁 を破 り,全 学 に開放 され た,共 通 講座,共 通学 科 目的性格 を帯

びた ものにす るこ とが要件 であ り,学 生 に対 して十 分 な コン ピュー タ ・タイ ム と指導

者 と くに助手 ク ラスの指導員 の充足 を図 る ことが大 切 であ る。

〔6)従 来 の伝統 に束縛 され ることはな く上記 の企画 を達成 す るため,コ ン ピュータを最

高度 に活 用 し,コ ンピュー タ教育 の セ ンター としての役 割 をにな う総 合大 学 の構想 を

検討 す る必要 が あ る。

D.1970年 度 施 策 と 今 後 の 展 望

a)人 材養成

(1)情 報処理教育調査研究

情報処理教育の内容,方 法その他振興の具体策について文部省は,引 き続 き,調 査研

究を実施 する。

さしあた り,「 当面の施策」を確立するほか,情 報処理技術者の供給予測,教 員需給

計画,電 子計算機配置計画,教 育課程 ・教材開発計画 ・情報総合大学構想の研究 に着手

す る。

囹 教育に対する現職教育の実施

情報処理教育 の振興には,教 員の情報処理技術に関する資質向上が先決であることに

鑑み,国 立の大学,短 期大学,高 等専門学校の教員を情報処理の分野での先進大学に内

地留学 させ研修の機会を供与す るほか,高 等専門学校教員60名 を対象に夏季講習会 を実

施する。また,高 等学校の情報処理教育担当教員40名 を対象に養成講座 を開講す る。

(3)情 報処理教育センターの設置

高等学校における情報処理教育担当教員の研修および生徒の実習を行 なうための都道

府県の施設 およびこれ らの施設に設置する設備に必要 な経費を補助する。 この結果,近

く,全 国都道府県 に6ヵ 所の共同利用施設が発足することになる。

なお,工 業高等学校については,1970年 度に4学 科4学 級,商 業高等学校については,
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10学 科10学 級の情報関係専門学科が発足 し,1974年 度 までに両者で少 なくとも150学 級

以上の専門学科が設置 される見込みであ る。

④ 国立大学などにおける学科,講 座 などの新設

情報処理教育当面の課題である情報処理技術者 ・研究者の養成 を目指 して,つ ぎの国

立 の大学,短 期大学,高 等専門学校に合計8学 科 を設置する。

〔大学〕

東京工業大学理学部情報科学科

電気通信大学電気通信学部電子計算機学科

山梨大学工学部計算機科学科

京都大学工学部情報工学科

大 阪大学基礎工学部情報工学科

〔短期大学〕

山形大学工業短期大学部情報工学科

(高等専門学校〕

釧路工業高等専門学校電子工学科

東 京工業高等専門学校電子工学科

以上のほか,つ ぎの3大 学について関係講座 の整備充実が図 られた。

岩手大学工学部電子工学科 情報処理工学

京都工芸繊維大学工芸学部共通 電子計算機工学

滋賀大学経済学部 電子計算機論

b)情 報科学の振興

(1)大 型計算機センターの新設 ・整備 など

北海道大学,名 古屋大学に大型計算機 センターを新設するほか,東 京大学,京 都大学 ,

大阪大学,九 州大学,東 北大学の センターを整備す る。

(2)研 究施設 ・研究所付属施設 などの新設整備

東北大学工学部応用情報研究施設にプログラ ミング体系部門,東 京大学理学部情報科

学研究施設に情報基礎理論部門 を増設 し,一 ツ橋大学経済研究所 日本経済統計文献 セン

ター,神 戸大学経済経営研究所経営分析文献 センターを整備す るほか ,東 京大学工学部
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にオンライン実験 センター設備 を整備する。

(3|電 子計算機の導入

国立統計数理研究所に大型電子計算機を導入す るほか,金 沢,東 京工業大学,九 州の

各大学 および東京大学生産技術研究所に中型電子計算機 を,北 海道教育,北 見工業,東

京学芸,群 馬,山 梨,神 戸,島 根,高 知,福 岡教育の各大学,図 書館短期大学,群 馬,

沼津の両高等専門学校 および大阪大学社会経済研究所に小型計算機を導入す る。

私立大学に対 して も,私 立大学研究設備整備費補助金 を交付 してコンピュータ関係設

備の整備 を図 る。

困 科学研究費補助金

新たに特定研究 として情報処理に関する基礎的研究 を助成す る(特別枠1億2千 万円>

c)教 育工学の開発

(1)教 育方法改善特別設備の試作

電気通信大学に学生基礎実験遠隔教示 システム試作費を交付する。 このほか,香 川大

学 ほか数大学でCAI機 器の開発をすすめる。

(2}教 育機器の活用に関する中学校教員講習会の開催

期間2週 間,184人 を対象に社会,数 学,理 科,外 国語関係機器利用の講習会を4回

にわた り,開 催す る。

(3)教 育 システム研究の推進

文部省 コンピュータその他の教育工学的手法 を活用す るための研究推進連絡会議 を設

け,教 育 システム研究の能率的推進を図る。

倒 アジア地区プログラム学習実験事業ユネスコと共催で専門家会議 を開催するほか

理科,英 語,地 理に関す る実験 プログラムを作成する。

(5)国 際的交流OECDと 共催で国際会議 を催 し,コ ンピュータの教育への適用 につ

いて,ア メ リカ合衆国,イ ギ リス,フ ランス,西 ドィッの専門家 と協議する。
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3企 業 内 教 育

A.概 況

企業 規模 の拡大,巨 大 化,国 際化 に と もない取扱 う情 報量 の増大 とその迅 速 な処理 が

企業 に おけ る コンピ ュー タ化 の ニー ズをます ます増加 させ てい る。

単 な る事務 処理 の省 力化 に止 ま らず,経 営管 理 の意思 決定 に まで拡大 して機械 化 の対

象 を考 え ると,コ ン ピュー タに関 す る知識 と理 解 は,コ ン ピュ]タ 室の専 門要員 だ けで

な く全 社的 に必 要 であ るとい う認識 が強 くな って きた。 す なわ ち トップか ら一般 職員 に

至 るまで,コ ン ピ ュー タに関す る正 しい理 解 と必 要 な利用技 術 の習得 が強 く要請 されて

い る。

このよ うな視 点か ら,一 般管 理者 の教育 とコン ピュー タ専門要員 の教育 に関 す る(財)

日本経 営情報 開発協 会の アンケー ト調査 か ら企 業 内教 育 の現 状 をなが めてみ よ う。

(調 査対象)

1969年8月 の同協会 の調 べに よれ ば,調 査対 象 は157社 で,業 種 別 には製造業44%,

金 融関係22%,そ の他 が34%の 構成 とな って い る。 資本金規 模別 で は,200億 円以上 が

33%,50～200億 円未満 が28%で あ り,年 間売上高 は,3,000億 円以上 が32%,500～

2,000億 円未満 が29%で あ り,さ らに,従 業員 が5,000人 以 上が55%,1,000～5,000人 未

満 が27%と,大 企業 が大半 で あ る。 コンピ ュー タ部 門に つい ては,52.9%が 部 と して組

織 され て お り,コ ン ピュー タ要 員数 も30～99人 が36.9%,100～199人 が28.7%で あ る。

経 験 も,5～10年 未満 が42.7%,3～5年 未 満 が22.9%で あ る。

B.一 般管理者 の教育

各企 業に おけ る一 般管理者 は,コ ンピュー タに つい て如 何 な る関心 を もち,ど んな 目

的 で どの よ うな 内容,方 法の教育 を受 けてい るか につ いて,人 事,教 育 関係部 の 回答 を

み よう。

a)関 心度 につ いて 一 般管理 者の コン ピュー タへ の関心度 につ いて,31%の 企業 が
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「高 い」 と答 え,64%の 企業 が 「普 通」 と答 えて い る。 す なわ ち大部 分の企 業 において

か な りの程度 に コン ピュー タに関心 を もってい る もの とい え る。

関心度 が高 い理 由に は 「業務 に関係 があ る」 「必要 が予想 され る」が あげ られて い る

が,具 体的 な各 担 当業務 の中に,い か に コン ピュー タを役立 てて い くかが,コ ンピュー

タ教育 の キー ポイ ン トに な ろ う。

第6.3図 一般管理者のコンピュータへの関心度
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b)教 育 の 目的 について 一 般管理者 に対 して コンピ ュー タ教育 を行 な って い る企業

は80%に 達 す るが,そ の教育 目的 を コンピュー タ導入年 数別 に調 べ てみ る と,ひ とつの

傾 向が うかが われ る。

第6.37表 教育の目的について

導入年数別

教育目的
1年 未満

1～3年
未 満

3～5年

未 満

5～10年

未 満
10年 以上 無回答 計

①現実の必要から 1
(16.7)

1
(5.9)

7

(33.3)

・917

(3&0)1(3&9)
0 35

(31.3)

②協力体制づくりに
3

(50.0)

13

(76.5)

9

(42.9)

19

(38.0)
6
(33.3)

0
50

(44.6)

③将来に備えて
2

(33.3)

1

(5.9)
4
(19.0)

7
(14.0)

1
(5.6)

0 15
(13.4)

④一般教養として
0 2

(11.7)
0 5

(10.0)
4

(22.2)

0 11

(9.8)

⑤ その他
0 0 1

(4.8)
0 0 0 1

(0.9)

計
6

(100.0)

17

(100.0)
21
(100.0)

50
(100.0)

18

(100.0)

0 112

(100.0)
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第6.37表 に示 す よ うに,導 入 年数5年 を境 と して,教 育 目的の第1位 が 「協 力体 制 づ

く りに」 か ら 「現実 の必要 か ら」 に変化 して くるの は,そ れ だけ コン ビ。ユ一夕の お よぼ

す影響 が各部 門 に浸透 して い るといえ る。 しか し 「現実 の必要 」 と 「協力 体制づ くり」

の2目 的 を合計 す る と,全 体 の76%に まで お よび,「 将 来 に備 え」 と 「一 般教養 」が低

い ことは,一 般管理 者 に対 す る教育 が,各 担当業務 の コン ピュー タの ニー ズか ら説 きお

こす必要 を示 してい る。

第6.4図 教 育 目 的

コ ン ピ ュー タ教 育

%

80.0

一

行
な 一ー ー一〉

わ

な28社

「

/31・ ・%/13・ ・%/44・ ・%/…%〃

現実の必要から

35社

将来に

備え
15社

協力体制作 りに

50社

一般

教養
11社

の

行 な わ な い理 由..

0.9%

その他1社

余裕がない

7社

担当部門のみ

12社

7.1%

その他

7社

e)教 育内容 につ いて 何 を教 えた らよいの かに ついて は,「 管理 者 に最 も必要 な 知

識 」 として,「 コ ンピ ュー タの仕 組 み」 に ついて は1社 の みで1%に も達 せ ず,60%強

が 「企業 の情報 シス テ ムの中 での コンピ ュー タの役 割 につ いて」 で あ り,さ らに,「 実

際 の アプ リケ ーシ ・ンに ついて」 が38%あ り,両 者 を合 わせ ると98%の 企 業 が コンピ ュ

ー タのか ら くりに関 す る知識 で な く,企 業 な り業務 を中心 と しての コン ピュー タの理 解

第6.5図 管理者に最も必要な知識

コンピュータの仕組

1社

7% 1・
//37.9%/60.7% //
ア プ リケ ー シ ョ,ン

53社

情報システム中の役割

85社

「 一
タの仕組 ピ.

0.7%

その他1社
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と応用 をあげて い る。

さ らに,こ の傾向 は次 の質問 「コン ピュー タ知 識 の必要程 度」 につ いての回答 で,同

様 の路線 が よ りは っ き りす る。

81%強 が 「コン ピュー タの活用 を見 いだす まで」 で あ り,つ いで11%強 が 「システム

分 析 ・設計 につ いて」 であ る。

つ ま り,各 管 理担 当者 が,い かに みずか らの業 務 の中 に コン ピュー タの ニー ズを見い

出 し,設 計 を考 え るか に関 心 がおかれ てい るかが うかが われ る。

第6.6図 コンピュータ知識の必要程度

ρ ・・%/81・ ・%/11賜 〃-o・7%

μ.そ の他1社

活用 を見出す まで

114社

システムの
分析設計
16社

亡,ン ピ_タ の

概念8社
tプ 。グラム習得1

d)コ ン ピュータ教育の 方法 コン ピュー タ教育 を行 な って い る企 業につ き,そ の教

育主 体 を,自 社 と外部機 関 に分 けてみ ると,「 自社 独 自」が28%,「 外部機 関」が15%

で,両 者併用 が圧倒 的 であ り,全 体 の57%を 占め てい る。

第6.7図 コ ン ピ ュー タ教 育 の 方 法

自 社 独 自

28%

両 者'併 用

57%

外 部 機
関 利 用

15%

e)自 社独 自の理 由 自社 独 自で教育 を行 な ってい る理 由 と して は,第1に 全体 の65
り

%が 「独 自教育の必要性」 をあげている。各業種,各 企業,各 部門の特殊性か ら共通の教

育 パ ッケー ジが万 能 でない ことを示 して い る。

ついで,第2の 理 由に,20%強 が 「時 間的制約 か ら自社 で行 な う」 とい う環境条 件 に

よ る理 由 をあげ,第3に7%強 が 「外部 に適 当 な ものが ない」 をあげてい る。
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第6.8図 コンピュータ教育を自社独自で行なっている理由

/-2ユ%
64・0%/・ …%/・%/…%/

独自教育の必要性

63社
時間的制約から

20社 7社5社
/

外部に適当なものがない'

巳亡 その他経済性

f)実 施 主体 教育 実施主 体 は,コ ン ピュータ部 門が63%で 圧 倒的 で あ るが,そ れ で

もお よ そ30%が 教 育研修 部 門で行 な ってい る ところか ら,コ ン ピュー タ教 育 が企 業 内の.

一 般 の カ リキ ュラ ムの ひ とつ として,か な り採 用 され て きた と見 る ことが で きる。・

第6.9図 教 育 の 実 施 主 体

教育研修部門

29社

コンピュータ部門

61社

その他

7社

g)社 内講師の依存度 社内講師への依存度は,「90%以 上依存 している」が45%強

とか な り大 きな部 分 を占 めてい る ことは,自 社 独 自の教育 の必要上 か ら も当然 で あろ う。

第6.10図 社 内 講 師 の 依 存 度

90%以 上

43社

60～70%40～60%

19社13社

lO--40%10%以 下

14社8社

h)外 部機関利用の理由 外部機関利用の第1の 理由として,全 体の50%が 「社内教
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育 の補 充」 と考 えて い る。 さらに,30%が 「教育 効果 が高 い」 と してい るのは,あ る意

味 にお いて外部機 関 の もつ特 長 をそれ な りに評価 してい るとみ る ことが で きる。

第6.11図 外 部 機 関 利 用 の 理 由

社内教育の補充

41社
教育効果が高い

25社

社内体制 その他
の不満
10社6社

i)利 用 されてい る外 部機 関 どの よ うな外部機 関 を利 用 してい るかにつ いて は
,第

1に,26%強 が 「コン ピュー タ ・メーカー」 であ り,次 に,17.5%が 「各種 団体 をあげ ,

その幽,通 信教育,ラ ジオ,テ レビと続 いて い る。

第6.12図 利 用 外 部 機 関

2.0%
2.0%
2.0%

1.6%

/26・ ・%/ク ・.・%/・.・%/・ 版・%/35%

コ ン ピ ュー タ ・

メ ー カ ー5

65社

通信5
7教 育

18

ラ ジオ

テレビ

12

各種,団 体 無 回 答
.

4387

/

/
ソフトウ.噺 コ

亡穣 轍
大学 [硫 、

j)外 部 機 関利用上 の 問題 点 外部機 関利用 の 問題点 と して53%強 が 「自社 に適 す る

コー スが な い」 と してい る。 これ は,共 通 パ ッケー ジであ る ことか らやむ をえない とこ

ろであ ろ う。

さらに,25%強 が,「 時間的 に不便」 として い るが,こ れ な どは ,工 夫 に よ って解決

してい け る問題 で はなか ろ うか。
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第6.13図 外部機関利用の問題点(82×3社 集計)

/53.・%賜/25・ ・%参 ・擁`.・2 ノ

自社に適するコー スがない

44人 5人

時間的に不便

21人 4 4 4 /
地域的制約ゴ

ー 講師 ・内容に不満 一 その他

辰 回答

k)教 育の 重点 と問題 点 教育 の ポ イン トを ど こに おいて い るか は,す でにのべ て き

た 「管 理者 に最 も必要 な知 識」 と 「コン ヒ.ユ一 夕知 識 の必要程 度」 と関連 して眺 め る必

要 があ るが現 実 は 「アプ リケー シ ョン」(62%弱)「 コンピ ュー タの概念 」(26%)に 重

点 がお かれてお り,「 必要 な知 識 の種 類」 や 「必要 知識 の レベル」 の場 合の 回答 と若 干

ズ レを示 してい る。 したが って現 在 の教育 は初 期 の 目的 や レベルに必 ず しも十 分答 えて

い るとはい えな い よ うであ る。

第6.14図 教 育 の 重 点

1.

/…8%/61・ ・%♪1・%,61・%/

コンピュータ概 念の

理解25社

ア プ リケ ー シ ョン

60社 5社 、ル
Lそ の他

プ ログ

システム分

1.0%

プ ログラム習得

なぜ この よ うな カ リキ ュ ラムに な って い るの かにつ いては,「 カ リキ ュラム作成 の難i

し さ」 と 「教材 不足 」 が21%以 上 に も達 し,管 理 者に役 立つ コン ピュータ利用 の テキス

ト作成 の難 しさがあ げ られ る。 社 内教育 を行 な う場 合 に 「時間 が不十分 」 とい う理 由が:

25%近 く もあ ることは,問 題 で あ る。

第6.15図 教 育 の 問題 点(97×3社 集 計)

3.1%3.1% 3.1%

∠24.・%/18.・%/芦.・%/71・.・%/テ31.・%
時間が不充分

72社

カリキュラム

の困難 さ53社 9社 18社 9社 29社 9社

回答な し

92社

/

/
教材の不足ヨ ヒその他

社内協力の不備施設不充分一
＼
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C.コ ン ピ ュ ー タ専 門 要 員 の 教 育

。)コ ンピュータ専門要員の定義 搬 に専順 員 としては次のような臓 が考え ら

れ て い る。

{1)シ ス テ ム ズ ・ア ナ リス ト

(2}プ ロ グ ラ マ

1(3)パ ン チ ャー

・{蜀 オ ペ レー タ

こ こで は スペ シ ャ リス ト養 成 と い う立 場 か ら若 干 の 細 分 化 が必 要 で あ ろ う。

① シ ス テ ム ズ ・'アナ リス トと プ ロ グ ラ マに つ い て

シ ス テ ム ズ ・ア ナ リス トとフ。ログ ラ マに つ い て,次 の よ うに 区 分 す る。

;{イ)シ ス テ ム ズ ・ア ナ リス ト(ま た は,プ ラ ン ナ ー)

現 行 シ ス テ ム を分 析 し,コ ン ピ ュ ー タを活 用 した 情 報 処理 の 新 しい シ ス テ ム を設

計 す る要 員 。

・(司 シ ス 子 ム ズ ・プ ロ グ ラ マ

コ ン ピ ュー タ を効 果 的 に活 用 す るた め オペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ムや コ ン パ イ ラ

ー な どの ソ フ トウ ェア を研 究,開 発 す る要 員 。

◎ 一 般 プ ロ グ ラ マ

回 と{二}以外 の フ。ログ ラ マ

{二)技 術 計 算 プ ロ グ ラ マ

技 術 計 算 を 専 門 とす る フ.ロ グ ラ マ

② パ ン チ ャー,オ ペ レー タに つ い て

パ ンチ ャー に つ い て は,近 年,端 末 装 置,OCR,マ ー ク リー ダ ー な どの ダ イ レ ク ト,

イ ン プ ッ トの 開発 に よ り,教 育 対 象 と して は,そ の 比 重 を 下 げ て きて い るの で 除 く こ と

」こす る。

しか し,オ ペ レ ー タに つ い て は,ま す ます 高 度 に な る コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムを効 率

よ く操 作,運 営 す る こ とは ユ ーザ ー の立 場 か ら大 切 で あ るの で と りあ げ る こ とに す る。

そ こで
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(イ}オ ペ レー タ

コン ピュー タを操 作,運 営す る要 員

とす る。

システ ムズ ・ア ナ リス トか らオペ レー タまで が,こ こで い うコン ピュー タ専門要 員 であ

る。

b)コ ン ピュ ー タ専門要 員の処 遇 日本 の代表 的 なユー ザーの各社 は , ,かな りの人 員

を コン ピュー タ部門 に配属,組 織上,部 と して扱 ってい る ことは,既 述 の とお りで あ る

が,コ ン ピュー タ専門要 員 を特 別 な処 遇 とみ な して い るか どうか は次 の とお りで あ る
。

回 答企業 中各職種 と もお よそ70～80%が 特別 手 当 を出 して いない。 しか し,お よ そ5

%の 会社 が特別手 当を支給 して お り,お よそ6%が 支 給 を予定 してい る と回答 して い る。

また,オ ペ レー タに 関 しては,そ の職種 のは っ きりしてい るためか,12.1%が 支 給 し

第6.38表 特別勤務手当の支給および人事交流(157社)

支給 予定 支給 して い な い 『 無回答

1シ ステム ズ ・アナ リス ト1 輪 曝]
5・7%/ 7・o%/ 80.9% /6・3%

1システムズヴ ・グラマ1 % [・汽'・..ヨ

4・5%＼ 5.1%＼ 68.3% ＼21
;1習E般 プ・グラマ } 、 じ]

5.7%/
'

6.4%/
'

80.9% 7.0%

匡 術計算プ・グラマ 1泌 、
∵:;:'1

1.3%＼4.5% 40.1% 54.1%

1オ ペ ・一 タ 「 吻 ll::1
12.1%2.5% 73.2% 12.1%

人 事 交 流(157社)し て い な い 可成 りしている 一般職貝と同じ 無回答

レ ・テムズ・アナリ・ト」 35.7% 35.7%
「20.4% 17.6%1
/ /

レ ステムズプ ・グラマ1 33.8% 28.0% 123.5% 1
×14・6% ＼

十 般プ・グラマ1 39.9% 135.,%1'19」% 16.3%1
/

1技 術計算プ・グラマ1 18.9%1 56.1%
『1

17'8%㎏ '2% ＼
1オ ペ ・一タ1 3L8%1 36.3% 119.7% 1 12.1%1
,



320第6部 コンピュータ利用の進展と問題点

て い る。

っ ぎに,専 門職(ス ペ シ ャ リス ト)と して組織上 ど う位置 づ けて い るか を人 事交流 の

面 で み ると,一 般職 員 と同 じ扱 いが,お よそ16～20%で;か な りの人事 交流 を してい る

の が,お よそ35%,人 事 交流 な く専 門職 と して扱 って い るの がお よそ35%で あ る。

c)専 門要員 の コ ンピュ 一一タ教育 につ いて

{1)教 育 の実施 形態

職 能 レベ ルが高 いほ ど外部 機 関への依 存が大 きい。

一 般管 理者 の場合 と同様 ,自 社 と外部 機関併用 が 中心 とな って い るが,教 育 レベルが

高 ま るにつ れて外部機 関 への依 存が大 きい とい え る。

第6.39表 教 育 の 実 施 形 態(157社)

自社独 自

10.8%19.7%

タト音5'機関 イ井 用

63.7%

無回答

5.7%

1システムズ ・アナ リスト 1 ll
8.3% 17.8% 52.9% /21.0%

1シ ス テ ム ズ ・プ ・ グラ マ' 1 1「
16.6%＼17.8%＼ 60.5% ＼5.1%

1一 般 プ・グラマ 1 ll 川
5.1%/30.6% 54.8%

1技 術 計算 プ・グラマ lg'6%r∠ 1 1 1一
35.0%＼ こ10.2%こ_43.3% 11.5%

1オペ レー タ 1 1 1 ll

{2}自 社 独 自で教育 す る理 由

時間 の都 合 がつ きやす く一 度 に教育 で きる。

自社 で教育 す る積極 的 な理 由 として,時 間の都合 が つ きやす い(19.7%)と 一度 に教

育 で きる(14.6%)が あ げ られ てい る。 これは その背 景 として,講 師,施 設 が備 って い

るこ と も1つ の理 由であ ろ う。

次 に,消 極 的 な理 由 として,外 部 に適 当 な ところが ない(14.0%)は,外 部 教育機関

への要 望 に もつ なが る。
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第6.16図 自社独自で教育する理由(157社)

安上り時間の都合 講 麟 ㌣ な
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その他 無回答

}'

15.3% 19.7% 14.6% 14.0% 15.9% 18.5%

(24社)11.・%(31社) .(23社),(22社)(25社)(29社)

(3社)

(3)教 育 実 施 主 体

圧 倒 的 に,コ ン ピ ュー タ部 門 が 多 い。

教 育 の 実 施 主 体 は,圧 倒 的 に コ ン ビ.ユ 一 夕部 門 が 多 く,80%強 で あ る。 この こ とは,

教 育 内 容 も コ ン ピ ュ ー タが 中 心 に な るか らで あ ろ う。

第6.17図 教 育 実 施 主 体(157社)

教 育研修部門
その他一

コンピュー タ部門 無回答

///
3.2% 80.3%1.3% 15.3%

(,社)(126社)(,社)ヨ(24社)

④ 教育の方法

第6・40表 教 育 の 方

OJT

講研
究
議会OJT十 講義

法

講0
義

十J十
研T研
究 究
△ △
云 コヌ

OJT

講i義

研 究会

そ
の
他 無回答

レ ステムズ ・アナリス ト
1171 33.2%2.b 41322.2%

1
22.2%

1・・%∠

7"7%グ

1シ ステム ズ ・プ ログラ マ 961 21.8%4.2 27.1% 10.4% 27.1%

＼
[般 プ・グラマ 121115.7%5.01.7 44.6%

`

6.6% 19.8% 1
Z 77 ・ ク/

1技術計算プ・グラマ
631g.5%9.5%.3.2 33.3 19.51 27.0 1]ざ ＼

1オペ ・一 タ
1231 30.12,4晶o.8 43.1奇1 13.8 ぷ
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bJTが 中心

教育 の方 法 につい ては,①OJT(OntheJobTraining),② 講義,③ 研 究会 が主 な も

の で あ り,そ の うちで も,OJTと 講義 の併 用 が圧 倒的 に多 い。

(5)社 内講師 への依 存度

90%以 上 の会社 が 多い。

社 内講師 へ の依 存 が中心 であ り,90%以 上 社 内講 師に依 存 してい る会社 が,39～60%

あ る。職種 別 には オペ レー タの場合 の依存 度が高 く46.0%,一 般 プ ログラマ41.3%,シ

第6.41表 社 内 講 師 へ の 依 存 度

10%未 満10～4040～6060～9090%以 上 無回答

1シ ステム ズ ・アナ リス ト 1171 16.2% 12.8%7.7%21.4% 39.3% 目

12.,為
～

1,シ ステ ム ズ ・プ ・ グラマ
961 12.5% 14.6%19.8% 1 36.4% 目

/ /
L般 プ・グラマ

121 15.8%9.1% 20.6%122.3% 41.3% ll
∠ ∠

1技術纏 プ・グラマ 63
12.7%19.0% 46.0% 口

＼
14'　 '鷲

[オペ レー タ
123 17.3%4.1%lg.8% .1% 60.1% ll

ス テ ム ズ ・ア ナ リス ト39.3%,シ ス テ ム ズ ・フ。ログ ラ マ36.4%で あ る。

上 級 職 に い くほ ど その 依 存 度 が下 っ て い る。

第6・42表 社 内 教 育 の 問 題 点

藷

輔 時間 力りキ・ラム 教材が 歪 調 布が
作成 困難 ない 分 いない不充分 無回答

1シ ステムズ・アナリスト351118・8%19・9%
15.7% 21.4%119.6%1

＼ ∠
ilシ ステムズ ・プ・グラマ288118・ ・%16・7%112・ ・%

3,519.1%・27.・%1

//Z7
一般 プ ・グラマ363119 .3% 12.2%

`

7.9%39.9%

!//舞
1技 術鵠 プ・グラマ187115.3%

12.2% 7.9%13.8% 45.5%1

＼ ＼＼=N
1オ ペ レー タ36gl17・8%

12.5% lg.・%1.1 1・.・%144・1%1
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{6)(社 内教育 の 問題 点)

「講 師が いな い」 「カ リキ ュラム作成 困難」 「時間不十 分」 が圧 倒 的。

社 内教育 の場 合 の問題 は,OJTが 中心 で,体 系 的 な知識 体系 が ないために,「 カ リ

キ ュ ラム作成 困難 」→ 「教材 が ない」→ 「講師 が いない」 とい う圧 倒的 な意 見 に結 びつ

い てい る。 これ らの 問題 点 が全 体 のパ ーセ ンテー ジに占 め る割合 は,や は り,コ ンピ ュ

ー タ
.に関 す る知識 が ハ イ レベルに な る程,い ち じる し く増 加 して い る。

ま『た,教 育 時 間不十分 とい う社 会的理 由 が16～18%あ り,こ れは各社 が現業 に忙 しい

た め と思 われ る。 ㌦

{7)外 部機 関 を利 用す る理 由

第6。43表 外 部 機 関 利 用 の 理 由

社内教育の補足

警
契
走
る 難 ㌔答

1シ ステムズ ・アナ リス ト 1331 68.5% 14.5% 11.3%

!l
1シ ステムズ ・プ・グラマ

1181 61.9% 18.6% 10.2% [

1一 般 プ・グラマ 1 57.8% 23.8% 9.2% 1
/

1技 術 計算プ・グラマ
681 55.9% 23.6% 13.2% 1

＼
1オ ペ レータ 831 61.0% 1 21.9% 9.8% ll

社 内教育 の不足 を補 う。

外部 機 関 を利用 す る理 由は,「 社内教育 の不足 を補 う」 が65%で 圧 倒的 でつ いで 「教

育効果 が上 が る」が15%前 後 あ る。 また 「社 内に施設 が ない」が12%程 度 あ るの が注 目

され る。'∴ 一

(8)主 に利用 して い る外部 機 関 ・

メー カー,つ いで各種 団体。

メご ヵ一が3割 強 でい ちばん多 く,つ いで,各 種 団体 が多 い。 と くに,各 種 団体 の利
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第6.44表 主に利用している外部機関

,'イ ・

通
信
教

そ
の

メー カ ー 育 各 種 団 体 他 無回答

1シ ステムズ ・アナ リス ト1 30.6% 4.8% 29.0% 29.5%1
1 16芝

1シ ステムズ ・プログラマ1 32.2%' 4.5% 21.6% 14.2% 37.5%1
1 /7

1一 般プログラマ1 32.2% 4.3% 16.3%' 15.4% 41.8%1
、 Z ＼

1技 術計算プログラマ1 29.8% 4.8% 23.8% 5.4% 36・2%1

＼ ∠
1、オペ レータ1 34.5% 4.0% 13.1% 3.9%

.

44・4%1

用 は コン ピ ュー タに関 す る知識 が高度 に なれ ば な るほ ど,そ の度合 を高 めてい る。

ご く一般 的に い って21メ ーカーの教育 内容 は,使 用 の コ ンピュータに関す る知識 が中

心 とな るであ ろ うし,各 種 団体 の教育 は,事 例 とか手法 とかが 中心 とな るで あ ろ うか ら,

職種 に よって,各 種 団体の利用 の差 がで て きてい る。

(9}外 部機 関利用上 の 問題 点

自社 に マ ッチ した内容 が少 な い。

第一 に多 いのが,「 自社 に マ ッチ した内容が少 ない」 とい うこ とであ り,こ の問題 は,

コン ピュー タに関す る知識 がハ イ レベ ルにな るほ ど切実 とな ってい る。 その割合 は,オ

ペ レー タ と一 般 プ ログ ラマは,各 々,お よそ30%で あ るが,技 術 プ ログラマは ,40%で,

第6.45表 外 部機 関 利 用 上 の 問題 点

新 無
鮮 地 回
味 城 番
が 的 そ

自社にマ。チした内容が少ない 飾 寺間に制約され場 緒

、

1 シス テム ズ ・アナ リス ト 「 58.8%
.

6.9%22.9% 6:1% 5.31

Z
1 シ ステム ズ ・プ ログラマ 十 45.0% 6.3 27.9% 8.1% 12.6%1

/
1 一般プ ログラマ 1 31.7% 32.5% 10.6% 18.7%}

呉51＼
「 技術計算プログラマ 1 39.2% 110.7% 17.9% 16.1% 16.1%1

1 オ ペ レー タ 1 32.2% 后∠ 33.4% 11.9%119.0%1
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シ ステ ムズ.フ ・ログ ラマは45%,シ ス テムズ ・ア ナ リス トで は,実 に60%あ る。 ハイ レ

ベ ルの コン ピュー タ教育 に対 して,と くに実 際の仕事 に役立 つ内容 の充実 が期 待 され て

・い る。

つ ぎに,「 時間 に制約 され る」 とい う問題 が,20%で あ り,と くに,オ ペ レー タと一

般 プ ログ ラマは30%,現 業 に追 われ て外部 教育機 関 を利用 す る機 会が少 ない。

d)専 門要 員 に必 要 な知 識お よび養成 の方法 につ いて

口}部 員 以外 の専門知識 の必要 性

システ ムズ ・ア ナ リス トは93%,オ ペ レー タはあ ま り必 要 でない。

コン ピュー タ部 門以外 の専 門知識 の必 要性 を認 めて い る割合 は,オ ペ レー タ,技 術計

算 プ ログラマは比較 的低 く,一 般 プ ・グ ラマ,シ ステ ムズ ・プ ・グ ラマは,各 々70.7.%,

第6.46表 部門外の専門知識の必要性

必 要

不
必
要 無回答

ー システムズ ・アナ リス ト 1 93.0% 6.4%1

∋ 0.6%

ー`'
システムズ ・プログラマ ] 70.7% 10.8% 18.5%1

1 一般プログラマ 1 70.7% 22.3% .7.o%1
`

1 技術計算プログラマ 1 41.4% 7.・%1 51.6% 1
/

1 オペ レー タ 1 35.0% 48.4% ・6.・%1

シ ステ ムズ ・アナ リス トは,実 に93%で あ る。

とくに オペ レー タに関 して は,部 門以外 の専 門知識 が不必要 とす る ものが,48.4%と,

必 要 と認 めてい る以 上 の割合 を占 めて い る ことは,注 目に価 す る。

他 部 門 との協 同作業 に よ る。.

(2)部 門外 の専 門知識 を得 る方 法… ……他部 門 との協 同作 業 に よる

どの よう に して部 門外 の専門知 識 を得 る方 法 は,「 他部 門の人 と共 同で仕 事 をす る」

こどが圧倒 的で あ り,60%強 を占 めてい る。 しか もこの割合 は職種 に よ って あ ま一り一差 が

・ないのが特長 的 であ る。
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第6.47表 部 門外の専門知識を得る方法

他
部
門
に

行

他部 門の人 と共同の仕事 く

、

情

翌 外
研 ス 部 そ 無
究 テ 機 の 同
室 ム 関 他 答

Eス テムズ ・アナ リスト146161・ ・%
8.2% 11べ6%ピ'3%ノ5'5%

システムズ ・プ・グラマ111171・2% 8.1%14.5%6.5%8.1% }
/

、.、姦
1

[般 プ・グラム111166・7%
16.2%2.7%9.9% 1
/ 1.5 /

1技 術計算プ・グラマ65161・6%1
15.4% 12.3% 4.6% 1
/∠ ∠ ＼

1オ ペ ・一タ55154・5% 10.9%5.5%
1

3.6%23.6%
1 ll

e)専 門要 員の教 育の将 来 について

{1)養 成形態 の意 向

自社,外 部機 関併用 が めだつ。

現 状 の教育方 法 は,自 社 のOJTが 中心 で あ るが,養 成 の意 向 とな ると,外 部 機関の

利用 が めだ って くる。 と くにド 自社,外 部機 関併用 は,技 術計 算 プ ログ ラマ,オ ペ レー

タを除 いて,70%ち か くに な って い る. ,1

第6.48表 専門要員養成形態の意 向 一

自社独自 自社・外部機関併用 縫 藝
「システムズ ・アナ リス ト 18.9% 77.7%

■

乏o竿 「
[シ ステムズ ・プ ・グラマ 110.2% 67.5% 7・6%14・6%[

＼ ＼ ＼
1一 般 プ・グラマ 124.8% 63.1%

・ 6・4%15.7%1

1技 術計算プ・グラマ 114.0% 38.2% 15.1%142.6% 口＼ 一

団 ぺ・一夕 1 37.6%1 47.1% 5.i%ll8.;%1



'第4章 情報化社会と教育327

{2}講 師の予 定

社 内,外 部 講師 の併用 。

この ことは,講 師 につ いて も同様 にい うこ とがで きる。社 内,外 部 講師併用 型 が50～

75%ま での大半 を占め,と くに,職 能 レベ ルが 高 くな るにつれて,外 部講 師へ の依 存 が

第6.49表 講 師 の 予 定

外
部 無

社内講師 社 内 ・ 外 部 講 師 併 用
講 国
師 答

1シ ステムズ ・アナ リス ト136116・9%
75.7% ぎ.2%1

1
ヒ ステムズ・プ・グラマ1221

18.9% 74.6% 5.7%1
＼ `

22

[般 プ・グラマ1381
36.2% 61.6% 1

匡 術講 プ・グラマ821
36.6% 58.5% 3.7%【

＼ 1.5%

1オ ペ ・一タ ・331
52.6% 145・9% ll

高 ま って い る。

(3}利 用予定 の外部 機関

第6.50表 利 用 予 定 の 外 部 機 関

ソ

《

て 各
ア 犬 種

メ_カ_倉 学 業

そ
の

各種 団 体 他 無回答

1シ ステムズ ・アナ リス ト
3ggl 29.3%9.5%

1`

6.8%4.3% 28.3% 19.8%1

、 ～
レ ステムズ ・プ・グラマ

3541 31.6% 7.0% 23.4%. 22.9%18'8%4'5タ

Z
E般 プ・グラマ

3271 32.1%6.1% 4.6% 18.3%ll 34.3%1
ア ＼

匡 術計算プ・グラマ
2041 28.4%lg.8% ,.、》 23.5%‖ 27.0%1

!/〃

1オ ペ ・一 タ
2461 1Z1.、% 43.9%1
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新 しく,ソ フ トウ ェア会社,大 学 が加 わ る。

利 用予 定の外部 機関 を,現 在 の利用 と比較 して み ると,メ ー カー と各種 団体 の比 重 は

大 きい が,新 しくソ フ トウ ェア会社 がお よそ10%近 く期待 を よせ られ てい るこ とや
,大

学 もお よそ5%の 期 待 を集 め てい る。

システ ムズ ・アナ リス トと技 術計 算 プ ログ ラマにつ いて
,こ の種 の外部 関係機 関への

期 待 が顕著 であ る。

D.株 式 会 社 学 習 究 研 社 に お け る シ ス テ ム ズ ・エ ン ジ ニ ア 制 度 研

修 に つ い て

a)教 育担当者 ㈱学習研究社におけ るシステムズ ・エンジニア研修制度は
,そ れが

社 員教育であるとい うことか ら,人 事部教育訓練課が担当 し,計 算機担当者がテキス ト

および試験問題の作成 を行なっている。

b)教 育 コ ー ス コ ー ス は初 級,中 級
,上 級 の3コ ー ス か らな って い る。

倒 初級コース この コースの受験者は・ まず自社作成のテキス トである 「学研社員

のための電子計算機入門」および 「電子計算機入門問題集」の配布 を受け
,個 人学習お

よび計算機担当者に よる講習の後,筆 記試験 を受ける。

この初級 コースの目的は,全 社員が電子計算機に関する基礎知識 を得 ることにあ り
,

したがって全社員が合格者 とな らなければ目的を達 し得ないとレ,そ の意識高揚のため

合格者に対 しては初級 コース合格認定証 と報奨金を与えてい る。

初級 コースの内容は,電 子計算機 をハー ドとソフ トの両面か ら理解 し,さ らに同社に

お ける適用例について知 ることである。 テキス トの 「学研社員の た め の 電子計算機入

門」はつぎのように編成 されている。

① はじめに

② 企業 と事務機械

③ 手動計算機か ら電子計算機へ

④ 電子計算機の構造(ハ ー ドウェア)
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⑤ 電子計 算機 の利用(ソ フ トウ ェア)

⑥ 電子計 算機 シス テム

⑦ 電子計 算 機 は今 後 ど う変 わ るか

⑥ 学 研に お け る電 子計算 機 システム

⑨ 学 研 にお け るOUK-9300電 子 計算 機 システ ムの適用 例

⑩ 変 わ る情 報産業

⑪MIS(経 営 情報 システ ム)

⑫"教 育産 業 に挑 む"

⑬ 〈付録〉"用 語 解説"(約320語)

初級 コー スの テキス トは1968年4月 下旬 に受験 希望者 に配布 され た テキス トを受 け と

った者 は,い ちお う各 自で個人 学習 を行 ない,疑 問点が あ った場合 には,部 ない しは課

単 位 で人事部 教育 訓練 課に 申 し込 む と,計 算機 担 当者 が 出向 いて質 問に対す る講習会 を

開 いた。

第1回 の試 験 は同年7月 には始業定 刻 の1時 間前(午 前8時)に 始 め られ,試 験 時間

は1時 間,試 験 は,正 解抽 出部 とレポー ト部 に わか れた。 「あ なたの仕事 と コンピ ュー

タ利用 の関連 に ついて」 な る レポー トか ら,毎 日の職務 の 間に考 えて いた実 務へ の コン

ピ ュー タ利用 に ついて,か な り貴重 な意 見 を得 た。

初級 コー ス試 験 は,第1回(1968年7月25日)に つ づいて第2回(同 年H月5日),第

3回(1969年2月25日),第4回(同 年6月13日)な お第5回(同 年11月11日)が 行 なわ

れ た。

{2)中 級 コー ス 全社 員 を対 象 とす る コー スで あ るが,と くに コ ンピ ュー タに関連 の

あ る部 門 および主任 以上 の者 は,必 ず合格 す るこ とが望 まれて い る。

この コースは,

① 理 論 編.

② 実 習 編

に わかれ てお り,理 論 編で は,テ キ ス トとして 「コン ピュー タ ・システ ムの基 礎知識 」

が 配布 され た。 実 習編 はテ ィーチ ングマ シン(当 社製造 の もので 「オー トレー ナ」 と呼
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ん でい る)を 使用 し,プ ログ ラムの教育 が その 中心 とな ってい る。

中級 の第1回 資格試 験 は,1969年12月1日 ～2日 にわ た って実 施 され た。 この合格者

には,初 級 コース と同 じ く認 定証 と賞 金 が渡 され る
。

中級 コースの 目的 は,初 級 コー スで得 た コンピ ュー タの基礎知識 であ るハ ー ドウ ェア

お よ び ソフ トウ ェアを もとに して,一 歩進 ん だ コン ピュー タ利用 の ための 「システ ム分

析 」 につ いて の知識,お よび システ ム分析 に必要 な 「プ ログラ ムの基 礎」 に ついて理解

す る ことであ る。

〔3)上 級 ・一 ス1の ・一 スは希 望者 にの み実 施 され る.こ の ・一 スを終 了 す るこ と

に よ って,オ ープン ・プ ログラ'マと して システ ムズ ・エ ンジニ アが完成 され る ことに な

る6し たが って;上 級 コース合格 とい うこ とは専門職 と して の資格 を得 た ことにな り
,

資格 獲得者 に は認定 証 が与 え られ ると ともに,職 能 給の昇給 が予定 され てい る
。

通 商業産 省 の情報 処理技 術者認 定試 験 とどの よ うに関連 づ け られ るか は 目下 の研究 中

で あ る。

c)成 果 成果 の最大 な ものは,計 算機 担当者 と,ユ ーザーで あ る社員 との対 話の

パ イ プが通 じた こ とであ ろ う
・ つ いで・韻 の ・ン ピ・一タに対 す る認識 と関、醸 が高

ま り,そ の結果 と して,全 社 的に コン ピュー タ利用 の機運 が高 ま った ことで あ る
。 コン

ピュー タ利 用 につい て,計 算機 担 当者 とその わずか な周辺 だ けで運 用す るよ りも
,ユ ー

ザーの底辺 を拡大 した運用 が利用 効率 をあげ ることを期待 して い る
。

E・ 日本 電 信 電 話 公 社 に お け る コ ン ピ ュ ー タ訓 練

日本電信電話公社では現在○データ通信サービスを提供 してい るが
,今 後の需要増加

に備 えるとともに社内用 コンピュータ ・システムの計画
,設 計,保 守な どを円滑に実施

するために職員に対 しコンビュー.タ訓練 を行なっている。 その概要は以下の とお りであ

る。

a)訓 練 体 系 同公社 では,コ ン ピュー タ業 務に従事 す る職員 に対 しては当然 の こと
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な が ら,コ ン ピュー タに直 接従事 しない一般 職員 や管理者 に対 して も広 ぐコン ピュー タ

教育 を実施 して い る。 その数 は最 近 にお け るデ三 夕通信業 務 の増 加 に と もな って・1969

年 度 は およ そ2,000名 であ ったが1970年 度 はお よそ5,000名 に な る と予想 され る。

訓練 体系 は第6.52表 に示 す とお りで,入 門,i基 礎,応 用,上 級 の4段 階 に わけて,入

門 コー スか ら順 次 目的に応 じて上 級課程 に進 ませ,そ れ ぞれの 間に オ ンザ ・ジ ・ブ ・ ト

レーニ ングの期 間 を設 け てい る。

訓練対 象 は次 の3つ に大別 で きる。

{1)コ ンピ ュー タ関係 職員 の訓 練

多種 にわ た る業 務 に共 通 す る基 本的 な教 科 を中心 に,プ ログ ラ ミング関係,シ ステ ム

設計 関係,お よび ハー ドウェア関係 に大別 して コー スの設 定 を行 な って い る。

{21管 理者 の訓練

デー タ通信 の基 礎 的な知識 をで き るだけ早 く修 得 させ る ことを目的に 同公社附属 の学

園に おいて学 園訓練 を行 な って い るが,部 内外 の通信 教育 や講習会 も積極 的 に活用 して

い る。

{3}そ の他の職 員の訓練

大 学,工 専卒 の新入社 員 をふ くむ広 い層 の職員 に対 し,40時 間か ら60時 間の カ リキ ュ

ラ ムを組 み込 ん でい る。

な お,コ ン ピュー タ部 門へ の配置予 定者 に は元 さらに300時 間か ら500時 間程 度 の専

門教育 を行 なってい る。

b)訓 練 の効率化 プ ログラム ・テキス トや ティー チング ・マシ ンな ど,自 学 自習に

適 した教育機 械 や教材 を開発 し,こ れの利用 に よ って訓練 の効率 化 をはか ってい る。

c)社 内の教育 施設

教育 施設 と しては,本 社 付属 の学 園が2校,地 方 の通信局 付属 の学 園が11校 あ る。

また1970年2月 か ら3月 にか けて,一 般利用者 の ために コン ピュー タと直 結 した デ一二

タ通信 の展示 セ ミナー用施設(東 京 霞 ケ関 ビル内の デー タ通信展 示 セン ター,大 阪 マー

チ ャンダイズ ・マー ト,ビ ル内の デ ー タ通 信 シ ・一 ・ルー ム)を 設 けたが,社 内上 級管

理 者 に対 す るセ ミナニ用 と して も活用 してい る。
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・な お
,標 準 的 な カ リキ ュ ラ ムを第6.52表 に 示 して あ る。

第6・51表 コ ン ピ ュ ー タ 関 係 訓 練 実 績

1

1

,

;

「

区 分 対 象 期 間 '1968年 度

通 信 訓 練
(部外へ委託)

同公社管理者 6ヵ 月 135人

部 外 セ ミ ナ ー 同公社管理者 8ヵ 月 3人

学 園 訓 練 管 理 者 お よ
び一般 職員

2日 ～160日 1,400人

1969年 度

137人

4人

1,900人

1970年 度

(予 定)

150人

5人

4,800人

第6.18図 電 算 関 係 訓 練 体 系

システム設計指導者

プログラミング指導者

保 守 指 導 者

一

上 級

シスァムズ・エンジニア

訓 練 目 標

EDPSの 概要、プログラ

ミングの入門等基礎的知識を
修得させ、電算機に対する正
しい理解を与える。

システム設計 、プロ グラ ミ
ング、ハー ドウエアなどのそれ

ぞれの坦務 に必要 な基礎的知

識、技能 を修得 させ 、電算機

業 務担 当者 を育成す る。

電算機関係実務の経験者に
システム設計、プログラミン

グ、ハードウエアなどの専門的
技法を修得させ電算機関係部
門の指導者を養成する。

コンピュータ・サイエンスを

中心 としたEDPSに 関 する

基 礎理 論 を修 得させ、新 しい
システムの開発 研究に従事 す

る上級 システムズ・エンジニアを
養成 する。

科 班 名

(学園訓1練の場合)

電算機基礎科
入門(;オ㌶ ン)班

電 算機基礎科

ソフトウエア(シ ステム)班

ソフトウエア(プ ログラム)班

彿 実習縢1)
・

企 画 班
情報処理装置「」形班

電算機応用科
システム設計班
プログラム専門汲

電算 機応用科

上級システムズ・エンジニア班

実 施 方 法

原則として通信局以下で実
施する。 通 信 訓 練

現場集合訓練
・学園集合訓練

原則として
本社学園訓練

原則として
本社学園訓練

本社学園訓練または

大学派遣など

＼_,

'
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単位=時 間

課 程

EDPS概 要

ハ ー ド ウ ェ ア 入 門

フ ォ ー ト ラ ン 語

コ ボ ル 語

ア ッ セ ン ブ ラ 語

デ ー タ通 信 シス テ ム概 要

デ ー タ 伝 送 概 要

シ ス テ ム 設 計

プ ロ グ ラ ム 概 論

プ ログ ラ ミング設 計 演 習

オ ペ レー テ ィング ・

シス テ ム概 論

上 級 フ ォー ト ラ ン 技 法

上 級 コ ボ ル 技 法

ハ ー ド ウ ェ ア の 設 計

コ ン ピュー タ ・シス テ ム

シ ス テ ム の 実 務

「 」 形 装 置 の 概'要

〃 装 置 の命 令 解 説

〃 本 体 装 置

〃・ 周 辺'装 置

〃 デー タ 伝 送装 置

機 械 操 作 方 法

そ の 他

コ ン ピ ュ ー タ 実 習

計

入門課程

電9

輯

。吟
基ζ

礎元

科《

豊

15

9

F12

C24

6

F12

C18

F54

(15日)

C72

(18日)

基 礎 課 程

電

算

機

基

礎

科
ソ(

フ シ

トス

ウ_
エア

ア ム
)

班

6σ

9

6

66

12

24

177

(43日)

電

算

機基

礎

科
ソ(

フ プ

トロ

ウグ
エラ

ア ム
)

班

F18

C30

60

9

3・

12

30

F48

C54

F180

(43日)

C198

(47日)

電

算

機_基
フル

礎 オ ・

科1ア
プ ト ツ

ロラ セ

グ ン ン

フ ●フ
ム コ ラ

実 ボ

習)

班

F18

C30

.A60

9

F30

C30
A30

F57

(14日)
C69

(17日)
A99

(24日)

電

算

機

基
企
礎

科両

班

18

6

18

9

24

75

(19日)

電

算
精
機報
処
基理
装
礎置
班
科－

L

形

30

3

3

15

12

108
*184

～129

30

90

3

]8

396～'

441

(およそ100日)

応 用 課 程

電

算

機

応
シ

用ス
テ

科ム
設
計
班

3

120

電

算

機

応プ
ロ

用グ
ラ
科ム
専
門
班

3

上級課程

24

147

(36日)

電上
級

算シ
ス

機テ
ム

応ズ

用エ
ン,

料 ジ

ア

班

211
33

12

6

6

60

12

204

.237

132

*2129

]

141

(34日)

714・

(163日)

o

(注)1

2

3

Fは フ ォー トラ ン ・コー ス,Cは コ ボル ・コー ス,Aは ア ッセ ン ブ ラ ・コー ス を示 す 。

*τ 装 置}こ よ り異 る。

*2卒 業 論 文(99)を ふ くむ。
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第5章 情報化社会 と法律

大 容量記 憶装 置の 開発 に よる多重 処理 コン ピュータ ・シス テムの出現 と,通 信回線 と

の結 合技 術の 向上 は,コ ンピ ュー タ利用 にひ とつの新時代 を開 きつ つあ る。

技 術 の進歩 は,わ れ われに未知 の世 界の扉 を開 き,豊 か な未 来図 を描い て くれ るが,

現 実 の社 会環境 は必 ず し もその技 術進歩 の ス ピー ドに適 合 しない。情報 処理 に関す る技

術 開発 は,そ の ス ピー ドが極 めて早 く,一 方,法 律 は その性質上 に わかに変 更す るこ と

が で きない だけに,そ の両者 の ギ ャップが次第 に大 きくな る傾 向が あ り,情 報 化時代 に

お け る法 律の 問題 が,大 き くクローズ ア ップ され,そ の改 正 が要 望 され る動 きが あ らわ

れ て きた。

その 中で とくに通信 回線 の利用 に関 す る問題 として,公 衆電気 通信 法の改正,税 務 問

題 に関連 して商 法改正 への要 望,ソ フ トウ ェアの流 通 を促進 す るための特許権 あ るい は

著作 権 の設 定 を望 む声 が強 くな った。

1.公 衆 電気 通 信法 の改 正 に関す るユ ーザ ーの要 望

郵政 省 は,第6部 第3章 に述 べ た 「デー タ通信 のた めの通 信 回線利用 に関 す る郵 政審

議 会 の答 申」 に基 づ いて,1970年 初 頭の特別 国会 に,公 衆電 気通信 法 の一 部改正案 を提

出 すべ く準 備 を進 めてい たが,見 送 りとな った。

この間,ユ ーザ ー側 の 「実 際上 の運 用面 で,制 約 が生 じ動 きが とれ な くな るお それ が

あ る」 な どの懸念 が大 きくこれ らの声 を反映 して,財 団法人 日本経 営情報 開発協 会は,

ユ270年3月,郵 政大 臣に対 して意見書 を提 出 し,郵 政 省 が通 信 回線 の 自由化 に取 りくむ

姿勢 と,電 気通信事 業 に対 す る基本 的 な考 え方 を明確 に した うえで具体 的 な改正 を進 め

るよ うつ よ く要望 した。 その大 要 はつ ぎのよ うな もので あ る。

t{1)日 本電 信電話 公社 が従来 の電気通 信業務 に加 えて デー タ通信 サー ビス業務 を行 ない
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得 るよ うに改正 す るのは,や むを得 ない と して も,同 公社 が通 信 回線 を利用 した情報

処理 を基本的 に独 占す る ことを認 め る とい うよ うな考 え方 は妥 当では な く,ま た コン

ピュー タを通 信機器 とい う枠 内で考 え る ことは改 め るべ きで あ る。

{21民 間企業 が行 な うオン ライ ン情報処理 は 自由 に これ を認 め,日 本電信 電話 公社 も民

間企業 も公正 な競争 の もとに オン ライン情報 処理業 務 を行 な うべ きで ある。

民 間企 業が 「デ ー タ通 信 回線 サー ビス」 と 「デ ー タ通 信回線 網 サー ビス」 を利用 し

て オ ンライ ン情報 処理業務 を行 な う際に 回線の契 約 を結 ぶ にあ たって 日本電 信電話 公

社 は,「 技術 的条件」 が一定 の基準 に適 合す るか否 かの審査 に とどめ るべ きであ って,

情 報処理 の 内容,企 業 お よび企業 グルー プの適 否 の判 断 をす るよ うな規制 的 な措 置 は

とるべ きでない。

{3}外 資 によ るオ ンライ ン情 報 サ ー ビス(通 信 回線 を利用 した情報 処理 あ るいは情報提

供 サー ビス)を どの よ うにす るか につ いては,今 後の 国際化 に と もな って,政 府 の政

策 的考慮 の もとに外資法,輸 入規 制 な ど現在 の法 体系 の運 用 に よって決定 され るべ き

で あ る。

(4)秘 密保 護 につい て

α)通 信回線上 に伝送 され るデー タの秘密 保護 につ いては,情 報 処理 シス テムが 日本

電信 電話 公社直 営 であ る と民間 の 自営 で あ るとを問わず,通 信法制 の原則 どお り同

公社 は秘密 を守 る義 務 を果 たすべ きで あ る。、

⑩ 日本電 信電話 公社 または民 間の企業 が行 な う情報 処理(提 供).に 関 す る秘密 保護

につ いては,契 約 ベースで 自主 規制 が行 なわれ るこ とか ら特別 の秘密保 護措 置 を法

定 す る必 要 はない。

2.商 法 および税法 の改正問題

経営 情報 の重要 な部 分 を占 め る財務会計 部門 に ついて も,コ ンピ ュー タ化 が急速 に進

め られ つつあ るが,い まだ本 格 的 な コン ピュー タ利 用 に立 ち至 って いな い。 その理 由 は

財務 会計 にお け る仕 事 の性格上,コ ンピ ュー タ化 が困難視 され る面の あ る こと,あ るい

は コ ンピュー タ化 して も十 分 な成 果 を期待 で きない面 があ ることな どで あ るが,と くに
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法令において会計帳簿,証 懸書類などの作成保存を厳格に義務づけてい る点 も災い して
,

コンピュータを高度利用で きない而があるといわれている
。

そこで日本経営情報開発協会では経済団体連合会 と協力 して
,財 務会計部門のコンピ

ュータ化の障害除去に乗 り出 し,日 本経営情報開発協会内に会計 ・税務研究委員会(委

員長 黒沢清,独 協大学学長)を 設けて,財 務会計の コンピュータ化に ともなう諸問題

の解決方策を検討中である。すでに会計 ・税務研究委員会は
,商 法改正の必要性を認め

て,1969年12月2日 に 「商法改正に関する要望書」 を取 りまとめ日本経営情報開発協会

理事会を経 て法務省の法制審議会(会 長 法務大臣)宛 に提出 した
。

引 き続 き税法改正について も建議することとし,も っか,主 要各企業における財務会

計面の実態調査 を行なっている。 このため1970年6月 には欧米各国における財務会計面

の利用状況 ならびに各国の法令上の取 り扱 いなどについて
,専 門調査団を派遣 して調査

し,そ の結果 を侯 って具体的な税法改正意見を提出することに している
。

A.商 法 改 正 に つ い て

商 法総則 第32条 ～36条 で は商 業帳簿 を整然 かつ 明瞭 な形 で作成 し,か つ営業上 の重要

書類 とと もに10年 間保存 す るよ う商人 に対 して義 務 づけて い る。 そ こで これ らの商業帳

簿 な どは見読可 能 な もので なけれ ばな らな い と解 され ,財 務会計 部門 が コ ンピュー タ化

され た暁 には,こ の要件 に合致 しない こととな る恐 れが あ り,企 業 として,財 務 会計 部

門 の コンピ ュー タ化 につ いて,現 行 法の ままでは直 ぐに踏 み切れ ない状況 であ る
。 また'

現行 法 に合致 させ るた めには,コ ンピュー タ化 された会計情報 をい ちい ち
,紙 面 に プ リ

ン トア ウ トして,こ れ を保存 す る とい う不経済 な コンピ ュー タの利用 の仕方 を余儀 な く

され る恐 れ もあ る。

そこで 日本経営情報開発協会の要望書では,商 法総則第32条 以下を改正す ることとし,

コ ンピュー タに よ る会計 情報 を,商 法上,適 法 な もの として認 め るよ う次 の諸点 につ き

提 案 した。

ω 会計 帳簿,財 務 諸表 お よび営業 に関 す る重要書 類 ,株 主 総会 お よび取締 役会 の議

事録,株 主 名簿 な らびに社債原簿 な どにつ いては,パ ンチ カー ド,磁 気記憶媒 体(磁 気

テー プ,磁 気 デ ィス ク,磁 気 ドラム),マ イ'クロ写真 ,そ の他 の情報保 存装置 に よ り作
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成 または保存 す ることが で きるよ うな もの とす るこ と。

(2)株 主,監 査人 な どに書類 の閲覧,謄 写 を保 障す るた め,コ ン ピ ュー タ化 され た情

報 保存装 置 に よる記録 は,相 当期間 内に 明確 か つ容 易 に見読可能 な書 面に す る ことがで

きる もの とす る条件 を付 す こ とは差 支 え ない こ と。

(3}監 査 に際 しては,テ ス トデ ックの使用 あ るいは監 査 プ ログラ ムの開発 に よ り,効

果 的 な監査 が行 なわれ るよ うに す るこ とな どを提案 した。

これ につ いて法制審 議会商 法部 会で は,日 本 経営 情報 開発協会 意見 の趣 旨説明 を受 け

て,商 法改 正 を検 討 申で あ るが,マ イ ク ロ写真 に よ る記 録 につ いて は商 法上 で是 認 す る

す る方 向 に あ るの に対 して,コ ン ピ ュー タ化 され た財務 会計 情報 の是認 に ついて は,今

一歩 ,研 究 を要 す るとい う意 見 が支配 的 で あ るとみ られ る。

B.磁 気 記 憶 媒 体 の 保 存 信 頼 性

磁気 テープなどの磁気記憶媒体を法令上の書類 として認めるにあたって,こ れ らが保

存に耐 え得 るものかどうか疑問視す る意見が多かった。 そこで会計 ・税務研究委員会で

は磁気 テープ特別研究会 を設けて検討 し,前 記商法改正意見に磁気 テープの信頼性につ

きその調査結果を添付 した。

(1)磁 気 テープにいったん磁化によ り記録 された情報は,半 永久的に持続 され消滅 し

ないこと。

(2}磁 化 された記録 は,温 度の変化,湿 気,振 動,光,浸 水,他 との接触などによっ

て消えることがないが,た だ磁界 を近づけた場合にのみ消滅するので,強 力な磁界 を遠

ざけるよう留意すれば足 りること。

(3}磁 化 された記録 よ りも,磁 気テープを構成する素材が長年の うちに変質す ると,

電子計算機がこれを読 み取 り難 くなるので,通 常の温度,湿 度,清 掃などを心がけるよ

うにす るな どによって,磁 気テープが長い年月の保存に耐 え得 ることを明 らかに した。

C.税 法 改 正 に つ い て

税法は,総 勘定元帳,仕 訳帳,補 助簿などの作成を要求 し,か つ原始帳遼 とともにこ

れを5年 間保存するよ うに納税者に義務づけている。 この場合,コ ンピュータ化 された
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財務会 計情報 につ いては,こ れ らの要 件 に合致 しな い とい う理 由で,青 色 申告 に該 当 し

な い こと と され る恐 れが あ る。

そ こで,税 法上,コ ン ピュー タ化 され た経 営財務 情報 を もって,こ の要件 に合致 す る

もの と して,納 税 者 の危 惧 を一 掃 して,財 務会計部 門 の コン ピュー タ化 に資す ること と

す る必 要 が あ ると考 え られ る。

す で に経 済団 体連合 会 は,1968年7月 に 「電子計 算会計 の税務 上 の取 り扱 いに関す る

意 見 」 を提 案 して お り㌧ また大 会社 に おけ る電子計 算会計 の実 態調査(2回 目)を 現 在

行 な ってい るので,日 本経営情 報 開発 協 会 では,経 済団 体連合 会意見 お よび その実 態調

査 結果 に基 づ いて,今 後 の税 法改正 に関 す る取扱 いにつ き,具 体的 な提 案 を行 な う予定

で あ る。

会計 ・税 務研 究委員 会 では当面①原 始 帳葱 と貸 借対益 表 および損益計 算書 との中間に,

企 業管 理 資料 を中心 とした明細 表 が作 成 され保存 され ておれ ば,そ の他 の 中間媒 体物の

作成,保 存 に ついて税 法上,と くに規 制 しない もの とす る こと,② プ ログ ラム,フ ロー

・チ ャー トな どは,税 務 当局へ 提 出す る よ う義務 づ け るこ とな く
,企 業 内 の保 存 で足 り

る もの とす る こと,③ 税務調査 に当 って は,テ ス トランを避 け る もの とす るこ とな どを

中軸 と して,税 法上 の取扱通達 の制定 につ いて国税 当局 と研究 中で あ る。

D.今 後 の 問 題

従来,企 業の財務会計 は過去 のデータの集計に終 り,企 業経営上,積 極的な財務会計

情報 を提出す る機能に欠ける面があった。 この原因は財政会計の集計,仕 訳に時間を要

し,明 日の企業経営に役立つ詳 しい情報 を提供で き難い面にあったといわれている。 し

か し,財 務会計面のコンピュータ化によってスピーディーな集計,仕 訳が可能 とな り,

さらに予算統制 との組み合わせによって,将 来計画に取 り組むことも可能 となる。加え

て,近 年の人手不足によ り,財 務会計部門 をコンピュータ化 して これに対処する必要 も

ある。 この ような経営情報革命に前向 きで資するよ うに,法 令 を企業経営の実態 に密着

させ る必要がある。

このために商法,税 法,講 券取引法な どの関係法令において,旧 態依然 たる規定を設

けて,企 業合理化に逆行す るよ うなことがあってはな らず,商 法,税 法 などにおいて,
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コン ピュー タ化 され た記 録 を早 急 に是認 す る旨の包 括規定 を設 けて企業 財務 会計 の合理

化,近 代化 に資 す る必要 があ る。

3.ソ フ トウ ェ ア の 著 作 権,特 許 権 問 題

ソ フ トウ ェアに著作 権 あ るいは特 許権 を設定 して保 護す る と同時 に,ソ フ トウ ェアの

流 通 を促進 しよ うとす る声 はす でに久 しい。

現 在 わが国 では,ソ フ トウ ェア あ るいは アプ リケ ー シ ョン ・プ ログラ ムの開発 は,ほ

とん ど個 々の企 業が個別 に独力 で行 な って い る。 その状況 は 「コン ピュー タ利用状 況調

査 」 の アンケー トに も明 らか にあ らわれて い る。 しか し,各 企業 で行 な ってい る日常業

務 には相 当部分 共通 した と ころが あ り,こ れ を コンピ ュー タ化 した場合 に も共通 的に使

え るプ ・グ ラムは多 いが,プ ログ ラムの共 同開発 や その隔通利用 は ほ とん ど行 なわれ て

い ない。 もしソ フ トウ ェアに権利 を認 め た場 合,ソ フ トウ ェアの流通 と共 同利 用 を促進

す ることに なれ ば,情 報産 業 の振興 に もつ なが りソ フ トウ ェアの パ ッケ ージ化 も進 んで,

コ ンピュー タの利用 は さらに促進 され るとい う考 え方 を背 景 に,ソ フ トウ ェアの著 作権,

特 許権 問題 が折 りにふれ て取 り上 げ られて い るの が実 状 で あ る。

ソフ トウ ェアの著 作権,特 許権 問題 には い'くつ かの,き わめて困難 な問題 が あ る。 プ

ログラムには共通 的な部 分が多 いが,業 務 の進 め方 は各企 業 に よって差 が あ り,細 部 に

わ た って み る と共通部 分 の判定 は必 ず しも容 易 でな く共 同利用 の範 囲は限 られ る。 と く

に特許 権 は"公 知 され てい る もの"に は認 め られ ない のが原則 で あ るが,ソ フ トウ ェア

関係 の知識 で,何 が公知 されてお り,何 が知 られて いない かの判定 は,よ り一層難 しい。

さらに技術進歩 の ス ピー.ドが,著 し く早 い分 野 であ るだ けに,特 許 の審 査 を してい る間

に その技術 や知識,そ の ものが陳腐化 す る恐 れ があ り,ま たい ったん特許 を認 め られ て

も,プ ログラム ・ステ ップが固定 されて,少 しで も改良 した場 合 は特許権 の保護 を うけ

られ ない ことに な るの で,関 係者 が特許権,あ るい は著 作権 の設定 に積極 的 になれ ない

理 由が あ る。

これ らの問題 につ いては,先 進 国の ア メ リカにお いて もいまだ論議 の段 階に止 ま って

お り結 論 は出 され て いない。
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第6章 人 間生 活 とコ ン ピュー タ

コ ンピ ュー タ自体 の機能 の拡 大 とソ フ トウ ェアの掘 り下 げ に よって,こ れか らの コン

ピュー タ リゼ ー シ ョンは一 層 われ われ人間 の生活 に接近 した場 で展 開 され るで あろ う。

コ ンピ ュー タは従 来,社 会 的な面 での総合 的開発,研 究 が遅 れて いたが,わ れわれ は

もっ と積 極 的に社会 的 に活 用面 を開拓 し,人 間の幸福 に直結 した コ ンピ ュー タ リゼー シ

ョンを推 進 しなけれ ばな らない。

以下,社 会 生活,社 会 開発 の面 での コンピ ュー タ利用 を概 観 す る。

1.ニ ュ ー タ ウ ン と コ ン ピ ュ ー タ

,無 秩序 な市 街化 の防止,土 地 の価 値増大,価 値増 加分 の社会 的還元 な どの要因で,今

後 ニ ュー タウ ン開発 は ます ます大規 模化 され る。

大規 模 であれ ば,快 適 な住 環境 を保持 して い くための 公共施設 もゆ った りとれ,ス ラ

ム化 に よ る地価 の下 落 も防 げ る し,そ れ だけ商品価格 も高 まる。 しか しその た めに は前

提 が 必要 で あろ う。

大規 模化 の前提 条件 と して は,ニ ュー タウ ンの計 画段階 で,住 宅需 要,建 設資金 の調

達方 法,資 金 コス ト,租 税 問題 な どに ついて十分 な分析 を行 な う必要 が あ る。 とくに住

宅需 要 は需 要家 の選択 性が強 く,し か も量 も限 られ るため,こ れ を十二 分 に吸収す るた

めの コ ンピ ュー タ ・プ ログ ラムの開発 が不可 欠 とな る。

経 済審議 会地域 部会 と企画 庁経 済研究所 の手 に よ り1970年 夏,全 国地域計量 モデルが

開発 され,一 方,ア メ リカ合 衆 国に おいて も,ハ ーバ ー ド大 学 の メイヤー教 授 らが10年

余 りもかけ て,METS(マ クロ ・エ コ ノ ミック ・トランスポ ー ト・シ ミュ レ ー シ ・

ン)を 開発 す るな ど,単 に住 宅建設 の みな らず,経 済計画 の空 間構造 の設計 面 に もシ ミ

ュレー ター として コンピ ュータの利用 が本 格 的にな って きた。
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2.住 宅 設 計 と コ ン ピ ュ ー タ

土地 をすで に もってい る人 が1戸 建 の住 宅 を建 て よ うとす る と き・ コン ピュー タを使

って希望 の住宅設 計 フ。ランを提 供 しよ うとす る ものであ る。 この シス テムは,東 京,大

阪地 区 で 最近 建設 され た1戸 建住宅 の デ ー タを集 め,こ の デ ー タを 基 礎 に して お よそ

800種 類 の設 計 プ ランを記憶 装置 に イ ンプ ッ トした もの であ る。

利 用者 は まず,家 族 数,和 室 や洋室 の好 み,日 当 りを重視 す るか どうか な ど19項 目の

ほ か,建 ぺい率 な どを記 入 した 「フ。ラ ンカル テ」 を イン プ ッ トす る。 す る と即 座 に希 望

す る ものに最 も近 い住 宅設計 図(平 面 図)3種 類 が示 され る。 さ らに この3種i類 の プ ラ

ン を比 較 して どれ かに きめ る。 きま った プ ランに基 づ き実 際の建 築 に必 要 な建 材 の種類,

インテ リア関 係,照 明器具 な どの組 み合 わせ表 が提 出 され るとい った使 い方 で あ る。 こ

の よ うに コンピ ュータは地域 開発計 画,個 人 の住 宅設 計 に も使 われ るとい った,多 層利

用 の時 代 を迎 えつつ ある。

3.台 風 と コ ン ピ ュ ー タ

中心 気圧929.5ミ リバ ール,中 心付 近 の瞬間最 大風速50メ ー トル,暴 風雨 半径500km,

進 路北 北東 の台 風が毎 時50kmの 速 度 で上 陸 した場合,A地 点 の風速 と降雨 量,さ らに,

台 風 の規模,風 速 に応 じた被害 数 の増 減 な ど,台 風 と被 害 との相 関関係 も数式化(例 え

ば,電 柱 の倒壊率 は風速 の 自乗 に比例)し て い る,こ の よ うな条件 が イ ンプ ッ トされて

台風 シ ミュレー シ ・ンを行 な ってい る。

電 力会社 の台 風対策 ゲ ー ムで は被害 を早 期 に くい止 め,復 旧 の速 度 をあ げ るこ とは た

んに電 力会社 の ためのみ な らず,広 く地 域社会 に貢 献す る重要 な使命 であ る。 この意 味

で:た ん に電力 だけで な く,ガ ス,水 道,道 路の 災害対 策 に結合 シ ミュ レー シ ・ン とし

て コン ピュー タが利用 され る ことが望 まれ る。
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4.大 気 汚 染 と コ ン ピ ュ ー タ

東京 都 で は大 気 汚染の 防止 策 を検 討 し,1969年6月 か ら 「大 気汚 染 コン トロール セン

クー」 を発足 させ,1972年 度 ごろに は コン ピュー タ ・コン トロール を計 画 してい る。

都 内 の83ヵ 所(亜 硫 酸 ガ スな どの発生 源 中協 力 的な工場 ・ホテル)に 監視 装置 を配置

し,そ の デー タが コン トロール セ ンターの中央 監視装 置 に伝送 され る しくみで あ って現

在 は まだ電 話 で工場 や病院 な ど協力者 に連 絡 して い るが,こ れで は時間 もかか り,ま た

発生 源が正 しく指示 を守 ったか ど うかの確認 が で きない。 この欠点 を カバー し,連 絡の

ス ピー ドア ップ と発生 源の統制 の両面 か らと りあ えず テ レメール シス テムを採 用 して,

大 気 汚染 が ひ ど くな った場合,工 場 な ど発 生源 に一 せいに連絡 して ガ スの排 出 を押 えよ

うとい う もので あ る。 しか も発 生源へ の連絡 は電 話で な しに押 しボ タン1つ で一 せいに

行 ない,r方 発 生源 にあ る監視装 置 か ら24時 間 を通 して大 気汚染 度の デ ー タが中央 に送

られ て くる。

コンピ ュー タ構 想で は,汚 染度 の測 定,分 析,指 示,確 認 が一貫 して 自動化 され るこ

とに な る。

わ ずか83ヵ 所 の発生源 に止 ま らず,ガ スや浮遊 ばい じん を発生 す るほ とん どすべ ての

工 場 な どを ネ ッ トワー クと した広 域化 を図 るこ とに よって,公 害 問題 も一歩 前進 す るこ

とに な ろ う。

岡 山県 水島,千 葉県 五井,茨 城 県鹿 島 な ど全 国 の6コ ン ビナー ト地域 を カバ ー した シ

ス テ ムと して,通 商 産業省 が開発 した 「大 気 汚染予 測 システム」 は対 症療 法で な く未然

に公害 を防止 す ることを狙 った もの として注 目 して よい。

この システ ムは臨海 コン ビナー トと後 背地 の地形,気 象,煙 突本 数 な どをデー タ とし

て コン ピ ュー タに記憶 させ,新 たな工場 立地計 画 を チ ェ ックしよ うとい う もの であ り,

た とえば,あ る企業 が工場 を新増設 しよ うとす る とき,通 商 産業省 が事前調査 を した大

気汚 染予想 デー タを修 正 し,汚 染 の濃度 が一定 の基準 を こえ る場合 には,そ の企業 に計

画 の改善 を指 示す ることがで きる。
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5.伝 染 病 と コ ン ピ ュ ー タ

い ま,伝 染 病 の統計 は,発 病後 医師が届 け出 た数 を基 礎 に して作 られ てい る。 しか し,

これで は感 染 だけ して発病 には いた らなか った人 の 数は全 くつ かめず,ま た梅毒 の よ う

に医師 が届 け出 を しぶ りが ちな病気 の場 合 は患者 の数す らは っ き りしない。 この ため,

小児 マ ヒや流感,日 本 脳炎 な どの流 行予測 もむず か し く,申 に は,す でに感染 して血 液

中に抗体 の あ る地域 の人 た ちに も予 防注 射 をす るな どムダ な こと も行 なわ れてい る。

そ こで厚生省 は,1970年 度 か ら伝染病 や流感 な どの予測 ・対策 の新 しい 方 法 と し て

「血清 銀行 システ ム」 をつ くることにな った。

「血 清銀行 シス テム」 は まず全 国的 に1人 当 りお よそ3ccず つの血 を毎 年10万 人 ずつ

サ ンプル として収集 す る。 そ して血液 の申 の抗体 を検査 し,各 地 の デー タを中央 の セ ン

ターに送 る。

この サ ンプル血 液 は,毎 年 全国 で献 血 して くれ るお よそ200万 人 分 か ら一部 を分 けて

もらい,地 域,性 別,年 令,職 業 な どを分 類 して,零 下60度 まで冷 却 で きる冷蔵庫 に保

存 す る。

1970年 度 は まず,東 京 ほか4ヵ 所 に ブ ロック ・セ ン ター を設 け,東 京 に 中央 血清 銀行

を設 け,最 終 的 には全 国9ブ ロ ックか ら血清情 報 を収集 す る構想 で あ る。

「血 清銀行 シス テ ム」が完成 すれ ば,た とえば庖 そ うが流行 しは じめた場 合,そ の抗

体 が あ る人 の年令,地 域別 な どの特長 が コン ピュー タか らアウ トプ ッ トされ,ど の地域

の何才 くらい の人 に予 防接種 を実施 す れば よいか,な どの対 策 が ムダな く立 て られ るこ

とに な る。

6.心 臓 病 と コ ン ピ ュ 日 夕

コン ヒ。ユー タに心 電計 を組 み こんで心臓 病 の有無 を1～2分 で判定 す る 「心 電 図 自動

解析 装置」 が1969年 開発 され,研 究発表 が な され た。 ま た,心 電 図のほ かに心音 図 まで

も読 み と り病 名 まで 当て る 「心電心音 自動診 断装 置」 が同年 開発 された。
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心臓 病 は文 明病 と呼 ばれ,最 近漸増 しつつ あ る。成 人 の健康診 断 には心電 図検査 が行

なわれ,さ らに先天 性心臓 疾患 や弁膜 障害 な どの診 断 には心 電図 に加 え心音図 検査 が有

力 資 料 とな る。 ところが,医 師 が この心電 図や心音 図 を判読 で きるまでには10年 の経 験

が必 要 で あ る。 なれな い医師 では1人 の心電 図 を読 むのに非 常に時 間 がかか り 「なん と

か判 読 の 自動 化 を」 とい う声 が医師 の 間に高 か ったが これに応 えて登 場 したのが 「心電

心音 自動診 断装 置」 であ る。この装 置 は心電 図,心 音図 の読 み と り専用 の コン ピュー タ・

シス テム とい え る。 か らだに と りつ け た電極 か ら心電 ,心 音 を と り,心 電 に ついては60,

心 音 は30の チ ェック ・ポイ ン トで瞬 間的に正常 値 と比較 し,異 常 な場 合 には どの部 分に

疾 患が あ るか を判定 し,連 動 す るタイ フ。ライ ターで結果,つ ま り病 名 を打 ち出す ことが

で きる。 しか も,電 極 の装 置 と2～3の 押 しボ タン ・ス イ ッチの操 作 だけ で動 かす こと

が で きるので,心 電図 な どを判 読 で きる専 門医が いな くて も使 用 で きるとい う利点 が あ

る。 臨床実 験の結果,こ の装置 の信頼 性 は100%近 く,異 常患 者100人 中2～3人 につ

いて は病名 まで出 す こ とはで きない と して も"異 常"が あ る ことだ けは わか る
。

これ に比 べ 「心 電図 自動解析 装 置」 は集 団検診用 として有効 で ,心 臓 病 の早 期発見 に

大 きな力 に な るとみ られ る。

この装置 は,コ ン ピュー タ本 体 と心 電計 ,心 電 図検 査成績(カ ル テ)印 字 タイプ ライ

ターな どか らな り,装 置 には あ らか じめ正常 な心 電 きよく波 を記憶 させ てあ る
。 患者 の

心 臓波 を計測 す る とコン ピュー タが その デー タ とモデル波 を比 較 して ,そ の判断結果 を

1分 以 内 に カル テに タイプ して 回答す る しくみで あ る。 さらに この心 電図 は磁 気 テ ープ

に記憶 され るので,必 要 な場 合 に医師 が と り出 す こ とがで きる。

このた め,レ ン トゲ ンに よる結核 の集 団検診 なみの労 力 で心臓 病 の予 防体制 が とれ る

こ とにな った。 これ か らの 医学 は治療 よ りも予防 に重点 を お く方 向 にあ り,こ の よ うな

人 間 の健 康管理 と コン ピュニ タ との結 びつ きは一 層密接 とな るで あろ う
。・

これ らの新 しい装置 とデー タ伝送 の結 びつ きの実 験が1970年1月
,航 空 自衛隊 の航空

医療 実験 隊の手 で成 功 した。 い くら有 能 な装 置で もその機 械の あ る所 まで患者 が行 か な

ければ な ら.ない とす る と効 果 は半減 す る。

そ こで,ま だ わが国で は電 話 回線 に よるデー タ伝送 が法的 に認 め られ ていない が
,遠

隔 地の患 者 の心 電図 と脳波 を電 話伝 送 す る ことがで きれ ば,前 記装置 の効用 は一段 と高
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ま る。 この よ うな オ ン ライ ン化 に よって遠 隔診 断 が可 能 とな り,多 くの人 々が医学 の恩

恵 に浴 す る ことが で きるであ ろ う。

7.交 通 と コ ン ピ ュ ー タ

警視庁 に交通 情報 セン ターが あ り,こ の セ ンターに交通 状況 を知 らせて くる触手 の末

端 は,交 差点 や付近 の派 出所 な ど都 内268ヵ 所 に設 置 された 「交 通渋 滞報知器 」 であ る。

現 場 の警察官 が交通量 を見て渋滞度 を判 断 して5段 階 に分 けて報 知器 の ボ タンを押 し,

この渋 滞度 は セン ターの「交通 状 況表 示板 」の都 内全 図に(渋 滞度 「1」 と「2Jは 緑 「3」

は黄 「4」 は オ レンジ 「・5」は赤 とい ったよ うに)色 分 け され た ランプで示 され る。

ところが これ らの ランフ.だけで は,自 然渋滞 なのか道 路工事 に よ る もの か,あ るい は

事 故 なの かがは っ きりしない とい う欠点 が あ る。

この欠点 を補 うた めパ トカーや ヘ リコプ ター,派 出所,都 民 な とか ら電話 で情報 を得

て い る。

この セ ンターには 「信 号機 自動監視装 置 」 と呼 ぶ コン ピュー タを組 み込 ん だ機 械 があ

る。 この装 置 は環7通 りの29台 の信号 機,京 葉道 路 にあ る15台 の信 号機 をこの コン ビ。ユ

ー タと連動 し,道 路 に踏 み板 や感応 ワイヤ ーを置 き,こ れ を踏 む車 の量 に応 じて コン ピ

ュ ータが信号周 期(青 か ら赤 まで の時間)を 出 す しか けにな ってい る。 また,こ の 周期

を キ メ細 か く制 御 す る こと もで きるよ うに な って い る。 中で も環7の インプ ッ ト装 置 は,

1時 間 あ た りの交通量 と平均 時速 も読 み と り,セ ンターの電光板 に 自動的 に デー タを送

る しか けにな って い る。 そ して,渋 滞度 が 「5」 に な ると,セ ン ターで迂 回路 の検 討 が

な され,交 通 機動 調整隊 が出動 した り,各 警察,パ トカーを通 じて ドライバ ーに迂 回 を

呼 びか け る。 この よ うに交 通制御 を速 や かに行 な う一方,交 通 情報 と して1日69回 民 間

放 送5社 の マイ クか ら流 され る。

この よ うに渋滞度 の通 報だ けで な く,そ れ に よって信 号周 期 を制 御 し,新 しい交 通情

報 に切 りか え るとい う段 階 まで きてい る。 コ ン ピュー タを制御 に利 用 した一例 で あ る。

この ほか,交 通 と コン ピュー タ との結 びつ きは急速 に深 ま り,交 通違 反者 の捜 査 や,

免許 を取 り消 され た 欠 陥 ドライ バーの チ ェック(日 本),さ らに 交 差点 での ドライバ ー
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の反射運 動 を シ ミュ レー トして,交 通事 故原 因の究 明 ,法 規 の改正,交 差点 の設計,ド

ライバ ーの訓 練 な どの資料 とす る(ア メ リカ)な どで あ る
。

まだ ア メ リカで テス ト中では あ るが,こ れ までの 自動車交通 制御 が 「線 の制 御」 で あ
.

るのに比 べ 「面 の制御 」 として複 数都市 間の広域 交通 制御 を高 度 の コン ピュー ク利用 を

ベー ス と して実現 して い る。

コン ピュー タの論理 演算機 能 は人 間が作 った これ までの機械 の申 で最 高 レベルの もの

で あ る。 この機能 が生 か され るほ どこれ まで見 た よ うな高度 な システム
,人 間 では とて

も不可 能 な こ と,余 りに も人手 が かか る ことに利用 で きるよ うに な る
。 それ を考 え シス'

テ ムを設計 す るのが人 間で あ って みれ ば,た ん に 自分 の住ん でい る職域 や住域 の ワ クに

とどま らず,も っ と広 いベ ー スで の コン ピュー タ リゼー シ ョンに と りくむ こ とに よ って
,

よ り生産 的な よ り積極 的な用途 が開発 され る。
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1970年 版 コン ピュー タ白書 の刊 行 に際 し,(財)日 本経 営情 報 開発協会 で は,わ が 国

の コン ピュー タ ・ユ ーザー を対象 に わが国 の コン ピュー タ技術 や利 用水準 が70年 代 に ど

こまで進歩 す るか,コ ン ピュ一 夕 リゼ ー シ ・ンは どこまで普 及 す るか につい て アンケ ー

ト調 査 を行 な った。 回答企業 数 は345社 であ る。

質 問 の内容 は

① 経営 システ ム ② 教 育労 働関係 ③ スペ シ ャ リス トにつ いて ④ 情報流 通,

情 報(処 理)サ ー ビス ⑤ 通信 回線 につい て ⑥ 法律 関係 ⑦ 産 業動 向 ⑧ ソ

フ トウ ェア ⑨ ハ ー ドウ ェア

と広範 囲 にわ たつて い る。

(注)質 問項 目の うち,時 期 の分類 につ い ては,1970年 代 を初期(1970年 ～1973年 ご

ろ),中 期(1974年 ～1977年 ご ろ),後 期(1978年 ～1980年 ごろ)の3期 に わけ,

企業 の分 類 につい ては,規 模 別 に,大 企 業,中 企業,小 企業 の3分 類 を行 な って

い る。 この企 業規模別 分類 は,あ くまで も回答者 の主 観 に委ね られ てい る。

1。 経 営 シス テ ムに つ い て

回答 の結 果 につ いてみ ると,わ が 国 の コン ピュー タ ・ユーザ ーは,70年 代 の中期 か ら

後期 に かけ て急速 にわが国 の コン ピュー タ リゼ ー シ ョンが進 展 す る とみて い る。MIS

を 目標 と した 「コンピュー タ と通信 シス テムの結合 」や 「意 思決 定 モデ ル」 につ いては
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回答企 業 の うち78～85%に 達 す る人 々が70年 代 に普及 す ると答 えてい る
。 その普 及の時

期 につ いて も,大 企業 で は70年 代初 期 に始 ま り,中 期 に は中企 業 に も波及 し次第 に一般

化 す るとみ られて い る。

外 部 デ ー タの利用 につ いて も,「 公共 機関 の デー タ ・ファイル」 が民間 に広 く利用 さ

れ るe
.予想 し(77.4%),初 期,中 期 には オ フ ライ ンで,後 期に は オン ラインで利用 さ

れ る とみ てい る。

また 「PPBS」 が民 間に も普 及す るとみてい る もの はお よそ半数 で ,普 及 の時期 は

中期 か ら後期 にか けて とみ られ てい る。

フ.ロセス ●コン ト・一ルは広 く普 及 す るが大企 業 では70年 代 の初期 か ら取 り入 れ られ
,

中企 業 は中期,小 企業 は後期 か ら80年 代 にか けて とい うよ うに経 営規模 が小 さくな るに

つ れて次第 に普 及の時期 が お くれ るとみ られ てい る。

a)コ ン ピュ ー タと通 信 シス テムを結合 した経営 シス テムは普 及す るか
。

巨 及 す ・

社 数 %

已 及 ・ な い
わ か ら な い

無 回 答

296

2

8

39

85.6

0.6

…1

・…1

計 3451 100.0

普及する時期は。

初 期 中 期 後 期 無 回 答 計

社 司% 社 司% 社 数% 社 ∋% 社 数{%

大 企 業 177 60.0 95 32.1 17 6.07

30,029

38.5143

1.9296 100.0

中 企 .業 28 9.4 151 51.0 9.6296 100.0

小 企 業 2 0.7 47 16.0

88

104 ・・82961・ …

オ ンライ ン情報 処理 システムが,70年 代 に普 及 す ると予 想 してい る ものが85 .6%(296

社)に 達 して い る。 その うち普及 す る時期 を,大 企 業 にお いては70年 代 の初期 に普 及す'

る と回答 した企業 数 は177社,60.0%を 占め,中 企業 にお け る普 及 は,中 期(51 .0%)か

ら後 期(30.0%)に か けて,小 企業 にまで波及 す るの は70年 代 の後 期(38.5%)と みてい る。
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社 数 %

普

普

わ

無

及 す

及 し な

か ら な

回

る

い

い

答

272

7

22

44

78.8

2.0

6,4

12.8

計 f 3451 100.0

普及するとすれば,つ ぎの どの条件で普及するか。それはいつごろか。

普及のていど

時

限 ら れ た 範 囲 で

あ る て い ど 一 般 化

大 幅 に

初 期

社 ∋%

101

5

1

37.0

1.8

0.4

中 期

社 ∋%

後 期

社 ∋%

108

80

11

39.7

29.4

4.0

35

69

47

12.8

25.4

17.3

無 回 答

社 数1%

28

118

213

10.5

43.4

78.3

計

272

272

272

意 思決定 モデル は,初 期(37.0%)か ら中期(39.7%)に か けて 「限 られ た範 囲」 で

普 及す るが,「 あ るて い ど一 般化」 す るのは 中期(29.4%)か ら後 期 にかけて で あ る。

「大 幅 に」普 及す るの は後期(17.3%)以 降80年 代 に入 る とみてい るのか,無 回答 が圧

倒 的 とな る。

c)気 象情 報,労 働市場情 報,通 産情 報な ど国家 あ るいは公 共機 関所属の デー タ ・フ

ァイルを利 用で きるか。

社 数 %

70年 代に利用できる

利用できない

わからない

無 回 答

267

6

29

43

77.4

1.7

8.4

12.5

計 345} 100.0

で きるとす れば,い つ ごろか。

オ ン ラ イ ンで

オ フ ラ イ ンで

初 期

社 司%

12

61

8。1

22.7

中 期

社 数1%

77

112

25.2

42.0

後 期

社 司%

無 回 答

社 数%

117

36

43.8

13.9

6122.7

5821.6

計

社 ∋%

267

267

100.0

100.0

1970年 代 に公共情報 を民 間 で 自由 に利 用 で きるよ うに な る とみて い る ものが圧 倒 的に
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多 い(77.4%)が,ま ず オ フライ ンで利用 す るよ うに な り(初 期22.9%,中 期42.0%),

つ いで オ ンライ ン利用 に移 る(中 期25.2%,後 期43.8%)と み られ てい る。

d)国 家 および産業 界 で もPPBSの 効果 的適 用が行 な われ るのはい つごろか
。

行 な わ れ る

時 期1社 ∋%・ 已 数1%

初 期

中 期

後 期

17

114

74

9.1

55.6

36.3

205 59.4

行 な わ れ な い1・gi・ ・

わか らない1621…

無 回 答15gl…

計1345i・ …

PPBSの 手法 は,70年 代 に民間企 業の経営 手法 とな るとみ るのが,大 半(59 .4%)

で あ る。 その時期 につ いては,中 期(55.6%)と す る もの が過半 数で,つ いで後期(36

.3%)と 予想 して い る ものが多 い。

e)コ ン ピュ ー タによ る プロセス ・コン トロール は普 及 す るか。

1社 司%
普 及 す る 280 81.2

普 及 し な い 2 0.6

わ か ら な い 16 46

無 回 答 47 13.6

㍍13451・ ・⑭

普及するとすれば,時 期はいつごろか。

大 企 業

中 企 業

小 企 業

初 期

社 数1%

179

24

6

63.9

8.6

2.1

中 期

社 数%

86

155

27

30.7

55.4

9.6

後 期

社 数1%

13

70

75

4.6

25.0

26.8

無 回 答

社 司%

2

31

172

0.7

11.1

計

社 ∋%

280

280

61・41280

100.0

100.0

100.0

70年 代 に フ.Pセ ス・コン ト・一ルは広 く普及 す る(81 .2%)と み る もの が圧 倒的 に多い。

大企業 に おい ては70年 代初 期 か ら(63.9%)中 期 にかけ て(30.7%)ほ ぼ行 きわた り,

中企業 で は,中 期(55.4%)か ら後期 に かけて(25.0%)普 及す るとみ られ てい るが,
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小 企 業 に まで 普 及 す るの は 後 期(26.8%)か ら 以 後 に な る(無 回 答61.4%)と 回 答 して い る。

2.教 育 ・労 働 関係 につ い て

コン ピュー タ教育 は,70年 代 に 「必修科 目 とな る」 とみ る ものが84.1%に お よん でお

り,大 学 の必修科 目に取 り入 れ られ るの は初期(52.4%)か ら とみ られ てい る。 高校 で

はや やお くれ(初 期39.0%,中 期45.2%)中 学,小 学校 に普 及す るの は さ らにお くれ る

とみ てい る。

「コンヒ.ユー タ とテ レ ビが結 合 した教育 」 も70年 代 に普及(67.0%)す るが,時 期 は

中期以 降 と予想 して い る。

労 働関係 では,70年 代 には 「週 日5制 」 が一 般化 す る(86.1%)し,「 ベ ース ア ップの

基 準 を きめ る」 に も,「 労使 と もに コン ピ ュー タを使 うよ うに な る」(58.7%)と して い る。

a)学 校教 育の 中ヘ コ ンピュ ー タ教育 が導入 され,そ れが必修 科 目とな るか。

1社 数1 %

必 修課

無

口

回

と な る

ならない

わか らない

答

290

24

14

17

84.1

7.0

4.1

4.9

計 1 345 1 100.0

必修科目となるのはいつごろか。

初 期 中 川 後 期 無 回 答 計
時 期

学 校 社 司% 社 司% 社 司% 社 司% 社 司%

大 学

高 校

中 学

小 学

|15252.4

11339.0

175.9

103.4

90

131

90

17

31.0

45.2

31.0

5.9

24

45

59

41

8.3248.3

15.51^0.3

20.312442.8

14.122276.6

290

290

290

290

100.0

100.0

100.0

100.0

コン ピュー タ教育 は,70年 代 に学校 の必 修科 目 として取 り入 れ られ ると予想 して い る

もの は84.1%に 達 してい る。

大 学 で取 り入 れ られ るの は,70年 代 の初 期 とみ る もの52.4%,中 期 とみ る もの31.0%

と,8割 までが後期 をまたずに必 修科 目に な る とみて い る。 高校 に取 り入 れ られ るとす
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る もの もこれ に似 て,初 期39.0%,中 期45.2%と な って い るが,中 学 に まで コン ピュー

タ教 育 が普 及 す るのは,中 期3LO%,後 期20.3%と や や遅 れ てい る。 無 回答42.8%と な

って い るの も,そ の傾 向 を示 してい る。 小学校 に まで普及 す るとみ る ものは,急 激 に数

が減少 して,初 期3.4%,中 期5.9%,後 期14.1%に す ぎず,無 回答 は76.6%に 及ん で

い る。

b)コ ン ピュ ー タと テ レビとの結合 に よる教育 が普及 す るの はいつ ごろか。

普 及 す る

内 訳

時 ∋ 社 数1 %

初 期

中 期

後 期

そ の 他

24

121

83

3

10.4

52.4

35.9

13.0

社 数

231

%

67.0

普 及 し な い 241 7.0
'

わ か ら な い i 5gl 17.1

無 回 答 311 9.0

計 3451 100.0

コン ピ ュー タ とテ レビが結 びついて,教 育 に利用 され るとみ るのは67 .0%に 達 して い

るが,そ の時 期 は中期(52.4%)か ら後 期(35.9%)に かけ て とみ られ てい る。

C)週5日 制 は一 般化 す るか。

1社 数1 %

一 般 化 す る

一 般 化 し な い

わ か ら な い

無 回 答

297

28

10

10

86.1

8.1

2.9

2.9

計 3451 100.0

t－ 般化 す る とす れば いつご ろか。

企 業

時 期

大 企 業

中 企 業

小 企 業

初 期

社 司%

15351.5

3411.4

155.1

中 期

社 司%

105

141

81

35.4

47.5

27.3

後 期

社 司%

37

62

77

12.5

20.9

25.9

無 回 答

社 ∋%

計

社 数1%

2

60

124

0.6297

20.2297

41.8297

100.0

100.0

100.0

週5日 制 は,コ ン ピュー タの普及 に よ って70年 代 に広 く一般化 す る(86.1%)と み ら
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れて い るが,そ の時期 は,大 企業 にお いては初 期(51,5%),中 期(35 .4%)と 前半 に

比重 があ り,中 企業 では 中期(47.5%),後 期(20.9%)と 後半 に比重 が あ る。 小企 業

も同 じであ るが,予 想 の比 率 は低 い。(中 期27.3%,後 期25.9%)

b)ベ ー ス アッ プの基準 を決め るため に,労 使双方 の コ ン ピーユ タ使 用は一般 化す る

か。

社 数 %

一 般 化 す る

一 般 化 し な い

わ か ら な い

無 回 答

201

51

51

42

58.3

14.8

'14 .8

12.2

計 ・4・1 100.0

一 般化 す るとすれ ばいつ ごろか
。

大 企 業

中 企 業

小 企 業

初 期

社 司%

中 期

社 ∋%

76

11

4

37.8

5.5

2.0

9647.8

8843.8

199.5

後 期

社 司%

無 回 答

社 ∋%

26

58

44

12.931.5

28.94421.9

21.913466.7

計

社 ∋%

201

201

201

100.0

100.0

100.0

コン ビ.ユ一 夕で,ベ ー スア ップ.の基準 を労使 双方 が決 め るよ うに な る可能性 は ,70年

代 に58.3%と 大半 が予 想 して い る。

その時期 は,大 企業 にお いて一 般化 す るのは初期(37 .8%)か ら中期(47.8%)に か

け てで あ り,中 企 業 では中期(43.8%)か ら後 期(28.9%)と み られ てい る。小企 業 で

は後 期(21.9%)に も未 だ比 率 は低 い。

3.ス ペ シ ャ リ ス トに っ い て

70年 代 に,コ ン ピュー タ要員 は スペ シ ャ リス トとして の地 位 を確 立す る(68 .7%)が,

その不足 は,70年 代初期 か らきわめ て深 刻化 す るとされ てい る。 その状 況は プ ログラマ.

シ ス テ ム ・ア ナ リス ト,シ ス テ ム ・デ ザ イ ナ ー と もに変 らな い
。

a)コ ン ピュ ー タ要 員 が ス ペ シ ャ リス トと して 職 業 的 地 位 を確 立 で き るか
。
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∈ 数 1%
地 位 を 確 立 す る

地位 は 確 立できぬ

わ か ら な

無 回

い

答

237

41

21

46

68.7

11.9

6.1

13.3

計 1 ・・51 100.0

確立す るとすればいつこかろ。

要 員

時 期

プ ロ グ ラ マ

シ ス テ ム ズ ・ア ナ リ

ス ト

シ ス テ ム ・デザ イ ナ

初 期

社 司%

lii;i

中 期

社 ∋%

後

τw・「「1社 ∋

期1無 回 答1 計

%1社 数1%

78

116

115

32。9

48.9

48.5

166.8

3615.2

3715.6

45

12

11

18.9237100.0

5.7237100.0

47237100.0

コン ピュー タ要員 は70年 代 に スペ シ ャ リス トと しての地 位 を確 立す ると予 想す る もの

が68.7%に 達 して い る。 その時期 は,フ 。ログ ラマ,シ ステムズ ・アナ リス ト,シ ステ ム

・デザ イナー と もに初期 か ら中期 と70年 代前半 に到 来す るとみ られてい る。

b)コ ン ピュ ー タ ・ス〔 シャ リス トの不 足が深 刻化す るの はいつ ごろか。

時 期 社 数 %

深 刻 化 す る

初

中

後

朗

朗

期

160

66

7

(68.7)

(28.3)

(3.0)

46.4

19.1

2.0

深 刻 化 し な い 4,1 11.9

わ か ら な い ・gl 5.5

無 回 答 521 15.1

計 3451 100.0

(注)カ ッコ内の数字は深刻化すると答えた233社 の時期別比率

コ ン ピ ュ ー タ ・ス ペ シ ャ リス トの 不 足 は 深 刻 化(67.5%)し1そ の うちで70年 代 の初

期 に 来 る(68.7%)と み る もの が圧 倒 的 で あ る。

4.情 報 流 通,情 報(処 理)サ ー ビ ス に つ い て

情報 処理 サ ー ビス業 や情報 提供 サ ー ビス業 は70年 代 に一 般化 し,情 報産業 は発展 す る

が,し か しキ ャ ッシ ュレス ・ソサエ テ ィにつ いては,70年 代 には実 現 しない(32.8%)
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とみ る もの が多 い。通 信 回線 の開放 の時期 と も大 きな関係 が あ る。

a)キ ャッシュレス ・ソサ エティにな るの はいつ ごろか。

キ ャ ッシ ュレス ・ソサエ テ ィは70年 代 に は来 な い とみ る ものが多数 を占 め(32.8%)

てい る。70年 代 に実現 す るとみ る もの も,後 期 とみ る ものが多 く(28.7%),中 期以前

との意 見は少 ない。

その理 由 とす る ところは,銀 行関係 を中心 に ク レジ ッ トは次第 に普 及 しつつ あ るが,

1社 数1%

な

る

初 期

中 期

後 期

1

53

99

0.3

15.4

28.7

70年 代 にはならぬ

絶 対 に な らな い

無 回 答

113

13

66

32.8

3.8

19.1

計13451・ …

社 会 慣行 は なか なか変化 しに くい し,た とえば タ クシー代 やおで んやの支払 い な ど,'小

額 の支 払 いな どはやは り現金 が必要 だ とい うものが 多い。 また キ ャ ッシ ュレスが完全 に

で きるほ ど通信 回線 は開放 されな い とみ る もの も多 い。

b)情 報処理 サ ー ビス企業 が一般化 す るのは いつ ごろか らか。

∈ ∋%
一

般
化
す
る

初 期

中 期

後 期

60

148

72

17.4

42.9

20.9

70年 代 に はならぬ

絶 対 に な らな い
●

無 回 答

9

-

56

2.6

、-

16.2

計13451・ …

情 報処 理 サー ビス企 業 は70年 代 には広 く普 及 す る とみ る ものが圧倒 的 で,そ の時期 は,

初 期(17.4%)か ら中期(42.9%),後 期(20.9%)と,中 期 をヤマ とみてい る。70年

代 に は一般 化 しな い とみ る ものは,わ ずか2.6%に す ぎな い。

C)情 報提 供 サー ビス企 業が一般 化す るの はいつ ごろか。

情 報提供 サー ビス企 業 も,中 期(37.4%)か ら後期(34.8%).に か けて一般 化す ると

み られ,情 報産 業 の盛 期 は70年 代後半 に到来 す る と予想 され てい る。



356第7部70年 代 の コ ン ピュー ク リゼ ー シ ョン展 望

社 数 %

般
化
す
る

初

中

後

期

期1

期1

22

129

120

あま り変 化がない

無 回 答

18

56

6.4

37.4

34.8

5.2

16.2

計 ,
3451 100.0

5.通 信 回線 につ い て

通信 回線 の利 用 は普 及す る。1万 ボ ー以上 の高速 回線 も,70年 代 の 中期以 降 には一般

的 に利 用 され るよ うに な るし,後 期に なれば コ ンピ ュー タの入 出力 に無線伝 送 も実現 さ

れ よ う。

い ろい ろな企業 や,他 産 業間 の情報 ネ ッ トワー クも,70年 代後 期 には普 及 す るだ ろ う

・とみ られ てい る。

しか し一 方 では,そ れだ けの ネ ッ トワー クを張 るだ けの必要 があ るか ど うか,疑 問が

あ るとい う意見 もみ られ る。

a)伝 送 速度 が1万 ボーを こえ る回線 の一般 的利用が実 現す るの は いつご ろか。

「一 社 数 %

初 期

中 期

後 期 ・

無 回 答

31

116

127

71

9.0

33.6

36.8

20.6

計 3451 100.0

現在 は2,400ボ ーが最高 で あ るが,70年 代 の中期(33.6%)か ら後 期(36.8%)に か

けて,1万 ボー以上 の 回線 が サ ー ビス され るで あろ うとみ る ものが多 い。

b)コ ンピュー タの入 出力 デー タの 無線伝送 が一般 化す るの はい つご ろか らか。

インプ ッ ト・デー タや ア ウ トフ。ッ ト・デー タが無線 で送 られ る時期 は,.後 期(42.6%)

以 降 とみ る向 きが多 い。 一般化 しない とみ る もの も20%に およぶが,そ の理 由 としてあ

げ られて い るの は無線 の周 波数帯域 に制 限が あ ること,無 線 は公共 関係 に使 わ れ,一 般
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社 数 %

初 期

中 期

後 期

一 般 化 し な い

無 回 答

3

42

147

69

84

0.9

12.2

42。6

20.0

24.3

公 開 されな いだ ろ う,し たが って特 殊分野 の みに使 われ,コ ス ト的 に も普 及 しない だ ろ

う,と い うこ とが あげ られ てい る。

・C)異 種企 業間の情 報 ネッ トワー クが普及 す るの はい つご ろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

普 及 し な い

無 回 答

30

97

110

50

58

8.7

28.1

31.9

14.5

16.8

計 3451
|

100.0

70年 代 の 中期(28.1%),後 期(3L9%)に は,異 種企 業 の間に もネ ッ トワー クが普

及 す る とみ る向 きが多い。普 及 しな い とみ る ものが14.5%あ る。系列 企業以 外 は ネ ッ ト

ワー クを設 け るだけの価値 が あ るか ど'うか わか らない とい うこ と,秘 密 保護上 の問題 が

あ る こと,.な どの理 由が あげ られて い る。

d)異 種産 業の情 報 ネッ トワー クが 普及 す るのは いつ ごろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

普 及 し な い

無 回 答

10

62

142

55

76

2.9

18.0

41.2

15.9

22.0

計 345 100.0

中期 とみ る もの18%,後 期 には実 現 す る とみ る もの41.2%と な ってい るが,普 及 しな

い とみ る もの も15.9%あ る。

普 及 しない理 由 と して あげ られ てい るのは,デ ー タ ・バ ン クを利 用 す る方 が便利 で あ

るとい うこと,系 列関係 以外 には あ ま り関 心が な い とい うことが あげ られて い る。
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6.法 律 関 係 に つ いて

コン ピュー タ利用 が進 む と,法 律上 に もい ろい ろ な方面 にか かわ りが で きて くる
。

現 在 も商 法改正 で問題 とな って い る磁気 テープや磁気 デ ィス クが,70年 代 中期 には法

定帳 簿 と して認 め られ るよ うに な る とみ られ てい る。

コン ピュー タを使 って裁判 を早 く行 な うこ と も,部 分的 では あ るが後 期 には実 現 す る

だ ろ う。 ソ フ トウ ェアの特許権 も,中 期以 降 には認 め られ るとす る意 見が多 いが ,一 方

で は それ を否定 す る声 もあ る。

a)磁 気 テー プ(あ るい はディ ス ク)な どが法 定帳 簿 と して認可 され るの はいつ ごろ

か。

1社 数}%

初 期

中 期

後 期

認 可 さ れ な い

無 回 答

63

146

55

30

51

18.3

42.3

15.9

8.7

14.8

計3451・ …

初 期 とす る もの18.3%,中 期が一 番多 く42.3%,後 期が15.9%で,70年 代 には法律 的

に認 め られ る とされ てい る。商 法改正 まで も う一歩 で あ るとみ る向 きが多 い。

b)コ ン ピュ ー タ裁判 の実現 はい つごろか。一
初 期

中 期

後 期

実 現 し な い

無 回 答

15

86

132

55

57

4.3

24.9

38.3

15.9

16.5

計 3451 100.0

中期 とみ る もの24.9%,後 期 とみ る ものは38.3%で,70年 代 の実現 を予 想す るの は

63.2%に 達 してい る。

普 及 しない とみて い る もの(16.5%)の 理 由は,そ の範 囲は狭 く,交 通 事故 の裁 判程
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度 にす ぎないだ ろ うとい うこ とで ある。

c)ソ フ トウエアの 特許権 の確立 はい つごろか 。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

確 立 し な い

無 回 答

35

110

57

86

57

10.1

31.9

16.5

24.9

16.5

計 3451 100.0

中期 とみ る もの が最 も多 く31.9%,後 期 が16.5%と な っでい るが,70年 代 に は特許 権

が確立 され ない とみ る もの も24.9%に 達 して い る。

7.産 業 動 向 に つ いて

70年 代 に は,国 際競争 が初期 か ら激 し くな り,企 業格差 もいよい よ大 き くな り(77.4

%),資 本 の集 中や系 列化 も進展 す る とみて い る。70年 代 は経営 の面 で も激動 と変革 の

年 とみ られ てい る。

a)国 際競争 が激化す るの はいつ ごろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

激 化 し な い

無 回 答

170

100

7

2

66

49.3

29.0

2.0

0.6

19.1

計 3451 100.0

企業 の国 際競争 は,70年 代 に入 って す ぐ激 化す るとみ る ものが半分 に達 す る(49.3%)。

中期 が29%で,中 頃 までに78.3%が 競 争激化 とみて い る。競争 は激 し くな らぬ とみ る も

のは ほ とん どない(0.6%)。

b)大 企業 と中小 企業の 格差 が大 き くな ると思 うか。 格差 が大 きくな るとみ る も

のが大半(77・4%)を 占 め る。 コン ピュー タ利用 の上 で も格差 は大 き くな るで あ ろ う。
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1社 数 1%
思

懸

無

わ な

回

う

い

答

267

26

52

77.4

7.5

15.1

計 1 3451 100.0

C)資 本の集中化,系 列化が進展す ると思うか。

社 数 %

思 う

思 わ な い

無 回 答

282

13

50

81,7

3.8

14.5

計 3451 100.0

81.7%ま でが,70年 代 に 資本 の集 中,系 列化 が進展 す る と予想 してい る。

8.ソ フ ト ウ エ ア に つ い て

{1咬 通関 係 都市交通 は,コ ン ピ ュー タ ・コン トロールが70年 代 中期 に は実 用化 す る

が,レ ーダ ー誘 導無 人 自動車 や,自 動 車 の 自動操 従 システムな どは,後 期 か ら80年 代 に

か か らな ければ実 現 しな い とみ られてい る。

(2)医療 関係 病 院の看護婦 に代 る患者保 護 システムや,計 量診 断学 に よる コンピ ュー

タ診 断 は,70年 代 中期か ら実 現す るとみ る ものが多 い。 しか し,一 方 では,現 在 の医 師

養成 教育 の変 らぬ 限 り実現 しない とみ る もの もあ る。

(3)教育 関係,CAI(コ ン ピュー タ利用 の教育法)や,科 学技術 デ ー タ ・バ ンク,コ ン

ピュー タ化 した 自動 図書 館 な どの実現 は,70年 代 後期 にな る とみ られ てい る。

倒 労働力 コン ピュー タの普 及 で,労 働 力が半 減す るか ど うかにつ いて は,70年 代後

期 に半 減す る(31.6%)と み る もの と,コ ン ピュー タ化 だ けでは半減 しな い(29.0%)

とす る もの と意 見 が分 れて い る。

(5隊 庭 への コン ピュー タ普 及 家庭 で コン ピュー タを使 うよ うに な るか否 かにつ いて

も,70年 代後 期か ら80年 代 にか けて普及す る とみ る もの と,そ れだ けの必 要性 は生 じな

い とす る もの との意 見が分 れて い る。

倒 プ ログ ラム作成技術 自動的 に コンパ イ ラをほん や くす るコンパ イラや,モ ジュー
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ル方 式 あ るいは パ ッケー ジ方 式 での プ ・グ ラム作成 が実現 す る時 期,あ るいは個別i業務

に使 われ る コンパ イ ラ ・レベ ルの言 語 な どは,70年 代 中期 か ら後 期 にか けて出現 す る と

み られ て い る。

しか し,コ ンパ イ ラの普 及 によ って,ア センブ ラはユ ーザーに関 す る限 り使 われ な く

な るので はないか とい う予想 に対 しては,機 械 の特 性 を生 か してい るアセ ンブ ラの利点

は捨 て され ない とす る意 見が多 い。

a)都 市道 路交 通の コン ピュ ー タ ・コ ン トローールの実 用化 はい つ ごろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

実 用 化 し な い

無 回 答

78

138

68

10

51

22.6

40.0

19.7

2.9

14.8

計 ・ 345 100.0

初 期22.6%,中 期40.0%と,中 頃 までに大半 が実現 す るとみてい る。7q年 代 に実用 化

す る とみ るの は,全 部 で82.3%に 達 す る。 実用化 しない とみ る もの は,2.9%に す ぎない。

d)病 院 におけ る患者 保護 シス テムの実 用化 はいつ ごろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

実 用 化 し な い

無 回 答

35

133

197

15

65

10.1

38.6

28.1

4.3

18.8

計 3451 100.0

病院 での無人 看護 が70年 代 の 中期 ・(38.6%)か ら後期(28.1%)に か けて実用化 す る

と予想 され て い る。70年 代 には,ほ ぼ一般 化す る と(76.8%)み られ てい る。

実 用化 しない とみ てい る もの(4.3%)も80年 代 に は実 用 とな るとみ てい る ものが多 い。

c)計 量診断 学 によ る医 師の コン ピュ ー タ利用 はいつ ごろか。

初 期(12.8%)は まだ比 率 が少 ないが,中 期(35.9%),後 期(32.8%)に は大 部分

が 利用 す るよ うに な るとみてい る。

利用 しな い とみ るもの は2.3%に す ぎない が,そ の理 由は,現 在 の 医師の養成 法 では
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1社 数 1%
初

中

後

利

無

用 し

回

な

期

期

類

い

答

44

124

113

8

56

12.8

35.9

32.8

2.3

16.2

計 1 345 1 100.0

計量診断学にまでは手が届かぬ とみている。

d)学 校教育におけるCAlの 普及 はいつごろか。

社 数1 %

初 期

中 期

後 期

普 及 し な い

無 回 答

17

104

118

18

88

4.9

30.1

34.2

5.2

25.5

計 3451 100.0

初 期 はまだ まだ(4.9%)だ が,中 期(30.1%),後 期(34.2%)に は普 及す るとみ

る ものが多 い。

普及 しない とす る ものは5.2%で あ るが,そ の理 由は,コ ス ト高 で学校 には負担 が大

きい,80年 代 に な らね ば普 及 しない,と す る ものが 多い。

e)科 学技 術情報 にお け るデー タ ・バ ンク出現 はいつ ごろか。

1社 ∋%
初 期

中 期

後 期

出 現 し な い

無 回 答

54

120

111

6

・54

15.7

34.8

32.2

1.7

15.7

計13451・ …

初 期 とみ る ものは比率 は少 ない(15.7%)が,中 期(34.8%),後 期(32.2%)と 予

想 の比率 は高 ま って い る。

出現 しない とす る もの(1.7%)も,80年 代 に は出現 す る と して い る。 時期 的な 問題

で あ る とみ られ てい る。

f)レ ー ダー誘導 に よる無人 自動車 と, .自動 車行 政司法 の統合化 シス テム出現 はいつ
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ごろか。

初期(1.4%),中 期(4.9%)に は まだ実 現 の可 能 性 は うす い とみ てい るが,後 期

には38.0%が 実現 を予 想 してい る。

一方 出現 しな い とみ る もの も32.5%に のぼ ってい るが,そ の理 由は① コス トの面で高

す ぎ る,② わ が国の道 路事情 や道 路行政 か らみて不可能,③ ソフ トの開発 が難 しいの で,

社 ,数 %

初 期

中 期

後 期

出 現 し な い

無 回 答

5

17

131

112

80

1.4

4.9

38.0

32.5

23.2

計 3451 100.0

実現 す るのは80年 代 か ら90年 代 に かけて で あ るとみてい る。

9)自 動車の 自動操 縦 システ ムの普及 はい つご ろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

普 及 し な い

無 回 答

1

19

129

119

77

0.3

5.5

37.4

34.5

22.3

計 3451 100.0

普及 す るのは後期 とみ るのが37.4%で あ るが,普 及 しない とみ る もの も34.5%に 達 し

てい る。普及 しない とみ る理 由 と しては

① 日本 の道 路事情 で は無理 で危険 で あ る

② ソ フ トウエアの開発難

③80年 代 に な らね ば実現 しない

④ ドライ ブの楽 しみが な くな る

な どが あげ られて い る。

h)EDP化 に よる労働 力の半 減 はいつ ごろか。

コ ンピ ュー タの労 働力 を半 減 す るまで利用 され るのは,中 期(17.4%)か ら後期(31.6

%)と み る ものが 多い。
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社 数 %

初 期

中 期

後 期

半 減 し な い

無 回 答

16

60

109

100

60

4.6

17.4

31.6

29.0

17.4

計 3451 100.0

半 減 しない とみ る もの も多 く(29.0%),そ の理 由 と して

①EDP化 は労働力 の削減 を目的 と した もの では な く,EDPで 解 決で きぬ もの も

あ る

② あ る業務 が半 減 して も,新 しい業務が またふ え る。

③ 仕事 の内容 は変 って も,労 働量 は変 らない とす る もの が多い。

i)為 替交換 に よ る収入,徴 税 自動 相殺 シス テム の出現 はいつ ごろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

出 現 し な い

無 回 答

19

71

139

38

78

5.5

20.6

40.3

11.0

22.6

計 345 100.0

税 金 が 自動 的に預金 か ら支払 われ るシステ ムの実現 は,中 期(20.6%)か ら,後 期

(40.3%)に か け て とみ る ものが 多い。

一方 ,実 現 しな い とみ る もの(11.0%)の 理 由は,① キ ャ ッシ ュレス時代 の実現 と関

連 があ るが,② シス テム導 入以前 の社会 環境 に問題 が あ る。 社会 の現 状 は,こ の システ

ムを受 け入 れ るに至 って いない とい うもので あ る。

」)家 庭 用 コン ピュ ー タの出現 はいつ ごろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

出 現 し な い

無 回 答

9

22

116

136

62

2.6

6.4

33.6

39.4

18.0

計 3451 ・・…1
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出現 しない とす る ものが最 も多 く39.4%に 達 してい る。

出現 す るとみ る もの も,70年 代 の後 期 とみ る ものが33.6%で あ る。

出現 しない とす る理由 は

① 家庭 で コジ ピュー タを使 う必要性 が少 な い

② 加入電 話 によ る タイム シェ ア リングの方 が安 い

③ コス トの面 で ひ きあわ ない'

④80年 代 にな らなけれ ば実 現 しない

な どで あ る。

k)電 話,テ レビ ・ネッ トワー クと コン ピュ ー タ ・ユーティ リティの融合 に よる家庭

への 普及 はいつ ごろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

普 及 し な い

無 回 答

5

38

165

68

69

1.4

11.0

47.8

19.7

20.0

計 345 100.0

普 及す るの は70年 代の後 期 とみ る ものが最 も多 い(47.8%)が 普及 しない とみ る もの

も19.7%と 多 くその理 由 とす るところは

①80年 代 にな る

② 家庭 で は そこまで利 用 す る必要 性が ない

③ コス トが高 く,家 庭 で は利 用 しに くい

④ ソ フ トウエアが難 しい

な どがあげ られて いる。

1)コ ンピュー タ化 自動 図書館の 出現 はいつ ごろか 。

検索技 術の発達 に よ って70年 代 中期(12.8%)か ら後 期(52.2%)に は普 及す るとみ

られてい るが,普 及 しな い とみ る10.7%の 理 由 と して は

①80年 代 に入 る

② 図書分 類 の基 準が決 ま りに くい

③ 政府 や公共 団体が推 進 してい ない
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な ど を あ げ て い る 。

1社 数 %

初

中

後

普 及 し な

無 回

期

期

類

い

答

14

44

180

37

70

4.1

12.8

52.2

10.7

20.3

言十 1 345[ 100.0

m)コ ー ドの 自動 転換 が可能 とな る 「コンパイ ラを 翻訳 す る コンパ イラ」が コンパイ

ラ作成 の通 常手段 とな るの はいつ ごろか。

1社 数1%

初 期

中 期

後 期

通 常手段 とならぬ

無 回 答

22

115

104

28

76

6.4

33.3

30.1

8.1

22.0

計1・4511…

中期(33.3%),後 期(30.1%)と70年 代 には 自動 的 に プ ログ ラ ミングがで きるよ う

4こな るとみ る ものが 多い。

n)文 字 あ るい は画像 の デー タを機械 的に検 索す るのは い つごろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

検 索 で き な い

無 回 答

29

86

137

23

70

8.4

24.9

39.7

6.7

20.3

計 3451 100.0

これ も中期(24.9%)後 期(39.7%)に は実現 で きるとみてい るが,検 索 で きない と

す る もの も6.7%あ る。

その理 由 としては

① 画像 検索 は70年 代 に は無理 だ

② コス ト面 で無理 だ

.との意 見 が出 されて い る。
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0)プ ログ ラムが 組み立 て式(モ ジュ ール方 式)に な る。 プログラム ・パッケ ー ジの

組 み合 わせ で,特 定 の問題 が解 決 され るの はいつ ごろか。 モジ ュール方式 に な る と

み る もの は予 想以上 に多 く,初 期 とみ る もの も18.3%,中 期 は33.6%,後 期23 .8%,計

75.7%に 達 して い る。解 決 され ない とす る もの は4.6%に す ぎない,そ れ も80年 代 に は

社 数 %

初 期

中 期

後 期

解 決 さ れ な い

無 回 答

63

116

82

16

68

18.3

33.6

23.8

4。6

19.7

計 3451 100.0

実現 す るとみて い る。

p)モ ジュ ールの技法 が工業 の研究 開発 面で も応用 され る。 別の言 葉で いえば,い ろ

い ろな実際の 組み合 わせ を決 め るために は,機 械 と コン ピュ ー タが結 び つけ られ るの は

いつ ごろか。

1社 数%

初 期

中 期

後 期

結 びつ け られない

無 回 答

29

101

118

10

87

8.4

29.3

34.2

2.9

25.9

計 ・451・ …

中期(29.3%),後 期(34.2%)と 予 想す る ものが多 い。70年 代 に は モ ジュール技法

が普及 す る(71.9%)と み られて い る。

結 びつ け られ ない とす る もの は2.9%に す ぎな い。

q)ど ん な コン ピュ ー タに も使 え るよ うにデ ザイ ンされた特定の ソ フ トウエア ・パッ

ケ ー ジが利 用 され るのはい つごろか。 中期(27.0%),後 期(36.2%)と み る もの

が圧 倒的 で あ る。

利用 され な い とす る もの(13.0%)の 理 由 は

① メー カー間 の調整 が 困難 で あ ろ うとい う技 術以前 の問題

②80年 代 に入 る



368第7部70年 代 の コ ン ピ ューーク リゼ ー シ ョン展 望

と す る も の が 多 い 。

社 ∋ %

初 期

中 期

後 期

利 用 さ れ な い

無 回 答

16

93

125

45

66

4.6

27.0

36.2

13.0

19.1

計 1 3451 100.0

r)ア セ ンブ ラ言 語 は 「ユ ーザー」 と関す る限 り廃 物にな り,使 わ れな くな るの はい

つ ごろかσ

1社 ∋ %

初 期

中 期

後 期

使 わ れ る

無 回 答

16

70

93'

103

63

4.6

20.3

27.0

29.9

18.3

計 3451 100.0

これに関 して は,使 われ る とす る ものが最 も多 く29 .9%に お よぶ。

使 われな くな るとみ る もの も,そ の時期 は中期(20.3%),後 期(27.0%)と やや比

率 は低 い。

まだ使 わ れ る とみ る ものの理 由は

① アセ ンブ ラは機械 に即 した言 語 であ るか ら,コ ンパ イ ラで機 械の特性 を生 か した

もの がで きない限 り使 われ る

② ユ ー ゲー独 自の フ.ログラム開発 に はア セン ブラ以外 に ない

③ コンパ イ ラは冗長で,ア セン ブラの方 が利点 が多 い

④ コス トが安 い

な どが あげ られて い る。'

s)個 別の適 用業務 に対す るいろ いろな コ ンパ イ ラ ・レベルの言語 が発 達 す るの はい

つ ごろか。

コンパ イ ラの個別化 が進 む とみ る ものが多 く,時 期 も,中 期(33.0%)後 期(27.4%)

を予 想 して い る。
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社 数 %

初 期

中 期

後 期

発 達 し な い

無 回 答

38

114

94

27

72

11.0

33.0

27.4

7.8

20.9

計 3451 100.0

発達 しな い とみ る もの(7.8%)は コン パイ ラは個別 化す るよ りも一般化 す るで あ ろ

うとい う理 由 をあげ てい る。

9.ハ ー ド ウ エ ア に つ い て

ブ ロ ック式 に記憶容 量 を増 減す るプ ラグイン ・メモ リーや ,ビ ル ト・イ ン ・フ。ログ ラ

ム方式 の実 現,書 類 ケ ース ・サ イズの コン ピュー タや,音 声入力 の コン ピュー タ,レ ー

ザ ー通信 に よ るデ ー タ通 信 な どは,何 れ も70年 代 中期 か ら後期 に かけて実現 す る とみ ら

れ てい る。 しか し一部 に は80年 代 にな らなけれ ば実 現 しな い とみ る もの もあ る。

また,紙 テープや パ ンチカー ドは,ど ん なに ハー ドウエ アが進 んで も,そ の簡 便 さと

安 価 さとで,い つ まで も残 るで あ ろ うとい う声 が高 い。

a)プ ラグ イ ン ・メ モ リーによ り記憶 容量 を 自由に増 減す る方 式が実 現す るの はいつ

ごろか。

1社 数 1%
初

中

後

実

無

現 し

回

な

朗

朗

類

い

答

24

109

112

18

82

7.0

31.6

32.5

5.2

23.8

計 1 345 1 100.0

中期(31.6%)後 期(32.5%)と み る ものが 多 い。70年 代 に は実 現す る と予 想す る も

のが7L1%に お よん でい る。実現 しない とみ る もの(5.2%)は 少 ないが ,

その理 由は

① 補助記 憶装置 で十分 で あ る
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② 必要 がな いか らメー カー も作 らない だろ う

な どが あげ られ てい る。

b)集 積 回路 パッケ 一一ジの プ ラグイ ンによるか,あ るい は コン ピュー タ自体 に大規模

プログ ラムを組み 込む ビル トイ ン(内 蔵)プ ログ ラム方 式が実 現す るの はいつ ごろか。

これ も,中 期(26.4%)か ら後期(35.7%)に か けて実現 す る とみ る ものが 多い。70

年代 に は72.1%の もの が実 現 す る とみて い る。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

実 現 し な い

無 回 答

38

91

123

11

82

11.0

26.4

35.7

3.2

23.8

.計 345[ 100.0

実 現 しない とす る もの(3.2%)は,ご くわずか であ るが,理 由 と して は,そ の必 要

性 が あ るか ど うか に疑 問 を もって い る。

c)書 類ケ 一口ス ・サ イズの コ ンピュ ー タの実 現 はいつご ろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

実 現 し な い

無 回 答

24

77

129

45

70

7.0

22.3

37.4

13.0

20.3

計 3451 100.0

中期(22.3%)か ら後期(37.4%)に か けて実現 す る とす る もの が多い が,実 現 しな

い とみ る もの も13.0%に 達 す る。

そ の理 由は

① 技術 的 に簡単 にで きない

② コス ト面 で無 理で あ る

③ そんなに小 さくす る必 要 があ るか

な どが あげ られ てい る。.

d)音 声入力 コン ピュ ー タの実 用化 はいつ ごろか。
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中 期(24.9%)か ら 後 期(43.5%)に か け て 実 用 化 す る と み る もの が 多 い。

1社 ㍉%
初 期

中 期

後 期

実 用 化 し な い

無 回 答

9

86

150

39

61

2.3

24.9

43.5

11.3

17.7

計1・451・ …

実 用 化 しない とす る もの(11.3%)の あげて い る理 由は

① 方言 な どの分析 が困難 で あ る

1② コス ト面 で企業 で は利 用 で きないだ ろ う

③ ミスがで るお それが あ る

④ 文字 で さえ入力 が むず か しい のに音声 は まだ無理 だ

な どで ある。

e)レ ーザ ー通信 によ るデ ー タ伝送 の実現 はいつ ごろか。

社 数 %

初 期

中 期

後 期

実 現 し な い

無 回 答

10

47

149

41

98

2.9

13.6

43.2

11.9

28.4

計 ・・5/ 100.0

・後期 に実現 す る とみ る もの(43 .2%)が 多 い。

実 現 しな い(11.9%)と み る とのの理 由は

① 時期 尚早 で あ る

② デー タの安定性 とコス トの面 で不安 が あ る

な どが あげ られて い る。

f)パ ンチ カー ドお よび紙 テー プが入 力媒 体 と して使 われ な くな るのはい つごろか 。

パ ンチ カー ド,紙 テー プは まだ使 われ るとみ る ものが40 .6%と 最 も多 い。 その理 由 と

して は

① コス トが安 く,簡 便で 捨てが たい
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リア ル タ イ ム処 理 の で き る他 の入 力 媒 体 が考 え られ な い 限 り,残 るで あ ろ う

社 数 %

初 期

中 期

後 期

使 わ れ る

無 回 答

2

38

103

140

57

0.6

11.0

31.3

40.6

16.5

計 3451 100.0

③80年 代 にな った ら使 われ な くな るか も知れ ぬ

な どが あげ られて い る。

一 方 ,70年 代 の後 期 には使 われな くな るとみ る もの も31.3%に 達 してい る。

g)コ ン ピュー タが 自動 的 に環 境条件 の変化 を察知 し,最 適 な意 志決定 を行な う よう

な ヒュー リス ティック ・プログ ラムの実 用化 はいつ ごろか。

「 社 数1%…

初 期

中 期

後 期

実 用 化 し な い

無 回 答

2

16

104

126

97

0.6

4.6

30.1

36.5

28.1

計 3451 100.0

後期 に は実 用化す る とみ る ものが30.1%あ るが,実 用 化 しな い とす る ものが最 も多 く

36.5%に およん でい る。 その理 由は

① コン ピ ュー タが人 間の判 断 をカバ ーす るとは思 わ ない

② 環境 条件 は無 限 で あ るか らすべ て をカバニ で きない

③ 時期 尚早 で,80年 代 に かか る

④ ソ フ トウエ アが難 しい

⑤ 信頼 性 に難 が あ る'

な どが あげ られてい る。

(注)第7部 各項の図表については付属資料1(396頁 以下参照)



付 属 資 料

1970年 版 コン ピュー タ利 用 状況 調 査

1調 査 の 概 要

1.調 査 対 象

本調査は,コ ン ピュー タ利用状況調査 であるので,対 象は,コ ン ピュー タ,ユ ーザー(国 産機 外 国

機 とも)企 業930社,官 公庁,商 工経済団体,農 協 など70事 業 体,合 計1,000を 選 んだ。

2.調 査方法 と調 査時期

本調査は・19野9月30日 職 調査時点として・調査票を同年11月20日 に発送・12月15日 に回収を

締切った・ 噺

3.調 査 項 目

① ハ ー ドウエ ア・… 最 初の コンピュータを導 入 してか らの経過年数 超大型,大 型,中 型,小 型,超

小型別の保有セ ッ ト数 コンピュー タ部門の必要経費,周 辺機器の比率,コ ンピュー タの使用時間

② コンピュータ要員お よび教育 問題……交替勤 務制度,月 間平均残業時間,要 員確保の方法,要 員数,

平 均賃金,手 当の種類 と額,要 員に関 して困 っていること。

③ 計算 サー ビス機関 ……利用状況,外 部委託 の費用,コ ン ピュー タ部門独立 の傾向,利 用 の理 由

④ 適用業務……適用業務の種類 とこん この予定

⑤ 利用効果 ……効果測定の方法,効 果の金額換算

⑥ フ。ログラム……開発状況

⑦ コンピュータ全般へ の意見……全般的意見,政 府,メ ーカー,団 体,協 会 への意見,コ ンピ ュータ

部 門の名称 と組織図

⑧ 未来予測 ……経営 システム,教 育労働関係,ス ペ シャ リス ト,情 報流通,情 報処理 サー ビス,通 信

回線,産 業動向,ソ フ トウエ ア,ハ ー ドウ ェア

4.回 収 状 況

発送数1,000,回 収 数345,回 収 率34.5%。

資 本金別発送数 と回収数,回 収率 はつ ぎの とお り。
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第1表 資本金規模別アンケー ト回収状況

資 本 金 規 模1発 送 数1回 収 数1回 収 率%

100万 円未満 26 2 7.7

100万 ～500万 円 未 満 23 4 17.4

500万 ～1,000万 円 未 満 27 6 22.3

1,000万 ～5,000万 円 未 満 64 22 34.4

5,000万 ～1億 円 未 満 44 15 34.1

1億 ～10億 円未満 169 58 34.3

10億 ～50億 円未満 281 ・97 34.8

50億 ～100億 円未満 116 40 34.5

100億 円以上 180 63 35.0

資本金なし 70 25 35.7

無 記 入 一 13 一

計1・ …13451…

第2表 産業別アンケー ト回収状況

産 業1発 送 数1回 収 数1回 収 率%

第2次 産 業

鉱 業
建 設
食 品
繊 維
紙 パ ル プ

毘 塁:碧2
窯 業 ・ 土 石
鉄 鋼
非 鉄 金 属
機 械
電 気 機 ・器
輸 送 用 機 器
精 密 機 器
そ の 他 の 製 造 業

4

15

25

34

14

5

86

20

17

37

56

70

55
23

30

2

5

12

7

3

2

40

8

8

8

20

26

14

7
'4

50.0

33.3

48.0

20.5

21.4

40.0

46.5

40.0

47.0

21.2

35.7

37.1

25.5

30.4

13.3

合 計1 49・1 ・661 33.7

第3次 産 業

卸 小 売 ・商 事金
融

保 険
証 券
不 動 産
運 輸 ・ 通 信 報 道
電 力 ・ ガ ス
計 算 受 託 業
サ ー ビ ス 業

140

64

33

14

3

48

15

105

17

43

26

8

5

2

21

6

40

6

30.7

40.6

24.2

35.7

66.6

43.7

40.0

38.1

35.3

合 計 43gI ・571 35.8

そ の 他 の 産 業

法 人 団 体 ・農 協
政 府 関 係 機 関
政 府
地 方 公 共 団 体

10

15

15

30

5

6

3

8

50.0

40.0
,20.0

26.7

合 計 7・1 221 30.1

全 産 判 …9・1 …1 34.5
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ll調 査 結 果

第3表 回収企業,資 本金規模別,年 間売上高規模別,従 業員数規模別分布

資 本 金 規 構 資本金 「従業 獺 ∋ 従業ll 年 間売上 高 規模 1売 上 高

百 万 ～

5～

10～

50～

百万円未満

5百万円未満

10百 万

50百 万

100百 万

100～1,000百 万

1,000～5,000百 万

5,000～10,000百 万

10,000百 万 円以 上

無 記

小

そ の

〃

〃

〃

〃

〃

〃

入

計

他

2

4

6

22

15

58

97

40

63

15

323

22

0.63

1.25

1.88

6.89

4.69

18.13

30.63

12.50

19.50

4.64

100.0

49人 以下

50人 ～99人

100人 ～299人

300人 ～499人

500人 ～999人

1,000人 ～2,999人

3,000人 ～4,999人

5,000人 ～9,999人

10,000人 以 上

無 記 入

小 計

24

8

18

8

26

81

51

51

45

10

32

22

7.50

2.50

5.63

2.50

7.19

25.31

15'94

15.94

13.93

3.10

3100.0

50百 万 円未 満

50～100百 万 円 未満

100～500百 万 〃

500～1,000百 万 〃

1,000～10,000百 万 〃

10,000～SO,oeo百 万 〃

50,000～100,000百 万 〃

100,000百 万 円 以上

無 記 入

小 計

5

7

14

7

51

108

31

83

16

323

22

1.56

2.19

4.38

2.19

15.94

33.75

9.69

25.69

4.95

100.0

合 言+1345 ・4sl 345

ア ンケ ー ト票 回収企業 を,第3表,資 本金規模別,年 間売上高規模別,従 業員数規模別分布 か らみ る

と,資 本金5,000万 円未満の中小企業 は10.65%(前 年 は9.7%),1億 円未満は15.34%(前 年 は12.0

%),従 業員数か らみ ると,300人 未 満は15.63%(前 年 は11.1%),500人 未満18.13%(前 年 は15.4

%)で,前 年よ りは中小企業の回答比率が増加 し,中 小企業への コン ピュー タ普及 が進んでい る証左 と

1して注 目される。 しか しなが ら全体的には,や は り大企業中心 であることは変 りはない。

第4表EDPS投 資規模別回収ユーザー数

レ ン タ ル 料 売 価 換 『 一 ザ一当 % 巨 年%
2225万 円以上

555万 円～2,225万 円未 満

88万 円～555万 円 〃

22万 円～88万 円 〃

22万 円未 満

無 記 入

10億 円 以上

2.5億 円 ～10億 円未 満

4,000万 円 ～2.5億 円 〃

1,000万 円 ～4,000万 円 〃

1,000万 円 未満

無 記 入

28

99

148

35

2

33

8.1

28.8

43.0

10.2

0.6

9.3

6.5

28.0

48.7

13.4

3.4

合 計 3451 ・・…1 100.0

表4のEDPS投 資規模別 回収ユーザー数 をみ ると,月 額 レンタル88万 ～555万 円未満のいわゆる中

型 のシステムを利用 してい るものが43.o%で 最 も多いが,そ の比率は前年の48.7%よ り5.7%の 減 少 を

みせてい る。

一方
,555万 ～2,225万 円 未満(大 型)は28.8%(前 年28.0%),2,225万 円以上(超 大型)は8.1%

(前年6.5%)で,何 れ も前年 よ り比率は増大 してい る。小型(22万 ～88万 円未 満は10.2%(前 年13.4

%),超 小 型(22万 円 未満)は0.6%(前 年3.4%)で 何 れ も前年 よ り減少 している。
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第5表 産 業 別 ア ン ケー ト 回 収

産 業 別 資 本 金 年

光分類 中 分 類 記雑歎 息諭 講㍊ 蔓嚥款 記雑数

第

次

鉱

建

食

繊

細

出

化

窯

鉄

業

設

品

維

・ パ ル プ

版 ・ 印 刷

学 ・ 石 油

業 ・ 土 石

鋼

2

5

12

7

3

2

37

8

8

13,473

30,020

47,215

97,034

8,150

255
'
220,693

73,165

362,906

6,736.5

6,0040

3,934.6

13,862.0

2.716.6

127.5

・5
,807.7

9,145.6

45,363.3

0

0

0

0

0

0

2

0

0

2

5

12

7

3

2

39

7

8

産

業

非 鉄 金 属

機 械

電 気 機 器

輸 送 用 機 器

精 密 機 器

そ の 他 の 製 造 業

8

17

25

14

7

4

73,080

150,865

185,711

138,297

14,962

7,830

9,135.0

8,874.4

7,428.4

9,949.8

2,137.4

1,957.5

0

3

1

0

0

0

8

19

25

14

7

4

・小 計・1⇒ 幽 ⇒ ・96・・1・1皿

第

三

次

産

業

卸 小 売 ・ 商 事

金 融

保 険

証 券

不 動 産

運 輸 ・通 信 ・報 道

電 力 ・ ガ ス

計 算 受 託 業

サ ー ビ ス

44

25

5

5

2

20

6

36

5

131,997

233,881

25,001

23,516

3,300

167,391

300,203

9,154

1,589

3,069.7

9,555.2

5,000.2

4,703.2

1,650.0

8,369.6

50,033.8

254.3

316.0

0

1、

3

0

0

1

0

4

1

44

24

8

5

2

・19

5

30

5

・小 計・1・481・ …231・ ・8・・1・ ・1・42

已 ・次産業・第・次産業⇒ ∋ ■-1∋ 脳

そ
の
他
の
産
業

法 人 団 体 ・ 農 協

政 府 関 係 機 関

政 府

地 方 公 共 団 体

0

0

0

0

一

.一

二

=

二

5

6

3

8

0

0

0

.0

・小 計■ ・ll
1221・

全 産 業1・ ・dI
13819・4

(注)年 間売上げ高=金 融業は預金残高,保 険業は契約残高・(生保)保 険料収入(損 保)
,証 券業は収入
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企 業 ・お よ び 事 業 体 分 布

間 売 上 高 .

合 計
(百万円)

980

5,373

5,891

7,488

2,638

221

23,210

3,039

16,745

6,251

18,084

10,146

18,677

1,207

1,206

1社 当 り
(百万円)

490.0

1,074.6

490.9

1,069.7

876.0

100.5

580.3

434.1

2・093・1

781.4

951.8

405.8

1,344.1

172.4

301.5

　
121・1561

売上高なし
又は無記入

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

1

1

0

0

0

747・ ・1

132,292

362`030

201,919

36,903

163

6,651

8,601

82

689

772,353

●

3,076.6

15,084.6

25,239.8

7,380.6

81.5

350.0,

1,720.2

2.7

137.8

従 業 員 数

記入件数
(社)

2

5

12

7

3

2

37

8

7

8

19

25

14

5

4

・|

0

2

0

0

0

2

1

10

1

・・477・ ・1

F

1

■

合 計
(人)

11,135

25,680

46,140

67,816

7,386

1,137

146,663

44,042

161,6'38

45,423

256,307

176,701

161・3Q7

14,614

21,300

・581

42

24

8

5

2

20

6

38

6

・6i

・91

5

6

3

8

1
1

221

/

1,187,289

1社 当 り

(人)

5,567.5

5,136.0

3,845.0

9,688.0

2,462.0

568..5

3,859.6'

5,505.3

23,091.1

5,677.9

13,489.8

7,068.0

11,521.9

2,922.8

5,325.0

1
118,533

105,731

147,678

13,222

2,700

73,508

87,379

1,659

6,389

・52.1 556,799

記入なし
(社)

0

0

0

0

0

0

2

0

1

0

1

1

0

2

0

・…4・ ・1

2,822.2

4,405.5

18,459.8

2,644.4

1,350.0

3,675.4

14,563.2

43.7

1,064.8

1
…1

4

5

2

4

5,010

57, ,310

527

5,132

・51

・・1

67,979

…1

3,687.4

1,252.5

11,462.0

263.5

1,283.0

1

回収数(社)

2

5

12

7

3

2

39

8

8

8

20

26

14

7

4

・1

1

2

0

0

0

1

0

2

0

165

43

26

8

5

2

21

6

40

6

・1

13

1

1

1

4

・4126…1

158

323

5

6

3

8

・1

1

22

・・1 345

1

,
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第6表EDPSレ ンタル料(月 額)投 資規模別 ・産業別導入後経過年数別回答企業分布(1)〔
E

D

P

S

投

資

規

已

1別

産

業

別

2,225万 円 以 上

555万 円～2,225万 円未 満

88万 円 ～555万 円未 満

22万 円 一,8万 円 繍'

22万 円 未満

無 記 入

合 計

策2次 産 業

第3次 産 業

そ の 他 の 産 業

合 計

代

表

産

業

繊 維

化 学 ・ 石 油

鉄 鋼

電 気 機 器

輸 送 用 機 器

卸 小 売・商 事

金 融

保 険

計 算 受 託 業

1年 未満

0

1

(1.0)

17

(11.5)

2

(5.9)

0

3

(9.4)

23

(6.1)

10

(6.1)

13

(8.3)

0

23

(6.7)

0

2

0

3

3

1

1

0

5

1年 以上
3年 未満

2

(7.1)

1.0

(10.0)

52

(35.1)

13

(38.2)

2

(100.0)

6

(18.8)

85

(24.6)

36

(21.8)

45

(38.7)

4

(18.2)

85

(24.6)

2

8

1

10

4

11

6

0

16

3年 以上
5年 未満

1

(3.6)

28

(28.0)

45

(30.4)

12

(35.3)

0

13

(40.6)

99

(28.7)

48

(29.1)

45

(28.7)

6

(27.3)

99

(28.7)

1

12

1

5

3

19

8

0

13

5年 以上
10年 未満

21

(75.0)

54

(53.0)

34

(23.0)

7

(20.6)

0

7

(21.9)

123

(35.9)

64

(38.8)

49

(30.6)

10

(45.6)

123

(35.7)

4

15

6

6

4

12

7

8

5

10年 以上

4

(14.3)

8

(8.0)

0

(0)

0

(0)

0

3

(9.4)

15

(4.3)

7

(4.2)

6

(38.2)

2

(9.1)

15

(4.3)

0

:

:

:

ll

合 計

28

(100.0)

101

(100.0)

148

(100.0)

34

(100.0)

2

32

(100.0)

345

(100.0)

165

(100.0)

158

22

(100・0) .

345

(100.0)

7

40

8

26

14

43

26

8

40
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第7表EDPSレ ンタル料(月 額)投 資規模別 ・産業別導入後紐過年数別回答企業分布(2)

1・ 年未満1・ 一・∋ ・一 ・∋ ・一・・年1・ ・年以上1合 計

第

H

次

産

業

第

皿

次

産

業

そ

の

他

2,225万 以上

555万 ～2,225万

88万 ～555万

22万 ～88万

22万 未 満

無 記 入

oiO.0

1i1・8

gi12.7

2i16・7

0iO.O

OIO・0

OlO.0

5i9.1

24i33.8

7i58.3

2:100.9

2:15.4

OiO・010

14i25.530

22i31.016

3i25.00

0iO.00

6i46・13

合 計 ・2i7・ ・1・ ・24・ ・145i27・ ・159

2,225万 以 上

555万 ～2,225万

88万 ～555万

22万 ～88万

22万 未 満

無 記 入

OiO・O

oi .0.0

8i11.3

2i10・5

0iO.0

3i15.8

,}14.3

4111・3

25i35.7

10i52・6

0iO.0

4i21・1

1i7・1

11i31.4

22i31・4

4i21.1

0iO・0

8i25.4

9
'
18

15

3

0

3

合 言+1・3i8・ ・145;…146i・8・ ・1・8

2,225万 以 上

555万 ～2,225万

88万 ～555万

122万 ～88万

22万 未満

無 記 入

合

計

oiO.O

oiO・O

oiO.O

oiO・O

oiO.O

oiO・0

oiO.0

1i11・1

2i28.6

1;25・O

oiO.0

0iO・0

oiO.0

3i33・3

1i14.3

2i50.0

0iO・O

oiO・0

1

4

4

1

0

0

合 計 25i…1・1・8・ ・1 ・1.・7・ ・1・ ・

2,225万 以上

555万 ～2,225万

88万 ～555万

22万 ～88万

22万 未 満

無 記 入

00.0

11.0

1711.5

41L4

00.0

3.9.4

2i7.1

10i10.1

51i34.5

18i51.4

2i100.0

6i18.7

1i3・6

28i28.3

45i30・4

gi25.7

0iO・0

14i40.6

20

52

35

4

0

6

合 計 25;…18gi25・ ・い7{・Z…7

91.7

54.5

22.5

0.0

000

23・1

2

5

0

0

0

2

35・・「 ・

64.3

51.4

21.4

4.3

0.0

15.8

2

2

0

0

0

2

・…1 6

50.0

44.4

57.1

25.0

0.0

0.0

1

1

0

0

0

0

45・ ・1 2

71.4

52.5

23.6

11.4

0.0

18.7

5

8

0

0

0

4

34・・1・7

8.3

9.1

0.0

0.O

O.0

15.4

12

55

71

12

2

13

5.5165

14.3

5.7

0.0

0.0

0.0

10.5

14

35

70

19

0

20

38・・1・58

50.0

11.1

0.O

O.0

0.0

0'0

2

9

7

4

0

0

…122

17.6

8.1

0.0

0.0

0.0

12.5

28

99

148

35

2

33

…|345

繊

化

鉄

電

輸

卸

金

保

計

学 石

気 機

送 用 機

小 売 商

算

維

・ 油

銅

器

器

・ 事

触

険

受 託

0

2

0

3

3

1

1

0

5

2

8

1

10

4

11

6

0

16

1

12

1

5

3

19

8

0

13

4

15

6

6

4

12

7

8

5

0

3

0

2

0

0

4

0

1

7

40

8

26

14

43

26

8

40
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第8表 産 業 別EDPS投 資 規 模

⇒ 投資雛 型 別 超 大 型 大 型 中 型

企劃 ・・司 ・社当り企剰 … 数1・社当り 企業数1… 牢 社当り

2,225万 円以 上 1 1 1.0 11 64 5.8 12 91 7.6

第 555万 ～2,225万 円 未満 1 1 1.0 32 34 1.1 38 95 2.5

二 88万 ～555万 円 未満 69 78 1.1

次 22万 ～88万 円未満

産 22万 円未満

業 無 回 答 3 3 1.0 9 18 2.0

合 計1・1・1・ ・1461… ・ ・1・281・821・ ・

2,225万 円 以 上 4 9 2.3 11 31 2.8 12 44 3.7

第 555万 ～2,225万 円未 満 28 37 1.3 22 38 1.7

三 88万 ～555万 円未 満 67 74 1.1

次 22万 ～88万 円未満 2 2 1.0

産 22万 円未満

無 回 答 2 19 9.5 14 22 1.6業1

}
合 言+・1・1・ ・1・ ・1871・ ・1・ ・7118・11・ ・

2・225万 円 以 上 23 1.5 2 3 1.5

555万 ～2,225万 円未 満 1 1 1.0 68 1.3 5 6 1.6
そ
の 88万 ～555万 円未 満 6 8 1.0

他 22万 ～88万 円未満
の
産 22万 円未満

業 無 回 答

合 ・+1・1・1・ ・1・1・ ・1・ ・1・31・71…

全 産 業 合 計1・ 」121…|951・9gl・ ・1・58147gl

繊 維 4 5 1.2 3 3 1.0

代 化 学 ・ 石 油 12 12 1.0 31 52 1.7

鉄 鋼 4 31 7.8 8 48 6.0

表 電 気 機 器 1 1 1.0 4 4 1.0 18 58 3.2

輸 送 用 機 器 6 16 2.7 .12 34 2.8

産 卸 小 売 ・ 商 事 1 1 1.0 8 9 1.1 29 40 1.4

金 融 1 4 4.0 11 42 3.8 17 27 1.6

業 保 険 5 6 1.2 7 11 1.6

計 算 受 託 業 4 7 1.8 29 562.0
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型 別 保 有 セ ッ ト 数 分 布
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1

小 型 超 小 型 ミ ニ コ ン 合 計 無記入
企業数
回 収
企業数企業数 ・・司 ・社当り 企業∋ ・・司 ・社当り企⇒ ㍑ 鵠 企当 劃1社当り

「

5

15

8

11

3

17

26

10

21

8

3.4

1.7・

L25

1.9

2.7

1

3

4

2

2

2

1

12

11

4

4

3

1.0

4.0

2.8

2.0

2.0

1.5

・・1 82i 1.95 ・・1 ・sl

1 12 12.0

12

54

70

12

2

13

174

168

111

25

4

32

14.5

3.1

1.6

2.1

2.0

2.5

0

1

1

0

0

0

12

55

71

12

2

13

…1

4

5

20

18

5

15

32

30

20

5

3.8

6.4

1.5

1.1

1.0

2

2

1

7

8

1

3.5

4.0

1.0

52 …1…1 ・1 16

i ・・1・2・ ・1・625・43・ ・1 ・1 165

14

35

69

19

18

99

114

112

23

7.0

3.3

1.6

1.2

462.6

0

0

1

0

1

笥

14

35

70

19

20

・・21

2

1

1

4

6

1

1

4

3.0

1.0

1.0

1.0

8 ・21 …1 1 f

1 f ・5513961…1 31 158

2

9

7

4

12

18

7

4

6.0

2.0

1.0

1.0

1
・・21 ・961 …| ・gl ・・1

1 i 1・ ・1・ ・1…

…1

5

5

2

12

2

12

7

14

8

5

・13

23

5

46

7

16

1.6

1.0

7.5

1.9

2.5

3.8

1.0

1.1

1

3

1

3

4

9

4

6

1

15

9.0

1.3

2.0

1.0

3.8

・1 ・21・2・ ・133glb492・ ・

}

7

39

8

26

14

43

25

38

38

27

72

92

92

56

117

80

17

79

3.9

1.9

11.5

3.5

4.0

2.7

3.2

2.1

2.1

0

0

0

0

0

0

1

2

9

7

4

0

0

・1

1

22

・1

0

1

0

0

0

0

1

0

2

345

7

40

8

26

14

43

26.

8,

40
`
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第10表 産 業 別 レ ン タ ル 料 別 投 資 規 模

＼
第2次 産 業

第3次 産 業

そ の 他

無 記 入

2,225万 以 上

555万 ～2,225万

88万 ～555万

22万 ～88万

22万 未 満

無 記 入

合 計

回 収 合 計

回
答
数

152

138

22

33

28

99

148

35

2

33

312

345

人 件 費

4,262

23

7,414

28

2,304

17

23,144

23

8,477

28

1,463

27

498

26

272

54

6

7

3

2

6

2

5

2

0

8

0

2

6

6

0

7

5,518.6

25.9

機械 レンクル料

9,105

50

7,383

28

8,806'66

45,525

45

9,350

31

2,533

47

600

32

182

36

9

5

0

1

6

0

9

6

2

8

2

1

5

0

5

7

8,322.7

39.1

機 械 償 却 費

924

5

2,553

9

131

1

'4
,674
4

3,015

10

198

3

280

14

0

0

3

1

9
7

2

0

2
7

9

3

1

7

2

9

0

0

1,589.2

7.4

保守費 ・保険費

499

2

1,195

4

37

0

9

8

3

5

4

3

1,2559

13

1,1906

40

1734

32

48.6
2.6

3.0

0.7

774.9

3.6

カ ー ド

紙 テ ー プ 費

311

1

462

1

205

1

1,915

1

325

1

178

3

94

5

7

1

5
7

4

8

6

5

9

9

6

1

8

3

9

1

0

4

376.6

1.8

表6,表7か らコンピュータ導入後の経過年数 をま とめてみ ると下表の とお りとなる。

第9表 コ ン ピ ュ ー タ 導 入 後 経 過 年 数 別 分 布

1年 未 満

1～3年 未 満

3～5勾 三 ラ{ミ 満

5～10年 未 満

10年 以 上

無 回 答

」

計

社 数

19

87

101

112

16

10

345

%

5.5

25.2

29.3

32.5

4.6

2.9

100.0

前 年 の%

12.8

29.3

24.3

31.9

1.6

増 減

7.3%

4.1

5.0

0.6

3.0
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別 月 間EDPS運 用 費 構 成
単 位

上 段
下 段

千 円
金 額

%

磁 気 テ ー プ(カ ー

ド,デ ィス ク)費

360.6

2.0

979.9

3.8

283.6

2.1

2,098.6

2.1

1,175'7
4.0

149.9

2.8

41.0

2.2

0.0

0.0

629.1

2.9

プリント用紙費

850.9
4.7

1,337.8

5.1

615.8

4.6

5,043.9

5.1

1,418.1

4.8

284.4

5.3

107.6

5.7

12.0

2.4

1,049.7
4.9

委 託 計 算 費

427.3
2.4

1,449.2

5.5

194.3

1.5

6,508.0

6.5

694.4

2.4

117.9

2、2

14.7

0.8

11.0

2.2

862.9
4.0

さん孔,検 孔費

301.5

1.7

1,422.1

5.4

567.2

4.3

5,886.3

5.9

691.5

2.4

115.1

2.1

121.3

6.5

0.0

0.0

815.9
3.8

そ の 他

971.1

5.4

2,059.8

7.8

191.7

1.4

3,737.6

3.7

3,070.8

10.4

168.9

3.1

68.4
3.6

9.5

1.9

1,399.7
6.6

合 計

18,015.6

100.0

26,275.7

100.0

13,338.0

100.0

9,790.8
100.0

29,409.8

100.0

5,382.7

100.0

1,875.8

100.0

497.0

100.0

21,339今3

100.0

2.コ ン'ピ ュ一 夕要 員 お よ び

教 育 問題

新 規 採 用 の比 率 は,パ ン チ ャー72.4%,オ ペ レー タ

65.7%,プ ロ グ ラマ56.6%,シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア

46.2%で あ るが,こ の うち コ ン ピ ュー タ学 院 な どの各

種 学校 卒 業 生 は,パ ンチ ャr4.3%,オ ペ レ ー タ,3.8

9/oフ。ログ ラ マ2.8%,シ ス テ ム ・エ ン ジニ アO.4%で あ

る 。

社 内 の配 転 に よ る比 率 は,パ ン チ ャー18.5%,オ ペ

レ ー タ3.4%,プ ロ グ ラ マ37.7ま,シ ス テ ム ・エ ン ジ

ニ ア48.7%と 上 級 専 門 職 に な るほ どパ ーセ ンテ イ ジが

高 くな る。社 外 か らの採 用 は,パ ンチ ャー8.1'%,オ

ペ レー タ6.9%,プ ログ ラ マ5.9%,シ ス テ ム ・エ ンジ

ニ ア5.1%と 上 級 に な る ほ ど比 率 は 低 くな る。 この う

ち,経 験者 の 引 き抜 きは,パ ンチ ャー1.9%,オ ペ レ

ー タ1 .4%,プ ロ グ ラ マ2.9%,シ ステ ム ・エ ン ジニ ア

3・1%と,極 めて 低 く,要 員 の流 動 性 は ま だ小 さい 。

第11表 コ ン ピ ュー タ部 門 の 要 員数

4人 以上

5～9人

10～19人

20～29人

30～39人

40～59人

60～79人

80～99人

100人 以上

無 回 答

計

社 数

6

31

65

ら6

42

55

29

12

E8

11

345

%

1.7

9.0

18。8

16.2

12.2

15.9

8.4

3.5

11.0

3.2

100.0
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第|2表 産 業 別 コ ン ピ ュ ー タ 要 員 の 確 保

()'内%

第

次

産

業

第

次

産

業

そ

の

他

の

産

業

全

産

業

新規学卒の採用

大 学

高 校

各 種 学 校

1パ ン チ ・-1・ ベ レ ー ・レ ・ グ ・ ・1こ うち・7司

6(0.2)

2,560(71.0)

187(5。2)

92(5.5)

1,030(61.3)

61(3.6)

631(23.7)

998(37.4)

61(2.6)

529・ ・4…1・8・ ・22…1846・31…1

400(28.0)

361(25.3)

2(0.2)

社内での配置転換
593(41.5)

社 外 か らの採用

経 験 社

未 経 験 者

パートタイマー

49(1.4)

267(7.4)

7(0.2)

18('1.1)

84(5.0)

10(0.6)

54(2.0)

69(2.6)

1(0.0)

・…5・ ・・・…1・ ・679・ ・・・…1・
'679・ ・・・…1

42(2.9)

30(2.1)

0(0.0)

合 計 1,428(100.0)

新規学卒の採用

大

高

学

校

各 種 学 校

15(0.6)

1,663(63.4)

80(3.0)

96(7.3)

534(40.6)

52(3.9)

367(20.3)

,437(24・2)

54(3.0)

145(18.9)

83(10.8)

7(0.9)

、社 内 で の 配 置繊162・ ・・・…1533・ ・…1・ ・6・・…1495・ ・…

社外か らの採用

経 験 者

末 経 験 者

パー トタイマー

74(2.8)

167(6.4)

6(0.2)

27(2.1)

74(5.6)

0(0.0)

72(3.9)

73(4.0)

0(0.0)

23(3.0)

14(1.8)

0(0.0)

合 計 い625(・ ・…)1 …6・ ・…)い ・・9(・…)1767・ ・…)

1 1

新規学卒の採用

大

高

学

校

各 種 学 校

2(1.1)

141(80.6)

2(1.1)

12(6.9)

93(53.7)

2(1.2)

20(14.5)

34(24・6)

0(0.0)

1・ …2…166・38…183・ ・・…1

22(25.9)

10(11.7)

0(O.O)

社内での配置転換
51(60.0)

社外 か らの採用

経 験 者

未 経 験 社

パー トタイマー

7(4,0)

1(0.6)

1(0.6)

0(0.0)

0(0.0)

0(0.0)

0(0.0)

0(O.7)

0(0.0)

2(2.4)

0(0.0)

0(0.0)

合 計

新規学卒の採用

大 学

高 校

各 種 学 校

・75(・・…)1

23(0.4)

4,212(67.7)

269(4.3)

・73(・・…)1

189(6.3)

1,593(52.6)

115(3.8)

li・ ・52・ ・8…lg22・ ・・…1

138(100・0)1 85(100.0)

981(22.9)

1,315(30.7)

118(2.8)

557(25.5)

444(20.3)

9(0.4)

社内での配置転換

社 外 か らの採用

経 験 者

未 経 験 者

パートタイマー

115(1.9)

435(7.0)

14(O.2)

41(1.4)

158(5.2)

10(0.3)

・…9・ ・7・7)1…66(48・ ・)
、

126(2.9)

128(3.0)

1(0.0)

67(3.1)

44(2.0)

0(0.0)

合 計 ・・22・ ・・・・…1…28・ ・・・…1・
・228・1・ ・…1・,・87・ ….・ ・1
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第13表 産業別 コンピュータ要員職種別平均年令および平均賃金

職 種 オ ペ レ ー タ キ ーパ ンチ ャ プ ロ グ ラ マ こ;;㌻i

産業別 ＼
年 令∈ 金 年 令 賃 金 年 ∋ 賃 金 年 令 賃 金 ・1

第 ・2次 産 業
,才 千 円

22,743.7

才

21.1

千 円
30.4

才
25.4

千 円
45.9

才

31.1

千 円
65.8

(23.0)(34.9) (20.5) (26.7) (25.9) (44.1) (30.4) (57.4)

第3・ 次 産 業 23.4 46.1 20.3 30,625.2 49.3 30.1 67.7

(23.5) (35.7) (20.8) (26.6)(26.0) (43.8) (30.6) (62.7)

そ の 他 の 産 業 24.7 38.3 21,330,827.0 47.6 32.8 64.3

(24.5) (33.9) (21.2)(25.4)(27.6) (40.2) (33.3) (56.2)

全 産 業 23.1 44.4 20,830.5 25.4 49.3 30.8 66.5

(23.3) (35.2) (20.7)(26.5) (26.1) (43.7) (30.4) (62.6)

繊 維4 22.9 40.9[2・.6 33.1 26.3 55,831.1 72.2

代 化 学 ・ 石 油7 22.7 38.4 20.7 30.7 25.6 47,030.9 63.1

鉄 鋼9 20.5 38.3 20.5 30.7 24.5 51,529.3 76.0

表 電 気 機 器12 23.4 38.5 22.0 31.6 26.6 50,031.7 68.9

輸 送 用 機 器13 21.2 37.5 19.7 28.5 24.4 42,629.7 57.4

産 卸 小 売 商 事16 22.6 38.8 20.6 29.0 24.5 42,629.5 58.8

金 融17 23.8 50.0 20.5 33.4 25.3 60,428.9 79.0

業 保 険18 24.0 37.4 21.0 34.8 25.7 55,130.6 75.2
'

計 算 受 託 業23 22.6 34.8 18.8 29.1 24.2 40,229.5
1

59.0

(カ ッコ内は前年度)

表 、3},よ る と,平 均年令 はキーパ ンチ ・-2・ ～2・才:オ ペ レー タ23～24才 ・ プ・グラ・25～27才 ・S

E31～33才 で,前 年 とほ とんど変化はないが,平 均賃金 は何れ も上昇 している。

賃金 は,キ ーパンチャー を1と すれば,オ ペ レータは1.3～1.5,プ ロ グラマは1.6～1.65,SEは 、

2.2～2.3の 比 率 になってい る。

業種別 にみると,最 も待遇の よいのは金融関係で,と びぬ けて他産業 よ り平均賃金が高い。最 も低い

のは計算受託業 である。ついで卸小売 ・商事,輸 送用機器 が並んでい る。

第14表 職 務 手 当 の 有 無

已 数1 %

あ る

な い

無 回 答

74

253

18

21.4

73.3

5.2

[前 年 の%

20.0

80.0

計 3451 ・・…'1 100.0

職務手 当制度のある社の比率は21.4%で 前年 よ りやや高 くなってい るが,社 数 は前年 と同じ74社 で,

ほぼ変 りはない とみて よい。
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3.外 部サー ビス機関の利用

第15表 外 部 サ ー ビ ス 機 関 利 用

[社 数1 % 1前 年 の%
利用している

利用していない .

無 回 答

188

142

15

54.5

41.2

4.3

計 ・・51 100.0

54.2

40.6,

5.2

100.0

第16表 外 部 サ ー ビ ス 機 関 利 用 の 内 容

」社 数1 % 1前 年 の%

プログラム作成依頼

ピーク時の業務処理

マシンタイムの借用

キ ー パ ン チ

オペレーション依頼

自社の能力以上の業務

そ の 他

47

81

43

141

24

9

15

13.0

22.5

12.0

40.0

6.7

2.5

3.3

10.9

22.1

12.5

38.6

7.7

2.9

L
計 36・ 「 ・・…/ 100.0

(注)重 複 あり

第17表 外 部 サ ー ビ ス 機 関 利 用 の 意 志

1社 数 %

あ り

な し

わ か ら な い

無 回 答

147

65

99

34

42.6

18.8

28.7

9.9

計 3451 100.0

外部サー ビス機関利用の意思のあ るものが42.6%,な い ものは18.8%と な ってお り,情 報処理サー ビ

ス業への需要 は大 きい。利用 の理 由は,前 年 と同 じく,パ ンチ委託 が最 も多 く,つ いで計算委託 など運

営上の採算 を考 えての観点が多い。

外部委託費は,50万 円未満30.7%,50～100万 円未満14.3%,計45.0%で,100万 円以下が大半 を占

める。

一方500万 ～1
,000万 円 未満11.4%,1,000万 円 以上16.4%と,相 当大 きな比率 を占めてい るのが目

立 ってい る。
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最近3ヵ 月の外部委託費用分布

()内%

申・繋 梨万藷
5悟

万 … 一…2・ ・一…3・ ・一…4・ ・一…500τ 。。描0旺 合 計

1年 未 満2(33・3)第 1(16.7) 0(0.0) 0(0.0) 1(16.7) 0(0.0) 0(0.0) 2(33.3) 6(100.0)

1年 ～3年8(53.2) 3(20.0) 1(6.7) 1(6.7) 0(0.0) 1(6.7) 1(6.7) 0(0.0) 15(100.0)

二
3年 ～5年15(65,1) 1(4.4) 2(8.7) 1(4.4) 3(13.0) 0(0.0) 1(4.4) 0(0.0) 23(100.0)

次5年 ～10年5(15.2) 3(9.1) 2(6.1) 2(6.1) 3(9.1) 3(9.1) 7(21.2) 8(24.2) 33(100.0)

産 10年 以 上2(40。0) 1(20.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(20.0) 0(0.0) 1(20.0) 5(100.0)

業
合 計32(39.0) 9(11.0) 5(6.1) 4(4.9) 7(8.5) 5(6.1)

.

9(11.0)11(13.4) 82(100.0)

、1年 未 満2(50.0)

第
2(50.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 4(100.0)

1年 ～3年2(33.0) 2(33.3) 1(16.7) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(6.7) 0(0.0) 6(100.0)=-
3年 ～5年4(26.7) 4(26.7) 2(13.3) 1(6.7) 2(13.3) 1(6.7) 0(0.0) 1(6.7) 15(100.0)

次5年 ～10年1(5.0) 2(10.0) 2(10.0) 0(0.7) 2(10.0) 1(5.0) 4(20.0) 8(40.0) 20(100.0)

産 10年 以 上0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(25.0) 0(0.0) 1(25.0) 4(100.0)

■
'

業 合 計9(・8.4) 10(20.4)7(14.3)1(2.0) 4(8.2)3(6.1) 5(10.2) 10(20.4) 49(100.0)

1年 未 満 一そ 一 一 一 一 一 一 一 一

1年 ～3年0(0.0)
の

0(0.0) 0(0.0) 1(50.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(50.0) 0(0.0) 2(100.0)

3'年 ～5年0(0.0)他 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(100.0)

5年 ～10年2(33.3)の 1(16.7) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(16.7) 1(16.7) 1(16.7) 6(100.0)

産
10年 以 上0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(100.0) 1(100.0)

業
合 計2(22.2) 1(11.1) 0(0.0) 1(11.1) 0(0.0) 1(11.1) 2(22.2) 2(22.2) 9(100.0)

` 1 ～ 1 1 1 1'

余

塵

1

1

3

5

10

年 末

年 ～3

年 ～5

年 ～10

年 以

満

年

年

年

上

4(40.0)

10(43.5)

19(50.0)

8(13.5)

2(20.0)

3(30.0)

5(21.7)

5(13.2)

6(10.2)

1(10.0)

0(0.0)

2(8.7)

4(10.5)

4(6.8)

2(20.0)

0(0.0)

2(8.7)

2(5.3)

2(3.4)

0(0.0)

1(10.0)

0(0.0)

5(13.2)

5(8.5)

0(0.0)

0(O.0)0(0.0)2(20.0)

1(4.4)3(13.0)0(0.0)

1(2.6)1(2.6)1(2.6)

5(8.5)12(20.3)17(28.5)

2(20.2)0(0.0)3(30.0)

10(100.0)

23(100◆0)

38(100.0)

59(100.0)

10(100.0)

業 合 言十'43(30.2)20(14.3)12( ,.、)、(、.、)、 、(,.、),(、.、)、6(、 、.4)!23(、6.、)

t
140(100.0)

(外部サービス機関の利用をしている188社 中 回答社数140,無 記入48)

ρ
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4.適 用 業 務 に つ い て

第19表 業務別適用業務利用水準

現 在 まで(1965年 ～1969年)に の せ た もの こんご年間にのせるもの

警 浮 ㍉ 醐 予測・⇒ 合 言+ 警 鶏 日 解析・予測・⇒ 合 計

生 産 150

11.4(65.8)

78

16.0(24.2)

228

12.7(100.0)

71

17.0(47.3)

79

13.6(52.7)

150

15.0(100.0)

在 庫 215

16.4(76.2)

67

13.8(23.8)

282

15.7(100.0)

63

15.1(39.4)

97

16.7(60.0)

160

16.0(100.0)

営 業 255

19.4(73.5)
92

18.9(26.5)

347

19.3(100.0)

42

110・1(28・6)

105

18.0(71.4)

147

14.7(100.0)

経 理 ・財 務 23755

18.1(81.1)11.3(18.9)

29283

16.2(100.0)19.9(48.5)

88

15.1(51.5)

171

17・1(100.0)

人 事 ・労 務 26056
'19.9(82.2)11.5(17.8)

31649

17.5(100.0)11.8(37.7)

81

13.9(62.3)

130

13・0(100.0)

技 術 ・設 計 9761

7.3(61(4)12.5.(38.6)

15837

8.8(100.0)8.9(43.5)

48

8.2(56.5)

85

8・5(100.0)

企 画 ・調 査 7870

5.9(55.7)14.4(44.3)

14851

8.2(100.0)12.2(42.9)

68

11.6(57.1)

119

12・0(100.0)

広 、告 ・宣 伝 208

1.5(71.4)1.6(28.6)

2821

1.6(100.0)5.0(56.7)

16

2.5(43.3)

37

3・7(100.0)

計 100.01,312100.0847

(72.9)(27.1)

100.01,799

(100.0)

100.0417100.0582

(41.7)(58.3)

100.0999

(100'0)

1965年 か ら1969年 までに コンピュー タ化 した業務の うち,最 も多いのは営業(19 .3%)人 事,労 務

(17.5),経 理 ・財務(16.2%)在 庫管理(15.7%)の 順 で,こ れは前年 と全 く変 らない。業務処理的

な もの と,計 画 ・予測的な ものとの割合 も,ほ ぼ同 じである。

こん ご3年 間にコンビ。ユータ化 したい ものについて も,経 理,財 務,在 庫管理,と 順位は変 らず ,生

産管理 をコンピュータ化 したい比率が高 くな っている(前 年は第5位)こ とが注 目され る。

5.利 用 効 果 に つ い て

第20表 利用効果の測定

|

1社 数1%・

測 定 し て い る

し て い な い

無 回 答

;5
216

41

24.6

65.6

11.9

計13451・ …
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第21表 利 用 効 果 の 金 額 換 算

1・ 億円揃 ・一・馴 未満 ・一 ・劇 未満
・一・・億円繍 ・・億円以上1計

第2次 産 業

第3次 産 業

そ の 他

20社

6

1

7社

5

1

3社

2

-

'

一

1

1

1

2

一

31

16

3

計1271・31・1・1・}・ ・

利用効果 を測定 してい るものは24.6%,行 な っていない ものが63.5%で,常 時効果測定 を行 なってい

る ものはまだ少ない。

一方
,効 果 を金 額に換算 した場合,年 間1億 円以下 が最 も多 く27社,1億 円以下が最 も多 く27社,1

億～3億 円未満が13社,10億 以上 と答 えた ものは3社 にす ぎない。

第22表 プ ロ グ ラ ム の 開 発 主 体

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・ プ ロ グ ラ ム
サ ブ ・

ル ー チ ン

シ ス テ ム

プ ロ

グ ラ ム

言 語 フ。ロ

グ ラ ム管理業務
処 理事・務処理予測問題

最 適 化
問 題

ス ケ ジ ュ
ー リン グ

一 一
数値計算そ の 他

社 内 226278

(65.5)(80.6)

110

(31.9)

64

(18.6)

57

(16.5)

112

(32.5)

30

(8.7)

9741

(28.1)(11.9)

20

(5.8)

コ ン ピ ュ ー タ ・

メ ー カ ー

一

一

1

(0.3)

4

(1.2)

5

(1.4)

2

(0.6)

5

(1.4)

2

(0.6)

3666

(10.4)(19.1)

65

(18.8)

外 部 サ ー ビス機関 1

(0.3)

一

一

1

(0.3)

1

(0.3)

一

一

一

一

一

一

1

(0.3)

一

一

一

}

メ ー カ ー との 共 同 211

(0.6)(0.3)

1

(0.3)

1

(0.3)

1

(0.3)

1

(0.3)

10

(0.3)

1

(2.9)

11

(3.2)

2

(0.6)

サ ービス機関 と共同 232

(0.6)(0。9)(0.6)

2

(0.6)
7

一

一

一

一

1

(0.3)

一

一

'1

(0.3)

}

一

そ の 他 一

一

一

一

一

一

一

一

1

(0.3)

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

無 回 答 114

(33.0)

62

(18.0)

227

(65.8)

272

(78.8)

284

(82.3)

227311

(65.8)(90.1)

201

(58.3)

226

(65.5)

258

(74.8)

計 345

(ioO.0)

345

(100.0)

345

(]00.0)

345

(100.0)

345

(100.0)

345345

(100.0)(100.0)

345

(100.0)

345

(100・0)

345

(100.0)

6.プ ロ グ ラ ム に つ い て

アブ。リケー シ ョン ・フ。ログラムは,事 務的処理 は もちろん,最 適化,ス ケジュー リングか ら数値計算

に至 るまで,自 社開発 が圧倒的に多い。サ ブルーチン も,メ ーカー依存(10.4%)よ り自社開発(28.1

%)が 多 く,シ ス テム ・フ。ログラム(自 社11.9%,メ ー カー依存19.1%),言 語 プ ログラム(自 社5.8

%,メ ー カー依存18.8%)だ けが,メ ーカー依存が多い。
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)仙

付 帯 調 査

通信回線利用に関す る調査
Aデ ー タの伝達について

第1表 社外(代 理店,下 請け会社など)と のデータ伝達

・

1社 数 1%
行 っ て い

行 な っ て い な い

無 回

る

答

106

193

46

30.0

55.9

14.1

計 1 3451 100.0

第2表 その場合の伝達手段

1社 数%
郵 便

鉄 道 便

航 空 貨 物

通 信 回 線

そ の 他

無 回 答

69

17

22

25

さ
243へ

20.0

4.9

臼
領邑

4.6

70.4

計13451(注)

(注)同 一社で2以 上の回答があるので合計は100を こえる

1.社 外 の代理店や下請 け会社 との間に,デ ー タの送受 を してい る企業はまだ少 ない。(第1・2表 〉

代理店,下 請 け会社 とデー タを送受 してい る もの30.0%で あ る。 その うち大半は郵便で(20 ,0%)行

な ってお り,通 信 回線 を使 っている もの7.2%に す ぎない。1

第3表 通信回線を利用していますか

社 数1%1回 答中の%「 同じく昨年の%

い る

い な い

無 回 答

125

175

45

36.2

50.7

13.b

41.7

5{易3

32.8

67.2

計}・451・ …1・ …1・ …

2.通 信 回線 を利用 している ものの比率は ,前 年に くらべ増加 している。(第3表 参照)

通 信回線 の利用は,345社 の 回収数 の うち362%(125社)が 「利用 してい る」 と答 えてい るが,昨

年の集 計 と同じ条件で無回答 を除いて計算す ると41.7%が 利用 していることにな り,前 年の32.8%に 比
べ8 .9の 増 加を示 してい る。
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第4表 データ通信の相手は.つ ぎの何れですか

社 数 % ∈ 答中の%

社 内

関 連 系 列 会 社

同 業 会 社

そ の 他

無 回 答

122

30

7

3

217

35.4

8.7

2.O

O.9

62.9

75.4

18.5

4.3

1.9

計 3451 佃1 100.0

(注)1社 で2つ 以上の回答があるのでの合計は100を こえる

3.デ ー タ通 信の相手は社内が圧倒的だが,関 連会社,同 業会社に も相 当数 が行な っている。(第4表)

「データ通 信の相手先」 をみ ると 「同一社 内」が回収数 の35.4%(回 答 社 中では75.3%)を 占めてい

るが,「 関連会社」および 「同業会社」 と結んでい るものが10.7%(回 答 社中の22.8%)あ る。

第5表 通信回線を利用する予定がありますか。

社 数 % 回答中の%1同 ・く昨年の%

3年 以内に使う

予定はないか,何 れ使 う

料金が安 くなると使 う

将来 とも必要がない

わからない

そ の 他

無 回 答

79

83

12

2

12

2

155

22.9

24.1

3.5

0.6

3.5

0.6

'44 ,9

41.6

44.0

6.3

1.0

6.3

1.0

31.6

52.3

3.5

9.8

1.2

計 3451 ・・…1 ・・…1 100.0

4.通 信 回線 を利用す る予定 は,3年 以 内に計画 を決めている ものの比率が増 加 し,何 れ使 うとい う漠

然 とした予定の ものが減少 している。

「通信 回線 を利用 する予定」について,「3年 以内に使 う」 が回収数中の22.6%で あ るが,回 答社中

の41.6%に 相'当 し,前 年 に比べて10%の 増 加 を示 している。一 方,「現在予定はないが,何 れ使 う」 とす

る ものは24.1%で,回 答社 中の44%と 前 年 よ り8%近 く減少 してい る 。通信 回線利用の計画 が着実に現 ・

実化の ステップ。を進 めてい ることがわか る。 「将来 と も使 う必要が ない」 とす るものの比率 は減少 して

いる。

5.テ レ ックスの利用 と,専 用線のオ ンライン利用が増加 し,オ フライン利用が減少 してい る。

「通信回線利用の方法」(第6表)に ついては 「テ レックス」(回 収数申の21.2%,回 答 社中の40%で,

前 年比6.2%増)と,「 オ ンライン」(回 収数中の10.7,回 答 中の19.1%で 前 年比2.5%増)が 増加 し,

「オ フライ ン」(回 収数 の22%,回 答 中の40.9%で 前 年比9.2%減)が 減少 してい るのは興味があ る。

料金問題 との関連 が感 じられ る。
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第6表 つぎのどの方法で利用 していますか

1社 数 %卜 酪 中 の%1同 じく昨年の%

テ レ ッ クス に よ る伝 送

専 用線(オ フ ・ラ イ ン)

専 用 線(オ ン ・ライ ン)

無 回 答

73

76

37

203

21.2

22.0

10.7

58.3

40.0

40.9

19.1

33.8

49.7

16.6

計1345 ・・∋ ・…1・ …

第7表 使用回線数をお書き下さい。

社 数% 回 答 申 の%

50ボ ー10回 線 以 下

10～30以 下

30～50以 下

50～100以 下

100以 上

200ボ ー10回 線 以下

10～30以 下

20～50以 下

50～100以 下

100以 上

1,200ボ ー10回 線 以 下

100以 上

2,400ボ ー10回 線 以 下

10～30以 下

37

25

4

6

5

25

6

1

1

11

2

2

1

29.4

19.8

3.2

4.8

4.0

19.8

4.8

「使用 回線数」(第7表)で は,50ボ ー が圧倒的で,つ いで200ボL,1,200ボ ー,2 ,400ボ ー となって

い ることは順 当だが,こ れ また料金 問題が大 き く関連 してい ることは 明 らかである。

「回線料金(月 額)」(第8表)は,分 布が拡散 してい るが,回 答中の最高額は2,200万 円 に達 してい る。

第8表 通 信 回 線 料 は 月 額 い く ら で す か。

已 ⇒%1回 答中の%
10万 円以下 8 2.3 8.7

10～50万 円以 下 25 7.2 27.2

50～100万 円以 下 17 4.9 18.5

100～200万 円以 下 ,13 3.8 14.1

200～500万 円以 下 16 4.4 17.4

500万 円以上 13 3.8 14.1

無 回 答 253 73.3

計134511・ …

7.『 情報処理 サー ビス機関(計 算 セ ンター)」 が 自社 内の端末機 が利用で きるよ うにな
った ときの需

要について(第9表)は,意 外 にまだ低い。

回答 では,利 用す る19.7,利 用 しない27.5%,わ か らない33 .0%で,未 だ情報処理サー ビスについて
・の認識 がユーザーの間に十分浸透 していない とい うことがで きよう

。
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第9表 情報処理サービス機関(計 算センターなど)の コンピュータ

を,自 社内の端末機から利用できるようにな ったら利用しますか。

1社 数1 %

利 用 す る

・利 用 し な い
1

わ か ら な い

無 回 答

68

95

114

68

1817

27.5

,33.0

19.7

計}3451・ …

8.情 報 処理 サービス機 関をオンライ ンで利用す る場合は費用 が安い場合 に限 られ る。利用 しないい理

由は,自 社で十分能力があ るとい うことであ る。

回答中,「 利用す る」理由(第10表)と しては 「自社で保有す るよ り安い」(57 .3%)が 最 も多 く,「 利

用 しない」理 由 としては(第11表)「 自社だけでシステムを保有す るだ け十分の業務 がある」(SO .6%)

「オ ンライン ・シ・ステムの開発能力が ある」(27.6)と 自社の能力 に十分 自信 もってい ることがあげ ら

れ る。

第10表 利用する理由はつぎの何れですか

|社 数 「%

データ量が少なく,自 社でコンピュータ
を持つに至らぬ

オン ・ラインシステムの開発能力がない

自社で保有するよ り安い

そ の 他

4

2

39

26

5.9

2.9

57.3

38.2

計1681・ …

・第11表 利用しない理由はつぎの何れですか。

已 数1 %

自社だけでシステムを保有する十分の業
務がある

オンラインシステム開発能力がある

費用が却って高くっく

運営が円滑にいかぬ

秘 密 保 護 上

そ の 他

79

43

13

16

4

1

50.6

27.6

8.3

10.3

1.2

0.3

計 1561 100.0

9.情 報 提供サー ビス機関の利用 を希望す る ものは多 く,と くに経済統計 データバ ンクへ の需要が多い
。

(第12・13表)

一方
,「 情報提供ザー ビス機関(デ ータ ・バ ンク)」 の利用 については関心 が高 く,42.3%が 「利用

す る」 と答 えてい
,6。 利 用す る場合 の需要は(第13表)「 経済統計データ ・バ ンク」が最 も多 く(78.8

%),「 科 学技術 データ ・バ ンク」が これに次いでい る(39.0%)。
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第12表 情報提供サービス機関(デ ータバンク)が 設立され,そ のコンピュ
ータを自社内の端末機から利用できるようになったら利用しますか

.

已 数1 %

利 用 す る 146 42.3

利 用 し な い 22 6.4

わ か ら な い 112 32.5

無 回 答 65 18.8

計 3451 100.0

第13表 利用する場合,つ ぎの何れを利用しますか。

1社 ∋%
経済統計データバンク

科学技術 〃

医療情報 〃

特許情報 〃

そ の 他

115

57

4

11

6

78.8

39.0

2.7

7.5

4.1

計1・4川 注

(注)1社 で2っ 以上答えているので%の 合計は100を こえる

10.通 信 回線 に よるデー タ伝送では,専 用線利用 の希望が いまの ところ多い。(第14・15表)

「通信回線によ るデータ伝送の場合」専用線 によるか,電 話 回線 によるか,両 者併用 については,専

用線34.2%,電 話 回線18.3%其 者併用13.6%と い まのところ専用線利用が多い。

これは 自社内のデー タ伝送 を考 えている現状では当然の ことであ る。 それは両者併用の場合の専用線

と電話回線の比率について もあらわれてい る。(第15表),「 専 用線7～8割,電 話回線2～3割 」(35.6

%)「 専 用線6割 電 話回線4割 」(12.3%)「 両 者半 々」26.0%と 専 用線利用が多い。

第14表 通 信回線によるデータ伝送を希望する場合,つ ぎの何れを望みますか。

社 司%

専 用 線 に よ る

電話交換回線による

両 者 併 用

無 回 答

118

63

47

117

34.2

18.3

13.6

33.9

計134511…

第15表 両者併用の場合,そ の比率は ～

已 数1%
専用線100%

専用線90%

専用線80～70%

専用線60%

専用線50%

専用線30%

専用線0%

電話 回線0%

電話回線10%

電話回線20～30%

電話回線40%

電話回線50%

電話回線70%

電話 回線100%

8

2

26

9

19

4

5

11.0

2.7

35.6

12.3

26.0

5.5

6.8

計 1 731・ ・…



1970年 版 コ ン ピ ュー タ利 用 状 況調 査395

11.通 信 回線の料金引 き下 げへの要望 は極めてつよい。 と くに遠距離料金 の引 き下 げが望 まれてい る。

料金問題 について は(第16表)「 米国なみの料金にせ よ」13.7%,「 現 在の半額 以下」9.8%,「 遠 距離

料金 を安 くせ よ」24.5%,「 従量制料金 をとれ」10.8%と 具 体的な意見 が多い。また 「民間の通信会社

を認 めたら安 くな る」21.6%,「 電 話 回線 を利用 した ら安 くな る」10.8%と,現 在 の制度に対す る批判

も多い。

第16表 通信回線料金が高いという声を聞きますが,ど のような制度

ならよいと思われますか,ご 意見をお聞かせください。

1社 数1 %

米 国 な み 料 金

遠 距・離 を 安 く

民 間 通 信 会 社

回線 速 度の 向上

電 話回 線 の利用

従 量 利 料 金
現在の半額以下の料
金
そ の 他

14

25

22

7

11

11

10

2

計 102

13.7

24.5

21.6

6.9

10.8

10.8

9.8

1.9

・…1

12.回 線 速度は,200ボ ー 以上 の ものを望 む声 が高 い。

「回線 の速度」について(第17表)も200ボ ー(33.7%)1,200ボ ー(28.4%)2,400ボ ー(24.5%)と

高 速化 を望む声 が高 く(50ボ は 一10%),「 現 在の数十倍」 を望 む もの も3.4%を 占 め る。

第17表 回線速度について,ど れ くらいのものが必要ですか。

社 数1 %

50ボ ー

200ボ ー

1,200ボ ー

2,400ボ ー

そ れ 以 上

30

102

86

74

10

10.0

33.7

28.4

24.5

3.4

計 ・・21 100.0
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第7部70年 代 の コ ン ピ ュー タ リゼ ー シ ョンの展 望 ・図表

(コ ン ピュー タと通 信 システム を結
%

合 した経営システムの普及時期)
75・

.

60.0

大'企 業 50一

' 32.1

25一

6・01}9

初 中 後 無答
]

期 期 期 回

,

75一

51.0

中 ・企 業 50一 '

30.0

25一

9.4/ 乙
9.6

1
初 中 後 無答 』

期 期 期 回
4

75・

'

小 企 業 50・ 44.8
38.5

25一 16.0

0.7

初 中 後 無答

期 期 期 回

(意思決定モデルの普及時期)
一

75一

L

限 られ た範 囲 で 50一

37.0 39.7'

7
・

25一

12,810.5

1

初

、期

中
期

後
期

無答

回

]
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あ るて い ど一般 化

大.幅 に 普 及

(公共機関のデー タ ・ファイル を

民間で利用

オ ン ラ イ ン で

オ フ ラ イ ン で

%

75

50

25

初

期

中

期

後

期

無答

回

75

50

25

0.4 4.0

17.3

78.3

初 ・

期

中
期

後

期

無答

回

75

50

25
8.1

25.2

43.8

22.9

初'

期

中

期

後

期

無答

回

75

50

25 22.9

42.0

13.9
21.6

初
期

中

期

後

期

無答

回
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(PPBSの 効 果 的 適 用の時 期)
1

%

1

75一
■

4

55.6

50一

36.3

l
I

l

25一

9.1 一
ー-
| 初 中 後 無答
| 期 期 期 回

}(プ ・ セス ・・ ン ト・一 ルの報

}す る時期)
75一

… 63.9

i大 企 業 ・
「

50一

} 30.7
`

25_

4.60

17

初 中 後 無答
'

期 期 期 ・ 回

,

75一

{ 55.4

』 中 企 業
{

50一

「
25一

8.6
一 25.011

.1

1
初 中 後 無答
期 朗 朗 回

`

…

}

75一

…
61.4

ど

:
小 企 業

、 50一

1

26.8

25一
9.6

2.1
一

初 中 後 無答
膓 ・朗 朗 期 回

`
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(コ ンピュー タ教育が必修科 目と

なる時期)

大 学

高 校

中 学

小 学 校

コ
50

25

初

期
中

期

後

期
無答

回

75

50

25

39.0
45.2

15.5

O.3

初

期
中
期

後
期

無答

回

75

50

25

5.9

31.0

20.3

42.8

初
期

中

期

後
期

無答
回

75

50

25

3.4 5.9
14。1

初

期

中

期

後
期

無答

回
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1

コン ピュー タとテレ ビが結合 した
%

教育方式の普及する時期 75一

52.4

50一

≧〉 翻
25一 /
10.4 /

/ .

初 中 後 無答

期 朗 朗 回

(週5日 制が普及す る時期)

75一

大 企 業 50一

51.5'

・ 35.4

25一
12.5

0:6

初 中 後 無答

期 期 期 回

75・

中 企 業 50一 47.5

25-11
.4

20,920 .2

1 一
初 中 後 無答

期 期 期 回
1

75一

小 企 業 50一 41.8層

25一

27.325
.9

5.1

初 中 後 無答
期 期 期 回
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(べ ・アの基準決定に労使 ともコ

ンピュータを使 う時期)

大 企 業

%

75

50

25

初 中 後 無答
期 期 期 回

75_

中 企 業 50一 43.8

28.9

25一
5.5 21.9

1
初 中 後 無答

期 期 期 回
'

75一

667

小 企 業 50一

25一 21.99
.5

2.0

1

初 中 後 無答

期 期 期 回

(スペ シャリス トの地位が確立す

1

る時期) 75一

プ ロ グ ラ マ
50一

41.4

32.9

25一 18.9

6.8

1

初 中 後 無答

期 期 期 回
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%

シス テム ・アナ リス ト

75-

50_

30.8

、

48.9

25一
15.25

.7
1

:

初,中 後 無答

期 期 期 回

システム ・デザイナー

75-

50・

25一

.

3L2

.

48.5

15.6
4i7

`

初 中 後 無答
期 期 期 回

〉

(コ ン ピュー タ ・スペ シャ リズ ト

の不足が深刻化する時期)

75一
68.7

50・ .

.

、

28.3

句

25一

3.0

初 中 後 無答

㌧ 期 期 期 回

、_

キャ ッシュ レス ・ソサエ テ ィが実

現するのは 75・

50一

.

、

25一
15.4

0・3=

28.7
36.6

19.1

1← 「 一 手 ・,

初 中 後 変な 無答

期,期 期 化 し 回
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精報処理サービス企業が一般化す % 4

るのは 75一

ぐ

50一 42.9

25一 17.4 20,916 .2
2.6
`1

初 中 後70一 せ 無答

朗 朗 、期 舗 ぬ 回
、

情報提供サービス企業が一般化
$L、

'

するのは
75一 '

'

50-

25一

`

37.4
; 34.8

6.4 16.2
5・21

1

初 中 後 変な 無答

某月 期'某 月 化 し 回

一万ボー回線の一般的利用の時期

75一

''
'、,

50一

33.636・8

25一
9.0 /

20.0

1
ネ刀 【loそ 麦 無 答

期 期 期 回
● 、

占

入出力データの無線伝送

75一

50. 42.6

4

25一
12.2 20.024・3

イ'

0.9
` ll

初 中 後 一し 無答

期 期 期 襟 回
`

・'
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㎡

異種企業間ネットワー クの普及
%

75・ .

50一

31.928
.1

25一
8.7 14,516.8

/ 11
初 中 後 普し 無答、

期 期 期 及な 回

異種産業間ネットワー クの普及
⑯

75・ .

50一
41.2

25一 18.0 22.015
.9

2.9 1ノ
初 中 後 普し 無答

期 期 期 時 風

磁気テープが法定帳簿になる時期

75一

50一
42.3

25一 18・315
.98

.714・8

ll
初 中 後 認れ 無答

期 朗 朗 ㌍ 回

コンピュー タ裁判の実現

75一

50一

38.3

24.9
25一 15,916.5
4.3

/ ll
初 中 後 実し 無答
期 期 期 現な 回

い
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ソフ トウェア特許権の確立
%

75

50

25

初

期

中

期
後
期

確 し

立ない

無答

回

国際競争の激化

75

50

25

49.3

29.0

2.00.6

19.1

初

期
中

期

後

期

激し

化8
無答

回

都 市交 通の コンピュー タ ・コン ト

ロー ル実用 化
75

50
40.0

25一 22.6 19●714 .8
'2
・91

1
1

初'中 後 策 し 無答

期 期 期 罷8回
.〆

患者保護システムの実用化

75一

50・
.

38.6
28.1

25一 18.8
10.1 4fl
初 中 後 美し 無答

朗 朗 期 懲 回
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計量診断学の普及

CAIの 普 及

科学技術情報デー タ ・バンクの出

現

レーダー誘導の無人自動車の出現

r

%

75

50

25

初
期

中

期

後

期

普し

砿
無答

回

75

50

25
4.9

30.1

34.2

5.2

25.5

初
期

中

期
後

期

普し

時
無答

回

75

50

25

/

34.8 32.2

15.7

戊

15.7
1.7

.初

期

中

期

後

期

出し

砿
無答

回

75

50

25
1.4

4.7

38.0

32.5
23.5

初

期
中

期
5

…

後

期

出し

現ない

無答

回
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自動車の自動操従システムの普及

労働力の半減

収入 ・徴税自動相殺システムの出

現

家庭用 コンピュー タの出現

%

75

50

25

初
期

中
期

後

期

普 し

時
無答

回

75

50

25

4.6

17.4

31.6 29.0
17.4

初

期

中
期

後

期

半し

頑
無答

回

75

50

25
5.5

20.6

40.3

11.0

22.6

初
期

中
期

後

期

出し

現儒
無答

回

75

50

25

2.6
6.4

33.6

39.4

18,0

初
期

中

.期

後

期

出し

現ない

無答

回



408付 属 資 料1

電 話 ・テ レビ ・コン ピュー タの融
%

合による家庭への普及 75一

50・'47 .8

25-'
11.0 19,720.0

1.4 1
初 中 後 出し 無答

期 期 翔 破 回

コンピュー タ化 自動図書館の出現
'

75一

52.2

50一

25一 20.3
12.84

.1 10.7

1
初 中 後 出し 無答

` 期 期 期 醇 風

コンパ イラー を翻 訳す る コンパ イ

ラーの出現
,

75一

50一

33.3

30.1
25一

22.0
6.4 8・}1

初 中 後 出し 無答

期 期 翔 破 回

文字 ・画像 デンタを自動的に検索

する時期
75一

50・ .

39.7

/24
.9'25一 /

/ 20.3
8.4/「 6.7

,1
初 中 後 で 無答

期 期 期s回

い
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%

モジュール方式によるプログラ ミ

ングの普及
75一 一

50一

33.6

25・ ・18 .3'

23.819 .7

4.6
r'

初 中 後 普し 無答

期 、 期 期 砿 回

モジュール技法の工業への応用

75一

50一

34.2

29.3
25.9

25一

8.4 2.9
/ 1

初 中 後 でな 無答
期 期 期 きい 回

一

どんな コンピュー タに も使 えるソ

フ トウェア ・パ ッケー ジの利用 75-・

50一
36.2

25一

27.0
.

4.6

19.113
.O

ll `

初 中 後 利れ 無答
期 期 期 聖 画

アセンブラーがユーザーに使われ

な くな る時期 75一

50一

29.927
.0

25-20 .3 18.3

4.6 |
初 中 後 使 無答

期 期 期E回
る
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個別業務に使 うコンパイラー言語

の発達

プ ラグ ・イン ・メモ リー文 式 の実

現

ビル ト ・イ ン ・プ ログラム方 式の

実 現

書類 ケースサ イズのコンピュータ

あ実現

初

期
中
期

後
期

で な
'き
い

無答

回

75

50

25

7.0

31.6 32.5

5.2

23.8

初
期

中
期

後

期
実し

砿
無答

回

75

50

25
11.0

26.4
35.7

3.2

23.8

初

期
中

期

後

期
実 し

醇
無答
回

75

50

25 22.3

37.4

7.0
13.0 20.3

1

初
期

1中

期

後

期
実し

酷
熱答

回
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音声 入力コンピュータの実用化

レーザー通信によるデー タ伝送の

実現

パ ンチ ・カー ド、紙 テープが使 わ

れ な くな る時期

コンピュー タが最適決定 をする時

期

初

期
中
期

後
期

失 し
用な
化い

無答

回

75

50

25

2.9

13.6

43.2

11.9

28.4

初'

期

中

期

後

期

失し

現ま
無答

回

75

50

25

0.6

11.0

31.3

40.6

16.5

初
』期

中
期

後

期

便れ

わる

無答

回

75

50

25

0.6 4.6

30.1

36.5

28.1

初

期

中

期
後

期
了
ご
な
い

無,答

.回
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通信回線利用に関する中間報告書

第1部 通信回線問題の重要性

第1章 情報化社会への展開

1.工 業 化か ら情報化へ

現代 の社会は,工 業化社会 といわれてい る。 これは 「価値の生産 が工業力 によって行 なわれ る」 とい

う考 え方か ら生 れた ものであ る。

かつて,ひ とつの国の国力は,国 土 の広大 さとか人 口とい った物量的な量で比較 された。

しか し,国 土 が広大 で人 口 も多 く資源 も豊かであ りなが ら,低 所得 にあえ ぐ国 もあ る。今 日では,天

然資源の豊 か さが価値 を生む力 となるのではな く,工 業力 がそれ らの ものに とってかわ ってバ ロメー タ

の役割 りをはた している。

このよ うな工業化社会 のつ ぎに どのよ うな社会 が来 るで あろ うかは,誰 れ しも興味あ るところであ る。

1969年9月,東 京で開かれ た未来学 シ ンポシウムでは期せず して 「それ は情報化社会であろ う」 とい う

こ とに意見が一致 した。つ ま り,価 値 の中心は情報 に移 って行 くだ ろ うとい うことであ る。 そ して,そ

れ はす でに工業先進 国において始まっている。

アメ リカの工業力 が強大 な ものであ ることは,多 くの人 の認 めることであるが,同 国の産業 で絶対的

な強 みを もってい る工業一 た とえば航空機,自 動車,コ ンピュータをみて も,こ れ らは労働集約 的な産

業 であ りなが らコンピュータを駆使 した管理技法 を十 分に活用 して大 きな効果 をあげてい る。

この場合,飛 行機の 目方 当 りの値段は純金 よ りも高 い。 これ こそ人間の肉体労働 のほかに人間の頭脳

か ら生 れた付加価値その ものが含 まれているか らであ る。 コン ピュー タの場合 も,価 格の半分はソ フ ト

ウェアと呼 ばれ る情報(知 識)そ の ものの価値が含まれている。

さらに現今 では,情 報 とか知識 を有効に使用す るとい う気運 が各方面で高 ま り,'こ れ とと もに新 しい

コンピュー タ利用が次か ら次へ と開発 されている。なかで もコ ンピュー タの ミ第3の 利用法ミ といわれ

る遠隔情報処理 は,わ れわれにコンピュー タの共 同利用 とい う夢 を実現 させ て くれ る ものである。

情報 を伝達 し,交 換 し,処 理す るためにはコンピュー タと通信の両技術が結合 され る遠隔情報処理で

初 めて可能 にな る。

わが国の コンピュータ利用はすでに10年 を経過 し,一 方,大 容量記憶装置,入 出力機器のニ ューモデ

ルな どが市場に姿 をみせてい るが,こ れ らのハー ドウェアの結晶は,さ らに通信技術 とか らみあって情
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報産業をさらに次元の高い産業に押し進める。

.このような技術的手段を背景にして,情 報化社会と呼ぶにふさわしい時代が生まれようとしている。

2.通 信 回線 と情報化

情報化社会への担 い手 として,最 近 と くに注 目を集 めてい るのが 「データ通信」である。デー タ通信

とはどんな ものか,な ぜ デー タ通信 が,情 報革命に不可欠 な ものとされ るか,そ の理由をみてお く必要

が あろう。

一般 に,情 報の発生,あ るいは存在 する場所 と,そ の情報 を必要 とす る場所は離れてい る。情報は,

この間に伝達 された とき始 めて価値 を生 じる。通信回線 が情報伝達の有効な手段 と して用 い られる意義

は この点 にある。

電話 の交換網が急激に普及発達 した理由 もまたこの点にあ った。 しか し電話は人間の声だけ しか伝 え

ることがで きなか った。声 のほかに,文 字 や画像 を送 ることを可能 に したのが 「データ伝送」であ る。

データ伝送 とは,① デー タ,ま たは情報 を特殊な符号に変換 す ること,② そのデータを電子的方法に

よ って伝送 することを意 味す る。

これは必ず しも技術的に容易 とはい えない。電話回線では,人 間の声だけを通せ ばよいので,多 少の

雑 音や瞬断(信 号が途切れ ること)が あって も許容 され る。 また,人 間が判断 して聞 くのであ るか ら実

用上は余 り妨害 にはならない。 しか し,デ ータ信号では,機 械 は正 常な信号 と雑音 とを聞 き分け ること

はで きないので,誤 字が生 じるお それがあ る。

しか し,コ ンピュータの改良によって誤字 は防止 され るよ うにな った。 そして簡単 な器具 を使 ってデ

ータ伝送 を可能に したのが ,ATT(ア メ リカ電話電信会社)が,1957年 に開発 したデータ ホ ン で あ

る。ATTは,デ ータホンによって一般 に公衆電話 回線 を通 じるデー タ信号 のサー ビスを開始 した。

一方
,情 報 は,整 理,加 工,あ るいは総合 されて,そ の価値 を一段 と高 めることがで きる。・

このよ うな情報の処理,判 断を一瞬 の うちにや ってのけるのは コンピュータの もっとも得意 とす ると

ころであ る。 ここに通信 回線 とい う情報伝達手段が加 わ ることに よって,さ らに飛躍的に増大 され る。

つま りデータホン ・サー ビスによって アメ リカの コンピュータは,鳥 が空飛 ぶ翼 を もった と同 じ力 をも

つo

ウ エス チ ングハ ウス社 にみる総合的受注,出 荷,在 庫補充 システムをは じめ,外 部情報 を取 り入れた

高度の経営情報 システ ム,ア メ リカン ・ナシ ョナル銀行以下200行 に 及ぶ,銀 行 の本支店 を結ぶ全国的

オンライ ン ・システム,国 内60都 市 に端末 を もち,5万 人 のユーザーが利用 しているGEの タ イムシェ

ア リング ・サー ビス,さ らにはバ ンカー ・レモにみ る株 式情報 サー ビス,MEDINETな どの医療診

断 サービス,全 国の窓 口を結ぶ鉄道や航空機 の座席予約な ど,通 信回線 を利用するコンピュー タの応用

分野が距離 と時間の障害 を乗 りこえて急速 に広 げ られたのであ る。

新 たな産業分野 としての情報産業 が基盤 を確 立 し,コ ンピュー タの利用 が社会 ・経 済にお よぼす波及

効果 は深 く滲透 していった。

第2章 わが国における環境整備の必要性
以上の よ うに,コ ンピュータと通信 回線 の結合は,予 想 を遙か に上 回 る革命的な影響を社会経済に与

えるとともに,は か り知 れない便利 さと進歩への可能性 をもた らす もの として期待 されてい る。 しか も

わが国においては,未 だ全 くそのよ うな利用の姿 が見 られ ない。それはわが国の通信回線利用体制が旧

態 のままの法律制度に しば られて固定化 してい るか らである。

アメ リカでは,通 信回線 に対す る考 え方 がわ が国 とは基本 的に異 ってい る。 アメ リカでは電信電話会
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社 の ことを・ ・モ ン ・キ ・リア(C… ・nCarri・ ・)と い うが
,ぞ の意味はATTI自 身 がつ ぎのよ う1、

百ってい ることか らもは っきりと理解 できよう。

「電話機は人間の声 を伝 える ものだ としか考 えていない人 は
,四 輪馬車時代 の人だ。それは今 日,文

字 で も絵 で も,す べての信号 を伝 えるハイ ウェイなのであ る」

つ ま り・ 昧 流に言 えば道路公団の よ うに道星各を提供すれば
,'そ の 上を何 が走 ろうと構 わない とい う

考 え方であ り縞 治 社は錦 歎 の要求 があれ ば・通信回線 を撤 す るだ け鴎 念ず るとい う形 でφ

る。

しか し,デ ータ信号のサービス量は ,急 激に増大 しうつあ り,あ と2～3年 で,そ の収入は電話収入

を上 回るで あろうとい う予想 さえ発表 されてい る。

一方
,わ が国では通信 回線の利用 は著 しく制限 され,し か もその料金 は,諸 外国に比べ きわめて高い。

コン ピュータの設置 台数 は,ア メ リカ,西 独についで世界第3位 を誇 ってい るとはい え,通 信回線利用

上 の制約は,コ ンピュータ利用 の高度化 を妨 げ る大 きな原因 とな
ってい る。 データ伝送 による遠隔情報

処理 も,わ が国では,各 企業が専用線 を利用 して,い ろいろの制限の中で努力 してい るが
,諸 外 国の状

況 をみ ると,デ ータ伝送 に専用線 を使 うことは例外 であって ,ほ とん どすべ ての国々が電話交換 網の利

用 を前提 としている。 そして,そ れが情報産業 を育成す るための基本的条件 とな
っている。

アメ リカで言 われてい るよ うに,人 類の創造 した全 く新 しい資源 と'しての情報を自由に交換 し
,前 進

へ の可能性 を自由に利用 で きる社会 と競争 して行 くには
,や は りそのハ ンデ ィキ ャップを早急 に取 り除

く必要 がある。

去 る5月30日 発表 された産業構造審議会情報産業部会(通 商産業大 臣の諮問機関)の 答申は 「遠隔情

報 処理 のための基盤 の整備」について,「 通信回線利用制度の改善」 をまず第1に と りあげてい る
。そ

の 具体的問題 として①異主体岡のネ ッ トワー クの形成 ②情報産業の ネッ トワークの形成 ③交換回線

網 の利用 ④ その他 の実現 を要請 してい る。

ついで同答申ぱ・「通信回線の量質両面の整備と料金の適正化」をあげ
.① 情報処理のためあ通信回線

需 要に十分に対応しうるよう,そ の量的拡充を図る ②コンピュータ間の情報交換に必要 とされる高速

1回線をはじめ,必 要に応 じた通信速度の回線の多様化を図る ③通信回線に対する需要の増大を通じて
,

そ の利用の効率化を図り,料 金の低廉化につとめる,と 的確に問題点を指摘 している。
.情 報 化社会においては,コ ンピュータがその中心 的役割 を果 さね ばな らないが,そ れには重要 な前提

条 件が ある・すなわち完備 したソフ トウ・アを もつ ことである.ア メ リカの ・ンピ。一 タ ・シ 。_(展

.,示会)に は,誰 しも思い浮べ るよ うな コン ピュー タ本体の大 きな箱,ラ ンプ。の明滅す るパネル(操 作卓)

そ して忙 しく回.転ず る磁気 テー プ装 置などは完全に姿 を消 した。

並 んでいるのは,・人 間が機械 に対話す るための端末装置(タ ー ミナル と呼ばれてい る)だ けであ る
。

つま り,コ ンピュー タがどこにあるのか
,ど んな仕掛 けになっているかは,問 題ではない。誰 もが便

利 に使 い こなせ るよ うなター ミカ レが勝負の決めてにな。てきている
.こ のよ うに,タ ー ミナル鞭 利

に な るとい うことは,そ の反面,コ ンピュー タ側にそれだ けの ことをさせるソフ トウ
ェアが しっか りし

'ておれ ばこそ始めて複雑なサー ビスが行 なえるの であることを忘れ てはな らない
。 アメ リカでは,す で

・にその段階に達 してい る。

アメ リカでは,か つて ソフ トウ ェアの コス トが全 コンピュータ ・システムの20%だ
っ たが,い までは

;50%に な った といわれ る。 と うか らず80%を 占 め るにいたるであろ うといわれてい る
。 わが国で も同 じ

,よう なサ=ビ スが行われ るよ うにな るだ ろ うが、そのためには,ま ず ソフ トウェアの開発が先決 の問題

、とな る。

ユーザーはダ コン ピュ一夕の姿 を見 る必要 はない
。 それは電力の利用者 が,発 電所の姿 を知 る必要 が
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な い の と全 く同 じであ る。誰 もが使 うことので きる便利 なター ミナル を,い まわれわれが電話機 を使 う

の と同 じ簡便 さで利用 す ることにな るので ある。

情報化社会 を実現 す るための条件は,さ まざまな ものがあろ う。 しか し少 な くと もわが国ではその第

1条 件 さえ整 っていない とい うことがで きる。世界の近代 国家 は着 々とこの新 しい時代への歩 みを進め

てい る。 それが どの ようなパ ター ンを持 つ社会にな るかについて,す べてを予見す ることは,不 可能で

あ るが,少 な くと もその方向への歩みは,`速 度 まます ことはあって も引遣す ことはないだろ う。わが国

に おいて もユーザーの声 を反映 しなが ら,整 備がで ぎるだけ速 かに進め られ ることを期待 したい。

第2部 通信 回線利用 に対す るユーザ ー側 の要望

第1章,1.ン ケ ニ ト調 査 に あ らわ れ た ユ ー ザ ー の意 向
われわれは,本 問題 を論ず る場合,コ ンピュータ利用者 の声 に耳 をかたむける必要があ る。

1969年 「コンピュータ白書」 は,昨 年末,わ れわれの実施 した 「コンピュータ利用状況調査」 として

の ミ通信回線 によるデー タ伝送ミに関す る調査項 目をあげているg集 計結果 をま とめた ものが第1図 で

あ る。 ここか らユーザーの通信回線利用 の実態 と要望 とを汲 み とることがで きる。

第1図 通信回線利用に関するアンケート結果
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本調査のア ンケ ー ト調査発送数 は1067,回 収 数401,回 収率 は37.6%(う ち無効19,集 計 対象数382,

有 効 回収率35.8%)で あ るが,通 信回線 を利用 して いる比率の大 きい大企業の回収率 は,つ ぎの とお り
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きわめて高い。通信回線問題 に関す る限 り,ユ ーザーの意向を相当有力に反映 して いると考 えて よいだ

ろ う。

第23表 資本金別アンケート回収状況

資 本 金 別 已 送⇒ 回収∋ 回収率

100億 円以上

50億 円以上100億 円未満

10億 円以上50億 円未満

1億 円以上10億 円未満

126

82

202

110

83

49

97

68

65.9%

59.8%

48.0%

61.8%

この表 か
.ら読み とれる通信回線利用の現状 はつ ぎの とお りである。

(1)通 信 回線の利用率は未だ低 い

回答企業数381社 の うち,通 信回線 を利用 して いるもの125社(32.8%)利 用 していな いもの256

社(67.2%)で,未 だ 利用率 は低 い。その理由は後述す る回線の問題点 と密接 に関連す る。

② 将来,通 信 回線を利用する予定を もって いる企業が大部分で,こ んこの需要は急増す る見込み であ

る

現在利用 していない252社 の うち 「こん ご3年 以内に利用す る計画の ある」 ものが81社(31.6%),

「予 定はわか らないが,い ずれ利用す る方針で ある」 と答 えた もの134社(52.8%)で,両 者 の合計

は215社(83.9%)に 達 す る。 「利用 しない」 と答 えた ものがわずか9社(3.5%)に す ぎず,通 信

回線 に対 する今後の需要 は急速に活発 化す ることが予想 され る。

(3)現 在 の通信回線に対 して は,法 制上,技 術上あ るいは経費面でユーザ ーの大部分が不満をも ってい

る

通信回線 を利用 してい る企業で 「満足 してい る」 ものは13.6%に す ぎない。他 はすべて何 らかの不

満 を表 明 してい る。

不満の理由の うち,最 大 の ものは 「回線料が高い」25.5%で あ る。 「初期段階 の諸費用がか さむ」

18.6%と 合 せ,経 費面での不満が44.1%を 占 める。

つ いで技術上 の不満 として 「ス ピー ドがおそい」19.9%が あ げ られ る。 さらに 「交換網 にコンピュ

ータを接続で きない」8 .5%,「 他 企業 との間で回線 を利用 できない」8.9%(両 者 合計17.4%)が あ

げ られてい るが,こ れはわが国の法律制度上の問題であ り,こ こに解決 を要 する大 きなポイン トが示

されている。

④ 同一業種内あ るいは,系 列企業 内の情報 ネ ッ トワークの形成を望む声が大 きい

業界内情報 ネッ トワークは 「必要」 と答 えた ものが74.8%で,「 不必要」 と答 えた ものは,25.2%

で あ る。

必要の理 由は 「情報が得 やす くな る」37.0%を 筆頭 に 「計画 がたてやす くなる」16.3%,「 経 費節

約」17.1%,「 他 社 との決済が容 易にな る」16.1%な ど があげ られてい るが,そ の場合の形態につい

ては,「 同業極内のネ ッ トワー ク」21.6%,「 系 列企業内 ネッ トワー ク」28 .7%(両 者合計50.3%)

と,身 近 かなところのネ ッ.トワークを望 む声が大 きいのは,そ の必要性が きわめて高い ことを示 して

い る。 「他産業 との間のネ ットワーク」 を望 む もの も相 当に多い。 いつれにせ よ,何 らかの形 でネッ

トワークを持 とうとす る企業 が75.3%に の ぼる。
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われ われは,今 後 さ らにユーザー側の意向を もっ と的確に知 るため,よ り詳細 な集計調査 を実施す

る予定であ る。

第2章 通信回線利用制度上の問題点

1.法 規 上 の 使 用 制 限 が 多 い

前章でのべた,「 コンピュータ利用状況調査」の結果か らみて も,ユ ーザーの要望は きわめては っ

りきしてい る。

① 系列企業内あ るいは同一 業種 でネッ トワークを形成 したい。 できれば他産業間に もひろげたい。

② 情報処 理サー ビス,情 報提供 サー ビス業者 とネ ットワークをつ くりたい。

③ 電話交換網 にコンピュー タを接続で きるよ うに してほ しい。

④ 通信回線の伝送速度 をはや くしてほ しい。

⑤ 料金 を適正 化 してほ しい。

ほかに も,関 連 した問題点 がいろいろあげ られ るが,こ れ らの要望が実現で きない最大の理由は,

通 信業務の指針 となるべ き関係法規によ って制限 をうけているか らであ る。 これ らの法規は
,い つ

れ もコンピュータの利用以前 に定め られた内容の ままであ り.,通 信 回線利用に関す る時代の要 請に

マ ッチ しない面 が生 じてい る。 そこで,個 別 にそれ らの問題点 について,さ らにその実態 を解 明 し

て みよ う。

(1)共 同専用回線 の利用 に関す る問題

① 異主体間の共 同専用は原則 として許 されない

現行法に よれば,同 一社 内では専用線 によ りい くつで も,本 支店間 を結ぶ こ とがで きるが,異 っ

た企業間 を専用線 で結ぶ ことは原則 として許 されない。(注1)

現 在,公 衆電気通信事業は,電 々公社 だけが許 されている。

公社か ら専用線 をか りた ものが,そ の回線 を使 って通信サー ビス業 を行 った り,回 線 のまた貸 し

をすることは禁止 されてい る。例外 として異 った企業間で共 同で専用線が使 うことがで きる場 合は,

次 のよ うに規定 されてい る。

④ 国の機 関お よび地方公共団体

◎ 共同 して同一の業務 を行な う2人 以上の もの

◎ 業務上密接な関係のある もの.

㊥ ただ し,割 増料金を支払 うこと(注2)

しか しなが ら,現 在 では事実上 きわめて密 接な関係 がある下請企業 と親会社,あ るいはメーカー

と問屋 など とい った系列企業間で も,共 同専 用は容易 に許可 されない。 まして情報処理サー ビス業 ,

情 報提供 サービス業 と顧客 との間に専用 回線 をひ くことは,許 されていない。(情 報処理 サービス

業 について は,東 京一大阪間の本支店間 をつな ぐ専用回線 さえ もいまの ところ許可 されていない)

このため,デ ータ ・センター相互間のデー タ伝送や,デ ータ ・センターのコ ンピュー タを多 くの

企 業が通信 回線 を介 して共同利用す ることな どは全 く不可能 である。 もし,デ ータ ・セ ンター相互

で,デ ータ伝送が許 されれば,コ ンピュー タの使用時間や ロー ド(負 荷)が 平均 し,ま た業務に適

した コンピュー タが使用で きるな ど,非 常に有利 な利用法が可能 とな るほか,情 報産業の進展の上

に も大 きな影響 を与 えるであろ うことは,容 易 に予想 され る。,

顧 客 とデータ ・セ ンターの間や,系 列企業間に共同専用がみ とめ られ ると遠隔地 にあ るコンピュ
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－ 夕の共同利用や
,事 務処理の合理化が急速に進 み,経 費面の合理化 は もちろん ,経 営の効率化の

面 で も大 きな利益 が上が るであろ う。

② 『通信』 と 『遠隔情報処理』 の解釈に問題 がある

しか しなが ら,い つれ も 「業 として他人 の通信 を媒介 し」 「他人の ミ通信ミの用 に供す る」 こと

を禁ず る法規(注1)に 制 約 されて,通 信 回線の利用が許 されていないのであ るが
,こ の 場 合 の

べ通信ミの中に本来 コモ ン ・キ ャリアが行 な うべ き通信 サー ビス とは異 ると思 われ る ミ情報処理 に

要 す るデータの伝送ミが含 まれ るか どうかの解釈が問題 とな る
。

現行法 によれ ば(注3)「 電 気通信」 とは 「有線 ,無 線 その他 の電磁的方式 によ り,符 号,音 響

または映像 を送 り,伝 え,ま たは受けること」であ り,電 々公社 が提供す る 「公衆電気通信役務」

とは・ 鳴 鏑 轍 備 酬 いて他人の通信 媒 介 レ
.そ の他電気通信設備 他人 の通信の用に供する

こと」 とな っている。

この定義か らすれば ,遠 隔情報処理やタイムシ ェア リングのた めにデータを伝送す ることが ,果

して 「他人の通信 を媒介す る」 ことにな るか どうか ,解 釈が分かれ るところであろ う。 この場 合の

デ ータ伝送は,「 計算」 とい う目的のために行なわれ るものであ り
,通 信が本来の 目的ではない。

か りにメ ッセー ジ交換が付随 的に行なわれた として も,そ れ は計算サー ビス とい う業務 目的を遂行

す るための もので,通 信のために回線 を賃貸す ることとは全 く異 った もの といい うる。 したがって

コンピ ュータの有効利用 がわが国の産業
,経 済,文 化の発展に重大 な寄与 をす ることが明 らかであ

るとすれば,積 極的にその実現 を図 り,現 行法 を悪用 した場合にのみ罰則を適用す るな ど
,運 用面

での融通性 を考慮すべ きであ る。

③ 共 同専用付加料金 の徴収方法には不合理があ る

共 同専用が許 された場合,そ の料金 はつ ぎの とお りとな る。

e)2人 の場合は,通 常の回線料金 の30%増

(ロ)3人 以上の場合は50%増

内 ただ し,警 察,消 防,新 聞,通 信,放 送関係は,市 外のみ10%増 し(電 信電話営業規則

第375条)

しか も,現 在の慣行では,異 った企業 間のシステムを1回 線だけ結 んだ場合 で も
,30%の 付加料

金 は,そ の専用線 回線にかか るのではな く,以 前か ら各企業が 自社 の本支店 間を結ぶために使 って

いる専用回線 もすべて含 めて30%ア ップになる。 これは私企業に と
っては,共 同専用 を禁止 され た

等 しい料金 体系 である。

ただ し,地 方銀行協会 の為替交換 システムな ど,電 々公社が直営で行なってい る情報 サービスで

は,こ の付加料金 をとらない ことになってい る。(個 別データ通信試行 のための契約約款 第26条)

アメ リカの場合,ATT(ア メ リカ電話電信会社)の 例 をみ ると,回 線 を借 りたユーザ ーが,自

分 の借 りた回線 に他人を接続す ることを自由に認可す る(オ ーソライズ)こ とがで きる
。許可 され

たユーザーを,オ ー ソライズ ド ・ユーザー といい,専 用申込書 にその名前 を書 きこめば手続 きは一

切終 り,も ちろん付加料金は必要 ない。

この点,わ が国の場合は,あ ま りに も差 が大 きい。ユーザーの不 満がここに集中 してい るの も当

然 のこととい えよ う。

(注1)公 衆 電気通信法第57条

「専用契約を公社 と締結 できる者は,1の 専 用契約 につ き1人 に限 る」

同法第64条

「専用者は業 として その専用設備 を用 いて他人の通信 を媒介 し
,そ の他 その専用設備を他人の
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通信の用に供 してはならない」

(注2)公 衆電気通信法第66条

「公社は業務上支障がないときは,第57条 の規定にかかわ らず,別 に公社が定める額の料金の

支払があることを条件として,国 の機関および地方公共団体又は共同して同一の業務を行 う2人

以上の者,も しくは相互に業務上緊察な関係をするためその間の通信を必要 とする2人 以上の者

が同一の公衆電気通信設備を専用するための専用契約の申し込みを承諾することができる。

(注3)

日本電信電話公社法 第1条

(設立の目的)

「公衆電気通信事業の合理的かつ能率的な経営の体制を確立し,公 衆電気通信設備の整備お

よび拡充を推進 し,な らびに電気通信による国民の利便を確保することによって,公 共の福祉

を増進することを目的として,こ こに日本電信電話公社を設立する。」

同法 第3条

(公社の行なう業務)

「公社は公衆電気通信業務およびこれに付帯する業務その他第1条 に規定する目的を達成す

るために必要な業務を行なう。

2公 社は前項の業務の円滑な遂行に妨げのない限 り,逓 信大臣から委託 された業務および委

託による左の業務を行な うことができる。
一,電 気通信設備の設置および保存

二,電 気通信の機械,器 具その他の物臭の調達,保 管,修 理,加 工および検査

三,電 気通信技術に関する実用化研究および基礎的研究

四,電 気通信業務に従事する者の訓練

公衆電気通信法 第2条

(公衆電気通信業務の定義)

この法律およびこの法律に基 く命令の規定に関 しては,左 の定義に従 うものとする。

一,電 気通信。有線,無 線その他の電磁的方式により,符 号,音 響,ま たは影像を送 り,伝 え,

または受けること。

二,電 気通信設備。電気通信を行なうための機械,器 具,線 路その他の電気的設備

三,公 衆電気通信役務。電気通信設備を用いて他の通信を媒介し,そ の他電気通信設備を他人

の通信の用に供すること。

四,公 衆電気通信設備。 もっぱら公敵電気通信役務を提供するための電気通信設備。

五,公 衆電気通信業務。公衆電気通信役務を提供する業務。

(2)電 話 交換網 にコンピ ュー タを接続で きない

情報処理サー ビス業,情 報提供サー ビス業が,顧 客 との間でネ ッ トワー クを形成す ることを許 され

ない理由には,上 述の ように共同専用 の問題 もあ るが,さ らに情報 サー ビスのためには専用線だけで

な く,テ レックスやダイヤル電話な ど電話交換網 を利用す ることが関係 して くるか らである。

電話交換網 は,小 容量のデー タを きわ めて経済的に伝送で きるので,情 報産業の普及 のためには,

絶 対欠 かせない ものであるが,現 行法では公社 が定 め る条件で,公 社 の定 める機械 だけが接続で きる

よ うになってい る。(注4)

このため,電 話器およびその付属機器だ けが接続 で きることにな り(電 信電話営業規則 第21条)
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デ ータ伝送機器はつけ られない。 もし,公 衆交換回線網,す なわちテレックスとダイヤル電話回線に

コンピ ュータを接続 することがで きれば,遠 隔情報処理は急速 に普及す るであろ うことは疑いない。

その理由は,

① 交換 回線網 は全国に普及 してい るので,容 易に コンピ ュー タが利用で きる。

② コンビ。ユ一夕の回線収容能力 をはるかに越 える多数 の者が,コ ンピ ュータを利用で きる。

③ 利用者 は,1台 の 端末装置 でいつれの情報処理 サー ビス業者,情 報提供業者 を必要 に応 じて呼

び出 し,利 用で きる。

④ 情報処理 サー ビスや情報提供サー ビスを利用 する場合は,伝 送時間が短かいので,ユ ーザーの

負担 する回線 コス トは,専 用線に比 し,は るかに経済的であ る。

⑤ データ伝送は,コ ンピ ュー タ間で安 い夜間料金 を利用 した通信 を行な うことが有利であ るので.

遊 休化 してい る夜 間の電話設備 が有効に利用 され る。

な どがあげ られ る。

交換 回線 を利用す る上 での欠点があ るとすれば,専 用線に比較 して雑音 な どに よる誤字が発生 す る

おそれが多い ことである。 しか し,現 在の コンピ ュータや端末装置 は,自 動的に誤字 を検出 し,あ る

いは訂正す る,チ ェック機能 を備 えているし,誤 字の起 る頻度 も十分に実用 に供 しうるてい どに防 ぐ

ことが可能であ る。

したが ってユーザ ーの側か らは,デ ータ伝送に交換回線 を利用で きるよ う公衆電気通信法の改正 を

つよ く要望 され る。

(注4)公 衆 電気通信法 第36条

「加入電話加入者は,公 社が定 める条件に従がい,そ の加入電話について,転 換器 よ り加入電話

回線 に接続す る電話機 その他の附属機品であって,公 社 が定 める ものの設置を請求す ることが でき

る」

2.端 末 機 器 の 認 定 制 度 が 極 め て 煩 雑 で あ る

(1)個 別 認定制度 と事務手続き

専用線にユーザーが 自営す る端末装置をつけるときは,公 社が定 める技術基準 に適合するための審

査 を うけなければな らない。(公 衆電気通信法第105条)

これは,「 公衆電気通信業務 に支障 を及ぼす ことを防止す るために必要な限度」において審査する

ことになってい るが,外 国では 「機種認定」で,そ の機種が適 当 と認め られれ ば,あ とはい くつで も

自由につけ られ る。 しか し,わ が国では 「個別認定」で,機 種 は同 じで も,個 々の端末装置 ごとに,

場 所が異 るごとに,同 じ資料 を何回で も申請 しなけれ ばな らない。(注5)

した が って,事 務手続は きわ めて煩雑 で,し か も端末装置 自体の審査だけでな く,コ ンピュータの

プア リケーシ ョンまで関係す るため,審 査期間 も数 ヵ月か ら1年 を要す ることが まれではない。

情報処理 の普及に と もない,認 定件数 は増大す る一方であ り,ユ ーザーに とって事務手続 を簡素化

す ることを要望す る声 は圧倒的に大 きい。

(2)国 際規格 との互換性を考慮すべきである

端末装置 の審査は,電 圧の範囲,抵 抗 など技術 的な点で公社 の定 める基準に合致 しなければな らな

いことは当然で ある。 しか し,こ の基準 は国際規格 と合致 せず,互 換性の面 で大 きな不便が生 じてい

る。た とえば,端 末装置 とモデムのイ ンタフェイスにおいて,国 際規格の電気抵抗は,許 容範 囲を3

Kオ ー ムか ら7Kオ ー ムとしてい るのに対 し電々公社規格では3Kオ ー ム～4Kオ ー ムと許容範囲 を

、
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狭 く限定 してい る。出力電圧 について も同様 にな っている。国際間のデー タ通信の重要性にかんがみ.

国 際規格 を尊重 しユーザーの便 を図 るべ きであろ う。

3.回 線 料 金 が 外 国 に 比 べ て 著 し く高 い

通信回線料金が高い ことに対す る不満は前述 の 「コンヒ。ユー タ利用状況調査」 にあらわれているとお

りであ る。

世界各 国の専用回線料金 を比較す ると第2図 のよ うにな る。(各 国 とも2,400ボ ー の料 金であるが,

日本は1,200ボ ー の料金で,2,400ボ ニ な らさらに30%ア ップにな る)

第2図 によれば ドイツが 日本 よ り著 しく高 くな っているが,ド イツにはDATEXと い うデータ通信

用の回線網 が完備 しているので,専 用 線を使 う必要 はほ とん どない。 したが って,専 用回線料金が高 く

て も影響 はないのであ る。

また前述の よ うに,共 同利用の付加料金 を とってい るのは,わ が国だけであ る。

さらに回線 を設置す る場合,わ が国では多額の債券の ほか,工 事費な ど初期費用 としてユーザーの負

担 が きわめて大 きい ことに対す る不満 も大 きい。

第3章 通信回線利用の技術面での問題点

(1)伝 送 速度の高速化

現在の伝送速度は50ボ ー(1秒 間 に50ビ ッ ト伝送 する)200ボ ー,1,200ボ ー の3種 類で,さ らに2,400

ボ ーが検討 されてい る。 これは手で動かす端末装置 である場合には,十 分の速度 であ るとして も,コ ン

ピ ュータとコンピ ュー タを結んで伝送す る場合 には不十分であ ることは言 うまで もない。

コンピ ュータ相互あ るいは磁気テープのよ うな高速装置では,少 な くとも104ボ ー てい どの速度 が必

要で あ り,外 国では広帯域 デー タ伝送回線 のサー ビスがある上 に,40,800ボ ー あるいは さらに高速 のデ

ータ伝送が行 われてい る。

わが国で も情報産業の進展 をはか るためには,こ の点 で一層の考慮が必要 であろ うし,ユ ーザーの要

望 もこの点にある。

㈲ 音 響 結 合

電話の送受話機 との音響結合が許されれば,タ イプライタのような端末装置を使って移動式,あ るい

は携帯用端末装置が使用できるので,コ ンピュータの利用はますます手軽になり効率化するであろう③

(3)並 列 伝 送

並列伝送方式が許されると,簡 易で低廉な端末装置が利用できるので,回 線の利用が容易になる。

第3部 望 まれ る対策

以上のことから,わ れわれは次のような対策の早期実施を要望する。

第1章 早急に解決を要望する事項
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(1)通 信 回線の 自由かつ効率的利用を促進す る方針を明示 し,そ の 時期な らびに段階を明確 にす ること

通信 回線の利用 を制限 している諸要因 を早急 に解除す る方針 を決定 し段階的にその時期な らびに方法

を明示すべ きであ る。すなわ ち,

① 関係法規の改正 あるいは解釈 の拡大 によって,系 列企業間 または同一業界内の共 同専用 を自由化 す

る。

②ATT社 の いわゆる 「オーソライズ ド ・ユーザー」 の制度 を導入 し他産業間の共 同専用 など異主体

間ネ ッ トワー クの形成 を促進す る。

③ 交換 回線の利用 について,電 話 およびテ レックス回線 にコンピ ュー タを接続す ることを認 める。

これ らの措置に よって,時 期のメ ドがつけば,通 信 回線 に対す る需要 は急速に増加 し,コ ン ピ ュー タ

の遠隔情報処理技術の発展,ソ フ トウェア開発,そ の他関連機器の生産 あ るいは改良など,技 術の向上

も急速に進 むであろ う。 さらに,遠 隔情報処理技術の発展,そ れに とも.なうコンピ ュータ利用 コス トの

低廉化によ り,わ が国のコン ピ ュー タ リゼーシ ョンは,急 速 に進展す ることとな る。

(2)通 信 回線利用料金制度上の不合理 を排除 し,と くに共 同専用料金 の引下 げを実施す ること

① 共 同専用料金 は,2人 の場合30%,3人 以上 の場合50%の 付 加料金 を支払 ううえに,共 同専用線の

みな らず,各 自が自社用 に使 ってい る専用線全部が30～50%ア ップ。す る制度 になってい るが,こ れは,

きわめて不合理 である。 この点 の改正 を早急に要請 したい。

② 料金体系の改善 をはか るべ きである。すなわち,電 話料金 とデータ通信料金 は,別 個の料金 体系 を

と り,時 間制(使 用時間だけの料金 を徴収す る)を 検討すべ きである。 あわせて,市 内料金 と遠隔料

金 との不均衡を是正すべ きであ る。

(3)通 信回線利用に関連する事務手続きの簡素化を実施すべきである

現在,専 用回線使用の手続き.をとる場合,端 末装置の認定制度のように複雑な事務手続が存在してい

る。これは回線の有効利用を非常に阻害する要因の一つとなっている。

いわゆる 「個別認定」制度を,外 国なみの 「機種認定」制度に改める必要がある。 これは,法 令の解

釈を拡大することで一卜分可能である。

(4)「 役 務の提供」か ら 「通信回線そのものを提供する」 とい う考え方 へ解釈を改め るべ きで ある

現在 の電電公社 の考 え方 によれ ば,ユ ーザーに専用回線 を貸す場合 「回線 を貸す(提 供 す る)」のでは

な くて,「 通信 に関す る役務を提供」す るとい う態度 をとってい る。

したがって,現 行 では,契 約 した ときの 「使用 目的」が重大な問題 とな り,同 じ回線 を使 って別 の使

用 目的に利用す るとさは 「役務 が異 る」 として 「不許可」 あ るいは 「付加料金」の請求 を,ユ ーザーは

受け ることにな る。

この点 は外国にみるように 「通信 回線 その ものを提供す る」 とい うコモンキ ャリアの思想 を導入 すべ

きであ る。

第2章 段階的改善 を要望す る事項

(1)高 速伝送回線の拡充整備を推進すること

(2)モ デム(変 復調装置)の 自営と標準化を実施すること
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少 な くとも専用回線 では,モ デ ムの自営 を認め るべ きであ る。あわせて国際規範 と合致 させ.モ デム

と端末装置の国際的互換性 を もたせるべ きであ る。

ATT社 で は,一 定 の技術的条件 を満足す るものは,何 を接続 して もよいが,通 信に異常信号 が流れ

て,妨 害 を与 える ことを防止す るための フューズを入れ ることになってい る。 この ような制度 は,わ が

国で も採用 す るよ う検討すべ きである。

(3)音 響結合,並 列伝送の採用をはかること

コンピュータ利用を拡大するために,す でに外国で採用されている音響結合や並列伝送方式を導入 し,

簡易,低 廉な端末装置の開発が容易に行なわれるよう検討すべ きである。

(4)合 理的な料金体系の設定と料金の低廉化を実施すること

通信回線利用の制度を改善することによって,通 信回線に対する需要を喚起し,こ れを増大すること

によって,合 理的な料金体系の設定と料金の低廉化を図るべきである。
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昭 和44年11月11日

郵 政 大 臣

河 本 敏 夫 殿

財団法人 日本経営情報開発協会

会 長 植 村 甲 午 郎

郵政審議会に対する郵政大臣の諮問(デ ータ通信のた

めの通信回線の利用制度について)に 関する意見書

わが国の情報産業を育成,発 展 させるために最 も基本的な条件とされている遠隔情報処理の普及に}ふ

通信回線の利用が先決問題となっていることは,諸 外国の例によっても明 らかなところであ ります。

今回,貴 大臣が,郵 政審議会に諮問された案の内容は通信回線の開放に一歩を進めたものとして,大

いに歓迎するところであります。しか しながら,情 報化時代に備えて,抜 本的に構想を新たにした施策

を期待 していたユーザー側としては,通 信回線の自由化に取 り組む姿勢 と,電 気通信事業に対する理念

に関して,基 本的な考え方を明確にし,こ れに基いて諸般の施策を早急に決定し実行に移すべ きものと

考えます。

ここにおいて,本 協会は通信回線利用対策委員会において審議の結果郵政当局がつぎの諸点に留意し,

通信回線の完全開放に積極的姿勢を示 されることを,つ よく要望するものであります。

一 諮問案の具体的な実施方策について明確化し,早 期実現をはかることを望みます。

1.「 デ ータ通信回線サー ビス」の提供 に際 しては,あ るていどの技 術基準 を設け ることは止 むを得

ない として も,こ の機会に情報サー ビス業 に対 し,必 要以上 の規制(許 認可,事 業内容 のチ ェック

など)を 加 え られ ることのないよう,と くに要望い た します。

2.「 デ ー タ通信回線網サー ビス」の提供 を うける 「企業 グルーフ。」の範 囲については,別 に電 々公

社が,貴 大 臣の認可 をうけて定 めることになってお りますが,そ の範囲は,で きうる限 り広 く定 め

られ るよう要望 いたします。 た とえば

:① 資本関係のあ る系列企業,② 組合,協 会等 を形成す る同種企業 グル ープ,③ 業務提携,専 属契約,

委 託契約等 を もつ,同 種または異種企業 グループ,は もちろん,④ 人,資 金,物,情 報等の流れに

よって関連の生ず る異種企業グループ,⑤ システ ム産業 として関連 を もつ異種企業グループ,な ど

も 「企業 グループ」 と して認め られるべ きであ ります。

3.「 デ ータ通信回線網 サー ビス」に設 け られ る従量制料金制度は,「 データ通信回線 サー ビス」に

も適用 され るよう希望 します。
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4.「 デ ー・一夕通信回線 サー ビス」 「データ通信回線網サー ビス」においては
,共 同専用 の付加料金の

ごと きものは課 さないこととされていますが ,「 回線 サー ビス」 あるいは 「回線網 サービス」 の料

金 その ものが明確に されなければ,ユ ーザー側は採算 を検討す ることも不可能 であ ります。料金制

度に関 しては,積 極的に低廉化 を進め るとともに,早 急に これ を明確 にす るため引続 きご検討いた

だ きたい と存 じます。

二 加入電話交換網 の利用について,早 期開放の方針 を明示 され ることが必要であ ります
。

「加入電話交換網」の利用については,「 こん この検討課題 である」 とされ てい ますが ,加 入電話交:

換 網 の開放は,情 報化時代の実現 に必要な情報 ネ ッ トワー クの形成のための不可欠の要件であ り
,し

たが って審議 会において も,積 極的な検討 を加 え られ ,早 期開放の方針 を明 らかに され るべ きであ り

ます。問題 となってい る,交 換設備の過重 による 「一般電話の疎通 に与 える影響」 については,ユ ー

ザー と電 々公社の協力によ り

① コンピ ュータに収容す る回線数 を可能 な範囲に限定す る

② データ ・トラフィ ックを分散す る設計 をす る

③保留時間 を制 限す るメー ター制度,強 制切断等 を採用す る

な どの対策を講ず ることによ り,当 面の需要 を充足 させ ることがで きると考 えます。

また 「回線 の品質」については,コ ンピ ュータと端末 機に一般に備 え られた 「誤 り制御機構」 と諸外

国に比 し優 れて いるわが国の回線 品質 か らみて実用上 は問題 ない ものと考 えます。

三 今 回,諮 問 されていない多 くの懸案事項について,早 期実現 を積極的に推進 され ることを希望いた

します。

1.端 末 機の認定審査の対象 を,通 信回線 との接続面 に限定 し技術的条件 を満足 してい るものに関 し

ては,自 由化 し業務の簡素 化をはか るべ きであ ります。

2.高 速伝送 サービスの実施 を望みます。 コン ピ ュー タとコン ピ ュータを結んだ伝送 ,あ るいは磁気 .
テー プに よる伝送な どを効率化す るために,少 くと も48Kボ ーていどのサー ビスを早急に実施 すべ

きであ ると考 えます。

3.音 響 結合 を認め ることが必要であ ります。

4.モ デ ムの自営を認 めるべ きであ ります。

四 電気通信事業は,国 民 に情報伝達手段 を提供す る公益事業であ り,国 民 の利益に奉仕す ることを第

一 の条 件 とす るべ きであることは論 をまちません
。電 々公社は現在 「専用 データ通信サー ビス」 を実

'施 し
,さ らに来年度 か らは 「加入 データ通信サー ビス」 を も行 な う計画 であると聞いてお ります。通

信回線 を管理 運営す る立場にある電々公社 としては,共 同専用の制限や,付 加料金制度,交 換 回線

の使用制限な どによ り民間企業 の情報処 理に比 して有利な競争条件を有す ることは否 めない ところで

あ ります。

電々公社は,回 線利用制限の撤廃 回線使用料金な どにお ける有利な条件の排 除などを通 じて,情 報

処 理分野における公正な競争 を確保するべ きであ ると考 えます。

以 上
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昭和45年3月16日

郵 政 大 臣

井 出 一 太 郎 殿

財団法人 日本経営情報開発協会

会 長'植 村 甲 午 郎

1公衆電気通信法の一部改正案に関する意見書

1970年代の開幕とともにわが国経済界は,激 しい国際競争のなかで大きく揺れ動いています。この急

激な変化に対応し,的 確な情報を選択 し,正 しい方向を求めて行 くためにはコンピュータリゼーション

の進歩を中核 とした情報化社会への発展が要請されます。

その基本的な条件 として,通 信回線利用の自由化が強 く望まれている次第であります。

本協会は,昨44年11月10日 付をもって通信回線利用の自由化について意見書を提出しましたが,郵 政

審議会がその一部とは言え自由化の方向を打ち出し,郵 政省 もこれをうけ,今 回,公 衆電気通信法の改

正に着手されましたことは情報化時代の要請に応えるものとして大いに歓迎するところであります。

しかしながら,つ たえ聞くところによります と,今 回の法律改正案は,郵 政審議会の答申に加えてデ

ータ通信業務の法定などい くつかの新しい問題を提起 しているようであります。

本協会は,電 気通信事業の基本理念を明 らかにし,正 しい姿勢で通信回線自由化に対処 されるようっ

ぎの諸'点に関し重ねて要望いたします。

1.日 本電信電話公社が従来の電気通信業務に加えて,情 報処理を含む 「データ通信サービス業務」を

行な うことができるよう法律改正されることを否定するものではありませんが,同 公社が通信回線を

利用した情報処理を基本的に独占することを認めるという考え方は妥当ではあ りません。

日本電信電話公社の本来の業務は,情 報伝送の需要に応 じる施設とサービスを提供す ることにある

と考えます。

日本電信電話公社がコンピュータと通信回線の両者を提供 して行なう「データ通信サービス」は,

従来の 「情報伝送サービス」に新たに 「情報処理サービス」 「情報提供サービス」を追加す るものと

理解すべきであって,そ れを公衆電気通信サービスとして同公社に認め,特 例として民間に 「データ

通信回線サゴ ス」(言+鱗 務パ §轍 襟 瀦 に対 し回線を提供す統 一ビス)「データ通信回線網

サービス」(企 業グルーフ。のために回線を提供するサービス)を 提供す るという法体系は不適当であ

ると考'えます。

今後,オ ンライン情報処理は各方面で盛んになりますが,コ ンピュータは情報の処理を担当し,通

信回線はその入出力データを伝送する役目を果すことは申すまでもありません。 したがって,コ ンピ

ュータを通信機器という枠内で考えることは,他 のコンピュータ利用の先進国の事例をみてもこの隠

あらためるべ きものと考 えます。

2.民 間企業が行なうオンライン情報処理は自由にこれを認め,日 本電信電話公社 も民間企業 も公正IS

競争 の もとにオ ンライン情報処理業務 を行 な うべ きで あ ります。

したがって,民 間企業が 「デー タ通信回線サー ビろ」 と 「デ ータ通信 回線網サー ビス」 を利用 して

オンライ ン情報処理業務 を行な う際に回線の契約を結 ぶにあたって 日本電信電話公社 は,「 技術的条
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件 「が一定の基準(こ れも政令その他で明示する必要があります)に 適合するか否かの審査にとどめ

るべ きであって,情 報処理の内容,企 業および企業グループの適否の判断をするような規制的な措置

をとられないよう強 く要望するものであります。

3・ 外資によるオンライン情報サービス(通 信回線を利用し端 鞭 理あるし・は情報提供サービス)を

どのようにするかについては,今 後の国際化にともなって,政 府の政策的考慮の もとに外資法,輸 入

規制など現在の法体系の運用によって決定 されるべきであります。
4.秘 密保護について

1)通 信回線上に伝送されるデータの秘密保護については,情 報処理システムが 日本電信電話公社直

営であると民間の自営であるとを問わず,通 信法制の原則どお り同公社は秘密を守る義務を果たす

べ きであります。

2)日 本電信電設 社または踊 の企業がt7な う情報処理(提 供)に 関する秘密保護に
ついては契

約ベースで自主規制が行なわれることから特別の秘密保護措置を決定する必要はない ものと考えま

す。

なお,貴 大臣におかれてはデータ伝送回線の質および量の面における改善
,通 信コス トの低廉化,通

信サービスの向上についてさらにご配慮いただけるよう要望いたします。

以 上
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コ ン ピ ュ ー タ 教 育 に 関 す る 提 言(昭 和44年11月24日)

コンピュータ利用の拡大 ・高度化に伴 う情報技術者の養成を促進 し,来 るべ き情報化社会に対処する

ための情報科学および情報技術に関する教育を振興することを目指 して,わ れわれはコンピュータ教育

に関し,次 の事項を提言する。

1.学 校 教 育

来るべき情報化社会に正しく対処 しうる人材を養成すること,疎 外感をもつような人間を作らないこ

と,ま た情報化社会をリードする人材養成に当る人材を育成することは今後の学校教育の重大な使命で

ある。それは新人の教育 と社会人の再教育の二つが含まれるが,こ のためには,各 段階の学校において

適切な情報科学 ・情報技術に関する教育が行なわれなければならない。

この目的を達成するためには,情 報科学 ・情報技術に関する専門学科の新設とか,教 育用コンヒ。ユ一

夕の導入などが推進されなければならないが,無 定見な改革は却 って弊害を生むおそれ もあるので,よ

く検討して,適 切な年次計画などを作成 し,教 員 ・施設等条件を整 えつつ逐次実施することが大切であ

る。

Aわ れ われ は早急に実施すべ きもの と して,ま ず次の事項を提言す る。

(1)教 育用 コ ンピュータの設 置促進 と助成

現在学校 に設置 されてい るコンピュー タはすべて研究用で あって,教 育用 と しては認 め られ てい

ない。 よって今後は,教 育用 コンピュータの導入 を促進 することを要望す る。 そのためには,コ ン

ピュー タの設備費ない しレンタル費用,お よび運転費用 につ いては政府 が助成す ることが必要であ

る。 この場合,政 府は年次計画な どを作成 して効率的な導入 ・拡大 をはか ることが望 ま しい。

また,私 学 に対 しては教育用 コンピュータの導入のために行 な う寄附金 の募集について,免 税措

置 を とることが望 まれ る。

② 情報技術者の養成 と専門学科担当教員の充実

大学 におけ る情報技術の専門家の養成 に当っては,主 専攻 ・副専攻 とい う形 でカ リキ ュラムを再

編 成 し,そ れぞれの専門科 目につき専門の教員群が学生を教育す るよ うにする。

コンピュー タ専門教育の促進 にと もな って専門教員の不足 はます ます深刻化す ることが予想 され

るので,実 社会 との人事交流を活発にす るとともに,教 員の研修制度 を確立 して再教育 を実施 し,

た えず最新 の知識 ・技術 を修得 するよ うな体 制を整 える必要があ る。 その手段 としては,教 員の海

外 留学 ・内地研修の制度 を拡充,強 化すべ きであ る。 また,要 員不足 に対 しては外国人講師の招牌

も考 え られよ う。

(3)学 生 全般 に対す るコンピュー タ教育の実施

情報科学 ・技術の専門学科以外の学生全般に対 して もコン ピュータの基礎 を教 えることは社会の1

要 請で あ り,学 生 自身に とって も有 意義 なはずであ る。よって,学 生 全般 にコンピュー タ教育の機

会 を与 えるよう配慮すべ きである。

(4)職 業 高校におけるコンピュータ教育の実施

大学 にお けるコンピュー タ教育の充実 と相 まって,商 業高校 および工業高校 において も,情 報処

理の基礎教育 を施 す ことが望 ましい。そのためには,学 習指導要領 を整備 し,か つ,小 型機につい

ての標 準仕様 と基本 的な設置基準 を策定 して,こ れ によって必要 な施設設備 の整備 をはかる ととも



430付 属資料皿[

に,生 徒の実習 と教育の研修のための共同利用センターの設置を促進する必要がある。政府はこれ

に対し必要な指導 ・助成をはかるものとする。

B今 後充分に検討 して実施すべきものとして次の事項を提言する。

(5)社 会人のための情報技術講座の創設

情報技術者の不足は,社 会人の再教育をさけがたいものにしてお り,そ の解決策 として,大 学の

施設 ・人材を活用することが強 く要請されている。よって,大 学は社会人の再教育のために大学を

開放 し,そ の施設 ・人材をもって情報技術者の養成に協力することが望まれる。具体的には,夜 間

講座等を創設し,学 外の人材との協同で教育に当る方式が考えられる。

また,テ レビ等の媒体を用いての教育は広汎な効用が期待できるので,放 送大学など適切な方途

を講 じ,今 後ますますこの利用を拡大するとともに,ス クー リング等の事後学習に充分力を注ぐこ

とが望ましい。

(6)情 報化時代における学校教育のあり方の再検討

情報科学 ・情報技術教育を学校教育の主要な科目としてとり入れるためには,数 学等の関連科目

については小学校から大学 ・大学院に至る現在の教育体系のあり方につき充分に検討し,各 レベル

の学校においてそれぞれ適切な基礎教育を施すことが必要である。大学における情報科学 ・技術に

関する教育は,従 来の慣行や考え方にとらわれずに実施することも大切であろう。たとえば,情 報

技術の専門科目の履修については,学 部 ・学科の制限を緩和すること等が考えられる。

また,既 存の大学の体制にとらわれずに,コ ンピュータを教育 ・研究手段として全面的に活用す

るとともに,情 報科学を基幹科学 とする教育 ・研究組織をもつ新構想大学を計画することも有意義

であろう。

2.社 会 人再教育

コンピュータに関する教育は,企 業の各層,各 職種の区別 な く,等 しく必要 とされ るが,コ ン ピュー

タの普及 は漸 く緒 についた段階であるか ら,学 校 において コンピュータ教育 を受 けた者で も,企 業に入

ってそのままコンビ。ユータのスペシ ャリス トとして通用す るこ とはむずか しい。 したが って,企 業にお

い てはコン ピュー タの専門的 ・具体的な教育 を施す必 要がある。また管理者および一般社員 については,

学 校にお けるコンビ。ユー タ教育 を受 けた者 は皆無であ るか ら,企 業で改 めて教育 を行なわね ばな らない,

われわれは早急に実施すべ き事項 を次の ごとく提言 す る。

A経 営者 に対 して

(1)ト ッ プの理解 と認識 の徹底

トップは,コ ンピュータの活用 とシステム開発 の効用についての理解 と認識 をさらに深 めてほ し

い。 これは再教育に関す る基本的な問題であ る。 そ して トップは全社的規模において再教育計画 を

たて,社 員 の再教育をはか るべ きである。

《2)コ ン ピュータ専門要員の処遇 の向上

企業 の コンビ。ユータ リゼ ーションの レベルは,専 門要員の資質 と熱意に負 うところが大 きいが,

彼 等に対 す る企業内の地位づけ と処遇は現在 の ところ充分 とは言 い難い。 とくに,コ ンピュー タ リ

ゼー シ ョンの中核 となる上級専門要員の処遇 の向上 と将来の保証 を図 る必要があ る.

B政 府および民間団体に対 して
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〈3)上 級 の コンピュータ要員 を育成す るた めの高度 の教育機関の設立 と標準 カ リキ ュラム,教 材 の開

発

企業 内の コンピュータ リゼー ション推進の中核 とな る一般管理者層,お よび上級専門要員の コン

ピュータ教育 を効果 的に進 めるための高度教育機関の設立が望 まれ る。

また,企 業独 自のコ ンピュー タ教育 を効果的に実施 するため,職 種別,階 層別等教育対象 目的

に適応す るコンピュータ教育の標準 カ リキュラムを作成 し,あ わせて教材 を開発す る必要があ る。

(4)コ ン ピュータ教育担 当講師の充実 と講師斡旋活動の必要

企 業内のコンピュータ教育 を進め る上 で,講 師の不足 は深刻 な問題 とな って いる。そ こで,コ ン

ピュー タ教育担 当講師の質 的量的充実 を図るために,各 企業 の要求にマ ッチ した講師を幅広 く紹介

す る斡旋活動 が必要である。

(5)講 習 会,セ ミナーの内容 の充実

各種機関 ・団体 の行な う講習会,セ ミナーは,再 教育の機 関 として現在重要 な役割を果 してい る

が,社 会の期待 に応 えるためには,教 育 内容 を一層充実かつ体系化 させ,権 威 ある もの とす るこ と

が必要であ る。

C大 学に対して

(6)社 会人のための大学の開放

再教育についての強い要望に応えるため,大 学は社会人に大学院を開放するとともに,公 開講座

を設けて,再 教育を行なうことが望まれる。

3.電 算 機学校

わが国の情報産業 ・技術 の発展 をささえる力 とな るべ き情報処理技術者 の育成 とは,単 に初級の技術

者 を大量に育成 することだけではな く,新 しいシステムを創造 し得 る上級 の コン ビ。ユータ ・スペ シャ リ

、ス トを一人 で も多 く育成す ることで ある。 しか しなが ら,現 在 のわが国における電算機学校 の実情は,

一 部の学校 を除 き施設お よび教員陣の面 か ら見 て,こ れ ら上級 スペシ ャリス トを供給 し得る状態にはほ

ど遠 い。

したが って電算機学校は,当 面,初 級技 術者 を育成 す ることに専 心 し,施 設面,教 員面の充実 をまっ

て次の上級段 階に進 むこ とが望 ま しい。そのためには現在 の教育内容 ・方法 を改善 し,コ ンピュータ実

習 時間 を追加 して,各 企業が要望す る特殊技術者 を供給す る体制 を確立 することが必要 である。その具

体 的方策 として次の各項 を提言 する。

A政 府に対 して

(1)電 算機学校を一般の技芸学校等の各種学校 とは異なった形の特殊技術者育成機関としてオーソラ

イズする。

現在勉学を志す者達は,各 学校の内容の良否が分 らぬまま多額の授業料を無駄にし,向 学心を挫

折させている場合が多い。 しかるべき機関が教科内容と施設整備につき最低限の基準を設けて電算

機学校をオーソライズすれば,こ れらの損失を救済することができるばか りでなく,好 ましくない

教育機関を淘汰する一助となろう。

(2)オ ーソライズされた電算機学校の設置計算機については可能な限 りの助成措置を講ずる。

コンピュータ教育の生命はコンピーユタ実習であ り,1人 前のプログラマになるためには,中 型

機程度で最低10時 間程度の実習時間が必要 とされているが,実 際はその数分の1に も達していない
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状況である。したがって,良 心的な教育を実施させるために設置電子計算機に対する助成措置を講

ず る必要がある。

(3)通 商産業省が実施する認定制度をさらに拡充する必要がある。

情報処理技術者認定試験合格者の分析結果を公表 し,電 算機学校の質的向上を図る方法をさらに

検討するとともに,地 域を限定せず広 く全国で試験を実施するなど,こ の制度の拡充を図る必要が

ある。

B電 算機学校に対 して

(4)学 校経営者はその社会的使命と道義的責任を認識する必要がある。

電算機学校は産業界に対 しては情報処理技術者の供給源として,ま た,入 学生に対 しては将来の

情報処理専門家の養成機関として重要な社会的使命と道義的責任がある。学校経営者はその社会的

責任を強 く再認識することが肝要である。

(5)電 算機学校は現在のカ リキュラムを公開 し,特 殊技術者教育に不必要な部分を削除し,実 習時間,

実習課程を極力充実 させる。

カ リキュラムが公開されていないことは,入 学者にとって学校の特色,教 科内容が不明であり,

雇傭者にとっては卒業生の学力に不安を抱かせる。よってカリキュラムを公表 し,各 校の特色を明

らかにし,相 互に教育水準の向上をはかることが必要である。実習時間の拡充のためには,自 校の
コンピュータのみならず,公 的機関のコンピュータを使用することも考えられよう。

(6)電 算機学校の教員は互いに交流研讃する場を持つ必要がある。

電算機学校教員の不足を補 うため自校卒業生を再訓練して教員に登用する例が多 くな・っているが,
これ らの教員は実務経験不足のために教育上に問題が生じている。解決策としては,他 校と教員の

交流を行ない豊かな経験を身につけさせるとともに,研 鎖制度を充実 させて教員の資質の向上を図

ることが望ましい。

Cそ の他今後引続き検討を要する事項

(7)電 算機学校の質の向上を図るため,し かるべ き機関が各界の協力を得て標準 となるべきテキスト

の作成とカリキュラムを制定する必要がある。
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商 法改 正 に関す る要 望書(昭 和44年12月2日)

1.提 案 の趣旨

近年,わ が国におけるコンピュータの発達普及 は,ま ことにめ ざま しく,そ の設置台数はすでに5.000

台 を こえ,米 国についで世界第2位 に達 しよ うとしてい る。

米国においては,現 在50,000台 の コンピュータを保有 し,そ の利用水準 もきわめて高度 の域に達 し,

企 業 において コンピュー タは,長 期計画の策定や意思決定の用具 として経営 に重要な役割 を果 してお り,

こ のよ うな状勢 に対処 す るため,す でに会計 ・財務関係法規 について も,コ ンピュー タの高度利用 を可

能 な らしめ るような改正 が実施 されてい る。

資本の 自由化を目前に ひかえ,わ が国において も企i業経営 の近代化 を促進 し,国 際競争力 を強め,国

民経済の成長に寄与す るた めには,膨 大 な経営情報 を迅速かつ適 切に処理 してい くことが,緊 急の課題

となってい る。 しかるに現状では経営情報体系 の重要 な部門であ る会計 ・財務部門におけ るコンピュー

タ利用の立遅れが 目立 ち,こ れが経営情報体系全般 の整備に も支 障を与 えることが憂慮 されている。

したがって,コ ンピュー タの企業会計への導入 とその総合的 ・組織 的適用 を制約 してい る重要 な要因

と考え られる現行関連法規の再検討,あ るいは改正 が早急に と り上 げ られ るべ きである。

ここに提 出する商法改正案 は,こ の ような状勢 を背景 に企業の会計 ・財務業務の合理化 ・近代化 を助

長 し,経 営の高度化に寄与 することを目的 とし,会 計 ・財務部門において,コ ンピュー タの利用 が広 く

許容 され ることを意図 して,作 成 された ものであ る。

2.商 法 改正案

商法に,情 報保存装置に よる帳簿書類の作成 または保存に関 してつ ぎの条項 を設ける。

(1)(書 類 の作成 または保存)

会 計帳簿,財 務諸表 および営業に関す る重要書類,株 主総会お よび取締役会の議事録,株 主名簿

な らびに社債原簿,そ の他商法上作 成を要求 されてい る書類(以 下 これ らを書類 という)は,パ ン

チカー ド,磁 気記憶媒 体(磁 気 テー プ,磁 気 デ ィスク,磁 気 ドラム),マ イ クロ写真,そ の他の情

報保存装置によ り作成 または保存す ることが で きる。

ただ し,こ れ らの方法で保存す る書類 は,相 当期間内に明確かつ容易に読 める書 面にす ることが

で きる ものでな くてはな らない。

(2)(書i類 の閲覧)

商 人 が(1)の方 法で書類 を保存 しているときは,そ の書類 を閲覧又 は謄写す る権利 を有す るものはt

それ らを相 当の期間内に明確かつ容易に読 める書面にす るζ とを商人 に対 して請求 できる。

〔理 由〕

(aプ 企 業の会計 ・財務における処理業務が膨大にな り,迅 速,正 確に処理す る必要 がある。磁気記

憶媒 体等 はこの ような要請 に適合 している。

(b)情 報 保存装 置としては,帳 簿類 よ りも安定 してお り信頼性 が高い。(別 紙 「磁気 テープの記録

保存能力 調査報告書」参照)

(c)磁 気 記憶媒体等に よって帳簿書類 を保存す る場合,そ のままでは見読不可能なので,(1)た だ し

書 き,お よび(2)の よ うな規定 を設 ける必要 がある。

3.監 査 の問題
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磁気記憶媒体等によ り保存 され る会計記録は見読不可能なために,監 査上,問 題が生ずることを懸念

す る意見 もあるが,そ れ は次の ような方法等で解 決で きる。

(1)監 査 対象業務 の特定データを抽 出して証懸(入 力)と 帳簿記入(出 力)を 突合せ る。

(2)例 外 ケースのモデル を調べ るために,テ ス トデ ックを用意 し,コ ンピューダ処理 を行 ない,予 め

作成 した正 当結果 と対比す る。

(3)監 査 人が監査 プ ログラムを用意 して,こ れによって精密監査を行 な う。

また,本 協会の改正案では,商 人 は見読不可能 な書類を監査人の要求 に もとついて明確かつ容易に読

め る書面にす ることを義務づけ られてい るので,従 来 の監査方法 ももちろん適用で き,磁 気記憶媒体等

による会計記録 の保存 を認めて も,監 査上,特 に支障 をきたす ことはない。

以 上
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電子計算機に使用する磁気テープの記録

保存能力に関する調査報告書 (昭和44年11月29日)

1.磁 化 の不変性

磁気テープは磁化によって情報 を記録す る ものであ る。 したが って,そ の利用に際 しては,ま ず考慮

され なければな らないのは,ミ 磁化 された もの は長期的に不変で あるかミ とい うことである。、この点に

ついては,一 旦磁化 された もの(磁 気テープに記録 されたデータ)は 極端 な磁界 をかけないか ぎり変化

しない,即 ち ミ磁化 された もの は不変ミ とい う前提 に立 って磁気 テー プの利用条件 を考えてよい。

:2.保 管 の条件

磁 気テープは上質の ポ リエステル ・テ ープの表面 に磁性材料 を塗布 した ものであ り,こ こに情報 を記

録 す る基本原 理は電子計算機用 の もの も録音用の もの も変わ りはないが,電 子計算機用磁気テープは録

音用 よ りはるかに上質 の ものである。

磁気テープは,そ の保管 と取扱 いについて注意 をすれば,こ れ ほど確実 な記録(憶)媒 体はな く,従

従来の帳簿類 に比較 して格段 に信頼性 が高 い。

(A)温 度 および湿度

磁気テープは常温 ・常温の状態においては,安 全であ るが,特 に保管 に適 した温度 は4℃ ～34℃

(後記4「 火災に対す る取扱い」参照),'最 適 条件は21℃ ～27℃ で ある。 また,湿 度 は20%～80%

で50%前 後 が最適 とされている。 これは通常 の空調装置 をそなえた部屋 では容易に満足 され る条件

である。

《B)磁 界

磁気テープの保存上一番 の問題は 誉磁界ミ であるが,通 常の磁気テープの保磁力 は約250エ ル ス

テ ッ ドであ るので,50エ ル ステ ッ ド以下の磁界が加 え られて も記録 された情報に影響は ない。 した

が って,発 電機や モータ,変 圧器 など,か な り強い磁界 を発生す る機器 があって も,こ れか ら7～

8cm離 れ れば影響はない。

《c)汚 れ

磁気 テープにチ リやホコ リが付着 した場合で も,記 録 されている内容 自体は何 ら影響 を受 けない

が,磁 気 テープの表面 にチ リやホ コ リの薄膜が生ずる ことに よ り,読 取上 ミスが起 こる場合 があ る

ので注意す る必要 がある。(後 記3「 指紋等に対 する取扱い」参照)

実 験によれば,チ リや ホコ リは15ミ ク ロン以上(注)で あ ると,ト ラブルを起す原因 とな る。 し

たが って肉眼で見 えるよ うな,チ リ,ホ コ リが ない限 り問題は起 らない。

(注)1ミ ク ロンは千分の ミリメー トルで,15ミ ク ロンの チ リとは花粉,胞 子 と同 じ大 きさで

あ る。

一(D)巻 直 し

磁気 テー プの材質,磁 化については,す でに述べた よ うに何 ら技術的な不安は ない。 しか し,一

度記録 した磁気 テープを長期 間保管す る場合 に,巻 きの不揃 いや巻 く際の張力の不均衡 か ら磁気 テ

ープに変形 を起す こ とが あ り,読 み誤 りな どの原 因になることがある。 そこで長期間保管をす る磁

気テープについ ては,1年 に1回 程度巻 き直 しをすれ ば絶対に安心で きる。

《E)放 射 能

ラジオ ・アイソ トープ(放 射性 同位元素)な どの利用が高ま るにつれ,磁 気 テープの磁性層 やパ
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ッキ ング材 に対す る放射能 の影響が云 々されているが,100メ ガ レプで も,変 化は認め られ ない。

100メ ガ レプとは人間の致死量の20万 倍 の放射能であ るか ら,現 実には問題 にならない。

3.指 紋 等 に対する取扱い

「汚 れ」 の項で述 べた とお り,チ リやホコ リによって読 み取 り ミス が起 こることがあ るが,そ れを防

ぐためには,た とえば磁気 テープの取扱 いに当 って,指 紋 等をつけないよ うに注意す ることが大切であ

る 。指紋は脂肪 と塩 分を含ん でいてチ リやホコ リを集積 させ る原因 にな るか らである。 しか し,チ リや

ホコ リは簡単な ク リーニングで除去 で きるし,通 常のテープ駆動装置は オペ レーション中に磁気 テープ

の掃除 を行 なうようになってい るので,相 当ひどい汚 れでない限 り,オ ペ レーシ ョンに影響 を及ぼす こ

とは考 え られない。

4.火 災に対する取扱い

実験によれば,周 囲温度がテープに及ぼす影響は下記の通 りである。

120℃ 以 下

120℃

150℃

160℃

290℃

540℃'

変化な し

ベースが歪 みはじめ る。

ベース1.5%縮 む。

ベ ース2.5%縮 む。

ペ ース材 やバインダが軟化 しだす。

ベ ース とバインダーはこげてぼ ろぼろにな る。

炭化 して真黒にな る。

したが って万一火災 によ り周囲温度が120℃ 以 上になった場合は使用不可能になる恐れがある。120℃

近 くになった場合はすみやかに損傷 され ていないテー プに転記 しなければな らない。

5.冠 水 に対する取扱い

磁気 チー フ。は紙 と異 な り,水 に対 して も十分 に耐 え得 る。例 えば,火 災 の際に水 を大量に浴 びた場合

で も,24時 間 以内に水 か ら取 り出 し,通 常の室温で乾燥 させれ ば元通 りに使用で きる。乾燥 については。

乾燥作用 を助長 し,よ り早 く元 の状態に もどす ために,少 くと も2回 以上の巻 き直 しを行 な う必要があ

る。

以上,記 録保存能力についての調査結 果であるが,す べて これ らは,最 悪の条件の場合 を考 えている

の で,通 常の状態 において保管 ・管理 を行な うな らば,磁 気 テー プは相 当長期間保存に耐 え得 るわけで

あ る。
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富士通 株式 会社

本社事務所 東京都千代田区丸の内2-6-1(古 河総合 ピル,(電)03-216-3211)

(1)代 表 機種

FACOM230シ リーズ

FACOM230シ リーズは・FACOM230-10/20/25/30/35/40/45/50/60か ら成 り,下 はFACOM23e_

10に よ る幅広 い底辺 と,上 は230-60に よ る高い頂点 にいた るピラ ミッドを形成 してあ らゆ る規模 のE

DPに 能 率よ く適応す ることがで きる。 ごの シ リーズ には使いやす い豊富なソフ トウェアが準備 して

あ り,全 機種 は相互 に互換性 を もち入出ブ 豊麗はどのモデルで も共通にで きる
。また このシ リーズは

記 憶装置 を時分割で使用するデータ ・チう/ネ ルを採用 しているので
,演 算 と入出力処理が同時 に可

能 であ る・ とくに この シ リーズの うちFA・ 。M23e-25/35/45/6・ 型}・はIC(集 積 回路)やMSI(中 規

模 集積 回路)を 全面的に採用 してい る。

FACOM270シ リーズ

FACOM270シ リーズは齪 蔽 方式1・よ る高麗 と麺 処理 および経離 槌 求 した科学用
,ン

ピー タで・科学技術計算や計算制御・通信制御をふ くむ リアルタイ・処理 ・対 して威力 を発揮する
。FACOM270

シ リーズは超小型のモデ・レ・・,小 型のモデ・レ2・醸 積醜(IC)を 用 、、帥 形 のモデ、レ

30か らな り・どの モデル も非 常に・ ンパ ク トにまとめ られている
.こ の シ リ一調 のプ 。グラ。は完

。蒜 讐 をもつてお り・またFACOM230シ リーズとのプ・グ・・磁 性 醐 考慮・れてい・・

ミニ ・コンピュータであ り,科 学計算用 ,デ ー タ収集用,デ ー タ通信端末制御用1/Oの 制 御用な

ど広 い範囲 にわた り活用が可能であ る。

(2)1969年 の 諸活動

情靴 社会への進展 にともない富 子計継 端 と通信 端 を用 いた繍 処理網 としての需要がます

ます活発にな ってきてい る。 このよ うな時代の要請 を背景 として大型機FACOM230 -60を 中 核 としたオ

ンラインシステムの受注が増加 してい る
。先 に京都大学 に納入 したFACOM230-60は マ ルチ.シ ステム

として稼動 を開始 した。

新機種FACOM230-25/35/45の 受 注 も好 調で とく}・25はハ ー ド ・ソフ トを同時}・喘 を行な
。た.と

な った。 また35/45も,中 型機並の価格 で大型機並 の性能 をもち
,と くにオンライン,リ アルタイム方

面 にす ぐれてい る・ ミニ ・・ン ピー タFACOM
,Rは,鞘 シ ステ ・渇 制 システ ・,デ ー タ収集

システ ムな どの コン トロール装置 として も採用 され幅の広 い分野 で活躍 を始めた
。 このFACOM,Rを採

用 し姪 自鋸 真 システ・は・印刷組版工堅 自動化す るもの として発表 以新 届喋 界出版業界 で大

きな反響 を呼んでい る。

日本竜罷 訟 社 の加入デー タ通 信 システ魂 として想lc電 子 計難 陳 京
,大 阪に納入 したほ

か,専 用デ ータ通信 システムとして東京都信用金庫協会
,札 幌オ リン ピック冬季大会な ど数 システ ムの

採用 を受けている。 ・ 、

(3)今 年 度の目標'

旺 盛な需要 に対処す るため技術,製 造,販 売部門 を強 化す る
。 またかね て建設申であった 「富士通情

報処 理 システム ・ラボ ラ トリー」 もこの1970年4月 末に完成 ,ハ ー ド,ソ フ トの両態勢が完備 したので,
さ らに積極的 な経営 を行 な う方針であ る。
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株 式 会 社 日立 製 作 所

本社 東京都千代田区丸の内5-1(新 丸 ビル内(電)03-212:一 一1111)

(1)代 表 機種

HITAC8000シ リーズ 電子計算機 システム

HITAC8500,8400,8300,8210,8200

HITAC9000シ リーズ データ通信端末装-置

HITAC8811グ ラ フ ィック ・システム

HITAC10パ ー ソナル ・コンピュータ

HITAC1超 小 型電子計算機

HITAC5020,5020E,5020F科 学 用大型電子計算機 システ ム

(2)1969年 の諸活動

、、_ド ウ.ア オンライン ・リアルタイム ・ジステムの市場の要請 に応 えてHITAC8000シ リーズの

周辺装 置お よび9000シ リーズ,デ ータ通信端末装置の充実 をはか って来た。

また手軽 に使 えるパー ソナル ・コン ピュー タを発表 してこの種の国産機のパ イオニアの役割 を果 した。

主 な開発製品 は次の とお りであ る。

・HITACH9000シ リーズ,デ ータ通信端末装 置 マー ク ・シー ト・リーダ,キ ーセ ッ ト端末,

・H-8577集 団 デ ィスク駆動装置(記 憶容量233-4Mバ イ ト/装 置8+1モ ジ ュール)

・H-8451/84531600BPI磁 気 テー プ装置

・H-8252/8255光 学 文字読取装置

・HITAC10パ ー ソナル ・コンピュータ

素子はすべ てIEを 使用 し,サ イクル タイム1.4μs容 量4K語 ～32K語 の 記憶装置 を もち,フ ォー

トラン,ア セ ンブラ,デ ス ク ・カルキュ レー タを備 えた超小型科学用電子計算機であ る。

・HIITAC1超 小 型電子計算 機

小規模事務計算 および大規模 システ ムの起票用 として用 い られ る。

ソフ トウェア

.HITAC8000シ リーズ用 システ ム ・プ ログラムとして従来のPOS,TOS、TDOS,DOSに 加 えて

EDOS(エ キ ステ ンデ ッド・デ ィスク ・オペー レーテ ィング ・システ ム)を 開発 し・ オンライン'.シ

ス テムのサポー トを容易 にした。

・アプ リケー シ ョン ・'プログラム ・パ『ッケージ として,BMフ 。ロセ ッサ,情 報 検索用IR/H,計 量 経

済分析 プ ログラム,HEAP,プ ロ グラムの作成 を容易 にす るHELP,な ど特長 ある もの を開発 し

た。

(3)今 年度 の目標

1969年8月 情報 システム研究所 を設 立 して,よ り高 度なコン ピュー タの利用 システ ム,な らびにソ

フ トウェアの研究 開発 の基礎固 めを行な った。 この成果 を1970年 代 の コンピュータ市場 に反映 し,信

頼性の高 いハ ー ドウェアとともに,顧 客に提供 することを念願 として いる。
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伊藤 忠商事 株式会 社 米 国CDC日 本 総代理 店

本社 東京都中央区日本橋本町2-4(電)03-662-5111

(1)代 表 機 種

・超 ス ー パ ー ・コ ン ピ
ュ ー タ=CDC7600

'超 大 型 コ ン ピ
ュ ー タ=CDC600シ リー ズ(CDC6600/6500/6400)

'汎 用3000シ リー ズ ・コ ン ピ
ュ ー タ=CDC3800/3600/3400/3100

・タ イ ム シ ェ ア リ ン グ ・シ リー ズ=CDC3500/3300

・ビ ジ ネ ス ・デ ー タ ・フ。ロ セ ッサ=CDC3150

・ リ ア ル タ イ ム ・コ ン ビ。
ユ ー タ ・シ ス テ ム=CDC3520

・プ ロ セ ス ・コ ン ト ロ ー ル ・コ ン ピ
ュ ー タ=CDC1700

(2)1969年 の 諸活動

ハー ドウェア 従来の超大型CDC6600コ ン ピ
ュー ダ ・システムをはか るに上 まわ るCDC7600シ ステ

ムを発表 した。7600は,「1970年 代 の コンピ
ュータ」 と銘打 って開発 された超 スーパー ・コンピュータ

であ り,第1号 機 は ロー レンス放射線 研究所へ納入済みであ り,そ の後数台 を受注 している。 このほか

超小型 コン ピュータCDC449な ど も開発 された。

ソフ トウェア 超大型 コンピュータ(CDC6600シ リーズ)の 各種 アブ。リケー シ
ョン ・プログラムの開

発 をはじめ,図 形 デー タ処理(デ ジグラフ ィック ・システム)用 の独特な ソフ トウ
ェアあるいは,サ イ

セ ミック ・データ処理(地 震探鉱 データ処理)の ための新 しい システ ムな どを多数開発 した
。

アプ リケーシ ョンウェア6000シ リーズ ・コンピーユタ用のLPあ るいはOR
,シ ミュレー ション用 の

アプ リケ シ ョン ・フ。ログラムが相次いで強化 された。また,3300/3500タ イ ムシ ェア リング ・コンピュ
ータ用 のアプ リケーシ

ョン も多数整備 された。

その他 図形処理のための新しい応用技術開発の成果には注目すべ きものが多い
。たとえばCDC3300

/3500コ ン ピュータで・デ ィジグラフ ィック274シ ス テ ムを使用す るためのシステ ム 「MASTERMA_

RK4.0」 は,最 大12台 の グラフ ィック ・コンソール を動か し
,同 時に他のバ ッチ処理,リ モー ト・アク'

セ スの仕事 もこなす とい うソフ トウェアであ る
。

その他OEMに つ いては,各 種周辺装置 ・と くに大容量記憶装置 の開発 と
,そ のOEM販 売(コ ンピ

ュータ ・メーカーへの供給)で は シェアを拡大,わ が国のメーカーで も採用 されてい る
。

このほか全米情報処理 ネ ッ トワーク・CYBERNETシ ス テムの建設 をすす め
,ま た コンピュー タ教育

機会 コン トロール ・データ ・インステ ィチ ュー トの ネッ トワー クを拡充 した
。

(3)今 年 度の 目標

① 超大型 コンピュータ市場での シェア拡大,②CDC3300/3500タ イ ムシ
ェア リング ・コンピュ

ー タの受注 をのばす こと
。③OEMの シ ェア拡大,④ 情報処理 ネ ッ トワークの整備 ,⑤.コ ン ピュ

ータ教育 ネ ッ トワー クの強化 などによ り信頼性の高いコンピ
ュータをよ り安 い価格 で提供 し,情 報処理

の普及 に貢献 してい きたい とい うのが現在 までの ,ま た将来につづ く,CDCの 課 題であ り,目 標であ

る。
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三 菱電機 株式 会社,
'本社 東京都千代田区丸の内2 -2T3(三 菱電機 ピル(電)03-212-6111)

(1)代 表機種

新 しい多重性能をもった大型機種MELCOM-7000シ リーズを加え超小型から大型機までめ機種体系

が完備した。

機 種 お よ び モ デ ル 概 要 概算賃貸料(千 円/月)

MELCOM-80シ リ ー ズ ・モ デ ル

81,82,83,84
IC採 用の超小型 110～400

MELCOM-2100シ リ ー ズ ・'モデ ル

20.40
全面IC採 用の汎用中型 システム 1,200～5,000

MELCOM-3100シ リ ー ズ ・グ ル ー

プ5,30

中型 オンライ ン ・リアル タイ ム用 シ
ステム

1,500～4,000

MELCOM-7000シ リーズ

7500
4次 元にわたる高度の多重利用ので
きる本格TSS中 大型 システム

4,000～7,000

7700 6,000～20,000

(2)1969年 の 諸活動

・情報化社会の進展 にともな うコン ピュー タ利用の高度化 に対処 し,70年 代 のユーザーの要求 に応 える

た め1969年10月,ア メ リカXDS社 と技術提携 を結 び,新 しい多重性能 をもった大型TSSシ ス テムME-

LCOM-7000シ リーズの開発 に着手 し,1970年4月 同社鎌倉製作 所 にお いて実演披露 を行 った。

・MELCOM-7000シ リーズは次の4っ の処理が自由に同時 に可能 である。

○バ ッチ処理(高 速処理がで きる)

○ 遠隔バ ッチ処理(遠 隔地か らのデータで も大量処理 で きる)

○ リアルタイム処理(高 度な割 り込 み機能 によ り即時応答す る)

○ タイムシェア リング(100人 以 上 同時 に会話 できる)

・MELCOM-7000シ リーズの ソフ トウ ェア

モニタ:STAND-ALONE,BCM,RBM,BPM,BTM,UTM

ラ ン ゲージ:世 界最大級の仕様 を もっFORTRAN,ALGOL,COBOL-65,BASIC

タ イ ムシェア リング用 ソフ トウェア:

BASIC,EXTENDEDBASIC,ON-LINEFORTRANIV-HON-LINESYMBOL

・MELCOM-3100・ シ リーズの主 なソフ トウェア

オペ レーテ ィング ・システ ム:MARK-IMARK－ 皿(デ ィスク ・オペ レーテ ィング ・システム)

ア プ リケーシ ョン:DACシ ステ ム(デ ィスク使用のフ ァイルマ ネジメ ン ト・システ ム)

FOPS(予 測 に関す るオペ レーテ ィング ・システム)

MEDIS(医 療 情報 システム)

'(3)今 年 度の 目標

コンピュータの高度利用 に対処す るためOLRT,TSSシ ステ ムな どの実用化 と拡充 を計 る

・,端末1/O機 器 の実用化

・高度 なオペ レーテ ィング ・システムの整 備

・大型 アプ リケーシ ョンシウ ェアの開発 と実用 化

・FILEMANAGEMENTSYSTEM

・医療情報 システム
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三 菱事務 機 械販 売株 式会社BULL-GE社 日本 総販 売店

本社 東京都中央区八丁堀2-6-1(八 重洲建物ビル(電)03-552-4501)

(1)代 表 機 種

・GE-600シ リー ズ:超 大 型 ,大 型 汎 用 コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムGE-600シ リー ズ は,バ ッ チ,リ モ ー

ト,バ ッ チ,タ イ ム ・シ ェ ア リ ン グ ・プ ロ セ シ ン グ の3つ が 同 時 に か っ 完 全 に 実 行 で き る ,い わ ゆ る

3-D(3Dimensional)シ ス テ ム を標 榜 し て 登 場 し た 。 こ のGE-SOOシ リー ズ に は ,一 貫 し た 設 計 理 念

の も と に,GE-615,635,655の3機 種 が あ る,

・GE-100シ リー ズ:小 型 か ら 中 型 へ の 領 域 を カバ ー す る 汎 用 コ ン ピ
ュ ー タ ・シ ス テ ム で,GE-105A

105B,105RTS,115,120,130の6機 種 が あ る 。GE-100シ リ ー ズ は 安 定 し たCPU性 能 を 基 本

に,30種 以上におよぶ豊富な周辺装置を擁 して柔軟なシステム構成を可能 とするユーザ本位の高性能

コンピュータである。 また,自 身 メイン ・コンピュー タとして,あ るいは大型機の端末 システ ムとし

て使用 されるできる。

・GE-50シ リーズ:小 型 コン ピ
ュータGE-50シ リーズには,GE-5T,53,55,58の 各 システ ムがあ

る。GE-50シ リーズ ・コンピュー クは,デ ィスク ・サイズの小型なが ら大容量磁気 デ ィス ク装置 の

活用 か ら,通 常のバ ッチ処理,キ ー ・イ ンプ ットによる即時 オペ レー ションまで広範囲のデータ処理

を効率よ く実行す るマ シンである。

以上に加 え同社では,シ ステム ・マシンとして,コ ンパ ク トなカー ド・ベースの高パ フォーマンス

・コンピュータGAMMA-10(B-GE製 品)お よび超小型領域の オフ ィス ・コンピュータMELCOM_

80シ リーズ(MELCOM-81,83,三 菱 電機製品)を 取扱 うほか ,B-GE社 製周辺諸機械(穿 孔 機 な

ど)お よび自社開発製品 をふ くめたB-GE社 以外 の諸製品(マ ークテーパー,BASFテ ー プ/デ ィ

スクなど)を 多数市場 に提供 している。

(2)1969年 の諸 活動

年初,GE-53お よ びGE-105A,105Bを 各 シリーズに追加 し,小 型 機種 の充実 を図 った。5月 には

さらにGE-120,105RTS(リ モ ー ト・ター ミナル ・システ ム)と 新周辺装置強化 とGE-50シ リー

ズの上位 マシンで,デ ィスク ・ベース を主体 とす るGE-58を そ れぞれ発表 した
。 これ ら一連 の相次

ぐ発表 によ り,小 中領域 の体制 はi整った。

大型機 では,GE-600シ リーズの販売 を開始 し,12月 に は全世界 のGEグ ル ープ とともに画期的な70

年 代 の超大型 コンピュータGE-655を 同時 に発表 した。

(3)今 年 度の 目標

超大型 コン ピュー タGE-635を 導 入 し,第4の 産業 といわれ る情報産業の主 役 として,わ が国の産業

と科学技術の進歩発展 に貢献す るのは もち.うん,こ れ をさらに一歩進 めコンピュータ利用技術の開発

を紹介,省 力化関連記機械の提供,省 力 システ ムの確立,コ ンピュー タ教育活動の充 実,TSSに よ

るマン ・マシン ・システムの研究な ど,情 報化時代の夜明けにふ さわ しい諸課題 に意欲的 に取組み、

飛躍の年 としたい。
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日本電気 株式 会社

本社 東京都港区芝5-7-15(電)03-452-1111

(1)代 表 機種

・NEAC(ニ ア ック)シ リーズ2200

NEACシ リーズ2200は 次 のモデルか ら構成 されてい る。

・ デ ル 名 声 レン・ル価格(万 円)1・ デ ル 名1月 間レン・ル価格(万 円)

モ デ ル50 30～80 モ デ ル300 150～1,000

〃100 50～200 〃400・ 250～2,000

〃150 80～300 "500 400～3,000

〃200 80～500 〃700 1,500～7,000

〃250 250～600 '

・NEAC-3200 ,NEAC-3100制 御 用デー タ通信網用 および,科 学用 コンピュー タ

・NEAC-1240 ,NEACT1210超 小 型汎 用 コンピュータ

・NEAC-M4ミ ニ ・コンピュー タ

(2)1969年 の諸 活動

同社 の中心機種 であるNEACシ リーズ2200を 中心 とした システム全体のよ り一層の拡充強化 を図 っ

て きた。すなわ ち,3月 にはNEACシ リーズ2200に モ デル150お よ びモデル250を 追 加 し,中 型機種 に

よ る大型機穂なみのオ ンライン機能 の実現 を可能に した。

7,8月 に は制御用 ・データ通信網用 としてNEAC-3200を,ま た システ ム ・コンポー ネン ト・コン

ピュー タとしてNEAC-M4を 発 表 し,出 荷す る一方,7種 類 か らな るNEACタ ー ミナル6000シ リ・一

ズ を発表 した。 そして,こ れ らの オンライ ン ・デ ータ通信部門の強化に よ り8月 のコン ピュー タ ・ショ

ーにおいて同社 の展示テーマに設定 した 「人 間 とコン ピュータとのよ り豊か な対 話」の実現 を可能 とし,

さ らに実用面 において は日本電信電話公社専用 データ通信 システ ムとして運輸省 自動車検査登録データ

通信 システ ム,ま た警察庁 データ通信 システムなど,オ ンライ ンデータ通信 システ ムの稼動 を相次いで

実現 した。

ソフ トウェアの面 では,都 下府中 に総面積6600㎡ の ソフ トウェア専門工場 を完成 し,こ れを機 にSE

を設 計 ・製造 ・検査 ・保守にわけ,所 要の ソフ トウ 土アの開発 に当 って,各 部門か ら必要人員 を必要時

に調達 して,プ ロジェク ト・チー ムを編成 し,敏 速かっ効果的にこれ をと り進め る体制 をととのえた。

また,本 年 は海外(台 湾)を ふ くむ全 国各地の直営およ び関連 の情報処理サー ビス網 を整備 し,情 報処

理サー ビス産業への進出 を確立 した。

(3)今 年 度の目標

ます ます多様 化す るユーザー各位の コンピュータ リゼ ーシ ョンの進展 に的確 に対処 す ることを目標に,

従 来 の コンピュー タ技術 に通信 ・オー トメーシ ョンなど,.社 内各部門の技術力 を総合 して,デ ータ通信

用 の各種周辺端末機器 およびソフ トウェアの開発に取組 む所存で ある。
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日本 ア イ ・ピー ・エ ム 株 式 会 社

本社 東京都rF代 田 区永 田町1-11-32(電)03-580-0311

《1)代 表 機種

IBMシ ステ ム360の モ デル20か らモデル195ま での11種 類 の コンピュータ本体 を中心に ,入 出力装

置,フ ァイル装置な どがあ る。 このほかIBM1800デ ー タ収集 システム(DACS),'IBM1130シ ス テ ム

お よび新 し く発表 された小型 コンピュータ ・システム/3が あ る。1800DACSは 制 御用 コンピュータ と

して,ま た1130は1800DACSと 互換 性 をもつ小型技術計算用 コンピュータ として優 れた性能 をもってお

り,必 要 に応 じて システム360と 連 動 させ ることが可能 である。

〈2)1969年 の諸 活動

ハ ー ドウェア1969年7月 ,支 店,営 業所で発生 したデータを一括 して処理す るIBM2770デ ー タ通信

システムおよびIBM2790デ ー タ通信 システ ムとIBM1255磁 気文字読取装置 および新型磁気デ ィス ク

装 置IBM2314-Aシ リーズを発表 して適用業務 を拡大 した。 さらに8月,こ れまでの機種 を上 まわ る

強力 な コンピュー タIBMシ ステム/360モ デ ル195の 発 表 に続 いて9月 にはシステム360以 来 の コン

ピュー タとしてシステ ム/3を 発 表 した。

この新 しい小型 コンピュータはモノ リシック技術(MST)を 取 り入れ,フ 。ログラム言語にはRPGHが

使 われ,ま た新 し く設計 され たパ ンチ ・カー ド(従 来の大 きさの 青)が 使 われてい る。 また,シ ステ ム

360モ デ ル65の コア ・サ イズが従来の512K,768K,1024Kか ら1280K,1536K,1792K,2048K,へ

と拡大 された。

ソフ トウェアおよび アプ リケーシ ョン

プ ログラ ミング ・システム関係では,DosFoRTRA-F,vers6nv,usAcIcoBoL ,s/360

モデ ル20PL/1な どが あ り・OS,RJE・CRJE,CALL/360な どの会話モー ド,タ イム ・シェア リン

グの機能が追加 され,ま たモデル67に タ イム ・シェア リングシステムの追加拡充が行なわれ た。

アプ リケー シ ョン ・プログラムでは製造業のPICS,流 通 業 のIMPACTな どの 汎用パ ッケージが実用

段 階に入 ると同時 に・銀行 向けのCIF,保 険 用 のALIS,交 通 運輸のVSP,全 業 種 に共通 な ものとして

は経営科学用 のMPS・PMS,科 学 技術計算用 としてMATLAN,DLT,COURSEWRITERな どが開

発 された。情報検索用のGIS,IMS,DPSは 今 後のプログラム開発 の方向 を示唆す るものと して注 目さ

れてい る。

(3)今 年 度の 目標

システ ム/360が 第 三世代の コンピュー タとしてデビュー し世 の注 目を集 めた理由の一つは ,当 時e"く

限 られた機種 に しか採用 されていなか ったオペ レーテ ィング ・システ ム/モ ニ ターをソフ トウェアの中

心 として全面的 に組み入 れ るとともに,ユ ーザ ーが情報量 に合せて高性能 のハー ドウェアに移行 して も

ユーザー ・フ。ログラムは全 く変 えないです む,い わゆ る ミ単一 システ ム構想ミ をハー ド面のみな らず オ

ペ レーテ ィング ・システ ム設計の基本 理念 と していたか らであ り,そ の重要性は万人の認 め るところで

あろ う。い うまで もな くMISに 集約 され る高度な情報処理 システ ムを確立す るには充実 したソフ トウ

ェアな くしては考 えられないが,と くにその高度利用 に最重点 を置 くべ きであ る。 さもなけれ ば多額の

費用 と多 くの 日時 をかけて開発 したMISが 完 成 と同時 に陳腐化す るおそれがないとはいえない。 した

が って同社の 目標 はハー ドウ ェアをよ り充実 した ものにす る と同時にソフ ト/ア プ リケー シ ョンウ ェア

の拡充 に努 めることにあ る。
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日本 ナ ショナル金 銭登録 機株式 会社

本社 東京都港区赤坂|-2-2(電)03-582-6111

(1)代 表機 種

・NCR315シ リーズ

セ ンチ ュリー ・シ リーズが発表 され るまでのNCRの 代 表 的機種であ る。315お よび3.15RMCは,

わ が 国で も銀行関係のオ ンライン ・システムを始め として多方面 で利用 されているが,そ の信頼性に関

してユーザーよ り高 い評価 を得て いる。

・セ ンチ ュリー ・シ リーズ

「ロー コス ト・ハ イパ フォーマンス」 を基本理念 として 設計 された完全に フ ァミリータイプのEDP

シス テムであ る。 この シリーズの発表以来,NCRが 世 界各国か ら受注 した システムは2,200を 越 えて

いるが,そ の半数近 くの納入が間 もな く完了す る予定で ある。

ハー ドウェア

セ ンチュ リー ・シ リーズの汎用EDPシ ステ ムとして の特長は次のよ うなところにある

① プロセ'ッサーは コス トお よび性能 によってい くつかのモデルに分 かれて いるが,相 互 または上向 き

の互換性 を機械語 またはそれ に近い レベルで持 ってい る。

② 入出力制御方式 は非常に一般的な ものを採用 し,各 種 の1/Oユ ニ ッ トが プロセ ッサーのモデルに

関係な く,共 通の接続方式 で連結 されている。

③ 最小構成の ものか らオペ レーテ ィング ・システムに よる制 御が取 り入れ られ,リ アル タイムの能力

が与 えられて いる。'

④'一 般性 を基調 として,で きるだけ共通のプ ログラム ・システムを持たせている。

⑤ これか らのハー ド,ソ フ トの発展 に対 し,あ る程度,対 処 できる将来への開放性(OPENENDEI>

DESIGN)を 持 ってい る。

ソフ トウェア

コンパ イラとしては,COBOL,FORTRAN,お よ びNEAT/3が 準 備 されている。NEAT/3Vよ

PROCEDUREORIENTEDで あ りなが ら十分,MACHINEORIENTEDの 面が考慮 された効率の

高 いランゲージ ・システ ムでアセ ンブ ラ ・レベルおよびマク ロ ・レベルの手法 をふ くむ。

オペ レーテ ィング ・システムは1/Oエ グゼ クテ ィブ を中心 に したベー シックな ものか らオンライン

用,デ ュアル ・フ。ログラム用,マ ルチ ・プログラム用な どが客先条件 に応 じて提供 されている。

また,セ ンチュ リー ・システムの どの クラスに対 して も,す べての必要操作 を自動化するために準備

され たユ ーテ ィリテ ィ・ル ーテ ィン群 を使用 して,モ ニター ・プ ログラムが動作 を進め られ るよ う工夫

され ている。

アプ リケ ーシ ョンウェア

需要予測,在 庫管理(在 庫 シュ ミレー タをふ くむ)日 程負荷計画,部 品展開,工 事見積,銀 行用CIF

な どのほかに流通業,ホ テル,病 院,学 校,警 察(交 通)な どにおけ るアプ リケー シ ョンが完備 されたぴ

日本NCRの デ ータ ・セ ンターでは,1969年,百 貨店,卸 商,小 売店 向 きの新 しいパ ッケー ジ ・プロ

グラムとして,そ れぞれSTART,MASCOT,HMASCOTA,SPOTな ど を追加 したが,6ヵ 所 の

NCRデ ー タ ・センターのユーザー数の合計 はすでに,1,000社 を越 えてい る。

(3)今 年 度の 目標

本年 はセ ンチ ュリー ・シ リーズの納入が急増す るので,各 業種 にわた って優 れた アフ。ライ ド・システ

ムを創 り上げる ことに最大の努力が向け られ ることになる。良 いユーザーを増加 させ ることが 日本NC

Rに と って事実上,最 良の販売活動 とな るか らであ る。,
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日本ユ ニパ ック株式会 社

本社 東京都港区赤坂2-17-51(電)03-585-411]

《1)代i表 機種

ユニバ ックでは リアルタイム ・コンピュー タUNIVAC490を 送 り出 して以来 ,数 多 くの リアルタイ

ム ・コ ンピュー タを発表 して きた。 いまや,リ アルタイムか らタイムシェア リングへ と,そ の利用技術

は加速度的 に高度化 して いるなかで,リ アル タイ ム ・コンピュータの評価 は高 まって きている。

UNIVAC41ε 一皿=中 型機 で大型機の設計思想 を もつ高性能機,大 量の ドッチ処理は もちろん ,科 学

技 術計算,リ アルタイム処理 をひとつの コンピュータで同時 に実現す る。遠隔入出力装置群の豊富 さ と

あ いまって,オ ンライン ・バンキング ・システム ・オーグー ・プロセ シング ・システム,株 式情報 シス

テ ムなど適用は広範囲 におよび,太 陽銀 行な どに設置 されている。

UNIVAC494=数 個 の リアルタイム ・フ。ログラムと多数のバ ッチ ,プ ログラムを同時 に並行処理す

る多重 プログラム処理 に強力なパ フォーマンスを発揮す る,完 全 にモ ジ.ユール化 した構成は,小 規模な

バ ッチ ・プ ロセス ・システムか ら,大 規模 なタイムシェア リング ・システ ムまで ,ユ ーザニの システム

.に応 じた有機的オーダー ・メー ド ・システムが構成で きる。わが国では川崎製鉄 のオー ダー ・エン トリ

ー な どをは じめ営業情報 システ ム
,三 菱銀行の為替,預 金の オンライン ・リアル タイム ・システム,山

一 証券 のECHOシ ス テム
,新 日本証券 の レーダー ・サー ビスなど近代企業経 営に生か されている。

UNIVAC1106=製 造 業界での.技 術開発の向上 ,開 発費の低減化,経 営合理化のための技術情報 シ

ステ ムの中核 とな る大型機 で,豊 富な端末装置群や高度 な技術計算用の アプ リケーシ ョン ・プログラム

も完備 されている。優 れた りアルタイム機能 は,マ ン ・マシンの思想,ド ラム ・オ リエ ンテ ッド ・シス

テ ムの思 想などの具現 とあいま って密度の高 い処理能力 を持 ち,適 用範 囲 も広 い。

UNIVAC1108二 商 業用 マルチ ・プ ロセ ッサ ・システムとして,ユ ニパ ックの技術 と経験 をすべ て投

入 したハー ドウェア,ソ フ トウ ェアを もつ。最高3セ ッ トまでの中央処理装置 を結合 したシステ ムでは,

完 全 に異 なったプログラムをパ ラ レルに処理で きる。富士銀行,野 村証券,ト ヨタ自工,三 菱重工,川

崎 自動車製作所,三 洋電機 中部電力,三 井物産 などの企業 では,デ イ リーは業務処理 は もちろん ,M

ISを め ざす システムの確立 をはか ってい る。 また,労 働省の労働市場セ ンターで も威力 を発揮 してい

る。

:(2)1969年 の 諸活動

1969年 は大手金融機関におけるユニパ ック ・オンライ ン ・バ ンキング ・システム,製 造業 を中心 とし

た大規模 の技術情報 システム(TIS)の オ ンライ ン化 などに,ユ ニパ ックの大型 リアル タイム ・コン

・ビュー タが活躍 してい る
。TISに 呼 応 して同年5月 には幅広 いアプ リケーシ ョンを備 えた1106を 発 表

した。一方,コ ンピュータとその周辺の種々の研究活動 を促進す るためユニパ ック総 合研究所が同年4

.月に創設 された。

く3)'本 年 度の 目標

開けゆ く情報化社会 を迎 え,情 報処理の中枢 であるコンピュータの利用技術開発を推進す る。新本社

ビルの最大規模 のデー タ ・センター,情 報 セ ンター ,教 育 センターを通 じて,ま たユ ニパ ック総合研究

所 の活動や,伊 豆 エグゼ クテ ィブ ・セ ンタニの運営 を通 じ、ユニパ ック ・コンピュータのハー ドウェア

と ソフ トウェアを駆使 して,情 報化社会にふ さわ しい豊かな知恵 を提供 して い くことを目標に している
。
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沖電 気工業 株式会社

本社 東京都港区芝琴平町10(新 虎の門ビル(電)03-501-3111)

(1)代 表 機種

・OUK9000シ リーズ

OUK9200,9200H,9300,9300H,9400と 小 型か ら中型までそ して さらに超大型の システムまでハ

ー ドウェア ,ソ フ トウェアにイ ンター リンクの思想 によ り完全な互換性 を有 し,全 くスムーズに上位機

種への レベルア ップが可能 である。

また主記憶装置 には織成形 プ レーテ ッド ・ワイヤー ・メモ リー を使用,回 路素子 にはモノ リシック集

積 回路 を採用 してお り,安 定性,信 頼性,高 速性,融 通性 など電子計算機 に要求 され る条件 を備 えて い

る。

・OKITAC-4300

0KITAC-4300は 科 学技 術計算,プ ロセス制御,計 測制御 をは じめ広範 な分野に適応で きる,高 性能

の ミニ ・コンピュー タで高 さ29cm,前 幅43cm,奥 行50cmの 笹 体 に中央処理装 置と磁気コ ァ記憶装 置(8

K語)が 収容 され,各 種のフ。ロセス用人出力装置 およびオ ンライン端末機器を接続す ることがで き,ま

たFORTRAN,MAPア セ ンブラ,カ ルキュレータな どのソフ トウェアが用意 されている。

・OKITAC--6000

0KITAC-6000は 高 信頼性のICを 使 用 し,帳 票 発行業務か らオンライン ・リアルタイム処理 まで を大

容 量のデ ィスク装置 と通信制御装 置によ りマルチ ・プログラ ミングを行 なうオペ レーテ ィング ・システ

ムの もとで稼動す る。

'主記憶装置 は10KBか ら80KBと 拡張性 を備 えた事務用 コン ピュータ ・システ ムである。

・OKITAC-7000

0KITAC-7000は 高 速,安 定 した半導体集積回路 を採用 した科学技術用電子計算機で,主 記憶 は4K

語 か ら32K語(1語25bit)ま で拡張す ることがで き,浮 動小数点演算 と倍精度演算のハー ドウェア処

理 と多様 な入出力機器 を特長 としている。基本 システムか ら豊富 なアプ リケーシ ョンを有 し,各 種科学

計算:のほか,ハ イブ リッド ・システム,計 算制御システムな ど広範 囲な適用分野 を持 っている。

(2)1969年 の諸 活動

ハー ドウェア

6月 にOUK9200H,OUK930011を 発 表,7月 にOKITAC-4300を 発 表 し・受注活動 を開始 し・ ま・

た10月 にはOKITAC-4300を 出荷 してい る。

ソ フ トウェア

OKITAC-6000用 コ ボル を完成 し(10月),OUK920011,0UK9300■ 用 のデ ィス ク ◆オペレーテ ィ

ング ・システムの開発 を進め,12月 に はOKITAC-4300用FORTRANの 完成 をみてい る。

(3)今 年 度の 目標

大幅 な受注増加 に対応で きる生産体制の確立,ソ フ トウェア部門の強化,新 型 コンピュー タの開発,

ユ ーザーへのよ り一・層のサー ビスの向上 を 目標 としてい る。
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高 千 穂交易株 式会 社 米 国 バ ロー ス ・コー ポ レー シ ・ン日本 総代理 店

本社 大阪市北区小松原町27(大 阪富国生命ピル(電)06-313-3381)

(1)代 表 機種

代表機種 はバ ロース500フ ァ ミリー ・システ ムで あ り,小 型か ら超大 型までの フル ライン機種を揃 え

てい る。 この ファ ミリー を通 しての設計概念 は,ハ ー ドウェア/ソ フ トウ ェアの同時設計開発 であ る
。

・E4000… 磁気元帳(磁 気ス トライプ補助記憶 をもつ)ベ ース
。13桁/語,200語, ,4桁/指 令,内 ・外パ

ラレル ・プログラム,カ ー ド ・ベースによるバ ッチ処理 も可,日 常管理 に最適。
・E6000/E8000… バ ッチ処理(カ ー ド)逐 次処理(磁 気元帳)と もに可能な汎用機

,13桁/語,400語,

アセ ンブラ,4桁 指 令,内 ・外パ ラレル ・プログラム方式。

・B500… ク ロック170KC
,メ モ リー19.2KCま で 。MCPに よ るマル タイ ・オペ レー ション,CO-

BOL使 用 が可能。小型 よ り中型機 の事務汎用機 。

・B2500… ク ロック1MC ,メ モ リー60KBま で の小～中型汎用機。30KBメ モ リーまではアセ ンブ ラ

を使用 しBCP操 作,30KB以 上 はコンパイラ,MCPに よ る自動操作が標準機能。

・B3500… ク ロック2MC ,メ モ リー500KBま で の中型汎用機。1/0チ ャネルは20台 ま で可能 でほか

はB2500同 様 ・FORTRAN,COBOLが 主 要言語でMCPに よ り操作 され る。

・B5500… ク ロック1MC ,メ モ リー32KWま で の中～大型汎用機。2台 の プロセ ッサーをふ くめ,モ

ジュール構成に よるフェイル ソフ ト。ソフ トウェアを中心に した量産機。

'B6500'"ク ロ ック5MC ・ メモ リー512KWま で の大型汎用機。 タイムシェア リング,オ ンライ ンを

意図 したメイ ンコン ピュー タに最適。 リエン トラン ト・コー ド,DCPを 加 えた最新鋭機。

・B7500… ク ロック10MC ・ メ モ リー512KWま での超大型汎用機。B5500/B6500同 様ALGOL,FCL

RTRANIV,COBOLを 言 語 としMCPに よ る自動操作 で経済的効果大
。

・B8500… ク ロック20MC ,メ モ リー1024KWま で の超大型汎用機。MCPの 能力 を倍化 したESPに

よ る自動操作が設計の基本。 タイムシェアによる科学技術計算に最適。

・TC500/TC700… 上 記500シ リーズ ・システムのオ ンライン端末 コン ピ
ュータ として設計。10KBメ

モ リーを有 し,ア セ ンブラ ・COBOLに よ り独 自のコン ピュータと して も稼動。

(2)1969年 の 諸活動

ハ ー ドウェア

・B3500用 デ ュプ レックス ・システ ムを開発
。

・B6500を イギ リス ・バー クレイズ銀行 をは じめ とし
,出 荷開始。

・その他:新 フェイズ ・エ ンb－ デ ィシド ・チーフ。装置
,BCOM(バ ロース ・コンピュー タ ・アウ ト

プ ッ ト・マイ クロフ ィルム),低 価 格紙 テー プ装置,MICR/OCR両 者 取扱 いのREADERSORTER

な どの開発。B500用240万 キ ャラクターのデ ィスク装置開発。

ソフ トウ ェア

TIPS(PERT/TIME)・TEMP(計 量経 済モデル),CENSUSXI ,BMD(統 計 ルー チン),MPS(数

理 計画法),FSSP(科 学 計算 サブルーチ ン),BASIS(統 計)な どの開発。

シェアー ド・デ ィスク用 オペ レーテ ィング ・システムcMCP} ,FORTE,FORGE(フ ァイ リング ・

テ クニ ック)な どの開発。

㈲ 今年度の 目標

拡範なアブ。リケー シ ョン ・ソフ トウェの開発 とオンライン,T.S.Sシ ス テムの拡大。



東京芝浦 電気株式 会社

本社 東京都千代田区内幸町1-1-6(語 々ビル内(電)03-501-5411)
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へしグし ヒこしへ

・事 務 ・科 学 用=TOSBAC-5600,TOSBAC-5400,TOSBAC-5100,TOSBAC-3400,TOSBAC-

1500,TQsBAc-1100

・工 業 用'TOSBAC-7000,TOSBAC-3300,TOSBAC-3000

・ア ナ ロ グ:TOSAC-40,TOSAC-400,TOSAC-200

・デ ー タ 伝 送 装 置 ・TOSBACDN-30,DN-140,DN-520,DN-510 、 ・、 、

(2)'196g年 の 諸活動

ハ ー ドウエア
、

・T6SBAC-56d6の 発 表ITOSBAC--s600は,・ 一 カル ・パ ・チ,リ モー ト・㌧ チ・ タイムシ・ア リ

ングを1シ ろテムで行な う超大型の3-DIMENSIONALシ ス テム
.であ る。i,'

・IC化 ・TOSBAC-5100のIC化 を行な った。

・特殊 システ ムの開発 ・TOSBAC-3400のDACシ ステ ム,TOSBAC-3000どTOSBAC-200を 結 ん

だハ イブ リッ ド ・システム,.日 本 電信電話公 社 と協力 した通信処 理装置 を中心 とす る集中検針 システ

ムな どユニザの需要に直結 した特殊 システムの開発 を行な?た 。

。繋縛竪 襟翼壁;鷲 嘉鷲 遵籠蕊翼翼讐慧≦2;
生産管理に使用されるソースデータ・・レ分 ・韻 店など碑 品管理鞭 用される.TpsβAρ ガ

、㌍ テ÷・,キ ボーぽ 二 ・ナル(朋)・ マーク'タ ー ミカ レその他キニ'コニダが醗 された・
ソ ラ'ト ウ ェ ア"い

.OS、TOSBAC.3400の 高 レベ、レのOSの 開 発 を行 なった.TOSBAC・5400のDAP$-RT$(リ モ ー ト

パ
ノ㍉ 芽処 理 とローカルバ シチ を並行 に行 なら)が 実用化 され,さ らにMPgS(マ ル チ ・プログラ ミ
』・ン珊OS)も 醗 された

.TOSBAC毒 ・00}・お いて もまた,M」6$カ ・醗 され岬 模構成の オシラ
、 ㌦N・i`,"L,t'

4㌶ 謡 講 テ 蒜 難,ロ 応して,。。。い6RTR㎡ ・ALG・L'・なξも・醐
高水準の ものを開発 した.'_,、

・ア7etJケ ー シ ・ン ・DYANA,CONSALな どの語 パ"・ 一
.iJZグ 用 の、、pEI'i]/MS・FLAR・

〃IIR轍IRR・;A曲;'DdW・AE遜 配分用の今rTR⊇ 噸 開;'rEXやi纈}r

'遭難 ㌧遮 蕊 欝翌翌瓢 註;享繋 竺㌻㌘ 鷲 鷺毒麟 温熱
t.ガ.lI、1・'・h」 、

医学総合研究所」で行 なわれ るよ うになった。

衆 議 院議 員選挙 においてTOSBAC-3400お よ びDDS300に よ り選挙予測な らびに速報 を行な った。

TOSBAC-3000は 医 用 システムおよび超 自動化船 システムの中心 として活躍 してい る。制御用 シス

テ ムとして はDDCに よ る鉄鋼 プラン トの制御 システ ムが開発 された。

・コンピュータ・ス クール:コ ンピュータ要員の不足 の状況 に対処 して全寮制のスクールを創設 した。

(3)本 年 度の 目標

・ハー ドウェア,ソ フ トウェア,ア プ リケー シ ョンの充 実によ る高度 なシステ ムの完成

・全機種 を通 じてのハ ー ド,ソ フ トの保守性 の向上 による有用度 の高 いシステ ムの提供

・重点的な機器の開発
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ω 代表機 種

USAC-2500:小 型 コンピュータで ,磁 気デ ィスク ・パ ックを主体に したシステムで,主 記憶 は4

KB～32KSで あ る。入力 はテー プベースで行 な う
。 出力 はライ ンプ リンタ又 は紙

テー プである。 このほか カー ドベース,リ クエス トタイプ
,磁 気 テープ装置 な どの

接続がで きる。

プ ・グラム言語はアセ ンブラでAPOLI・APOLnが あ る
。

USAC-1500:超 小 型 ・ンピ・一タで
・紙 テープベーズで眠 ドラ・を輸 す る。とが できる

.主
記憶 はコア500語 ・1000語 で,出 力装置は ラインプ リンタ,高 速 パ ンチな どであ る。

プログラム言語は アセンブラでMAPを 用 い,ジ ェネ レータ,サ ブルーチ ンな ど

を使 うことがで きる。

USAC-1020:超 小型 コン ピュータ分野では入 出力 「演算の速度 が速 い
。各種の アプ リケ ーシ ョン

を持 ち・ システ ムの構成 も融通性が ある。

外部 ファイル として磁気 ドラムの接続 も可 能である。

USAC-500:電 子 作表計算機 で各種の伝票発行に用い られ る
。記憶装置語が分割使用で きるの と

判断命令が多 いので給与計算 ・分類集計 な ども処理で きる。

USAC-300:電 子作表計算機で伝票発行の専用機 である。あ らゆる種類の電動 タイプライタに接

続で き,紙 テー プハ ンチの接続 も可能 そある。

(2)1969年 の 諸活動

ハー ドウェア オプションの1/O機 器 開発をテーマと し
、 カー ド・リーダの接続 を施行 した。 この装

置 は1000シ リーズ以上 の機種には全て適用 され る。

ソフ トウ・アUSAC-1500の ・ ・一 トランを醸 した
.JIS3000を ベ ースに拡張 したものである。

使用に当 っては磁気 ドラム1台 を必要 とし,ア センブラとの併用が可能 である
。 この ほかユーテ ィリテ

ィ ・ジェネ レータの拡張 を計 った。

アプ リケーシ ョン 事務用 としてのサブ ・ルー チンを充実す るとともに,業 務別のアプ リケーシ ョンを

パ ッケージ化 した
。

㈲ 今年度の 目標

研究開発 としては各種の プロジェク ト ・チームによって,ハ ー ド・ソフ ト両面か ら進行 してい る
。小

型機 を中心 として超小型機 ・中型機の範囲である。

営業部門では機種 ごとのアプ リケ三 ション充実 とユーザー教育 に力 を入れ,市 場 に対 しては広範囲の'

業 種に亘 って販売促進 を計画 している。
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70年 代 の コンピュータリゼーシ ョンは どこまで進 むか

アンケー ト調査よ り抜奉

加 40 60 (%)

コンピュータと通信システ

ムを結合 した経営システム

の普及時期(大企業の場合)

初期

中期

後期

意思決定モデルの普及時期

(限られた範囲で普及する

.とすれば)

初期

中期

後期

37.0

39.7

(無 回 答10.5)

公共機関のデータ・ファイル

が民問で利用されるのは

(オンラインで行なう場合)

初期

中期

後期

プロセス ・コントロールの

普及する時期

(大企業の場合)

初期

中期

後期 (無回 答0.7)

コンピュータ教育が必修科

目となる時期

(大学の場合)

初期

中期

後期

コンピュータ教育が必修科

目となる時期

(高校の場合)

初期

中期

後期

情報処理サービス企業が一

般化するの{ポ

初期

中期

後期

(無 回 答16.2)

情報提供サービス企業が一

般化するのは

初期

中期

後期

37.4

34.8

入出力データの無線伝送が
一般化する時期は

初期

中期

後期

家庭用コンピュータの出現

する時期は
33.6

39.4




